
昭和二十五年建設省令第四十号

建築基準法施行規則

建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）及び建築基準法施行令（昭和二十五年政令第三百三十八号）を実施するため、建築基準法施

行規則を次のように定める。

（建築基準適合判定資格者検定の受検申込書）

第一条　建築基準適合判定資格者検定（指定建築基準適合判定資格者検定機関が建築基準適合判定資格者検定事務を行うものを除く。）を

受けようとする者は、別記第一号様式による受検申込書に申請前六月以内に撮影した無帽、正面、無背景の縦の長さ四・五センチメート

ル、横の長さ三・五センチメートルの写真（以下「受検申込用写真」という。）を添え、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　指定建築基準適合判定資格者検定機関が建築基準適合判定資格者検定事務を行う建築基準適合判定資格者検定を受けようとする者は、

前項の受検申込書に受検申込用写真を添え、指定建築基準適合判定資格者検定機関の定めるところにより、これを指定建築基準適合判定

資格者検定機関に提出しなければならない。

（受検者の不正行為に対する報告）

第一条の二　指定建築基準適合判定資格者検定機関は、建築基準法（以下「法」という。）第五条の二第二項の規定により法第五条第九項

に規定する国土交通大臣の職権を行つたときは、遅滞なく次に掲げる事項を記載した報告書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　不正行為者の氏名、住所及び生年月日

二　不正行為に係る検定の年月日及び検定地

三　不正行為の事実

四　処分の内容及び年月日

五　その他参考事項

（構造計算適合判定資格者検定の受検申込書）

第一条の二の二　構造計算適合判定資格者検定（指定構造計算適合判定資格者検定機関が構造計算適合判定資格者検定事務を行うものを除

く。）を受けようとする者は、別記第一号の二様式による受検申込書に受検申込用写真を添え、これを国土交通大臣に提出しなければな

らない。

（準用）

第一条の二の三　第一条第二項の規定は指定構造計算適合判定資格者検定機関が構造計算適合判定資格者検定事務を行う構造計算適合判定

資格者検定を受けようとする者に、第一条の二の規定は指定構造計算適合判定資格者検定機関が法第五条の五第二項において読み替えて

準用する法第五条の二第二項の規定により法第五条の四第五項において準用する法第五条第九項に規定する国土交通大臣の職権を行つた

ときについて準用する。この場合において、第一条第二項中「前項」とあるのは、「第一条の二の二」と読み替えるものとする。

（確認申請書の様式）

第一条の三　法第六条第一項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。第四項において同じ。）の規定による確認の申請書は、

次の各号に掲げる図書及び書類とする。ただし、次の表一の（い）項に掲げる配置図又は各階平面図は、次の表二の（二十三）項の（ろ）

欄に掲げる道路に接して有効な部分の配置図若しくは特定道路の配置図、同表の（二十八）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限適合建築

物の配置図、隣地高さ制限適合建築物の配置図若しくは北側高さ制限適合建築物の配置図又は同表の（二十九）項の（ろ）欄に掲げる日

影図と、表一の（ろ）項に掲げる二面以上の立面図又は二面以上の断面図は、表二の（二十八）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限適合

建築物の二面以上の立面図、隣地高さ制限適合建築物の二面以上の立面図若しくは北側高さ制限適合建築物の二面以上の立面図又は同表

の（四十五）項の（ろ）欄に掲げる防災都市計画施設に面する方向の立面図と、それぞれ併せて作成することができる。

一　別記第二号様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、

当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）。

イ　次の表一の各項に掲げる図書（用途変更の場合においては同表の（は）項に掲げる図書を、国土交通大臣があらかじめ安全である

と認定した構造の建築物又はその部分に係る場合で当該認定に係る認定書の写しを添えたものにおいては同項に掲げる図書のうち国

土交通大臣の指定したものを除く。）

ロ　申請に係る建築物が次の（１）から（３）までに掲げる建築物である場合にあつては、それぞれ当該（１）から（３）までに定め

る図書及び書類

（１）　次の表二の各項の（い）欄並びに表五の（二）項及び（三）項の（い）欄に掲げる建築物　それぞれ表二の各項の（ろ）欄に

掲げる図書並びに表五の（二）項の（ろ）欄に掲げる計算書及び同表の（三）項の（ろ）欄に掲げる図書（用途変更の場合におい

ては表二の（一）項の（ろ）欄に掲げる図書を、国土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構造の建築物又はその部分に係

る場合で当該認定に係る認定書の写しを添えたものにおいては表二の（一）項の（ろ）欄に掲げる図書、表五の（一）項及び（四）

項から（六）項までの（ろ）欄に掲げる計算書並びに同表の（三）項の（ろ）欄に掲げる図書のうち国土交通大臣が指定したもの

を、（２）の認定を受けた構造の建築物又はその部分に係る場合においては同表の（二）項の（ろ）欄に掲げる計算書を除く。）

（２）　次の（ｉ）及び（ｉｉ）に掲げる建築物（用途変更をする建築物を除く。）　それぞれ当該（ｉ）及び（ｉｉ）に定める図書

（国土交通大臣があらかじめ安全であると認定した構造の建築物又はその部分に係る場合においては、当該認定に係る認定書の写

し及び当該構造であることを確かめることができるものとして国土交通大臣が指定した構造計算の計算書）。ただし、（ｉ）及び

（ｉｉ）に掲げる建築物について法第二十条第一項第二号イ及び第三号イの認定を受けたプログラムによる構造計算によつて安全

性を確かめた場合は、当該認定に係る認定書の写し、当該プログラムによる構造計算を行うときに電子計算機（入出力装置を含

む。以下同じ。）に入力した構造設計の条件並びに構造計算の過程及び結果に係る情報を記録した電磁的記録媒体（電磁的記録（電

子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。第三条の二十二第一項及び第二項において同じ。）に係る記録媒体をいう。以下同じ。）並びに（ｉ）

及び（ｉｉ）に定める図書のうち国土交通大臣が指定したものをもつて代えることができる。

（ｉ）　次の表三の各項の（い）欄上段（（二）項にあっては（い）欄）に掲げる建築物　当該各項の（ろ）欄に掲げる構造計算書

（ｉｉ）　建築基準法施行令（以下「令」という。）第八十一条第二項第一号イ若しくはロ又は同項第二号イ又は同条第三項に規定

する国土交通大臣が定める基準に従つた構造計算により安全性を確かめた建築物　次の表三の各項の（ろ）欄に掲げる構造計算

書に準ずるものとして国土交通大臣が定めるもの

（３）　次の表四の各項の（い）欄に掲げる建築物　当該各項に掲げる書類（建築主事又は建築副主事（以下「建築主事等」という。）

が、当該書類を有していないことその他の理由により、提出を求める場合に限る。）

二　別記第三号様式による建築計画概要書

三　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、当該代理者に委任することを証する書類（以下「委任状」という。）又はその写し

四　申請に係る建築物が一級建築士、二級建築士又は木造建築士（第四項第四号、第三条第三項第四号及び第三条の七第一項第四号にお

いて「建築士」という。）により構造計算によつてその安全性を確かめられたものである場合（建築士法（昭和二十五年法律第二百二
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号）第二十条の二の規定の適用がある場合を除く。第四項第四号、第三条第三項第四号及び第三条の七第一項第四号において同じ。）

にあつては、同法第二十条第二項に規定する証明書（構造計算書を除く。第四項第四号、第三条第三項第四号及び第三条の七第一項第

四号において単に「証明書」という。）の写し

一

　 図書の種類 明示すべき事項

（い） 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

　 配置図 縮尺及び方位

敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請に係る建築物と他の建築物との別

延焼のおそれのある部分

防火上有効な公園、広場、川その他の空地又は水面、耐火構造の壁その他これらに類するものの位置

　 　 擁壁の設置その他安全上適当な措置

　 　 土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との高低差及び申請に係る建築物の各部分の高さ

　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 下水管、下水溝又はためますその他これらに類する施設の位置及び排出経路又は処理経路

　 各階平面図 縮尺及び方位

　 　 間取、各室の用途及び床面積

　 　 壁及び筋かいの位置及び種類

　 　 通し柱及び開口部の位置

　 　 延焼のおそれのある部分の外壁の位置及び構造

　 　 申請に係る建築物が法第三条第二項の規定により法第二十八条の二（同条第一号及び第二号に掲げる基準に係

る部分に限る。）の規定の適用を受けない建築物である場合であつて当該建築物について増築、改築、大規模の

修繕又は大規模の模様替（以下この項において「増築等」という。）をしようとするときにあつては、当該増築

等に係る部分以外の部分について行う令第百三十七条の四の二第三号に規定する措置

　 床面積求積図 床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

（ろ） 二面以上の立

面図

縮尺

　 　 開口部の位置

　 　 延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の構造

　 二面以上の断

面図

縮尺

　 　 地盤面

　 　 各階の床及び天井（天井のない場合は、屋根）の高さ、軒及びひさしの出並びに建築物の各部分の高さ

　 地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ

　 　 地盤面を算定するための算式

（は） 基礎伏図 縮尺並びに構造耐力上主要な部分の材料の種別及び寸法

　 各階床伏図 　

　 小屋伏図 　

　 構造詳細図 　

二

　 （い） （ろ）

　 　 図書の種類 明示すべき事項

（一） 法
第
二
十
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
建
築
物

令 第 三 章
第 二 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 一　基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の種別及び寸法
二　屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する
建築物の部分及び広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付
けるものの種別、位置及び寸法

　 二面以上の立面図

　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図

　 　 　 構造詳細図 屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する建築

物の部分及び広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付ける

ものの取付け部分の構造方法

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分で特に腐食、腐朽又は摩損のおそれのあ

るものに用いる材料の腐食、腐朽若しくは摩損のおそれの程度

又はさび止め、防腐若しくは摩損防止のための措置
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特定天井（令第三十九条第三項に規定する特定天井をいう。以

下同じ。）で特に腐食、腐朽その他の劣化のおそれのあるものに

用いる材料の腐食、腐朽その他の劣化のおそれの程度又はさび

止め、防腐その他の劣化防止のための措置

　 　 　 基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 　 　 基礎の種類

　 　 　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 木ぐい及び常水面の位置

　 　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐいの打撃力等に対

する構造耐力上の安全性を確保するための措置

　 　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項又は令

第三十九条第二項若しくは第三項の規定に

適合することの確認に必要な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

令第三十九条第三項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 令 第 三 章
第 三 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部

の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法
　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 屋根ふき材の種別

　 　 　 　 柱の有効細長比

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である軸組等の構造方法

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である継手又は仕口の構造方法

　 　 　 　 外壁のうち、軸組が腐りやすい構造である部分の下地

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材の地面から一メートル以内の

部分の防腐又は防蟻措置

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に使用する木材の品質

　 　 　 令第四十条ただし書、令第四十二条第一項
第二号、同条第一項第三号、令第四十三条
第一項ただし書、同条第二項ただし書、令
第四十六条第二項第一号イ、同条第二項第
一号ハ、同条第三項、同条第四項、令第四
十七条第一項、令第四十八条第一項第二号
ただし書又は同条第二項第二号の規定に適
合することの確認に必要な図書

令第四十条ただし書に規定する用途又は規模への適合性審査に

必要な事項

令第四十二条第一項第二号に規定する基準への適合性審査に必

要な事項

令第四十二条第一項第三号に規定する構造方法への適合性審査

に必要な事項

令第四十二条第一項第三号に規定する方法による検証内容

　 　 　 令第四十三条第一項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第四十三条第二項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第四十六条第二項第一号イに規定する基準への適合性審査に

必要な事項

令第四十六条第二項第一号ハの構造計算の結果及びその算出方法

令第四十六条第三項本文に規定する基準への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 令第四十六条第三項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 　 令第四十六条第四項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第四十七条第一項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 　 令第四十八条第一項第二号ただし書の構造計算の結果及びその

算出方法

　 　 　 　 令第四十八条第二項第二号に規定する規格への適合性審査に必

要な事項

　 　 令 第 三 章
第 四 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

配置図 組積造の塀の位置

　 　 各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手

すり壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）、間仕切壁
及び手すり又は手すり壁の位置、寸法、構造方法及び材料の種
別並びに開口部の位置、形状及び寸法

　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図
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　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の根入れ深さ並びに材料の種別及び

寸法

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 施工方法等計画書 使用するモルタルの調合等の組積材の施工方法の計画

　 　 　 令第五十一条第一項ただし書、令第五十五
条第二項、令第五十七条第一項第一号及び
第二号又は令第五十九条の二の規定に適合
することの確認に必要な図書

令第五十一条第一項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第五十五条第二項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第五十七条第一項第一号及び第二号に規定する基準への適合

性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第五十九条の二に規定する構造方法への適合性審査に必要な

事項

　 　 令 第 三 章
第 四 節 の
二 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

配置図 補強コンクリートブロック造の塀の位置

　 　 各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手

すり壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法
　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の丈及び根入れ深さ並びに材料の種

別及び寸法

　 　 　 　 帳壁の材料の種別及び構造方法

　 　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 施工方法等計画書 コンクリートブロックの組積方法

　 　 　 　 補強コンクリートブロックの耐力壁、門又は塀の縦筋の接合方法

　 　 　 令第六十二条の四第一項から第三項まで、

令第六十二条の五第二項又は令第六十二条

の八ただし書の規定に適合することの確認

に必要な図書

令第六十二条の四第一項から第三項までに規定する基準への適

合性審査に必要な事項

　 　 　 令第六十二条の五第二項に規定する基準への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 令第六十二条の八ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 令 第 三 章
第 五 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部

の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法
　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 圧縮材の有効細長比

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継手及び仕口の構造

方法

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 令第六十六条、令第六十七条第二項、令第

六十九条又は令第七十条の規定に適合する

ことの確認に必要な図書

令第六十六条に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 　 令第七十条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第七十条に規定する一の柱のみの火熱による耐力の低下によ

つて建築物全体が容易に倒壊するおそれがある場合として国土

交通大臣が定める場合に該当することを確認するために必要な

事項

　 　 令 第 三 章
第 六 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部

の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法
　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 　 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さ

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 　 コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別
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　 　 　 施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

　 　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 　 令第七十三条第二項ただし書、同条第三項
ただし書、令第七十七条第四号、同条第五
号ただし書、令第七十七条の二第一項ただ
し書又は令第七十九条第二項の規定に適合
することの確認に必要な図書

令第七十三条第二項ただし書に規定する構造方法への適合性審

査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第七十七条第四号に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十七条第五号ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 　 令第七十七条の二第一項ただし書の構造計算の結果及びその算

出方法

　 　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 令 第 三 章
第 六 節 の
二 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材の位置及び寸法並びに開口部

の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 二面以上の断面図

　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継手及び仕口の構造

方法

　 　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さ

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 　 コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

　 　 　 施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

　 　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 　 令第六十六条、令第六十七条第二項、令第
六十九条、令第七十三条第二項ただし書、
同条第三項ただし書、令第七十七条第五号
ただし書、同条第六号、令第七十七条の二
第一項ただし書、令第七十九条第二項又は
令第七十九条の三第二項の規定に適合する
ことの確認に必要な図書

令第六十六条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第七十三条第二項ただし書に規定する構造方法への適合性審

査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第七十七条第五号ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 　 令第七十七条第六号に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第七十七条の二第一項ただし書の構造計算の結果及びその算

出方法

　 　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

　 　 　 　 令第七十九条の三第二項に規定する構造方法への適合性審査に

必要な事項

　 　 令 第 三 章
第 七 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

配置図 無筋コンクリート造の塀の位置、構造方法及び寸法

　 　 各階平面図 構造耐力上主要な部分である部材、間仕切壁及び手すり又は手

すり壁の位置及び寸法並びに開口部の位置、形状及び寸法　 　 二面以上の立面図

　 　 　 二面以上の断面図

　 　 　 基礎伏図 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）、間仕切壁
及び手すり又は手すり壁の位置、寸法、構造方法及び材料の種
別並びに開口部の位置、形状及び寸法

　 　 　 各階床伏図

　 　 　 小屋伏図

　 　 　 二面以上の軸組図

　 　 　 構造詳細図 塀の寸法、構造方法、基礎の根入れ深さ並びに材料の種別及び

寸法

　 　 　 使用構造材料一覧表 コンクリートの骨材、水及び混和材料の種別

　 　 　 施工方法等計画書 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生方法

　 　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 　 令第五十一条第一項ただし書、令第五十五
条第二項、令第五十七条第一項第一号及び
第二号又は令第五十九条の二の規定に適合
することの確認に必要な図書

令第五十一条第一項ただし書の構造計算の結果及びその算出方法

　 　 　 令第五十五条第二項に規定する基準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第五十七条第一項第一号及び第二号に規定する基準への適合

性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第五十九条の二に規定する構造方法への適合性審査に必要な

事項

　 　 令 第 三 章
第 七 節 の

令第八十条の二又は令第八十条の三の規定

に適合することの確認に必要な図書

令第八十条の二に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項
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　 二 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

　 令第八十条の三に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

　 　 令 第 三 章

第 八 節 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図、二面以上の立面図、二面以上

の断面図、基礎伏図、小屋伏図、二面以上

の軸組図及び構造詳細図

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、寸

法、構造方法及び材料の種別並びに開口部の位置、形状及び寸法

　 　 　 構造計算においてその影響を考慮した非構造部材の位置、形状、

寸法及び材料の種別

　 　 令 第 百 二

十 九 条 の

二 の 三 第

三 号 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

令第百二十九条の二の三第三号の規定に適

合することの確認に必要な図書

令第百二十九条の二の三第三号に規定する構造方法への適合性

審査に必要な事項

第 八 条 の

三 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

第八条の三の規定に適合することの確認に

必要な図書

第八条の三に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

法 第 二 十

条 第 二 項

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

二面以上の断面図 令第三十六条の四に規定する構造方法

（二） 法

第

二

十

一

条

の

規

定

が

適

用

さ

れ

る

建

築

物

法 第 二 十

一 条 第 一

項 本 文 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 防火区画の位置及び面積

通常火災終了時間の算出に当たつて必要な建築設備の位置

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

通常火災終了時間計算書 通常火災終了時間及びその算出方法

法 第 二 十
一 条 第 一
項 た だ し
書 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

付近見取図 延焼防止上有効な空地の状況

配置図 敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請に係る建築

物と他の建築物との別

令第百九条の六に規定する建築物の各部分から空地の反対側の

境界線までの水平距離

建築物の各部分の高さ

　 　 法 第 二 十
一 条 第 二
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

　 　 耐力壁及び非耐力壁の位置

スプリンクラー設備等消火設備の配置

袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

二面以上の立面図 開口部の面積、位置、構造、形状及び寸法

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他法第二十一条第二項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

法第二十一条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項
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法 第 二 十
一 条 第 三
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 火熱遮断壁等の位置

耐火構造等の構造詳細図 火熱遮断壁等の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他法第二十一条第三項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百九条の八に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

（三） 法第二十二条の

規定が適用され

る建築物

耐火構造等の構造詳細図 屋根の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他法第二十二条の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百九条の九に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

（四） 法第二十三条の

規定が適用され

る建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 耐火構造等の構造詳細図 延焼のおそれのある部分の外壁の断面の構造、材料の種別及び

寸法

　 　 使用建築材料表 主要構造部の材料の種別

（五） 法第二十四条の

規定が適用され

る建築物

配置図 法第二十二条第一項の規定による区域の境界線

（六） 法第二十五条の

規定が適用され

る建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 耐火構造等の構造詳細図 屋根並びに延焼のおそれのある部分の外壁及び軒裏の断面の構

造、材料の種別及び寸法

（七） 法
第
二
十
六
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
建
築
物

法 第 二 十
六 条 第 一
項 本 文 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 防火壁及び防火床の位置

　 　 防火壁及び防火床による区画の位置及び面積

二面以上の断面図 防火床の位置

防火床による区画の位置

　 耐火構造等の構造詳細図 防火壁及び防火床並びに防火設備の断面の構造、材料の種別及

び寸法

　 　 法 第 二 十
六 条 第 一
項 た だ し
書 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

付近見取図 建築物の周囲の状況

　 　 各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 　 かまど、こんろその他火を使用する設備又は器具の位置

　 　 　 外壁、袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

　 　 　 　 令第百十五条の二第一項第六号に規定する区画の位置並びに当

該区画を構成する床若しくは壁又は防火設備の位置及び構造

　 　 　 　 令第百十五条の二第一項第七号に規定するスプリンクラー設備

等及び令第百二十六条の三の規定に適合する排煙設備の位置

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部、軒裏及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び

寸法

　 　 　 　 令第百十五条の二第一項第六号に規定する床又は壁を貫通する

給水管、配電管その他の管の部分及びその周囲の部分の構造

　 　 　 　 令第百十五条の二第一項第八号に規定する柱又ははりを接合す

る継手又は仕口の構造

　 　 　 室内仕上げ表 令第百十五条の二第一項第七号に規定する部分の仕上げの材料

の種別及び厚さ

　 　 　 令第百十五条の二第一項第九号の規定に適

合することの確認に必要な図書

通常の火災により建築物全体が容易に倒壊するおそれのないこ

とが確かめられた構造

　 　 令 第 百 十
三 条 第 二
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 風道の配置

　 　 　 防火壁又は防火床を貫通する風道に設ける防火設備の位置及び

種別

　 　 　 給水管、配電管その他の管と防火壁又は防火床との隙間を埋め

る材料の種別

　 　 　 二面以上の断面図 防火壁又は防火床を貫通する風道に設ける防火設備の位置及び

種別
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　 　 　 　 給水管、配電管その他の管と防火壁又は防火床との隙間を埋め

る材料の種別

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 防火設備の構造、材料の種別及び寸法

法 第 二 十
六 条 第 二
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 特定部分の位置

耐火構造等の構造詳細図 特定部分の主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別

及び寸法

その他法第二十六条第二項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

法第二十六条第二項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

（八） 法
第
二
十
七
条
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
建
築
物

法 第 二 十
七 条 第 一
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

　 　 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 外壁、袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

防火区画の位置及び面積

特定避難時間の算出に当たつて必要な建築設備の位置

　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法

特定避難時間計算書 特定避難時間及びその算出方法

その他法第二十七条第一項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

法第二十七条第一項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

令 第 百 十

条 の 五 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図 警報設備の位置及び構造

　 　 法 第 二 十
七 条 第 二
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

　 　 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 外壁、袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法

　 　 法 第 二 十
七 条 第 三
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

　 　 　 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 　 外壁、袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部、軒裏、天井及び防火設備の断面の構造、材料の種

別及び寸法

危険物の数量表 危険物の種類及び数量

法 第 二 十
七 条 第 四
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 火熱遮断壁等の位置

耐火構造等の構造詳細図 火熱遮断壁等の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他法第二十七条第四項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百九条の八に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

（九） 法第二十八条第

一項及び第四項

の規定が適用さ

れる建築物

配置図 敷地の接する道路の位置及び幅員並びに令第二十条第二項第一

号に規定する公園、広場、川その他これらに類する空地又は水

面の位置及び幅

　 　 　 令第二十条第二項第一号に規定する水平距離

　 　 各階平面図 法第二十八条第一項に規定する開口部の位置及び面積

　 　 二面以上の立面図 令第二十条第二項第一号に規定する垂直距離
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　 　 二面以上の断面図 令第二十条第二項第一号に規定する垂直距離

開口部の採光に有効な部分の面積を算出し

た際の計算書

居室の床面積

開口部の採光に有効な部分の面積及びその算出方法

令 第 十 九

条 第 三 項

た だ し 書

の 規 定 が

適 用 さ れ

る 居 室 を

有 す る 建

築物

令第十九条第三項ただし書に規定する国土

交通大臣が定める基準に適合することの確

認に必要な図書

令第十九条第三項ただし書に規定する国土交通大臣が定める基

準に適合する居室に該当することを確認するために必要な事項

（十） 法第二十八条の

二の規定が適用

される建築物

各階平面図 給気機又は給気口及び排気機又は排気口の位置

　 　 　 外壁の開口部に設ける建具（通気ができる空隙のあるものに限

る。）の構造

　 　 使用建築材料表 内装の仕上げに使用する建築材料の種別

　 　 　 令第二十条の七第一項第一号に規定する第一種ホルムアルデヒ

ド発散建築材料（以下この表及び第三条の二第一項第十二号の

表において単に「第一種ホルムアルデヒド発散建築材料」とい

う。）、令第二十条の七第一項第二号に規定する第二種ホルムア

ルデヒド発散建築材料（以下この表及び第三条の二第一項第十

二号の表において単に「第二種ホルムアルデヒド発散建築材料」

という。）又は令第二十条の七第一項第二号に規定する第三種ホ

ルムアルデヒド発散建築材料（以下この表及び第三条の二第一

項第十二号の表において単に「第三種ホルムアルデヒド発散建

築材料」という。）を使用する内装の仕上げの部分の面積（以下

この項において単に「内装の仕上げの部分の面積」という。）

　 　 　 内装の仕上げの部分の面積に、内装の仕上げに用いる建築材料

の種別に応じ令第二十条の七第一項第二号の表の（一）項又は

（二）項に定める数値を乗じて得た面積の合計

　 　 有効換気量又は有効換気換算量を算出した

際の計算書

有効換気量又は有効換気換算量及びその算出方法

　 　 換気回数及び必要有効換気量

（ 十

一）

法第二十九条の

規定が適用され

る建築物

各階平面図 令第二十二条の二第一号イに規定する開口部、令第二十条の二

に規定する技術的基準に適合する換気設備又は居室内の湿度を

調節する設備の位置

　 　 外壁等の構造詳細図 直接土に接する外壁、床及び屋根又はこれらの部分の構造及び

材料の種別

　 　 開口部の換気に有効な部分の面積を算出し

た際の計算書

居室の床面積

　 　 開口部の換気に有効な部分の面積及びその算出方法

（ 十

二）

法第三十条の規

定が適用される

建築物

各階平面図 界壁の位置及び遮音性能

二面以上の断面図 界壁の位置及び構造

法 第 三 十

条 第 二 項

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

二面以上の断面図 天井の位置、構造及び遮音性能

（ 十

三）

法第三十五条の

規定が適用され

る建築物

各階平面図 令第百十六条の二第一項に規定する窓その他の開口部の面積

　 　 　 令第百十六条の二第一項第二号に規定する窓その他の開口部の

開放できる部分の面積

　 　 　 消火設備の構造詳細図 消火栓、スプリンクラー、貯水槽その他の消火設備の構造

　 　 令 第 五 章
第 二 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

　 　 　 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 　 防火区画の位置及び面積

　 　 　 階段の配置及び構造

　 　 　 　 階段室、バルコニー及び付室の開口部、窓及び出入口の構造及

び面積

　 　 　 　 歩行距離

　 　 　 　 廊下の幅

　 　 　 　 避難階段及び特別避難階段に通ずる出入口の幅

　 　 　 　 物品販売業を営む店舗の避難階に設ける屋外への出口の幅
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　 　 　 　 令第百十八条に規定する出口の戸

　 　 　 　 令第百二十五条の二第一項に規定する施錠装置の構造

　 　 　 　 令第百二十六条第一項に規定する手すり壁、さく又は金網の位

置及び高さ

　 　 　 二面以上の断面図 直通階段の構造

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法

室内仕上げ表 令第百二十三条第一項第二号及び第三項第四号に規定する部分

の仕上げ及び下地の材料の種別及び厚さ

令第百十七条第二項第二号及び令第百二十

三条第三項第二号の規定に適合することの

確認に必要な図書

令第百十七条第二項第二号に規定する建築物の部分に該当する

ことを確認するために必要な事項

令第百二十三条第三項第二号に規定する構造方法への適合性審

査に必要な事項

令第百二十条第一項の表の（一）の項に規

定する国土交通大臣が定める基準に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百二十条第一項の表の（一）の項に規定する国土交通大臣

が定める基準に適合する居室に該当することを確認するために

必要な事項

令第百二十一条の二の規定に適合すること

の確認に必要な図書

直通階段で屋外に設けるものが木造である場合における当該直

通階段の構造及び防腐措置

令 第 五 章
第 五 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 赤色灯及び非常用進入口である旨の表示の構造

令第百二十六条の六第三号に規定する空間の位置

二面以上の立面図 非常用進入口又は令第百二十六条の六第二号に規定する窓その

他の開口部の構造

赤色灯及び非常用進入口である旨の表示の構造

二面以上の断面図 令第百二十六条の六第三号に規定する空間に通ずる出入口の構造

その他令第百二十六条の六第三号の規定に

適合することの確認に必要な図書

令第百二十六条の六第三号に規定する空間に該当することを確

認するために必要な事項

令第百二十六条の六第三号に規定する構造方法への適合性審査

に必要な事項

　 　 令 第 五 章
第 六 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

配置図 敷地内における通路の幅員

　 　 各階平面図 防火設備の位置及び種別

　 　 　 歩行距離

　 　 　 渡り廊下の位置及び幅員

　 　 　 　 地下道の位置及び幅員

　 　 　 二面以上の断面図 渡り廊下の高さ

　 　 　 使用建築材料表 主要構造部の材料の種別及び厚さ

　 　 　 室内仕上げ表 令第百二十八条の三に規定する部分の仕上げ及び下地の材料の

種別及び厚さ

　 　 　 地下道の床面積求績図 地下道の床面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 　 非常用の照明設備の構造詳細図 照度

　 　 　 照明設備の構造

　 　 　 　 照明器具の材料の位置及び種別

　 　 　 非常用の排煙設備の構造詳細図 地下道の床面積

　 　 　 垂れ壁の材料の種別

　 　 　 　 排煙設備の構造、材料の配置及び種別

　 　 　 　 排煙口の手動開放装置の位置及び構造

　 　 　 　 排煙機の能力

　 　 　 非常用の排水設備の構造詳細図 排水設備の構造及び材料の種別

　 　 　 排水設備の能力

（ 十

四）

法第三十五条の

二の規定が適用

される建築物

各階平面図 令第百二十八条の三の二第一項に規定する窓のその他の開口部

の開放できる部分の面積

　 　 　 令第百二十八条の五第七項に規定する国土交通大臣が定める建

築物の部分に該当することを確認するために必要な事項

室内仕上げ表 令第百二十八条の五に規定する部分の仕上げの材料の種別及び

厚さ

令 第 百 二

十 八 条 の

六 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

令第百二十八条の六の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百二十八条の六に規定する建築物の部分に該当することを

確認するために必要な事項

（ 十

五）

法第三十五条の

三の規定が適用

される建築物

各階平面図 令第百十一条第一項に規定する窓その他の開口部の面積
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　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

令第百十一条第一項に規定する国土交通大

臣が定める基準に適合することの確認に必

要な図書

令第百十一条第一項に規定する国土交通大臣が定める基準に適

合する居室に該当することを確認するために必要な事項

（ 十

六）

法

第

三

十

六

条

の

規

定

が

適

用

さ

れ

る

建

築

物

令 第 二 章

第 二 節 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

二面以上の断面図 下階の居室の床が木造である場合における床の高さ及び防湿

方法

　 　 換気孔の位置

　 　 　 ねずみの侵入を防ぐための設備の設置状況

　 　 令 第 二 章
第 三 節 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 階段、踊り場、手すり等又は階段に代わる傾斜路の位置及び構造

　 　 　 令第二十七条に規定する階段の設置状況

　 　 二面以上の断面図 階段、踊り場、手すり等又は階段に代わる傾斜路の構造

　 　 令 第 百 九
条 の 二 の
二 第 一 項
本 文 の 規
定 が 適 用
さ れ る 建
築物

層間変形角計算書 層間変位の計算に用いる地震力

　 　 　 地震力によつて各階に生ずる水平方向の層間変位の算出方法

　 　 　 各階及び各方向の層間変形角の算出方法

　 　 令 第 百 九

条 の 二 の

二 第 一 項

た だ し 書

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

防火上有害な変形、亀裂その他の損傷に関

する図書

令第百九条の二の二第一項ただし書に規定する計算又は実験に

よる検証内容

令 第 百 九

条 の 二 の

二 第 二 項

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

令第百九条の二の二第二項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百九条の二の二第二項に規定する建築物の部分に該当する

ことを確認するために必要な事項

令 第 百 九

条 の 二 の

二 第 三 項

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

令第百九条の二の二第三項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百九条の二の二第三項に規定する建築物に該当することを

確認するために必要な事項

　 　 令 第 百 十
二 条 第 一
項 か ら 第
十 八 項 ま
で の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

　 　 　 スプリンクラー設備等消火設備の配置

　 　 　 防火設備の位置及び種別並びに戸の位置

防火区画の位置及び面積

強化天井の位置

　 　 　 令第百十二条第十八項に規定する区画に用いる壁の構造

　 　 　 二面以上の断面図 令第百十二条第十六項に規定する外壁の位置及び構造

　 　 　 　 令第百十二条第十八項に規定する区画に用いる床の構造

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部、天井及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び

寸法
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令第百十二条第三項の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百十二条第三項に規定する構造方法への適合性審査に必要

な事項

令第百十二条第四項の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百十二条第四項に規定する防火上支障がないものとして国

土交通大臣が定める部分に該当することを確認するために必要

な事項

令第百十二条第十五項の規定に適合するこ

との確認に必要な図書

令第百十二条第十五項に規定する国土交通大臣が定める建築物

の
たて

竪穴部分に該当することを確認するために必要な事項

令第百十二条第十八項ただし書の規定に適

合することの確認に必要な図書

令第百十二条第十八項ただし書に規定する場合に該当すること

を確認するために必要な事項

　 　 令 第 百 十

二 条 第 十

九 項 第 一

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 防火設備の位置及び種別

　 　 耐火構造等の構造詳細図 防火設備の構造、材料の種別及び寸法

　 　 令 第 百 十

二 条 第 十

九 項 第 二

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 防火設備の位置及び種別並びに戸の位置

　 　 耐火構造等の構造詳細図 防火設備の構造、材料の種別及び寸法並びに戸の構造

　 　 令 第 百 十
二 条 第 二
十 項 及 び
第 二 十 一
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

各階平面図 風道の配置

　 　 　 令第百十二条第二十項に規定する準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の位置及び種別

　 　 　 給水管、配電管その他の管と令第百十二条第二十項に規定する

準耐火構造の防火区画との隙間を埋める材料の種別

　 　 　 二面以上の断面図 令第百十二条第二十項に規定する準耐火構造の防火区画を貫通

する風道に設ける防火設備の位置及び種別

　 　 　 　 給水管、配電管その他の管と令第百十二条第二十項に規定する

準耐火構造の防火区画との隙間を埋める材料の種別

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 防火設備の構造、材料の種別及び寸法

令 第 百 十

二 条 第 二

十 二 項 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

令第百十二条第二十二項の規定に適合する

ことの確認に必要な図書

令第百十二条第二十二項に規定する建築物の部分に該当するこ

とを確認するために必要な事項

令 第 百 十

二 条 第 二

十 三 項 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

令第百十二条第二十三項の規定に適合する

ことの確認に必要な図書

令第百九条の二の二第三項に規定する建築物に該当することを

確認するために必要な事項

令 第 百 十
四 条 の 規
定 が 適 用
さ れ る 建
築物

各階平面図 界壁又は防火上主要な間仕切壁の位置

スプリンクラー設備等消火設備の配置

防火区画の位置

強化天井の位置

　 　 　 界壁、防火上主要な間仕切壁又は隔壁を貫通する風道に設ける

防火設備の位置

　 　 　 給水管、配電管その他の管と界壁、防火上主要な間仕切壁又は

隔壁との隙間を埋める材料の種別

　 　 　 二面以上の断面図 小屋組の構造

　 　 　 　 界壁、防火上主要な間仕切壁又は隔壁の位置

　 　 　 　 界壁、防火上主要な間仕切壁又は隔壁を貫通する風道に設ける

防火設備の位置

　 　 　 　 給水管、配電管その他の管と界壁、防火上主要な間仕切壁又は

隔壁との隙間を埋める材料の種別

耐火構造等の構造詳細図 界壁、防火上主要な間仕切壁又は隔壁及び天井の断面並びに防

火設備の構造、材料の種別及び寸法
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令第百十四条第一項の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百十四条第一項に規定する防火上支障がないものとして国

土交通大臣が定める部分に該当することを確認するために必要

な事項

令第百十四条第二項の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百十四条第二項に規定する防火上支障がないものとして国

土交通大臣が定める部分に該当することを確認するために必要

な事項

令第百十四条第六項の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百十四条第六項に規定する建築物の部分に該当することを

確認するために必要な事項

第 八 条 の

四 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 令第百八条の三に該当する部分その他必要な事項を表示する位置

（ 十

七）

法第三十七条の

規定が適用され

る建築物

使用建築材料表 建築物の基礎、主要構造部及び令第百四十四条の三に規定する

部分に使用する指定建築材料の種別

　 　 　 指定建築材料を使用する部分

　 　 　 使用する指定建築材料の品質が適合する日本産業規格又は日本

農林規格及び当該規格に適合することを証する事項

　 　 　 日本産業規格又は日本農林規格の規格に適合することを証明す

る事項

　 　 　 使用する指定建築材料が国土交通大臣の認定を受けたものであ

る場合は認定番号

（ 十

八）

法第四十三条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

配置図 敷地の道路に接する部分及びその長さ

その他法第四十三条の規定に適合すること

の確認に必要な図書

法第四十三条に規定する敷地等と道路との関係への適合性審査

に必要な事項

　 　 法 第 四 十

三 条 第 二

項 第 一 号

又 は 第 二

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第四十三条第二項第一号の認定又は同項

第二号の許可の内容に適合することの確認

に必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

（ 十

九）

法第四十四条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

二面以上の断面図 敷地境界線

敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

その他法第四十四条の規定に適合すること

の確認に必要な図書

法第四十四条に規定する道路内の建築制限への適合性審査に必

要な事項

　 　 法 第 四 十

四 条 第 一

項 第 二 号

か ら 第 四

号 ま で の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

法第四十四条第一項第二号若しくは第四号

の許可又は同項第三号の認定の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該許可又は認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

（ 二

十）

法第四十七条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 壁面線

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 　 門又は塀の位置及び高さ

　 　 二面以上の断面図 敷地境界線

　 　 　 壁面線

　 　 　 　 門又は塀の位置及び高さ

　 　 法 第 四 十

七 条 た だ

し 書 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第四十七条ただし書の許可の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項
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（二十

一）

法第四十八条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 用途地域の境界線

　 　 危険物の数量表 危険物の種類及び数量

　 　 　 工場・事業調書 事業の種類

　 　 法 第 四 十

八 条 第 一

項 か ら 第

十 四 項 ま

で の た だ

し 書 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第四十八条第一項から第十四項までのた

だし書の許可の内容に適合することの確認

に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（二十

二）

法第五十一条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 都市計画において定められた法第五十一条に規定する建築物の

敷地の位置

　 　 　 用途地域の境界線

　 　 　 都市計画区域の境界線

　 　 　 卸売市場等の用途に供する建築物調書 法第五十一条に規定する建築物の用途及び規模

　 　 法 第 五 十

一 条 た だ

し 書 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第五十一条ただし書の許可の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（二十

三）

法第五十二条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 指定された容積率の数値の異なる地域の境界線

　 　 　 法第五十二条第十二項の壁面線等

　 　 　 令第百三十五条の十九に掲げる建築物の部分の位置、高さ及び

構造

各階平面図 蓄電池設置部分、自家発電設備設置部分、貯水槽設置部分又は

宅配ボックス設置部分の位置

床面積求積図 蓄電池設置部分、自家発電設備設置部分、貯水槽設置部分又は

宅配ボックス設置部分の床面積の求積に必要な建築物の各部分

の寸法及び算式

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

その他法第五十二条の規定に適合すること

の確認に必要な図書

法第五十二条に規定する容積率への適合性審査に必要な事項

法 第 五 十

二 条 第 六

項 第 三 号

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

法第五十二条第六項第三号の認定の内容に

適合することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

　 　 法 第 五 十
二 条 第 八
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

法第五十二条第八項第二号に規定する空地
のうち道路に接して有効な部分（以下「道
路に接して有効な部分」という。）の配置図

敷地境界線

　 　 法第五十二条第八項第二号に規定する空地の面積及び位置

　 　 道路に接して有効な部分の面積及び位置

　 　 敷地内における工作物の位置

　 　 　 　 敷地の接する道路の位置

　 　 　 　 令第百三十五条の十七第三項の表（い）欄各項に掲げる地域の

境界線

　 　 法 第 五 十
二 条 第 九
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

法第五十二条第九項に規定する特定道路

（以下単に「特定道路」という。）の配置図

敷地境界線

　 　 前面道路及び前面道路が接続する特定道路の位置及び幅員

　 　 当該特定道路から敷地が接する前面道路の部分の直近の端まで

の延長

　 　 法 第 五 十

二 条 第 十

項 、 第 十

一 項 又 は

法第五十二条第十項、第十一項又は第十四

項の許可の内容に適合することの確認に必

要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項
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第 十 四 項

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

（二十

四）

法第五十三条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 用途地域の境界線

　 　 　 防火地域の境界線

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

令第二条第一項第二号に規定する特例軒等

に該当することの確認に必要な図書

令第二条第一項第二号に規定する特例軒等に該当することを確

認するために必要な事項

　 　 法 第 五 十

三 条 第 四

項 、 第 五

項 又 は 第

六 項 第 三

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第五十三条第四項、第五項又は第六項第

三号の許可の内容に適合することの確認に

必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（二十

五）

法第五十三条の

二の規定が適用

される建築物

付近見取図 敷地の位置

　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 配置図 用途地域の境界線

　 　 　 防火地域の境界線

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

　 　 法 第 五 十

三 条 の 二

第 一 項 第

三 号 又 は

第 四 号 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

法第五十三条の二第一項第三号又は第四号

の許可の内容に適合することの確認に必要

な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

　 　 法 第 五 十

三 条 の 二

第 三 項 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

現に存する所有権その他の権利に基づいて

当該土地を建築物の敷地として使用するこ

とができる旨を証する書面

現に存する所有権その他の権利に基づいて当該土地を建築物の

敷地として使用することができる旨

（二十

六）

法第五十四条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 用途地域の境界線

　 　 　 都市計画において定められた外壁の後退距離の限度の線

　 　 　 申請に係る建築物の外壁又はこれに代わる柱の面の位置

　 　 　 令第百三十五条の二十二に掲げる建築物又はその部分の用途、

高さ及び床面積

　 　 　 申請に係る建築物又はその部分の外壁又はこれに代わる柱の中

心線及びその長さ

（二十

七）

法第五十五条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 用途地域の境界線

　 　 二面以上の断面図 用途地域の境界線

　 　 　 　 土地の高低

　 　 法 第 五 十

五 条 第 二

項 、 第 三

項 又 は 第

四 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第五十五条第二項の認定又は同条第三項

若しくは第四項の許可の内容に適合するこ

との確認に必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項
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（二十

八）

法第五十六条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 　 令第百三十一条の二第一項に規定する街区の位置

　 　 配置図 地盤面及び前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物の各

部分の高さ

　 　 　 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 法第五十六条第一項第二号に規定する水平距離のうち 小のも

のに相当する距離

　 　 　 令第百三十条の十二に掲げる建築物の部分の用途、位置、高さ、

構造及び床面積

　 　 　 法第五十六条第二項に規定する後退距離

　 　 　 用途地域の境界線

　 　 　 高層住居誘導地区の境界線

　 　 　 法第五十六条第一項第二号イの規定により特定行政庁が指定し

た区域の境界線

　 　 　 令第百三十二条第一項若しくは第二項又は令第百三十四条第二

項に規定する区域の境界線

　 　 　 前面道路の反対側又は隣地にある公園、広場、水面その他これ

らに類するものの位置

　 　 　 北側の前面道路の反対側又は北側の隣地にある水面、線路敷そ

の他これらに類するものの位置

　 　 二面以上の断面図 前面道路の路面の中心の高さ

　 　 　 地盤面及び前面道路の路面の中心からの建築物の各部分の高さ

　 　 　 令第百三十五条の二第二項、令第百三十五条の三第二項又は令

第百三十五条の四第二項の規定により特定行政庁が規則におい

て定める前面道路の位置

　 　 　 法第五十六条第一項から第六項までの規定による建築物の各部

分の高さの限度

　 　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 　 前面道路の中心線

　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 土地の高低

　 　 　 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 令第百三十条の十二に掲げる建築物の部分の用途、位置、高さ、

構造及び床面積

　 　 　 法第五十六条第一項第二号に規定する水平距離のうち 小のも

のに相当する距離

　 　 　 法第五十六条第二項に規定する後退距離

　 　 　 用途地域の境界線

　 　 　 高層住居誘導地区の境界線

　 　 　 法第五十六条第一項第二号イの規定により特定行政庁が指定し

た区域の境界線

　 　 　 令第百三十二条第一項若しくは第二項又は令第百三十四条第二

項に規定する区域の境界線

　 　 　 前面道路の反対側又は隣地にある公園、広場、水面その他これ

らに類するものの位置

　 　 　 　 北側の前面道路の反対側又は北側の隣地にある水面、線路敷そ

の他これらに類するものの位置

　 　 法 第 五 十
六 条 第 七
項 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

令第百三十五条の六第一項第一号の規定に
より想定する道路高さ制限適合建築物（以
下「道路高さ制限適合建築物」という。）の
配置図

縮尺

　 　 敷地境界線

　 　 敷地内における申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物

の位置

　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低

　 　 　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 　 　 前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制

限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 　 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の前面道路の境

界線からの後退距離

　 　 　 　 道路制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 　 　 令第百三十二条又は令第百三十四条第二項に規定する区域の境

界線

　 　 　 　 令第百三十五条の九に規定する位置及び当該位置の間の距離
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　 　 　 　 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物について令第百

三十五条の九に規定する位置ごとに算定した天空率（令第百三

十五条の五に規定する天空率をいう。以下同じ。）

　 　 　 道路高さ制限適合建築物の二面以上の立面

図

縮尺

　 　 　 前面道路の路面の中心の高さ

　 　 　 　 前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制

限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 　 令第百三十五条の二第二項の規定により特定行政庁が規則に定

める高さ

　 　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低

　 　 　 　 令第百三十五条の九に規定する位置からの申請に係る建築物及

び道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 申請に係る建築物と道路高さ制限適合建築

物の天空率の差が も近い算定位置（以下

「道路高さ制限近接点」という。）における

水平投影位置確認表

前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制

限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 道路高さ制限近接点から申請に係る建築物及び道路高さ制限適

合建築物の各部分までの水平距離、仰角及び方位角

　 　 　 道路高さ制限近接点における申請に係る建

築物及び道路高さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 　 　 天空率

　 　 　 道路高さ制限近接点における天空率算定表 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の天空率を算定

するための算式

　 　 　 令第百三十五条の七第一項第一号の規定に
より想定する隣地高さ制限適合建築物（以
下「隣地高さ制限適合建築物」という。）の
配置図

縮尺

　 　 　 敷地境界線

　 　 　 敷地内における申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物

の位置

　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低

　 　 　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 　 　 　 法第五十六条第一項第二号に規定する水平距離のうち 小のも

のに相当する距離

　 　 　 　 令第百三十五条の七第一項第二号に規定する隣地高さ制限適合

建築物の隣地境界線からの後退距離

　 　 　 　 隣地制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 　 　 令第百三十五条の十に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 　 　 申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物について令第百

三十五条の十に規定する位置ごとに算定した天空率

　 　 　 隣地高さ制限適合建築物の二面以上の立面

図

縮尺

　 　 　 地盤面

　 　 　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 　 　 　 令第百三十五条の三第二項の規定により特定行政庁が規則に定

める高さ

　 　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低

　 　 　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 　 　 令第百三十五条の十に規定する位置からの申請に係る建築物及

び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 申請に係る建築物と隣地高さ制限適合建築

物の天空率の差が も近い算定位置（以下

「隣地高さ制限近接点」という。）における

水平投影位置確認表

申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 隣地高さ制限近接点から申請に係る建築物及び隣地高さ制限適

合建築物の各部分までの水平距離、仰角及び方位角

　 　 　 隣地高さ制限近接点における申請に係る建

築物及び隣地高さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 　 　 天空率

　 　 　 隣地高さ制限近接点における天空率算定表 申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の天空率を算定

するための算式

　 　 　 令第百三十五条の八第一項の規定により想
定する建築物（以下「北側高さ制限適合建
築物」という。）の配置図

縮尺

　 　 　 敷地境界線

　 　 　 敷地内における申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物

の位置

　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低
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　 　 　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 　 　 　 北側制限高さが異なる地域の境界線

　 　 　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 　 　 令第百三十五条の十一に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 　 　 申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物について令第百

三十五条の十一に規定する位置ごとに算定した天空率

　 　 　 北側高さ制限適合建築物の二面以上の立面

図

縮尺

　 　 　 地盤面

　 　 　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 　 　 　 令第百三十五条の四第二項の規定により特定行政庁が規則に定

める高さ

　 　 　 　 擁壁の位置

　 　 　 　 土地の高低

　 　 　 　 令第百三十五条の十一に規定する位置からの申請に係る建築物

及び北側高さ制限適合建築物の高さ

　 　 　 申請に係る建築物と北側高さ制限適合建築

物の天空率の差が も近い算定位置（以下

「北側高さ制限近接点」という。）における

水平投影位置確認表

申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 　 北側高さ制限近接点から申請に係る建築物及び北側高さ制限適

合建築物の各部分までの水平距離、仰角及び方位角

　 　 　 北側高さ制限近接点における申請に係る建

築物及び北側高さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 　 　 天空率

　 　 　 北側高さ制限近接点における天空率算定表 申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の天空率を算定

するための算式

　 　 令 第 百 三

十 一 条 の

二 第 二 項

又 は 第 三

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

令第百三十一条の二第二項又は第三項の認

定の内容に適合することの確認に必要な図

書

当該認定に係る申請に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は

用途に関する事項

（二十

九）

法第五十六条の

二の規定が適用

される建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 建築物の各部分の高さ

　 　 　 軒の高さ

　 　 　 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 敷地の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの

位置及び幅員

　 　 日影図 縮尺及び方位

　 　 　 敷地境界線

　 　 　 法第五十六条の二第一項に規定する対象区域の境界線

　 　 　 法別表第四（い）欄の各項に掲げる地域又は区域の境界線

　 　 　 高層住居誘導地区又は都市再生特別地区の境界線

　 　 　 日影時間の異なる区域の境界線

　 　 　 敷地の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの

位置及び幅員

　 　 　 敷地内における建築物の位置

　 　 　 平均地盤面からの建築物の各部分の高さ

　 　 　 法第五十六条の二第一項の水平面（以下「水平面」という。）上

の敷地境界線からの水平距離五メートル及び十メートルの線（以

下「測定線」という。）

　 　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から三十分ごとに午

後四時まで（道の区域内にあつては、午前九時から三十分ごと

に午後三時まで）の各時刻に水平面に生じさせる日影の形状

　 　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道

の区域内にあつては、午前九時から午後三時まで）の間に測定

線上の主要な点に生じさせる日影時間

　 　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道

の区域内にあつては、午前九時から午後三時まで）の間に水平

面に生じさせる日影の等時間日影線

　 　 　 土地の高低
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　 　 日影形状算定表 平均地盤面からの建築物の各部分の高さ及び日影の形状を算定

するための算式

　 　 二面以上の断面図 平均地盤面

　 　 　 地盤面及び平均地盤面からの建築物の各部分の高さ

　 　 　 隣地又はこれに連接する土地で日影が生ずるものの地盤面又は

平均地表面

　 　 　 平均地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ及び平均地盤面を算

定するための算式

　 　 法 第 五 十

六 条 の 二

第 一 項 た

だ し 書 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

法第五十六条の二第一項ただし書の許可の

内容に適合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（ 三

十）

法第五十七条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 道路の位置

　 　 　 二面以上の断面図 道路の位置

　 　 法 第 五 十

七 条 第 一

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第五十七条第一項の認定の内容に適合す

ることの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

一）

法第五十七条の

二の規定が適用

される建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 特例敷地の位置

（三十

二）

法第五十七条の

四の規定が適用

される建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 特例容積率適用地区の境界線

二面以上の断面図 土地の高低

　 　 法 第 五 十

七 条 の 四

第 一 項 た

だ し 書 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

法第五十七条の四第一項ただし書の許可の

内容に適合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

三）

法第五十七条の

五の規定が適用

される建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 高層住居誘導地区の境界線

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 法 第 五 十

七 条 の 五

第 三 項 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

現に存する所有権その他の権利に基づいて

当該土地を建築物の敷地として使用するこ

とができる旨を証する書面

現に存する所有権その他の権利に基づいて当該土地を建築物の

敷地として使用することができる旨

（三十

四）

法第五十八条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 高度地区の境界線

二面以上の断面図 高度地区の境界線

土地の高低

法 第 五 十

八 条 第 二

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第五十八条第二項の許可の内容に適合す

ることの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

19



（三十

五）

法第五十九条の
規定が適用され
る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 高度利用地区の境界線

　 　 　 高度利用地区に関する都市計画において定められた壁面の位置

の制限の位置

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 二面以上の断面図 高度利用地区に関する都市計画において定められた壁面の位置

の制限の位置

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 法 第 五 十

九 条 第 一

項 第 三 号

又 は 第 四

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第五十九条第一項第三号又は第四項の許

可の内容に適合することの確認に必要な図

書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

六）

法第五十九条の

二の規定が適用

される建築物

法第五十九条の二第一項の許可の内容に適

合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

七）

法第六十条の規

定が適用される

建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 特定街区に関する都市計画において定められた壁面の位置の制

限の位置

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 二面以上の断面図 特定街区に関する都市計画において定められた壁面の位置の制

限の位置

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 　 土地の高低

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

（三十

八）

法第六十条の二

の規定が適用さ

れる建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 都市再生特別地区の境界線

　 　 　 都市再生特別地区に関する都市計画において定められた壁面の

位置の制限の位置

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 二面以上の断面図 都市再生特別地区に関する都市計画において定められた壁面の

位置の制限の位置

　 　 　 都市再生特別地区の境界線

　 　 　 土地の高低

　 　 　 国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 法 第 六 十

条 の 二 第

一 項 第 三

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第六十条の二第一項第三号の許可の内容

に適合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

八 の

二）

法第六十条の二

の二の規定が適

用される建築物

付近見取図 敷地の位置

配置図 地盤面の異なる区域の境界線

居住環境向上用途誘導地区の境界線

居住環境向上用途誘導地区に関する都市計画において定められ

た壁面の位置の制限の位置

申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置
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二面以上の断面図 居住環境向上用途誘導地区に関する都市計画において定められ

た壁面の位置の制限の位置

居住環境向上用途誘導地区の境界線

土地の高低

国土交通大臣が指定する歩廊の柱その他これに類するものの位置

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

法 第 六 十

条 の 二 の

二 第 一 項

第 二 号 又

は 第 三 項

た だ し 書

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

法第六十条の二の二第一項第二号又は第三

項ただし書の許可の内容に適合することの

確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（三十

九）

法第六十条の三

の規定が適用さ

れる建築物

付近見取図 敷地の位置

配置図 地盤面の異なる区域の境界線

特定用途誘導地区の境界線

二面以上の断面図 土地の高低

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

法 第 六 十

条 の 三 第

一 項 第 三

号 又 は 第

二 項 た だ

し 書 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第六十条の三第一項第三号又は第二項た

だし書の許可の内容に適合することの確認

に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（ 四

十）

法

第

六

十

一

条

の

規

定

が

適

用

さ

れ

る

建

築

物

法 第 六 十

一 条 第 一

項 本 文 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

配置図 隣地境界線、道路中心線及び同一敷地内の他の建築物の外壁の

位置

各階平面図 開口部及び防火設備の位置

耐力壁及び非耐力壁の位置

スプリンクラー設備等消火設備の配置

外壁、袖壁、塀その他これらに類するものの位置及び高さ

二面以上の立面図 開口部の面積、位置、構造、形状及び寸法

二面以上の断面図 換気孔の位置及び面積

窓の位置及び面積

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面及び防火設備の構造、材料の種別及び寸法

令 第 百 三

十 六 条 の

二 第 五 号

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

構造詳細図 門又は塀の断面の構造、材料の種別及び寸法

法 第 六 十
一 条 第 二

各階平面図 火熱遮断壁等の位置

耐火構造等の構造詳細図 火熱遮断壁等の断面の構造、材料の種別及び寸法
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項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

その他法第六十一条第二項の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百九条の八に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

（四十

一）

法第六十二条の

規定が適用され

る建築物

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他法第六十二条の規定に適合すること

の確認に必要な図書

令第百三十六条の二の二に規定する構造方法への適合性審査に

必要な事項

（四十

二）

法第六十三条の

規定が適用され

る建築物

配置図 隣地境界線の位置

　 耐火構造等の構造詳細図 外壁の断面の構造、材料の種別及び寸法

（四十

三）

法第六十四条の

規定が適用され

る建築物

配置図 看板等の位置

　 二面以上の立面図 看板等の高さ

　 　 耐火構造等の構造詳細図 看板等の材料の種別

（四十

四）

法第六十五条の

規定が適用され

る建築物

配置図 防火地域又は準防火地域の境界線

　 各階平面図 防火壁の位置

　 　 耐火構造等の構造詳細図 防火壁の断面の構造、材料の種別及び寸法

（四十

五）

法第六十七条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 特定防災街区整備地区の境界線

　 　 　 特定防災街区整備地区に関する都市計画において定められた壁

面の位置の制限の位置

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 　 敷地の接する防災都市計画施設の位置

　 　 　 申請に係る建築物の防災都市計画施設に面する部分及びその長さ

　 　 　 敷地の防災都市計画施設に接する部分及びその長さ

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 防災都市計画施設に面する方向の立面図 縮尺

　 　 建築物の防災都市計画施設に係る間口率の 低限度以内の部分

の位置

　 　 　 建築物の高さの 低限度より低い高さの建築物の部分（建築物

の防災都市計画施設に係る間口率の 低限度を超える部分を除

く。）の構造

　 　 　 建築物の防災都市計画施設に面する部分及びその長さ

　 　 　 敷地の防災都市計画施設に接する部分及びその長さ

　 　 　 敷地に接する防災都市計画施設の位置

　 　 二面以上の断面図 特定防災街区整備地区に関する都市計画において定められた壁

面の位置の制限の位置

　 　 　 土地の高低

　 　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

　 　 法 第 六 十

七 条 第 三

項第二号、

第 五 項 第

二 号 又 は

第 九 項 第

二 号 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

法第六十七条第三項第二号、第五項第二号

又は第九項第二号の許可の内容に適合する

ことの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

　 　 法 第 六 十

七 条 第 四

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

現に存する所有権その他の権利に基づいて

当該土地を建築物の敷地として使用するこ

とができる旨を証する書面

現に存する所有権その他の権利に基づいて当該土地を建築物の

敷地として使用することができる旨

（四十

六）

法第六十八条の

規定が適用され

る建築物

付近見取図 敷地の位置

　 配置図 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 　 景観地区の境界線
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　 　 　 景観地区に関する都市計画において定められた壁面の位置の制

限の位置

　 　 　 申請に係る建築物の壁又はこれに代わる柱の位置

　 　 二面以上の断面図 土地の高低

　 　 　 景観地区に関する都市計画において定められた壁面の位置の制

限の位置

　 　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 法 第 六 十

八 条 第 一

項第二号、

第 二 項 第

二 号 若 し

く は 第 三

項 第 二 号

又 は 第 五

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

法第六十八条第一項第二号、第二項第二号

若しくは第三項第二号の許可又は同条第五

項の認定の内容に適合することの確認に必

要な図書

当該許可又は認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

　 　 法 第 六 十

八 条 第 四

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

現に存する所有権その他の権利に基づいて

当該土地を建築物の敷地として使用するこ

とができる旨を証する書面

現に存する所有権その他の権利に基づいて当該土地を建築物の

敷地として使用することができる旨

（四十

七）

法第六十八条の

三の規定が適用

される建築物

法第六十八条の三第一項から第三項まで若

しくは第七項の認定又は同条第四項の許可

の内容に適合することの確認に必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

（四十

八）

法第六十八条の

四の規定が適用

される建築物

法第六十八条の四の認定の内容に適合する

ことの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（四十

八 の

二）

法第六十八条の

五の二の規定が

適用される建築

物

法第六十八条の五の二の認定の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（四十

九）

法第六十八条の

五の三の規定が

適用される建築

物

法第六十八条の五の三第二項の許可の内容

に適合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（ 五

十）

法第六十八条の

五の五の規定が

適用される建築

物

法第六十八条の五の五第一項又は第二項の

認定の内容に適合することの確認に必要な

図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（五十

一）

法第六十八条の

五の六の規定が

適用される建築

物

法第六十八条の五の六の認定の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（五十

二）

法第六十八条の

七の規定が適用

される建築物

法第六十八条の七第五項の許可の内容に適

合することの確認に必要な図書

当該許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（五十

三）

法第八十四条の

二の規定が適用

される建築物

配置図 敷地境界線の位置

　 各階平面図 壁及び開口部の位置

　 　 　 延焼のおそれのある部分

　 　 二面以上の立面図 常時開放されている開口部の位置

　 　 二面以上の断面図 塀その他これに類するものの高さ及び材料の種別

　 　 耐火構造等の構造詳細図 柱、はり、外壁及び屋根の断面の構造及び材料の種別

　 　 　 令第百三十六条の十第三号ハに規定する屋根の構造

（五十

四）

法第八十五条の

規定が適用され

る建築物

法第八十五条第六項又は第七項の許可の内

容に適合することの確認に必要な図書

仮設建築物の許可の内容に関する事項

（五十

五）

法第八十五条の

二の規定が適用

される建築物

景観法（平成十六年法律第百十号）第十九

条第一項の規定により景観重要建造物とし

て指定されていることの確認に必要な図書

景観重要建造物としての指定の内容に関する事項
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（五十

六）

法第八十五条の

三の規定が適用

される建築物

文化財保護法（昭和二十五年法律第二百十

四号）第百四十三条第一項後段に規定する

条例の内容に適合することの確認に必要な

図書

当該条例に係る制限の緩和の内容に関する事項

（五十

七）

法第八十六条の

規定が適用され

る建築物

法第八十六条第一項若しくは第二項の認定

又は同条第三項若しくは第四項の許可の内

容に適合することの確認に必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

（五十

八）

法第八十六条の

二の規定が適用

される建築物

法第八十六条の二第一項の認定又は同条第

二項若しくは第三項の許可の内容に適合す

ることの確認に必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

（五十

九）

法第八十六条の

四の規定が適用

される建築物

法第八十六条第一項から第四項まで又は法

第八十六条の二第一項から第三項までの認

定又は許可の内容に適合することの確認に

必要な図書

当該認定又は許可に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用

途に関する事項

　 　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

（ 六

十）

法第八十六条の

六の規定が適用

される建築物

法第八十六条の六第二項の認定の内容に適

合することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（六十

一）

法第八十六条の

七の規定が適用

される建築物

既存不適格調書 既存建築物の基準時及びその状況に関する事項

　 　 　 　 　

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

令第百三十七条の二第一号イ若しくはロ、

第二号イ若しくはロ又は第三号イの規定に

適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二第一号イ若しくはロ、第二号イ若しくはロ

又は第三号イに規定する構造方法に関する事項

　 　 各階平面図 増築又は改築に係る部分

令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 二 第

一 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の二の二第一項の規

定に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二の二第一項の規定に適合することを確認す

るために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 二 第

二 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の二の二第二項の規

定に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二の二第二項の規定に適合することを確認す

るために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 三 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の二の三の規定に適

合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二の三の規定に適合することを確認するため

に必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 四 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の二の四の規定に適

合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二の四の規定に適合することを確認するため

に必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

二 の 五 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の二の五の規定に適

合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の二の五の規定に適合することを確認するため

に必要な事項

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

三 の 規 定

が 適 用 さ

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の三の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百三十七条の三の規定に適合することを確認するために必

要な事項
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れ る 建 築
物

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

四 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の四の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百三十七条の四の規定に適合することを確認するために必

要な事項

　 　 令 第 百 三
十 七 条 の
四 の 二 の
規 定 が 適
用 さ れ る
建築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

　 　 　 石綿が添加されている部分

　 　 二面以上の断面図 石綿が添加された建築材料を被覆し又は添加された石綿を建築

材料に固着する措置

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

五 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

六 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

　 　 二面以上の断面図 改築に係る部分の建築物の高さ及び基準時における当該部分の

建築物の高さ

令 第 百 三

十 七 条 の

六 の 二 第

二 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の六の二第二項の規

定に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の六の二第二項の規定に適合することを確認す

るために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

六 の 三 第

二 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の六の三第二項の規

定に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の六の三第二項の規定に適合することを確認す

るために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

六 の 四 第

二 項 の 規

定 が 適 用

さ れ る 建

築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の六の四第二項の規

定に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の六の四第二項の規定に適合することを確認す

るために必要な事項

　 　 令 第 百 三
十 七 条 の
七 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 危険物の数量表 危険物の種類及び数量

　 　 　 工場・事業調書 事業の種類

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

八 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

増築前におけるエレベーターの昇降路の部分、共同住宅又は老

人ホーム等の共用の廊下又は階段の用に供する部分、法第五十

二条第六項第三号に掲げる建築物の部分、自動車車庫等部分、

備蓄倉庫部分、蓄電池設置部分、自家発電設備設置部分、貯水

槽設置部分及び宅配ボックス設置部分以外の部分

　 　 　 増築又は改築後における自動車車庫等部分、備蓄倉庫部分、蓄

電池設置部分、自家発電設備設置部分、貯水槽設置部分又は宅

配ボックス設置部分

　 　 令 第 百 三

十 七 条 の

九 の 規 定

が 適 用 さ

各階平面図 改築に係る部分

　 　 敷地面積求積図 敷地面積の求積に必要な敷地の各部分の寸法及び算式

　 　 建築面積求積図 建築面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式
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れ る 建 築
物

　 　 令 第 百 三
十 七 条 の
十 の 規 定
が 適 用 さ
れ る 建 築
物

耐火構造等の構造詳細図 増築又は改築に係る部分の外壁及び軒裏の構造、材料の種別及

び寸法

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の十の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

令第百三十七条の十の規定に適合することを確認するために必

要な事項

　 　 令 第 百 三
十 七 条 の
十 一 の 規
定 が 適 用
さ れ る 建
築物

耐火構造等の構造詳細図 増築又は改築に係る部分の外壁及び軒裏の構造、材料の種別及

び寸法

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の十一の規定に適合

することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十一の規定に適合することを確認するために

必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

十 一 の 二

の 規 定 が

適 用 さ れ

る建築物

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の十一の二の規定に

適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十一の二の規定に適合することを確認するた

めに必要な事項

令 第 百 三
十 七 条 の
十 一 の 三
の 規 定 が
適 用 さ れ
る建築物

耐火構造等の構造詳細図 増築又は改築に係る部分の外壁及び軒裏の構造、材料の種別及

び寸法

各階平面図 増築又は改築に係る部分

その他令第百三十七条の十一の三の規定に

適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十一の三の規定に適合することを確認するた

めに必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

十 二 第 三

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 大規模の修繕又は大規模の模様替に係る部分

石綿が添加されている部分

令 第 百 三

十 七 条 の

十 二 第 四

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 大規模の修繕又は大規模の模様替に係る部分

その他令第百三十七条の十二第四項の規定

に適合することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十二第四項の規定に適合することを確認する

ために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

十 二 第 五

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

各階平面図 大規模の修繕又は大規模の模様替に係る部分

令 第 百 三

十 七 条 の

十 二 第 六

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

令第百三十七条の十二第六項の認定の内容

に適合することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

令 第 百 三

十 七 条 の

十 二 第 七

項 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

令第百三十七条の十二第七項の認定の内容

に適合することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

令 第 百 三
十 七 条 の
十 四 の 規
定 が 適 用

各階平面図 防火設備の位置

二面以上の断面図 令第百三十七条の十四第一号に規定する構造方法

耐火構造等の構造詳細図 床又は壁の断面の構造、材料の種別及び寸法
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さ れ る 建
築物

令第百三十七条の十四第二号の規定に適合

することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十四第二号に規定する建築物の部分に該当す

ることを確認するために必要な事項

令第百三十七条の十四第三号の規定に適合

することの確認に必要な図書

令第百三十七条の十四第三号に規定する建築物の部分に該当す

ることを確認するために必要な事項

令 第 百 三

十 七 条 の

十 六 第 二

号 の 規 定

が 適 用 さ

れ る 建 築

物

付近見取図 敷地の位置

その他令第百三十七条の十六第二号の認定

の内容に適合することの確認に必要な図書

当該認定に係る建築物の敷地、構造、建築設備又は用途に関す

る事項

（六十

二）

法第八十六条の

九第二項の規定

が適用される建

築物

現に存する所有権その他の権利に基づいて

当該土地を建築物の敷地として使用するこ

とができる旨を証する書面

現に存する所有権その他の権利に基づいて当該土地を建築物の

敷地として使用することができる旨

（六十

三）

法第八十七条の

三の規定が適用

される建築物

法第八十七条の三第六項又は第七項の許可

の内容に適合することの確認に必要な図書

法第八十七条の三第六項又は第七項の許可の内容に関する事項

（六十

四）

消防法（昭和二

十三年法律第百

八十六号）第九

条の規定が適用

される建築物

消防法第九条の市町村条例の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

当該市町村条例で定められた火災の予防のために必要な事項

（六十

五）

消防法第九条の

二の規定が適用

される建築物

各階平面図 住宅用防災機器の位置及び種類

　 消防法第九条の二第二項の市町村条例の規

定に適合することの確認に必要な図書

当該市町村条例で定められた住宅用防災機器の設置及び維持に

関する基準その他住宅における火災の予防のために必要な事項

（六十

六）

消防法第十五条

の規定が適用さ

れる建築物

各階平面図 特定防火設備の位置及び構造

　 　 消火設備の位置

　 　 　 映写機用排気筒及び室内換気筒の位置及び材料

　 　 　 格納庫の位置

　 　 　 映写窓の構造

　 　 　 映写室の寸法

　 　 　 映写室の出入口の幅

　 　 　 映写室である旨を表示した標識及び防火に関し必要な事項を掲

示した掲示板の位置及び構造

　 　 二面以上の断面図 映写室の天井の高さ

　 　 　 映写室の出入口の高さ

　 　 構造詳細図 映写室の壁、柱、床及び天井の断面の構造、材料の種別及び寸法

（六十

七）

消防法第十七条

の規定が適用さ

れる建築物

消防法第十七条第一項の規定に適合するこ

との確認に必要な図書

当該規定に係る消防用設備等の技術上の基準に関する事項

　 　 消防法第十七条第二項の条例の規定に適合

することの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る消防用設備等の技術上の基準

に関する事項

　 　 消防法第十七条第三項の認定の内容に適合

することの確認に必要な図書

当該認定に係る消防用設備等に関する事項

（六十

八）

屋 外 広 告 物 法

（昭和二十四年法

律第百八十九号）

第三条（公告物

の表示及び公告

物を掲出する物

件の設置の禁止

又は制限に係る

部分に限る。以

下この項におい

て同じ。）の規定

が適用される建

築物

屋外広告物法第三条第一項から第三項まで

の条例の規定に適合することの確認に必要

な図書

当該条例で定められた制限に係る広告物の表示又は掲出物件の

設置に関する事項

（六十

九）

屋外広告物法第

四条（公告物の

表示及び公告物

屋外広告物法第四条の条例の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る広告物の表示又は掲出物件の

設置に関する事項
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を掲出する物件

の設置の禁止又

は制限に係る部

分に限る。以下

この項において

同じ。）の規定が

適用される建築

物

（ 七

十）

屋外広告物法第

五条（公告物の

表示及び公告物

を掲出する物件

の設置の禁止又

は制限に係る部

分に限る。以下

この項において

同じ。）の規定が

適用される建築

物

屋外広告物法第五条の条例の規定に適合す

ることの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る広告物の形状、面積、意匠そ

の他表示の方法又は掲出物件の形状その他設置の方法に関する

事項

（七十

一）

港湾法（昭和二

十五年法律第二

百十八号）第四

十条第一項（同

法第五十条の五

第二項の規定に

より読み替えて

適用する場合を

含む。以下この

項において同じ

。）の規定が適用

される建築物

港湾法第四十条第一項の条例の規定に適合

することの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る建築物その他の構築物に関す

る事項

（七十

二）

駐車場法（昭和

三十二年法律第

百六号）第二十

条（都市再生特

別措置法（平成

十四年法律第二

十二号）第十九

条の十四、第六

十二条の十二及

び第百七条並び

に都市の低炭素

化の促進に関す

る法律（平成二

十四年法律第八

十四号）第二十

条の規定により

読み替えて適用

する場合を含む。

以下この項にお

いて同じ。）の規

定が適用される

建築物

駐車場法第二十条第一項又は第二項の条例

の規定に適合することの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る駐車施設に関する事項

（七十

三）

宅地造成及び特

定盛土等規制法

（昭和三十六年法

律第百九十一号）

第十二条第一項

の規定が適用さ

れる建築物

宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第

一項の規定に適合していることを証する書

面

宅地造成及び特定盛土等規制法第十二条第一項の規定に適合し

ていること

（七十

三 の

二）

宅地造成及び特

定盛土等規制法

第十六条第一項

の規定が適用さ

れる建築物

宅地造成及び特定盛土等規制法第十六条第

一項の規定に適合していることを証する書

面

宅地造成及び特定盛土等規制法第十六条第一項の規定に適合し

ていること
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（七十

四）

宅地造成及び特

定盛土等規制法

第三十条第一項

の規定が適用さ

れる建築物

宅地造成及び特定盛土等規制法第三十条第

一項の規定に適合していることを証する書

面

宅地造成及び特定盛土等規制法第三十条第一項の規定に適合し

ていること

（七十

四 の

二）

宅地造成及び特

定盛土等規制法

第三十五条第一

項の規定が適用

される建築物

宅地造成及び特定盛土等規制法第三十五条

第一項の規定に適合していることを証する

書面

宅地造成及び特定盛土等規制法第三十五条第一項の規定に適合

していること

（七十

五）

流通業務市街地

の整備に関する

法律（昭和四十

一年法律第百十

号）第五条第一

項の規定が適用

される建築物

流通業務市街地の整備に関する法律第五条

第一項の規定に適合していることを証する

書面

流通業務市街地の整備に関する法律第五条第一項の規定に適合

していること

（七十

六）

都市計画法（昭

和四十三年法律

第百号）第二十

九条第一項又は

第二項の規定が

適用される建築

物

都市計画法第二十九条第一項又は第二項の

規定に適合していることを証する書面

都市計画法第二十九条第一項又は第二項の規定に適合している

こと

（七十

七）

都市計画法第三

十五条の二第一

項の規定が適用

される建築物

都市計画法第三十五条の二第一項の規定に

適合していることを証する書面

都市計画法第三十五条の二第一項の規定に適合していること

（七十

八）

都市計画法第四

十 一 条 第 二 項

（同法第三十五条

の二第四項にお

いて準用する場

合を含む。以下

この項において

同じ。）の規定が

適用される建築

物

都市計画法第四十一条第二項の規定に適合

していることを証する書面

都市計画法第四十一条第二項の規定に適合していること

（七十

九）

都市計画法第四

十二条の規定が

適用される建築

物

都市計画法第四十二条の規定に適合してい

ることを証する書面

都市計画法第四十二条の規定に適合していること

（ 八

十）

都市計画法第四

十三条第一項の

規定が適用され

る建築物

都市計画法第四十三条第一項の規定に適合

していることを証する書面

都市計画法第四十三条第一項の規定に適合していること

（八十

一）

都市計画法第五

十 三 条 第 一 項

（都市再生特別措

置法第三十六条

の四の規定によ

り読み替えて適

用する場合を含

む。以下この項

において同じ。）

又は都市計画法

第五十三条第二

項において準用

する同法第五十

二条の二第二項

の規定が適用さ

れる建築物

都市計画法第五十三条第一項又は同条第二

項において準用する同法第五十二条の二第

二項の規定に適合していることを証する書

面

都市計画法第五十三条第一項又は同条第二項において準用する

同法第五十二条の二第二項の規定に適合していること

（八十

二）

特定空港周辺航

空機騒音対策特

別措置法（昭和

五十三年法律第

構造詳細図 窓及び出入口の構造

　 　 排気口、給気口、排気筒及び給気筒の構造
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二十六号）第五
条第一項（同条
第五項において
準用する場合を
含む。）の規定が
適用される建築
物

（八十

三）

特定空港周辺航

空機騒音対策特

別措置法第五条

第二項及び第三

項（同条第五項

において準用す

る場合を含む。

以下この項にお

いて同じ。）の規

定が適用される

建築物

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法第

五条第二項ただし書の許可を受けたことの

確認に必要な図書

特定空港周辺航空機騒音対策特別措置法第五条第二項の規定に

適合していること

（八十

四）

自転車の安全利

用の促進及び自

転車等の駐車対

策の総合的推進

に 関 す る 法 律

（昭和五十五年法

律第八十七号）

第五条第四項の

規定が適用され

る建築物

自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐

車対策の総合的推進に関する法律第五条第

四項の条例の規定に適合することの確認に

必要な図書

当該条例で定められた制限に係る駐車施設に関する事項

（八十

五）

高齢者、障害者

等の移動等の円

滑化の促進に関

する法律（平成

十八年法律第九

十一号）第十四

条の規定が適用

される建築物

配置図 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施行令

（平成十八年政令第三百七十九号。以下この項において「移動等

円滑化促進法施行令」という。）第十六条に規定する敷地内の通

路の構造

　 　 　 移動等円滑化経路を構成する敷地内の通路の構造

　 　 　 車いす使用者用駐車施設の位置及び寸法

　 　 各階平面図 客室の数

　 　 　 移動等円滑化経路及び視覚障害者移動等円滑化経路の位置

　 　 　 車いす使用者用客室及び案内所の位置

　 　 　 移動等円滑化促進法施行令第十八条第二項第六号及び第十九条

に規定する標識の位置

　 　 　 移動等円滑化促進法施行令第二十条第一項に規定する案内板そ

の他の設備の位置

　 　 　 移動等円滑化促進法施行令第二十条第二項に規定する設備の位置

　 　 　 移動等円滑化経路を構成する出入口、廊下等及び傾斜路の構造

　 　 　 移動等円滑化経路を構成するエレベーター及びその乗降ロビー

の構造

　 　 　 車いす使用者用客室の便所及び浴室等の構造

　 　 　 移動等円滑化促進法施行令第十四条に規定する便所の位置及び

構造

　 　 　 階段、踊り場、手すり等及び階段に代わる傾斜路の位置及び構造

（八十

六）

都市緑地法（昭

和四十八年法律

第七十二号）第

三十五条の規定

が適用される建

築物

都市緑地法第三十五条の規定に適合してい

ることを証する書面

都市緑地法第三十五条の規定に適合していること

（八十

七）

都市緑地法第三

十六条の規定が

適用される建築

物

都市緑地法第三十六条の規定に適合してい

ることを証する書面

都市緑地法第三十六条の規定に適合していること

（八十

八）

都市緑地法第三

十九条第一項の

都市緑地法第三十九条第二項の条例の規定

に適合することの確認に必要な図書

当該条例で定められた制限に係る建築物の緑化率に関する事項
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規定が適用され

る建築物

（八十

九）

令第百八条の三
に規定する防火
上及び避難上支
障がない主要構
造部を有する建
築物

各階平面図 当該主要構造部を区画する床及び壁の位置

開口部の位置及び寸法

防火設備の位置及び種別

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法

その他令第百八条の三の規定に適合するこ

との確認に必要な図書

令第百八条の三に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項

（ 九

十）

令第百八条の四
第一項第一号の
耐火性能検証法
により法第二条
第 九 号 の 二 イ
（２）に該当する
ものであること
を確かめた特定
主要構造部を有
する建築物

各階平面図 開口部の位置及び寸法

　 　 防火設備の種別

　 耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

　 使用建築材料表 令第百八条の四第二項第一号に規定する部分の表面積並びに当

該部分に使用する建築材料の種別及び発熱量

　 　 耐火性能検証法により検証した際の計算書 令第百八条の四第二項第一号に規定する火災の継続時間及びそ

の算出方法

　 　 　 令第百八条の四第二項第二号に規定する屋内火災保有耐火時間

及びその算出方法

　 　 　 令第百八条の四第二項第三号に規定する屋外火災保有耐火時間

及びその算出方法

　 　 防火区画検証法により検証した際の計算書 令第百八条の四第五項第二号に規定する保有遮炎時間

発熱量計算書 令第百八条の四第二項第一号に規定する可燃物の発熱量及び可

燃物の一秒間当たりの発熱量

令第百八条の四第一項第一号イ（２）及び

ロ（２）の規定に適合することの確認に必

要な図書

令第百八条の四第一項第一号イ（２）及びロ（２）に規定する

基準への適合性審査に必要な事項

（九十

一）

令第百二十八条
の七第一項の区
画避難安全検証
法により区画避
難安全性能を有
することを確か
めた区画部分を
有する建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

室内仕上げ表 令第百二十八条の五に規定する部分の仕上げの材料の種別及び

厚さ

区画避難安全検証法により検証した際の平

面図

防火区画の位置及び面積

居室の出口の幅

各室の天井の高さ

区画避難安全検証法により検証した際の計

算書

各室の用途

在館者密度

各室の用途に応じた発熱量

令第百二十八条の七第三項第一号イに規定する居室避難時間及

びその算出方法

令第百二十八条の七第三項第一号ロに規定する居室煙降下時間

及びその算出方法

令第百二十八条の七第三項第一号ニに規定する区画避難時間及

びその算出方法

令第百二十八条の七第三項第一号ホに規定する区画煙降下時間

及びその算出方法

令第百二十八条の七第三項第二号イに規定する煙又はガスの高

さ及びその算出方法

令第百二十八条の七第三項第二号ハに規定する煙又はガスの高

さ及びその算出方法

（九十

二）

令第百二十九条
第一項の階避難
安全検証法によ
り階避難安全性
能を有すること

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

室内仕上げ表 令第百二十八条の五に規定する部分の仕上げの材料の種別及び

厚さ
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を確かめた階を
有する建築物

階避難安全検証法により検証した際の平面
図

防火区画の位置及び面積

居室の出口の幅

各室の天井の高さ

階避難安全検証法により検証した際の計算

書

各室の用途

在館者密度

各室の用途に応じた発熱量

令第百二十九条第三項第一号イに規定する居室避難時間及びそ

の算出方法

令第百二十九条第三項第一号ロに規定する居室煙降下時間及び

その算出方法

令第百二十九条第三項第一号ニに規定する階避難時間及びその

算出方法

令第百二十九条第三項第一号ホに規定する階煙降下時間及びそ

の算出方法

令第百二十九条第三項第二号イに規定する煙又はガスの高さ及

びその算出方法

令第百二十九条第三項第二号ハに規定する煙又はガスの高さ及

びその算出方法

令 第 百 二

十 九 条 の

二 の 二 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

令第百二十九条の二の二の規定に適合する

ことの確認に必要な図書

令第百二十九条の二の二に規定する建築物の部分に該当するこ

とを確認するために必要な事項

（九十

三）

令第百二十九条
の二第一項の全
館避難安全検証
法により全館避
難安全性能を有
することを確か
めた建築物

各階平面図 耐力壁及び非耐力壁の位置

屋上広場その他これに類するものの位置

屋外に設ける避難階段の位置

耐火構造等の構造詳細図 主要構造部の断面の構造、材料の種別及び寸法

室内仕上げ表 令第百二十八条の五に規定する部分の仕上げの材料の種別及び

厚さ

全館避難安全検証法により検証した際の平

面図

防火区画の位置及び面積

居室の出口の幅

各室の天井の高さ

全館避難安全検証法により検証した際の計

算書

各室の用途

在館者密度

各室の用途に応じた発熱量

令第百二十九条第三項第一号イに規定する居室避難時間及びそ

の算出方法

令第百二十九条第三項第一号ロに規定する居室煙降下時間及び

その算出方法

令第百二十九条第三項第一号ニに規定する階避難時間及びその

算出方法

令第百二十九条第三項第一号ホに規定する階煙降下時間及びそ

の算出方法

令第百二十九条の二第四項第一号ロに規定する全館避難時間及

びその算出方法

令第百二十九条の二第四項第一号ハに規定する全館煙降下時間

及びその算出方法

令第百二十九条第三項第二号イに規定する煙又はガスの高さ及

びその算出方法

令第百二十九条第三項第二号ハに規定する煙又はガスの高さ及

びその算出方法

令第百二十九条の二第四項第二号ロに規定する煙又はガスの高

さ及びその算出方法

令 第 百 二

十 九 条 の

二 の 二 の

規 定 が 適

用 さ れ る

建築物

令第百二十九条の二の二の規定に適合する

ことの確認に必要な図書

令第百二十九条の二の二に規定する建築物の部分に該当するこ

とを確認するために必要な事項
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三

　 （い） （ろ）

　 　 構造計算書の種類 明示すべき事項

（一） 令 第

八 十

一 条

第 二

項 第

一 号

イ に

規 定

す る

保 有

水 平

耐 力

計 算

に よ

り 安

全 性

を 確

か め

た 建

築物

共 通

事項

構造計算チェックリスト プログラムによる構造計算を行う場合において、申請に係る建築物が、当

該プログラムによる構造計算によつて安全性を確かめることのできる建築

物の構造の種別、規模その他のプログラムの使用条件に適合するかどうか

を照合するための事項

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用されるすべての

材料の種別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 特別な調査又は研究の結果等説明書 法第六十八条の二十五の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた構造方

法等その他特殊な構造方法等が使用されている場合にあつては、その認定

番号、使用条件及び内容

　 　 　 　 特別な調査又は研究の結果に基づき構造計算が行われている場合にあつて

は、その検討内容

　 　 　 　 構造計算の仮定及び計算結果の適切性に関する検討内容

　 　 令 第

八 十

二 条

各 号

関係

基礎・地盤説明書（国土交通大臣が
あらかじめ適切であると認定した算
出方法により基礎ぐいの許容支持力
を算出する場合で当該認定に係る認
定書の写しを添えた場合にあつて
は、当該算出方法に係る図書のうち
国土交通大臣の指定したものを除
く。）

地盤調査方法及びその結果

　 　 地層構成、支持地盤及び建築物（地下部分を含む。）の位置

　 　 　 地下水位（地階を有しない建築物に直接基礎を用いた場合を除く。）

　 　 　 基礎の工法（地盤改良を含む。）の種別、位置、形状、寸法及び材料の種別

　 　 　 構造計算において用いた支持層の位置、層の構成及び地盤調査の結果によ

り設定した地盤の特性値

　 　 　 　 地盤の許容応力度並びに基礎及び基礎ぐいの許容支持力の数値及びそれら

の算出方法

　 　 　 略伏図 各階の構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並びに開口

部の位置

　 　 　 略軸組図 すべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並

びに開口部の位置

　 　 　 部材断面表 各階及びすべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、

寸法及び仕様

　 　 　 荷重・外力計算書 固定荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに積載荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに大規模な設備、塔屋その他の特殊な荷重（以

下「特殊な荷重」という。）の数値及びその算出方法

　 　 　 　 積雪荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 地震力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 土圧、水圧その他考慮すべき荷重及び外力の数値及びそれらの算出方法

　 　 　 　 略伏図上に記載した特殊な荷重の分布

　 　 　 応力計算書（国土交通大臣が定める
様式による応力図及び基礎反力図を
含む。）

構造耐力上主要な部分である部材に生ずる力の数値及びその算出方法

33



　 　 　 地震時（風圧力によつて生ずる力が地震力によつて生ずる力を上回る場合

にあつては、暴風時）における柱が負担するせん断力及びその分担率並び

に耐力壁又は筋かいが負担するせん断力及びその分担率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による応力図及び基礎反力図に記載すべき事項

　 　 　 断面計算書（国土交通大臣が定める

様式による断面検定比図を含む。）

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、部材に付す記

号、部材断面の仕様、部材に生じる荷重の種別及び当該荷重が作用する方向

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の許容応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の応力度と許容応力度

の比率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による断面検定比図に記載すべき事項

　 　 　 基礎ぐい等計算書 基礎ぐい、床版、小ばりその他の構造耐力上主要な部分である部材に関す

る構造計算の計算書

　 　 　 使用上の支障に関する計算書 令第八十二条第四号に規定する構造計算の計算書

　 　 令 第

八 十

二 条

の 二

関係

層間変形角計算書 層間変位の計算に用いる地震力

　 　 　 地震力によつて各階に生ずる水平方向の層間変位の算出方法

　 　 　 　 各階及び各方向の層間変形角の算出方法

　 　 　 層間変形角計算結果一覧表 各階及び各方向の層間変形角

　 　 　 損傷が生ずるおそれのないことについての検証内容（層間変形角が二百分

の一を超え百二十分の一以内である場合に限る。）

　 　 令 第

八 十

二 条

の 三

関係

保有水平耐力計算書 保有水平耐力計算に用いる地震力

　 　 　 各階及び各方向の保有水平耐力の算出方法

　 　 　 　 令第八十二条の三第二号に規定する各階の構造特性を表すＤｓ（以下この

表において「Ｄｓ」という。）の算出方法

　 　 　 　 令第八十二条の三第二号に規定する各階の形状特性を表すＦｅｓ（以下こ

の表において「Ｆｅｓ」という。）の算出方法

　 　 　 　 各階及び各方向の必要保有水平耐力の算出方法

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である柱、はり若しくは壁又はこれらの接合部につ

いて、局部座屈、せん断破壊等による構造耐力上支障のある急激な耐力の

低下が生ずるおそれのないことについての検証内容

　 　 　 保有水平耐力計算結果一覧表 各階の保有水平耐力を増分解析により計算する場合における外力分布

　 　 　 　 架構の崩壊形

　 　 　 　 保有水平耐力、Ｄｓ、Ｆｅｓ及び必要保有水平耐力の数値

　 　 　 　 各階及び各方向のＤｓの算定時における構造耐力上主要な部分である部材

に生ずる力の分布及び塑性ヒンジの発生状況

　 　 　 　 各階及び各方向の構造耐力上主要な部分である部材の部材群としての部材

種別

　 　 　 　 各階及び各方向の保有水平耐力時における構造耐力上主要な部分である部

材に生ずる力の分布及び塑性ヒンジの発生状況

　 　 　 　 各階の保有水平耐力を増分解析により計算する場合において、建築物の各

方向におけるせん断力と層間変形角の関係

　 　 令 第

八 十

二 条

の 四

関係

使用構造材料一覧表 屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁に使用されるすべての材料の種

別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 荷重・外力計算書 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 応力計算書 屋根ふき材及び屋外に面する帳壁に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 　 屋根ふき材等計算書 令第八十二条の四に規定する構造計算の計算書

（二） 令第八十一条

第二項第一号

ロに規定する

構造計算チェックリスト プログラムによる構造計算を行う場合において、申請に係る建築物が、当

該プログラムによる構造計算によつて安全性を確かめることのできる建築
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限界耐力計算

により安全性

を確かめた建

築物

物の構造の種別、規模その他のプログラムの使用条件に適合するかどうか

を照合するための事項

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用されるすべての

材料の種別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 特別な調査又は研究の結果等説明書 法第六十八条の二十五の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた構造方

法等その他特殊な構造方法等が使用されている場合にあつては、その認定

番号、使用条件及び内容

　 　 　 特別な調査又は研究の結果に基づき構造計算が行われている場合にあつて

は、その検討内容

　 　 　 構造計算の仮定及び計算結果の適切性に関する検討内容

　 　 基礎・地盤説明書（国土交通大臣が
あらかじめ適切であると認定した算
出方法により基礎ぐいの許容支持力
を算出する場合で当該認定に係る認
定書の写しを添えた場合にあつて
は、当該算出方法に係る図書のうち
国土交通大臣の指定したものを除
く。）

地盤調査方法及びその結果

　 　 地層構成、支持地盤及び建築物（地下部分を含む。）の位置

　 　 地下水位（地階を有しない建築物に直接基礎を用いた場合を除く。）

　 　 基礎の工法（地盤改良を含む。）の種別、位置、形状、寸法及び材料の種別

　 　 構造計算において用いた支持層の位置、層の構成及び地盤調査の結果によ

り設定した地盤の特性値

　 　 　 地盤の許容応力度並びに基礎及び基礎ぐいの許容支持力の数値及びそれら

の算出方法

　 　 略伏図 各階の構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並びに開口

部の位置

　 　 略軸組図 すべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並

びに開口部の位置

　 　 部材断面表 各階及びすべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、

寸法及び仕様

　 　 荷重・外力計算書 固定荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに積載荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに特殊な荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 積雪荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 地震力（令第八十二条の五第三号ハに係る部分）の数値及びその算出方法

　 　 　 地震力（令第八十二条の五第五号ハに係る部分）の数値及びその算出方法

　 　 　 土圧、水圧その他考慮すべき荷重及び外力の数値及びそれらの算出方法

　 　 　 略伏図上にそれぞれ記載した特殊な荷重の分布

　 　 応力計算書（国土交通大臣が定める

様式による応力図及び基礎反力図を

含む。）（地下部分の計算を含む。）

構造耐力上主要な部分である部材に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 地震時（風圧力によつて生ずる力が地震力によつて生ずる力を上回る場合

にあつては、暴風時）における柱が負担するせん断力及びその分担率並び

に耐力壁又は筋かいが負担するせん断力及びその分担率

　 　 　 国土交通大臣が定める様式による応力図及び基礎反力図に記載すべき事項

　 　 断面計算書（国土交通大臣が定める

様式による断面検定比図を含む。）

（地下部分の計算を含む。）

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、部材に付す記

号、部材断面の仕様、部材に生じる荷重の種別及び当該荷重が作用する方向

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の応力度

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の許容応力度

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の応力度と許容応力度

の比率

　 　 　 国土交通大臣が定める様式による断面検定比図に記載すべき事項

　 　 積雪・暴風時耐力計算書 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に生ずる力の数値及び

その算出方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の耐力の数値及びその

算出方法

　 　 積雪・暴風時耐力計算結果一覧表 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に生ずる力及び耐力並

びにその比率

　 　 損傷限界に関する計算書 各階及び各方向の損傷限界変位の数値及びその算出方法

　 　 　 建築物の損傷限界固有周期の数値及びその算出方法
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　 　 　 建築物の損傷限界固有周期に応じて求めた地震時に作用する地震力の数値

及びその算出方法

　 　 　 表層地盤による加速度の増幅率Ｇｓの数値及びその算出方法

　 　 　 各階及び各方向の損傷限界耐力の数値及びその算出方法

　 　 損傷限界に関する計算結果一覧表 令第八十二条の五第三号ハに規定する地震力及び損傷限界耐力

　 　 　 損傷限界変位の当該各階の高さに対する割合

　 　 　 損傷が生ずるおそれのないことについての検証内容（損傷限界変位の当該

各階の高さに対する割合が二百分の一を超え百二十分の一以内である場合

に限る。）

　 　 安全限界に関する計算書 各階及び各方向の安全限界変位の数値及びその算出方法

　 　 　 建築物の安全限界固有周期の数値及びその算出方法

　 　 　 建築物の安全限界固有周期に応じて求めた地震時に作用する地震力の数値

及びその算出方法

　 　 　 各階の安全限界変位の当該各階の高さに対する割合及びその算出方法

　 　 　 表層地盤による加速度の増幅率Ｇｓの数値及びその算出方法

　 　 　 各階及び各方向の保有水平耐力の数値及びその算出方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である柱、はり若しくは壁又はこれらの接合部につ

いて、局部座屈、せん断破壊等による構造耐力上支障のある急激な耐力の

低下が生ずるおそれのないことについての検証内容

　 　 安全限界に関する計算結果一覧表 各階の保有水平耐力を増分解析により計算する場合における外力分布

　 　 　 各階の安全限界変位の当該各階の高さに対する割合

　 　 　 各階の安全限界変位の当該各階の高さに対する割合が七十五分の一（木造

である階にあつては、三十分の一）を超える場合にあつては、建築物の各

階が荷重及び外力に耐えることができることについての検証内容

　 　 　 表層地盤による加速度の増幅率Ｇｓの数値を精算法で算出する場合にあつ

ては、工学的基盤の条件

　 　 　 令第八十二条の五第五号ハに規定する地震力及び保有水平耐力

　 　 　 各階及び各方向の安全限界変形時における構造耐力上主要な部分である部

材に生ずる力の分布

　 　 　 各階及び各方向の安全限界変形時における構造耐力上主要な部分である部

材に生ずる塑性ヒンジ及び変形の発生状況

　 　 　 各階及び各方向の保有水平耐力時における構造耐力上主要な部分である部

材に生ずる塑性ヒンジ及び変形の発生状況

　 　 　 各階の保有水平耐力を増分解析により計算する場合において、建築物の各

方向におけるせん断力と層間変形角の関係

　 　 基礎ぐい等計算書 基礎ぐい、床版、小ばりその他の構造耐力上主要な部分である部材に関す

る構造計算の計算書

　 　 使用上の支障に関する計算書 令第八十二条第四号に規定する構造計算の計算書

　 　 屋根ふき材等計算書 令第八十二条の五第七号に規定する構造計算の計算書

　 　 土砂災害特別警戒区域内破壊防止計

算書

令第八十二条の五第八号に規定する構造計算の計算書

（三） 令 第

八 十

一 条

第 二

項 第

二 号

イ に

規 定

す る

許 容

応 力

度 等

計 算

に よ

り 安

全 性

を 確

か め

た 建

築物

共 通

事項

構造計算チェックリスト プログラムによる構造計算を行う場合において、申請に係る建築物が、当

該プログラムによる構造計算によつて安全性を確かめることのできる建築

物の構造の種別、規模その他のプログラムの使用条件に適合するかどうか

を照合するための事項

　 　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用されるすべての

材料の種別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

36



　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 特別な調査又は研究の結果等説明書 法第六十八条の二十五の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた構造方

法等その他特殊な構造方法等が使用されている場合にあつては、その認定

番号、使用条件及び内容

　 　 　 　 特別な調査又は研究の結果に基づき構造計算が行われている場合にあつて

は、その検討内容

　 　 　 　 構造計算の仮定及び計算結果の適切性に関する検討内容

　 　 令 第

八 十

二 条

各 号

関係

基礎・地盤説明書（国土交通大臣が
あらかじめ適切であると認定した算
出方法により基礎ぐいの許容支持力
を算出する場合で当該認定に係る認
定書の写しを添えた場合にあつて
は、当該算出方法に係る図書のうち
国土交通大臣の指定したものを除
く。）

地盤調査方法及びその結果

　 　 地層構成、支持地盤及び建築物（地下部分を含む。）の位置

　 　 　 地下水位（地階を有しない建築物に直接基礎を用いた場合を除く。）

　 　 　 基礎の工法（地盤改良を含む。）の種別、位置、形状、寸法及び材料の種別

　 　 　 構造計算において用いた支持層の位置、層の構成及び地盤調査の結果によ

り設定した地盤の特性値

　 　 　 　 地盤の許容応力度並びに基礎及び基礎ぐいの許容支持力の数値及びそれら

の算出方法

　 　 　 略伏図 各階の構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並びに開口

部の位置

　 　 　 略軸組図 すべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並

びに開口部の位置

　 　 　 部材断面表 各階及びすべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、

寸法及び仕様

　 　 　 荷重・外力計算書 固定荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに積載荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに特殊な荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 積雪荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 地震力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 土圧、水圧その他考慮すべき荷重及び外力の数値及びそれらの算出方法

　 　 　 　 略伏図上に記載した特殊な荷重の分布

　 　 　 応力計算書（国土交通大臣が定める

様式による応力図及び基礎反力図を

含む。）

構造耐力上主要な部分である部材に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 　 地震時（風圧力によつて生ずる力が地震力によつて生ずる力を上回る場合

にあつては、暴風時）における柱が負担するせん断力及びその分担率並び

に耐力壁又は筋かいが負担するせん断力及びその分担率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による応力図及び基礎反力図に記載すべき事項

　 　 　 断面計算書（国土交通大臣が定める

様式による断面検定比図を含む。）

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、部材に付す記

号、部材断面の仕様、部材に生じる荷重の種別及び当該荷重が作用する方向

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の許容応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の応力度と許容応力度

の比率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による断面検定比図に記載すべき事項

　 　 　 基礎ぐい等計算書 基礎ぐい、床版、小ばりその他の構造耐力上主要な部分である部材に関す

る構造計算の計算書

　 　 　 使用上の支障に関する計算書 令第八十二条第四号に規定する構造計算の計算書

　 　 令 第

八 十

二 条

の 二

関係

層間変形角計算書 層間変位の計算に用いる地震力

　 　 　 地震力によつて各階に生ずる水平方向の層間変位の算出方法

　 　 　 　 各階及び各方向の層間変形角の算出方法

　 　 　 層間変形角計算結果一覧表 各階及び各方向の層間変形角

　 　 　 損傷が生ずるおそれのないことについての検証内容（層間変形角が二百分

の一を超え百二十分の一以内である場合に限る。）

　 　 令 第
八 十
二 条

使用構造材料一覧表 屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁に使用されるすべての材料の種

別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

37



の 四

関係

　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 荷重・外力計算書 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 応力計算書 屋根ふき材及び屋外に面する帳壁に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 　 屋根ふき材等計算書 令第八十二条の四に規定する構造計算の計算書

　 　 令 第

八 十

二 条

の 六

関係

剛性率・偏心率等計算書 各階及び各方向の剛性率を計算する場合における層間変形角の算定に用い

る層間変位の算出方法

　 　 　 　 各階及び各方向の剛性率の算出方法

　 　 　 　 各階の剛心周りのねじり剛性の算出方法

　 　 　 　 各階及び各方向の偏心率の算出方法

　 　 　 　 令第八十二条の六第三号の規定に基づき国土交通大臣が定める基準による

計算の根拠

　 　 　 剛性率・偏心率等計算結果一覧表 各階の剛性率及び偏心率

　 　 　 令第八十二条の六第三号の規定に基づき国土交通大臣が定める基準に適合

していること

（四） 令 第

八 十

一 条

第 三

項 に

規 定

す る

令 第

八 十

二 条

各 号

及 び

令 第

八 十

二 条

の 四

に 定

め る

と こ

ろ に

よ る

構 造

計 算

に よ

り 安

全 性

を 確

か め

た 建

築物

共 通

事項

構造計算チェックリスト プログラムによる構造計算を行う場合において、申請に係る建築物が、当

該プログラムによる構造計算によつて安全性を確かめることのできる建築

物の構造の種別、規模その他のプログラムの使用条件に適合するかどうか

を照合するための事項

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）に使用されるすべての

材料の種別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値並びにそれらの

算出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 特別な調査又は研究の結果等説明書 法第六十八条の二十五の規定に基づく国土交通大臣の認定を受けた構造方

法等その他特殊な構造方法等が使用されている場合にあつては、その認定

番号、使用条件及び内容

　 　 　 　 特別な調査又は研究の結果に基づき構造計算が行われている場合にあつて

は、その検討内容

　 　 　 　 構造計算の仮定及び計算結果の適切性に関する検討内容
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　 　 令 第
八 十
二 条
各 号
関係

基礎・地盤説明書（国土交通大臣が
あらかじめ適切であると認定した算
出方法により基礎ぐいの許容支持力
を算出する場合で当該認定に係る認
定書の写しを添えた場合にあつて
は、当該算出方法に係る図書のうち
国土交通大臣の指定したものを除
く。）

地盤調査方法及びその結果

　 　 地層構成、支持地盤及び建築物（地下部分を含む。）の位置

　 　 　 地下水位（地階を有しない建築物に直接基礎を用いた場合を除く。）

　 　 　 基礎の工法（地盤改良を含む。）の種別、位置、形状、寸法及び材料の種別

　 　 　 構造計算において用いた支持層の位置、層の構成及び地盤調査の結果によ

り設定した地盤の特性値

　 　 　 　 地盤の許容応力度並びに基礎及び基礎ぐいの許容支持力の数値及びそれら

の算出方法

　 　 　 略伏図 各階の構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並びに開口

部の位置

　 　 　 略軸組図 すべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の種別、配置及び寸法並

びに開口部の位置

　 　 　 部材断面表 各階及びすべての通りの構造耐力上主要な部分である部材の断面の形状、

寸法及び仕様

　 　 　 荷重・外力計算書 固定荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに積載荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 各階又は各部分の用途ごとに特殊な荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 積雪荷重の数値及びその算出方法

　 　 　 　 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 地震力の数値及びその算出方法

　 　 　 　 土圧、水圧その他考慮すべき荷重及び外力の数値及びそれらの算出方法

　 　 　 　 略伏図上に記載した特殊な荷重の分布

　 　 　 応力計算書（国土交通大臣が定める

様式による応力図及び基礎反力図を

含む。）

構造耐力上主要な部分である部材に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 　 地震時（風圧力によつて生ずる力が地震力によつて生ずる力を上回る場合

にあつては、暴風時）における柱が負担するせん断力及びその分担率並び

に耐力壁又は筋かいが負担するせん断力及びその分担率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による応力図及び基礎反力図に記載すべき事項

　 　 　 断面計算書（国土交通大臣が定める

様式による断面検定比図を含む。）

構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の位置、部材に付す記

号、部材断面の仕様、部材に生じる荷重の種別及び当該荷重が作用する方向

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の軸方向、曲げ及びせ

ん断の許容応力度

　 　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を含む。）の応力度と許容応力度

の比率

　 　 　 　 国土交通大臣が定める様式による断面検定比図に記載すべき事項

　 　 　 基礎ぐい等計算書 基礎ぐい、床版、小ばりその他の構造耐力上主要な部分である部材に関す

る構造計算の計算書

　 　 　 使用上の支障に関する計算書 令第八十二条第四号に規定する構造計算の計算書

　 　 令 第

八 十

二 条

の 四

関係

使用構造材料一覧表 屋根ふき材、外装材及び屋外に面する帳壁に使用されるすべての材料の種

別（規格がある場合にあつては、当該規格）及び使用部位

　 　 　 　 使用する材料の許容応力度、許容耐力及び材料強度の数値及びそれらの算

出方法

　 　 　 　 使用する指定建築材料が法第三十七条の規定に基づく国土交通大臣の認定

を受けたものである場合にあつては、その使用位置、形状及び寸法、当該

構造計算において用いた許容応力度及び材料強度の数値並びに認定番号

　 　 　 荷重・外力計算書 風圧力の数値及びその算出方法

　 　 　 応力計算書 屋根ふき材及び屋外に面する帳壁に生ずる力の数値及びその算出方法

　 　 　 屋根ふき材等計算書 令第八十二条の四に規定する構造計算の計算書

構造計算書の作成に当たつては、次に掲げる事項について留意するものとする。

一　確認申請時に提出する構造計算書には通し頁を付すことその他の構造計算書の構成を識別できる措置を講じること。

二　建築物の構造等の実況に応じて、当該建築物の安全性を確かめるために必要な図書の追加、変更等を行うこと。

三　この表の略伏図及び略軸組図は、構造計算における架構の様相を示した図に代えることができるものとするほか、プログラムによる

構造計算を行わない場合にあつては省略することができるものとする。

四

　 （い） （ろ）

（一） 壁、柱、床その他の建築物の部分の構造を法第二条第七号の認定を受けたも

のとする建築物

法第二条第七号に係る認定書の写し
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（二） 壁、柱、床その他の建築物の部分の構造を法第二条第七号の二の認定を受け

たものとする建築物

法第二条第七号の二に係る認定書の写し

（三） 建築物の外壁又は軒裏の構造を法第二条第八号の認定を受けたものとする建

築物

法第二条第八号に係る認定書の写し

（四） 法第二条第九号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 法第二条第九号に係る認定書の写し

（五） 防火設備を法第二条第九号の二ロの認定を受けたものとする建築物 法第二条第九号の二ロに係る認定書の写し

（六） 法第二十条第一項第一号の認定を受けたものとする構造方法を用いる建築物 法第二十条第一項第一号に係る認定書の写し

（七） 法第二十条第一項第二号イ及び第三号イの認定を受けたものとするプログラ

ムによる構造計算によつて安全性を確かめた建築物

法第二十条第一項第二号イ及び第三号イに係

る認定書の写し

（八） 特定主要構造部を法第二十一条第一項の認定を受けたものとする建築物 法第二十一条第一項に係る特定主要構造部に

関する認定書の写し

（九） 壁、柱、床その他の建築物の部分又は防火設備を法第二十一条第二項の認定

を受けたものとする建築物

法第二十一条第二項に係る認定書の写し

（十） 屋根の構造を法第二十二条第一項の認定を受けたものとする建築物 法第二十二条第一項に係る認定書の写し

（十一） 外壁で延焼のおそれのある部分の構造を法第二十三条の認定を受けたものと

する建築物

法第二十三条に係る認定書の写し

（十二） 特定主要構造部を法第二十七条第一項の認定を受けたものとする建築物 法第二十七条第一項に係る特定主要構造部に

関する認定書の写し

（十三） 防火設備を法第二十七条第一項の認定を受けたものとする建築物 法第二十七条第一項に係る防火設備に関する

認定書の写し

（十四） 法第二十八条の二第二号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 法第二十八条の二第二号に係る認定書の写し

（十五） 界壁を法第三十条第一項第一号の認定を受けたものとする建築物 法第三十条第一項第一号に係る認定書の写し

（十六） 天井を法第三十条第二項の認定を受けたものとする建築物 法第三十条第二項に係る認定書の写し

（十七） 法第三十七条第二号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 法第三十七条第二号に係る認定書の写し

（十八） 法第三十八条の認定を受けたものとする特殊の構造方法又は建築材料を用い

る建築物

法第三十八条に係る認定書の写し

（十九） 壁、柱、床その他の建築物の部分の構造を法第六十一条第一項の認定を受け

たものとする建築物

法第六十一条第一項に係る建築物の部分に関

する認定書の写し

（二十） 防火設備を法第六十一条第一項の認定を受けたものとする建築物 法第六十一条第一項に係る防火設備に関する

認定書の写し

（二十一） 屋根の構造を法第六十二条の認定を受けたものとする建築物 法第六十二条に係る認定書の写し

（二十二） 法第六十六条において準用する法第三十八条の認定を受けたものとする特殊

の構造方法又は建築材料を用いる建築物

法第六十六条において準用する法第三十八条

に係る認定書の写し

（二十三） 法第六十七条の二において準用する法第三十八条の認定を受けたものとする

特殊の構造方法又は建築材料を用いる建築物

法第六十七条の二において準用する法第三十

八条に係る認定書の写し

（二十四） 令第一条第五号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 令第一条第五号に係る認定書の写し

（二十五） 令第一条第六号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 令第一条第六号に係る認定書の写し

（二十六） 令第二十条の七第一項第二号の表の認定を受けたものとする居室を有する建

築物

令第二十条の七第一項第二号の表に係る認定

書の写し

（二十七） 令第二十条の七第二項の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 令第二十条の七第二項に係る認定書の写し

（二十八） 令第二十条の七第三項の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 令第二十条の七第三項に係る認定書の写し

（二十九） 令第二十条の七第四項の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築物 令第二十条の七第四項に係る認定書の写し

（三十） 令第二十条の八第二項の認定を受けたものとする居室を有する建築物 令第二十条の八第二項に係る認定書の写し

（三十一） 令第二十条の九の認定を受けたものとする居室を有する建築物 令第二十条の九に係る認定書の写し

（三十二） 床の構造を令第二十二条の認定を受けたものとする建築物 令第二十二条に係る認定書の写し

（三十三） 外壁、床及び屋根又はこれらの部分を令第二十二条の二第二号ロの認定を受

けたものとする建築物

令第二十二条の二第二号ロに係る認定書の写

し

（三十四） 特定天井の構造を令第三十九条第三項の認定を受けたものとする建築物 令第三十九条第三項に係る認定書の写し

（三十五） 令第四十六条第四項の表一の（八）項の認定を受けたものとする軸組を設置

する建築物

令第四十六条第四項の表一の（八）項に係る

認定書の写し

（三十六） 構造耐力上主要な部分である鋼材の接合を令第六十七条第一項の認定を受け

たものとする接合方法による建築物

令第六十七条第一項に係る認定書の写し

（三十七） 構造耐力上主要な部分である継手又は仕口の構造を令第六十七条第二項の認

定を受けたものとする建築物

令第六十七条第二項に係る認定書の写し

（三十八） 令第六十八条第三項の認定を受けたものとする高力ボルト接合を用いる建

築物

令第六十八条第三項に係る認定書の写し

（三十九） 令第七十条に規定する国土交通大臣が定める場合において、当該建築物の柱

の構造を令第七十条の認定を受けたものとする建築物

令第七十条に係る認定書の写し

（四十） 鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを令第七十九条第二項の認定を受け

たものとする建築物

令第七十九条第二項に係る認定書の写し

（四十一） 鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さを令第七十九条の三第二項の認定を

受けたものとする建築物

令第七十九条の三第二項に係る認定書の写し

（四十二） 建築物の部分を令第百八条の三第一号の認定を受けた床、壁又は防火設備で

区画されたものとする建築物

令第百八条の三第一号に係る建築物の部分に

関する認定書の写し
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（四十三） 床、壁又は防火設備を令第百八条の三第一号の認定を受けたものとする建

築物

令第百八条の三第一号に係る床、壁又は防火

設備に関する認定書の写し

（四十四） 特定主要構造部を令第百八条の四第一項第二号の認定を受けたものとする建

築物

令第百八条の四第一項第二号に係る認定書の

写し

（四十五） 防火設備を令第百八条の四第四項の認定を受けたものとする建築物 令第百八条の四第四項に係る認定書の写し

（四十六） 屋根の延焼のおそれのある部分の構造を令第百九条の三第一号の認定を受け

たものとする建築物

令第百九条の三第一号に係る認定書の写し

（四十七） 床又はその直下の天井の構造を令第百九条の三第二号ハの認定を受けたもの

とする建築物

令第百九条の三第二号ハに係る認定書の写し

（四十八） 壁、柱、床その他の建築物の部分又は防火設備を令第百九条の八の認定を受

けたものとする建築物

令第百九条の八に係る認定書の写し

（四十九） 防火設備を令第百十二条第一項の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第一項に係る認定書の写し

（五十） 主要構造部である壁、柱、床、はり及び屋根の軒裏の構造を令第百十二条第

二項の認定を受けたものとする建築物

令第百十二条第二項に係る認定書の写し

（五十一） 建築物の部分の構造を令第百十二条第三項の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第三項に係る認定書の写し

（五十二） 天井を令第百十二条第四項第一号の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第四項第一号に係る認定書の写

し

（五十三） 防火設備を令第百十二条第十二項ただし書の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第十二項ただし書に係る認定書

の写し

（五十四） 防火設備を令第百十二条第十九項第一号の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第十九項第一号に係る認定書の

写し

（五十五） 防火設備又は戸を令第百十二条第十九項第二号の認定を受けたものとする建

築物

令第百十二条第十九項第二号に係る認定書の

写し

（五十六） 防火設備を令第百十二条第二十一項の認定を受けたものとする建築物 令第百十二条第二十一項に係る認定書の写し

（五十七） 防火設備を令第百十四条第五項において読み替えて準用する令第百十二条第

二十一項の認定を受けたものとする建築物

令第百十四条第五項において読み替えて準用

する令第百十二条第二十一項に係る認定書の

写し

（五十八） 床の構造を令第百十五条の二第一項第四号の認定を受けたものとする建築物 令第百十五条の二第一項第四号に係る認定書

の写し

（五十九） 階段室又は付室の構造を令第百二十三条第三項第二号の認定を受けたものと

する建築物

令第百二十三条第三項第二号に係る認定書の

写し

（六十） 防火設備を令第百二十六条の二第二項第一号の認定を受けたものとする建

築物

令第百二十六条の二第二項第一号に係る認定

書の写し

（六十一） 通路その他の部分を令第百二十六条の六第三号の認定を受けたものとする建

築物

令第百二十六条の六第三号に係る認定書の写

し

（六十二） 令第百二十八条の七第一項の認定を受けたものとする区画部分を有する建

築物

令第百二十八条の七第一項に係る認定書の写

し

（六十三） 令第百二十九条第一項の認定を受けたものとする階を有する建築物 令第百二十九条第一項に係る認定書の写し

（六十四） 令第百二十九条の二第一項の認定を受けたものとする建築物 令第百二十九条の二第一項に係る認定書の写

し

（六十五） 防火設備を令第百二十九条の十三の二第三号の認定を受けたものとする建

築物

令第百二十九条の十三の二第三号に係る認定

書の写し

（六十六） 特定主要構造部を令第百三十七条の二の二第一項第一号ロの認定を受けたも

のとする建築物

令第百三十七条の二の二第一項第一号ロに係

る認定書の写し

（六十七） 増築又は改築に係る部分を令第百三十七条の二の二第二項第一号ロの認定を

受けたものとする建築物

令第百三十七条の二の二第二項第一号ロに係

る認定書の写し

（六十八） 外壁を令第百三十七条の二の四第一号ロの認定を受けたものとする建築物 令第百三十七条の二の四第一号ロに係る認定

書の写し

（六十九） 増築又は改築に係る部分を令第百三十七条の四第一号ロの認定を受けたもの

とする建築物

令第百三十七条の四第一号ロに係る認定書の

写し

（七十） 増築又は改築に係る部分を令第百三十七条の十第一号イ（２）の認定を受け

たものとする建築物

令第百三十七条の十第一号イ（２）に係る認

定書の写し

（七十一） 防火設備を令第百三十七条の十第一号ロ（４）の認定を受けたものとする建

築物

令第百三十七条の十第一号ロ（４）に係る認

定書の写し

（七十二） 増築又は改築に係る部分を令第百三十七条の十一第一号イ（２）の認定を受

けたものとする建築物

令第百三十七条の十一第一号イ（２）に係る

認定書の写し

（七十三） 防火設備を令第百四十五条第一項第二号の認定を受けたものとする建築物 令第百四十五条第一項第二号に係る認定書の

写し

（七十四） 第一条の三第一項第一号イ又は同号ロ（１）若しくは（２）又は同項の表三

の各項の認定を受けたものとする建築物又は建築物の部分

第一条の三第一項第一号イ又は同号ロ（１）

若しくは（２）に係る認定書の写し

（七十五） 構造耐力上主要な部分である壁及び床版の構造を第八条の三の認定を受けた

ものとする建築物

第八条の三に係る認定書の写し

五

　 （い） （ろ）
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（一） 特定主要構造部を法第二条第九号の二イ（２）に該当する構造とする建築

物（令第百八条の四第一項第一号に該当するものに限る。）

一　令第百八条の四第一項第一号の耐火性能検証法

により検証をした際の計算書

二　当該建築物の開口部が令第百八条の四第四項の

防火区画検証法により検証をしたものである場合に

あつては、当該検証をした際の計算書

（二） 令第三十八条第四項、令第四十三条第一項ただし書、同条第二項ただし

書、令第四十六条第二項第一号ハ、同条第三項ただし書、令第四十八条第

一項第二号ただし書、令第五十一条第一項ただし書、令第六十二条の八た

だし書、令第七十三条第三項ただし書、令第七十七条第五号ただし書又は

令第七十七条の二第一項ただし書の構造計算により安全性を確かめた建

築物

（い）欄に掲げる規定にそれぞれ規定する構造計算の

計算書

（三） 令第七十条に規定する国土交通大臣が定める場合に該当しないとする建

築物

一の柱のみの火熱による耐力の低下によつて建築物

全体が容易に倒壊するおそれのあるものではないこ

とを証する図書

（四） 令第百二十八条の七第一項の区画避難安全検証法により区画避難安全性能

を有することを確かめた区画部分を有する建築物

令第百二十八条の七第一項の区画避難安全検証法に

より検証をした際の計算書

（五） 令第百二十九条第一項の階避難安全検証法により階避難安全性能を有する

ことを確かめた階を有する建築物

令第百二十九条第一項の階避難安全検証法により検

証をした際の計算書

（六） 令第百二十九条の二第一項の全館避難安全検証法により全館避難安全性能

を有することを確かめた建築物

令第百二十九条の二第一項の全館避難安全検証法に

より検証をした際の計算書

２　法第八十六条の七各項の規定によりそれぞれ当該各項に規定する増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替をする建築物に

係る確認の申請書にあつては、前項の表一の（い）項に掲げる図書に当該各項に規定する規定が適用されない旨を明示することとする。

３　法第八十六条の八第一項若しくは法第八十七条の二第一項の認定（以下「全体計画認定」という。）又は法第八十六条の八第三項（法

第八十七条の二第二項において準用する場合を含む。）の規定による変更の認定（以下「全体計画変更認定」という。）を受けた建築物に

係る確認の申請書にあつては、別記第六十七号の五様式による全体計画認定通知書又は全体計画変更認定通知書及び添付図書の写しを添

えるものとする。

４　法第六条第一項の規定による確認の申請に係る建築物の計画に建築設備に係る部分が含まれる場合においては、同項の規定による確認

の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第二号様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、

当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）。

イ　第一項第一号イ及びロに掲げる図書及び書類

ロ　申請に係る建築物の計画に法第八十七条の四の昇降機に係る部分が含まれる場合又は法第六条第一項第一号から第三号までに掲げ

る建築物の計画に令第百四十六条第一項第三号に掲げる建築設備に係る部分が含まれる場合にあつては、別記第八号様式中の「昇降

機の概要の欄」又は「建築設備の概要の欄」に記載すべき事項を記載した書類

ハ　申請に係る建築物の計画に含まれる建築設備が次の（１）及び（２）に掲げる建築設備である場合にあつては、それぞれ当該（１）

及び（２）に定める図書及び書類

（１）　次の表一の各項の（い）欄に掲げる建築設備　当該各項の（ろ）欄に掲げる図書

（２）　次の表二の各項の（い）欄に掲げる建築設備　当該各項の（ろ）欄に掲げる書類（建築主事等が、当該書類を有していないこ

とその他の理由により、提出を求める場合に限る。）

二　別記第三号様式による建築計画概要書

三　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

四　申請に係る建築物が建築士により構造計算によつてその安全性を確かめられたものである場合にあつては、証明書の写し

一

　 （い） （ろ）

　 　 図書の種類 明示すべき事項

（一） 法第二十八条第二項から第四項までの規定が適用

される換気設備

各階平面図 居室に設ける換気のための窓その他の開口部の位置及び

面積

　 　 給気機又は給気口の位置

　 　 　 排気機若しくは排気口、排気筒又は煙突の位置

　 　 　 かまど、こんろその他設備器具の位置、種別及び発熱量

　 　 　 火を使用する室に関する換気経路

　 　 　 中央管理室の位置

　 　 二面以上の断面

図

給気機又は給気口の位置

　 　 　 排気機若しくは排気口、排気筒又は煙突の位置

　 　 換気設備の仕様

書

換気設備の有効換気量

　 　 　 中央管理方式の空気調和設備の有効換気量

　 　 換気設備の構造

詳細図

火を使用する設備又は器具の近くの排気フードの材料の

種別

　 　 給気口及び排気

口の有効開口面

積等を算出した

際の計算書

給気口の有効開口面積又は給気筒の有効断面積及びその算

出方法

排気口の有効開口面積又は排気筒の有効断面積及びその算

出方法

必要有効断面積及びその算出方法
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　 　 　 煙突の有効断面積及びその算出方法

給気口の中心から排気筒の頂部の外気に開放された部分の

中心までの高さ

必要有効換気量

を算出した際の

計算書

必要有効換気量及びその算出方法

（二） 法第二十八条の二第三号の規定が適用される換気

設備

各階平面図 中央管理室の位置

　 　 令第二十条の七第一項第二号の表及び令第二十条の八第二

項に規定するホルムアルデヒドの発散による衛生上の支障

がないようにするために必要な換気を確保することができ

る居室の構造方法

　 　 換気設備の構造

詳細図

令第二十条の七第一項第二号の表及び令第二十条の八第二

項に規定するホルムアルデヒドの発散による衛生上の支障

がないようにするために必要な換気を確保することができ

る居室の構造方法

　 　 　 令第二十条の八第一項第一号イ（３）、ロ（３）及びハに

規定するホルムアルデヒドの発散による衛生上の支障がな

いようにするために必要な換気を確保することができる換

気設備の構造方法

　 　 給気機又は排気

機の給気又は排

気能力を算定し

た際の計算書

給気機又は排気機の給気又は排気能力及びその算出方法

　 　 換気経路の全圧力損失（直管部損失、局部損失、諸機器そ

の他における圧力損失の合計をいう。）及びその算出方法

（三） 法第三十一条第一項の規定が適用される便所 配置図 排水ます及び公共下水道の位置

（四） 法第三十一条第二項の規定が適用される
し

屎尿浄化

槽又は合併処理浄化槽（以下この項において「浄

化槽」という。）

配置図 浄化槽の位置及び当該浄化槽からの放流水の放流先又は放

流方法

　 浄化槽の仕様書 浄化槽の汚物処理性能

　 　 浄化槽の処理対象人員及びその算出方法

　 　 浄化槽の処理方式

　 　 　 浄化槽の各槽の有効容量

　 　 浄化槽の構造詳

細図

浄化槽の構造

（五） 法第三十二条の規定が適用される電気設備 各階平面図 常用の電源及び予備電源の種類及び位置

　 　 非常用の照明装置及び予備電源を有する照明設備の位置

　 　 電気設備の構造

詳細図

受電設備の電気配線の状況

　 　 　 常用の電源及び予備電源の種類及び構造

　 　 　 予備電源に係る負荷機器の電気配線の状況

　 　 　 ガス漏れを検知し、警報する設備（以下「ガス漏れ警報設

備」という。）に係る電気配線の構造

　 　 予備電源の容量

を算出した際の

計算書

予備電源の容量及びその算出方法

（六） 法第三十三条の規定が適用される避雷設備 付近見取図 建築物の周囲の状況

　 二面以上の立面

図

建築物の高さが二十メートルを超える部分

　 　 　 雷撃から保護される範囲

　 　 　 受雷部システムの配置

　 　 小屋伏図 受雷部システムの配置

　 　 避雷設備の構造

詳細図

雨水等により腐食のおそれのある避雷設備の部分

　 　 　 日本産業規格Ａ四二〇一―一九九二又は日本産業規格Ａ四

二〇一―二〇〇三の別

　 　 　 受雷部システム及び引下げ導線の位置及び構造

　 　 　 接地極の位置及び構造

　 　 避雷設備の使用

材料表

腐食しにくい材料を用い、又は有効な腐食防止のための措

置を講じた避雷設備の部分

（七） 法第三十四条第一項の規定が適用される昇降機 各階平面図 昇降機の昇降路の周壁及び開口部の位置

　 昇降機の構造詳

細図

昇降機の昇降路の周壁及び開口部の構造

（八） 法第三十四条第二項の規定が適用される非常用の

昇降機

各階平面図 非常用の昇降機の位置
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（九） 法第三十五条の

規定が適用され

る建築設備

令第五章第三節の規定が適用

される排煙設備

各階平面図 排煙の方法及び火災が発生した場合に避難上支障のある高

さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分

　 　 　 令第百十六条の二第一項第二号に該当する窓その他の開口

部の位置

　 　 　 　 防火区画及び令第百二十六条の二第一項に規定する防煙壁

による区画の位置

　 　 　 　 排煙口の位置

　 　 　 　 排煙風道の配置

　 　 　 　 排煙口に設ける手動開放装置の使用方法を表示する位置

　 　 　 　 排煙口の開口面積又は排煙機の位置

　 　 　 　 法第三十四条第二項に規定する建築物又は各構えの床面積

が千平方メートルを超える地下街に設ける排煙設備の制御

及び作動状態の監視を行うことができる中央管理室の位置

　 　 　 　 予備電源の位置

　 　 　 　 不燃性ガス消火設備又は粉末消火設備の位置

　 　 　 　 給気口を設けた付室（以下「給気室」という。）及び直通

階段の位置

　 　 　 　 給気口から給気室に通ずる建築物の部分に設ける開口部

（排煙口を除く。）に設ける戸の構造

　 　 　 床面積求積図 防火区画及び令第百二十六条の二第一項に規定する防煙壁

による区画の面積の求積に必要な建築物の各部分の寸法及

び算式

　 　 　 二面以上の断面

図

排煙口に設ける手動開放装置の位置

　 　 　 　 排煙口及び当該排煙口に係る防煙区画部分に設けられた防

煙壁の位置

　 　 　 　 給気口の位置

　 　 　 　 給気口の開口面積及び給気室の開口部の開口面積

　 　 　 使用建築材料表 建築物の壁及び天井の室内に面する部分の仕上げに用いる

建築材料の種別

　 　 　 排煙設備の構造

詳細図

排煙口の構造

　 　 　 　 排煙口に設ける手動開放装置の使用方法

　 　 　 　 排煙風道の構造

　 　 　 　 排煙設備の電気配線に用いる配線の種別

　 　 　 　 給気室の構造

　 　 　 排煙機の空気を

排出する能力を

算出した際の計

算書

排煙機の空気を排出する能力及びその算出方法

　 　 　 排煙設備の使用

材料表

排煙設備の給気口の風道に用いる材料の種別

令第百二十六条

の二第二項第二

号の規定に適合

することの確認

に必要な図書

令第百二十六条の二第二項第二号に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第五章第四節の規定が適用

される非常用の照明装置

各階平面図 照明装置の位置及び構造

　 　 　 非常用の照明装置によつて、床面において一ルクス以上の

照度を確保することができる範囲

令第百二十六条

の四第二項の規

定に適合するこ

との確認に必要

な図書

令第百二十六条の四第二項に規定する建築物の部分に該当

することを確認するために必要な事項

　 　 令第五章第六節の規定が適用
される非常用の照明設備、排
煙設備及び排水設備

非常用の照明設

備の構造詳細図

照度

　 　 照明設備の構造

　 　 　 照明器具の位置及び材料の種別

　 　 非常用の排煙設

備の構造詳細図

地下道の床面積

　 　 垂れ壁の材料の種別

　 　 　 排煙設備の構造、配置及び材料の種別

　 　 　 排煙口の手動開放装置の構造及び位置

　 　 　 排煙機の能力
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　 　 　 地下道の床面積

求積図

床面積の求積に必要な地下道の各部分の寸法及び算式

　 　 　 非常用の排水設

備の構造詳細図

排水設備の構造及び材料の種別

　 　 　 排水設備の能力

（十） 法第三十六条の

規定が適用され

る建築設備

令第百二十九条の二の三第二

号に関する規定が適用される

昇降機以外の建築設備

構造詳細図 昇降機以外の建築設備の構造方法

　 　 令第二十八条から第三十一条
まで、第三十三条及び第三十
四条に関する規定が適用され
る便所

配置図 くみ取便所の便槽及び井戸の位置

　 　 各階平面図 便所に設ける採光及び換気のため直接外気に接する窓の位

置又は当該窓に代わる設備の位置及び構造

　 　 便所の構造詳細

図

し

屎尿に接するくみ取便所の部分

　 　 　 くみ取便所の便器及び小便器から便槽までの汚水管の構造

　 　 　 水洗便所以外の大便所に設ける窓その他換気のための開口

部の構造

　 　 　 　 便槽の種類及び構造

　 　 　 　 改良便槽の貯留槽に設ける掃除するための穴の位置及び

構造

　 　 　 　 くみ取便所に講じる防水モルタル塗その他これに類する防

水の措置

　 　 　 　 くみ取便所のくみ取口の位置及び構造

　 　 　 便所の断面図 改良便槽の貯留槽の構造

　 　 　 　 汚水の温度の低下を防止するための措置

　 　 　 便所の使用材料

表

便器及び小便器から便槽までの汚水管に用いる材料の種別

　 　 　 　 耐水材料で造り、防水モルタル塗その他これに類する有効

な防水の措置を講じる便槽の部分

　 　 　 井戸の断面図 令第三十四条ただし書の適用に係る井戸の構造

　 　 　 井戸の使用材料

表

令第三十四条ただし書の適用に係る井戸の不浸透質で造ら

れている部分

　 　 令第百十五条の規定が適用さ

れる煙突

各階平面図 煙突の位置及び構造

　 　 二面以上の立面

図

煙突の位置及び高さ

　 　 二面以上の断面

図

煙突の位置及び構造

　 　 令第百二十九条の二の四の規

定が適用される配管設備

配置図 建築物の外部の給水タンク等の位置

　 　 　 配管設備の種別及び配置

　 　 　 給水タンク及び貯水タンク（以下「給水タンク等」とい

う。）からくみ取便所の便槽、浄化槽、排水管（給水タン

ク等の水抜管又はオーバーフロー管に接続する管を除く。）

、ガソリンタンクその他衛生上有害な物の貯留槽又は処理

に供する施設までの水平距離（給水タンク等の底が地盤面

下にある場合に限る。）

　 　 　 各階平面図 配管設備の種別及び配置

　 　 　 　 給水管、配電管その他の管が防火区画等を貫通する部分の

位置及び構造

　 　 　 　 給水タンク等の位置及び構造

　 　 　 　 建築物の内部、屋上又は 下階の床下に設ける給水タンク

等の周辺の状況

　 　 　 　 ガス栓及びガス漏れ警報設備の位置

　 　 　 二面以上の断面

図

給水管、配電管その他の管が防火区画等を貫通する部分の

構造

　 　 　 　 給水タンク等の位置及び構造

　 　 　 　 建築物の内部、屋上又は 下階の床下に設ける給水タンク

等の周辺の状況

　 　 　 　 ガス漏れ警報設備を設けた場合にあつては、当該設備及び

ガス栓の位置

　 　 　 配管設備の仕様

書

腐食するおそれのある部分及び当該部分の材料に応じ腐食

防止のために講じた措置

　 　 　 　 圧力タンク及び給湯設備に設ける安全装置の種別

　 　 　 　 水槽、流しその他水を入れ、又は受ける設備に給水する飲

料水の配管設備の水栓の開口部に講じた水の逆流防止のた

めの措置
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　 　 　 　 給水管の凍結による破壊のおそれのある部分及び当該部分

に講じた防凍のための措置

　 　 　 　 金属製の給水タンク等に講じたさび止めのための措置

　 　 　 　 給水管に講じたウォーターハンマー防止のための措置

　 　 　 　 ガス栓の金属管等への接合方法

　 　 　 　 ガスが過流出した場合に自動的にガスの流出を停止するこ

とができる機構の種別

　 　 　 　 排水トラップの深さ及び汚水に含まれる汚物等が付着又は

沈殿しない措置

　 　 　 配管設備の構造

詳細図

飲料水の配管設備に設ける活性炭等の
ろ

濾材その他これに類

するものを内蔵した装置の位置及び構造

　 　 　 　 給水タンク等の構造

　 　 　 　 排水槽の構造

　 　 　 　 阻集器の位置及び構造

　 　 　 　 ガス漏れ警報設備の構造

　 　 　 配管設備の系統

図

配管設備の種類、配置及び構造

　 　 　 　 配管設備の末端の連結先

　 　 　 　 給水管、配電管その他の管が防火区画等を貫通する部分の

位置

　 　 　 　 給水管の止水弁の位置

　 　 　 　 排水トラップ、通気管等の位置

　 　 　 排水のための配

管設備の容量及

び傾斜を算出し

た際の計算書

排水のための配管設備の容量及び傾斜並びにそれらの算出

方法

　 　 　 配管設備の使用

材料表

配管設備に用いる材料の種別

　 　 　 風道の構造詳細

図

風道の構造

　 　 　 　 防火設備及び特定防火設備の位置

　 　 令第百二十九条の二の五の規

定が適用される換気設備

各階平面図 給気口又は給気機の位置

　 　 　 排気口若しくは排気機又は排気筒の位置

　 　 二面以上の断面

図

給気口又は給気機の位置

　 　 　 排気口若しくは排気機又は排気筒の位置

　 　 換気設備の構造

詳細図

排気筒の立上り部分及び頂部の構造

　 　 　 給気機の外気取入口、給気口及び排気口並びに排気筒の頂

部に設ける雨水の浸入又はねずみ、虫、ほこりその他衛生

上有害なものの侵入を防ぐための設備の構造

　 　 　 　 直接外気に開放された給気口又は排気口に換気扇を設けた

換気設備の外気の流れによつて著しく換気能力が低下しな

い構造

　 　 　 　 中央管理方式の空気調和設備の空気浄化装置に設ける
ろ

濾過

材、フィルターその他これらに類するものの構造

　 　 　 中央管理方式の

空気調和設備の

給気機又は排気

機の給気又は排

気能力を算出し

た際の計算書

中央管理方式の空気調和設備の給気機又は排気機の給気又

は排気能力及びその算出方法

　 　 　 換気経路の全圧力損失（直管部損失、局部損失、諸機器そ

の他における圧力損失の合計をいう。）及びその算出方法

　 　 　 換気設備の使用

材料表

風道に用いる材料の種別

　 　 令第百二十九条の二の六の規

定が適用される冷却塔設備

各階平面図 冷却塔設備から建築物の他の部分までの距離

　 　 二面以上の断面

図

冷却塔設備から建築物の他の部分までの距離

　 　 冷却塔設備の仕

様書

冷却塔設備の容量

　 　 冷却塔設備の使

用材料表

冷却塔設備の主要な部分に用いる材料の種別

　 　 令第百二十九条の三第一項第
一号及び第二項第一号並びに
第百二十九条の四から第百二

各階平面図 エレベーターの機械室に設ける換気上有効な開口部又は換

気設備の位置

　 　 　 エレベーターの機械室の出入口の構造
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　 十九条の十一までの規定が適

用されるエレベーター

　 　 エレベーターの機械室に通ずる階段の構造

　 　 　 エレベーター昇降路の壁又は囲いの全部又は一部を有さな

い部分の構造

　 　 床面積求積図 エレベーターの機械室の床面積及び昇降路の水平投影面積

の求積に必要な建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 エレベーターの

仕様書

乗用エレベーター及び寝台用エレベーターである場合にあ

つては、エレベーターの用途及び積載量並びに 大定員

　 　 　 昇降行程

　 　 　 エレベーターのかごの定格速度

　 　 　 　 保守点検の内容

　 　 　 エレベーターの

構造詳細図

エレベーターのかごの構造

　 　 　 エレベーターの主要な支持部分の位置及び構造

エレベーターの釣合おもりの構造

　 　 　 　 エレベーターのかご及び昇降路の壁又は囲い及び出入口の

戸の位置及び構造

　 　 　 　 非常の場合においてかご内の人を安全にかご外に救出する

ことができる開口部の位置及び構造

　 　 　 　 エレベーターの駆動装置及び制御器の位置及び取付方法

　 　 　 　 エレベーターの制御器の構造

　 　 　 　 エレベーターの安全装置の位置及び構造

　 　 　 　 乗用エレベーター及び寝台用エレベーターである場合にあ

つては、エレベーターの用途及び積載量並びに 大定員を

明示した標識の意匠及び当該標識を掲示する位置

　 　 　 エレベーターの

かご、昇降路及

び機械室の断面

図

乗用エレベーター及び寝台用エレベーターである場合にあ

つては、出入口の床先とかごの床先との水平距離及びかご

の床先と昇降路の壁との水平距離

　 　 　 　 エレベーターの昇降路内の突出物の種別、位置及び構造

　 　 　 　 エレベーターの機械室の床面から天井又ははりの下端まで

の垂直距離

　 　 　 　 エレベーターの機械室に通ずる階段の構造

　 　 　 エレベーター強

度検証法により

検証した際の計

算書

固定荷重及び積載荷重によつて主要な支持部分等に生ず

る力

　 　 　 主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安全装置作動時

の各応力度

　 　 　 　 主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率で除して求め

た許容応力度

　 　 　 　 独立してかごを支え、又は
つ

吊ることができる部分の材料の

破断強度を限界安全率で除して求めた限界の許容応力度

エレベーターの

荷重を算出した

際の計算書

エレベーターの各部の固定荷重

エレベーターのかごの積載荷重及びその算出方法

エレベーターのかごの床面積

令第百二十九条

の四第三項第六

号又は第七号の

規定に適合する

ことの確認に必

要な図書

令第百二十九条の四第三項第六号の構造計算の結果及びそ

の算出方法

令第百二十九条の四第三項第七号の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 　 エレベーターの

使用材料表

エレベーターのかご及び昇降路の壁又は囲い及び出入口の

戸（構造上軽微な部分を除く。）に用いる材料の種別

　 　 　 　 エレベーターの機械室の出入口に用いる材料

令第百二十九条の三第一項第
二号及び第二項第二号並びに
第百二十九条の十二の規定が
適用されるエスカレーター

各階平面図 エスカレーターの位置

エスカレーター

の仕様書

エスカレーターの勾配及び揚程

エスカレーターの踏段の定格速度

保守点検の内容

エスカレーター

の構造詳細図

通常の使用状態において人又は物が挟まれ、又は障害物に

衝突することがないようにするための措置

エスカレーターの踏段の構造

エスカレーターの取付け部分の構造方法

エスカレーターの主要な支持部分の位置及び構造

エスカレーターの制動装置の構造
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昇降口において踏段の昇降を停止させることができる装置

の構造

　 　 　 エスカレーター

の断面図

エスカレーターの踏段の両側に設ける手すりの構造

　 　 　 　 エスカレーターの踏段の幅及び踏段の端から当該踏段の端

の側にある手すりの上端部及び中心までの水平距離

　 　 　 エスカレーター

強度検証法によ

り検証した際の

計算書

固定荷重及び積載荷重によつて主要な支持部分等に生ず

る力

　 　 　 主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安全装置作動時

の各応力度

　 　 　 　 主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率で除して求め

た許容応力度

　 　 　 　 独立して踏段を支え、又は
つ

吊ることができる部分の材料の

破断強度を限界安全率で除して求めた限界の許容応力度

　 　 　 エスカレーター

の荷重を算出し

た際の計算書

エスカレーターの各部の固定荷重

　 　 　 エスカレーターの踏段の積載荷重及びその算出方法

　 　 　 　 エスカレーターの踏段面の水平投影面積

　 　 令第百二十九条の三第一項第

三号及び第二項第三号並びに

第百二十九条の十三の規定が

適用される小荷物専用昇降機

各階平面図 小荷物専用昇降機の昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の

戸の位置

　 　 小荷物専用昇降

機の構造詳細図

小荷物専用昇降機の昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の

戸の構造

　 　 　 小荷物専用昇降機の安全装置の位置及び構造

　 　 　 かごの構造

　 　 小荷物専用昇降

機の使用材料表

小荷物専用昇降機の昇降路の壁又は囲い及び出し入れ口の

戸に用いる材料の種別

　 　 令第百二十九条の十三の二及
び第百二十九条の十三の三の
規定が適用される非常用エレ
ベーター

各階平面図 非常用エレベーターの配置

　 　 　 高さ三十一メートルを超える建築物の部分の階の用途

　 　 　 非常用エレベーターの乗降ロビーの位置

　 　 　 バルコニーの位置

　 　 　 非常用の乗降ロビーの出入口（特別避難階段の階段室に通

ずる出入口及び昇降路の出入口を除く。）に設ける特定防

火設備

　 　 　 非常用エレベーターの乗降ロビーの床及び壁（窓若しくは

排煙設備又は出入口を除く。）の構造

　 　 　 　 予備電源を有する照明設備の位置

　 　 　 　 屋内消火栓、連結送水管の放水口、非常コンセント設備等

の消火設備を設置できる非常用エレベーターの乗降ロビー

の部分

　 　 　 　 非常用エレベーターの積載量及び 大定員

　 　 　 　 非常用エレベーターである旨、避難階における避難経路そ

の他避難上必要な事項を明示した標識を掲示する位置

　 　 　 　 非常用エレベーターを非常の用に供している場合において

その旨を明示することができる表示灯その他これに類する

ものの位置

　 　 　 　 非常用エレベーターの昇降路の床及び壁（乗降ロビーに通

ずる出入口及び機械室に通ずる鋼索、電線その他のものの

周囲を除く。）の構造

　 　 　 　 避難階における非常用エレベーターの昇降路の出入口又は

令第百二十九条の十三の三第三項に規定する構造の乗降ロ

ビーの出入口から屋外への出口（道又は道に通ずる幅員四

メートル以上の通路、空地その他これらに類するものに接

しているものに限る。）の位置

　 　 　 　 避難階における非常用エレベーターの昇降路の出入口又は

令第百二十九条の十三の三第三項に規定する構造の乗降ロ

ビーの出入口から屋外への出口（道又は道に通ずる幅員四

メートル以上の通路、空地その他これらに類するものに接

しているものに限る。）の一に至る歩行距離

　 　 　 床面積求積図 非常用エレベーターの乗降ロビーの床面積の求積に必要な

建築物の各部分の寸法及び算式

　 　 　 二面以上の断面

図

建築物の高さが三十一メートルとなる位置

　 　 　 エレベーターの

仕様書

非常用エレベーターのかごの積載量
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　 　 　 エレベーターの

構造詳細図

非常用エレベーターのかご及びその出入口の寸法

　 　 　 　 非常用エレベーターのかごを呼び戻す装置の位置

　 　 　 　 非常用エレベーターのかご内と中央管理室とを連絡する電

話装置の位置

　 　 　 　 非常用エレベーターのかごの戸を開いたままかごを昇降さ

せることができる装置及び予備電源の位置

　 　 　 　 非常用エレベーターの予備電源の位置

エレベーターの

使用材料表

非常用エレベーターの乗降ロビーの室内に面する部分の仕

上げ及び下地に用いる材料の種別

令第百二十九条

の十三の三第十

三項の規定に適

合することの確

認に必要な図書

令第百二十九条の十三の三第十三項に規定する構造方法へ

の適合性審査に必要な事項

（ 十

一）

高圧ガス保安法（昭和二十六年法律第二百四号）

第二十四条の規定が適用される家庭用設備

各階平面図 一般高圧ガス保安規則（昭和四十一年通商産業省令第五十

三号）第五十二条に規定する燃焼器に接続する配管の配置

　 　 一般高圧ガス保安規則第五十二条に規定する家庭用設備の

位置

　 　 家庭用設備の構

造詳細図

閉止弁と燃焼器との間の配管の構造

　 　 　 硬質管以外の管と硬質管とを接続する部分の締付状況

（ 十

二）

ガス事業法（昭和二十九年法律第五十一号）第百

六十二条の規定が適用される消費機器

各階平面図 ガス事業法施行規則（昭和四十五年通商産業省令第九十七

号）第二百二条第一号に規定する燃焼器（以下この項にお

いて単に「燃焼器」という。）の排気筒又は排気フードの

位置

　 　 　 給気口その他給気上有効な開口部の位置及び構造

　 　 　 密閉燃焼式の燃焼器の給排気部の位置及び構造

　 　 二面以上の断面

図

燃焼器の排気筒の高さ

　 　 　 燃焼器の排気筒又は密閉燃焼式の燃焼器の給排気部が外壁

を貫通する箇所の構造

　 　 消費機器の仕様

書

燃焼器の種類

　 　 　 ガスの消費量

　 　 　 燃焼器出口の排気ガスの温度

　 　 　 ガス事業法施行規則第二十一条に規定する建物区分（以下

この項において単に「建物区分」という。）のうち特定地

下街等又は特定地下室等に設置する燃焼器と接続するガス

栓における過流出安全機構の有無

　 　 　 ガス事業法施行規則第二百二条第十号に規定する自動ガス

遮断装置の有無

　 　 　 ガス事業法施行規則第二百二条第十号に規定するガス漏れ

警報器の有無

　 　 消費機器の構造

詳細図

燃焼器の排気筒の構造及び取付状況

　 　 　 燃焼器の排気筒を構成する各部の接続部並びに排気筒及び

排気扇の接続部の取付状況

　 　 　 燃焼器と直接接続する排気扇と燃焼器との取付状況

　 　 　 密閉燃焼式の燃焼器の給排気部（排気に係るものに限る。）

を構成する各部の接続部並びに給排気部及び燃焼器のケー

シングの接続部の取付状況

　 　 　 燃焼器の排気筒に接続する排気扇が停止した場合に燃焼器

へのガスの供給を自動的に遮断する装置の位置

　 　 　 建物区分のうち特定地下街等又は特定地下室等に設置する

燃焼器とガス栓との接続状況

　 　 消費機器の使用

材料表

燃焼器の排気筒に用いる材料の種別

　 　 　 燃焼器の排気筒に接続する排気扇に用いる材料の種別

　 　 　 密閉燃焼式の燃焼器の給排気部（排気に係るものに限る。）

に用いる材料の種別

（ 十

三）

水道法（昭和三十二年法律第百七十七号）第十六

条の規定が適用される給水装置

給水装置の構造

詳細図

水道法第十六条に規定する給水装置（以下この項において

単に「給水装置」という。）の構造

49



　 　 給水装置の使用

材料表

給水装置の材質

（ 十

四）

下水道法（昭和三十三年法律第七十九号）第十条

第一項の規定が適用される排水設備

配置図 下水道法第十条第一項に規定する排水設備（以下この項に

おいて単に「排水設備」という。）の位置

　 排水設備の構造

詳細図

排水設備の構造

（ 十

五）

下水道法第二十五条の二の規定が適用される排水

設備

配置図 下水道法第二十五条の二に規定する排水設備（以下この項

において単に「排水設備」という。）の配置

下水道法第二十

五条の二の条例

の規定に適合す

ることの確認に

必要な図書

当該条例で定められた基準に係る排水設備に関する事項

（ 十

六）

下水道法第三十条第一項の規定が適用される排水

施設

配置図 下水道法第三十条第一項に規定する排水施設（以下この項

において単に「排水施設」という。）の位置

　 　 排水施設の構造

詳細図

排水施設の構造

（ 十

七）

液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関

する法律（昭和四十二年法律第百四十九号）第三

十八条の二の規定が適用される供給設備及び消費

設備

配置図 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

施行規則（平成九年通商産業省令第十一号）第十八条第一

号に規定する貯蔵設備及び同条第三号に規定する貯槽並び

に同令第一条第二項第六号に規定する第一種保安物件及び

同項第七号に規定する第二種保安物件の位置

　 　 　 供給管の配置

　 　 供給設備の仕様

書

貯蔵設備の貯蔵能力

　 　 　 貯蔵設備、気化装置及び調整器が供給しうる液化石油ガス

の数量

　 　 　 一般消費者等の液化石油ガスの 大消費数量

　 　 供給設備の構造

詳細図

貯蔵設備の構造

　 　 バルブ、集合装置、気化装置、供給管及びガス栓の構造

　 　 供給設備の使用

材料表

貯蔵設備に用いる材料の種別

　 　 消費設備の構造

詳細図

消費設備の構造

（ 十

八）

浄化槽法（昭和五十八年法律第四十三号）第三条

の二第一項の規定が適用される浄化槽

配置図 浄化槽法第三条の二第一項に規定する浄化槽からの放流水

の放流先又は放流方法

（ 十

九）

特定都市河川浸水被害対策法（平成十五年法律第

七十七号）第十条の規定が適用される排水設備

配置図 特定都市河川浸水被害対策法第十条に規定する排水設備

（以下この項において単に「排水設備」という。）の配置

　 特定都市河川浸

水被害対策法第

十条の条例の規

定に適合するこ

との確認に必要

な図書

当該条例で定められた基準に係る排水設備に関する事項

二

　 （い） （ろ）

（一） 法第三十一条第二項の認定を受けたものとする構造の
し

屎尿浄化槽 法第三十一条第二項に係る認定書の写し

（二） 令第二十条の二第一項第一号ニの認定を受けたものとする構造の換気設備 令第二十条の二第一号第一項ニに係る認定書の

写し

（三） 令第二十条の三第二項第一号ロの認定を受けたものとする構造の換気設備 令第二十条の三第二項第一号ロに係る認定書の

写し

（四） 令第二十条の八第一項第一号ロ（１）の認定を受けたものとする構造の居室

内の空気を浄化して供給する方式を用いる機械換気設備

令第二十条の八第一項第一号ロ（１）に係る認

定書の写し

（五） 令第二十条の八第一項第一号ハの認定を受けたものとする構造の中央管理方

式の空気調和設備

令第二十条の八第一項第一号ハに係る認定書の

写し

（六） 令第二十九条の認定を受けたものとする構造のくみ取便所 令第二十九条に係る認定書の写し

（七） 令第三十条第一項の認定を受けたものとする構造の特殊建築物及び特定区域

の便所

令第三十条第一項に係る認定書の写し

（八） 令第三十五条第一項の認定を受けたものとする構造の合併処理浄化槽 令第三十五条第一項に係る認定書の写し

（九） 令第百十五条第一項第三号ロに規定する認定を受けたものとする構造の煙突 令第百十五条第一項第三号ロに係る認定書の

写し

（十） 令第百二十六条の五第二号の認定を受けたものとする構造の非常用の照明装置 令第百二十六条の五第二号に係る認定書の写し

（十一） 令第百二十九条の二の四第一項第三号ただし書の認定を受けたものとする構

造の昇降機の昇降路内に設ける配管設備

令第百二十九条の二の四第一項第三号ただし書

に係る認定書の写し

50



（十二） 令第百二十九条の二の四第一項第七号ハの認定を受けたものとする構造の防

火区画等を貫通する管

令第百二十九条の二の四第一項第七号ハに係る

認定書の写し

（十三） 令第百二十九条の二の四第二項第三号の認定を受けたものとする構造の飲料

水の配管設備

令第百二十九条の二の四第二項第三号に係る認

定書の写し

（十四） 令第百二十九条の二の六第三号の認定を受けたものとする構造の冷却塔設備 令第百二十九条の二の六第三号に係る認定書の

写し

（十五） 令第百二十九条の四第一項第三号の認定を受けたものとする構造のかご及び

主要な支持部分を有するエレベーター

令第百二十九条の四第一項第三号に係る認定書

の写し

（十六） 令第百二十九条の八第二項の認定を受けたものとする構造の制御器を有する

エレベーター

令第百二十九条の八第二項に係る認定書の写し

（十七） 令第百二十九条の十第二項の認定を受けたものとする構造の制動装置を有す

るエレベーター

令第百二十九条の十第二項に係る認定書の写し

（十八） 令第百二十九条の十第四項の認定を受けたものとする構造の安全装置を有す

るエレベーター

令第百二十九条の十第四項に係る認定書の写し

（十九） 令第百二十九条の十二第一項第六号の認定を受けたものとする構造のエスカ

レーター

令第百二十九条の十二第一項第六号に係る認定

書の写し

（二十） 令第百二十九条の十二第二項において準用する令第百二十九条の四第一項第

三号の認定を受けたものとする構造の踏段及び主要な支持部分を有するエス

カレーター

令第百二十九条の十二第二項において準用する

令第百二十九条の四第一項第三号に係る認定書

の写し

（ 二 十

一）

令第百二十九条の十二第五項の認定を受けたものとする構造の制動装置を有

するエスカレーター

令第百二十九条の十二第五項に係る認定書の

写し

（ 二 十

二）

令第百二十九条の十三の三第十三項の認定を受けたものとする構造の昇降路

又は乗降ロビーを有する非常用エレベーター

令第百二十九条の十三の三第十三項に係る認定

書の写し

（ 二 十

三）

令第百二十九条の十五第一号の認定を受けたものとする構造の避雷設備 令第百二十九条の十五第一号に係る認定書の

写し

５　第一項又は前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建築物の計画に係る確認の申請書にあつては、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによるものとする。

一　法第六条の四第一項第二号に掲げる建築物　法第六十八条の十第一項の認定を受けた型式（以下「認定型式」という。）の認定書の

写し（その認定型式が令第百三十六条の二の十一第一号イに掲げる規定に適合するものであることの認定を受けたものである場合にあ

つては、当該認定型式の認定書の写し及び申請に係る建築物が当該認定型式に適合する建築物の部分を有するものであることを確認す

るために必要な図書及び書類として国土交通大臣が定めるもの）を添えたものにあつては、次の表一の（い）欄に掲げる建築物の区分

に応じ、同表の（ろ）欄に掲げる図書についてはこれを添えることを要しない。

二　法第六条の四第一項第三号に掲げる建築物　次の表二の（い）欄に掲げる建築物の区分に応じ、同表の（ろ）欄に掲げる図書につい

てはこれを添えることを要せず、同表の（は）欄に掲げる図書については同表の（に）欄に掲げる事項を明示することを要しない。

三　法第六十八条の二十第一項に規定する認証型式部材等（第三条第四項第二号を除き、以下単に「認証型式部材等」という。）を有す

る建築物　認証型式部材等に係る認証書の写しを添えたものにあつては、次の表一の（い）欄に掲げる建築物の区分に応じ、同表の

（ろ）欄及び（は）欄に掲げる図書についてはこれらを添えることを要せず、同表の（に）欄に掲げる図書については同表の（ほ）欄

に掲げる事項を明示することを要しない。

一

　 （い） （ろ） （は） （に） （ほ）

（一） 令第百三十六条の

二の十一第一号に

掲げる建築物の部

分（同号イに掲げ

る規定に適合する

ものであることの

認定を受けたもの

に限る。）を有す

る建築物

第一項の表三から表五までに掲

げる図書（表五の（二）項にあ

つては、令第六十二条の八ただ

し書に係るものを除く。）

第一項の表一の（は）項に掲げる図書及び

同項の表二の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第一号イに掲げ

る規定が適用される建築物の部分に係る

図書

第一項の表一

の（い）項に

掲げる図書の

う ち 各 階 平

面図

壁及び筋か

いの位置及

び種類、通

し柱の位置

並びに延焼

のおそれの

ある部分の

外壁の位置

及び構造

第一項の表一

の（ろ）項に

掲げる図書の

うち二面以上

の立面図

延焼のおそ

れのある部

分の外壁及

び軒裏の構

造

第一項の表一

の（ろ）項に

掲げる図書の

うち二面以上

の断面図

各階の床及

び天井の高

さ

（二） 令第百三十六条の

二の十一第一号に

掲げる建築物の部

分（同号ロに掲げ

る規定に適合する

ものであることの

認定を受けたもの

第一項の表三から表五まで及び

前項の表二（（一）項及び（八）

項を除く。）に掲げる図書（第一

項の表五の（二）項にあつては

令第六十二条の八ただし書に係

るものを、前項の表二の（十三）

項にあつては給水タンク及び貯

第一項の表一の（は）項に掲げる図書及び

同項の表二の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第一号ロに掲げ

る規定が適用される建築物の部分に係る

図書

第一項の表一

の（い）項に

掲げる図書の

う ち 各 階 平

面図

壁及び筋か

いの位置及

び種類、通

し柱の位置

並びに延焼

のおそれの

ある部分の
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に限る。）を有す

る建築物

水タンクその他これらに類する

もの（屋上又は屋内にあるもの

を除く。）に係るものを除く。）

外壁の位置

及び構造

　 　 前項の表一に掲げる図書（改良便槽、
し

屎尿

浄化槽及び合併処理浄化槽並びに給水タン

ク及び貯水タンクその他これらに類するも

の（屋上又は屋内にあるものを除く。）に

係るものを除く。）

第一項の表一

の（ろ）項に

掲げる図書の

うち二面以上

の立面図

延焼のおそ

れのある部

分の外壁及

び軒裏の構

造

　 　 　 　 第一項の表一

の（ろ）項に

掲げる図書の

うち二面以上

の断面図

各階の床及

び天井の高

さ

（三） 防火設備を有する

建築物

第一項の表四の（四）項、（十

七）項、（二十四）項及び（二十

五）項の（ろ）欄に掲げる図書

第一項の表二の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の表の

（一）項に掲げる規定が適用される建築物

に係る図書（防火設備に係るものに限り、

各階平面図を除く。）

第一項の表一

の（ろ）項に

掲げる図書の

うち二面以上

の立面図

開口部の構

造

（四） 換気設備を有する

建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄に掲げる図書及び前項の

表二の（四）項の（ろ）欄に掲

げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の表の

（二）項に掲げる規定が適用される換気設

備に係る図書（各階平面図を除く。）

　 　

（五）
し

屎尿浄化槽又は合

併処理浄化槽を有

する建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄及び前項の表二の（八）

項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の表の

（三）項又は（四）項に掲げる規定が適用

される
し

屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽に係

る図書（各階平面図を除く。）

　 　

（六） 非常用の照明装置

を有する建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄及び前項の表二の（十）

項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の表の

（五）項に掲げる規定が適用される非常用

の照明装置に係る図書（各階平面図を除

く。）

　 　

（七） 給水タンク又は貯

水タンクを有する

建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄及び前項の表二の（十

三）項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の表の

（六）項に掲げる規定が適用される給水タ

ンク又は貯水タンクに係る図書（各階平面

図を除く。）

　 　

（八） 冷却塔設備を有す

る建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄及び前項の表二の（十

四）項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の（七）

項に掲げる規定が適用される冷却塔設備に

係る図書（各階平面図を除く。）

　 　

（九） エレベーターの部

分で昇降路及び機

械室以外のものを

有する建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄に掲げる図書、前項の表

一の（十）項に掲げるエレベー

ター強度検証法により検証をし

た際の計算書並びに前項の表二

の（十五）項、（十六）項、（十

七）項及び（十八）項の（ろ）

欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の（八）

項に掲げる規定が適用されるエレベーター

の部分で昇降路及び機械室以外のものに係

る図書（各階平面図及び前項の表一の

（九）項の（ろ）欄に掲げるエレベーター

の構造詳細図を除く。）

前項の表一の

（ 十 ） 項 の

（ろ）欄に掲

げるエレベー

ターの構造詳

細図

昇降路の構

造以外の事

項

（十） エスカレーターを

有する建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄に掲げる図書、前項の表

一の（十）項に掲げるエスカレ

ーター強度検証法により検証を

した際の計算書並びに前項の表

二の（二十）項及び（二十一）

項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のうち

令第百三十六条の二の十一第二号の（九）

項に掲げる規定が適用されるエスカレータ

ーに係る図書（各階平面図を除く。）

　 　

（ 十

一）

避雷設備を有する

建築物

第一項の表四の（十七）項の

（ろ）欄及び前項の表二の（二十

二）項の（ろ）欄に掲げる図書

前項の表一の（六）項の（ろ）欄に掲げる

図書のうち令第百三十六条の二の十一第二

号の（十）項に掲げる規定が適用される避

雷設備に係る図書（各階平面図を除く。）

　 　

二

（い） （ろ） （は） （に）

令第十条第三号

に掲げる一戸建

ての住宅

第一項の表一に掲げる図書のうち付近見取図、配置図及び各階平

面図以外の図書

第一項の表一の（い）

項に掲げる図書のうち

各階平面図

筋かいの位置及び種類、

通し柱の位置並びに延焼

のおそれのある部分の外

壁の構造
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　 第一項の表二及び表五並びに第四項の表一に掲げる図書のうち令

第十条第三号イからハまでに定める規定に係る図書

　 　

令第十条第四号

に掲げる建築物

第一項の表一に掲げる図書のうち付近見取図、配置図及び各階平

面図以外の図書

第一項の表一の（い）

項に掲げる図書のうち

各階平面図

筋かいの位置及び種類並

びに通し柱の位置

　 第一項の表二及び表五並びに第四項の表一に掲げる図書のうち令

第十条第四号イからハまでに定める規定に係る図書

　 　

６　第一項の表一及び表二並びに第四項の表一の各項に掲げる図書に明示すべき事項をこれらの表に掲げる図書のうち他の図書に明示して

その図書を第一項又は第四項の申請書に添える場合においては、第一項又は第四項の規定にかかわらず、当該各項に掲げる図書に明示す

ることを要しない。この場合において、当該各項に掲げる図書に明示すべきすべての事項を当該他の図書に明示したときは、当該各項に

掲げる図書を第一項又は第四項の申請書に添えることを要しない。

７　特定行政庁は、申請に係る建築物が法第三十九条第二項、第四十条、第四十三条第三項、第四十三条の二、第四十九条から第五十条ま

で、第六十八条の二第一項若しくは第六十八条の九第一項の規定に基づく条例（法第八十七条第二項又は第三項においてこれらの規定に

基づく条例の規定を準用する場合を含む。）又は第六十八条の九第二項の規定に基づく条例の規定に適合するものであることについての

確認をするために特に必要があると認める場合においては、規則で、第一項又は第四項の規定に定めるもののほか、申請書に添えるべき

図書について必要な規定を設けることができる。

８　前各項の規定にかかわらず、確認を受けた建築物の計画の変更の場合における確認の申請書並びにその添付図書及び添付書類は、前各

項に規定する申請書並びにその添付図書及び添付書類並びに当該計画の変更に係る直前の確認に要した図書及び書類（変更に係る部分に

限る。）とする。ただし、当該直前の確認を受けた建築主事等に対して申請を行う場合においては、変更に係る部分の申請書（第一面が

別記第四号様式によるものをいう。）並びにその添付図書及び添付書類とする。

９　申請に係る建築物の計画が全体計画認定又は全体計画変更認定を受けたものである場合において、前各項の規定により申請書に添える

べき図書及び書類と当該建築物が受けた全体計画認定又は全体計画変更認定に要した図書及び書類の内容が同一であるときは、申請書に

その旨を記載した上で、当該申請書に添えるべき図書及び書類のうち当該内容が同一であるものについては、申請書の正本一通及び副本

一通に添えることを要しない。

１０　前各項の規定にかかわらず、増築又は改築後において、増築又は改築に係る部分とそれ以外の部分とがエキスパンションジョイント

その他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接するものとなる建築物の計画のうち、増築又は改築に係る部分以外の部分の計画が増築

又は改築後においても令第八十一条第二項又は第三項に規定する基準に適合することが明らかなものとして国土交通大臣が定めるもの

（以下この項及び第三条の七第四項において「構造計算基準に適合する部分の計画」という。）に係る確認の申請において、当該申請に係

る建築物の直前の確認に要した図書及び書類（確認を受けた建築物の計画の変更に係る確認を受けた場合にあつては当該確認に要した図

書及び書類を含む。次項において「直前の確認に要した図書及び書類」という。）並びに当該建築物に係る検査済証の写しを確認の申請

書に添えた場合にあつては、第一項第一号ロ（２）に掲げる図書及び書類（構造計算基準に適合する部分の計画に係るものに限る。）を

添えることを要しない。

１１　前項の規定による申請を当該申請に係る建築物の直前の確認（確認を受けた建築物の計画の変更に係る確認を受けた場合にあつては

当該確認）を受けた建築主事等に対して行う場合においては、当該建築主事等が直前の確認に要した図書及び書類を有していないことそ

の他の理由により提出を求める場合を除き、当該図書及び書類を添えることを要しない。

（建築主事等による留意事項の通知）

第一条の四　建築主事等は、法第六条第一項の規定による確認の申請を受けた場合において、申請に係る建築物の計画について都道府県知

事又は指定構造計算適合性判定機関が構造計算適合性判定を行うに当たつて留意すべき事項があると認めるときは、当該計画について構

造計算適合性判定の申請を受けた都道府県知事又は指定構造計算適合性判定機関に対し、当該事項の内容を通知するものとする。

（確認済証等の様式等）

第二条　法第六条第四項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付は、別記第五号様式による確

認済証に第一条の三の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書類、第三条の十二に規定する図書及び書類並びに建築物のエネル

ギー消費性能の向上等に関する法律施行規則（平成二十八年国土交通省令第五号）第六条に規定する書類（建築物のエネルギー消費性能

の向上等に関する法律（平成二十七年法律第五十三号）第十二条第六項に規定する適合判定通知書又はその写し、同規則第六条第一号に

規定する認定書の写し、同条第二号に規定する通知書又はその写し及び同条第三号に規定する通知書又はその写しを除く。第四項、第三

条の四第一項及び同条第二項第一号において同じ。）を添えて行うものとする。

２　法第六条第六項の国土交通省令で定める場合は、次のいずれかに該当する場合とする。

一　申請に係る建築物の計画が特定増改築構造計算基準（令第八十一条第二項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第

二号イに規定する方法によるものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分に限る。）に適合するかどうかの審査をする場合

二　申請に係る建築物（法第六条第一項第二号又は第三号に掲げる建築物に限る。）の計画が令第八十一条第二項又は第三項に規定する

基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第二号イ又は第三号イに規定するプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有

するかどうかを審査する場合において、第一条の三第一項第一号ロ（２）ただし書の規定による電磁的記録媒体の提出がなかつた場合

三　申請に係る建築物（法第六条第一項第二号又は第三号に掲げる建築物を除く。）の計画が令第八十一条第二項又は第三項に規定する

基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第二号イ又は第三号イに規定するプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有

するかどうかを審査する場合

四　申請に係る建築物の計画が令第八十一条第三項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第三号イに規定する方法によ

るものによつて確かめられる安全性を有するかどうかを審査する場合

五　法第六条第四項の期間の末日の三日前までに法第六条の三第七項に規定する適合判定通知書（以下単に「適合判定通知書」という。）

若しくはその写し又は建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十二条第六項に規定する適合判定通知書若しくはその写し

（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条第一号に掲げる場合にあつては同号に規定する認定書の写し、同

条第二号に掲げる場合にあつては同号に規定する通知書又はその写し、同条第三号に掲げる場合にあつては同号に規定する通知書又は

その写し。第四項、第三条の四第二項第一号及び第六条の三第二項第十一号において同じ。）の提出がなかつた場合

３　法第六条第六項の規定による同条第四項の期間を延長する旨及びその延長する期間並びにその期間を延長する理由を記載した通知書の

交付は、別記第五号の二様式により行うものとする。

４　法第六条第七項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定による適合しないことを認めた旨及

びその理由を記載した通知書の交付は、別記第六号様式による通知書に第一条の三の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書

類、適合判定通知書又はその写し、第三条の十二に規定する図書及び書類、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十二条
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第六項に規定する適合判定通知書又はその写し並びに建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条に規定する書類

を添えて行うものとする。

５　法第六条第七項の規定による適合するかどうかを決定することができない旨及びその理由を記載した通知書の交付は、別記第七号様式

により行うものとする。

（建築設備に関する確認申請書及び確認済証の様式）

第二条の二　法第八十七条の四において準用する法第六条第一項の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第八号様式（昇降機用）又は同様式（昇降機以外の建築設備用）による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及

び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　次の表の各項に掲げる図書

ロ　申請に係る建築設備が次の（１）から（４）までに掲げる建築設備である場合にあつては、それぞれ当該（１）から（４）までに

定める図書及び書類

（１）　第一条の三第四項の表一の各項の（い）欄に掲げる建築設備　当該各項の（ろ）欄に掲げる図書

（２）　第一条の三第四項の表二の各項の（い）欄に掲げる建築設備　当該各項の（ろ）欄に掲げる書類（建築主事等が、当該書類を

有していないことその他の理由により、提出を求める場合に限る。）

（３）　法第三十七条の規定が適用される建築設備　第一条の三第一項の表二の（十八）項の（ろ）欄に掲げる図書

（４）　法第三十七条第二号の認定を受けたものとする建築材料を用いる建築設備　法第三十七条第二号に係る認定書の写し

二　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

図書の種類 明示すべき事項

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位

　 敷地境界線、敷地内における建築物の位置及び申請に係る建築設備を含む建築物と他の建築物との別

　 擁壁の設置その他安全上適当な措置

　 土地の高低、敷地と敷地の接する道の境界部分との高低差又は申請に係る建築物の各部分の高さ

　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 下水管、下水溝又はためますその他これに類する施設の位置及び排出又は処理経路

各階平面図 縮尺及び方位

　 間取、各室の用途及び床面積

　 壁及び筋かいの位置及び種類

　 通し柱及び開口部の位置

　 延焼のおそれのある部分の外壁の位置及び構造

２　前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建築設備の計画に係る確認の申請書にあつては、それぞれ当該各号に定めるところによる

ものとする。

一　認定型式に適合する建築設備　認定型式の認定書の写しを添えたものにあつては、次の表の（い）欄に掲げる建築設備の区分に応

じ、同表の（ろ）欄に掲げる図書についてはこれを添えることを要しない。

二　認証型式部材等を有する建築設備　認証型式部材等に係る認証書の写しを添えたものにあつては、次の表の（い）欄に掲げる建築設

備の区分に応じ、同表の（ろ）欄及び（は）欄に掲げる図書についてはこれらを添えることを要せず、同表の（に）欄に掲げる図書に

ついては同表の（ほ）欄に掲げる事項を明示することを要しない。

　 （い） （ろ） （は） （に） （ほ）

（一） 換気設備 第一条の三第四項の表二の（四）項の

（ろ）欄に掲げる図書及び前項第一号

ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（二）項に掲げ

る規定が適用される換気設備に係る図書（各階平面図

を除く。）

　 　

（二） 非常用の照

明装置

第一条の三第四項の表二の（十）項の

（ろ）欄に掲げる図書及び第一項第一

号ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（五）項に掲げ

る規定が適用される非常用の照明装置に係る図書（各

階平面図を除く。）

　 　

（三） 給水タンク

又は貯水タ

ンク

第一条の三第四項の表二の（十三）項

の（ろ）欄に掲げる図書及び前項第一

号ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（六）項に掲げ

る規定が適用される給水タンク又は貯水タンクに係る

図書（各階平面図を除く。）

　 　

（四） 冷却塔設備 第一条の三第四項の表二の（十四）項

の（ろ）欄に掲げる図書及び前項第一

号ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（七）項に掲げ

る規定が適用される冷却塔設備に係る図書（各階平面

図を除く。）

　 　

（五） エレベータ

ーの部分で

昇降路及び

機械室以外

のもの

第一条の三第四項の表一の（十）項に

掲げるエレベーター強度検証法により

検証をした際の計算書、同項の表二の

（十五）項、（十六）項、（十七）項及

び（十八）項の（ろ）欄に掲げる図書

並びに前項第一号ロ（４）に掲げる

書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（八）項に掲げ

る規定が適用されるエレベーターの部分で昇降路及び

機械室以外のものに係るものに係る図書（各階平面図

及び第一条の三第四項の表一の（十）項の（ろ）欄に

掲げるエレベーターの構造詳細図を除く。）

第一条の

三第四項

の表一の

（十）項

の（ろ）

欄に掲げ

るエレベ

ーターの

構造詳細

図

昇降路

の構造

以外の

事項
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（六） エスカレー

ター

第一条の三第四項の表一の（十）項に

掲げるエスカレーター強度検証法によ

り検証をした際の計算書、同項の表二

の（二十）項及び（二十一）項の

（ろ）欄に掲げる図書並びに前項第一

号ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（九）項に掲げ

る規定が適用されるエスカレーターに係る図書（各階

平面図を除く。）

　 　

（七） 避雷設備 第一条の三第四項の表二の（二十二）

項の（ろ）欄に掲げる図書及び前項第

一号ロ（４）に掲げる書類

第一条の三第四項の表一の（ろ）欄に掲げる図書のう

ち令第百三十六条の二の十一第二号の（十）項に掲げ

る規定が適用される避雷設備に係る図書（各階平面図

を除く。）

　 　

３　第一項の表一の各項に掲げる図書に明示すべき事項を同表に掲げる図書のうち他の図書に明示してその図書を同項の申請書に添える場

合においては、同項の規定にかかわらず、当該各項に掲げる図書に明示することを要しない。この場合において、当該各項に掲げる図書

に明示すべきすべての事項を当該他の図書に明示したときは、当該各項に掲げる図書を第一項の申請書に添えることを要しない。

４　特定行政庁は、申請に係る建築設備が法第三十九条第二項、第四十条、第四十三条第三項、第四十三条の二、第四十九条から第五十条

まで、第六十八条の二第一項若しくは第六十八条の九第一項の規定に基づく条例（これらの規定に基づく条例の規定を法第八十七条第二

項又は第三項において準用する場合を含む。）又は第六十八条の九第二項の規定に基づく条例の規定に適合するものであることについて

の確認をするために特に必要があると認める場合においては、規則で、第一項の規定に定めるもののほか、申請書に添えるべき図書につ

いて必要な規定を設けることができる。

５　前各項の規定にかかわらず、確認を受けた建築設備の計画の変更の場合における確認の申請書並びにその添付図書及び添付書類は、前

各項に規定する申請書並びにその添付図書及び添付書類並びに当該計画の変更に係る直前の確認に要した図書及び書類（変更に係る部分

に限る。）とする。ただし、当該直前の確認を受けた建築主事等に対して申請を行う場合においては、変更に係る部分の申請書（第一面

が別記第九号様式によるものをいう。）並びにその添付図書及び添付書類とする。

６　前条第一項、第四項又は第五項の規定は、法第八十七条の四において準用する法第六条第四項又は第七項の規定による交付について準

用する。

（工作物に関する確認申請書及び確認済証等の様式）

第三条　法第八十八条第一項において準用する法第六条第一項の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第十号様式（令第百三十八条第二項第一号に掲げるもの（以下「観光用エレベーター等」という。）にあつては、別記第八号様

式（昇降機用））による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、

当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　次の表一の各項に掲げる図書

ロ　申請に係る工作物が次の（１）及び（２）に掲げる工作物である場合にあつては、それぞれ当該（１）及び（２）に定める図書及

び書類

（１）　次の表二の各項の（い）欄に掲げる工作物　当該各項の（ろ）欄に掲げる図書

（２）　次の表三の各項の（い）欄に掲げる工作物　当該各項の（ろ）欄に掲げる書類（建築主事等が、当該書類を有していないこと

その他の理由により、提出を求める場合に限る。）

二　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

一

図書の種類 明示すべき事項

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位

　 敷地境界線、申請に係る工作物の位置並びに申請に係る工作物と他の建築物及び工作物との別

　 土地の高低及び申請に係る工作物の各部分の高さ

平面図又は横断面

図

縮尺

　 主要部分の材料の種別及び寸法

側面図又は縦断面

図

縮尺

　 工作物の高さ

　 主要部分の材料の種別及び寸法

構造詳細図 縮尺

　 主要部分の材料の種別及び寸法

構造計算書 応力算定及び断面算定（遊戯施設以外の工作物にあつては、令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロ（令第百四

十条第二項、令第百四十一条第二項又は令第百四十三条第二項において準用する場合を含む。）の認定を受けたもの

を除き、遊戯施設にあつては、工作物のかご、車両その他人を乗せる部分（以下この表、表二の（六）項並びに表

三の（三）項、（九）項及び（十）項において「客席部分」という。）及びこれを支え、又は
つ

吊る構造上主要な部分

（以下この表、表二の（六）項並びに表三の（三）項及び（九）項において「主要な支持部分」という。）のうち摩

損又は疲労破壊が生ずるおそれのある部分以外の部分に係るもの（令第百四十四条第一項第一号ロ又はハ（２）の

認定を受けたものを除く。）並びに屋外に設ける工作物の客席部分及び主要な支持部分のうち摩損又は疲労破壊が生

ずるおそれのある部分で風圧に対する安全性を確かめたものに限る。）

二

　 （い） （ろ）

　 　 図書の種類 明示すべき事項

（一） 令 第 百 三
十 九 条 の
規 定 が 適

配置図 煙突等の位置、寸法及び構造方法

　 平面図又は横断面図 煙突等の各部の位置及び構造方法並びに材料

の種別、寸法及び平面形状
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用 さ れ る
工作物

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別

　 　 側面図又は縦断面図 煙突等の各部の高さ及び構造方法並びに材料

の種別、寸法及び立面形状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別及び寸法

　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継

手及び仕口並びに溶接の構造方法

　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり

厚さ

　 　 　 管の接合方法、支枠及び支線の緊結

　 　 基礎伏図 基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の

種別及び寸法

　 　 敷地断面図及び基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算

出根拠

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 　 くいに用いるさび止め又は防腐措置

　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐ

いの打撃力等に対する構造耐力上の安全性を

確保するための措置

　 　 　 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生

方法

　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項、令第三十九条第二項、令第六
十六条、令第六十七条第二項、令第六十九条、令第七十三条第二項
ただし書、同条第三項ただし書、令第七十九条第二項、令第七十九
条の三第二項、令第八十条の二又は令第百三十九条第一項第四号イ
の規定に適合することの確認に必要な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十六条に規定する構造方法への適合性

審査に必要な事項

　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出

方法

　 　 　 令第七十三条第二項ただし書に規定する構造

方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十九条の三第二項に規定する構造方法

への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第八十条の二に規定する構造方法への適合

性審査に必要な事項

　 　 　 令第百三十九条第一項第四号イの構造計算の

結果及びその算出方法

（二） 令 第 百 四

十 条 の 規

定 が 適 用

さ れ る 工

作物

配置図 鉄筋コンクリート造等の柱の位置、構造方法

及び寸法
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　 　 平面図又は横断面図 鉄筋コンクリート造等の柱の各部の位置及び

構造方法並びに材料の種別、寸法及び平面形

状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

構造方法及び寸法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別

　 　 側面図又は縦断面図 鉄筋コンクリート造等の柱の各部の高さ及び

構造方法並びに材料の種別、寸法及び立面形

状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別及び寸法

　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継

手及び仕口並びに溶接の構造方法

　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり

厚さ

　 　 　 管の接合方法、支枠及び支線の緊結

　 　 基礎伏図 基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の

種別及び寸法

　 　 敷地断面図及び基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算

出根拠

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐ

いの打撃力等に対する構造耐力上の安全性を

確保するための措置

　 　 　 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生

方法

　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項、令第三十九条第二項、令第四
十条ただし書、令第四十七条第一項、令第六十六条、令第六十七条
第二項、令第六十九条、令第七十三条第二項ただし書、同条第三項
ただし書、令第七十九条第二項、令第七十九条の三第二項又は令第
百三十九条第一項第四号イの規定に適合することの確認に必要な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第四十条ただし書に規定する用途又は規模

への適合性審査に必要な事項

　 　 令第四十七条第一項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十六条に規定する構造方法への適合性

審査に必要な事項

　 　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出

方法

　 　 　 令第七十三条第二項ただし書に規定する構造

方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十九条の三第二項に規定する構造方法

への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第百三十九条第一項第四号イの構造計算の

結果及びその算出方法

（三） 令 第 百 四

十 一 条 の

規 定 が 適

配置図 広告塔又は高架水槽等の各部の位置、構造方

法及び寸法
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用 さ れ る

工作物

　 　 平面図又は横断面図 広告塔又は高架水槽等の各部の位置及び構造

方法並びに材料の種別、寸法及び平面形状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別

　 　 側面図又は縦断面図 広告塔又は高架水槽等の各部の高さ及び構造

方法並びに材料の種別、寸法及び立面形状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別及び寸法

　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継

手及び仕口並びに溶接の構造方法

　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり

厚さ

　 　 基礎伏図 基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の

種別及び寸法

　 　 敷地断面図及び基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算

出根拠

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐ

いの打撃力等に対する構造耐力上の安全性を

確保するための措置

　 　 　 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生

方法

　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項、令第三十九条第二項、令第四
十条ただし書、令第四十二条第一項第二号、同条第一項第三号、令
第四十七条第一項、令第六十六条、令第六十七条第二項、令第六十
九条、令第七十条、令第七十三条第二項ただし書、同条第三項ただ
し書、令第七十七条第四号及び第六号、同条第五号ただし書、令第
七十七条の二第一項ただし書、令第七十九条第二項、令第七十九条
の三第二項、令第八十条の二又は令第百三十九条第一項第四号イの
規定に適合することの確認に必要な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第四十条ただし書に規定する用途又は規模

への適合性審査に必要な事項

令第四十二条第一項第二号に規定する基準へ

の適合性審査に必要な事項

令第四十二条第一項第三号に規定する構造方

法への適合性審査に必要な事項

令第四十二条第一項第三号に規定する方法に

よる検証内容

　 　 令第四十七条第一項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十六条に規定する構造方法への適合性

審査に必要な事項

　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出

方法

　 　 　 令第七十条に規定する構造方法への適合性審

査に必要な事項

　 　 　 令第七十条に規定する一の柱のみ火熱による

耐力の低下によつて建築物全体が容易に倒壊

するおそれがある場合として国土交通大臣が

定める場合に該当することを確認するために

必要な事項
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　 　 　 令第七十三条第二項ただし書に規定する構造

方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十七条第四号及び第六号に規定する基

準への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十七条第五号ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十七条の二第一項ただし書の構造計算

の結果及びその算出方法

　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十九条の三第二項に規定する構造方法

への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第八十条の二に規定する構造方法への適合

性審査に必要な事項

　 　 　 令第百三十九条第一項第四号イの構造計算の

結果及びその算出方法

（四） 令 第 百 四

十 二 条 の

規 定 が 適

用 さ れ る

工作物

配置図 擁壁の各部の位置、寸法及び構造方法

　 平面図又は横断面図 がけ及び擁壁の位置及び構造方法並びに材料

の種別、寸法及び平面形状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別

　 　 側面図又は縦断面図 鉄筋コンクリート造等の柱の各部の高さ及び

構造方法並びに材料の種別、寸法及び立面形

状

　 　 　 近接又は接合する建築物又は工作物の位置、

寸法及び構造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別及び寸法

　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継

手及び仕口並びに溶接の構造方法

　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり

厚さ

　 　 基礎伏図 基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の

種別及び寸法

　 　 敷地断面図及び基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算

出根拠

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐ

いの打撃力等に対する構造耐力上の安全性を

確保するための措置

　 　 　 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生

方法

　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項、令第三十九条第二項、令第七

十九条第二項、令第八十条の二又は令第百四十二条第一項第五号の

規定に適合することの確認に必要な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第八十条の二に規定する構造方法への適合

性審査に必要な事項
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　 　 　 令第百四十二条第一項第五号の構造計算の結

果及びその算出方法

（五） 令 第 百 四
十 三 条 の
規 定 が 適
用 さ れ る
乗 用 エ レ
ベ ー タ ー
及 び エ ス
カ レ ー タ
ー （ こ の
項 に お い
て 「 乗 用
エ レ ベ ー
タ ー 等 」
という。）

配置図 乗用エレベーター等の位置、構造方法及び寸

法

　 平面図又は横断面図 乗用エレベーター等の各部の位置及び構造方

法並びに材料の種別、寸法及び平面形状

　 　 近接又は接合する建築物の位置、寸法及び構

造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別

　 　 側面図又は縦断面図 乗用エレベーター等の各部の高さ及び構造方

法並びに材料の種別、寸法及び立面形状

　 　 　 近接又は接合する建築物の位置、寸法及び構

造方法

　 　 　 構造耐力上主要な部分である部材（接合部を

含む。）の位置、寸法及び構造方法並びに材料

の種別及び寸法

　 　 構造詳細図 構造耐力上主要な部分である接合部並びに継

手及び仕口並びに溶接の構造方法

　 　 　 鉄筋の配置、径、継手及び定着の方法

　 　 　 鉄筋及び鉄骨に対するコンクリートのかぶり

厚さ

　 　 　 管の接合方法、支枠及び支線の緊結

　 　 基礎伏図 基礎の配置、構造方法及び寸法並びに材料の

種別及び寸法

　 　 敷地断面図及び基礎・地盤説明書 支持地盤の種別及び位置

　 　 基礎の底部又は基礎ぐいの先端の位置

　 　 　 基礎の底部に作用する荷重の数値及びその算

出根拠

　 　 使用構造材料一覧表 構造耐力上主要な部分に用いる材料の種別

　 　 施工方法等計画書 打撃、圧力又は振動により設けられる基礎ぐ

いの打撃力等に対する構造耐力上の安全性を

確保するための措置

　 　 　 コンクリートの強度試験方法、調合及び養生

方法

　 　 　 コンクリートの型枠の取外し時期及び方法

　 　 令第三十八条第三項若しくは第四項、令第三十九条第二項、令第六
十六条、令第六十七条第二項、令第六十九条、令第七十三条第二項
ただし書、同条第三項ただし書、令第七十七条第五号ただし書、令
第七十九条第二項、令第七十九条の三第二項、令第八十条の二又は
令第百三十九条第一項第四号イの規定に適合することの確認に必要
な図書

令第三十八条第三項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第三十八条第四項の構造計算の結果及びそ

の算出方法

　 　 令第三十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十六条に規定する構造方法への適合性

審査に必要な事項

　 　 令第六十七条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項

　 　 令第六十九条の構造計算の結果及びその算出

方法

　 　 　 令第七十三条第二項ただし書に規定する構造

方法への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第七十三条第三項ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十七条第五号ただし書の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 令第七十九条第二項に規定する構造方法への

適合性審査に必要な事項
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　 　 　 令第七十九条の三第二項に規定する構造方法

への適合性審査に必要な事項

　 　 　 令第八十条の二に規定する構造方法への適合

性審査に必要な事項

　 　 　 　 令第百三十九条第一項第四号イの構造計算の

結果及びその算出方法

　 　 令

第

百

二

十

九

条

の

三

第

一

項

第

一

号

及

び

第

二

項

第

一

号

並

び

に

令

第

百

二

十

九

条

の

四

か

ら

令

第

百

二

十

九

条

の

十

ま

で

の

規

定

が

適

用

さ

れ

る

エ

レ

ベ

ー

平面図 エレベーターの機械室に設ける換気上有効な

開口部又は換気設備の位置

　 　 　 エレベーターの機械室の出入口の構造

　 　 　 エレベーターの機械室に通ずる階段の構造

　 　 　 エレベーター昇降路の壁又は囲いの全部又は

一部を有さない部分の構造

　 　 床面積求積図 エレベーターの機械室の床面積及び昇降路の

水平投影面積の求積に必要な建築物の各部分

の寸法及び算式

　 　 エレベーターの仕様書 エレベーターの用途及び積載量並びに 大定

員

　 　 　 昇降行程

　 　 　 エレベーターのかごの定格速度

　 　 　 保守点検の内容
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タ
ー

　 　 　 エレベーターの構造詳細図 エレベーターのかごの構造

　 　 　 エレベーターの主要な支持部分の位置及び構

造

エレベーターの釣合おもりの構造

　 　 　 　 エレベーターのかご及び昇降路の壁又は囲い

及び出入口の戸の位置及び構造

　 　 　 　 非常の場合においてかご内の人を安全にかご

外に救出することができる開口部の位置及び

構造

　 　 　 　 エレベーターの駆動装置及び制御器の位置及

び取付方法

　 　 　 　 エレベーターの制御器の構造

　 　 　 　 エレベーターの安全装置の位置及び構造

　 　 　 　 エレベーターの用途及び積載量並びに 大定

員を明示した標識の意匠及び当該標識を掲示

する位置

　 　 　 エレベーターのかご、昇降路及び機械室の断面図 出入口の床先とかごの床先との水平距離及び

かごの床先と昇降路の壁との水平距離

　 　 　 　 エレベーターの昇降路内の突出物の種別、位

置及び構造

　 　 　 　 エレベーターの機械室の床面から天井又はは

りの下端までの垂直距離

　 　 　 　 エレベーターの機械室に通ずる階段の構造

　 　 　 エレベーター強度検証法により検証した際の計算書 固定荷重及び積載荷重によつて主要な支持部

分等に生ずる力

　 　 　 主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安

全装置作動時の各応力度

　 　 　 　 主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率

で除して求めた許容応力度

　 　 　 　 独立してかごを支え、又は
つ

吊ることができる

部分の材料の破断強度を限界安全率で除して

求めた限界の許容応力度

エレベーターの荷重を算出した際の計算書 エレベーターの各部の固定荷重

エレベーターのかごの積載荷重及びその算出

方法

エレベーターのかごの床面積

令第百四十三条第二項において準用する令第百二十九条の四第三項

第六号又は第七号の規定に適合することの確認に必要な図書

令第百四十三条第二項において準用する令第

百二十九条の四第三項第六号の構造計算の結

果及びその算出方法

令第百四十三条第二項において準用する令第

百二十九条の四第三項第七号の構造計算の結

果及びその算出方法

　 　 　 エレベーターの使用材料表 エレベーターのかご及び昇降路の壁又は囲い

及び出入口の戸（構造上軽微な部分を除く。）

に用いる材料の種別

　 　 　 　 エレベーターの機械室の出入口に用いる材料

令

第

百

二

十

九

条

の

三

第

一

項

第

二

号

及

び

第

各階平面図 エスカレーターの位置

エスカレーターの仕様書 エスカレーターの勾配及び揚程

エスカレーターの踏段の定格速度

保守点検の内容

エスカレーターの構造詳細図 通常の使用状態において人又は物が挟まれ、

又は障害物に衝突することがないようにする

ための措置

エスカレーターの踏段の構造

エスカレーターの取付け部分の構造方法

エスカレーターの主要な支持部分の位置及び

構造

62



二
項
第
二
号
並
び
に
令
第
百
二
十
九
条
の
十
二
の
規
定
が
適
用
さ
れ
る
エ
ス
カ
レ
ー
タ
ー

エスカレーターの制動装置の構造

昇降口において踏段の昇降を停止させること

ができる装置の構造

　 　 　 エスカレーターの断面図 エスカレーターの踏段の両側に設ける手すり

の構造

　 　 　 　 エスカレーターの踏段の幅及び踏段の端から

当該踏段の端の側にある手すりの上端部及び

中心までの水平距離

　 　 　 エスカレーター強度検証法により検証した際の計算書 固定荷重及び積載荷重によつて主要な支持部

分等に生ずる力

　 　 　 主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安

全装置作動時の各応力度

　 　 　 　 主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率

で除して求めた許容応力度

　 　 　 　 独立して踏段を支え、又は
つ

吊ることができる

部分の材料の破断強度を限界安全率で除して

求めた限界の許容応力度

　 　 　 エスカレーターの荷重を算出した際の計算書 エスカレーターの各部の固定荷重

　 　 　 エスカレーターの踏段の積載荷重及びその算

出方法

　 　 　 　 エスカレーターの踏段面の水平投影面積

（六） 令 第 百 四

十 四 条 の

規 定 が 適

用 さ れ る

遊戯施設

平面図又は横断面図 運転開始及び運転終了を知らせる装置の位置

　 　 　 非常止め装置が作動した場合に、客席にいる

人を安全に救出することができる位置へ客席

部分を移動するための手動運転装置又は客席

にいる人を安全に救出することができる通路

その他の施設の位置

　 　 　 安全柵の位置及び構造並びに安全柵の出入口

の戸の構造

　 　 　 遊戯施設の運転室の位置
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　 　 　 遊戯施設の使用の制限に関する事項を掲示す

る位置

　 　 　 遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分の位

置

　 　 　 遊戯施設の客席部分の周囲の状況

　 　 　 遊戯施設の駆動装置の位置

　 　 側面図又は縦断面図 遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分の構

造

　 　 　 遊戯施設の客席部分の周囲の状況

　 　 　 遊戯施設の駆動装置の位置

　 　 遊戯施設の仕様書 遊戯施設の種類

　 　 　 客席部分の定常走行速度及び
こう

勾配若しくは平

均
こう

勾配又は定常円周速度及び傾斜角度

　 　 　 遊戯施設の使用の制限に関する事項

　 　 　 遊戯施設の客席部分の数

　 　 　 遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分に関

する事項

　 　 　 遊戯施設の駆動装置及び非常止め装置に関す

る事項

　 　 　 遊戯施設の運転室に関する事項

　 　 遊戯施設の構造詳細図 遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分の位

置及び構造

遊戯施設の釣合おもりの構造

　 　 　 遊戯施設の駆動装置の位置及び構造

　 　 　 令第百四十四条第一項第四号に規定する非常

止め装置の位置及び構造

　 　 　 遊戯施設の乗降部分の構造又は乗降部分にお

ける客席部分に対する乗降部分の床に対する

速度

　 　 遊戯施設の客席部分の構造詳細図 軌条又は索条の位置及び構造

　 　 定員を明示した標識の位置

　 　 　 遊戯施設の非常止め装置の位置及び構造

　 　 　 客席部分にいる人が客席部分から落下し、又

は飛び出すことを防止するために講じた措置

　 　 遊戯施設強度検証法により検証した際の計算書 固定荷重及び積載荷重によつて主要な支持部

分等に生ずる力

　 　 　 主要な支持部分等の断面に生ずる常時及び安

全措置作動時の各応力度

　 　 　 主要な支持部分等の材料の破壊強度を安全率

で除して求めた許容応力度

　 　 　 独立して客席部分を支え、又は
つ

吊ることがで

きる部分の材料の破断強度を限界安全率で除

して求めた限界の許容応力度

　 　 　 主索の規格及び直径並びに端部の緊結方法

　 　 　 綱車又は巻胴の直径

令第百四十四条第二項において準用する令第百二十九条の四第三項

第六号又は第七号の規定に適合することの確認に必要な図書

令第百四十四条第二項において準用する令第

百二十九条の四第三項第六号の構造計算の結

果及びその算出方法

令第百四十四条第二項において準用する令第

百二十九条の四第三項第七号の構造計算の結

果及びその算出方法

遊戯施設の使用材料表 遊戯施設の客席部分及び主要な支持部分に用

いる材料の種別及び厚さ

三

　 （い） （ろ）

（一） 乗用エレベーターで観光のた

めのもの

かご及び主要な支持部分の構造を令第百四十三条第二

項において準用する令第百二十九条の四第一項第三号

の認定を受けたものとするもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の四第一項第三号の

認定に係る認定書の写し

　 　 制御器の構造を令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の八第二項の認定を受けたものとす

るもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の八第二項の認定に

係る認定書の写し

　 　 制動装置の構造を令第百四十三条第二項において準用

する令第百二十九条の十第二項の認定を受けたものと

するもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の十第二項の認定に

係る認定書の写し
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　 　 安全装置の構造を令第百四十三条第二項において準用

する令第百二十九条の十第四項の認定を受けたものと

するもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の十第四項の認定に

係る認定書の写し

（二） エスカレーターで観光のため

のもの

踏段及び主要な支持部分の構造を令第百四十三条第二

項において準用する令第百二十九条の十二第二項にお

いて準用する令第百二十九条の四第一項第三号の認定

を受けたものとするもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の十二第二項におい

て準用する令第百二十九条の四第一項

第三号の認定に係る認定書の写し

構造を令第百四十三条第二項において準用する令第百

二十九条の十二第一項第六号の認定を受けたものとす

るもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の十二第一項第六号

の認定に係る認定書の写し

制御装置の構造を令第百四十三条第二項において準用

する令第百二十九条の十二第五項の認定を受けたもの

とするもの

令第百四十三条第二項において準用す

る令第百二十九条の十二第五項の認定

に係る認定書の写し

（三） 遊戯施設 客席部分及び主要な支持部分のうち摩損又は疲労破壊

が生ずるおそれのある部分の構造を令第百四十四条第

二項において準用する令第百二十九条の四第一項第三

号の認定を受けたものとするもの

令第百四十四条第二項において準用す

る令第百二十九条の四第一項第三号の

認定に係る認定書の写し

　 　 客席部分の構造を令第百四十四条第一項第三号イの認

定を受けたものとするもの

令第百四十四条第一項第三号イの認定

に係る認定書の写し

　 　 非常止め装置の構造を令第百四十四条第一項第五号の

認定を受けたものとするもの

令第百四十四条第一項第五号の認定に

係る認定書の写し

（四） 令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロの認定を受けたものとする構造方法を用い

る煙突等

令第百三十九条第一項第三号又は第四

号ロに係る認定書の写し

（五） 令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロの規定を準用する令第百四十条第二項の認

定を受けたものとする構造方法を用いる鉄筋コンクリート造の柱等

令第百三十九条第一項第三号又は第四

号ロの規定を準用する令第百四十条第

二項に係る認定書の写し

（六） 令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロの規定を準用する令第百四十一条第二項の

認定を受けたものとする構造方法を用いる広告塔又は高架水槽等

令第百三十九条第一項第三号又は第四

号ロの規定を準用する令第百四十一条

第二項に係る認定書の写し

（七） 令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロの規定を準用する令第百四十三条第二項の

認定を受けたものとする構造方法を用いる乗用エレベーター又はエスカレーター

令第百三十九条第一項第三号又は第四

号ロの規定を準用する令第百四十三条

第二項に係る認定書の写し

（八） 令第百四十四条第一項第一号ロ又はハ（２）の認定を受けたものとする構造方法を用

いる遊戯施設

令第百四十四条第一項第一号ロ又はハ

（２）に係る認定書の写し

（九） 令第百四十四条第二項において読み替えて準用する令第百二十九条の四第一項第三号

の認定を受けたものとする構造の客席部分及び主要な支持部分を有する遊戯施設

令第百四十四条第二項において読み替

えて準用する令第百二十九条の四第一

項第三号に係る認定書の写し

（十） 令第百四十四条第一項第三号イの認定を受けたものとする構造の客席部分を有する遊

戯施設

令第百四十四条第一項第三号イに係る

認定書の写し

（十一） 令第百四十四条第一項第五号の認定を受けたものとする構造の非常止め装置を設ける

遊戯施設

令第百四十四条第一項第五号に係る認

定書の写し

（十二） 指定建築材料ごとに国土交通大臣が定める安全上、防火上又は衛生上必要な品質に関

する技術的基準に適合するものとしなければならない工作物で、法第八十八条第一項

において準用する法第三十七条第二号の認定を受けたものを用いるもの

法第八十八条第一項において準用する

法第三十七条第二号の認定に係る認定

書の写し

（十三） 法第八十八条第一項において準用する法第三十八条の認定を受けたものとする特殊の

構造方法又は建築材料を用いる工作物

法第八十八条第一項において準用する

法第三十八条に係る認定書の写し

２　法第八十八条第二項において準用する法第六条第一項の規定による確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第十一号様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書を添えたもの（正本に添える図書にあつては、当該図

書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　次の表の各項に掲げる図書

ロ　申請に係る工作物が、法第八十八条第二項の規定により第一条の三第一項の表二の（二十一）項、（二十二）項又は（六十一）項

の（い）欄に掲げる規定が準用される工作物である場合にあつては、それぞれ当該各項の（ろ）欄に掲げる図書

二　別記第十二号様式による築造計画概要書

三　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

図書の種類 明示すべき事項

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺及び方位

　 敷地境界線、敷地内における工作物の位置及び申請に係る工作物と他の工作物との別（申請に係る工作物が令第百

三十八条第四項第二号ハからチまでに掲げるものである場合においては、当該工作物と建築物との別を含む。）

平面図又は横断面図 縮尺

　 主要部分の寸法

側面図又は縦断面図 縮尺

　 工作物の高さ

　 主要部分の寸法
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３　工作物に関する確認申請（法第八十八条第二項において準用する法第六条第一項の規定による確認の申請を除く。以下この項において

同じ。）を建築物に関する確認申請と併せてする場合における確認の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。この場合におい

ては、第一号の正本に工作物に関する確認申請を建築物に関する確認申請と併せてする旨を記載しなければならない。

一　別記第二号様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつては、

当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）。

イ　第一条の三第一項から第四項までに規定する図書及び書類

ロ　別記第十号様式中の「工作物の概要の欄」又は別記第八号様式（昇降機用）中の「昇降機の概要の欄」に記載すべき事項を記載し

た書類

ハ　第一項第一号イに掲げる図書（付近見取図又は配置図に明示すべき事項を第一条の三第一項の付近見取図又は配置図に明示した場

合においては、付近見取図又は配置図を除く。）

ニ　申請に係る工作物が第一項第一号ロ（１）及び（２）に掲げる工作物である場合にあつては、それぞれ当該（１）又は（２）に定

める図書及び書類

二　別記第三号様式による建築計画概要書

三　代理者によつて確認の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

四　申請に係る建築物が建築士により構造計算によつてその安全性を確かめられたものである場合にあつては、証明書の写し

４　第一項及び前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる工作物の計画に係る確認の申請書にあつては、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによるものとする。

一　法第八十八条第一項において準用する法第六条の四第一項第二号に掲げる工作物　法第八十八条第一項において準用する法第六十八

条の十第一項の認定を受けた型式の認定書の写しを添えたものにあつては、次の表の（い）欄に掲げる工作物の区分に応じ、同表の

（ろ）欄に掲げる図書についてはこれを添えることを要しない。

二　法第八十八条第一項において準用する法第六十八条の二十第一項に規定する認証型式部材等（この号において単に「認証型式部材

等」という。）を有する工作物　認証型式部材等に係る認証書の写しを添えたものにあつては、次の表の（い）欄に掲げる工作物の区

分に応じ、同表の（ろ）欄及び（は）欄に掲げる図書についてはこれらを添えることを要せず、同表の（に）欄に掲げる図書について

は同表の（ほ）欄に掲げる事項を明示することを要しない。

　 （い） （ろ） （は） （に） （ほ）

（一） 令第百四十四

条の二の表の

（一）項に掲

げる工作物の

部分を有する

工作物

第一項の表一に掲げる図書のうち構造計算書

（昇降路及び機械室以外のエレベーターの部分に

係るものに限る。）、同項の表二の（五）項の

（ろ）欄に掲げる図書のうちエレベーター強度検

証法により検証した際の計算書並びに同項の表

三の（一）項の（ろ）欄及び（十二）項の（ろ）

欄に掲げる図書

第一項の表一に掲げる図書

のうち構造詳細図（昇降路

及び機械室以外のエレベー

ターの部分に係るものに限

る。）

第一項の表一

に掲げる図書

のうち平面図

又は横断面図

昇降路及び機械

室以外のエレベ

ーターの部分に

係る主要部分の

材料の種別及び

寸法

　 第一項の表一

に掲げる図書

のうち側面図

又は縦断面図

昇降路及び機械

室以外のエレベ

ーターの部分に

係る主要部分の

材料の種別及び

寸法

（二） 令第百四十四

条の二の表の

（二）項に掲

げる工作物の

部分を有する

工作物

第一項の表一に掲げる図書のうち構造計算書

（トラス又ははりを支える部分以外のエスカレー

ターの部分に係るものに限る。）、同項の表二の

（五）項の（ろ）欄に掲げる図書のうちエスカレ

ーター強度検証法により検証した際の計算書並

びに同項の表三の（二）項の（ろ）欄及び（十

二）項の（ろ）欄に掲げる図書（令第百四十三

条第二項において準用する令第百二十九条の十

二第一項第六号の認定に係る認定書の写しを除

く。）

第一項の表一に掲げる図書

のうち構造詳細図（トラス

又ははりを支える部分以外

のエスカレーターの部分に

係るものに限る。）

第一項の表一

に掲げる図書

のうち平面図

又は横断面図

トラス又ははり

を支える部分以

外のエスカレー

ターの部分に係

る主要部分の材

料の種別及び寸

法

　 　 第一項の表一

に掲げる図書

のうち側面図

又は縦断面図

トラス又ははり

を支える部分以

外のエスカレー

ターの部分に係

る主要部分の材

料の種別及び寸

法

（三） 令第百四十四

条の二の表の

（三）項に掲

げる工作物の

部分を有する

工作物

第一項の表一に掲げる図書のうち構造計算書、

同項の表二の（六）項の（ろ）欄に掲げる図書

のうち遊戯施設強度検証法により検証した際の

計算書並びに同項の表三の（三）項の（ろ）欄

及び（十二）項の（ろ）欄に掲げる図書

第一項の表一に掲げる図書

のうち構造詳細図（遊戯施

設のうち、かご、車両その

他人を乗せる部分及びこれ

を支え、又は
つ

吊る構造上主

要な部分並びに非常止め装

置の部分（以下この項にお

いて「かご等」という。）に

係るものに限る。）

第一項の表一

に掲げる図書

のうち平面図

又は横断面図

遊戯施設のかご

等の主要部分の

材料の種別及び

寸法

　 第一項の表一

に掲げる図書

のうち側面図

又は縦断面図

遊戯施設のかご

等の主要部分の

材料の種別及び

寸法

５　申請に係る工作物が都市計画法第四条第十一項に規定する特定工作物である場合においては、第一項から第三項までの規定に定めるも

ののほか、その計画が同法第二十九条第一項若しくは第二項、第三十五条の二第一項、第四十二条又は第四十三条第一項の規定に適合し

ていることを証する書面を申請書に添えなければならない。

６　特定行政庁は、申請に係る工作物が法第八十八条第一項において準用する法第四十条又は法第八十八条第二項において準用する法第四

十九条から第五十条まで若しくは第六十八条の二第一項の規定に基づく条例（これらの規定に基づく条例の規定を法第八十八条第二項に

おいて準用する法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）の規定に適合するものであることについての確認をする
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ために特に必要があると認める場合においては、規則で、第一項から第三項までの規定に定めるもののほか、申請書に添えるべき図書に

ついて必要な規定を設けることができる。

７　前各項の規定にかかわらず、確認を受けた工作物の計画の変更の場合における確認の申請書並びにその添付図書及び添付書類は、前各

項に規定する申請書並びにその添付図書及び添付書類並びに当該計画の変更に係る直前の確認に要した図書及び書類（変更に係る部分に

限る。）とする。ただし、当該直前の確認を受けた建築主事等に対して申請を行う場合においては、変更に係る部分の申請書（第一項の

規定による確認の申請書にあつては第一面が別記第十三号様式に、第二項の規定による確認の申請書にあつては第一面が別記第十四号様

式によるもの）並びにその添付図書及び添付書類とする。

８　第二条第一項、第四項又は第五項の規定は、法第八十八条第一項又は第二項において準用する法第六条第四項又は第七項の規定による

交付について準用する。

（計画の変更に係る確認を要しない軽微な変更）

第三条の二　法第六条第一項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める軽微な変更は、次に掲げるも

のであつて、変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合することが明らかなものとする。

一　敷地に接する道路の幅員及び敷地が道路に接する部分の長さの変更（都市計画区域内、準都市計画区域内及び法第六十八条の九第一

項の規定に基づく条例により建築物又はその敷地と道路との関係が定められた区域内にあつては敷地に接する道路の幅員が大きくなる

場合（敷地境界線が変更されない場合に限る。）及び変更後の敷地が道路に接する部分の長さが二メートル（条例で規定する場合にあ

つてはその長さ）以上である場合に限る。）

二　敷地面積が増加する場合の敷地面積及び敷地境界線の変更（当該敷地境界線の変更により変更前の敷地の一部が除かれる場合を除

く。）

三　建築物の高さが減少する場合における建築物の高さの変更（建築物の高さの 低限度が定められている区域内の建築物に係るものを

除く。）

四　建築物の階数が減少する場合における建築物の階数の変更

五　建築面積が減少する場合における建築面積の変更（都市計画区域内、準都市計画区域内及び法第六十八条の九第一項の規定に基づく

条例により日影による中高層の建築物の高さの制限が定められた区域内において当該建築物の外壁が隣地境界線又は同一の敷地内の他

の建築物若しくは当該建築物の他の部分から後退しない場合及び建築物の建築面積の 低限度が定められている区域内の建築物に係る

ものを除く。）

六　床面積の合計が減少する場合における床面積の変更（都市計画区域内、準都市計画区域内及び法第六十八条の九第一項の規定に基づ

く条例の適用を受ける区域内の建築物に係るものにあつては次のイ又はロに掲げるものを除く。）

イ　当該変更により建築物の延べ面積が増加するもの

ロ　建築物の容積率の 低限度が定められている区域内の建築物に係るもの

七　用途の変更（令第百三十七条の十八で指定する類似の用途相互間におけるものに限る。）

八　構造耐力上主要な部分である基礎ぐい、間柱、床版、屋根版又は横架材（小ばりその他これに類するものに限る。）の位置の変更（変

更に係る部材及び当該部材に接する部材以外に応力度の変更がない場合であつて、変更に係る部材及び当該部材に接する部材が令第八

十二条各号に規定する構造計算によつて確かめられる安全性を有するものに限る。）

九　構造耐力上主要な部分である部材の材料又は構造の変更（変更後の建築材料が変更前の建築材料と異なる変更及び強度又は耐力が減

少する変更を除き、第十二号の表の上欄に掲げる材料又は構造を変更する場合にあつては、同表の下欄に掲げる材料又は構造とする変

更に限る。）

十　構造耐力上主要な部分以外の部分であつて、屋根ふき材、内装材（天井を除く。）、外装材、帳壁その他これらに類する建築物の部

分、広告塔、装飾塔その他建築物の屋外に取り付けるもの若しくは当該取付け部分、壁又は手すり若しくは手すり壁の材料若しくは構

造の変更（第十二号の表の上欄に掲げる材料又は構造を変更する場合にあつては、同表の下欄に掲げる材料又は構造とする変更に限

る。）又は位置の変更（間仕切壁にあつては、主要構造部であるもの及び防火上主要なものを除く。）

十一　構造耐力上主要な部分以外の部分である天井の材料若しくは構造の変更（次号の表の上欄に掲げる材料又は構造を変更する場合に

あつては同表の下欄に掲げる材料又は構造とする変更に限り、特定天井にあつては変更後の建築材料が変更前の建築材料と異なる変更

又は強度若しくは耐力が減少する変更を除き、特定天井以外の天井にあつては特定天井とする変更を除く。）又は位置の変更（特定天

井以外の天井にあつては、特定天井とする変更を除く。）

十二　建築物の材料又は構造において、次の表の上欄に掲げる材料又は構造を同表の下欄に掲げる材料又は構造とする変更（第九号から

前号までに係る部分の変更を除く。）

不燃材料 不燃材料

準不燃材料 不燃材料又は準不燃材料

難燃材料 不燃材料、準不燃材料又は難燃材料

耐火構造 耐火構造

準耐火構造 耐火構造又は準耐火構造（変更後の構造における加熱開始後構造耐力上支障のある変形、

溶融、破壊その他の損傷を生じない時間、加熱面以外の面（屋内に面するものに限る。）の

温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない時間及び屋外に火炎を出す原因となる亀裂その他

の損傷を生じない時間が、それぞれ変更前の構造における加熱開始後構造耐力上支障のあ

る変形、溶融、破壊その他の損傷を生じない時間、加熱面以外の面（屋内に面するものに

限る。）の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しない時間及び屋外に火炎を出す原因となる亀

裂その他の損傷を生じない時間以上である場合に限る。）

防火構造 耐火構造、準耐火構造又は防火構造

令第百九条の三第一号の技術的基準に

適合する構造

耐火構造、準耐火構造又は令第百九条の三第一号の技術的基準に適合する構造

令第百九条の三第二号ハの技術的基準

に適合する構造

耐火構造、準耐火構造又は令第百九条の三第二号ハの技術的基準に適合する構造

令第百十五条の二第一項第四号の技術

的基準に適合する構造

耐火構造、準耐火構造又は令第百十五条の二第一項第四号の技術的基準に適合する構造
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令第百九条の十の技術的基準に適合す

る構造

耐火構造、準耐火構造、防火構造又は令第百九条の十の技術的基準に適合する構造

令第百三十六条の二の二の技術的基準

に適合する構造

令第百三十六条の二の二の技術的基準に適合する構造

令第百九条の九の技術的基準に適合す

る構造

令第百三十六条の二の二の技術的基準に適合する構造又は令第百九条の九の技術的基準に

適合する構造

特定防火設備 特定防火設備

令第百十四条第五項において準用する

令第百十二条第二十一項の技術的基準

に適合する防火設備

特定防火設備又は令第百十四条第五項において準用する令第百十二条第二十一項の技術的

基準に適合する防火設備

令第百九条の二の技術的基準に適合す

る防火設備

特定防火設備、令第百十四条第五項において準用する令第百十二条第二十一項の技術的基

準に適合する防火設備又は令第百九条の二の技術的基準に適合する防火設備

令第百十条の三の技術的基準に適合す

る防火設備

特定防火設備、令第百十四条第五項において準用する令第百十二条第二十一項の技術的基

準に適合する防火設備、令第百九条の二の技術的基準に適合する防火設備又は令第百十条

の三の技術的基準に適合する防火設備

令第百三十六条の二第三号イの技術的

基準に適合する防火設備又は令第百三

十七条の十第一号ロ（４）の技術的基

準に適合する防火設備

特定防火設備、令第百十四条第五項において準用する令第百十二条第二十一項の技術的基

準に適合する防火設備、令第百九条の二の技術的基準に適合する防火設備、令第百十条の

三の技術的基準に適合する防火設備、令第百三十六条の二第三号イの技術的基準に適合す

る防火設備又は令第百三十七条の十第一号ロ（４）の技術的基準に適合する防火設備

第二種ホルムアルデヒド発散建築材料 第一種ホルムアルデヒド発散建築材料以外の建築材料

第三種ホルムアルデヒド発散建築材料 第一種ホルムアルデヒド発散建築材料及び第二種ホルムアルデヒド発散建築材料以外の建

築材料

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料、

第二種ホルムアルデヒド発散建築材料

及び第三種ホルムアルデヒド発散建築

材料以外の建築材料

第一種ホルムアルデヒド発散建築材料、第二種ホルムアルデヒド発散建築材料及び第三種

ホルムアルデヒド発散建築材料以外の建築材料

十三　井戸の位置の変更（くみ取便所の便槽との間の距離が短くなる変更を除く。）

十四　開口部の位置及び大きさの変更（次のイ又はロに掲げるものを除く。）

イ　令第百十七条の規定により令第五章第二節の規定の適用を受ける建築物の開口部に係る変更で次の（１）及び（２）に掲げるもの

（１）　当該変更により令第百二十条第一項又は令第百二十五条第一項の歩行距離が長くなるもの

（２）　令第百二十三条第一項の屋内に設ける避難階段、同条第二項の屋外に設ける避難階段又は同条第三項の特別避難階段に係る開

口部に係るもの

ロ　令第百二十六条の六の非常用の進入口に係る変更で、進入口の間隔、幅、高さ及び下端の床面からの高さ並びに進入口に設けるバ

ルコニーに係る令第百二十六条の七第二号、第三号及び第五号に規定する値の範囲を超えることとなるもの

十五　建築設備の材料、位置又は能力の変更（性能が低下する材料の変更及び能力が減少する変更を除く。）

十六　前各号に掲げるもののほか、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度に著しい変

更を及ぼさないものとして国土交通大臣が定めるもの

２　法第八十七条の四において準用する法第六条第一項の軽微な変更は、次に掲げるものであつて、変更後も建築設備の計画が建築基準関

係規定に適合することが明らかなものとする。

一　第一条の三第四項の表一の（七）項の昇降機の構造詳細図並びに同表の（十）項のエレベーターの構造詳細図、エスカレーターの断

面図及び小荷物専用昇降機の構造詳細図における構造又は材料並びに同表の昇降機以外の建築設備の構造詳細図における主要な部分の

構造又は材料において、耐火構造又は不燃材料を他の耐火構造又は不燃材料とする変更

二　建築設備の材料、位置又は能力の変更（性能が低下する材料の変更及び能力が減少する変更を除く。）

三　前二号に掲げるもののほか、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度に著しい変更

を及ぼさないものとして国土交通大臣が定めるもの

３　法第八十八条第一項において準用する法第六条第一項の軽微な変更は、次に掲げるものであつて、変更後も工作物の計画が建築基準関

係規定に適合することが明らかなものとする。

一　第三条第一項の表一の配置図における当該工作物の位置の変更

二　構造耐力上主要な部分である基礎ぐい、間柱、床版、屋根版又は横架材（小ばりその他これに類するものに限る。）の位置の変更（変

更に係る部材及び当該部材に接する部材以外に応力度の変更がない場合であつて、変更に係る部材及び当該部材に接する部材が令第八

十二条各号に規定する構造計算によつて確かめられる安全性を有するものに限る。）

三　構造耐力上主要な部分である部材の材料又は構造の変更（変更後の建築材料が変更前の建築材料と異なる変更及び強度又は耐力が減

少する変更を除き、第一項第十二号の表の上欄に掲げる材料又は構造を変更する場合にあつては、同表の下欄に掲げる材料又は構造と

する変更に限る。）

四　構造耐力上主要な部分以外の部分であつて、屋根ふき材、内装材、外装材、帳壁その他これらに類する工作物の部分、広告塔、装飾

塔その他工作物の屋外に取り付けるものの材料若しくは構造の変更（第一項第十二号の表の上欄に掲げる材料又は構造を変更する場合

にあつては、同表の下欄に掲げる材料又は構造とする変更に限る。）又は位置の変更

五　観光用エレベーター等の構造耐力上主要な部分以外の部分（前号に係る部分を除く。）の材料、位置又は能力の変更（性能が低下す

る材料の変更及び能力が減少する変更を除く。）

六　前各号に掲げるもののほか、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度に著しい変更

を及ぼさないものとして国土交通大臣が定めるもの

４　法第八十八条第二項において準用する法第六条第一項の軽微な変更は、次に掲げるものであつて、変更後も工作物の計画が建築基準関

係規定に適合することが明らかなものとする。

一　築造面積が減少する場合における当該面積の変更

二　高さが減少する場合における当該高さの変更
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三　前二号に掲げるもののほか、安全上、防火上及び避難上の危険の度並びに衛生上及び市街地の環境の保全上の有害の度に著しい変更

を及ぼさないものとして国土交通大臣が定めるもの

（指定確認検査機関に対する確認の申請等）

第三条の三　第一条の三（第七項及び第九項を除く。）の規定は、法第六条の二第一項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む

。）の規定による確認の申請について、第一条の四の規定は法第六条の二第一項の規定による確認の申請を受けた場合について準用する。

この場合において、第一条の三第一項第一号ロ（３）中「建築主事又は建築副主事（以下「建築主事等」という。）」とあり、並びに同条

第四項第一号ハ（２）、第八項及び第十一項並びに第一条の四中「建築主事等」とあるのは、「指定確認検査機関」と読み替えるものとす

る。

２　第二条の二（第四項及び第六項を除く。）の規定は、法第八十七条の四において準用する法第六条の二第一項の規定による確認の申請

について準用する。この場合において、第二条の二第一項第一号ロ（２）及び第五項中「建築主事等」とあるのは、「指定確認検査機関」

と読み替えるものとする。

３　第三条（第六項及び第八項を除く。）の規定は、法第八十八条第一項又は第二項において準用する法第六条の二第一項の規定による確

認の申請について準用する。この場合において、第三条第一項第一号ロ（２）及び第七項中「建築主事等」とあるのは、「指定確認検査

機関」と読み替えるものとする。

４　第一条の三第七項、第二条の二第四項又は第三条第六項の規定に基づき特定行政庁が規則で法第六条第一項（法第八十七条第一項、法

第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の申請書に添えるべき図書を定めた場合にあつ

ては、前各項の規定による確認の申請書に当該図書を添えるものとする。

（指定確認検査機関が交付する確認済証等の様式等）

第三条の四　法第六条の二第一項（法第八十七条第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。次条において同じ。）の規定による確認済証の交付は、別記第十五号様式による確認済証に、前条において準用する第一条の三、

第二条の二又は第三条の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書類、第三条の十二に規定する図書及び書類並びに建築物のエネ

ルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条に規定する書類を添えて行わなければならない。

２　法第六条の二第四項（法第八十七条第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。

次条第一項において同じ。）の規定による通知書の交付は、次の各号に掲げる通知書の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところに

よるものとする。

一　申請に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合しないことを認めた旨及びその理由を記載した通知書　別記第十五号の二様式に

よる通知書に、前条において準用する第一条の三、第二条の二又は第三条の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書類、適合

判定通知書又はその写し、第三条の十二に規定する図書及び書類、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十二条第六項

に規定する適合判定通知書又はその写し並びに建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条に規定する書類を添

えて行う。

二　申請に係る建築物の計画が申請の内容によつては建築基準関係規定に適合するかどうかを決定することができない旨及びその理由を

記載した通知書　別記第十五号の三様式による通知書により行う。

３　前二項に規定する図書及び書類の交付については、電子情報処理組織（指定確認検査機関の使用に係る電子計算機と交付を受ける者の

使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。第三条の十一、第三条の二十二（第六条の十、第六条の十

二、第六条の十四及び第六条の十六において準用する場合を含む。）及び第十一条の二の二を除き、以下同じ。）の使用又は電磁的記録媒

体の交付によることができる。

（確認審査報告書）

第三条の五　法第六条の二第五項（法第八十七条第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。以下この条において同じ。）の国土交通省令で定める期間は、法第六条の二第一項の確認済証又は同条第四項の通知書の交付の

日から七日以内とする。

２　法第六条の二第五項に規定する確認審査報告書は、別記第十六号様式による。

３　法第六条の二第五項の国土交通省令で定める書類（法第六条の二第一項の確認済証の交付をした場合に限る。）は、次の各号に掲げる

書類とする。

一　次のイからニまでに掲げる区分に応じ、それぞれ当該イからニまでに定める書類

イ　建築物　別記第二号様式の第四面から第六面までによる書類並びに別記第三号様式による建築計画概要書

ロ　建築設備　別記第八号様式の第二面による書類

ハ　法第八十八条第一項に規定する工作物　別記第十号様式（観光用エレベーター等にあつては、別記第八号様式（昇降機用））の第

二面による書類

ニ　法第八十八条第二項に規定する工作物　別記第十二号様式による築造計画概要書

二　法第十八条の三第一項に規定する確認審査等に関する指針（以下単に「確認審査等に関する指針」という。）に従つて法第六条の二

第一項の規定による確認のための審査を行つたことを証する書類として国土交通大臣が定める様式によるもの

三　適合判定通知書又はその写し

４　前項各号に定める書類が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該ファイル又は電磁的記録媒体をもつて同項各号の書類に代えることができ

る。

（適合しないと認める旨の通知書の様式）

第三条の六　法第六条の二第六項（法第八十七条第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。）の規定による適合しないと認める旨の通知書の様式は、別記第十七号様式及び別記第十八号様式による。

（構造計算適合性判定の申請書の様式）

第三条の七　法第六条の三第一項の規定による構造計算適合性判定の申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第十八号の二様式による正本一通及び副本一通に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類を添えたもの（正本に添える図書にあつ

ては、当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　第一条の三第一項の表一の各項に掲げる図書（同条第一項第一号イの認定を受けた構造の建築物又はその部分に係る場合で当該認

定に係る認定書の写しを添えたものにおいては同号イに規定する国土交通大臣の指定した図書を除く。）

ロ　申請に係る建築物が次の（１）から（３）までに掲げる建築物である場合にあつては、それぞれ当該（１）から（３）までに定め

る図書及び書類

（１）　次の（ｉ）及び（ｉｉ）に掲げる建築物　それぞれ当該（ｉ）及び（ｉｉ）に定める図書及び書類
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（ｉ）　第一条の三第一項の表二の（一）項の（い）欄に掲げる建築物並びに同条第一項の表五の（二）項及び（三）項の（い）欄

に掲げる建築物　それぞれ同条第一項の表二の（一）項の（ろ）欄に掲げる図書並びに同条第一項の表五の（二）項の（ろ）欄

に掲げる計算書及び同表の（三）項の（ろ）欄に掲げる図書（同条第一項第一号ロ（１）の認定を受けた構造の建築物又はその

部分に係る場合で当該認定に係る認定書の写しを添えたものにおいては同号ロ（１）に規定する国土交通大臣が指定した図書及

び計算書、同号ロ（２）の認定を受けた構造の建築物又はその部分に係る場合においては同項の表五の（二）項の（ろ）欄に掲

げる計算書を除く。）

（ｉｉ）　第一条の三第一項の表二の（六十一）項の（い）欄に掲げる建築物（令第百三十七条の二の規定が適用される建築物に限

る。）　同項の（ろ）欄に掲げる図書（同条の規定が適用される建築物に係るものに限る。）

（２）　次の（ｉ）及び（ｉｉ）に掲げる建築物　それぞれ当該（ｉ）及び（ｉｉ）に定める図書（第一条の三第一項第一号ロ（２）

の認定を受けた構造の建築物又はその部分に係る場合においては、当該認定に係る認定書の写し及び同号ロ（２）に規定する国土

交通大臣が指定した構造計算の計算書）。ただし、（ｉ）及び（ｉｉ）に掲げる建築物について法第二十条第一項第二号イ及び第三

号イの認定を受けたプログラムによる構造計算によつて安全性を確かめた場合は、当該認定に係る認定書の写し、第一条の三第一

項第一号ロ（２）ただし書の規定による電磁的記録媒体及び同号ロ（２）ただし書に規定する国土交通大臣が指定した図書をもつ

て代えることができる。

（ｉ）　第一条の三第一項の表三の各項の（い）欄上段（（二）項にあつては（い）欄）に掲げる建築物　当該各項の（ろ）欄に掲

げる構造計算書

（ｉｉ）　令第八十一条第二項第一号イ若しくはロ又は同項第二号イ又は同条第三項に規定する国土交通大臣が定める基準に従つた

構造計算により安全性を確かめた建築物　第一条の三第一項第一号ロ（２）（ｉｉ）に規定する国土交通大臣が定める構造計算

書に準ずる図書

（３）　第一条の三第一項の表四の（七）項、（十七）項、（三十四）項から（四十一）項まで、（七十四）項及び（七十五）項の（い）

欄に掲げる建築物　当該各項に掲げる書類（都道府県知事が、当該書類を有していないことその他の理由により、提出を求める場

合に限る。）

二　別記第三号様式による建築計画概要書

三　代理者によつて構造計算適合性判定の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

四　申請に係る建築物が建築士により構造計算によつてその安全性を確かめられたものである場合にあつては、証明書の写し

２　前項第一号イ及びロ（１）に掲げる図書に明示すべき事項をこれらの図書のうち他の図書に明示してその図書を同項の申請書に添える

場合においては、同項の規定にかかわらず、同号イ及びロ（１）に掲げる図書に明示することを要しない。この場合において、同号イ及

びロ（１）に掲げる図書に明示すべき全ての事項を当該他の図書に明示したときは、同号イ及びロ（１）に掲げる図書を同項の申請書に

添えることを要しない。

３　前二項の規定にかかわらず、構造計算適合性判定（特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合する旨の判定に限る。）を受

けた建築物の計画の変更の場合における構造計算適合性判定の申請書並びにその添付図書及び添付書類は、前二項に規定する申請書並び

にその添付図書及び添付書類並びに当該計画の変更に係る直前の構造計算適合性判定に要した図書及び書類（変更に係る部分に限る。）

とする。ただし、当該直前の構造計算適合性判定を受けた都道府県知事に対して申請を行う場合においては、変更に係る部分の申請書

（第一面が別記第十八号の三様式によるものをいう。）並びにその添付図書及び添付書類とする。

４　前各項の規定にかかわらず、第一条の三第十項に規定する建築物の計画に係る構造計算適合性判定の申請を行う場合にあつては、前各

項に規定する申請書並びにその添付図書及び添付書類（構造計算基準に適合する部分の計画に係るものに限る。）を提出することを要し

ない。

（都道府県知事による留意事項の通知）

第三条の八　都道府県知事は、法第六条の三第一項の規定による構造計算適合性判定の申請を受けた場合において、申請に係る建築物の計

画について建築主事等又は指定確認検査機関が法第六条第四項に規定する審査又は法第六条の二第一項の規定による確認のための審査を

行うに当たつて留意すべき事項があると認めるときは、当該計画について法第六条第一項又は法第六条の二第一項の規定による確認の申

請を受けた建築主事等又は指定確認検査機関に対し、当該事項の内容を通知するものとする。

（適合判定通知書等の様式等）

第三条の九　法第六条の三第四項の規定による通知書の交付は、次の各号に掲げる場合に応じ、それぞれ当該各号に定めるものに第三条の

七の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書類を添えて行うものとする。

一　建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するものであると判定された場合　別記第十八号の四様式によ

る適合判定通知書

二　建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合しないものであると判定された場合　別記第十八号の五様式に

よる通知書

２　法第六条の三第五項の国土交通省令で定める場合は、次のいずれかに該当する場合とする。

一　申請に係る建築物の計画が特定増改築構造計算基準（令第八十一条第二項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第

二号イに規定する方法によるものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分に限る。）に適合するかどうかの判定の申請を

受けた場合

二　申請に係る建築物の計画が令第八十一条第二項又は第三項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第二号イ又は第三

号イに規定するプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有するかどうかの判定の申請を受けた場合において、第一条の三

第一項第一号ロ（２）ただし書の規定による電磁的記録媒体の提出がなかつた場合

三　法第二十条第一項第二号イに規定するプログラムにより令第八十一条第二項に規定する基準に従つた構造計算を行う場合に用いた構

造設計の条件が適切なものであるかどうかその他の事項について構造計算適合性判定に関する事務に従事する者相互間で意見が異なる

場合

３　法第六条の三第五項の規定による同条第四項の期間を延長する旨及びその延長する期間並びにその期間を延長する理由を記載した通知

書の交付は、別記第十八号の六様式により行うものとする。

４　法第六条の三第六項の規定による適合するかどうかを決定することができない旨及びその理由を記載した通知書の交付は、別記第十八

号の七様式により行うものとする。

（指定構造計算適合性判定機関に対する構造計算適合性判定の申請等）

第三条の十　第三条の七の規定は、法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第一項の規定による構造計算適合性判

定の申請について、第三条の八の規定は法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第一項の規定による構造計算適
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合性判定の申請を受けた場合について準用する。この場合において、第三条の七第一項第一号ロ（３）及び第三項並びに第三条の八中

「都道府県知事」とあるのは、「指定構造計算適合性判定機関」と読み替えるものとする。

（指定構造計算適合性判定機関が交付する適合判定通知書等の様式等）

第三条の十一　法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第四項の規定による通知書の交付は、次の各号に掲げる場

合に応じ、それぞれ当該各号に定めるものに、前条において準用する第三条の七の申請書の副本一通並びにその添付図書及び添付書類を

添えて行わなければならない。

一　建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するものであると判定された場合　別記第十八号の八様式によ

る適合判定通知書

二　建築物の計画が特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合しないものであると判定された場合　別記第十八号の九様式に

よる通知書

２　法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第五項の国土交通省令で定める場合は、次のいずれかに該当する場合

とする。

一　申請に係る建築物の計画が特定増改築構造計算基準（令第八十一条第二項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第

二号イに規定する方法によるものによつて確かめられる安全性を有することに係る部分に限る。）に適合するかどうかの判定の申請を

受けた場合

二　申請に係る建築物の計画が令第八十一条第二項又は第三項に規定する基準に従つた構造計算で、法第二十条第一項第二号イ又は第三

号イに規定するプログラムによるものによつて確かめられる安全性を有するかどうかの判定の申請を受けた場合において、第一条の三

第一項第一号ロ（２）ただし書の規定による電磁的記録媒体の提出がなかつた場合

三　法第二十条第一項第二号イに規定するプログラムにより令第八十一条第二項に規定する基準に従つた構造計算を行う場合に用いた構

造設計の条件が適切なものであるかどうかその他の事項について構造計算適合性判定員相互間で意見が異なる場合

３　法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第五項の規定による同条第四項の期間を延長する旨及びその延長する

期間並びにその期間を延長する理由を記載した通知書の交付は、別記第十八号の十様式により行うものとする。

４　法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第六条の三第六項の規定による適合するかどうかを決定することができない旨及

びその理由を記載した通知書の交付は、別記第十八号の十一様式により行うものとする。

５　第一項及び前二項に規定する図書及び書類の交付については、電子情報処理組織（指定構造計算適合性判定機関の使用に係る電子計算

機と交付を受ける者の使用に係る入出力装置とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。）の使用又は電磁的記録媒体の交付

によることができる。

（適合判定通知書又はその写しの提出）

第三条の十二　法第六条の三第七項の規定による適合判定通知書又はその写しの提出は、第三条の七第一項第一号ロ（１）及び（２）に定

める図書及び書類を添えて行うものとする。

（構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を有する者等）

第三条の十三　法第六条の三第一項ただし書の国土交通省令で定める要件は、次の各号のいずれかに該当する者（以下「特定建築基準適合

判定資格者」という。）であることとする。

一　建築士法第十条の三第四項に規定する構造設計一級建築士

二　法第七十七条の六十六第一項の登録を受けている者（以下「構造計算適合判定資格者」という。）

三　構造計算に関する高度の専門的知識及び技術を習得させるための講習であつて、次条から第三条の十六までの規定により国土交通大

臣の登録を受けたもの（以下「登録特定建築基準適合判定資格者講習」という。）を修了した者

四　前三号に掲げる者のほか国土交通大臣が定める者

２　特定行政庁及び指定確認検査機関は、その指揮監督の下にある建築主事等及び確認検査員又は副確認検査員が特定建築基準適合判定資

格者として法第六条の三第一項ただし書の規定による審査を行う場合にあつては、その旨をウェブサイトへの掲載その他の適切な方法に

より公表するものとする。

（特定建築基準適合判定資格者講習の登録の申請）

第三条の十四　前条第一項第三号の登録は、登録特定建築基準適合判定資格者講習の実施に関する事務（以下「登録特定建築基準適合判定

資格者講習事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

２　前条第一項第三号の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　前条第一項第三号の登録を受けようとする者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

二　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を開始しようとする年月日

３　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　個人である場合においては、次に掲げる書類

イ　住民票の抄本若しくは個人番号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成二十五年

法律第二十七号）第二条第七項に規定する個人番号カードをいう。第六条の十七第二項第一号において同じ。）の写し又はこれらに

類するものであつて氏名及び住所を証明する書類

ロ　登録申請者の略歴を記載した書類

二　法人である場合においては、次に掲げる書類

イ　定款及び登記事項証明書

ロ　株主名簿又は社員名簿の写し

ハ　申請に係る意思の決定を証する書類

ニ　役員（持分会社（会社法（平成十七年法律第八十六号）第五百七十五条第一項に規定する持分会社をいう。）にあつては、業務を

執行する社員をいう。以下同じ。）の氏名及び略歴を記載した書類

三　講師が第三条の十六第一項第二号イからハまでのいずれかに該当する者であることを証する書類

四　登録特定建築基準適合判定資格者講習の受講資格を記載した書類その他の登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の実施の方法に

関する計画を記載した書類

五　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務以外の業務を行おうとするときは、その業務の種類及び概要を記載した書類

六　前条第一項第三号の登録を受けようとする者が次条各号のいずれにも該当しない者であることを誓約する書面

七　その他参考となる事項を記載した書類
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（欠格事項）

第三条の十五　次の各号のいずれかに該当する者が行う講習は、第三条の十三第一項第三号の登録を受けることができない。

一　建築基準法令の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた日から起算して二年を

経過しない者

二　第三条の二十五の規定により第三条の十三第一項第三号の登録を取り消され、その取消しの日から起算して二年を経過しない者

三　法人であつて、登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者があるもの

（登録の要件等）

第三条の十六　国土交通大臣は、第三条の十四の規定による登録の申請が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、その登録をしなけ

ればならない。

一　第三条の十八第三号イからハまでに掲げる科目について講習が行われること。

二　次のいずれかに該当する者が講師として登録特定建築基準適合判定資格者講習事務に従事するものであること。

イ　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学若しくはこれに相当する外国の学校において建築物の構造に関する科目を

担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は建築物の構造に関する科目の研究により博士の学位を

授与された者

ロ　建築物の構造に関する分野の試験研究機関において試験研究の業務に従事し、又は従事した経験を有する者で、かつ、当該分野に

ついて高度の専門的知識を有する者

ハ　イ又はロに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者

三　指定確認検査機関又は指定構造計算適合性判定機関に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。

イ　第三条の十四の規定により登録を申請した者（以下この号において「登録申請者」という。）が株式会社である場合にあつては、

指定確認検査機関又は指定構造計算適合性判定機関がその親法人（会社法第八百七十九条第一項に規定する親法人をいう。以下同

じ。）であること。

ロ　登録申請者の役員に占める指定確認検査機関又は指定構造計算適合性判定機関の役員又は職員（過去二年間に当該指定確認検査機

関又は指定構造計算適合性判定機関の役員又は職員であつた者を含む。ハにおいて同じ。）の割合が二分の一を超えていること。

ハ　登録申請者（法人にあつては、その代表権を有する役員）が指定確認検査機関又は指定構造計算適合性判定機関の役員又は職員で

あること。

２　第三条の十三第一項第三号の登録は、登録特定建築基準適合判定資格者講習登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。

一　登録年月日及び登録番号

二　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行う者（以下「登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関」という。）の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名

三　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行う事務所の名称及び所在地

四　登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を開始する年月日

（登録の更新）

第三条の十七　第三条の十三第一項第三号の登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、その効力を失う。

２　前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。

（登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の実施に係る義務）

第三条の十八　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、公正に、かつ、第三条の十六第一項第一号及び第二号に掲げる要件並び

に次に掲げる基準に適合する方法により登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行わなければならない。

一　建築基準適合判定資格者であることを受講資格とすること。

二　登録特定建築基準適合判定資格者講習は、講義及び修了考査により行うこと。

三　講義は、次に掲げる科目についてそれぞれ次に定める時間以上行うこと。

イ　木造の建築物の構造計算に係る審査方法　四十分

ロ　鉄骨造の建築物の構造計算に係る審査方法　四十分

ハ　鉄筋コンクリート造の建築物の構造計算に係る審査方法　四十分

四　講義は、前号イからハまでに掲げる科目に応じ、国土交通大臣が定める事項を含む適切な内容の教材を用いて行うこと。

五　講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

六　修了考査は、講義の終了後に行い、特定建築基準適合判定資格者として必要な知識及び技能を修得したかどうかを判定できるもので

あること。

七　登録特定建築基準適合判定資格者講習を実施する日時、場所その他の登録特定建築基準適合判定資格者講習の実施に関し必要な事項

を公示すること。

八　不正な受講を防止するための措置を講じること。

九　終了した修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準を公表すること。

十　修了考査に合格した者に対し、別記第十八号の十二様式による修了証明書（第三条の二十第八号並びに第三条の二十六第一項第五号

及び第四項第四号において「修了証明書」という。）を交付すること。

（登録事項の変更の届出）

第三条の十九　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、第三条の十六第二項第二号から第四号までに掲げる事項を変更しようと

するときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。

（登録特定建築基準適合判定資格者講習事務規程）

第三条の二十　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、次に掲げる事項を記載した登録特定建築基準適合判定資格者講習事務

（以下この条において単に「講習事務」という。）に関する規程を定め、講習事務の開始前に、国土交通大臣に届け出なければならない。

これを変更しようとするときも、同様とする。

一　講習事務を行う時間及び休日に関する事項

二　講習事務を行う事務所及び登録特定建築基準適合判定資格者講習（以下この条及び第三条の二十六第一項において単に「講習」とい

う。）の実施場所に関する事項

三　講習の受講の申込みに関する事項

四　講習の受講手数料の額及び収納の方法に関する事項

五　講習の日程、公示方法その他の講習の実施の方法に関する事項

六　修了考査の問題の作成及び修了考査の合否判定の方法に関する事項
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七　終了した講習の修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準の公表に関する事項

八　修了証明書の交付及び再交付に関する事項

九　講習事務に関する秘密の保持に関する事項

十　講習事務に関する公正の確保に関する事項

十一　不正受講者の処分に関する事項

十二　第三条の二十六第一項の帳簿その他の講習事務に関する書類の管理に関する事項

十三　その他講習事務に関し必要な事項

（登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の休廃止）

第三条の二十一　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の全部又は一部を休止し、

又は廃止しようとするときは、あらかじめ、次に掲げる事項を記載した届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

一　休止し、又は廃止しようとする登録特定建築基準適合判定資格者講習の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあつては、その期間

三　休止又は廃止の理由

（財務諸表等の備付け及び閲覧等）

第三条の二十二　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年度の財産目録、貸借対照表

及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当該電磁的記録を含

む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に備えて置かなければならない。

２　登録特定建築基準適合判定資格者講習を受講しようとする者その他の利害関係人は、登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関の

業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号の請求をするには、登録特定建築基準適合判

定資格者講習実施機関の定めた費用を支払わなければならない。

一　財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求

二　前号の書面の謄本又は抄本の請求

三　財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示した

ものの閲覧又は謄写の請求

四　前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて、次に掲げるもののうち登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関が

定めるものにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求

イ　送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法で

あつて、当該電気通信回線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに当該情報が記録される

もの

ロ　電磁的記録媒体をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する方法

３　前項第四号イ又はロに掲げる方法は、受信者がファイルへの記録を出力することによる書面を作成することができるものでなければな

らない。

（適合命令）

第三条の二十三　国土交通大臣は、登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関が第三条の十六第一項各号のいずれかに適合しなくなつ

たと認めるときは、その登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関に対し、これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。

（改善命令）

第三条の二十四　国土交通大臣は、登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関が第三条の十八の規定に違反していると認めるときは、

その登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関に対し、同条の規定による登録特定建築基準適合判定資格者講習事務を行うべきこと

又は登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。

（登録の取消し等）

第三条の二十五　国土交通大臣は、登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録特定

建築基準適合判定資格者講習実施機関が行う講習の登録を取り消し、又は期間を定めて登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の全部

又は一部の停止を命ずることができる。

一　第三条の十五第一号又は第三号に該当するに至つたとき。

二　第三条の十九から第三条の二十一まで、第三条の二十二第一項又は次条の規定に違反したとき。

三　正当な理由がないのに第三条の二十二第二項各号の規定による請求を拒んだとき。

四　前二条の規定による命令に違反したとき。

五　第三条の二十七の規定による報告を求められて、報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。

六　不正の手段により第三条の十三第一項第三号の登録を受けたとき。

（帳簿の記載等）

第三条の二十六　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、次に掲げる事項を記載した帳簿を備えなければならない。

一　講習の実施年月日

二　講習の実施場所

三　講義を行つた講師の氏名並びに講義において担当した科目及びその時間

四　受講者の氏名、生年月日及び住所

五　講習を修了した者にあつては、前号に掲げる事項のほか、修了証明書の交付の年月日及び証明書番号

２　前項各号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ登録特定建築基準適合判定資

格者講習実施機関において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつて同項に規定する帳簿への

記載に代えることができる。

３　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、第一項に規定する帳簿（前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁

的記録媒体を含む。）を、登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の全部を廃止するまで保存しなければならない。

４　登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関は、次に掲げる書類を備え、登録特定建築基準適合判定資格者講習を実施した日から三

年間保存しなければならない。

一　登録特定建築基準適合判定資格者講習の受講申込書及び添付書類

二　講義に用いた教材
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三　終了した修了考査の問題及び答案用紙

四　修了証明書の写し

（報告の徴収）

第三条の二十七　国土交通大臣は、登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の適切な実施を確保するため必要があると認めるときは、登

録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関に対し、登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の状況に関し必要な報告を求めることが

できる。

（公示）

第三条の二十八　国土交通大臣は、次に掲げる場合には、その旨を官報に公示しなければならない。

一　第三条の十三第一項第三号の登録をしたとき。

二　第三条の十九の規定による届出があつたとき。

三　第三条の二十一の規定による届出があつたとき。

四　第三条の二十五の規定により第三条の十三第一項第三号の登録を取り消し、又は登録特定建築基準適合判定資格者講習事務の停止を

命じたとき。

（完了検査申請書の様式）

第四条　法第七条第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。次項において同じ。）

の規定による検査の申請書（次項及び第四条の四において「完了検査申請書」という。）は、別記第十九号様式に、次に掲げる図書及び

書類を添えたものとする。

一　当該建築物の計画に係る確認に要した図書及び書類（確認を受けた建築物の計画の変更に係る確認を受けた場合にあつては当該確認

に要した図書及び書類を含む。第四条の八第一項第一号並びに第四条の十六第一項及び第二項において同じ。）

二　法第七条の五の適用を受けようとする場合にあつては屋根の小屋組の工事終了時、構造耐力上主要な軸組若しくは耐力壁の工事終了

時、基礎の配筋（鉄筋コンクリート造の基礎の場合に限る。）の工事終了時その他特定行政庁が必要と認めて指定する工程の終了時に

おける当該建築物に係る構造耐力上主要な部分の軸組、仕口その他の接合部、鉄筋部分等を写した写真（特定工程に係る建築物にあつ

ては直前の中間検査後に行われた工事に係るものに限る。）

三　都市緑地法第四十三条第一項の認定を受けた場合にあつては当該認定に係る認定書の写し

四　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十一条第一項の規定が適用される場合にあつては、同法第十二条第一項の建築

物エネルギー消費性能適合性判定に要した図書及び書類（同条第二項の規定による判定を受けた場合にあつては当該判定に要した図書

及び書類を含み、次のイからハまでに掲げる場合にあつてはそれぞれイからハまでに定めるものとする。）

イ　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条第一号に掲げる場合　建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第二十三条第一項の規定による認定に要した図書及び書類

ロ　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条第二号に掲げる場合　建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律第三十四条第一項の規定による認定に要した図書及び書類（同法第三十六条第一項の規定による認定を受けた場合にあつ

ては当該認定に要した図書及び書類を含む。）

ハ　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第六条第三号に掲げる場合　都市の低炭素化の促進に関する法律第十

条第一項又は同法第五十四条第一項の規定による認定に要した図書及び書類（同法第十一条第一項又は同法第五十五条第一項の規定

による認定を受けた場合にあつては当該認定に要した図書及び書類を含む。）

五　直前の確認又は中間検査を受けた日以降において申請に係る計画について第三条の二に該当する軽微な変更が生じた場合にあつて

は、当該変更の内容を記載した書類

六　その他特定行政庁が工事監理の状況を把握するため特に必要があると認めて規則で定める書類

七　代理者によつて検査の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

２　法第七条第一項の規定による申請を当該申請に係る建築物の直前の確認（確認を受けた建築物の計画の変更に係る確認を受けた場合に

あつては当該確認。第四条の八第二項並びに第四条の十六第一項及び第二項において「直前の確認」という。）を受けた建築主事等に対

して行う場合の完了検査申請書にあつては、前項第一号に掲げる図書及び書類の添付を要しない。

（用途変更に関する工事完了届の様式等）

第四条の二　法第八十七条第一項において読み替えて準用する法第七条第一項の規定による届出は、別記第二十号様式によるものとする。

２　前項の規定による届出は、法第八十七条第一項において準用する法第六条第一項の規定による工事が完了した日から四日以内に建築主

事等に到達するように、しなければならない。ただし、届出をしなかつたことについて災害その他の事由によるやむを得ない理由がある

ときは、この限りでない。

（申請できないやむを得ない理由）

第四条の三　法第七条第二項ただし書（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）及び法

第七条の三第二項ただし書（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定めるやむを

得ない理由は、災害その他の事由とする。

（検査済証を交付できない旨の通知）

第四条の三の二　法第七条第四項に規定する検査実施者は、同項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用

する場合を含む。）の規定による検査をした場合において、検査済証を交付できないと認めたときは、当該建築主に対して、その旨及び

その理由を通知しなければならない。

２　前項の規定による交付できない旨及びその理由の通知は、別記第二十号の二様式による。

（検査済証の様式）

第四条の四　法第七条第五項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による検

査済証の交付は、別記第二十一号様式による検査済証に、第四条第一項第一号又は第四号に掲げる図書及び書類の提出を受けた場合にあ

つては当該図書及び書類を添えて行うものとする。ただし、同条第二項の規定に基づき完了検査申請書に同条第一項第一号の図書及び書

類の添付を要しない場合にあつては、当該図書及び書類の添付を要しない。

（指定確認検査機関に対する完了検査の申請）

第四条の四の二　第四条の規定は、法第七条の二第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合

を含む。第四条の五の二第一項及び第四条の七第三項第二号において同じ。）の規定による検査の申請について準用する。この場合にお

いて、第四条第二項中「建築主事等」とあるのは、「指定確認検査機関」と読み替えるものとする。
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（完了検査引受証及び完了検査引受通知書の様式）

第四条の五　法第七条の二第三項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。次項において

同じ。）の検査の引受けを行つた旨を証する書面の様式は、別記第二十二号様式による。

２　法第七条の二第三項の規定による検査の引受けを行つた旨の通知の様式は、別記第二十三号様式による。

３　前項の通知は、法第七条の二第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。第四条

の七において同じ。）の検査の引受けを行つた日から七日以内で、かつ、当該検査の引受けに係る工事が完了した日から四日が経過する

日までに、建築主事等に到達するように、しなければならない。

（検査済証を交付できない旨の通知）

第四条の五の二　指定確認検査機関は、法第七条の二第一項の規定による検査をした場合において、検査済証を交付できないと認めたとき

は、当該建築主に対して、その旨及びその理由を通知しなければならない。

２　前項の規定による交付できない旨及びその理由の通知は、別記第二十三号の二様式による。

（指定確認検査機関が交付する検査済証の様式）

第四条の六　法第七条の二第五項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。次項において

同じ。）に規定する検査済証の様式は、別記第二十四号様式による。

２　指定確認検査機関が第四条の四の二において準用する第四条第一項第一号又は第四号に掲げる図書及び書類の提出を受けた場合におけ

る法第七条の二第五項の検査済証の交付は、当該図書及び書類を添えて行わなければならない。

３　前項に規定する図書及び書類の交付については、電子情報処理組織の使用又は電磁的記録媒体の交付によることができる。

（完了検査報告書）

第四条の七　法第七条の二第六項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。以下この条に

おいて同じ。）の国土交通省令で定める期間は、法第七条の二第五項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項におい

て準用する場合を含む。）の検査済証の交付の日又は第四条の五の二第一項の規定による通知をした日から七日以内とする。

２　法第七条の二第六項に規定する完了検査報告書は、別記第二十五号様式による。

３　法第七条の二第六項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。

一　別記第十九号様式の第二面から第四面までによる書類

二　確認審査等に関する指針に従つて法第七条の二第一項の規定による検査を行つたことを証する書類として国土交通大臣が定める様式

によるもの

４　前項各号に定める書類が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該ファイル又は電磁的記録媒体をもつて同項各号の書類に代えることができ

る。

（中間検査申請書の様式）

第四条の八　法第七条の三第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定

による検査の申請書（次項及び第四条の十において「中間検査申請書」という。）は、別記第二十六号様式に、次に掲げる図書及び書類

を添えたものとする。

一　当該建築物の計画に係る確認に要した図書及び書類

二　法第七条の五の適用を受けようとする場合にあつては屋根の小屋組の工事終了時、構造耐力上主要な軸組若しくは耐力壁の工事終了

時、基礎の配筋（鉄筋コンクリート造の基礎の場合に限る。）の工事終了時その他特定行政庁が必要と認めて指定する工程の終了時に

おける当該建築物に係る構造耐力上主要な部分の軸組、仕口その他の接合部、鉄筋部分等を写した写真（既に中間検査を受けている建

築物にあつては直前の中間検査後に行われた工事に係るものに限る。）

三　直前の確認又は中間検査を受けた日以降において申請に係る計画について第三条の二に該当する軽微な変更が生じた場合にあつて

は、当該変更の内容を記載した書類

四　その他特定行政庁が工事監理の状況を把握するため特に必要があると認めて規則で定める書類

五　代理者によつて検査の申請を行う場合にあつては、委任状又はその写し

２　法第七条の三第一項の規定による申請を当該申請に係る建築物の直前の確認を受けた建築主事等に対して行う場合の中間検査申請書に

あつては、前項第一号に掲げる図書及び書類の添付を要しない。

（中間検査合格証を交付できない旨の通知）

第四条の九　検査実施者は、法第七条の三第四項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定によ

る検査をした場合において、中間検査合格証を交付できないと認めたときは、当該建築主に対して、その旨及びその理由を通知しなけれ

ばならない。

２　前項の規定による交付できない旨及びその理由の通知は、別記第二十七号様式によるものとする。

（中間検査合格証の様式）

第四条の十　法第七条の三第五項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定による中間検査合格

証の交付は、別記第二十八号様式による中間検査合格証に、第四条の八第一項第一号に掲げる図書及び書類を求めた場合にあつては当該

図書及び書類を添えて行うものとする。ただし、第四条の八第二項の規定に基づき中間検査申請書に同号の図書及び書類の添付を要しな

い場合にあつては、当該図書及び書類の添付を要しない。

（特定工程の指定に関する事項）

第四条の十一　特定行政庁は、法第七条の三第一項第二号及び第六項（これらの規定を法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において

準用する場合を含む。）の規定により特定工程及び特定工程後の工程を指定しようとする場合においては、当該指定をしようとする特定

工程に係る中間検査を開始する日の三十日前までに、次に掲げる事項を公示しなければならない。

一　中間検査を行う区域を限る場合にあつては、当該区域

二　中間検査を行う期間を限る場合にあつては、当該期間

三　中間検査を行う建築物の構造、用途又は規模を限る場合にあつては、当該構造、用途又は規模

四　指定する特定工程

五　指定する特定工程後の工程

六　その他特定行政庁が必要と認める事項
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（指定確認検査機関に対する中間検査の申請）

第四条の十一の二　第四条の八の規定は、法第七条の四第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。

第四条の十二の二第一項及び第四条の十四第三項第二号において同じ。）の規定による検査の申請について準用する。この場合において、

第四条の八第二項中「建築主事等」とあるのは、「指定確認検査機関」と読み替えるものとする。

（中間検査引受証及び中間検査引受通知書の様式）

第四条の十二　法第七条の四第二項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次項において同じ。）の検

査の引受けを行つた旨を証する書面の様式は、別記第二十九号様式による。

２　法第七条の四第二項の規定による検査の引受けを行つた旨の通知の様式は、別記第三十号様式による。

３　前項の通知は、法第七条の四第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。第四条の十四において

同じ。）の検査の引受けを行つた日から七日以内で、かつ、当該検査の引受けに係る工事が完了した日から四日が経過する日までに、建

築主事等に到達するように、しなければならない。

（中間検査合格証を交付できない旨の通知）

第四条の十二の二　指定確認検査機関は、法第七条の四第一項の規定による検査をした場合において、中間検査合格証を交付できないと認

めたときは、当該建築主に対して、その旨及びその理由を通知しなければならない。

２　前項の規定による交付できない旨及びその理由の通知は、別記第三十号の二様式による。

（指定確認検査機関が交付する中間検査合格証の様式）

第四条の十三　法第七条の四第三項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次項において同じ。）に規

定する中間検査合格証の様式は、別記第三十一号様式による。

２　指定確認検査機関が当該建築物の計画に係る図書及び書類（確認に要したものに限る。）を求めた場合における法第七条の四第三項の

中間検査合格証の交付は、当該図書及び書類を添えて行わなければならない。

３　前項に規定する図書及び書類の交付については、電子情報処理組織の使用又は電磁的記録媒体の交付によることができる。

（中間検査報告書）

第四条の十四　法第七条の四第六項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）

の国土交通省令で定める期間は、法第七条の四第三項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の中

間検査合格証の交付の日又は第四条の十二の二第一項の規定による通知をした日から七日以内とする。

２　法第七条の四第六項に規定する中間検査報告書は、別記第三十二号様式による。

３　法第七条の四第六項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げる書類とする。

一　別記第二十六号様式の第二面から第四面までによる書類

二　確認審査等に関する指針に従つて法第七条の四第一項の規定による検査を行つたことを証する書類として国土交通大臣が定める様式

によるもの

４　前項各号に定める書類が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該ファイル又は電磁的記録媒体をもつて同項各号の書類に代えることができ

る。

（建築物に関する検査の特例）

第四条の十五　法第七条の五に規定する建築物の建築の工事であることの確認は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める

ところにより行うものとする。

一　法第七条又は法第七条の三の規定を適用する場合　第四条第一項又は第四条の八第一項の申請書並びにその添付図書及び添付書類を

審査し、必要に応じ、法第十二条第五項の規定による報告を求める。

二　法第七条の二又は法第七条の四の規定を適用する場合　第四条の四の二において準用する第四条第一項第一号に規定する図書及び書

類並びに同項第二号に規定する写真並びに第四条の十一の二において準用する第四条の八第一項第一号に規定する図書及び書類並びに

同項第二号に規定する写真を審査し、特に必要があるときは、法第七十七条の三十二第一項の規定により照会する。

（仮使用の認定の申請等）

第四条の十六　法第七条の六第一項第一号（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。以下

この条において同じ。）の規定により特定行政庁の仮使用の認定を受けようとする者は、別記第三十三号様式による仮使用認定申請書の

正本及び副本に、それぞれ、当該認定の申請に係る建築物の計画に係る確認に要した図書及び書類（当該申請に係る建築物の直前の確認

を受けた建築主事等を置く市町村の長又は都道府県知事たる特定行政庁に対して申請を行う場合においては、当該特定行政庁の指揮監督

下にある建築主事等が当該図書及び書類を有していないことその他の理由により、提出を求める場合に限る。）並びに次の表の（い）項

及び（は）項に掲げる図書（令第百三十八条に規定する工作物（同条第二項第一号に掲げるものを除く。以下この項において「昇降機以

外の工作物」という。）を仮使用する場合にあつては（ろ）項及び（は）項に掲げる図書、昇降機以外の工作物と建築物又は建築物及び

建築設備とを併せて仮使用する場合にあつては（い）項から（は）項までに掲げる図書。次項において同じ。）その他特定行政庁が必要

と認める図書及び書類を添えて、建築主事等（当該認定の申請に係る建築物又は建築物の部分が大規模建築物又はその部分に該当する場

合にあつては、建築主事）を経由して特定行政庁に提出するものとする。ただし、令第百四十七条の二に規定する建築物に係る仮使用を

する場合にあつては、（は）項に掲げる図書に代えて第十一条の二第一項の表に掲げる工事計画書及び安全計画書を提出しなければなら

ない。

図書の種類 明示すべき事項

（い） 各階平面図 縮尺、方位、間取、各室の用途、新築又は避難施設等に関する工事に係る建築物又は建築物の部分及び申請に係る

仮使用の部分

（ろ） 配置図 縮尺、方位、工作物の位置及び申請に係る仮使用の部分

（は） 安全計画書 工事中において安全上、防火上又は避難上講ずる措置の概要

２　法第七条の六第一項第二号（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。以下同じ。）の

規定により建築主事等又は指定確認検査機関の仮使用の認定を受けようとする者は、別記第三十四号様式による仮使用認定申請書の正本

及び副本に、それぞれ、当該認定の申請に係る建築物の計画に係る確認に要した図書及び書類（当該申請に係る建築物の直前の確認を受

けた建築主事等又は指定確認検査機関に対して申請を行う場合においては、当該建築主事等又は指定確認検査機関が当該図書及び書類を

有していないことその他の理由により、提出を求める場合に限る。）並びに前項の表の（い）項及び（は）項に掲げる図書その他の仮使

用の認定をするために必要な図書及び書類として国土交通大臣が定めるものを添えて、建築主事等又は指定確認検査機関に提出するもの

とする。ただし、令第百四十七条の二に規定する建築物に係る仮使用をする場合にあつては、（は）項に掲げる図書に代えて第十一条の

二第一項の表に掲げる工事計画書及び安全計画書を提出しなければならない。
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３　増築、改築、移転、大規模の修繕又は大規模の模様替の工事で避難施設等に関する工事を含むもの（国土交通大臣が定めるものを除

く。次項において「増築等の工事」という。）に係る建築物又は建築物の部分を使用し、又は使用させようとする者は、法第七条第一項

の規定による申請が受理される前又は指定確認検査機関が法第七条の二第一項の規定による検査の引受けを行う前においては、特定行政

庁に仮使用の認定を申請しなければならない。

４　増築等の工事の着手の時から当該増築等の工事に係る建築物又は建築物の部分を使用し、又は使用させようとする者が、前項の規定に

よる仮使用の認定の申請を行おうとする場合においては、法第六条第一項の規定による確認の申請と同時に（法第六条の二第一項の確認

を受けようとする者にあつては、指定確認検査機関が当該確認を引き受けた後遅滞なく）行わなければならない。ただし、特定行政庁が

やむを得ない事情があると認めたときは、この限りでない。

５　特定行政庁、建築主事等又は指定確認検査機関は、法第七条の六第一項第一号又は第二号の規定による仮使用の認定をしたときは、別

記第三十五号様式、別記第三十五号の二様式又は別記第三十五号の三様式による仮使用認定通知書に第一項又は第二項の仮使用認定申請

書の副本を添えて、申請者に通知（指定確認検査機関が通知する場合にあつては、電子情報処理組織の使用又は電磁的記録媒体の交付を

含む。）するものとする。

（仮使用認定報告書）

第四条の十六の二　法第七条の六第三項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。以下こ

の条において同じ。）の国土交通省令で定める期間は、前条第五項の規定による通知をした日から七日以内とする。

２　法第七条の六第三項に規定する仮使用認定報告書は、別記第三十五号の四様式による。

３　法第七条の六第三項の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げる書類とする。

一　別記第三十四号様式の第二面による書類

二　法第七条の六第一項第二号に規定する国土交通大臣が定める基準に従つて認定を行つたことを証する書類として国土交通大臣が定め

る様式によるもの

４　前項各号に定める書類が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算

機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該ファイル又は電磁的記録媒体をもつて同項各号の書類に代えることができ

る。

（適合しないと認める旨の通知書の様式）

第四条の十六の三　法第七条の六第四項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規

定による適合しないと認める旨の通知書の様式は、別記第三十五号の五様式及び別記第三十六号様式による。

（違反建築物の公告の方法）

第四条の十七　法第九条第十三項（法第十条第二項、法第八十八条第一項から第三項まで又は法第九十条の二第二項において準用する場合

を含む。）の規定により国土交通省令で定める方法は、公報への掲載その他特定行政庁が定める方法とする。

第四条の十八　削除

（違反建築物の設計者等の通知）

第四条の十九　法第九条の三第一項（法第八十八条第一項から第三項まで又は法第九十条第三項において準用する場合を含む。以下この条

において同じ。）の規定により国土交通省令で定める事項は、次の各号に掲げるものとする。

一　法第九条第一項又は第十項の規定による命令（以下この条において「命令」という。）に係る建築物又は工作物の概要

二　前号の建築物又は工作物の設計者等に係る違反事実の概要

三　命令をするまでの経過及び命令後に特定行政庁の講じた措置

四　前各号に掲げる事項のほか、参考となるべき事項

２　法第九条の三第一項の規定による通知は、当該通知に係る者について建築士法、建設業法（昭和二十四年法律第百号）、浄化槽法又は

宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）による免許、許可、認定又は登録をした国土交通大臣又は都道府県知事にするもの

とする。

３　前項の規定による通知は、文書をもつて行なうものとし、当該通知には命令書の写しを添えるものとする。

（建築物の定期報告）

第五条　法第十二条第一項の規定による報告の時期は、建築物の用途、構造、延べ面積等に応じて、おおむね六月から三年までの間隔をお

いて特定行政庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。

一　法第十二条第一項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める建築物について、建築主が法第七条第五項又

は法第七条の二第五項の規定による検査済証（新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

二　法第十二条第一項の規定により特定行政庁が指定する建築物について、建築主が法第七条第五項又は法第七条の二第五項の規定によ

る検査済証（当該指定があつた日以後の新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

２　法第十二条第一項の規定による調査は、建築物の敷地、構造及び建築設備の状況について安全上、防火上又は衛生上支障がないことを

確認するために十分なものとして行うものとし、当該調査の項目、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の定めるところによるものと

する。

３　法第十二条第一項の規定による報告は、別記第三十六号の二様式による報告書及び別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書

に国土交通大臣が定める調査結果表を添えてするものとする。ただし、特定行政庁が規則により別記第三十六号の二様式、別記第三十六

号の三様式又は国土交通大臣が定める調査結果表に定める事項その他の事項を記載する報告書の様式又は調査結果表を定めた場合にあつ

ては、当該様式による報告書又は当該調査結果表によるものとする。

４　法第十二条第一項の規定による報告は、前項の報告書及び調査結果表に、特定行政庁が建築物の敷地、構造及び建築設備の状況を把握

するため必要があると認めて規則で定める書類を添えて行わなければならない。

（国の機関の長等による建築物の点検）

第五条の二　法第十二条第二項の点検（次項において単に「点検」という。）は、建築物の敷地及び構造の状況について安全上、防火上又

は衛生上支障がないことを確認するために十分なものとして三年以内ごとに行うものとし、当該点検の項目、方法及び結果の判定基準は

国土交通大臣の定めるところによるものとする。

２　法第十八条第十八項の規定による検査済証の交付を受けた日以後 初の点検については、前項の規定にかかわらず、当該検査済証の交

付を受けた日から起算して六年以内に行うものとする。

（建築設備等の定期報告）

第六条　法第十二条第三項の規定による報告の時期は、建築設備又は防火設備（以下「建築設備等」という。）の種類、用途、構造等に応

じて、おおむね六月から一年まで（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、一年から三年まで）の間隔をおいて特定行政

庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。
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一　法第十二条第三項の安全上、防火上又は衛生上特に重要であるものとして政令で定める特定建築設備等について、設置者が法第七条

第五項（法第八十七条の四において準用する場合を含む。以下この項において同じ。）又は法第七条の二第五項（法第八十七条の四に

おいて準用する場合を含む。以下この項において同じ。）の規定による検査済証の交付を受けた場合

二　法第十二条第三項の規定により特定行政庁が指定する特定建築設備等について、設置者が法第七条第五項又は法第七条の二第五項の

規定による検査済証（当該指定があつた日以後の設置に係るものに限る。）の交付を受けた場合

２　法第十二条第三項の規定による検査は、建築設備等の状況について安全上、防火上又は衛生上支障がないことを確認するために十分な

ものとして行うものとし、当該検査の項目、事項、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の定めるところによるものとする。

３　法第十二条第三項の規定による報告は、昇降機にあつては別記第三十六号の四様式による報告書及び別記第三十六号の五様式による定

期検査報告概要書に、建築設備（昇降機を除く。）にあつては別記第三十六号の六様式による報告書及び別記第三十六号の七様式による

定期検査報告概要書に、防火設備にあつては別記第三十六号の八様式による報告書及び別記第三十六号の九様式による定期検査報告概要

書に、それぞれ国土交通大臣が定める検査結果表を添えてするものとする。ただし、特定行政庁が規則により別記第三十六号の四様式、

別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の六様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号の八様式、別記第三十六号の九様式又は

国土交通大臣が定める検査結果表その他の事項を記載する報告書の様式又は検査結果表を定めた場合にあつては、当該様式による報告書

又は当該検査結果表によるものとする。

４　法第十二条第三項の規定による報告は、前項の報告書及び調査結果表に、特定行政庁が建築設備等の状況を把握するために必要と認め

て規則で定める書類を添えて行わなければならない。

（国の機関の長等による建築設備等の点検）

第六条の二　法第十二条第四項の点検（次項において単に「点検」という。）は、建築設備等の状況について安全上、防火上又は衛生上支

障がないことを確認するために十分なものとして一年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目については三年）以内ごとに行うもの

とし、当該点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の定めるところによるものとする。

２　法第十八条第十八項（法第八十七条の四において準用する場合を含む。）の規定による検査済証の交付を受けた日以後 初の点検につ

いては、前項の規定にかかわらず、当該検査済証の交付を受けた日から起算して二年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目につい

ては六年）以内に行うものとする。

（工作物の定期報告）

第六条の二の二　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第一項及び第三項の規定による報告の時期は、法第六十四条

に規定する工作物（高さ四メートルを超えるものに限る。以下「看板等」という。）又は法第八十八条第一項に規定する昇降機等（以下

単に「昇降機等」という。）（次項及び次条第一項においてこれらを総称して単に「工作物」という。）の種類、用途、構造等に応じて、

おおむね六月から一年まで（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、一年から三年まで）の間隔をおいて特定行政庁が定

める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）とする。

一　法第八十八条第一項において準用する法第十二条第一項及び第三項の政令で定める昇降機等について、築造主が法第七条第五項又は

法第七条の二第五項の規定による検査済証（新築又は改築（一部の改築を除く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

二　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第一項及び第三項の規定により特定行政庁が指定する工作物について、

築造主が法第七条第五項又は法第七条の二第五項の規定による検査済証（当該指定があつた日以後の新築又は改築（一部の改築を除

く。）に係るものに限る。）の交付を受けた場合

２　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第一項及び第三項の規定による調査及び検査は、工作物の状況について安

全上、防火上又は衛生上支障がないことを確認するために十分なものとして行うものとし、当該調査及び検査の項目、事項、方法及び結

果の判定基準は国土交通大臣の定めるところによるものとする。

３　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第一項及び第三項の規定による報告は、看板等にあつては別記第三十六号

の六様式による報告書及び別記第三十六号の七様式による定期検査報告概要書に、観光用エレベーター等にあつては別記第三十六号の四

様式による報告書及び別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書に、令第百三十八条第二項第二号又は第三号に掲げる遊戯施設

（以下単に「遊戯施設」という。）にあつては別記第三十六号の十様式による報告書及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告概

要書に、それぞれ国土交通大臣が定める検査結果表を添えてするものとする。ただし、特定行政庁が規則により別記第三十六号の四様

式、別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の六様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号の十様式、別記第三十六号の十一様

式又は国土交通大臣が定める検査結果表その他の事項を記載する報告書の様式又は検査結果表を定めた場合にあつては、当該様式による

報告書又は当該検査結果表によるものとする。

４　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第一項及び第三項の規定による報告は、前項の報告書及び調査結果表に、

特定行政庁が工作物の状況を把握するために必要と認めて規則で定める書類を添えて行わなければならない。

（国の機関の長等による工作物の点検）

第六条の二の三　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十二条第二項及び第四項の点検（次項において単に「点検」とい

う。）は、工作物の状況について安全上、防火上又は衛生上支障がないことを確認するために十分なものとして一年（ただし、国土交通

大臣が定める点検の項目については三年）以内ごとに行うものとし、当該点検の項目、事項、方法及び結果の判定基準は国土交通大臣の

定めるところによるものとする。

２　法第八十八条第一項及び第三項において準用する法第十八条第十八項の規定による検査済証の交付を受けた日以後 初の点検について

は、前項の規定にかかわらず、当該検査済証の交付を受けた日から起算して二年（ただし、国土交通大臣が定める点検の項目については

六年）以内に行うものとする。

（台帳の記載事項等）

第六条の三　法第十二条第八項（法第八十八条第一項から第三項までにおいて準用する場合を含む。以下この条において同じ。）に規定す

る台帳は、次の各号に掲げる台帳の種類ごとに、それぞれ当該各号に定める事項を記載しなければならない。

一　建築物に係る台帳　次のイ及びロに掲げる事項

イ　別記第三号様式による建築計画概要書（第三面を除く。）、別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書、別記第三十七号様

式による建築基準法令による処分等の概要書（以下この項及び第十一条の三第一項第五号において「処分等概要書」という。）及び

別記第六十七号の四様式による全体計画概要書（以下単に「全体計画概要書」という。）に記載すべき事項

ロ　第一条の三の申請書及び第八条の二第一項において準用する第一条の三の規定による通知書の受付年月日、指定確認検査機関から

確認審査報告書の提出を受けた年月日その他特定行政庁が必要と認める事項

二　建築設備に係る台帳　次のイ及びロに掲げる事項
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イ　別記第八号様式による申請書の第二面、別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書（観光用エレベーター等に係るものを

除く。）、別記第三十六号の七様式による定期検査報告概要書（看板等に係るものを除く。）及び処分等概要書並びに別記第四十二号

の七様式による通知書の第二面に記載すべき事項

ロ　第二条の二の申請書及び第八条の二第五項において準用する第二条の二の規定による通知書の受付年月日、指定確認検査機関から

確認審査報告書の提出を受けた年月日その他特定行政庁が必要と認める事項

三　防火設備に係る台帳　別記第三十六号の九様式による定期検査報告概要書その他特定行政庁が必要と認める事項

四　工作物に係る台帳　次のイからニまでに掲げる事項

イ　法第八十八条第一項に規定する工作物にあつては、別記第十号様式（観光用エレベーター等にあつては、別記第八号様式（昇降機

用））による申請書の第二面及び別記第四十二号の九様式（観光用エレベーター等にあつては、別記第四十二号の七様式（昇降機

用））による通知書の第二面に記載すべき事項

ロ　法第八十八条第二項に規定する工作物にあつては、別記第十一号様式による申請書の第二面及び別記第四十二号の十一様式による

通知書の第二面に記載すべき事項

ハ　別記第三十六号の五様式による定期検査報告概要書（観光用エレベーター等に係るものに限る。）、別記第三十六号の七様式による

定期検査報告概要書（看板等に係るものに限る。）及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告概要書並びに処分等概要書に

記載すべき事項

ニ　第三条の申請書及び第八条の二第六項において準用する第三条の規定による通知書の受付年月日、指定確認検査機関から確認審査

報告書の提出を受けた年月日その他特定行政庁が必要と認める事項

２　法第十二条第八項の国土交通省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

一　第一条の三（第八条の二第一項において準用する場合を含む。）に規定する図書及び書類（別記第三号様式による建築計画概要書を

除く。）

二　第二条の二（第八条の二第五項において準用する場合を含む。）に規定する図書及び書類

三　第三条（第八条の二第六項において準用する場合を含む。）に規定する図書及び書類（別記第三号様式による建築計画概要書及び別

記第十二号様式による築造計画概要書を除く。）

四　第四条第一項（第八条の二第十三項において準用する場合を含む。）に規定する図書及び書類

五　第四条の二第一項（第八条の二第十四項において準用する場合を含む。）に規定する書類

六　第四条の八第一項（第八条の二第十七項において準用する場合を含む。）に規定する図書及び書類

七　第五条第三項に規定する書類

八　第六条第三項に規定する書類

九　第六条の二の二第三項に規定する書類

十　適合判定通知書又はその写し

十一　建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十二条第六項に規定する適合判定通知書又はその写し

３　第一項各号に掲げる事項又は前項各号に定める書類が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ

特定行政庁において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつて法第十二条第八項に規定する台

帳への記載又は同項に規定する書類の保存に代えることができる。

４　法第十二条第八項に規定する台帳（第二項に規定する書類を除き、前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒

体を含む。）は、当該建築物又は工作物が滅失し、又は除却されるまで、保存しなければならない。

５　第二項に規定する書類（第三項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）は、次の各号の書類の区分

に応じ、それぞれ当該各号に定める期間保存しなければならない。

一　第二項第一号から第六号まで、第十号及び第十一号の図書及び書類　当該建築物、建築設備又は工作物に係る確認済証（計画の変更

に係るものを除く。）の交付の日から起算して十五年間

二　第二項第七号から第九号までの書類　特定行政庁が定める期間

６　指定確認検査機関から台帳に記載すべき事項に係る報告を受けた場合においては、速やかに台帳を作成し、又は更新しなければならな

い。

（都道府県知事による台帳の記載等）

第六条の四　都道府県知事は、構造計算適合性判定に関する台帳を整備し、かつ、当該台帳（第三条の七の申請書及び第八条の二第七項に

おいて準用する第三条の七（第三条の十において準用する場合を除く。）の通知書（以下この条において「申請書等」という。）を含む。）

を保存しなければならない。

２　前項に規定する台帳は、次の各号に定める事項を記載しなければならない。

一　別記第十八号の二様式による申請書の第二面及び第三面並びに別記第四十二号の十二の二様式による通知書の第二面及び第三面に記

載すべき事項

二　申請書等の受付年月日

三　構造計算適合性判定の結果

四　構造計算適合性判定の結果を記載した通知書の番号及びこれを交付した年月日その他都道府県知事が必要と認める事項

３　申請書等又は前項に規定する事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ都道府県において

電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつて申請書等の保存又は第一項に規定する台帳への記載

に代えることができる。

４　第一項に規定する台帳（申請書等を除き、前項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）は、当該建

築物が滅失し、又は除却されるまで、保存しなければならない。

５　申請書等（第三項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）は、法第六条の三第四項又は法第十八条

第七項の規定による通知書の交付の日から起算して十五年間保存しなければならない。

（建築物調査員資格者証等の種類）

第六条の五　法第十二条第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次条において同じ。）に規定する建築物調査員資格者

証の種類は、特定建築物調査員資格者証及び昇降機等検査員資格者証とする。

２　法第十二条第三項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次条において同じ。）に規定する建築設備等検査員資格者証の

種類は、建築設備検査員資格者証、防火設備検査員資格者証及び昇降機等検査員資格者証とする。

（建築物等の種類等）

第六条の六　建築物調査員が法第十二条第一項の調査及び同条第二項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の点検（以下

「調査等」という。）を行うことができる建築物及び昇降機等並びに建築設備等検査員が法第十二条第三項の検査及び同条第四項（法第八
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十八条第一項において準用する場合を含む。）の点検（以下「検査等」という。）を行うことができる建築設備等及び昇降機等の種類は、

次の表の（い）欄に掲げる建築物調査員資格者証及び建築設備等検査員資格者証（以下この条において「建築物調査員資格者証等」とい

う。）の種類に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる建築物、建築設備等及び昇降機等の種類とし、法第十二条の二第一項第一号及び

法第十二条の三第三項第一号（これらの規定を法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める講習は、同

表の（い）欄に掲げる建築物調査員資格者証等の種類に応じ、それぞれ同表（は）欄に掲げる講習とする。

（い） （ろ） （は）

建築物調査

員資格者証

等の種類

建築物、建築設備等及び昇降

機等の種類

講習

（一） 特定建築物

調査員資格

者証

特定建築物 特定建築物調査員（特定建築物調査員資格者証の交付を受けている者をいう。以

下同じ。）として必要な知識及び技能を修得させるための講習であつて、次条、第

六条の八及び第六条の十において準用する第三条の十四（第一項を除く。）から第

三条の十六（第一項を除く。）までの規定により国土交通大臣の登録を受けたもの

（以下「登録特定建築物調査員講習」という。）

（二） 建築設備検

査員資格者

証

建築設備（昇降機を除く。以

下この表において同じ。）及

び防火設備（建築設備につい

ての法第十二条第三項の検査

及び同条第四項の点検（以下

この表において「検査等」と

いう。）と併せて検査等を一

体的に行うことが合理的であ

るものとして国土交通大臣が

定めたものに限る。）

建築設備検査員資格者証の交付を受けている者（以下「建築設備検査員」という

。）として必要な知識及び技能を修得させるための講習であつて、第六条の十一並

びに第六条の十二において準用する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の

十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八の規定により国土交通大臣の登録を受

けたもの（以下「登録建築設備検査員講習」という。）

（三） 防火設備検

査員資格者

証

防火設備（（二）項の（ろ）

欄に規定する国土交通大臣が

定めたものを除く。）

防火設備検査員資格者証の交付を受けている者（以下「防火設備検査員」という

。）として必要な知識及び技能を修得させるための講習であつて、第六条の十三条

並びに第六条の十四において準用する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条

の十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八の規定により国土交通大臣の登録を

受けたもの（以下「登録防火設備検査員講習」という。）

（四） 昇降機等検

査員資格者

証

昇降機（観光用エレベーター

等を含む。）及び遊戯施設

昇降機等検査員資格者証の交付を受けている者（以下「昇降機等検査員」という

。）として必要な知識及び技能を修得させるための講習であつて、第六条の十五並

びに第六条の十六において準用する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の

十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八の規定により国土交通大臣の登録を受

けたもの（以下「登録昇降機等検査員講習」という。）

（特定建築物調査員講習の登録の申請）

第六条の七　前条の表の（一）項の（は）欄の登録は、登録特定建築物調査員講習の実施に関する事務（以下「登録特定建築物調査員講習

事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

（登録の要件）

第六条の八　国土交通大臣は、前条の規定による登録の申請が次に掲げる要件の全てに適合しているときは、その登録をしなければならな

い。

一　次条第四号の表の上欄に掲げる科目について講習が行われるものであること。

二　次のいずれかに該当する者が講師として登録特定建築物調査員講習事務に従事するものであること。

イ　建築基準適合判定資格者

ロ　特定建築物調査員

ハ　学校教育法による大学若しくはこれに相当する外国の学校において建築学その他の登録特定建築物調査員講習事務に関する科目を

担当する教授若しくは准教授の職にあり、若しくはこれらの職にあつた者又は建築学その他の登録特定建築物調査員講習事務に関す

る科目の研究により博士の学位を授与された者

ニ　建築行政に関する実務の経験を有する者

ホ　イからニまでに掲げる者と同等以上の知識及び経験を有する者

三　法第十二条第一項又は第三項（これらの規定を法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定に基づく調査又は検査を

業として行つている者（以下「調査検査業者」という。）に支配されているものとして次のいずれかに該当するものでないこと。

イ　前条の規定により登録を申請した者（以下この号において「登録申請者」という。）が株式会社である場合にあつては、調査検査

業者がその親法人であること。

ロ　登録申請者の役員に占める調査検査業者の役員又は職員（過去二年間に当該調査検査業者の役員又は職員であつた者を含む。）の

割合が二分の一を超えていること。

ハ　登録申請者（法人にあつては、その代表権を有する役員）が調査検査業者の役員又は職員（過去二年間に当該調査検査業者の役員

又は職員であつた者を含む。）であること。

（登録特定建築物調査員講習事務の実施に係る義務）

第六条の九　登録特定建築物調査員講習事務を行う者（以下「登録特定建築物調査員講習実施機関」という。）は、公正に、かつ、前条第

一号及び第二号に掲げる要件並びに次に掲げる基準に適合する方法により登録特定建築物調査員講習事務を行わなければならない。

一　建築に関する知識及び経験を有する者として国土交通大臣が定める者であることを受講資格とすること。

二　登録特定建築物調査員講習を毎年一回以上行うこと。

三　登録特定建築物調査員講習は、講義及び修了考査により行うこと。

四　講義は、次の表の上欄に掲げる科目について、それぞれ同表の下欄に掲げる時間以上行うこと。

科目 時間
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特定建築物定期調査制度総論 一時間

建築学概論 五時間

建築基準法令の構成と概要 一時間

特殊建築物等の維持保全 一時間

建築構造 四時間

防火・避難 六時間

その他の事故防止 一時間

特定建築物調査業務基準 四時間

五　講義は、前号の表の上欄に掲げる科目に応じ、国土交通大臣が定める事項を含む適切な内容の教材を用いて行うこと。

六　講師は、講義の内容に関する受講者の質問に対し、講義中に適切に応答すること。

七　修了考査は、講義の終了後に行い、特定建築物調査員として必要な知識及び技能を修得したかどうかを判定できるものであること。

八　登録特定建築物調査員講習を実施する日時、場所その他の登録特定建築物調査員講習の実施に関し必要な事項を公示すること。

九　講義を受講した者と同等以上の知識を有する者として国土交通大臣が定める者については、申請により、第四号の表の上欄に掲げる

科目のうち国土交通大臣が定めるものを免除すること。

十　不正な受講を防止するための措置を講じること。

十一　終了した修了考査の問題及び当該修了考査の合格基準を公表すること。

十二　修了考査に合格した者に対し、別記第三十七号の二様式による修了証明書を交付すること。

（準用）

第六条の十　第三条の十四から第三条の二十八まで（第三条の十四第一項、第三条の十六第一項及び第三条の十八を除く。）の規定は、第

六条の六の表の（一）項の（は）欄の登録及びその更新、登録特定建築物調査員講習、登録特定建築物調査員講習事務並びに登録特定建

築物調査員講習実施機関について準用する。この場合において、第三条の十四第三項第三号中「第三条の十六第一項第二号イからハま

で」とあるのは「第六条の八第二号イからホまで」と、第三条の十七第二項中「前三条」とあるのは「第六条の七、第六条の八並びに第

六条の十において読み替えて準用する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の十六（第一項を除く。）まで」と、第三条の二十第八

号並びに第三条の二十六第一項第五号及び第四項第四号中「修了証明書」とあるのは「第六条の九第十二号に規定する修了証明書」と、

第三条の二十三中「第三条の十六第一項各号」とあるのは「第六条の八各号」と、第三条の二十四中「第三条の十八」とあるのは「第六

条の九」と読み替えるものとする。

（建築設備検査員講習の登録の申請）

第六条の十一　第六条の六の表の（二）項の（は）欄の登録は、登録建築設備検査員講習の実施に関する事務（以下「登録建築設備検査員

講習事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

（準用）

第六条の十二　第三条の十四から第三条の二十八まで（第三条の十四第一項、第三条の十六第一項及び第三条の十八を除く。）、第六条の八

及び第六条の九の規定は、第六条の六の表の（二）項の（は）欄の登録及びその更新、登録建築設備検査員講習、登録建築設備検査員講

習事務並びに登録建築設備検査員講習実施機関（登録建築設備検査員講習事務を行う者をいう。）について準用する。この場合において、

第三条の十四第三項第三号中「第三条の十六第一項第二号イからハまで」とあるのは「第六条の十二において読み替えて準用する第六条

の八第二号イからホまで」と、第三条の十七第二項中「前三条」とあるのは「第六条の十一並びに第六条の十二において読み替えて準用

する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八」と、第三条の二十第八号並びに第三条の

二十六第一項第五号及び第四項第四号中「修了証明書」とあるのは「第六条の十二において読み替えて準用する第六条の九第十二号に規

定する修了証明書」と、第三条の二十三中「第三条の十六第一項各号」とあるのは「第六条の十二において読み替えて準用する第六条の

八各号」と、第三条の二十四中「第三条の十八」とあるのは「第六条の十二において読み替えて準用する第六条の九」と、第六条の八中

「前条」とあるのは「第六条の十一」と、同条第一号中「次条第四号の表」とあり、第六条の九第四号中「次の表」とあり、同条第五号

中「前号の表」とあり、及び同条第九号中「第四号の表」とあるのは「第六条の十二の表」と、第六条の八第二号ロ及び第六条の九第七

号中「特定建築物調査員」とあるのは「建築設備検査員」と、同条第十二号中「別記第三十七号の二様式」とあるのは「別記第三十七号

の三様式」と読み替えるものとする。

科目 時間

建築設備定期検査制度総論 一時間

建築学概論 二時間

建築設備に関する建築基準法令 三時間三十分

建築設備に関する維持保全 一時間三十分

建築設備の耐震規制、設計指針 一時間三十分

換気、空気調和設備 四時間三十分

排煙設備 二時間

電気設備 二時間三十分

給排水衛生設備 二時間三十分

建築設備定期検査業務基準 二時間三十分

（防火設備検査員講習の登録の申請）

第六条の十三　第六条の六の表の（三）項の（は）欄の登録は、登録防火設備検査員講習の実施に関する事務（以下「登録防火設備検査員

講習事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

（準用）

第六条の十四　第三条の十四から第三条の二十八まで（第三条の十四第一項、第三条の十六第一項及び第三条の十八を除く。）、第六条の八

及び第六条の九の規定は、第六条の六の表の（三）項の（は）欄の登録及びその更新、登録防火設備検査員講習、登録防火設備検査員講

習事務並びに登録防火設備検査員講習実施機関（登録防火設備検査員講習事務を行う者をいう。）について準用する。この場合において、

第三条の十四第三項第三号中「第三条の十六第一項第二号イからハまで」とあるのは「第六条の十四において読み替えて準用する第六条

の八第二号イからホまで」と、第三条の十七第二項中「前三条」とあるのは「第六条の十三並びに第六条の十四において読み替えて準用

する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八」と、第三条の二十第八号並びに第三条の

二十六第一項第五号及び第四項第四号中「修了証明書」とあるのは「第六条の十四において読み替えて準用する第六条の九第十二号に規

定する修了証明書」と、第三条の二十三中「第三条の十六第一項各号」とあるのは「第六条の十四において読み替えて準用する第六条の
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八各号」と、第三条の二十四中「第三条の十八」とあるのは「第六条の十四において読み替えて準用する第六条の九」と、第三条の二十

六第一項第三号及び第四項第二号中「講義」とあるのは「学科講習及び実技講習」と、第六条の八中「前条」とあるのは「第六条の十

三」と、同条第一号中「次条第四号の表の上欄」とあり、第六条の九第五号中「前号の表の上欄」とあり、及び同条第九号中「第四号の

表の上欄」とあるのは「第六条の十四の表の中欄」と、第六条の八第二号ロ及び第六条の九第七号中「特定建築物調査員」とあるのは

「防火設備検査員」と、同条第三号中「講義」とあるのは「講習（学科講習及び実技講習をいう。以下この条において同じ。）」と、同条

第四号から第六号まで及び第九号中「講義」とあるのは「講習」と、同条第四号中「次の表の上欄」とあるのは「第六条の十四の表の上

欄の講習に区分して行うこととし、同表の中欄」と、同条第七号中「講義」とあるのは「学科講習」と、同条第十二号中「修了考査に合

格した者」とあるのは「講習を修了した者」と、「別記第三十七号の二様式」とあるのは「別記第三十七号の四様式」と読み替えるもの

とする。

講習区分 科目 時間

学科講習 防火設備定期検査制度総論 一時間

建築学概論 二時間

防火設備に関する建築基準法令 一時間

防火設備に関する維持保全 一時間

防火設備概論 三時間

防火設備定期検査業務基準 二時間

実技講習 防火設備検査方法 三時間

（昇降機等検査員講習の登録の申請）

第六条の十五　第六条の六の表の（四）項の（は）欄の登録は、登録昇降機等検査員講習の実施に関する事務（以下「登録昇降機等検査員

講習事務」という。）を行おうとする者の申請により行う。

（準用）

第六条の十六　第三条の十四から第三条の二十八まで（第三条の十四第一項、第三条の十六第一項及び第三条の十八を除く。）、第六条の八

及び第六条の九の規定は、第六条の六の表の（四）項の（は）欄の登録及びその更新、登録昇降機等検査員講習、登録昇降機等検査員講

習事務並びに登録昇降機等検査員講習実施機関（登録昇降機等検査員講習事務を行う者をいう。）について準用する。この場合において、

第三条の十四第三項第三号中「第三条の十六第一項第二号イからハまで」とあるのは「第六条の十六において読み替えて準用する第六条

の八第二号イからホまで」と、第三条の十七第二項中「前三条」とあるのは「第六条の十五並びに第六条の十六において読み替えて準用

する第三条の十四（第一項を除く。）から第三条の十六（第一項を除く。）まで及び第六条の八」と、第三条の二十第八号並びに第三条の

二十六第一項第五号及び第四項第四号中「修了証明書」とあるのは「第六条の十六において読み替えて準用する第六条の九第十二号に規

定する修了証明書」と、第三条の二十三中「第三条の十六第一項各号」とあるのは「第六条の十六において読み替えて準用する第六条の

八各号」と、第三条の二十四中「第三条の十八」とあるのは「第六条の十六において読み替えて準用する第六条の九」と、第六条の八中

「前条」とあるのは「第六条の十五」と、同条第一号中「次条第四号の表」とあり、第六条の九第四号中「次の表」とあり、同条第五号

中「前号の表」とあり、及び同条第九号中「第四号の表」とあるのは「第六条の十六の表」と、第六条の八第二号ロ及び第六条の九第七

号中「特定建築物調査員」とあるのは「昇降機等検査員」と、同条第十二号中「別記第三十七号の二様式」とあるのは「別記第三十七号

の五様式」と読み替えるものとする。

科目 時間

昇降機・遊戯施設定期検査制度総論 一時間

建築学概論 二時間

昇降機・遊戯施設に関する電気工学 二時間

昇降機・遊戯施設に関する機械工学 二時間

昇降機・遊戯施設に関する建築基準法令 五時間

昇降機・遊戯施設に関する維持保全 一時間

昇降機概論 三時間

遊戯施設概論 三十分

昇降機・遊戯施設の検査標準 四時間

（心身の故障により調査等の業務を適正に行うことができない者）

第六条の十六の二　法第十二条の二第二項第四号の国土交通省令で定める者は、精神の機能の障害により調査等の業務を適正に行うに当た

つて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（治療等の考慮）

第六条の十六の三　国土交通大臣は、特定建築物調査員資格者証の交付を申請した者が前条に規定する者に該当すると認める場合におい

て、当該者に特定建築物調査員資格者証を交付するかどうかを決定するときは、当該者が現に受けている治療等により障害の程度が軽減

している状況を考慮しなければならない。

（特定建築物調査員資格者証の交付の申請）

第六条の十七　法第十二条の二第一項の規定によつて特定建築物調査員資格者証の交付を受けようとする者は、別記第三十七号の六様式に

よる交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

２　前項の交付申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　住民票の写し若しくは個人番号カードの写し又はこれらに類するものであつて氏名及び生年月日を証明する書類

二　第六条の九第十二号に規定する修了証明書又は法第十二条の二第一項第二号の規定による認定を受けた者であることを証する書類

三　その他参考となる事項を記載した書類

３　第一項の特定建築物調査員資格者証の交付の申請は、修了証明書の交付を受けた日又は法第十二条の二第一項第二号の規定による認定

を受けた日から三月以内に行わなければならない。

（特定建築物調査員資格者証の条件）

第六条の十八　国土交通大臣は、建築物の調査等の適正な実施を確保するため必要な限度において、特定建築物調査員資格者証に、当該資

格者証の交付を受ける者の建築物の調査等に関する知識又は経験に応じ、その者が調査等を行うことができる建築物の範囲を限定し、そ

の他建築物の調査等について必要な条件を付し、及びこれを変更することができる。
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（特定建築物調査員資格者証の交付）

第六条の十九　国土交通大臣は、第六条の十七の規定による申請があつた場合においては、別記第三十七号の七様式による特定建築物調査

員資格者証を交付する。

（特定建築物調査員資格者証の再交付）

第六条の二十　特定建築物調査員は、氏名に変更を生じた場合又は特定建築物調査員資格者証を汚損し、若しくは失つた場合においては、

遅滞なく、別記第三十七号の八様式による特定建築物調査員資格者証再交付申請書に、汚損した場合にあつてはその特定建築物調査員資

格者証を添え、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　国土交通大臣は、前項の規定による申請があつた場合においては、申請者に特定建築物調査員資格者証を再交付する。

３　特定建築物調査員は、第一項の規定によつて特定建築物調査員資格者証の再交付を申請した後、失つた特定建築物調査員資格者証を発

見した場合においては、発見した日から十日以内に、これを国土交通大臣に返納しなければならない。

（心身の故障により認知等を適切に行うことができない状態となつた場合の届出）

第六条の二十の二　特定建築物調査員又はその法定代理人若しくは同居の親族は、当該特定建築物調査員が精神の機能の障害を有すること

により認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない状態となつたときは、別記第三十七号の八の二様式による届出書に、病名、

障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載した医師の診断書を添え、これを国土交通大臣に提出しなけ

ればならない。

（特定建築物調査員資格者証の返納の命令等）

第六条の二十一　法第十二条の二第三項の規定による特定建築物調査員資格者証の返納の命令は、別記第三十七号の九様式による返納命令

書を交付して行うものとする。

２　前項の規定による返納命令書の交付を受けた者は、その交付の日から十日以内に、特定建築物調査員資格者証を国土交通大臣に返納し

なければならない。

３　特定建築物調査員が死亡し、又は失踪の宣告を受けたときは、戸籍法（昭和二十二年法律第二百二十四号）による死亡又は失踪宣告の

届出義務者は、遅滞なくその特定建築物調査員資格者証を国土交通大臣に返納しなければならない。

（建築設備検査員資格者証の交付の申請）

第六条の二十二　法第十二条の三第三項の規定によつて建築設備検査員資格者証の交付を受けようとする者は、別記第三十七号の十様式に

よる交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（準用）

第六条の二十三　第六条の十六の二、第六条の十六の三、第六条の十七第二項及び第三項並びに第六条の十八から第六条の二十一までの規

定は、建築設備検査員資格者証について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第六条の十六の二 第十二条の二第二項第四号 第十二条の三第四項において読み替えて準用する法第十二条の二第二項

第四号

調査等 検査等

第六条の十七第二項 前項 第六条の二十二

第六条の十七第二項第二号 第六条の九第十二号 第六条の十二において読み替えて準用する第六条の九第十二号

第六条の十七第二項第二号及び

第三項

第十二条の二第一項第二号 第十二条の三第三項第二号

第六条の十七第三項 第一項 第六条の二十二

第六条の十八 建築物の 建築設備の

調査等 検査等

第六条の十九 第六条の十七 第六条の二十二並びに第六条の二十三において読み替えて準用する第六

条の十七第二項及び第三項

別記第三十七号の七様式 別記第三十七号の十一様式

第六条の二十第一項 別記第三十七号の八様式 別記第三十七号の十二様式

第六条の二十の二 別記第三十七号の八の二様式 別記第三十七号の十二の二様式

第六条の二十一第一項 第十二条の二第三項 第十二条の三第四項において読み替えて準用する法第十二条の二第三項

別記第三十七号の九様式 別記第三十七号の十三様式

（防火設備検査員資格者証の交付の申請）

第六条の二十四　法第十二条の三第三項の規定によつて防火設備検査員資格者証の交付を受けようとする者は、別記第三十七号の十四様式

による交付申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（準用）

第六条の二十五　第六条の十六の二、第六条の十六の三、第六条の十七第二項及び第三項並びに第六条の十八から第六条の二十一までの規

定は、防火設備検査員資格者証について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第六条の十六の二 第十二条の二第二項第四号 第十二条の三第四項において読み替えて準用する法第十二条の二第二項

第四号

調査等 検査等

第六条の十七第二項 前項 第六条の二十四

第六条の十七第二項第二号 第六条の九第十二号 第六条の十四において読み替えて準用する第六条の九第十二号

第六条の十七第二項第二号及び

第三項

第十二条の二第一項第二号 第十二条の三第三項第二号

第六条の十七第三項 第一項 第六条の二十四

第六条の十八 建築物の 防火設備の

調査等 検査等

第六条の十九 第六条の十七 第六条の二十四並びに第六条の二十五において読み替えて準用する第六

条の十七第二項及び第三項
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別記第三十七号の七様式 別記第三十七号の十五様式

第六条の二十第一項 別記第三十七号の八様式 別記第三十七号の十六様式

第六条の二十の二 別記第三十七号の八の二様式 別記第三十七号の十六の二様式

第六条の二十一第一項 第十二条の二第三項 第十二条の三第四項において読み替えて準用する法第十二条の二第三項

別記第三十七号の九様式 別記第三十七号の十七様式

（昇降機等検査員資格者証の交付の申請）

第六条の二十六　法第十二条の三第三項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）及び法第八十八条第一項において準用する

法第十二条の二第一項の規定によつて昇降機等検査員資格者証の交付を受けようとする者は、別記第三十七号の十八様式による交付申請

書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（準用）

第六条の二十七　第六条の十六の二、第六条の十六の三、第六条の十七第二項及び第三項並びに第六条の十八から第六条の二十一までの規

定は、昇降機等検査員資格者証について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞ

れ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。

第六条の十六の二 第十二条の二第二項第

四号

第十二条の三第四項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）において

読み替えて準用する法第十二条の二第二項第四号及び法第八十八条第一項において準

用する法第十二条の二第二項第四号

調査等 調査等及び検査等

第六条の十七第二項 前項 第六条の二十六

第六条の十七第二項

第二号

第六条の九第十二号 第六条の十六において読み替えて準用する第六条の九第十二号

第六条の十七第二項

第二号及び第三項

第十二条の二第一項第

二号

第十二条の三第三項第二号（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）及

び法第八十八条第一項において準用する法第十二条の二第一項第二号

第六条の十七第三項 第一項 第六条の二十六

第六条の十八 建築物の 昇降機等の

調査等 調査等及び検査等

第六条の十九 第六条の十七 第六条の二十六並びに第六条の二十七において読み替えて準用する第六条の十七第二

項及び第三項

別記第三十七号の七様式 別記第三十七号の十九様式

第六条の二十第一項 別記第三十七号の八様式 別記第三十七号の二十様式

第六条の二十の二 別記第三十七号の八の二

様式

別記第三十七号の二十の二様式

第六条の二十一第一

項

第十二条の二第三項 第十二条の三第四項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）において

読み替えて準用する法第十二条の二第三項及び法第八十八条第一項において準用する

法第十二条の二第三項

別記第三十七号の九様式 別記第三十七号の二十一様式

（身分証明書の様式）

第七条　法第十三条第一項（法第八十八条第一項から第三項までにおいて準用する場合を含む。次項において同じ。）の規定により建築主

事等又は特定行政庁の命令若しくは建築主事等の委任を受けた当該市町村若しくは都道府県の職員が携帯する身分証明書の様式は、別記

第三十八号様式による。

２　法第十三条第一項の規定により建築監視員が携帯する身分証明書の様式は、別記第三十九号様式による。

（建築工事届及び建築物除却届）

第八条　法第十五条第一項の規定による建築物を建築しようとする旨の届出及び同項の規定による建築物を除却しようとする旨の届出は、

それぞれ別記第四十号様式及び別記第四十一号様式による。

２　既存の建築物を除却し、引き続き、当該敷地内において建築物を建築しようとする場合においては、建築物を建築しようとする旨の届

出及び建築物を除却しようとする旨の届出は、前項の規定にかかわらず、合わせて別記第四十号様式による。

３　前二項の届出は、当該建築物の計画について法第六条第一項の規定により建築主事等の確認を受け、又は法第十八条第二項の規定によ

り建築主事等に工事の計画を通知しなければならない場合においては、当該確認申請又は通知と同時に（法第六条の二第一項の確認済証

の交付を受けた場合においては、遅滞なく）行わなければならない。

４　法第十五条第二項の届出は、同項各号に規定する申請と同時に行わなければならないものとする。

（国の機関の長等による建築主事等に対する通知等）

第八条の二　第一条の三の規定は、法第十八条第二項（法第八十七条第一項において準用する場合を含む。）の規定による通知について準

用する。

２　第一条の四の規定は、法第十八条第二項の規定による通知を受けた場合について準用する。

３　第二条第一項及び第三項から第五項までの規定は、法第十八条第三項（法第八十七条第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一

項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による確認済証の交付並びに法第十八条第十三項及び第十四項（法第八十七条

第一項、法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による通知書の交付について

準用する。

４　第二条第二項の規定は、法第十八条第十三項の国土交通省令で定める場合について準用する。

５　第二条の二（第六項を除く。）の規定は、法第八十七条の四において準用する法第十八条第二項の規定による通知について準用する。

６　第三条（第八項を除く。）の規定は、法第八十八条第一項又は第二項において準用する法第十八条第二項の規定による通知について準

用する。

７　第三条の七（第三条の十において準用する場合を含む。第二十一項において同じ。）の規定は、法第十八条第四項の規定による通知に

ついて準用する。

８　第三条の八（第三条の十において準用する場合を含む。第二十一項において同じ。）の規定は、法第十八条第四項の規定による通知を

受けた場合について準用する。

９　第三条の九第一項、第三項及び第四項の規定は、法第十八条第七項から第九項までの規定による通知書の交付について準用する。

84



１０　第三条の九第二項の規定は、法第十八条第八項の国土交通省令で定める場合について準用する。

１１　第三条の十一の規定は、法第十八条の二第四項において読み替えて適用する法第十八条第七項から第九項までの規定による通知書の

交付について準用する。

１２　第三条の十二の規定は、法第十八条第十項の規定による適合判定通知書又はその写しの提出について準用する。

１３　第四条の規定は、法第十八条第十六項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）

の規定による通知について準用する。

１４　第四条の二の規定は、法第八十七条第一項において準用する法第十八条第十六項の規定による通知について準用する。

１５　第四条の三の二の規定は、法第十八条第十七項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を

含む。）の規定による検査をした場合について準用する。

１６　第四条の四の規定は、法第十八条第十八項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含

む。）の規定による検査済証の交付について準用する。

１７　第四条の八の規定は、法第十八条第十九項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定によ

る通知について準用する。

１８　第四条の九の規定は、法第十八条第二十項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定によ

る検査をした場合について準用する。

１９　第四条の十の規定は、法第十八条第二十一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定に

よる中間検査合格証の交付について準用する。

２０　第四条の十六の規定は、法第十八条第二十四項第一号又は第二号（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項におい

て準用する場合を含む。）の規定による仮使用の認定について準用する。

２１　前各項の場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるも

のとする。

第一条の三第一項第一号及び

第四項第一号並びに第三条第

三項第一号

別記第二号様式 別記第四十二号様式

第一条の三第八項 別記第四号様式 別記第四十二号の二様式

第二条第一項 別記第五号様式 別記第四十二号の三様式

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律施行規則（平成二十八年国土交通省令

第五号）第六条

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則（平成二十八年国土交通省令第五号）第七条第五項

において準用する同規則第六条

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律（平成二十七年法律第五十三号）第十

二条第六項

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平

成二十七年法律第五十三号）第十三条第七項

第二条第二項第五号 建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律第十二条第六項

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十

三条第七項

第二条第三項 別記第五号の二様式 別記第四十二号の四様式

第二条第四項 別記第六号様式 別記第四十二号の五様式

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律第十二条第六項

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律第十

三条第七項

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律施行規則第六条

建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則第七条第五項において準用する同規則第六条

第二条第五項 別記第七号様式 別記第四十二号の六様式

第一条の三第四項第一号ロ、

第二条の二第一項第一号並び

に第三条第一項第一号及び第

三項第一号ロ

別記第八号様式 別記第四十二号の七様式

第二条の二第五項 別記第九号様式 別記第四十二号の八様式

第三条第一項第一号及び第三

項第一号ロ

別記第十号様式 別記第四十二号の九様式

第三条第二項第一号 別記第十一号様式 別記第四十二号の十様式

第三条第七項 別記第十三号様式 別記第四十二号の十一様式

　 別記第十四号様式 別記第四十二号の十二様式

第三条の七第一項第一号 別記第十八号の二様式 別記第四十二号の十二の二様式

第三条の七第三項 別記第十八号の三様式 別記第四十二号の十二の三様式

第三条の九第一項第一号 別記第十八号の四様式 別記第四十二号の十二の四様式

第三条の九第一項第二号 別記第十八号の五様式 別記第四十二号の十二の五様式

第三条の九第三項 別記第十八号の六様式 別記第四十二号の十二の六様式

第三条の九第四項 別記第十八号の七様式 別記第四十二号の十二の七様式

第三条の十一第一項第一号 別記第十八号の八様式 別記第四十二号の十二の八様式

第三条の十一第一項第二号 別記第十八号の九様式 別記第四十二号の十二の九様式

第三条の十一第三項 別記第十八号の十様式 別記第四十二号の十二の十様式

第三条の十一第四項 別記第十八号の十一様式 別記第四十二号の十二の十一様式

第四条第一項 別記第十九号様式 別記第四十二号の十三様式

同法第十二条第一項 同法第十三条第二項

同条第二項 同条第三項

85



第四条の二第一項 別記第二十号様式 別記第四十二号の十四様式

第四条の三の二第二項 別記第二十号の二様式 別記第四十二号の十五様式

第四条の四 別記第二十一号様式 別記第四十二号の十六様式

第四条の八第一項 別記第二十六号様式 別記第四十二号の十七様式

第四条の九第二項 別記第二十七号様式 別記第四十二号の十八様式

第四条の十 別記第二十八号様式 別記第四十二号の十九様式

第四条の十六第一項 別記第三十三号様式 別記第四十二号の二十様式

第四条の十六第二項 別記第三十四号様式 別記第四十二号の二十一様式

第四条の十六第五項 別記第三十五号様式 別記第四十二号の二十二様式

　 別記第三十五号の二様式 別記第四十二号の二十三様式

（枠組壁工法を用いた建築物等の構造方法）

第八条の三　構造耐力上主要な部分である壁及び床版に、枠組壁工法（木材を使用した枠組に構造用合板その他これに類するものを打ち付

けることにより、壁及び床版を設ける工法をいう。以下同じ。）により設けられるものを用いる場合における当該壁及び床版の構造は、

国土交通大臣が定める技術的基準に適合するもので、国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の認定を受けたもの

としなければならない。

（主要構造部のうち防火上及び避難上支障がない部分の位置等の表示）

第八条の四　令第百八条の三各号のいずれにも該当する部分を有する建築物については、その出入口その他の見やすい場所に、当該部分の

位置その他必要な事項を表示しなければならない。

（道路の位置の指定の申請）

第九条　法第四十二条第一項第五号に規定する道路の位置の指定を受けようとする者は、申請書正副二通に、それぞれ次の表に掲げる図面

及び指定を受けようとする道路の敷地となる土地（以下この条において「土地」という。）の所有者及びその土地又はその土地にある建

築物若しくは工作物に関して権利を有する者並びに当該道を令第百四十四条の四第一項及び第二項に規定する基準に適合するように管理

する者の承諾書を添えて特定行政庁に提出するものとする。

図面の種類 明示すべき事項

附近見取図 方位、道路及び目標となる地物

地籍図 縮尺、方位、指定を受けようとする道路の位置、延長及び幅員、土地の境界、地番、地目、土地の所有者及びその土地又は

その土地にある建築物若しくは工作物に関して権利を有する者の氏名、土地内にある建築物、工作物、道路及び水路の位置

並びに土地の高低その他形上特記すべき事項

（指定道路等の公告及び通知）

第十条　特定行政庁は、法第四十二条第一項第四号若しくは第五号、第二項若しくは第四項又は法第六十八条の七第一項の規定による指定

をしたときは、速やかに、次の各号に掲げる事項を公告しなければならない。

一　指定に係る道路（以下この項及び次条において「指定道路」という。）の種類

二　指定の年月日

三　指定道路の位置

四　指定道路の延長及び幅員

２　特定行政庁は、法第四十二条第三項の規定による水平距離の指定（以下この項及び次条において「水平距離指定」という。）をしたと

きは、速やかに、次の各号に掲げる事項を公告しなければならない。

一　水平距離指定の年月日

二　水平距離指定に係る道路の部分の位置

三　水平距離指定に係る道路の部分の延長

四　水平距離

３　特定行政庁は、前条の申請に基づいて道路の位置を指定した場合においては、速やかに、その旨を申請者に通知するものとする。

（指定道路図及び指定道路調書）

第十条の二　特定行政庁は、指定道路に関する図面（以下この条及び第十一条の三第一項第七号において「指定道路図」という。）及び調

書（以下この条及び第十一条の三第一項第八号において「指定道路調書」という。）を作成し、これらを保存するときは、次の各号に定

めるところによるものとする。

一　指定道路図は、少なくとも指定道路の種類及び位置を、付近の地形及び方位を表示した縮尺二千五百分の一以上の平面図に記載して

作成すること。この場合において、できる限り一葉の図面に表示すること。

二　指定道路調書は、指定道路ごとに作成すること。

三　指定道路調書には、少なくとも前条第一項各号に掲げる事項を記載するものとし、その様式は、別記第四十二号の二十四様式とする

こと。

四　特定行政庁は、第九条の申請に基づいて道路の位置を指定した場合においては、申請者の氏名を指定道路調書に記載すること。

五　特定行政庁は、水平距離指定をした場合においては、水平距離指定に係る道路の部分の位置を指定道路図に、前条第二項各号に掲げ

る事項を指定道路調書に記載すること。

２　指定道路図又は指定道路調書に記載すべき事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ特定

行政庁において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつてそれぞれ指定道路図又は指定道路調

書への記載に代えることができる。

（敷地と道路との関係の特例の基準）

第十条の三　法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める道の基準は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。

一　農道その他これに類する公共の用に供する道であること。

二　令第百四十四条の四第一項各号に掲げる基準に適合する道であること。

２　令第百四十四条の四第二項及び第三項の規定は、前項第二号に掲げる基準について準用する。

３　法第四十三条第二項第一号の国土交通省令で定める建築物（その用途又は規模の特殊性により同条第三項の条例で制限が付加されてい

るものを除く。）の用途及び規模に関する基準は、次のとおりとする。

一　次のイ及びロに掲げる道の区分に応じ、当該イ及びロに掲げる用途であること。

イ　第一項第一号に規定する道　法別表第一（い）欄（一）項に掲げる用途以外の用途
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ロ　第一項第二号に規定する道　一戸建ての住宅、長屋又は法別表第二（い）項第二号に掲げる用途

二　延べ面積（同一敷地内に二以上の建築物がある場合にあつては、その延べ面積の合計）が五百平方メートル以内であること。

４　法第四十三条第二項第二号の国土交通省令で定める基準は、次の各号のいずれかに掲げるものとする。

一　その敷地の周囲に公園、緑地、広場等広い空地を有する建築物であること。

二　その敷地が農道その他これに類する公共の用に供する道（幅員四メートル以上のものに限る。）に二メートル以上接する建築物であ

ること。

三　その敷地が、その建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、避難及び通行の安全等の目的を達するために十分な幅員を有する通路

であつて、道路に通ずるものに有効に接する建築物であること。

（許可申請書及び許可通知書の様式）

第十条の四　法第四十三条第二項第二号、法第四十四条第一項第二号若しくは第四号、法第四十七条ただし書、法第四十八条第一項ただし

書、第二項ただし書、第三項ただし書、第四項ただし書、第五項ただし書、第六項ただし書、第七項ただし書、第八項ただし書、第九項

ただし書、第十項ただし書、第十一項ただし書、第十二項ただし書、第十三項ただし書若しくは第十四項ただし書（法第八十七条第二項

又は第三項において準用する場合を含む。）、法第五十一条ただし書（法第八十七条第二項又は第三項において準用する場合を含む。）、法

第五十二条第十項、第十一項若しくは第十四項、法第五十三条第四項、第五項若しくは第六項第三号、法第五十三条の二第一項第三号若

しくは第四号（法第五十七条の五第三項において準用する場合を含む。）、法第五十五条第三項若しくは第四項各号、法第五十六条の二第

一項ただし書、法第五十七条の四第一項ただし書、法第五十八条第二項、法第五十九条第一項第三号若しくは第四項、法第五十九条の二

第一項、法第六十条の二第一項第三号、法第六十条の二の二第一項第二号若しくは第三項ただし書、法第六十条の三第一項第三号若しく

は第二項ただし書、法第六十七条第三項第二号、第五項第二号若しくは第九項第二号、法第六十八条第一項第二号、第二項第二号若しく

は第三項第二号、法第六十八条の三第四項、法第六十八条の五の三第二項、法第六十八条の七第五項、法第八十五条第三項、第六項若し

くは第七項又は法第八十七条の三第三項、第六項若しくは第七項の規定（以下この条において「許可関係規定」という。）による許可を

申請しようとする者は、別記第四十三号様式（法第八十五条第三項、第六項若しくは第七項又は法第八十七条の三第三項、第六項若しく

は第七項の規定による許可の申請にあつては別記第四十四号様式）による申請書の正本及び副本に、それぞれ、特定行政庁が規則で定め

る図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

２　特定行政庁は、許可関係規定による許可をしたときは、別記第四十五号様式による通知書に、前項の申請書の副本及びその添付図書を

添えて、申請者に通知するものとする。

３　特定行政庁は、許可関係規定による許可をしないときは、別記第四十六号様式による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添付図

書を添えて、申請者に通知するものとする。

４　法第八十八条第二項において準用する法第四十八条第一項ただし書、第二項ただし書、第三項ただし書、第四項ただし書、第五項ただ

し書、第六項ただし書、第七項ただし書、第八項ただし書、第九項ただし書、第十項ただし書、第十一項ただし書、第十二項ただし書、

第十三項ただし書若しくは第十四項ただし書、法第五十一条ただし書又は法第八十七条第二項若しくは第三項中法第四十八条第一項ただ

し書、第二項ただし書、第三項ただし書、第四項ただし書、第五項ただし書、第六項ただし書、第七項ただし書、第八項ただし書、第九

項ただし書、第十項ただし書、第十一項ただし書、第十二項ただし書、第十三項ただし書若しくは第十四項ただし書若しくは法第五十一

条ただし書に関する部分の規定（次項において「工作物許可関係規定」という。）による許可を申請しようとする者は、別記第四十七号

様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、特定行政庁が規則で定める図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

５　第二項及び第三項の規定は、工作物許可関係規定の許可に関する通知について準用する。

（認定申請書及び認定通知書の様式）

第十条の四の二　法第四十三条第二項第一号、法第四十四条第一項第三号、法第五十二条第六項第三号、法第五十五条第二項、法第五十七

条第一項、法第六十八条第五項、法第六十八条の三第一項から第三項まで若しくは第七項、法第六十八条の四、法第六十八条の五の二、

法第六十八条の五の五第一項若しくは第二項、法第六十八条の五の六、法第八十六条の六第二項、令第百三十一条の二第二項若しくは第

三項、令第百三十七条の十二第六項若しくは第七項又は令第百三十七条の十六第二号の規定（以下この条において「認定関係規定」とい

う。）による認定を申請しようとする者は、別記第四十八号様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、特定行政庁が規則で定める

図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

２　法第四十三条第二項第一号の規定による認定の申請をしようとする場合（当該認定に係る道が第十条の三第一項第一号に掲げる基準に

適合する場合を除く。）においては、前項に定めるもののほか、申請者その他の関係者が当該道を将来にわたつて通行することについて

の、当該道の敷地となる土地の所有者及びその土地に関して権利を有する者並びに当該道を同条第一項第二号及び同条第二項において準

用する令第百四十四条の四第二項に規定する基準に適合するように管理する者の承諾書を申請書に添えるものとする。

３　特定行政庁は、認定関係規定による認定をしたときは、別記第四十九号様式による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添付図書

を添えて、申請者に通知するものとする。

４　特定行政庁は、認定関係規定による認定をしないときは、別記第四十九号の二様式による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添

付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

（住居の環境の悪化を防止するために必要な措置）

第十条の四の三　法第四十八条第十六項第二号の国土交通省令で定める措置は、次の表の上欄に掲げる建築物に対応して、それぞれ同表の

下欄に掲げるものとする。

建築物 措置

一　令第百三十条

第二項第一号に掲

げる建築物

イ　敷地は、幅員九メートル以上の道路に接するものとすること。

ロ　店舗の用途に供する部分の床面積は、二百平方メートル以内とすること。

ハ　敷地内には、専ら、貨物の運送の用に供する自動車（以下この条において「貨物自動車」という。）の駐車及び

貨物の積卸しの用に供する駐車施設を設けること。

ニ　排気口は、道路（法第四十二条第二項の規定により道路とみなされるものを除く。次号ヘ及び第三号ルにおいて

同じ。）に面するものとすること。ただし、排気口から当該排気口が面する隣地境界線までの水平距離が四メートル

以上ある場合においては、この限りでない。

ホ　生鮮食料品の加工の用に供する場所は、建築物及びその敷地内に設けないこと。

ヘ　専ら喫煙の用に供させるための器具及び設備は、建築物及びその敷地内に設けないこと。

ト　道路の見通しに支障を及ぼすおそれがある塀、柵その他これらに類するものは、敷地内に設けないこと。

チ　商品を陳列し、又は販売する場所は、屋外に設けないこと。
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リ　ごみ置場は、屋外に設けないこと。ただし、ごみを容器に密閉し、かつ、施錠して保管する場合においては、こ

の限りでない。

ヌ　電気冷蔵庫若しくは電気冷凍庫又は冷暖房設備の室外機を設ける場合においては、当該室外機の騒音の大きさを

国土交通大臣が定める方法により計算した値以下とすること。

ル　午後十時から午前六時までの間において営業を営む場合においては、次に掲げる措置を講じること。

（１）　隣地境界線に沿つて車両の灯火の光を遮る壁その他これに類するものを設けること。

（２）　店舗内には、テーブル、椅子その他の客に飲食をさせるための設備を設けること。ただし、飲食料品以外の商

品のみを販売する店舗については、この限りでない。

（３）　隣地境界線上の鉛直面の内側の照度は、五ルクス以下とすること。

（４）　屋外広告物の輝度は、四百カンデラ毎平方メートル以下とすること。

（５）　屋外における照明の射光の範囲は、光源を含む鉛直面から左右それぞれ七十度までの範囲とすること。

二　令第百三十条

第二項第二号に掲

げる建築物

イ　調理業務の用に供する部分の床面積は、五百平方メートル以内とすること。

ロ　貨物自動車の交通の用に供する敷地内の通路は、幼児、児童又は生徒の通行の用に供する敷地内の通路と交差し

ないものとすること。

ハ　作業場は、臭気を除去する装置を設けることその他の臭気の発散を防止するために必要な措置を講じること。

ニ　敷地内には、専ら貨物自動車の駐車及び貨物の積卸しの用に供する駐車施設を設けること。

ホ　敷地の貨物自動車の出入口の周辺には、見通しを確保するための空地及びガードレールを設けることその他幼

児、児童又は生徒の通行の安全上必要な措置を講じること。

ヘ　排気口は、道路に面するものとすること。ただし、排気口から当該排気口が面する隣地境界線までの水平距離が

四メートル以上ある場合においては、この限りでない。

ト　ごみ置場は、屋外に設けないこと。ただし、ごみを容器に密閉し、かつ、施錠して保管する場合においては、こ

の限りでない。

チ　道路の見通しに支障を及ぼすおそれがある塀、柵その他これらに類するものは、ホの出入口の周辺に設けないこ

と。

リ　電気冷蔵庫若しくは電気冷凍庫又は冷暖房設備の室外機を設ける場合においては、騒音を防止するために必要な

ものとして国土交通大臣が定める措置を講じること。

ヌ　食品を保管する倉庫その他の設備を設ける場合においては、臭気が当該設備から漏れない構造のものとするこ

と。

ル　ボイラーを設ける場合においては、遮音上有効な機能を有する専用室に設けること。ただし、ボイラーの周囲に

当該専用室と遮音上同等以上の効果のある遮音壁を設ける場合においては、この限りでない。

三　令第百三十条

第二項第三号に掲

げる建築物

イ　敷地は、幅員十六メートル以上の道路に接するものとすること。

ロ　作業場の床面積は、次の（１）又は（２）に掲げる地域の区分に応じ、それぞれ（１）又は（２）に定める面積

以内とすること。

（１）　第一種住居地域及び第二種住居地域　百五十平方メートル

（２）　準住居地域　三百平方メートル

ハ　敷地の自動車の主要な出入口は、イの道路に接するものとし、かつ、その幅は、八メートル以上とすること。

ニ　作業場の主要な出入口は、イの道路に面するものとすること。

ホ　ニの出入口が設けられている外壁以外の外壁は、次に掲げるものとすること。

（１）　遮音上有効な機能を有するものとすること。

（２）　開口部を設けないこと。ただし、換気又は採光に必要な 小限度の面積のものとし、かつ、防音上有効な措置

を講じたものとする場合においては、この限りでない。

ヘ　油水分離装置を設けること。

ト　産業廃棄物の保管の用に供する専用室を設けること。

チ　敷地内には、専ら貨物自動車の駐車及び貨物の積卸しの用に供する駐車施設を設けること。

リ　ハの出入口の周辺には、見通しを確保するための空地を設けることその他歩行者の通行の安全上必要な措置を講

じること。

ヌ　ニの出入口を道路から離して設けることその他騒音を防止するために必要な措置を講じること。

ル　排気口は、道路に面するものとすること。ただし、排気口から当該排気口が面する隣地境界線までの水平距離が

四メートル以上ある場合においては、この限りでない。

ヲ　作業場以外の場所は、作業の用に供しないものとすること。

ワ　作業場は、板金作業及び塗装作業の用に供しないものとすること。

カ　冷暖房設備の室外機を設ける場合においては、騒音を防止するために必要なものとして国土交通大臣が定める措

置を講じること。

ヨ　空気圧縮機を設ける場合においては、騒音を防止するために必要なものとして国土交通大臣が定める措置を講じ

ること。

タ　午後六時から午前八時までの間においては、騒音を発する機械を稼働させないこと。

レ　午後十時から午前六時までの間において営業を営む場合においては、次に掲げる措置を講じること。

（１）　隣地境界線上の鉛直面の内側の照度は、十ルクス以下とすること。

（２）　屋外における照明の射光の範囲は、光源を含む鉛直面から左右それぞれ七十度までの範囲とすること。

２　地方公共団体は、その地方の気候若しくは風土の特殊性又は土地の状況により必要と認める場合においては、条例で、区域を限り、前
項に規定する措置と異なる措置を定めることができる。

３　地方公共団体は、前項の規定により第一項に規定する措置を緩和する場合においては、あらかじめ、国土交通大臣の承認を得なければ
ならない。
（容積率の算定の基礎となる延べ面積に床面積を算入しない機械室等に設置される給湯設備その他の建築設備）

第十条の四の四　法第五十二条第六項第三号の国土交通省令で定める建築設備は、建築物のエネルギー消費性能（建築物のエネルギー消費
性能の向上等に関する法律第二条第一項第二号に規定するエネルギー消費性能をいう。第十条の四の六第一項及び第十条の四の九第一項
において同じ。）の向上に資するものとして国土交通大臣が定める給湯設備とする。
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（市街地の環境を害するおそれがない機械室等の基準）

第十条の四の五　法第五十二条第六項第三号の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　その敷地が幅員八メートル以上の道路に接する建築物に設けられるものであること。

二　その敷地面積が千平方メートル以上の建築物に設けられるものであること。

三　当該建築物の部分の床面積の合計を居住部分（住宅にあつては住戸をいい、老人ホーム等にあつては入居者ごとの専用部分をいう。）

の数の合計で除して得た面積が二平方メートル以下であること。

四　当該建築物の部分の床面積の合計が建築物の延べ面積の五十分の一以下であること。

（容積率の制限の緩和を受ける構造上やむを得ない建築物）

第十条の四の六　法第五十二条第十四項第三号の国土交通省令で定める建築物は、次に掲げる工事を行う建築物で当該工事によりその容積

率が法第五十二条第一項から第九項までの規定による限度を超えるものとする。

一　建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な外壁を通しての熱の損失の防止のための工事

二　建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な軒又はひさしを外壁その他の屋外に面する建築物の部分に設ける工事

三　再生可能エネルギー源（法第五十五条第三項に規定する再生可能エネルギー源をいう。第十条の四の九第一項第一号及び第二号にお

いて同じ。）の利用に資する設備を外壁に設ける工事

２　前項の工事は、その目的を達成するために必要な 小限度のものでなければならない。

（建蔽率の制限の緩和に当たり建築物から除かれる建築設備）

第十条の四の七　令第百三十五条の二十一第一号の国土交通省令で定める建築設備は、かごの構造が壁又は囲いを設けている昇降機以外の

建築設備とする。

（建蔽率の制限の緩和を受ける構造上やむを得ない建築物）

第十条の四の八　法第五十三条第五項第四号の国土交通省令で定める建築物は、第十条の四の六第一項各号に掲げる工事を行う建築物で当

該工事によりその建蔽率が法第五十三条第一項から第三項までの規定による限度を超えるものとする。

２　前項の工事は、その目的を達成するために必要な 小限度のものでなければならない。

（第一種低層住居専用地域等内における建築物の高さの制限の緩和を受ける構造上やむを得ない建築物）

第十条の四の九　法第五十五条第三項の国土交通省令で定める建築物は、次に掲げる工事を行う建築物で当該工事によりその高さが法第五

十五条第一項及び第二項の規定による限度を超えるものとする。

一　屋根を再生可能エネルギー源の利用に資する設備として使用するための工事

二　再生可能エネルギー源の利用に資する設備を屋根に設ける工事

三　建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な屋根を通しての熱の損失の防止のための工事

四　建築物のエネルギー消費性能の向上のため必要な空気調和設備その他の建築設備を屋根に設ける工事（第二号に掲げるものを除く。）

２　前項の工事は、その目的を達成するために必要な 小限度のものでなければならない。

（特例容積率の限度の指定の申請等）

第十条の四の十　法第五十七条の二第一項の指定（以下この条において「指定」という。）の申請をしようとする者は、別記第四十九号の

三様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

一　指定の申請に係る敷地（以下この条において「申請敷地」という。）ごとに次に掲げる図書

図書の種類 明示すべき事項

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺、方位、敷地境界線並びに敷地の接する道路の位置及び幅員

二　申請敷地ごとに別記第四十九号の四様式による計画書

三　指定の申請をしようとする者以外に申請敷地について令第百三十五条の二十三に規定する利害関係を有する者がある場合において

は、これらの者の同意を得たことを証する書面

四　前三号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

２　特定行政庁は、指定をしたときは、別記第四十九号の五様式による通知書に、前項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者

に通知するものとする。

３　特定行政庁は、指定をしないときは、別記第四十九号の六様式による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申

請者に通知するものとする。

（特例容積率の限度の指定に関する公告事項等）

第十条の四の十一　法第五十七条の二第四項の国土交通省令で定める公告事項は、公告に係る特例容積率の限度等を縦覧に供する場所とす

る。

２　法第五十七条の二第四項の国土交通省令で定める縦覧事項は、前条第一項第二号の計画書に記載すべき事項とする。

（特例容積率の限度の指定に係る公告の方法）

第十条の四の十二　法第五十七条の二第四項の規定による公告は、公報への掲載その他特定行政庁が定める方法により行うものとする。

（指定の取消しの申請等）

第十条の四の十三　法第五十七条の三第二項の指定の取消し（以下この条において「取消し」という。）の申請をしようとする者は、別記

第四十九号の七様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

一　取消しの申請に係る敷地（以下「取消対象敷地」という。）ごとに、次の表に掲げる図書

図書の種類 明示すべき事項

配置図 縮尺、方位、敷地境界線並びに敷地の接する道路の位置及び幅員

二　取消対象敷地について所有権及び借地権（法第五十七条の二第一項に規定する借地権をいう。以下同じ。）を有する者全員の合意を

証する書面及び令第百三十五条の二十四に規定する利害関係を有する者の同意を得たことを証する書面

三　前二号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

２　特定行政庁は、取消しをしたときは、別記第四十九号の八様式による通知書に、前項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請

者に通知するものとする。

３　特定行政庁は、取消しをしないときは、別記第五十号様式による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者

に通知するものとする。

（指定の取消しに係る公告の方法）

第十条の四の十四　第十条の四の十二の規定は、法第五十七条の三第三項の規定による公告について準用する。
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（高度地区内における建築物の高さの制限の緩和を受ける構造上やむを得ない建築物）

第十条の四の十五　法第五十八条第二項の国土交通省令で定める建築物は、第十条の四の九第一項各号に掲げる工事を行う建築物で当該工

事によりその高さが法第五十八条第一項の都市計画において定められた 高限度を超えるものとする。

２　前項の工事は、その目的を達成するために必要な 小限度のものでなければならない。

第十条の五　削除

（型式適合認定の申請）

第十条の五の二　法第六十八条の十第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定による認定（以下「型式適合認定」

という。）のうち、令第百三十六条の二の十一第一号に規定する建築物の部分に係るものの申請をしようとする者は、別記第五十号の二

様式による型式適合認定申請書（以下単に「型式適合認定申請書」という。）に次に掲げる図書を添えて、これを国土交通大臣又は指定

認定機関（以下「指定認定機関等」という。）に提出するものとする。

一　建築物の部分の概要を記載した図書

二　建築物の部分の平面図、立面図、断面図及び構造詳細図

三　建築物の部分に関し、令第三章第八節の構造計算をしたものにあつては当該構造計算書、令第百八条の四第一項第一号若しくは第四

項、令第百二十八条の七第一項、令第百二十九条第一項又は令第百二十九条の二第一項の規定による検証をしたものにあつては当該検

証の計算書

四　建築物の部分に関し、法第六十八条の二十五第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定による構造方法等

の認定（以下「構造方法等の認定」という。）又は法第三十八条（法第六十六条、法第六十七条の二及び法第八十八条第一項において

準用する場合を含む。）の規定による認定（以下「特殊構造方法等認定」という。）を受けた場合にあつては、当該認定書の写し

五　前各号に掲げるもののほか、建築物の部分が令第百三十六条の二の十一第一号に掲げる一連の規定に適合することについて審査をす

るために必要な事項を記載した図書

２　型式適合認定のうち令第百三十六条の二の十一第二号の表の建築物の部分の欄の各項に掲げるものに係るものの申請をしようとする者

は、型式適合認定申請書に次に掲げる図書を添えて、指定認定機関等に提出するものとする。

一　前項各号（第三号を除く。）に掲げる図書

二　当該建築物の部分に係る一連の規定に基づき検証をしたものにあつては、当該検証の計算書

３　型式適合認定のうち令第百四十四条の二の表の工作物の部分の欄の各項に掲げるものに係るものの申請をしようとする者は、型式適合

認定申請書に次に掲げる図書を添えて、指定認定機関等に提出するものとする。

一　第一項各号（第三号を除く。）に掲げる図書

二　当該工作物の部分に係る一連の規定に基づき構造計算又は検証をしたものにあつては、当該構造計算書又は当該検証の計算書

（型式適合認定に係る認定書の通知等）

第十条の五の三　指定認定機関等は、型式適合認定をしたときは、別記第五十号の三様式による型式適合認定書（以下単に「型式適合認定

書」という。）をもつて申請者に通知するとともに、次に掲げる事項を公示するものとする。

一　認定を受けた者の氏名又は名称

二　認定を受けた型式に係る建築物の部分又は工作物の部分の種類

三　認定番号

四　認定年月日

２　指定認定機関等は、型式適合認定をしないときは、別記第五十号の四様式による通知書をもつて申請者に通知するものとする。

（型式部材等）

第十条の五の四　法第六十八条の十一第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。以下同じ。）の国土交通省令で定める型

式部材等は、次に掲げるものとする。

一　令第百三十六条の二の十一第一号に規定する門、塀、改良便槽、
し

屎尿浄化槽及び合併処理浄化槽並びに給水タンク及び貯水タンクそ

の他これらに類するもの（屋上又は屋内にあるものを除く。）以外の建築物の部分（次号において「建築物の部分」という。）で、当該

建築物の部分（建築設備を除く。以下この号において同じ。）に用いられる材料の種類、形状、寸法及び品質並びに構造方法が標準化

されており、かつ、当該建築物の部分の工場において製造される部分の工程の合計がすべての製造及び施工の工程の三分の二以上であ

るもの

二　建築物の部分で、当該建築物の部分に用いられる材料の種類、形状、寸法及び品質並びに構造方法が標準化されており、かつ、当該

建築物の部分の工場において製造される部分の工程の合計がすべての製造及び施工の工程の三分の二以上であるもの（前号に掲げるも

のを除く。）

三　令第百三十六条の二の十一第二号の表の各項に掲げる建築物の部分又は令第百四十四条の二の表の各項に掲げる工作物の部分で、当

該建築物の部分又は工作物の部分に用いられる材料の種類、形状、寸法及び品質並びに構造方法が標準化されており、かつ、据付工事

に係る工程以外の工程が工場において行われるもの

（型式部材等製造者の認証の申請）

第十条の五の五　法第六十八条の十一第一項又は法第六十八条の二十二第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。以下同

じ。）の規定による認証（以下「型式部材等製造者の認証」という。）の申請をしようとする者は、別記第五十号の五様式による型式部材

等製造者認証申請書に製造をする型式部材等に係る型式適合認定書の写しを添えて、指定認定機関等に提出するものとする。

（型式部材等製造者認証申請書の記載事項）

第十条の五の六　法第六十八条の十一第二項（法第六十八条の二十二第二項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。以下同

じ。）及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める申請書に記載すべき事項は、次に掲げるものとす

る。

一　認証を申請しようとする者の氏名又は名称及び住所又は主たる事務所の所在地

二　型式部材等の種類

三　型式部材等に係る型式適合認定の認定番号及び適合する一連の規定の別

四　工場その他の事業場（以下「工場等」という。）の名称及び所在地

五　技術的生産条件に関する事項

２　前項第五号の事項には、法第六十八条の十三第二号（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含

む。第十条の五の九において同じ。）の技術的基準に適合していることを証するものとして、次に掲げる事項（第十条の五の四第三号に

掲げる型式部材等に係る申請書にあっては、第二号ヲに掲げるものを除く。）を記載するものとする。

一　申請に係る工場等に関する事項
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イ　沿革

ロ　経営指針（品質管理に関する事項を含むものとする。）

ハ　配置図

ニ　従業員数

ホ　組織図（全社的なものを含み、かつ、品質管理推進責任者の位置付けを明確にすること。）

ヘ　就業者に対する教育訓練等の概要

二　申請に係る型式部材等の生産に関する事項

イ　当該型式部材等又はそれと類似のものに関する製造経歴

ロ　生産設備能力及び今後の生産計画

ハ　社内規格一覧表

ニ　製品の品質特性及び品質管理の概要（保管に関するものを含む。）

ホ　主要資材の名称、製造業者の氏名又は名称及び品質並びに品質確保の方法（保管に関するものを含む。）の概要

ヘ　製造工程の概要図

ト　工程中における品質管理の概要

チ　主要製造設備及びその管理の概要

リ　主要検査設備及びその管理の概要

ヌ　外注状況及び外注管理（製造若しくは検査又は設備の管理の一部を外部に行わせている場合における当該発注に係る管理をいう。

以下同じ。）の概要

ル　苦情処理の概要

ヲ　監査の対象、監査の時期、監査事項その他監査の実施の概要

三　申請に係る型式部材等に法第六十八条の十九第一項（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を

含む。第十条の五の十五において同じ。）の特別な表示を付する場合にあつては、その表示方式に関する事項

四　申請に係る型式部材等に係る品質管理推進責任者に関する事項

イ　氏名及び職名

ロ　申請に係る型式部材等の製造に必要な技術に関する実務経験

ハ　品質管理に関する実務経験及び専門知識の修得状況

３　前項の規定にかかわらず、製造設備、検査設備、検査方法、品質管理方法その他品質保持に必要な技術的生産条件が、日本産業規格Ｑ

九〇〇一の規定に適合していることを証する書面を添付する場合にあつては、前項第一号ロ及びヘに掲げる事項を記載することを要しな

い。

（認証書の通知等）

第十条の五の七　指定認定機関等は、型式部材等製造者の認証をしたときは、別記第五十号の六様式による型式部材等製造者認証書をもつ

て申請者に通知するとともに、次に掲げる事項を公示するものとする。

一　認証を受けた者の氏名又は名称

二　型式部材等の種類

三　認証番号

四　認証年月日

２　指定認定機関等は、型式部材等製造者の認証をしないときは、別記第五十号の七様式による通知書をもつて、申請者に通知するものと

する。

（型式適合認定を受けることが必要な型式部材等の型式）

第十条の五の八　法第六十八条の十三第一号（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の国

土交通省令で定める型式部材等の型式は、第十条の五の四各号に掲げる建築物の部分又は工作物の部分の型式とする。

（品質保持に必要な生産条件）

第十条の五の九　法第六十八条の十三第二号の国土交通省令で定める技術的基準は、次のとおりとする。

一　別表第一の（い）欄に掲げる型式部材等の区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる製造設備を用いて製造されていること。

二　別表第一の（い）欄に掲げる型式部材等の区分に応じ、それぞれ同表の（は）欄に掲げる検査が同表の（に）欄に掲げる検査設備を

用いて適切に行われていること。

三　製造設備が製造される型式部材等の品質及び性能を確保するために必要な精度及び性能を有していること。

四　検査設備が検査を行うために必要な精度及び性能を有していること。

五　次に掲げる方法（第十条の五の四第三号に掲げる型式部材等にあっては、イ（（１）（ｖｉｉ）に係るものに限る。）、ト及びチ（監査

に関する記録に係るものに限る。）に掲げるものを除く。）により品質管理が行われていること。

イ　社内規格が次のとおり適切に整備されていること。

（１）　次に掲げる事項について社内規格が具体的かつ体系的に整備されていること。

（ｉ）　製品の品質、検査及び保管に関する事項

（ｉｉ）　資材の品質、検査及び保管に関する事項

（ｉｉｉ）　工程ごとの管理項目及びその管理方法、品質特性及びその検査方法並びに作業方法に関する事項

（ｉｖ）　製造設備及び検査設備の管理に関する事項

（ｖ）　外注管理に関する事項

（ｖｉ）　苦情処理に関する事項

（ｖｉｉ）　監査に関する事項

（２）　社内規格が適切に見直されており、かつ、就業者に十分周知されていること。

ロ　製品及び資材の検査及び保管が社内規格に基づいて適切に行われていること。

ハ　工程の管理が次のとおり適切に行われていること。

（１）　製造及び検査が工程ごとに社内規格に基づいて適切に行われているとともに、作業記録、検査記録又は管理図を用いる等必要

な方法によりこれらの工程が適切に管理されていること。

（２）　工程において発生した不良品又は不合格ロットの処置、工程に生じた異常に対する処置及び再発防止対策が適切に行われてい

ること。

（３）　作業の条件及び環境が適切に維持されていること。
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ニ　製造設備及び検査設備について、点検、検査、校正、保守等が社内規格に基づいて適切に行われており、これらの設備の精度及び

性能が適正に維持されていること。

ホ　外注管理が社内規格に基づいて適切に行われていること。

ヘ　苦情処理が社内規格に基づいて適切に行われているとともに、苦情の要因となつた事項の改善が図られていること。

ト　監査が社内規格に基づいて適切に行われていること。

チ　製品の管理、資材の管理、工程の管理、設備の管理、外注管理、苦情処理、監査等に関する記録が必要な期間保存されており、か

つ、品質管理の推進に有効に活用されていること。

六　その他品質保持に必要な技術的生産条件を次のとおり満たしていること。

イ　次に掲げる方法により品質管理の組織的な運営が図られていること。

（１）　品質管理の推進が工場等の経営指針として確立されており、品質管理が計画的に実施されていること。

（２）　工場等における品質管理を適切に行うため、各組織の責任及び権限が明確に定められているとともに、品質管理推進責任者を

中心として各組織間の有機的な連携がとられており、かつ、品質管理を推進する上での問題点が把握され、その解決のために適切

な措置がとられていること。

（３）　工場等における品質管理を推進するために必要な教育訓練が就業者に対して計画的に行われており、また、工程の一部を外部

の者に行わせている場合においては、その者に対し品質管理の推進に係る技術的指導が適切に行われていること。

ロ　工場等において、品質管理推進責任者を選任し、次に掲げる職務を行わせていること。

（１）　品質管理に関する計画の立案及び推進

（２）　社内規格の制定、改正等についての統括

（３）　製品の品質水準の評価

（４）　各工程における品質管理の実施に関する指導及び助言並びに部門間の調整

（５）　工程に生じた異常、苦情等に関する処置及びその対策に関する指導及び助言

（６）　就業者に対する品質管理に関する教育訓練の推進

（７）　外注管理に関する指導及び助言

２　前項の規定にかかわらず、製品の品質保証の確保及び国際取引の円滑化に資すると認められる場合は、次に定める基準によることがで

きる。

一　製造設備、検査設備、検査方法、品質管理方法その他品質保持に必要な技術的生産条件が、日本産業規格Ｑ九〇〇一の規定に適合し

ていること。

二　前項第一号から第四号まで及び第六号ロの基準に適合していること。

三　製造をする型式部材等の型式に従つて社内規格が具体的かつ体系的に整備されており、かつ、製品について型式に適合することの検

査及び保管が、社内規格に基づいて適切に行われていること。

（届出を要しない軽微な変更）

第十条の五の十　法第六十八条の十六（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。次条において

同じ。）の国土交通省令で定める軽微な変更は、第十条の五の六第二項第一号イ及びニに掲げる事項とする。

（認証型式部材等製造者等に係る変更の届出）

第十条の五の十一　認証型式部材等製造者（法第六十八条の十一第一項の認証を受けた者をいう。以下同じ。）又は認証外国型式部材等製

造者（法第六十八条の二十二第二項に規定する認証外国型式部材等製造者をいう。第十条の五の十三において同じ。）（以下これらを総称

して「認証型式部材等製造者等」という。）は、法第六十八条の十六の規定により第十条の五の六第一項及び第二項に掲げる事項に変更

（型式部材等の種類の変更、工場等の移転による所在地の変更その他の当該認証の効力が失われることとなる変更及び前条に規定する変

更を除く。）があつたときは、別記第五十号の八様式による認証型式部材等製造者等変更届出書を国土交通大臣に提出しなければならな

い。

（認証型式部材等製造者等に係る製造の廃止の届出）

第十条の五の十二　認証型式部材等製造者等は、法第六十八条の十七第一項（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項におい

て準用する場合を含む。）の規定により当該認証に係る型式部材等の製造の事業を廃止しようとするときは、別記第五十号の九様式によ

る製造事業廃止届出書を国土交通大臣に提出しなければならない。

（型式適合義務が免除される場合）

第十条の五の十三　法第六十八条の十八第一項（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の

国土交通省令で定める場合は、次に掲げるものとする。

一　輸出（認証外国型式部材等製造者にあつては、本邦への輸出を除く。）のため当該型式部材等の製造をする場合

二　試験的に当該型式部材等の製造をする場合

三　建築物並びに法第八十八条第一項及び第二項に掲げる工作物以外の工作物に設けるため当該型式部材等の製造をする場合

（検査方法等）

第十条の五の十四　法第六十八条の十八第二項（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の

国土交通省令で定める検査並びにその検査記録の作成及び保存は、次に掲げるところにより行うものとする。

一　別表第一の（い）欄に掲げる型式部材等の区分に応じ、それぞれ同表の（に）欄に掲げる検査設備を用いて同表の（は）欄に掲げる

検査を行うこと。

二　製造される型式部材等が法第六十八条の十三（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）

に掲げる基準に適合することを確認できる検査手順書を作成し、それを確実に履行すること。

三　検査手順書に定めるすべての事項を終了し、製造される型式部材等がその認証に係る型式に適合することを確認するまで型式部材等

を出荷しないこと。

四　認証型式部材等（認証型式部材等製造者等が製造をするその認証に係る型式部材等をいう。）ごとに次に掲げる事項を記載した検査

記録簿を作成すること。

イ　検査を行つた型式部材等の概要

ロ　検査を行つた年月日及び場所

ハ　検査を実施した者の氏名

ニ　検査を行つた型式部材等の数量

ホ　検査の方法

ヘ　検査の結果
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五　前号の検査記録簿（次項の規定による記録が行われた同項のファイル又は電磁的記録媒体を含む。）は、当該型式部材等の製造をし

た工場等の所在地において、記載の日から起算して五年以上保存すること。

２　前項第四号に掲げる事項が、電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒体に記録され、必要に応じ電子計算機その他の機器を

用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつて同号の検査記録簿に代えることができる。

（特別な表示）

第十条の五の十五　法第六十八条の十九第一項の国土交通省令で定める方式による特別な表示は、別記第五十号の十様式に定める表示と

し、認証型式部材等製造者等がその認証に係る型式部材等の見やすい箇所に付するものとする。

（認証型式部材等に関する検査の特例）

第十条の五の十六　法第六十八条の二十第二項（法第六十八条の二十二第二項及び法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）の

確認は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより行うものとする。

一　法第七条第四項、法第七条の三第四項又は法第十八条第十七項若しくは第二十項の規定による検査　第四条第一項又は第四条の八第

一項の申請書並びにその添付図書及び添付書類を審査し、必要に応じ、法第十二条第五項の規定による報告を求める。

二　法第七条の二第一項又は法第七条の四第一項の規定による検査　第四条の四の二において準用する第四条第一項第一号に規定する図

書及び書類並びに同項第二号に規定する写真並びに第四条の十一の二において準用する第四条の八第一項第一号に規定する図書及び書

類並びに同項第二号に規定する写真を審査し、特に必要があるときは、法第七十七条の三十二第一項の規定により照会する。

（認証の取消しに係る公示）

第十条の五の十七　国土交通大臣は、法第六十八条の二十一第一項及び第二項並びに法第六十八条の二十三第一項及び第二項の規定により

認証を取り消したときは、次に掲げる事項を公示しなければならない。

一　認証を取り消した型式部材等製造者の氏名又は名称

二　認証の取消しに係る型式部材等の種類

三　認証番号

四　認証を取り消した年月日

（旅費の額）

第十条の五の十八　令第百三十六条の二の十三の旅費の額に相当する額（以下「旅費相当額」という。）は、国家公務員等の旅費に関する

法律（昭和二十五年法律第百十四号。以下「旅費法」という。）の規定により支給すべきこととなる旅費の額とする。この場合において、

当該検査又は試験のためその地に出張する職員は、一般職の職員の給与等に関する法律（昭和二十五年法律第九十五号）第六条第一項第

一号イに規定する行政職俸給表（一）による職務の級が六級である者であるものとしてその旅費の額を計算するものとする。

（在勤官署の所在地）

第十条の五の十九　旅費相当額を計算する場合において、当該検査又は試験のためその地に出張する職員の旅費法第二条第一項第六号の在

勤官署の所在地は、東京都千代田区霞が関二丁目一番三号とする。

（旅費の額の計算に係る細目）

第十条の五の二十　旅費法第六条第一項の支度料は、旅費相当額に算入しない。

２　検査又は試験を実施する日数は、当該検査又は試験に係る工場等ごとに三日として旅費相当額を計算する。

３　旅費法第六条第一項の旅行雑費は、一万円として旅費相当額を計算する。

４　国土交通大臣が、旅費法第四十六条第一項の規定により、実費を超えることとなる部分又は必要としない部分の旅費を支給しないとき

は、当該部分に相当する額は、旅費相当額に算入しない。

（構造方法等の認定の申請）

第十条の五の二十一　構造方法等の認定の申請をしようとする者は、別記第五十号の十一様式による申請書に次に掲げる図書を添えて、国

土交通大臣に提出するものとする。

一　構造方法、建築材料又はプログラム（以下「構造方法等」という。）の概要を記載した図書

二　平面図、立面図、断面図及び構造詳細図

三　前二号に掲げるもののほか、構造計算書、実験の結果、検査の方法その他の構造方法等を評価するために必要な事項を記載した図書

２　国土交通大臣は、前項各号に掲げる図書のみでは評価が困難と認める場合にあつては、当該構造方法等の実物又は試験体その他これら

に類するもの（次項及び第十一条の二の三第二項第一号において「実物等」という。）の提出を求めることができる。

３　前二項の規定にかかわらず、法第七十七条の五十六第二項に規定する指定性能評価機関（以下単に「指定性能評価機関」という。）又

は法第七十七条の五十七第二項に規定する承認性能評価機関（以下単に「承認性能評価機関」という。）が作成した当該申請に係る構造

方法等の性能に関する評価書を第一項の申請書に添える場合にあつては、同項各号に掲げる図書及び実物等を添えることを要しない。

（構造方法等の認定書の通知等）

第十条の五の二十二　国土交通大臣は、構造方法等の認定をしたときは、別記第五十号の十二様式による認定書をもつて申請者に通知する

とともに、次に掲げる事項を記載した帳簿を作成し、一般の閲覧に供するものとする。

一　認定を受けた者の氏名又は名称及び住所

二　認定を受けた構造方法等の名称

三　認定番号

四　認定年月日

五　認定に係る性能評価を行つた指定性能評価機関又は承認性能評価機関の名称（国土交通大臣が性能評価を行つた場合にあつては、そ

の旨）

２　国土交通大臣は、構造方法等の認定をしないときは、別記第五十号の十三様式による通知書をもつて申請者に通知するものとする。

（特殊構造方法等認定の申請）

第十条の五の二十三　特殊構造方法等認定の申請をしようとする者は、別記第五十号の十四様式による申請書に次に掲げる図書を添えて、

国土交通大臣に提出するものとする。

一　構造方法又は建築材料の概要を記載した図書

二　平面図、立面図、断面図及び構造詳細図

三　前二号に掲げるもののほか、構造計算書、実験の結果、検査の方法その他の構造方法又は建築材料が法第二章、法第三章第五節並び

に法第六十七条第一項及び第二項の規定並びにこれらに基づく命令の規定に適合するものと同等以上の効力があるかどうかを審査する

ために必要な事項を記載した図書

２　国土交通大臣は、前項各号に掲げる図書のみでは前項第三号の規定による審査が困難と認める場合にあつては、当該構造方法又は建築

材料の実物又は試験体その他これらに類するものの提出を求めることができる。
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（特殊構造方法等認定書の通知等）

第十条の五の二十四　国土交通大臣は、特殊構造方法等認定をしたときは、別記第五十号の十五様式による認定書をもつて申請者に通知す

るとともに、次に掲げる事項を記載した帳簿を作成し、一般の閲覧に供するものとする。

一　認定を受けた者の氏名又は名称及び住所

二　認定を受けた構造方法又は建築材料の名称及び内容

三　認定番号

四　認定年月日

２　国土交通大臣は、特殊構造方法等認定をしないときは、別記第五十号の十六様式による通知書をもつて申請者に通知するものとする。

（建築協定区域隣接地に関する基準）

第十条の六　法第七十三条第一項第三号の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　建築協定区域隣接地の区域は、その境界が明確に定められていなければならない。

二　建築協定区域隣接地の区域は、建築協定区域との一体性を有する土地の区域でなければならない。

（建築基準適合判定資格者の登録資格）

第十条の六の二　法第七十七条の五十八第一項の国土交通省令で定める業務は、次のとおりとする。

一　建築審査会の委員として行う業務

二　学校教育法による大学（短期大学を除く。）の学部、専攻科又は大学院において教授又は准教授として建築に関する教育又は研究を

行う業務

三　建築物の敷地、構造及び建築設備の安全上、防火上又は衛生上の観点からする審査又は検査の業務（法第七十七条の十八第一項の確

認検査の業務（以下この号及び第十条の九の二において「確認検査の業務」という。）を除く。）であつて、確認検査の業務と同等以上

の知識及び能力を要するものとして国土交通大臣が定めるもの

（建築基準適合判定資格者の登録の申請）

第十条の七　法第七十七条の五十八第一項の規定によつて建築基準適合判定資格者の登録を受けようとする者は、別記第五十一号様式によ

る登録申請書に、本籍の記載のある住民票の写しその他参考となる事項を記載した書類を添え、これを国土交通大臣に提出しなければな

らない。

（登録）

第十条の八　国土交通大臣は、前条の規定による申請（一級建築基準適合判定資格者検定に合格した者の申請に限る。）があつた場合にお

いては、登録申請書の記載事項を審査し、申請者が建築基準適合判定資格者となる資格を有すると認めたときは、法第七十七条の五十八

第二項の一級建築基準適合判定資格者登録簿（以下「一級登録簿」という。）に登録し、かつ、申請者に別記第五十二号様式による一級

建築基準適合判定資格者登録証（以下「一級登録証」という。）を交付する。

２　国土交通大臣は、前条の規定による申請（二級建築基準適合判定資格者検定に合格した者の申請に限る。）があつた場合においては、

登録申請書の記載事項を審査し、申請者が建築基準適合判定資格者となる資格を有すると認めたときは、法第七十七条の五十八第二項の

二級建築基準適合判定資格者登録簿（以下「二級登録簿」という。）に登録し、かつ、申請者に別記第五十二号の二様式による二級建築

基準適合判定資格者登録証（以下「二級登録証」という。）を交付する。

３　国土交通大臣は、前二項の場合において、申請者が建築基準適合判定資格者となる資格を有しないと認めたときは、理由を付し、登録

申請書を申請者に返却する。

（登録事項）

第十条の九　法第七十七条の五十八第二項に規定する国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　登録番号及び登録年月日

二　本籍地の都道府県名（日本の国籍を有しない者にあつては、その者の有する国籍名。第十条の十及び第十条の十五の五第二号におい

て同じ。）、氏名、生年月日、住所及び性別

三　建築基準適合判定資格者検定の合格の年月及び合格通知番号又は建築主事の資格検定の合格の年月及び合格証書番号

四　勤務先の名称及び所在地

五　法第七十七条の六十二第一項に規定する登録の消除及び同条第二項の規定による禁止又は登録の消除の処分を受けた場合において

は、その旨及びその年月日

（心身の故障により確認検査の業務を適正に行うことができない者）

第十条の九の二　法第七十七条の五十九の二の国土交通省令で定める者は、精神の機能の障害により確認検査の業務を適正に行うに当たつ

て必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者とする。

（治療等の考慮）

第十条の九の三　国土交通大臣は、建築基準適合判定資格者の登録を申請した者が前条に規定する者に該当すると認める場合において、当

該者に建築基準適合判定資格者の登録を行うかどうかを決定するときは、当該者が現に受けている治療等により障害の程度が軽減してい

る状況を考慮しなければならない。

（変更の登録）

第十条の十　法第七十七条の六十に規定する国土交通省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　本籍地の都道府県名、氏名及び住所

二　勤務先の名称及び所在地

２　法第七十七条の六十の規定によつて登録の変更を申請しようとする者は、その変更を生じた日から三十日以内に、別記第五十三号様式

による変更登録申請書に、一級登録証又は二級登録証及び本籍地の都道府県名の変更を申請する場合にあつては戸籍謄本若しくは戸籍抄

本又は本籍の記載のある住民票の写しを、氏名の変更を申請する場合にあつては戸籍謄本又は戸籍抄本を添え、これを国土交通大臣に提

出しなければならない。

３　国土交通大臣は、法第七十七条の六十の規定による申請があつた場合においては、一級登録簿又は二級登録簿を訂正し、かつ、本籍地

の都道府県名又は氏名の変更に係る申請にあつては一級登録証又は二級登録証を書き換えて、申請者に交付する。

（登録証の再交付）

第十条の十一　建築基準適合判定資格者は、一級登録証又は二級登録証を汚損し、又は失つた場合においては、遅滞なく、別記第五十四号

様式による登録証再交付申請書に、汚損した場合にあつてはその一級登録証又は二級登録証を添え、これを国土交通大臣に提出しなけれ

ばならない。

２　国土交通大臣は、前項の規定による申請があつた場合においては、申請者に一級登録証又は二級登録証を再交付する。
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３　建築基準適合判定資格者は、第一項の規定によつて一級登録証又は二級登録証の再交付を申請した後、失つた一級登録証又は二級登録

証を発見した場合においては、発見した日から十日以内に、これを国土交通大臣に返納しなければならない。

（心身の故障により確認検査の業務を適正に行うことができない場合）

第十条の十一の二　法第七十七条の六十一第三号の国土交通省令で定める場合は、建築基準適合判定資格者が精神の機能の障害を有するこ

とにより認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない状態となつた場合とする。

（死亡等の届出）

第十条の十二　法第七十七条の六十一の規定により、次の各号に掲げる者は、それぞれ当該各号に定める様式に、第一号の場合においては

一級登録証又は二級登録証及び戸籍謄本又は戸籍抄本を、第二号から第四号までの場合においては一級登録証又は二級登録証を、第五号

の場合においては病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載した医師の診断書を添え、これを届

け出なければならない。

一　法第七十七条の六十一第一号の相続人　別記第五十五号様式

二　法第七十七条の六十一第二号の建築基準適合判定資格者本人のうち法第七十七条の五十九第二号に該当するもの　別記第五十六号

様式

三　法第七十七条の六十一第二号の建築基準適合判定資格者本人のうち法第七十七条の五十九第五号に該当するもの　別記第五十七号

様式

四　法第七十七条の六十一第二号の建築基準適合判定資格者本人のうち法第七十七条の五十九第六号に該当するもの　別記第五十八号

様式

五　法第七十七条の六十一第三号の建築基準適合判定資格者本人又はその法定代理人若しくは同居の親族　別記第五十九号様式

（登録の消除の申請及び登録証の返納）

第十条の十三　建築基準適合判定資格者は、登録の消除を申請する場合においては、別記第六十号様式による登録消除申請書に、一級登録

証又は二級登録証を添え、これを国土交通大臣に提出しなければならない。

２　建築基準適合判定資格者が法第七十七条の六十二第一項（第一号及び第二号に係る部分を除く。）又は第二項の規定によつて登録を消

除された場合においては、当該建築基準適合判定資格者（法第七十七条の六十一第一号に該当する事実が判明したときにあつては相続

人、同条（第三号に係る部分に限る。）の規定による届出があつたとき及び同条第三号に該当する事実が判明したときにあつては当該建

築基準適合判定資格者又はその法定代理人若しくは同居の親族）は、消除の通知を受けた日から十日以内に、一級登録証又は二級登録証

を国土交通大臣に返納しなければならない。

（登録の消除）

第十条の十四　国土交通大臣は、登録を消除した場合においては、一級登録簿又は二級登録簿に消除の事由及びその年月日を記載する。

２　国土交通大臣は、前項の規定によつて登録を消除した名簿を、消除した日から五年間保存する。

（登録証の領置）

第十条の十五　国土交通大臣は、法第七十七条の六十二第二項の規定によつて建築基準適合判定資格者に業務を行うことを禁止した場合に

おいては、当該建築基準適合判定資格者に対して、一級登録証又は二級登録証の提出を求め、かつ、処分期間満了までこれを領置するこ

とができる。

（処分の公告）

第十条の十五の二　法第七十七条の六十二第三項の規定による公告は、次に掲げる事項について、官報で行うものとする。

一　処分をした年月日

二　処分を受けた建築基準適合判定資格者の氏名及び登録番号

三　処分の内容

四　処分の原因となつた事実

（構造計算適合判定資格者の登録を受けることができる者）

第十条の十五の三　法第七十七条の六十六第一項の国土交通省令で定める者は、次の各号のいずれかに該当する者とする。

一　学校教育法に基づく大学又はこれに相当する外国の学校において建築物の構造に関する科目を担当する教授若しくは准教授の職にあ

り、又はあつた者

二　建築物の構造に関する分野の試験研究機関において試験研究の業務に従事し、又は従事した経験を有する者で、かつ、当該分野につ

いて高度の専門的知識を有する者

三　国土交通大臣が前二号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認める者

（構造計算適合判定資格者の登録の申請）

第十条の十五の四　法第七十七条の六十六第一項の規定によつて構造計算適合判定資格者の登録を受けようとする者は、別記第六十号の二

様式による登録申請書を国土交通大臣に提出しなければならない。

２　前項の登録申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　本籍の記載のある住民票の写し

二　前条第一号若しくは第二号に該当する者であることを証する書類又は同条第三号の規定による認定を受けた者であることを証する

書類

三　その他参考となる事項を記載した書類

（登録事項）

第十条の十五の五　法第七十七条の六十六第二項において準用する法第七十七条の五十八第二項に規定する国土交通省令で定める事項は、

次のとおりとする。

一　登録番号及び登録年月日

二　本籍地の都道府県名、氏名、生年月日、住所及び性別

三　構造計算適合判定資格者検定に合格した者である場合においては、合格の年月及び合格通知番号

四　第十条の十五の三第一号又は第二号に該当する者である場合においては、その旨

五　第十条の十五の三第三号の規定による認定を受けた者である場合においては、当該認定の内容及び年月日

六　勤務先の名称及び所在地

七　法第七十七条の六十六第二項において読み替えて準用する法第七十七条の六十二第一項に規定する登録の消除及び法第七十七条の六

十六第二項において読み替えて準用する法第七十七条の六十二第二項の規定による禁止又は登録の消除の処分を受けた場合において

は、その旨及びその年月日
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（準用）

第十条の十五の六　第十条の八第一項及び第三項並びに第十条の九の二から第十条の十五の二までの規定は、構造計算適合判定資格者の登

録及びその変更について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に

掲げる字句に読み替えるものとする。

第十条の八第一項 前条の規定による申請（一級建築基準適合判定資格者検定に合格して前条の

登録を受けようとする者の申請に限る。）

第十条の十五の四の規定による申請

別記第五十二号様式 別記第六十号の三様式

第十条の八第三項 前二項 第一項

第十条の九の二 確認検査 構造計算適合性判定

第十条の十第二項 別記第五十三号様式 別記第六十号の四様式

第十条の十一第一項 別記第五十四号様式 別記第六十号の五様式

第十条の十一の二 確認検査 構造計算適合性判定

第十条の十二第一号 別記第五十五号様式 別記第六十号の六様式

第十条の十二第二号 別記第五十六号様式 別記第六十号の七様式

第十条の十二第三号 別記第五十七号様式 別記第六十号の八様式

第十条の十二第四号 別記第五十八号様式 別記第六十号の九様式

第十条の十二第五号 別記第五十九号様式 別記第六十号の十様式

第十条の十三第一項 別記第六十号様式 別記第六十号の十一様式

（委員の任期の基準）

第十条の十五の七　法第八十三条の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　委員の任期は、二年とすること。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とすること。

二　委員は、再任されることができること。

三　委員は、任期が満了した場合においては、後任の委員が任命されるまでその職務を行うこと。

（公益上特に必要な用途）

第十条の十五の八　法第八十五条第八項及び第八十七条の三第八項の国土交通省令で定める用途は、次の各号に掲げる用途とする。

一　官公署

二　病院又は診療所

三　学校

四　児童福祉施設等（令第十九条第一項に規定する児童福祉施設等をいう。）

五　災害救助法（昭和二十二年法律第百十八号）に基づき地方公共団体が被災者に供与する応急仮設住宅

六　前各号に掲げるもののほか、被災者の日常生活上の必要性の程度においてこれらに類する用途

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和に係る認定又は許可の申請等）

第十条の十六　法第八十六条第一項又は第二項の規定による認定の申請をする者は、別記第六十一号様式による申請書の正本及び副本に、

同条第三項又は第四項の規定による許可の申請をする者は、別記第六十一号の二様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次に掲

げる図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

一　次の表の（い）項に掲げる図書及び法第五十二条第八項の規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場合におけ

る同条第一項及び第七項の規定による限度を超えるものである建築物については同表の（ろ）項に掲げる図書、同条第九項の規定の適

用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場合における同条第一項、第二項及び第七項の規定による限度を超えるものであ

る建築物については同表の（は）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第一号に掲げる規定が適用されない建

築物については同表の（に）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第二号に掲げる規定が適用されない建築物について

は同表の（ほ）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第三号に掲げる規定が適用されない建築物については同表の（へ）

項に掲げる図書、法第五十六条の二第一項の規定により日影による高さの制限を受ける建築物については同表の（と）項に掲げる図

書。ただし、同表の（い）項に掲げる付近見取図、配置図又は各階平面図は、同表の（ろ）項若しくは（は）項に掲げる図書、同表の

（に）項に掲げる道路高さ制限適合建築物の配置図、同表の（ほ）項に掲げる隣地高さ制限適合建築物の配置図、同表の（へ）項に掲

げる北側高さ制限適合建築物の配置図又は同表の（と）項に掲げる日影図と、同表の（い）項に掲げる二面以上の立面図又は断面図

は、同表の（に）項に掲げる道路高さ制限適合建築物の二面以上の立面図、同表の（ほ）項に掲げる隣地高さ制限適合建築物の二面以

上の立面図又は同表の（へ）項に掲げる北側高さ制限適合建築物の二面以上の立面図と、それぞれ併せて作成することができる。

　 図書の種類 明示すべき事項

（い） 付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

　 　 法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条の二第一項の規定による認定の申

請に係る土地の区域（以下「申請区域」という。）

　 配置図 縮尺及び方位

　 　 申請区域の境界線

　 　 申請区域内の建築物の敷地境界線、用途、延べ面積、位置及び構造並びに申請に係る建

築物と申請区域内の他の建築物との別（法第八十六条第一項又は第三項の規定による認

定又は許可（一の建築物の建築等に係るものに限る。）の申請をする場合を除く。）

　 　 申請区域内の建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積及び位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域内の建築物の各部分の高さ

　 　 申請区域の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 申請区域内に設ける通路の位置、延長及び幅員

　 各階平面図 縮尺及び方位

　 　 外壁の開口部の位置及び構造
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　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における延焼のおそれの

ある部分の外壁の構造

　 二面以上の立面図 縮尺

　 　 開口部の位置及び構造

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における延焼のおそれの

ある部分の外壁及び軒裏の構造

　 断面図（法第八十六条第一項又は
第三項の規定により二以上の構え
を成す建築物の建築等に係る認定
又は許可の申請をする場合にあつ
ては、隣接する二以上の建築物を
含む断面図）

縮尺

　 地盤面

　 開口部の位置

　 軒の高さ及び建築物の高さ

　 建築物間の距離（法第八十六条第一項又は第三項の規定による認定又は許可（一の建築

物の建築等に係るものに限る。）の申請をする場合を除く。）

　 地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ

　 　 地盤面を算定するための算式

（ろ） 道路に接して有効な部分の配置図 申請区域の境界線

　 申請区域内における法第五十二条第八項第二号に規定する空地の面積及び位置

　 　 道路に接して有効な部分の面積及び位置

　 　 申請区域内における工作物の位置

　 　 申請区域の接する道路の位置

　 　 令第百三十五条の十七第三項の表（い）欄各項に掲げる地域の境界線

（は） 特定道路の配置図 申請区域の境界線

　 　 申請区域の接する前面道路及び当該前面道路が接続する特定道路の位置及び幅員

　 　 当該特定道路から申請区域が接する前面道路の部分の直近の端までの延長

（に） 道路高さ制限適合建築物の配置図 縮尺

　 申請区域の境界線

　 　 申請区域内における申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の位置

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 申請区域の接する前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合

建築物の各部分の高さ

　 　 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の申請区域の接する前面道路の境界線か

らの後退距離

　 　 道路制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 令第百三十二条又は令第百三十四条第二項に規定する区域の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の九に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 申請区域内の申請に係る建築物及び申請区域内の道路高さ制限適合建築物について申請

区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条の九

に規定する位置ごとに算定した天空率

　 道路高さ制限適合建築物の二面以

上の立面図

縮尺

　 申請区域の接する前面道路の路面の中心の高さ

　 　 申請区域の接する前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合

建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の二第二項の規定により特定行政庁が規則で定める高さ

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の九に規定する位置からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 道路高さ制限近接点における水平

投影位置確認表

申請区域の接する前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合

建築物の各部分の高さ

　 　 道路高さ制限近接点から申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分までの

水平距離、仰角及び方位角

　 道路高さ制限近接点における申請

に係る建築物及び道路高さ制限適

合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率

　 道路高さ制限近接点における天空

率算定表

申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（ほ） 隣地高さ制限適合建築物の配置図 縮尺

　 申請区域の境界線

　 　 申請区域内における申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の位置

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低
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　 　 申請区域の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面からの申

請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 法第五十六条第一項第二号に規定する水平距離のうち 小のものに相当する距離

　 　 令第百三十五条の七第一項第二号に規定する隣地高さ制限適合建築物の隣地境界線から

の後退距離

　 　 隣地制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における高低差区分区域

の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の十に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物について申請区域内の建築物が一の敷地

内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条の十に規定する位置ごとに算定

した天空率

　 隣地高さ制限適合建築物の二面以

上の立面図

縮尺

　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面からの申

請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の三第二項の規定により特定行政庁が規則に定める高さ

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における高低差区分区域

の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の十に規定する位置からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 隣地高さ制限近接点における水平

投影位置確認表

申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 隣地高さ制限近接点から申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分までの

水平距離、仰角及び方位角

　 隣地高さ制限近接点における申請

に係る建築物及び隣地高さ制限適

合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率

　 隣地高さ制限近接点における天空

率算定表

申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（へ） 北側高さ制限適合建築物の配置図 縮尺

　 申請区域境界線

　 　 申請区域内における申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の位置

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面からの申

請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 北側制限高さが異なる地域の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における高低差区分区域

の境界線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の十一に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物について申請区域内の建築物が一の敷地

内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条の十一に規定する位置ごとに算

定した天空率

　 北側高さ制限適合建築物の二面以

上の立面図

縮尺

　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面からの申

請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の四第二項の規定により特定行政庁が規則に定める高さ

　 　 申請区域内における擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における令第百三十五条

の十一に規定する位置からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の高さ

　 北側高さ制限近接点における水平

投影位置確認表

申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 北側高さ制限近接点から申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分までの

水平距離、仰角及び方位角

　 北側高さ制限近接点における申請

に係る建築物及び北側高さ制限適

合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率
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　 北側高さ制限近接点における天空

率算定表

申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（と） 配置図 軒の高さ

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面の異なる

区域の境界線

　 　 申請区域の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの位置及び幅員

　 日影図 縮尺及び方位

　 　 申請区域の境界線

　 　 法第五十六条の二第一項の対象区域の境界線

　 　 法別表第四（い）欄の各項に掲げる地域又は区域の境界線

　 　 高層住居誘導地区又は都市再生特別地区の境界線

　 　 日影時間の異なる区域の境界線

　 　 申請区域の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの位置及び幅員

　 　 申請区域内における建築物の位置

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における平均地盤面から

の当該建築物の各部分の高さ

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における測定線

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における当該建築物が冬

至日の真太陽時による午前八時から三十分ごとに午後四時まで（道の区域内にあつては

、午前九時から三十分ごとに午後三時まで）の各時刻に水平面に生じさせる日影の形状

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における当該建築物が冬

至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道の区域内にあつては、午前九時か

ら午後三時まで）の間に測定線上の主要な点に生じさせる日影時間

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における当該建築物が冬

至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道の区域内にあつては、午前九時か

ら午後三時まで）の間に水平面に生じさせる日影の等時間日影線

　 　 申請区域内に建築等をする建築物で法第五十六条の二第一項の規定による対象区域内に

あるものが、当該申請区域内の他の建築物であつて同項の規定による対象区域内にある

ものの居住の用に供する部分（その部分が、当該建築等をする建築物に係る法別表第四

（い）欄の各項に掲げる地域又は区域に対応する同表（は）欄の各項に掲げる平均地盤

面からの高さより低い場合においては、同項に掲げる平均地盤面からの高さの部分）に

生じさせる日影の形状及び等時間日影線

　 　 土地の高低

　 日影形状算定表 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における平均地盤面から

の当該建築物の各部分の高さ及び日影の形状を算定するための算式

　 二面以上の断面図 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における平均地盤面

　 　 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における地盤面及び平均

地盤面からの建築物の各部分の高さ

　 　 隣地又はこれに連接する土地で日影が生ずるものの地盤面又は平均地表面

　 平均地盤面算定表 申請区域内の建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ及び申請区域内の建築物が一の

敷地内にあるものとみなされた場合における平均地盤面を算定するための算式

二　第十条の十八の計画書

三　法第八十六条第一項若しくは第二項の規定による認定の申請をする者又は同条第三項若しくは第四項の規定による許可の申請をする

者以外に同条第六項に規定する対象区域（以下「対象区域」という。）内の土地について所有権又は借地権を有する者がある場合にお

いては、これらの者の同意を得たことを証する書面

四　前三号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

２　法第八十六条の二第一項の規定による認定の申請をする者は、別記第六十一号様式による申請書の正本及び副本に、同条第三項の規定

による許可の申請をする者は、別記第六十一号の二様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書又は書面を添えて、

特定行政庁に提出するものとする。

一　前項第一号の表の（い）項に掲げる図書及び法第五十二条第八項の規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場

合における同条第一項及び第七項の規定による限度を超えるものである建築物については同表の（ろ）項に掲げる図書、同条第九項の

規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場合における同条第一項、第二項及び第七項の規定による限度を超える

ものである建築物については同表の（は）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第一号に掲げる規定が適用さ

れない建築物については同表の（に）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第二号に掲げる規定が適用されない建築物

については同表の（ほ）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第三号に掲げる規定が適用されない建築物については同

表の（へ）項に掲げる図書、法第五十六条の二第一項の規定により日影による高さの制限を受ける建築物については同表の（と）項に

掲げる図書。ただし、これらの図書は併せて作成することができる。

二　法第八十六条の二第一項の規定による認定の申請をする者以外に公告認定対象区域内にある土地について所有権又は借地権を有する

者がある場合又は同条第三項の規定による許可の申請をする者以外に公告許可対象区域内にある土地について所有権又は借地権を有す

る者がある場合においては、これらの者に対する当該申請に係る建築物の計画に関する説明のために講じた措置を記載した書面

三　前二号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

３　法第八十六条の二第二項の規定による許可の申請をする者は、別記第六十一号の二様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次

に掲げる図書又は書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

一　第一項第一号の表の（い）項に掲げる図書及び法第五十二条第八項の規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした

場合における同条第一項及び第七項の規定による限度を超えるものである建築物については同表の（ろ）項に掲げる図書、同条第九項

の規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場合における同条第一項、第二項及び第七項の規定による限度を超え
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るものである建築物については同表の（は）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第一号に掲げる規定が適用

されない建築物については同表の（に）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第二号に掲げる規定が適用されない建築

物については同表の（ほ）項に掲げる図書、同条第七項の規定の適用により同項第三号に掲げる規定が適用されない建築物については

同表の（へ）項に掲げる図書、法第五十六条の二第一項の規定により日影による高さの制限を受ける建築物については同表の（と）項

に掲げる図書。ただし、これらの図書は併せて作成することができる。

二　法第八十六条の二第二項の規定による許可の申請をする者以外に公告認定対象区域内にある土地について所有権又は借地権を有する

者がある場合においては、これらの者の同意を得たことを証する書面

三　前二号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

４　特定行政庁は、法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条の二第一項の規定による認定（次項において「認定」という。）

をしたときは、別記第六十二号様式による通知書に、法第八十六条第三項若しくは第四項又は法第八十六条の二第二項若しくは第三項の

規定による許可（次項において「許可」という。）をしたときは、別記第六十二号の二様式による通知書に、第一項又は前項の申請書の

副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

５　特定行政庁は、認定をしないときは、別記第六十三号様式による通知書に、許可をしないときは、別記第六十三号の二様式による通知

書に、第一項、第二項又は第三項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

（一定の一団の土地の区域内の現に存する建築物を前提として総合的見地からする設計の基準）

第十条の十七　法第八十六条第二項及び同条第四項の国土交通省令で定める基準は、次に掲げるものとする。

一　対象区域内の各建築物の用途、規模、位置及び構造に応じ、当該各建築物の避難及び通行の安全の目的を達するために十分な幅員を

有する通路であつて、道路に通ずるものを設けること。

二　対象区域内の各建築物の外壁の開口部の位置及び構造は、当該各建築物間の距離に応じ、防火上適切な措置が講じられること。

三　対象区域内の各建築物の各部分の高さに応じ、当該対象区域内に採光及び通風上有効な空地等を確保すること。

四　対象区域内に建築する建築物の高さは、当該対象区域内の他の各建築物の居住の用に供する部分に対し、当該建築物が存する区域に

おける法第五十六条の二の規定による制限を勘案し、これと同程度に日影となる部分を生じさせることのないものとすること。

（対象区域内の建築物の位置及び構造に関する計画）

第十条の十八　法第八十六条第六項の規定による対象区域内の建築物の位置及び構造に関する計画は、同条第一項又は第二項に規定する認

定の申請をする者は別記第六十四号様式による計画書に、同条第三項又は第四項に規定する許可の申請をする者は別記第六十四号の二様

式による計画書に記載するものとする。

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の認定又は許可に関する公告事項等）

第十条の十九　法第八十六条第八項の国土交通省令で定める公告事項は、公告に係る対象区域等を縦覧に供する場所とする。

２　法第八十六条第八項の国土交通省令で定める縦覧事項は、前条の計画書に記載すべき事項とする。

（一の敷地とみなすこと等による制限の緩和の認定又は許可に係る公告の方法）

第十条の二十　法第八十六条第八項及び法第八十六条の二第六項の規定による公告は、公報への掲載その他特定行政庁が定める方法により

行うものとする。

（認定又は許可の取消しの申請等）

第十条の二十一　法第八十六条の五第二項の規定による認定の取消し（以下この条において「認定の取消し」という。）の申請をしようと

する者は、別記第六十五号様式による申請書の正本及び副本に、同条第三項の規定による許可の取消し（以下この条において「許可の取

消し」という。）の申請をしようとする者は、別記第六十五号の二様式による申請書の正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書又は

書面を添えて、特定行政庁に提出するものとする。

一　次の表の（い）項に掲げる図書並びに取消しの申請に係る法第八十六条第十項に規定する公告対象区域（以下「取消対象区域」とい

う。）内の建築物について同表の（ろ）項に掲げる図書及び法第五十二条第八項の規定によりその容積率が同項の適用がないとした場

合における同条第一項及び第七項の規定による限度を超えるものである建築物については同表の（は）項に掲げる図書、同条第九項の

規定の適用によりその容積率が同項の規定の適用がないとした場合における同条第一項、第二項及び第七項の規定による限度を超える

ものである建築物については同表の（に）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第一号に掲げる規定が適用さ

れない建築物については同表の（ほ）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第二号に掲げる規定が適用されな

い建築物については同表の（へ）項に掲げる図書、法第五十六条第七項の規定の適用により同項第三号に掲げる規定が適用されない建

築物については同表の（と）項に掲げる図書、法第五十六条の二第一項の規定により日影による高さの制限を受ける建築物については

同表の（ち）項に掲げる図書。ただし、同表の（い）項に掲げる配置図又は同表の（ろ）項に掲げる各階平面図は、同表の（は）項に

掲げる道路に接して有効な部分の配置図、同表の（に）項に掲げる特定道路の配置図、同表の（ほ）項に掲げる道路高さ制限適合建築

物の配置図、同表の（へ）項に掲げる隣地高さ制限適合建築物の配置図、同表の（と）項に掲げる北側高さ制限適合建築物の配置図又

は同表の（ち）項に掲げる配置図若しくは日影図と、同表の（ろ）項に掲げる二面以上の立面図又は二面以上の断面図は、同表の（ほ）

項に掲げる道路高さ制限適合建築物の二面以上の立面図、同表の（へ）項に掲げる隣地高さ制限適合建築物の二面以上の立面図又は同

表の（と）項に掲げる北側高さ制限適合建築物の二面以上の立面図と、それぞれ併せて作成することができる。

　 図書の種類 明示すべき事項

（い） 配置図 縮尺及び方位

　 　 取消対象区域の境界線

　 　 取消対象区域内の各建築物の敷地境界線及び位置

　 　 取消対象区域内の各建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積及び位置

　 　 土地の高低

　 　 取消対象区域内の各建築物の各部分の高さ

　 　 取消対象区域内の各建築物の敷地の接する道路の位置及び幅員

（ろ） 各階平面図 縮尺及び方位

　 　 外壁の開口部の位置及び構造

　 　 法第八十六条の五第二項の規定により法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条

の二第一項の規定による認定が取り消された場合における延焼のおそれのある部分の外壁の

構造

　 二面以上の立面図 縮尺
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　 　 開口部の位置及び構造

　 　 法第八十六条の五第二項の規定により法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条

の二第一項の規定による認定が取り消された場合における延焼のおそれのある部分の外壁及

び軒裏の構造

　 二面以上の断面図 縮尺

　 　 地盤面

　 　 軒及びひさしの出

　 　 軒の高さ及び建築物の高さ

　 地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ

　 　 地盤面を算定するための算式

（は） 道路に接して有効な部分の配

置図

縮尺及び方位

　 敷地境界線

　 　 法第五十二条第八項第二号に規定する空地の面積及び位置

　 　 道路に接して有効な部分の面積及び位置

　 　 敷地内における工作物の位置

　 　 敷地の接する道路の位置

　 　 令第百三十五条の十七第三項の表（い）欄各項に掲げる地域の境界線

（に） 特定道路の配置図 敷地境界線

　 　 前面道路及び当該前面道路が接続する特定道路の位置及び幅員

　 　 当該特定道路から敷地が接する前面道路の部分の直近の端までの延長

（ほ） 道路高さ制限適合建築物の配

置図

縮尺

　 敷地境界線

　 　 敷地内における申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の位置

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の前面道路の境界線からの後退距離

　 　 道路制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 令第百三十二条又は第百三十四条第二項に規定する区域の境界線

　 　 令第百三十五条の九に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物について令第百三十五条の九に規定する位置

ごとに算定した天空率

　 道路高さ制限適合建築物の二

面以上の立面図

縮尺

　 前面道路の路面の中心の高さ

　 　 前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の二第二項の規定により特定行政庁が規則で定める高さ

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 令第百三十五条の九に規定する位置からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 道路高さ制限近接点における

水平投影位置確認表

前面道路の路面の中心からの申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 道路高さ制限近接点から申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の各部分までの水平

距離、仰角及び方位角

　 道路高さ制限近接点における

申請に係る建築物及び道路高

さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率

　 道路高さ制限近接点における

天空率算定表

申請に係る建築物及び道路高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（へ） 隣地高さ制限適合建築物の配

置図

縮尺

　 敷地境界線

　 　 敷地内における申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の位置

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 法第五十六条第一項第二号に規定する水平距離のうち 小のものに相当する距離

　 　 令第百三十五条の七第一項第二号に規定する隣地高さ制限適合建築物の隣地境界線からの後

退距離

　 　 隣地制限
こう

勾配が異なる地域等の境界線

　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 令第百三十五条の十に規定する位置及び当該位置の間の距離
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　 　 申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物について令第百三十五条の十に規定する位置

ごとに算定した天空率

　 隣地高さ制限適合建築物の二

面以上の立面図

縮尺

　 地盤面

　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の三第二項の規定により特定行政庁が規則に定める高さ

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 令第百三十五条の十に規定する位置からの申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の

各部分の高さ

　 隣地高さ制限近接点における

水平投影位置確認表

申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 隣地高さ制限近接点から申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の各部分までの水平

距離、仰角及び方位角

　 隣地高さ制限近接点における

申請に係る建築物及び隣地高

さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率

　 隣地高さ制限近接点における

天空率算定表

申請に係る建築物及び隣地高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（と） 北側高さ制限適合建築物の配

置図

縮尺

　 敷地境界線

　 　 敷地内における申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の位置

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 敷地の接する道路の位置、幅員及び種類

　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 北側制限高さが異なる地域の境界線

　 　 高低差区分区域の境界線

　 　 令第百三十五条の十一に規定する位置及び当該位置の間の距離

　 　 申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物について令第百三十五条の十一に規定する位

置ごとに算定した天空率

　 北側高さ制限適合建築物の二

面以上の立面図

縮尺

　 地盤面

　 　 地盤面からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 　 令第百三十五条の四第二項の規定により特定行政庁が規則に定める高さ

　 　 擁壁の位置

　 　 土地の高低

　 　 令第百三十五条の十一に規定する位置からの申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物

の高さ

　 北側高さ制限近接点における

水平投影位置確認表

申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分の高さ

　 北側高さ制限近接点から申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の各部分までの水平

距離、仰角及び方位角

　 北側高さ制限近接点における

申請に係る建築物及び北側高

さ制限適合建築物の天空図

水平投影面

　 天空率

　 北側高さ制限近接点における

天空率算定表

申請に係る建築物及び北側高さ制限適合建築物の天空率を算定するための算式

（ち） 配置図 軒の高さ

　 　 地盤面の異なる区域の境界線

　 　 敷地の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの位置及び幅員

　 日影図 縮尺及び方位

　 　 敷地境界線

　 　 法第五十六条の二第一項の対象区域の境界線

　 　 法別表第四（い）欄の各項に掲げる地域又は区域の境界線

　 　 高層住居誘導地区又は都市再生特別地区の境界線

　 　 日影時間の異なる区域の境界線

　 　 敷地の接する道路、水面、線路敷その他これらに類するものの位置及び幅員

　 　 敷地内における建築物の位置

　 　 平均地盤面からの建築物の各部分の高さ

　 　 測定線

　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から三十分ごとに午後四時まで（道の区域内にあ

つては、午前九時から三十分ごとに午後三時まで）の各時刻に水平面に生じさせる日影の

形状
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　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道の区域内にあつては、午前

九時から午後三時まで）の間に測定線上の主要な点に生じさせる日影時間

　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道の区域内にあつては、午前

九時から午後三時まで）の間に水平面に生じさせる日影時間

　 　 建築物が冬至日の真太陽時による午前八時から午後四時まで（道の区域内にあつては、午前

九時から午後三時まで）の間に水平面に生じさせる日影の等時間日影線

　 　 土地の高低

　 日影形状算定表 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における平均地盤面からの当

該建築物の各部分の高さ及び日影の形状を算定するための算式

　 二面以上の断面図 平均地盤面

　 　 地盤面及び平均地盤面からの建築物の各部分の高さ

　 　 隣地又はこれに連接する土地で日影が生ずるものの地盤面又は平均地表面

　 平均地盤面算定表 建築物が周囲の地面と接する各位置の高さ及び平均地盤面を算定するための算式

二　取消対象区域内の土地について所有権又は借地権を有する者全員の合意を証する書面

三　前二号に定めるもののほか、特定行政庁が規則で定めるもの

２　特定行政庁は、認定の取消しをしたときは、別記第六十六号様式による通知書に、許可の取消しをしたときは、別記第六十六号の二様

式による通知書に、前項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

３　特定行政庁は、取消しをしないときは、別記第六十七号様式による通知書に、許可の取消しをしないときは、別記第六十七号の二様式

による通知書に、第一項の申請書の副本及びその添付図書を添えて、申請者に通知するものとする。

（認定の取消しに係る公告の方法）

第十条の二十二　第十条の二十の規定は、法第八十六条の五第四項の規定による公告について準用する。

（認定の取消しに係る公告）

第十条の二十二の二　特定行政庁は、法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条の二第一項の規定による認定を取り消したとき

（法第八十六条の五第二項の規定による認定の取消しをしたときを除く。第三項において同じ。）は、遅滞なく、その旨を公告しなければ

ならない。

２　第十条の二十の規定は、前項の規定による公告について準用する。

３　法第八十六条第一項若しくは第二項又は法第八十六条の二第一項の規定による認定を取り消したときは、第一項の規定による公告によ

つて、その効力を生ずる。

（許可の取消しに係る公告）

第十条の二十二の三　特定行政庁は、法第八十六条第三項若しくは第四項又は法第八十六条の二第二項若しくは第三項の規定による許可を

取り消したとき（法第八十六条の五第三項の規定による許可の取消しをしたときを除く。第三項において同じ。）は、遅滞なく、その旨

を公告しなければならない。

２　第十条の二十の規定は、前項の規定による公告について準用する。

３　法第八十六条第三項若しくは第四項又は法第八十六条の二第二項若しくは第三項の規定による許可を取り消したときは、第一項の規定

による公告によつて、その効力を生ずる。

（全体計画認定の申請等）

第十条の二十三　全体計画認定の申請をしようとする者は、次の各号に掲げる図書及び書類を特定行政庁に提出するものとする。ただし、

第一条の三第一項の表一の（い）項に掲げる配置図又は各階平面図は、同条第一項の表二の（二十三）項の（ろ）欄に掲げる道路に接し

て有効な部分の配置図若しくは特定道路の配置図、同表の（二十八）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限適合建築物の配置図、隣地高さ

制限適合建築物の配置図若しくは北側高さ制限適合建築物の配置図又は同表の（二十九）項の（ろ）欄に掲げる日影図と、同条第一項の

表一の（ろ）項に掲げる二面以上の立面図又は二面以上の断面図は、同条第一項の表二の（二十八）項の（ろ）欄に掲げる道路高さ制限

適合建築物の二面以上の立面図、隣地高さ制限適合建築物の二面以上の立面図若しくは北側高さ制限適合建築物の二面以上の立面図又は

同表の（四十五）項の（ろ）欄に掲げる防災都市計画施設に面する方向の立面図と、それぞれ併せて作成することができる。

一　別記第六十七号の三様式による申請書（以下この条及び次条において単に「申請書」という。）の正本及び副本に、それぞれ、次に

掲げる図書及び書類で、全体計画に係るそれぞれの工事ごとに作成したものを添えたもの（正本に添える図書にあつては、当該図書の

設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　第一条の三第一項の表一の各項に掲げる図書（同条第一項第一号イの認定を受けた構造の建築物又はその部分に係る場合で当該認

定に係る認定書の写しを添えたものにおいては同号イに規定する国土交通大臣の指定した図書を除く。）

ロ　申請に係る建築物が第一条の三第一項第一号ロ（１）から（３）までに掲げる建築物である場合にあつては、それぞれ当該（１）

から（３）までに定める図書及び書類

ハ　申請に係る建築物が法第三条第二項（法第八十六条の九第一項において準用する場合を含む。）の規定により法又はこれに基づく

命令若しくは条例の規定の適用を受けないものであることを示す書面

二　全体計画概要書

２　申請に係る全体計画に建築設備に係る部分が含まれる場合においては、申請書は、次の各号に掲げる図書及び書類とする。

一　別記第六十七号の三様式による正本及び副本に、それぞれ、次に掲げる図書及び書類で、全体計画に係るそれぞれの工事ごとに作成

したものを添えたもの（正本に添える図書にあつては、当該図書の設計者の氏名が記載されたものに限る。）

イ　前項第一号イからハまでに掲げる図書及び書類

ロ　申請に係る全体計画に法第八十七条の四の昇降機に係る部分が含まれる場合又は法第六条第一項第一号から第三号までに掲げる建

築物の全体計画に令第百四十六条第一項第三号に掲げる建築設備に係る部分が含まれる場合にあつては、別記第八号様式中の「昇降

機の概要の欄」又は「建築設備の概要の欄」に記載すべき事項を記載した書類

ハ　申請に係る全体計画に含まれる建築設備が第一条の三第四項第一号ハ（１）及び（２）に掲げる建築設備である場合にあつては、

それぞれ当該（１）及び（２）に定める図書及び書類

二　全体計画概要書

３　第一項及び前項の規定にかかわらず、次の各号に掲げる建築物の全体計画に係る申請書にあつては、それぞれ当該各号に定めるところ

によるものとする。

一　法第六条の四第一項第二号に掲げる建築物　認定型式の認定書の写し（その認定型式が令第百三十六条の二の十一第一号イに掲げる

規定に適合するものであることの認定を受けたものである場合にあつては、当該認定型式の認定書の写し及び第一条の三第五項第一号
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に規定する国土交通大臣が定める図書及び書類）を添えたものにあつては、同項の表一の（い）欄に掲げる建築物の区分に応じ、同表

の（ろ）欄に掲げる図書についてはこれを添えることを要しない。

二　法第六条の四第一項第三号に掲げる建築物　第一条の三第五項の表二の（い）欄に掲げる建築物の区分に応じ、同表の（ろ）欄に掲

げる図書についてはこれを添えることを要せず、同表の（は）欄に掲げる図書については同表の（に）欄に掲げる事項を明示すること

を要しない。

三　認証型式部材等を有する建築物　認証型式部材等に係る認証書の写しを添えたものにあつては、第一条の三第五項の表一の（い）欄

に掲げる建築物の区分に応じ、同表の（ろ）欄及び（は）欄に掲げる図書についてはこれらを添えることを要せず、同表の（に）欄に

掲げる図書については同表の（ほ）欄に掲げる事項を明示することを要しない。

４　第一条の三第一項の表一の各項に掲げる図書に明示すべき事項を同表に掲げる図書のうち他の図書に明示してその図書を第一項又は第

二項の申請書に添える場合においては、第一項又は第二項の規定にかかわらず、当該各項に掲げる図書に明示することを要しない。この

場合において、当該各項に掲げる図書に明示すべきすべての事項を当該他の図書に明示したときは、当該各項に掲げる図書を第一項又は

第二項の申請書に添えることを要しない。

５　特定行政庁は、申請に係る建築物が法第三十九条第二項、第四十条、第四十三条第三項、第四十三条の二、第四十九条から第五十条ま

で、第六十八条の二第一項若しくは第六十八条の九第一項の規定に基づく条例（法第八十七条第二項又は第三項においてこれらの規定に

基づく条例の規定を準用する場合を含む。）又は第六十八条の九第二項の規定に基づく条例の規定に適合するものであることについての

確認をするために特に必要があると認める場合においては、規則で、第一項又は第二項の規定に定めるもののほか、申請書に添えるべき

図書について必要な規定を設けることができる。

６　前各項に規定する図書及び書類のほか、特定行政庁が全体計画の内容を把握するため又は申請に係る建築物の安全性を確かめるために

特に必要があると認めて規則で定める図書及び書類を申請書に添えなければならない。

７　前各項の規定により申請書に添えるべき図書及び書類のうち二以上の図書及び書類の内容が同一である場合においては、申請書にその

旨を記載した上で、これらの図書及び書類のうちいずれかの図書及び書類を申請書に添付し、他の図書及び書類の添付を省略することが

できる。

８　特定行政庁は、全体計画認定をしたときは、別記第六十七号の五様式による通知書に、当該全体計画認定に係る申請書の副本及びその

添付図書及び添付書類を添えて、申請者に通知するものとする。

９　特定行政庁は、全体計画認定をしないときは、別記第六十七号の六様式による通知書に、当該通知に係る申請書の副本及びその添付図

書及び添付書類を添えて、申請者に通知するものとする。

（全体計画認定の変更の申請等）

第十条の二十四　全体計画変更認定の申請をしようとする者は、申請書の正本及び副本並びに全体計画概要書に前条第一項から第七項まで

の規定による添付図書添付書類のうち変更に係るものを添えて、特定行政庁に提出するものとする。

２　前条第八項及び第九項の規定は、全体計画認定の変更の場合について準用する。この場合において、同条第八項及び第九項中「全体計

画認定」とあるのは「全体計画変更認定」と、「添付図書及び添付書類」とあるのは「添付図書及び添付書類（変更に係るものに限る。）」

と読み替えるものとする。

（全体計画の変更に係る認定を要しない軽微な変更）

第十条の二十五　法第八十六条の八第三項（法第八十七条の二第二項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める軽微な変更

は、次に掲げるものとする。

一　第三条の二第一項各号に掲げる変更であつて、変更後も全体計画に係る建築物の計画が建築基準関係規定に適合することが明らかな

もの

二　全体計画認定を受けた全体計画に係る工事の実施時期の変更のうち、工事の着手又は完了の予定年月日の三月以内の変更

（工事現場の確認の表示の様式）

第十一条　法第八十九条第一項（法第八十七条の四又は法第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による

工事現場における確認の表示の様式は、別記第六十八号様式による。

（安全上の措置等に関する計画届の様式）

第十一条の二　法第九十条の三（法第八十七条の四において準用する場合を含む。）の規定による建築物の安全上、防火上又は避難上の措

置に関する計画の届出（安全上の措置等に関する計画届）をしようとする建築主は、別記第六十九号様式による届出書に次の表に掲げる

図書を添えて特定行政庁に提出するものとする。当該計画を変更した場合も同様とする。

図書の種類 明示すべき事項

付近見取図 方位、道路及び目標となる地物

配置図 縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置並びに敷地の接する道路の位置及び幅員

工事着手前の

各階平面図

縮尺、方位、間取、各室の用途、壁の位置及び種類並びに開口部及び防火設備の位置

工事計画書 工事により機能の確保に支障を生ずる避難施設等の種類、箇所及び工事期間、工事に伴う火気の種類、使用場所及び使

用期間、工事に使用する資材及び機械器具の種類、量並びに集積、設置等の場所、方法及び期間、工事に係る部分の区

画の方法並びに工事に係る部分の工事完了後の状況

安全計画書 工事の施工中における使用部分及びその用途並びに工事により機能の確保に支障を生ずる避難施設等に係る代替措置の

概要、使用する火気、資材及び機械器具の管理の方法その他安全上、防火上又は避難上講ずる措置の内容

２　法第七条の六第一項第一号又は第二号の規定による仮使用の認定を受けた者が前項の届出をする場合においては、同項の規定にかかわ

らず、同項の表に掲げる図書を添えることを要しない。

（手数料の納付の方法）

第十一条の二の二　法第九十七条の四第一項及び第二項の手数料の納付は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定め

るところにより行うものとする。

一　国に納める場合　当該手数料の金額に相当する額の収入印紙をもつて納める。ただし、印紙をもつて納め難い事由があるときは、現

金をもつてすることができる。

二　指定認定機関又は承認認定機関に納める場合　法第七十七条の四十五第一項（法第七十七条の五十四第二項において準用する場合を

含む。）に規定する認定等業務規程で定めるところにより納める。

三　指定性能評価機関又は承認性能評価機関に納める場合　法第七十七条の五十六第二項及び法第七十七条の五十七第二項において準用

する法第七十七条の四十五第一項の性能評価の業務に関する規程で定めるところにより納める。
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（手数料の額）

第十一条の二の三　法第九十七条の四第一項の国土交通省令で定める手数料の額は、次の各号に掲げる処分の区分に応じ、当該各号に定め

る額とする。

一　構造方法等の認定　申請一件につき、二万円に、別表第二の（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額を加

算した額。ただし、法第六十八条の二十五第五項及び第七項の規定により申請する場合にあつては、二万円とする。

二　特殊構造方法等認定　申請一件につき、二百十二万円

三　型式適合認定　申請一件につき、別表第三の（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額

四　法第六十八条の十一第一項の認証又はその更新　申請に係る工場等一件につき、四十九万円

五　法第六十八条の二十二第一項の認証又はその更新　申請に係る工場等一件につき、三十九万円に、職員二人が同条第二項（法第八十

八条第一項において準用する場合を含む。）において準用する法第六十八条の十三に掲げる基準に適合するかどうかを審査するため、

当該審査に係る工場等の所在地に出張するとした場合に旅費法の規定により支給すべきこととなる旅費の額に相当する額を加算した

額。この場合において、その旅費の額の計算に関し必要な細目は、第十条の五の十八から第十条の五の二十までの規定を準用する。

２　前項各号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の手数料は、当該各号に定める額とする。

一　構造方法等の認定のための審査に当たつて実物等の提出を受けて試験その他の方法により評価を行うことが困難であることその他の

理由により申請者が工場等において行う試験又は工場等における指定建築材料の製造、検査若しくは品質管理を目視その他適切な方法

により確認する必要がある場合として国土交通大臣が定める場合　申請一件につき、前項第一号本文に定める額に、当該目視その他適

切な方法による確認を行うために必要な費用として国土交通大臣が定める額を加算した額（ただし、法第六十八条の二十五第五項及び

第七項の規定により申請する場合にあつては、二万円）

二　既に構造方法等の認定のための審査に当たつて行われた評価に係る試験の結果を用いることにより、新たな試験を要しないこととな

る評価に基づいて行われる認定を受けようとする場合　次のイからハまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからハまでに定める額

（ただし、法第六十八条の二十五第五項及び第七項の規定により申請する場合にあつては、二万円）

イ　法第二条第九号若しくは第九号の二ロ、法第二十七条第一項（防火設備に関するものに限る。）若しくは法第六十一条第一項（防

火設備に関するものに限る。）又は令第一条第五号若しくは第六号、令第二十条の七第二項から第四項まで、令第百十二条第一項若

しくは第十二項ただし書、令第百十四条第五項若しくは令第百三十七条の十第一号ロ（４）の規定に基づく認定の場合　三十五万円

ロ　令第四十六条第四項の表一の（八）項又は第八条の三の規定に基づく認定の場合　百三十九万円

ハ　建築基準法に基づく指定建築基準適合判定資格者検定機関等に関する省令（平成十一年建設省令第十三号。第五項第一号において

「機関省令」という。）第六十三条第四号に掲げる認定のうち、イ又はロの認定以外の認定の場合　四十六万円

三　既に構造方法等の認定を受けた構造方法等の軽微な変更であつて、国土交通大臣が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるも

のの認定を受けようとする場合　次のイ又はロに掲げる場合の区分に応じ、当該イ又はロに定める額（ただし、法第六十八条の二十五

第五項及び第七項の規定により申請する場合にあつては、二万円）

イ　法第二十条第一項第一号の規定に基づく認定の場合　二万円に、別表第二（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄

に掲げる額の三分の一の額を加算した額（その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ロ　イに掲げる場合以外の場合　二万円に、別表第二（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の十分の一の

額を加算した額

四　既に特殊構造方法等認定を受けた構造方法又は建築材料の軽微な変更であつて、国土交通大臣が安全上、防火上及び衛生上支障がな

いと認めるものの認定を受けようとする場合　五十七万円

五　既に特殊構造方法等認定を受けた構造方法又は建築材料に係る第十条の五の二十三第一項の申請書又は同項各号に掲げる図書の記載

事項の形式的な変更の認定を受けようとする場合　二万円

六　次の表の各項に掲げる規定のうち、既に型式適合認定（建築物の部分で、門、塀、改良便槽、
し

屎尿浄化槽及び合併処理浄化槽並びに

給水タンク及び貯水タンクその他これらに類するもの（屋上又は屋内にあるものを除く。）以外のものに関する認定に限る。）を受けた

型式について、認定を受けようとする場合　次のイからヘまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからヘまでに定める額

イ　次の表の（一）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合　別表第三（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄

に掲げる額の五分の三

ロ　次の表の（二）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合　別表第三（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄

に掲げる額の四分の一

ハ　次の表の（三）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合　別表第三（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄

に掲げる額の四分の一

ニ　次の表の（一）項及び（二）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合（イ又はロに掲げる場合を除く。）　別表第三（い）欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の五分の四

ホ　次の表の（一）項及び（三）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合（イ又はハに掲げる場合を除く。）　別表第三（い）欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の五分の四

ヘ　次の表の（二）項及び（三）項に掲げる規定に係る変更をしようとする場合（ロ又はハに掲げる場合を除く。）　別表第三（い）欄

に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の二十分の九

（一） 法第二十条（第一項第一号後段、第二号イ後段及び第三号イ後段に係る部分に限る。）及び令第三章（令第五十二条第一項、

令第六十一条、令第六十二条の八、令第七十四条第二項、令第七十五条、令第七十六条及び令第八十条の三を除き、令第八

十条の二にあつては国土交通大臣が定めた安全上必要な技術的基準のうちその指定する基準に係る部分に限る。）の規定

（二） 法第二十一条から法第二十三条まで、法第二十五条から法第二十七条まで、法第三十五条の二、法第三十五条の三、法第三

章第五節（法第六十一条第一項中門及び塀に係る部分、法第六十四条並びに法第六十六条を除く。）、法第六十七条第一項（門

及び塀に係る部分を除く。）及び法第八十四条の二並びに令第四章、令第五章（第六節を除く。）、令第五章の二、令第五章の

三、令第七章の二（令第百三十六条の二第五号を除く。）及び令第七章の九の規定

（三） 法第二十八条（第一項を除く。）、法第二十八条の二から法第三十条まで、法第三十一条第一項、法第三十三条及び法第三十

四条並びに令第二章（令第十九条、令第二十条及び令第三十一条から令第三十五条までを除く。）及び令第五章の四（令第百

二十九条の二の四第三項第三号を除き、令第百二十九条の二の三第一項及び令第百二十九条の二の四第二項第六号にあつて

は国土交通大臣が定めた構造方法のうちその指定する構造方法に係る部分に限る。）の規定

七　既に型式部材等製造者の認証を受けた者が、当該認証に係る技術的生産条件で製造をする別の型式部材等につき新たに型式部材等製

造者の認証を受けようとする場合　申請一件につき二万六千円
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八　同時に行われる申請において、一の技術的生産条件で製造をする二以上の型式の型式部材等につき認証を受けようとする場合　二万

六千円に申請件数から一を減じた数を乗じた額及び前項第四号又は第五号に規定する額（申請に係る工場等の件数を一として算定した

ものとする。次号において同じ。）の合計額

九　一の申請において、一の技術的生産条件で二以上の工場等において認証を受けようとする場合　二万六千円に申請に係る工場等の件

数から一を減じた数を乗じた額及び前項第四号又は第五号に規定する額の合計額

３　法第九十七条の四第二項の国土交通省令で定める手数料のうち指定認定機関又は指定性能評価機関が行う処分又は性能評価（以下この

条において「処分等」という。）に係るものの額は、次の各号に掲げる処分等の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　型式適合認定　申請一件につき、第一項第三号に掲げる額

二　法第六十八条の十一第一項の認証又はその更新　申請に係る工場等一件につき、第一項第四号に掲げる額

三　法第六十八条の二十二第一項の認証又はその更新　申請に係る工場等一件につき、三十九万円に、指定認定機関の主たる事務所の所

在地より当該申請に係る工場等の所在地に出張するとした場合に第一項第五号の規定に準じて算出した旅費の額に相当する額を加算し

た額

四　性能評価　別表第二の（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額

４　第二項（第一号から第四号までを除く。）の規定は、前項第一号から第三号までに掲げる処分の申請に係る手数料の額について準用す

る。

５　第三項第四号の規定にかかわらず、次の各号に掲げる場合の手数料は、当該各号に定める額とする。

一　機関省令第六十三条第五号の規定による審査に基づく性能評価を受ける場合　申請一件につき、別表第二の（い）欄に掲げる区分に

応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額に、第二項第一号に規定する国土交通大臣が定める額を加算した額

二　既に構造方法等の認定のための審査に当たつて行われた性能評価に係る試験の結果を用いることにより、新たな試験を要しないこと

となる性能評価を受ける場合　申請一件につき、次のイからハまでに掲げる性能評価の区分に応じ、当該イからハまでに定める額

イ　第二項第二号イに掲げる認定に係る性能評価　三十三万円

ロ　第二項第二号ロに掲げる認定に係る性能評価　百三十七万円

ハ　第二項第二号ハに掲げる認定に係る性能評価　四十四万円

三　既に構造方法等の認定を受けた構造方法等の軽微な変更であつて、国土交通大臣が安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるも

のの認定を受けようとする場合に係る性能評価を受ける場合　次のイ又はロに掲げる性能評価の区分に応じ、当該イ又はロに定める額

イ　第二項第三号イに掲げる認定に係る性能評価　別表第二（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の三分

の一（その額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとする。）

ロ　第二項第三号ロに掲げる認定に係る性能評価　別表第二（い）欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の（ろ）欄に掲げる額の十分

の一

６　指定性能評価機関が、自らが行う性能評価に係る手数料の額について、次項各号に掲げる基準に適合するものとして国土交通大臣の認

可を受けたときは、当該性能評価に係る手数料の額は、第三項第四号及び前項の規定にかかわらず、その認可を受けた額とする。

７　法第九十七条の四第二項の国土交通省令で定める手数料のうち承認認定機関又は承認性能評価機関が行う処分等に係るものの額は、次

に掲げる基準に適合するものとして国土交通大臣の認可を受けた額とする。

一　手数料の額が当該処分等の業務の適正な実施に要する費用の額を超えないこと。

二　特定の者に対して不当な差別的取扱いをするものではないこと。

８　承認認定機関、指定性能評価機関又は承認性能評価機関は、前二項の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書

を国土交通大臣に提出しなければならない。手数料の額の変更の認可を受けようとするときも、同様とする。

一　認可を受けようとする手数料の額（業務の区分ごとに定めたものとする。次号において同じ。）

二　審査一件当たりに要する人件費、事務費その他の経費の額

三　旅費（鉄道費、船賃、航空賃及び車賃をいう。）、日当及び宿泊料の額

四　その他必要な事項

（書類の閲覧等）

第十一条の三　法第九十三条の二（法第八十八条第二項において準用する場合を含む。）の国土交通省令で定める書類は、次の各号に掲げ

るものとする。ただし、それぞれの書類に記載すべき事項が特定行政庁の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は電磁的記録媒

体に記録され、必要に応じ特定行政庁において電子計算機その他の機器を用いて明確に紙面に表示されるときは、当該記録をもつてこれ

らの図書とみなす。

一　別記第三号様式による建築計画概要書

二　別記第十二号様式による築造計画概要書

三　別記第三十六号の三様式による定期調査報告概要書

四　別記第三十六号の五様式、別記第三十六号の七様式、別記第三十六号の九様式及び別記第三十六号の十一様式による定期検査報告概

要書

五　処分等概要書

六　全体計画概要書

七　指定道路図

八　指定道路調書

２　特定行政庁は、前項の書類（同項第七号及び第八号の書類を除く。）を当該建築物が滅失し、又は除却されるまで、閲覧に供さなけれ

ばならない。

３　特定行政庁は、第一項の書類を閲覧に供するため、閲覧に関する規程を定めてこれを告示しなければならない。

（映像等の送受信による通話の方法による口頭審査）

第十一条の四　令第百四十七条の四において準用する行政不服審査法施行令（平成二十七年政令第三百九十一号）第八条に規定する方法に

よつて口頭審査の期日に審理を行う場合には、審理関係人（行政不服審査法（平成二十六年法律第六十八号）第二十八条に規定する審理

関係人をいう。以下この条において同じ。）の意見を聴いて、当該審理に必要な装置が設置された場所であつて審査庁（同法第九条第一

項に規定する審査庁をいう。）が相当と認める場所を、審理関係人ごとに指定して行う。

（権限の委任）

第十二条　法（第六条の二第一項（第八十七条第一項、第八十七条の四又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含

む。）、第七条の二第一項（第八十七条の四又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）、第十八条の二第一項並
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びに第四章の二第二節及び第三節を除く。）、令及びこの省令に規定する国土交通大臣の権限のうち、次に掲げるものは、地方整備局長及

び北海道開発局長に委任する。ただし、第五号から第八号までに掲げる権限については、国土交通大臣が自ら行うことを妨げない。

一　法第九条の三第一項の規定による通知を受理し、及び同条第二項の規定により通知すること（国土交通大臣が講じた免許又は許可の

取消し、業務の停止の処分その他必要な措置に係るものを除く。）。

二　法第十二条の二第一項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）及び法第十二条の三第三項（法第八十八条第一項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による交付をすること。

三　法第十二条の二第一項第二号（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）及び法第十二条の三第三項第二号（法第八十八

条第一項において準用する場合を含む。）の規定による認定をすること。

四　法第十二条の二第三項（法第十二条の三第四項（法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）又は法第八十八条第一項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により返納を命ずること。

五　法第十四条第一項の規定による助言又は援助をし、及び同条第二項の規定により必要な勧告、助言若しくは援助をし、又は必要な参

考資料を提供すること。

六　法第十五条の二の規定により必要な報告若しくは物件の提出を求め、又はその職員に立入検査、試験若しくは質問させること。

七　法第十六条の規定により必要な報告又は統計の資料の提出を求めること。

八　法第十七条第二項、第四項（同条第十一項において準用する場合を含む。）及び第九項の規定により指示すること。

九　法第四十九条第二項の規定による承認をすること。

十　法第六十八条の二第五項の規定による承認をすること。

十一　法第四章の三に規定する権限

十二　法第八十五条の三の規定による承認をすること。

十三　令第百四十四条の四第三項（第十条の三第二項において準用する場合を含む。）の規定による承認をすること。

十四　第六条の十八（第六条の二十三、第六条の二十五及び第六条の二十七において読み替えて準用する場合を含む。）の規定により範

囲を限定し、条件を付し、及びこれを変更すること。

十五　第六条の二十（第六条の二十三、第六条の二十五及び第六条の二十七において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による再

交付をすること。

十六　第六条の二十の二（第六条の二十三、第六条の二十五及び第六条の二十七において読み替えて準用する場合を含む。）の規定によ

る届出を受理すること。

十七　第六条の二十一第三項（第六条の二十三、第六条の二十五及び第六条の二十七において準用する場合を含む。）の規定による受納

をすること。

附　則

この省令は、昭和二十五年十一月二十三日から施行する。

附　則　（昭和二七年四月一日建設省令第一〇号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和二九年六月一日建設省令第一八号）　抄

１　この省令は、公布の日から施行する。但し、第一条第一項の改正に関する規定は、昭和二十九年七月一日から施行する。

附　則　（昭和三〇年五月一〇日建設省令第一一号）　抄

１　この省令は、昭和三十年六月一日から施行する。

附　則　（昭和三一年二月二日建設省令第一号）　抄

１　この省令は、昭和三十一年二月二十一日から施行する。

附　則　（昭和三四年一二月二三日建設省令第三四号）

この省令は、昭和三十四年十二月二十三日から施行する。

附　則　（昭和三七年一〇月二二日建設省令第三一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和三八年一二月二八日建設省令第二六号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、昭和三十九年一月一日から施行する。

附　則　（昭和三九年一月一四日建設省令第一号）

この省令は、昭和三十九年一月十五日から施行する。

附　則　（昭和三九年四月一日建設省令第一五号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四一年三月三一日建設省令第一二号）

この省令は、昭和四十一年四月一日から施行する。

附　則　（昭和四四年六月一四日建設省令第四二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、法の施行の日（昭和四十四年六月十四日）から施行する。

附　則　（昭和四四年一一月一三日建設省令第五三号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和四五年一二月二三日建設省令第二七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律（昭和四十五年法律第百九号。以下「改正法」という。）の施行の日（昭和四十六年一

月一日）から施行する。

（用途地域等に関する経過措置）

２　改正法附則第十三項の規定による改正前の都市計画法（昭和四十三年法律第百号。以下「改正前の都市計画法」という。）の規定によ

る都市計画区域でこの省令の施行の際現に存するものの内の建築物、建築物の敷地又は建築物若しくはその敷地の部分については、この

省令の施行の日から起算して三年を経過する日（その日前に同項の規定による改正後の都市計画法第二章の規定により、当該都市計画区

域について用途地域に関する都市計画が決定されたときは、同法第二十条第一項（同法第二十二条第一項において読み替える場合を含
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む。）の規定による告示があつた日。附則第四項において同じ。）までの間は、この省令による改正後の建築基準法施行規則第一条第六項

の規定は、適用せず、この省令による改正前の建築基準法施行規則第一条第六項の規定は、なおその効力を有する。

附　則　（昭和四七年一二月二七日建設省令第三七号）

この省令は、昭和四十八年一月一日から施行する。

附　則　（昭和五〇年三月一八日建設省令第三号）　抄

１　この省令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（昭和四十九年法律第六十七号）の施行の日（昭和五十年四月一日）か

ら施行する。

附　則　（昭和五〇年一二月二三日建設省令第二〇号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五二年一〇月二六日建設省令第九号）

この省令は、建築基準法の一部を改正する法律（昭和五十一年法律第八十三号）の施行の日（昭和五十二年十一月一日）から施行す

る。

附　則　（昭和五五年一〇月二五日建設省令第一二号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、法の施行の日（昭和五十五年十月二十五日）から施行する。

附　則　（昭和五六年六月一日建設省令第九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（昭和五六年一二月一八日建設省令第一九号）

この省令は、昭和五十七年四月一日から施行する。

附　則　（昭和五九年三月二九日建設省令第二号）

１　この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。

２　この省令による改正前の別記第六号様式による届出書は、昭和五十九年六月三十日までの間は、この省令による改正後の別記第六号様

式による届出書とみなす。

附　則　（昭和六二年三月二五日建設省令第五号）

この省令は、昭和六十二年四月一日から施行する。

附　則　（昭和六二年一一月六日建設省令第二五号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律（昭和六十二年法律第六十六号。以下「改正法」という。）の施行の日（昭和六十二年

十一月十六日）から施行する。

（改正法の施行前に確認等の通知をした総合的設計による同一敷地内建築物に関する公告事項）

２　改正法附則第二条第一項の建設省令で定める事項は、この省令による改正後の建築基準法施行規則第十条の二に規定する事項とする。

附　則　（平成元年三月二七日建設省令第三号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成元年一一月二一日建設省令第一七号）

（施行期日）

この省令は、平成元年十一月二十二日から施行する。

附　則　（平成二年一一月一九日建設省令第一〇号）

この省令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成二年法律第六十一号）の施行の日（平成二年十一月二十日）から

施行する。

附　則　（平成五年一月二六日建設省令第一号）

この省令は、平成五年二月十五日から施行する。

附　則　（平成五年六月二一日建設省令第八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（平成五年六月二十五日）から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現に都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成四年法律第八十二号。以下「改正法」という。）第一

条の規定による改正前の都市計画法の規定により定められている都市計画区域に係る用途地域内における建築基準法第六条第一項（同法

第八十七条第一項及び第八十八条第二項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請については、この省令の施行の日から

起算して三年を経過する日（その日前に改正法第一条の規定による改正後の都市計画法第二章の規定により、当該都市計画区域につい

て、用途地域に関する都市計画が決定されたときは、当該都市計画の決定に係る都市計画法第二十条第一項（同法第二十二条第一項にお

いて読み替える場合を含む。）の規定による告示があった日）までの間は、建築基準法施行規則の別記第五号の二様式の注意中２．⑦の

規定、別記第十三号様式の注意中３．③の規定及び別記第十四号様式の注意中５．の規定並びに別紙については、なお従前の例による。

附　則　（平成五年六月三〇日建設省令第一四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成六年六月二九日建設省令第一九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成七年五月二四日建設省令第一五号）

この省令は、都市再開発法等の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成七年五月二十五日）から施行する。

附　則　（平成七年一二月二五日建設省令第二八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、法の施行の日（平成七年十二月二十五日）から施行する。

附　則　（平成九年六月一三日建設省令第九号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成九年八月二九日建設省令第一三号）

（施行期日）
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この省令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（平成九年九月一日）から施行する。

附　則　（平成九年一一月六日建設省令第一六号）

この省令は、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律の施行の日（平成九年十一月八日）から施行する。

附　則　（平成一一年四月二六日建設省令第一四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十一年五月一日）から施行する。

附　則　（平成一二年一月三一日建設省令第一〇号）

この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

附　則　（平成一二年三月三一日建設省令第一九号）

１　この省令は、平成十二年四月一日から施行する。

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（平成一二年五月三一日建設省令第二六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十二年六月一日から施行する。

（手数料に関する経過措置）

第二条　建築基準法の一部を改正する法律（平成十年法律第百号）による改正前の法第三十八条の規定に基づき建設大臣の認定を受けた建

築物に用いる建築材料又は構造方法で構造方法等の認定を受けるもののうち、国土交通大臣の認めたものについては、第十一条の二の三

第一項第一号の規定にかかわらず、手数料は徴収しない。

附　則　（平成一二年一一月二〇日建設省令第四一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第七二号）

この省令は、平成十三年四月一日から施行する。

附　則　（平成一三年三月三〇日国土交通省令第七四号）

この省令は、浄化槽法の一部を改正する法律の施行の日（平成十三年四月一日）から施行する。

附　則　（平成一三年五月一六日国土交通省令第九〇号）

この省令は、都市計画法及び建築基準法の一部を改正する法律（平成十二年法律第七十三号）の施行の日（平成十三年五月十八日）か

ら施行する。

附　則　（平成一三年九月一四日国土交通省令第一二八号）

この省令は、平成十三年十月十五日から施行する。

附　則　（平成一四年五月三一日国土交通省令第六六号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、法の施行の日（平成十四年六月一日）から施行する。

附　則　（平成一四年一二月二七日国土交通省令第一二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年一月一日）から施行する。

附　則　（平成一五年二月七日国土交通省令第一〇号）

この省令は、平成十五年四月一日から施行する。

附　則　（平成一五年三月一〇日国土交通省令第一六号）

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法等の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成十五年七月一日）から施行する。ただし、第一条中第五

条第二項、第六条第二項及び第十一条の三の改正規定並びに別記第三十六号様式の次に三様式を加える改正規定並びに別記第八十四号様

式の次に三様式を加える改正規定は、平成十五年九月一日から施行する。

（定期報告に関する経過措置）

第二条　この省令による改正後の第五条第二項及び第六条第二項の規定に関わらず、法第十二条第一項及び第二項に基づく報告について

は、平成十六年三月三十一日までの間は、なお従前の例によることができる。

附　則　（平成一五年一二月一八日国土交通省令第一一六号）

この省令は、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（平成十五年十二月十九日）

から施行する。

附　則　（平成一六年三月三一日国土交通省令第三四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一六年五月二七日国土交通省令第六七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に掲げる日から施行する。

一　第二条中建築基準法施行規則第十条の五の六第三項及び第十条の五の九第二項第一号の改正規定並びに第五条の規定　公布の日

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　第二条の規定による改正後の建築基準法施行規則（以下この条において「新建築基準法施行規則」という。）第四条の二十第一項

第二号の登録、同条第二項第二号の登録又は同条第三項第二号の登録を受けようとする者は、第二条の規定の施行前においても、その申

請を行うことができる。新建築基準法施行規則第四条の二十七（新建築基準法施行規則第四条の三十七又は第四条の三十九において準用

する場合を含む。）の規定による登録調査資格者講習事務規程その他の規程の届出についても、同様とする。

２　第二条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の建築基準法施行規則（以下この条において「旧建築基準法施行規則」という。）

第四条の二十第一項第二号の指定、同条第四項第二号の指定又は同条第七項第二号の指定を受けている講習は、第二条の規定の施行の日

から起算して六月を経過する日までの間は、それぞれ新建築基準法施行規則第四条の二十第一項第二号の登録、同条第二項第二号の登録

又は同条第三項第二号の登録を受けている講習とみなす。
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３　第二条の規定の施行前に旧建築基準法施行規則第四条の二十第一項第二号の指定、同条第四項第二号の指定又は同条第七項第二号の指

定を受けた講習を修了した者は、それぞれ新建築基準法施行規則第四条の二十第一項第二号の登録、同条第二項第二号の登録又は同条第

三項第二号の登録を受けた講習を修了した者とみなす。

附　則　（平成一六年六月一八日国土交通省令第七〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十六年七月一日から施行する。

附　則　（平成一六年一二月一五日国土交通省令第九九号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、都市緑地保全法等の一部を改正する法律（平成十六年法律第百九号）の施行の日（平成十六年十二月十七日）から施行す

る。

附　則　（平成一六年一二月一五日国土交通省令第一〇一号）

この省令は、景観法の施行の日（平成十六年十二月十七日）から施行する。

附　則　（平成一七年三月七日国土交通省令第一二号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一七年三月二九日国土交通省令第二四号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、行政事件訴訟法の一部を改正する法律の施行の日（平成十七年四月一日）から施行する。

（経過措置）

３　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（平成一七年五月二五日国土交通省令第五八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、景観法附則ただし書に規定する規定の施行の日（平成十七年六月一日）から施行する。

附　則　（平成一七年五月二七日国土交通省令第五九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築物の安全性及び市街地の防災機能の確保等を図るための建築基準法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十

七年六月一日）から施行する。

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　第一条の規定の施行の日前三年以内に建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号。以下「法」という。）第十八条第七項（法第八

十八条第一項において準用する場合を含む。）の規定による検査済証の交付を受けていない場合における 初の点検（第一条の規定によ

る改正後の建築基準法施行規則（以下この条において「新基準法規則」という。）第五条の二第一項に規定する点検をいう。）について

は、新基準法規則第五条の二第二項の規定にかかわらず、第一条の規定の施行の日から起算して三年以内に行うものとする。

２　第一条の規定の施行の日前一年以内に法第十八条第七項（法第八十七条の二又は法第八十八条第一項において準用する場合を含む。）

の規定による検査済証の交付を受けていない場合における 初の点検（新基準法規則第六条の二第一項に規定する点検をいう。）につい

ては、新基準法規則第六条の二第二項の規定にかかわらず、第一条の規定の施行の日から起算して一年以内に行うものとする。

３　第一条の規定の施行の際現にある同条の規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成一八年三月二九日国土交通省令第一七号）

１　この省令は、公布の日から施行する。

２　この省令の施行前に財団法人全国建設研修センター（昭和三十七年四月七日に財団法人全国建設研修センターという名称で設立された

法人をいう。）が行った建築指導科（監視員）研修を修了した者は、建築基準法施行令第十四条第三号の規定による建築の実務に関し技

術上の責任のある地位にあった建築士で国土交通大臣が同条第一号又は第二号に該当する者と同等以上の建築行政に関する知識及び能力

を有すると認めたものとみなす。

附　則　（平成一八年四月二八日国土交通省令第五八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、会社法の施行の日（平成十八年五月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式又は書式による申請書その他の文書は、この省令による改正後のそれぞ

れの様式又は書式にかかわらず、当分の間、なおこれを使用することができる。

第三条　この省令の施行前にしたこの省令による改正前の省令の規定による処分、手続、その他の行為は、この省令による改正後の省令

（以下「新令」という。）の規定の適用については、新令の相当規定によってしたものとみなす。

附　則　（平成一八年五月三〇日国土交通省令第六七号）

この省令は、消防法及び石油コンビナート等災害防止法の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（平成十八年

六月一日）から施行する。

附　則　（平成一八年九月二七日国土交通省令第九〇号）

この省令は、宅地造成等規制法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十八年九月三十日）から施行する。

附　則　（平成一八年九月二九日国土交通省令第九六号）

この省令は、石綿による健康等に係る被害の防止のための大気汚染防止法等の一部を改正する法律の施行の日（平成十八年十月一日）

から施行する。ただし、第一条中別記第三十六号の二の四様式の改正規定は平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月一六日国土交通省令第一三号）

この省令は、建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第九十二号）の施行の日（平成

十九年六月二十日）から施行する。

附　則　（平成一九年三月二八日国土交通省令第二〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

附　則　（平成一九年三月三〇日国土交通省令第二七号）　抄

（施行期日）
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１　この省令は、平成十九年四月一日から施行する。

（助教授の在職に関する経過措置）

２　この省令の規定による改正後の次に掲げる省令の規定の適用については、この省令の施行前における助教授としての在職は、准教授と

しての在職とみなす。

一から三まで　略

四　建築基準法施行規則第四条の二十三

附　則　（平成一九年六月一九日国土交通省令第六六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平

成十九年六月二十日）から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　第一条中建築基準法施行規則別記第六十八号様式の改正規定及び第三条中建築士法施行規則第七号書式の改正規定　平成十九年十二

月二十日

二　第一条中建築基準法施行規則第十条の改正規定、同令第十条の二を同令第十条の二の二とする改正規定、同令第十条の次に一条を加

える改正規定、同令第十一条の四第一項の改正規定（同項に第七号及び第八号を加える部分に限る。）及び同条第二項の改正規定　平

成二十二年四月一日

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　第一条の規定による改正後の建築基準法施行規則（以下この条において「新基準法規則」という。）第一条の三から第三条まで、

第三条の三から第三条の六まで及び第八条の二第一項から第七項までの規定並びに新基準法規則別記第二号様式から第十八号様式まで及

び第四十二号様式から第四十二号の十二様式までは、この省令の施行の日（以下「施行日」という。）以後に改正法第一条の規定による

改正後の建築基準法（以下「新基準法」という。）第六条第一項若しくは第六条の二第一項（これらの規定を新基準法第八十七条第一項、

第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請又は新基準法第十八条第

二項（新基準法第八十七条第一項、第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による

通知がされた建築物、建築設備又は工作物について適用し、施行日前に改正法第一条の規定による改正前の建築基準法（以下「旧基準

法」という。）第六条第一項若しくは第六条の二第一項（これらの規定を旧基準法第八十七条第一項、第八十七条の二又は第八十八条第

一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による確認の申請又は旧基準法第十八条第二項（旧基準法第八十七条第一項、

第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による通知がされた建築物、建築設備又は

工作物については、なお従前の例による。

２　新基準法規則第四条、第四条の三の二、第四条の四の二、第四条の五の二、第四条の七並びに第八条の二第八項、第十項及び第十一項

の規定並びに新基準法規則第十九号様式、第二十号の二様式、第二十三号の二様式、第二十五号様式、第二十六号様式、第四十二号の十

三様式、第四十二号の十五様式及び第四十二号の十六様式は、施行日以後に新基準法第七条第一項若しくは第七条の二第一項（これらの

規定を新基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による検査の申請又は新基

準法第十八条第十四項（新基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による通

知がされた建築物、建築設備又は工作物について適用し、施行日前に旧基準法第七条第一項若しくは第七条の二第一項（これらの規定を

旧基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による検査の申請又は旧基準法第

十八条第五項（旧基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。）の規定による通知がされ

た建築物、建築設備又は工作物については、なお従前の例による。

３　新基準法規則第四条の八、第四条の十一の二、第四条の十二の二、第四条の十四、第八条の二第十二項から第十四項までの規定並びに

新基準法規則、新基準法規則第二十七号様式、第三十号の二様式、第三十二号及び第四十二号の十七様式から第四十二号の十九様式まで

は、施行日以後に新基準法第七条の三第一項若しくは第七条の四第一項（これらの規定を新基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項

において準用する場合を含む。）の規定による検査の申請又は新基準法第十八条第十七項（新基準法第八十七条の二又は第八十八条第一

項において準用する場合を含む。）の規定による通知がされた建築物、建築設備又は工作物について適用し、施行日前に旧基準法第七条

の三第一項若しくは第七条の四第一項（これらの規定を旧基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項において準用する場合を含む。）

の規定による検査の申請又は旧基準法第十八条第八項（旧基準法第八十七条の二又は第八十八条第一項において準用する場合を含む。）

の規定による通知がされた建築物、建築設備又は工作物については、なお従前の例による。

４　第一条の規定による改正前の建築基準法施行規則（以下この条において「旧基準法規則」という。）第一条の三第一項本文の規定によ

る国土交通大臣の認定（旧基準法第六条第一項第二号及び第三号に掲げる建築物に係るものに限る。）を受けた構造の建築物又はその部

分は、新基準法規則第一条の三第一項第一号イ及びロ（１）の規定による国土交通大臣の認定を受けているものとみなす。

５　旧基準法規則第一条の三第一項本文の規定による国土交通大臣の認定（同項の表二の（一）項及び（二）項の（い）欄に該当する建築

物に係るものに限る。）を受けた構造の建築物又はその部分のうち、国土交通大臣の認めたものは、新基準法規則第一条の三第一項の表

三の各項の規定による国土交通大臣の認定を受けているものとみなす。

６　旧基準法規則第一条の三第一項本文の規定による国土交通大臣の認定（同項の表二の（一）項及び（二）項並びに表三の（一）項の

（い）欄に該当する建築物に係るものに限る。）を受けた構造の建築物又はその部分で新基準法規則第一条の三第一項第一号ロ（２）の規

定による認定を受けるもののうち、国土交通大臣の認めたものは、新基準法規則第十一条の二の三第一項第一号の規定にかかわらず、手

数料は徴収しない。

７　新基準法規則第十条の規定は、前条第二号に規定する日前に行なわれた指定については、適用しない。

８　この省令の施行の際現に旧基準法第六十八条の十第一項の規定による認定を受けている型式に対する次の各号に掲げる規定の適用につ

いては、施行日から起算して一年を経過する日までの間は、それぞれ当該各号に定めるところによるものとする。

一　新基準法規則第十一条の二の三第二項第三号（同号イに掲げる場合に該当する場合に限り、同条第四項において準用する場合を含

む。）　同号イ中「五分の三」とあるのは、「十分の一」とする。

二　新基準法規則第十一条の二の三第二項第三号（同号ニに掲げる場合で国土交通大臣が認めるものに該当する場合に限り、同条第四項

において準用する場合を含む。）　同号ニ中「五分の四」とあるのは、「十分の一」とする。

９　この省令の施行の際現に旧基準法第六十八条の十一第一項の規定による認証を受けている者（前項の規定の適用を受ける型式部材等

（同条第一項に規定する型式部材等をいう。）の製造又は新築をする者に限る。）に対する新基準法規則第十一条の二の三第二項第四号（同

条第四項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、施行日から起算して一年を経過する日までの間は、同号中「二万五

千円」とあるのは、「二千五百円」とする。

附　則　（平成一九年八月三日国土交通省令第七五号）　抄

（施行期日）
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１　この省令は、平成十九年十月一日から施行する。

附　則　（平成一九年九月二八日国土交通省令第八四号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成一九年一一月一四日国土交通省令第八八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年二月一八日国土交通省令第七号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十年四月一日から施行する。

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

２　この省令は、この省令の施行日前に建築基準法第十二条第一項の調査又は第三項の検査を開始した者については、なお従前の例によ

る。

附　則　（平成二〇年三月三一日国土交通省令第一三号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　施行日前に開始した建築基準法第十二条第二項又は第四項の規定による点検については、なお従前の例による。

附　則　（平成二〇年四月一五日国土交通省令第三二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年五月二七日国土交通省令第三六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二〇年一〇月三一日国土交通省令第八九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築士法等の一部を改正する法律（平成十八年法律第百十四号）の施行の日（平成二十年十一月二十八日）から施行

する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

一　略

二　第四条の規定　平成二十一年一月十四日

（経過措置）

第五条　平成二十一年五月二十六日までに行つた設計による建築物の計画についての建築基準法施行規則第一条の三第一項（第四号を除

く。）及び第四項（第四号を除く。）、第二条の二第一項（第三号を除く。）並びに第三条第三項（第四号を除く。）の規定の適用について

は、平成二十一年十一月二十六日までの間は、なお従前の例による。

附　則　（平成二〇年一一月二八日国土交通省令第九五号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十一年九月二十八日から施行する。

附　則　（平成二〇年一二月一日国土交通省令第九七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年五月一九日国土交通省令第三七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二一年一〇月三〇日国土交通省令第六一号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十一年十一月二十七日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に交付した改正前の建築基準法施行規則別記第三十八号様式及び別記第三十九号様式による身分証明書は、それぞれ

この省令による改正後の建築基準法施行規則別記第三十八号様式及び別記第三十九号様式による身分証明書とみなす。

附　則　（平成二二年三月二九日国土交通省令第七号）

この省令は、平成二十二年六月一日から施行する。

附　則　（平成二三年四月二七日国土交通省令第三七号）

この省令は、平成二十三年五月一日から施行する。

附　則　（平成二四年二月九日国土交通省令第八号）

この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第二号に掲げる

規定の施行の日（平成二十四年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二四年九月二〇日国土交通省令第七六号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二四年一〇月一日国土交通省令第八二号）

この省令は、郵政民営化法等の一部を改正する等の法律の施行の日（平成二十四年十月一日）から施行する。

附　則　（平成二五年五月三〇日国土交通省令第四九号）

この省令は、平成二十五年七月一日から施行する。ただし、第一条、第四条の二十五、第四条の三十七及び第四条の三十九の改正規定

は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二五年七月一二日国土交通省令第六一号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二五年一〇月九日国土交通省令第八七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築物の耐震改修の促進に関する法律の一部を改正する法律の施行の日（平成二十五年十一月二十五日）から施行す

る。

附　則　（平成二六年四月一日国土交通省令第四三号）
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この省令は、平成二十六年四月一日から施行する。

附　則　（平成二六年六月二七日国土交通省令第五八号）

この省令は、平成二十六年七月一日から施行する。

附　則　（平成二六年七月二五日国土交通省令第六七号）

この省令は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十六年八月一日）から施行する。

附　則　（平成二六年八月二二日国土交通省令第七一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二七年一月二九日国土交通省令第五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第五十四号。以下「改正法」という。）の施行の日（平成二十

七年六月一日。以下「施行日」という。）から施行する。

（経過措置）

第二条　施行日前に改正法の規定による改正前の建築基準法（以下「旧法」という。）第六条第一項若しくは第六条の二第一項の規定によ

る確認の申請又は旧法第十八条第二項の規定による通知がされた建築物については、第一条の規定による改正後の建築基準法施行規則

（以下「新施行規則」という。）第一条の四、第六条の四及び第八条の二第二項の規定は、適用しない。

２　新施行規則第二条から第三条まで、第三条の四、第三条の五及び第八条の二（第二項を除く。）の規定並びに新施行規則別記第五号様

式、第十五号様式、第十六号様式及び第四十二号の三様式並びに第二条の規定による改正後の建築基準法に基づく指定建築基準適合判定

資格者検定機関等に関する省令（以下「新機関省令」という。）第三十一条の十及び第三十一条の十一の規定は、施行日以後に改正法の

規定による改正後の建築基準法（以下「新法」という。）第六条第一項若しくは第六条の二第一項の規定による確認の申請又は新法第十

八条第二項の規定による通知がされた建築物について適用し、施行日前に旧法第六条第一項若しくは第六条の二第一項の規定による確認

の申請又は旧法第十八条第二項の規定による通知がされた建築物については、なお従前の例による。

４　施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

附　則　（平成二七年二月一〇日国土交通省令第八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築士法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年六月二十五日。以下「施行日」という。）から施行する。

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第三条　第二条の規定による改正後の建築基準法施行規則別記第六十八号書式は、施行日以後に建築基準法第六条第一項若しくは第六条の

二第一項（これらの規定を同法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する場合を含む。以下この条において

同じ。）の規定による確認の申請又は同法第十八条第二項（同法第八十七条の二又は第八十八条第一項若しくは第二項において準用する

場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による通知がされた建築物、建築設備又は工作物について適用し、施行日前に同法第六

条第一項若しくは第六条の二第一項の規定による確認の申請又は同法第十八条第二項の規定による通知がされた建築物、建築設備又は工

作物については、なお従前の例による。

附　則　（平成二七年三月二七日国土交通省令第一三号）

この省令は、子ども・子育て支援法の施行の日（平成二十七年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二七年七月一七日国土交通省令第五四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、水防法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十七年七月十九日）から施行する。

附　則　（平成二七年九月二五日国土交通省令第七一号）

この省令は、平成二十八年四月一日から施行する。

附　則　（平成二七年一二月一日国土交通省令第八一号）

（施行期日）

１　この省令は、平成二十七年十二月三十一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行前に建築基準法第七十七条の五十六第二項に規定する指定性能評価機関又は同法第七十七条の五十七第二項に規定する

承認性能評価機関に対してされた性能評価の申請については、なお従前の例による。

附　則　（平成二八年一月二八日国土交通省令第四号）

この省令は、学校教育法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十八年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二八年二月二九日国土交通省令第一〇号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律（平成二十六年法律第五十四号。以下「改正法」という。）附則第一条第三号に掲

げる規定の施行の日（平成二十八年六月一日。以下「施行日」という。）から施行する。ただし、次条第一項の規定は、公布の日から施

行する。

（建築基準法施行規則の一部改正に伴う経過措置）

第二条　第一条の規定による改正後の建築基準法施行規則（以下この条において「新施行規則」という。）第六条の六の表の（三）項の（は）

欄の登録を受けようとする者は、施行日前においても、その申請を行うことができる。新施行規則第六条の十四において読み替えて準用

する第三条の二十の規定による登録防火設備検査員講習事務規程の届出についても、同様とする。

２　第一条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の建築基準法施行規則（以下この条において「旧施行規則」という。）第四条の

二十第一項第二号の登録、同条第二項第二号の登録又は同条第三項第二号の登録を受けている講習は、それぞれ新施行規則第六条の六の

表の（一）項の（は）欄の登録、同表の（四）項の（は）欄の登録又は同表の（二）項の（は）欄の登録を受けている講習とみなす。

３　施行日前に旧施行規則第四条の二十第一項第二号の登録、同条第二項第二号の登録又は同条第三項第二号の登録を受けた講習を修了し

た者は、それぞれ新施行規則第六条の六の表の（一）項の（は）欄の登録、同表の（四）項の（は）欄の登録又は同表の（二）項の（は）

欄の登録を受けた講習を修了した者とみなす。

４　小荷物専用昇降機及び防火設備（第一条の規定の施行の際現に存するもの又は施行日から平成二十九年五月三十一日までの間に建築基

準法第七条第五項又は同法第七条の二第五項（いずれも同法第八十七条の二において準用する場合を含む。）の規定による検査済証の交

付を受けたものに限る。）に関する同法第十二条第三項の規定による報告に対する新施行規則第六条第一項の規定の適用については、平

成三十一年五月三十一日までの間は、同項中「おおむね六月から一年まで（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、一年
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から三年まで）の間隔をおいて特定行政庁が定める時期（次のいずれかに該当する場合においては、その直後の時期を除く。）」とあるの

は、「平成二十八年六月一日から平成三十一年五月三十一日までの間で特定行政庁が定める時期」とする。

５　第一条の規定の施行の際現に存する防火設備に関する建築基準法第十二条第四項の点検に対する新施行規則第六条の二第一項の規定の

適用については、平成三十一年五月三十一日までの間は、同項中「一年（ただし、国土交通大臣が定める検査の項目については、三年）

以内ごと」とあるのは、「平成三十一年五月三十一日までの間」とし、同条第二項の規定は、適用しない。

６　新施行規則第十二条の規定の適用については、施行日から平成二十九年五月三十一日までの間は、同条ただし書中「第五号」とあるの

は「第二号」と、「第八号まで」とあるのは「第八号まで、第十四号及び第十五号」と、別記第三十七号の六様式から別記第三十七号の

二十一様式まで中「／　地方整備局長／北海道開発局長／」とあるのは「／　国土交通大臣／　地方整備局長／北海道開発局長／」とす

る。

７　第一条の規定の施行の際現にある同条の規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（平成二八年三月三一日国土交通省令第二三号）　抄

１　この省令は、行政不服審査法の施行の日（平成二十八年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二八年八月二九日国土交通省令第六一号）

この省令は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日（平成二十八年九月一日）から施行する。

附　則　（平成二八年一〇月三日国土交通省令第七二号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（平成二八年一一月三〇日国土交通省令第八〇号）　抄

この省令は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部の施行の日（平成二十九年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二九年三月三一日国土交通省令第一九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、電気事業法等の一部を改正する等の法律（以下「改正法」という。）附則第一条第五号に掲げる規定の施行の日（平

成二十九年四月一日）から施行する。

附　則　（平成二九年八月二日国土交通省令第四九号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、平成三十年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年七月一一日国土交通省令第五八号）

この省令は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日（平成三十年七月十五日）から施行する。

附　則　（平成三〇年九月一二日国土交通省令第六九号）

この省令は、建築基準法の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（平成三十年九月二十五日）から施行する。

附　則　（令和元年五月七日国土交通省令第一号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和元年六月二〇日国土交通省令第一五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法の一部を改正する法律の施行の日（令和元年六月二十五日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にある第一条の規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（令和元年六月二八日国土交通省令第二〇号）

この省令は、不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年七月一日）から施行する。

附　則　（令和元年九月一三日国土交通省令第三四号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備に関する法律（以下「整備法」とい

う。）の施行の日（令和元年九月十四日）から施行する。

附　則　（令和元年一〇月一日国土交通省令第三七号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和二年四月一日から施行する。ただし、建築基準法施行規則第十一条の二の三、別表第二及び別表第三の改正規定

並びに次条の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

第二条　建築基準法施行規則第十条の五の五に規定する型式部材等製造者の認証（次条において単に「型式部材等製造者の認証」という。）

及びこれに関し必要な手続その他の行為は、この省令の施行の日前においても、この省令による改正後の建築基準法施行規則第十条の五

の六第二項及び第十条の五の九第一項の規定の例により行うことができる。

（経過措置）

第三条　この省令の施行の日前にされた型式部材等製造者の認証の申請（前条の規定に基づくこの省令による改正後の建築基準法施行規則

第十条の五の六第二項の規定の例による申請を除く。）であって、この省令の施行の際、認証をするかどうかの処分がなされていないも

のについての処分については、なお従前の例による。

附　則　（令和元年一二月一六日国土交通省令第四七号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律の施行の日（令和元年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和二年三月六日国土交通省令第一三号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法施行令の一部を改正する政令の施行の日（令和二年四月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にある第一条の規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（令和二年九月四日国土交通省令第七四号）　抄

（施行期日）
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１　この省令は、都市再生特別措置法等の一部を改正する法律の施行の日（令和二年九月七日）から施行する。

附　則　（令和二年九月四日国土交通省令第七五号）　抄

この省令は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改正する法律附則第一条第二号に掲げる規定の施行の日（令和

三年四月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月二三日国土交通省令第九八号）

（施行期日）

１　この省令は、令和三年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年三月三一日国土交通省令第二七号）

この省令は、令和四年四月一日から施行する。

附　則　（令和三年七月一日国土交通省令第四六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律の施行の日（令和三年

八月二十六日）から施行する。

附　則　（令和三年八月三一日国土交通省令第五三号）

（施行期日）

１　この省令は、令和三年九月一日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年一〇月二二日国土交通省令第六八号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和三年一〇月二九日国土交通省令第六九号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、特定都市河川浸水被害対策法等の一部を改正する法律の施行の日（令和三年十一月一日）から施行する。

附　則　（令和四年一月一八日国土交通省令第四号）

（施行期日）

第一条　この省令は、令和四年四月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

２　この省令の施行前に交付した改正前の建築基準法施行規則別記第三十八号様式、別記第三十九号様式及び別記第三十九号の二様式によ

る身分証明書は、それぞれこの省令による改正後の建築基準法施行規則別記第三十八号様式、別記第三十九号様式及び別記第三十九号の

二様式による身分証明書とみなす。

附　則　（令和四年二月二八日国土交通省令第七号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、令和五年二月二十八日から施行する。

附　則　（令和四年五月二七日国土交通省令第四八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第二号に掲

げる規定の施行の日（令和四年五月三十一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

第三条　法第八十五条第八項及び第八十七条の三第八項の国土交通省令で定める用途は、この省令による改正後の建築基準法施行規則第十

条の十五の八各号に掲げるもののほか、当分の間、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（令和四年法律第四十四号）附則第十三条の規定による改正前の東日本大震災復興特別区域法（平成二十三年法律第百二十二

号）第四条第九項の認定（同法第六条第一項の規定による変更の認定を含む。）を受けた復興推進計画に定められた応急仮設建築物活用

事業に係る応急仮設建築物の用途とする。

附　則　（令和四年一二月一六日国土交通省令第九〇号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、港湾法の一部を改正する法律の施行の日（令和四年十二月十六日）から施行する。

附　則　（令和四年一二月二三日国土交通省令第九二号）

（施行期日）

第一条　この省令は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律附則第一

条第三号に掲げる規定の施行の日（令和五年四月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にある第二条から第六条までの規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用す

ることができる。

附　則　（令和五年二月二八日国土交通省令第五号）

（施行期日）

第一条　この省令は、建築基準法施行令の一部を改正する政令（以下「改正令」という。）の施行の日（令和五年四月一日。以下「施行日」

という。）から施行する。

（経過措置）

第二条　改正令の施行の際現に存する建築物（令和二年四月一日から施行日の前日までの間に建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号。

以下この項及び次項において「法」という。）第十八条第十八項の規定による検査済証の交付を受けたものを除く。）で改正令の施行によ

り新たに法第十二条第一項に規定する特定建築物に含まれることとなるものについての施行日以後 初の点検（同条第二項の点検をい
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う。）については、建築基準法施行規則第五条の二第二項の規定にかかわらず、施行日から令和八年三月三十一日までの間に行うものと

する。

２　建築設備等（改正令の施行の際現に存するもの又は施行日から令和六年三月三十一日までの間に法第十八条第十八項の規定による検査

済証の交付を受けたものに限る。）で改正令の施行により新たに法第十二条第三項に規定する特定建築設備等に含まれることとなるもの

についての施行日以後 初の点検（同条第四項の点検をいう。）については、建築基準法施行規則第六条の二第二項の規定にかかわらず、

施行日から令和八年三月三十一日までの間に行うものとする。

３　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和五年三月三一日国土交通省令第三〇号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、宅地造成等規制法の一部を改正する法律の施行の日（令和五年五月二十六日）から施行する。

附　則　（令和五年一二月一二日国土交通省令第九三号）

この省令は、令和五年十二月十三日から施行する。

附　則　（令和五年一二月一四日国土交通省令第九五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律附則第一

条第四号に掲げる規定の施行の日（令和六年四月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にある第一条の規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができ

る。

附　則　（令和五年一二月二八日国土交通省令第九八号）

この省令は、公布の日から施行する。

附　則　（令和六年一月二九日国土交通省令第五号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

２　この省令の施行前に交付した改正前のそれぞれの省令の規定による修了証明書及び修了証は、改正後のそれぞれの省令の規定による修

了証明書及び修了証とみなす。

３　この省令による改正後の建築基準法施行規則第三条の二十六第四項（第六条の十、第六条の十二、第六条の十四及び第六条の十六にお

いて準用する場合を含む。）、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則第十八条第四項、住宅の品質確保の促進等に関する法律施行

規則第三十四条第四項、建築士法に基づく中央指定登録機関等に関する省令第三十三条第四項（第四十一条及び第四十四条において準用

する場合を含む。）並びに建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則第五十三条第四項の規定は、この省令の施行日以後

にその修了証明書又は修了証を交付する講習に係る書類について適用する。ただし、令和七年三月三十一日までにその修了証明書又は修

了証を交付する講習に係る書類については、なお従前の例によることができる。

附　則　（令和六年三月八日国土交通省令第一八号）

（施行期日）

第一条　この省令は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第一条第三号に掲

げる規定の施行の日（令和六年四月一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　この省令の施行の際現にある第一条、第二条又は第五条から第八条までの規定による改正前の様式による用紙は、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。

２　この省令の施行前に交付した第一条の規定による改正前の建築基準法施行規則別記第三十八号様式及び別記第三十九号様式による身分

証明書並びに同令別記第五十二号様式による登録証は、それぞれ同条の規定による改正後の建築基準法施行規則別記第三十八号様式及び

別記第三十九号様式による身分証明書並びに同令別記第五十二号様式による一級登録証とみなす。

附　則　（令和六年三月一五日国土交通省令第二一号）

（施行期日）

この省令は、令和七年一月一日から施行する。ただし、第一条（建築基準法施行規則第十一条の二の三第一項第四号の改正規定、同条

第二項第一号の改正規定、同項第二号イの改正規定（「第百三十七条の十第四号」を「第百三十七条の十第一号ロ（４）」に改める部分に

限る。）、同項第五号の表の（二）項の改正規定、同条第三項第二号の改正規定、同令別表第二の主要構造部の全部に関する法第二十一条

第一項の認定に係る評価の項の改正規定（「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める部分に限る。）、同表の主要構造部の一部に関す

る法第二十一条第一項の認定に係る評価の項の改正規定（「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める部分に限る。）、同表の法第二十

一条第二項第二号の認定に係る評価の項の改正規定（「第二十一条第二項第二号」を「第二十一条第二項」に改める部分に限る。）、同表

の主要構造部の全部に関する法第二十七条第一項の認定に係る評価の項の改正規定（「主要構造部」を「特定主要構造部」に改める部分

に限る。）、同表の主要構造部の一部に関する法第二十七条第一項の認定に係る評価の項の改正規定（「主要構造部」を「特定主要構造部」

に改める部分に限る。）、同表の壁、柱、床その他の建築物の部分に関する法第六十一条の認定に係る評価の項の改正規定（「第六十一条」

を「第六十一条第一項」に改める部分に限る。）、同表の防火設備に関する法第六十一条の認定に係る評価の項の改正規定（「第六十一条」

を「第六十一条第一項」に改める部分に限る。）、同表の令第七十九条の三第二項の認定に係る評価の項の次に床、壁又は防火設備で区画

された建築物の部分に関する令第百八条の三第一号の認定に係る評価の項及び床、壁又は防火設備に関する令第百八条の三第一号の認定

に係る評価の項を加える改正規定、同表の令第百八条の三第一項第二号の認定に係る評価の項の改正規定（「第百八条の三第一項第二号」

を「第百八条の四第一項第二号」に改める部分に限る。）、同表の令第百八条の三第四項の認定に係る評価の項の改正規定（「第百八条の

三第四項」を「第百八条の四第四項」に改める部分に限る。）、同表の令第百九条の三第二号ハの認定に係る評価の項の次に建築物の部分

に関する令第百九条の八の認定に係る評価の項及び防火設備に関する令第百九条の八の認定に係る評価の項を加える改正規定、同表の令

第百二十八条の六第一項の認定に係る評価の項の改正規定（「第百二十八条の六第一項」を「第百二十八条の七第一項」に改める部分に

限る。）、同表の令第百二十九条の十五第一号の認定に係る評価の項の次に令第百三十七条の二の二第一項第一号ロの認定に係る評価の項

から令第百三十七条の十第一号イ（２）の認定に係る評価の項までを加える改正規定、同表の令第百三十七条の十第四号の認定に係る評

価の項の改正規定（「第百三十七条の十第四号」を「第百三十七条の十第一号ロ（４）」に改める部分に限る。）、同項の次に令第百三十七

条の十一第一号イ（２）の認定に係る評価の項を加える改正規定並びに同表の備考の改正規定に限る。）及び第二条の規定は、脱炭素社
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会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改正する法律附則第一条第四号に掲げる規定の施行

の日（令和六年四月一日）から施行する。

附　則　（令和六年三月二九日国土交通省令第二六号）　抄

（施行期日）

第一条　この省令は、令和六年四月一日から施行する。

別表第一（第十条の五の九、第十条の五の十四関係）

　 （い）型式部材等 （ろ）製造設

備

（は）検査 （に）検査設

備

（一） 令第百三十六条の二の

十一第一号に掲げる建

築物の部分のうち構造

耐力上主要な部分を鉄

骨造としたもの

一　切断等加

工設備

二　溶接設備

三　接合設備

四　塗装設備

（外注する場

合を除く。）

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　フレーム等の外観検査及び寸法検査

フレーム等に欠陥がないことを検査するとともに、フレーム等

が所定の寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　溶接部の外観検査及び強度検査

溶接部に欠陥がないことを検査するとともに、溶接部が所定の

溶接強度を有することを定期的に試験により検査する。

引張試験機

（引張試験を

外注する場

合を除く。）

曲げ試験機

（曲げ試験を

外注する場

合を除く。）

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（二） 令第百三十六条の二の

十一第一号に掲げる建

築物の部分のうち構造

耐力上主要な部分を木

造としたもの

一　切断等加

工設備

二　接合設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　木材、合板等の切削、切断、穴開加工後の寸法検査

加工後の木材、合板等が所定の寸法であることを測定により検

査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　木枠組の外観検査

木枠組に欠陥がないことを検査する。

限度見本等

　 　 　 　 三　接着時の圧締圧力検査（接着剤を使用する場合に限る。）

圧締圧力が所定の量であることを測定により検査する。

圧締圧力測

定機器

　 　 　 　 四　圧締接着剤のはみ出し状態検査（接着剤を使用する場合に

限る。）

圧締接着剤のはみ出し状態が許容範囲内であることを検査す

る。

限度見本等

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（三） 令第百三十六条の二の

十一第一号に掲げる建

築物の部分のうち構造

耐力上主要な部分を鉄

筋コンクリート造とし

たもの

一　部材（型

枠）製造設備

二　鉄筋加工

組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　型枠の寸法検査

型枠が所定の寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　配筋の配筋量及び寸法検査

配筋が所定の配筋量及び寸法であることを配筋図等の書類及び

測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 三　供試体の圧縮強度検査

採取した供試体が所定の圧縮強度を有することを定期的に試験

により検査する。

圧縮試験機

（圧縮強度試

験を外注す
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る場合を除

く。）

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（四） 令第百三十六条の二の

十一第一号に掲げる建

築物の部分のうち構造

耐力上主要な部分を鉄

骨造、木造又は鉄筋コ

ンクリート造以外のも

のとしたもの

一　切断等加

工設備

二　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　加工部材等の寸法検査

加工部材等が所定の寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（五） 防火設備 一　切断等加

工設備

二　溶接設備

三　組立設備

四　塗装設備

（外注する場

合を除く。）

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　製品の作動検査

製品が所定の作動をすることを検査する。

作動検査機

器

（六） 換気設備 一　部品加工

設備（外注す

る場合を除く

。）

二　塗装設備

（外注する場

合を除く。）

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　製品の作動調査

製品が所定の作動をすることを検査する。

作動検査機

器

（七）
し

屎尿浄化槽又は合併処

理浄化槽

一　成形設備

二　部品加工

設備

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　重量検査

所定の重量を有することを測定により検査する。

重量測定器

具

　 　 　 　 二　寸法検査

所定の寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 三　硬度検査

所定の硬度を有することを測定により検査する。

硬度測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査 限度見本等
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製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　製品の漏水検査

製品からの漏水がないことを試験により検査する。

漏水検査設

備

（八） 非常用の照明装置 一　板金加工

設備（外注す

る場合を除く

。）

二　塗装設備

（外注する場

合を除く。）

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類及び測定により検査する。

電気特性測

定機器

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　製品の作動検査

製品が所定の作動をすることを検査又は測定により検査する。

照度測定機

器等

（九） 給水タンク又は貯水タ

ンク

一　成形設備

二　部品加工

設備

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（十） 冷却塔設備 一　成形設備

二　部品加工

設備

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（十一） エレベーター（昇降路

及び機械室の部分を除

く。）及び乗用エレベー

ターで観光のためのも

の（一般交通の用に供

するものを除く。）の部

分で昇降路及び機械室

以外のもの

一　製缶板金

加工設備

二　溶接設備

三　機械加工

設備

四　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　主要部品の外観検査及び寸法検査

主要部品に欠陥がないことを検査するとともに、主要部品が所

定の寸法を有することを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　主要部品の溶接部の外観検査

主要部品の溶接部に欠陥がないことを検査する。

　

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　調速機、ブレーキ、油圧エレベーターの油圧ユニット等の

作動状況検査

速度測定機

器
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調速機、ブレーキ、油圧エレベーターの油圧ユニット等が所定

の作動をすることを検査する。

　 　 　 　 三　制御器等の絶縁検査

制御器等が所定の絶縁性能を有することを試験により検査す

る。

電気計測機

器

（十二） エスカレーター及びエ

スカレーターで観光の

ためのもの（一般交通

の用に供するものを除

く。）の部分でトラス又

ははりを支える部分以

外のもの

一　製缶板金

加工設備

二　溶接設備

三　機械加工

設備

四　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　主要部品の外観検査及び寸法検査

主要部品に欠陥がないことを検査するとともに、主要部品が所

定の寸法を有することを測定により検査する。

寸法測定器

具

角度測定器

具

　 　 　 　 二　主要部品の溶接部の外観検査

主要部品の溶接部に欠陥がないことを検査する。

　

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　ブレーキ等の作動状況検査

ブレーキ等が所定の作動をすることを検査する。

速度測定機

器

（十三） 避雷設備 一　成形設備

二　部品加工

設備

三　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 工 程

内 検

査

一　外観検査及び寸法検査

欠陥がないことを検査するとともに、所定の寸法であることを

測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

限度見本等

寸法測定器

具

（十四） ウォーターシュート、
コースターその他これ
らに類する高架の遊戯
施設又はメリーゴーラ
ウンド、観覧車、オク
トパス、飛行塔その他
これらに類する回転運
動をする遊戯施設で原
動機を使用するものの
部分のうち、かご、車
両その他人を乗せる部
分及びこれを支え、又
はつる構造上主要な部
分並びに非常止め装置
の部分

一　製缶板金

加工設備

二　溶接設備

三　機械加工

設備

四　組立設備

受 入

検査

一　資材等の品質検査

資材等が所定の品質であることを納品書又は検査・試験証明書

等の書類により検査する。

　

　 　 　 二　資材等の外観検査及び寸法検査

資材等に欠陥がないことを検査するとともに、資材等が所定の

寸法であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 工 程

内 検

査

一　主要部品の外観検査及び寸法検査

主要部品に欠陥がないことを検査するとともに、主要部品が所

定の寸法を有することを測定により検査する。

寸法測定器

具

　 　 　 　 二　主要部品の溶接部の外観検査

主要部品の溶接部に欠陥がないことを検査する。

　

　 　 　 終

検査

一　製品の外観検査及び寸法検査

製品に欠陥がないことを検査するとともに、製品が所定の寸法

であることを測定により検査する。

寸法測定器

具

別表第二（第十一条の二の三関係）

（い） （ろ）

法第二条第七号の

認定に係る評価

非耐力壁について三十分間の耐火性能を有することを確かめる場合 百五十五万円

　 非耐力壁について一時間の耐火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

耐力壁について一時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百十五万円

耐力壁について一・五時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百十九万円

　 耐力壁について二時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百二十四万円
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柱について一時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百六十八万円

柱について一・五時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百八十万円

柱について二時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百九十万円

柱について二・五時間の耐火性能を有することを確かめる場合 三百万円

　 柱について三時間の耐火性能を有することを確かめる場合 三百十万円

床又ははりについて一時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百五十四万円

床又ははりについて一・五時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百六十三万円

床又ははりについて二時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百七十二万円

はりについて二・五時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百八十一万円

　 はりについて三時間の耐火性能を有することを確かめる場合 二百九十万円

　 屋根又は階段について三十分間の耐火性能を有することを確かめる場合 百九十二万円

法第二条第七号の

二の認定に係る評

価

非耐力壁について三十分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百五十二万円

　 非耐力壁について四十五分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

　 耐力壁について三十分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 二百六万円

　 耐力壁について四十五分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 二百十五万円

　 柱について四十五分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 二百六十四万円

　 床又ははりについて四十五分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 二百十三万円

　 屋根について三十分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百九十二万円

　 軒裏について三十分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百五十二万円

　 軒裏について四十五分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

　 階段について三十分間の準耐火性能を有することを確かめる場合 百九十二万円

法第二条第八号の

認定に係る評価

非耐力壁について三十分間の防火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

　 耐力壁について三十分間の防火性能を有することを確かめる場合 百七十九万円

　 軒裏について三十分間の防火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

法第二条第九号の

認定に係る評価

建築物の外部の仕上げに用いるものその他令第百八条の二第三号に掲げる要件を満たし

ていることを試験により確認する必要がないものとして国土交通大臣が定めるもの（以

下この表において「ガス有害性試験不要材料」という。）について二十分間の不燃性能

を有することを確かめる場合

五十二万円

ガス有害性試験不要材料以外の建築材料について二十分間の不燃性能を有することを確

かめる場合

九十一万円

法第二条第九号の二ロの認定に係る評価 百五十二万円

法第二十条第一項

第一号の認定に係

る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百二万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百十五万円

　 床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百六十万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十九万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百二十六万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百五十九万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 三百二十四万円

特定天井について安全性を有することを確かめる場合 百四十三万円

法第二十条第一項第二号イ及び第三号イの認定に係る評価（構造の種別ごと） 百九十九万円

特定主要構造部の

全部に関する法第

二十一条第一項の

認定に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

特定主要構造部の

一部に関する法第

二十一条第一項の

認定に係る評価

非耐力壁について加熱開始後通常火災終了時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の

温度が可燃物燃焼温度以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

通常火災終了時間（単位　

分）に二千百円を乗じた額

に百八十六万円を加算し

た額

非耐力壁について加熱開始後三十分間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に

上昇しないものであること等を確かめる場合

百五十二万円

耐力壁について加熱開始後通常火災終了時間が経過するまでの間、構造耐力上支障のあ

る変形等を生じないものであること等を確かめる場合

通常火災終了時間（単位　

分）に二千百円を乗じた額

に二百十万円を加算した額

柱について加熱開始後通常火災終了時間が経過するまでの間、構造耐力上支障のある変

形等を生じないものであることを確かめる場合

通常火災終了時間（単位　

分）に二千二百円を乗じた
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額に二百六十六万円を加算

した額

床又ははりについて加熱開始後通常火災終了時間が経過するまでの間、構造耐力上支障

のある変形等を生じないものであること等を確かめる場合

通常火災終了時間（単位　

分）に二千円を乗じた額に

二百五十四万円を加算し

た額

屋根について加熱開始後三十分間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百三十一万円

軒裏について加熱開始後通常火災終了時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度以上に上昇しないものであることを確かめる場合

通常火災終了時間（単位　

分）に二千百円を乗じた額

に百八十八万円を加算し

た額

軒裏について加熱開始後三十分間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇

しないものであることを確かめる場合

百五十二万円

階段について加熱開始後三十分間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

ことを確かめる場合

百九十二万円

法第二十一条第二

項の認定に係る評

価

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

法第二十二条第一項の認定に係る評価 九十万円

法第二十三条の認

定に係る評価

非耐力壁について二十分間の準防火性能を有することを確かめる場合 百六十二万円

　 耐力壁について二十分間の準防火性能を有することを確かめる場合 百七十九万円

特定主要構造部の

全部に関する法第

二十七条第一項の

認定に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 二百四万円

特定主要構造部の

一部に関する法第

二十七条第一項の

認定に係る評価

非耐力壁について加熱開始後特定避難時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

特定避難時間（単位　分）

に二千百円を乗じた額に百

八十六万円を加算した額

非耐力壁について加熱開始後三十分間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に

上昇しないものであること等を確かめる場合

百五十二万円

耐力壁について加熱開始後特定避難時間が経過するまでの間、構造耐力上支障のある変

形等を生じないものであること等を確かめる場合

特定避難時間（単位　分）

に二千百円を乗じた額に二

百十万円を加算した額

柱について加熱開始後特定避難時間が経過するまでの間、構造耐力上支障のある変形等

を生じないものであることを確かめる場合

特定避難時間（単位　分）

に二千二百円を乗じた額に

二百六十六万円を加算し

た額

床又ははりについて加熱開始後特定避難時間が経過するまでの間、構造耐力上支障のあ

る変形等を生じないものであること等を確かめる場合

特定避難時間（単位　分）

に二千円を乗じた額に二百

四十万円を加算した額

屋根について加熱開始後三十分間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百三十一万円

軒裏について加熱開始後特定避難時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度が可

燃物燃焼温度以上に上昇しないものであることを確かめる場合

特定避難時間（単位　分）

に二千百円を乗じた額に百

八十八万円を加算した額

軒裏について加熱開始後三十分間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇

しないものであることを確かめる場合

百五十二万円

階段について加熱開始後三十分間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

ことを確かめる場合

百九十二万円

防火設備に関する法第二十七条第一項の認定に係る評価 百五十二万円

法第三十条第一項第一号の認定に係る評価 百三十五万円

法第三十条第二項の認定に係る評価 百三十五万円

法第三十一条第二項の認定に係る評価 四十六万円
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法第三十七条第二
号の認定に係る評
価

コンクリート又は膜材料 六十六万円

木質系材料 二百七十四万円

鋼材、免震材料その他の建築材料 二百十八万円

壁、柱、床その他
の建築物の部分に
関する法第六十一
条第一項の認定に
係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 二百四万円

防火設備に関する

法第六十一条第一

項の認定に係る評

価

二十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百五十二万円

二十分間を超え三十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百五十四万円

三十分間を超え四十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百五十六万円

四十分間を超え五十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百五十七万円

五十分間を超え六十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百五十九万円

六十分間を超え七十五分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百六十万円

七十五分間を超え九十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百六十四万円

九十分間を超え百五分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百六十七万円

百五分間を超え百二十分間以下の遮炎性能を有することを確かめる場合 百六十八万円

法第六十二条の認定に係る評価 九十万円

令第一条第五号の

認定に係る評価

ガス有害性試験不要材料について十分間の不燃性能を有することを確かめる場合 五十二万円

ガス有害性試験不要材料以外の建築材料について十分間の不燃性能を有することを確か

める場合

九十一万円

令第一条第六号の

認定に係る評価

ガス有害性試験不要材料について五分間の不燃性能を有することを確かめる場合 五十二万円

ガス有害性試験不要材料以外の建築材料について五分間の不燃性能を有することを確か

める場合

九十一万円

令第二十条の二第一号ニの認定に係る評価 四十六万円

令第二十条の三第二項第一号ロの認定に係る評価 四十六万円

令第二十条の七第一項第二号の表の認定に係る評価（令第二十条の八第二項の認定に係る評価を併せて行う

場合を除く。）

四十六万円

令第二十条の七第二項の認定に係る評価 六十六万円

令第二十条の七第三項の認定に係る評価 六十六万円

令第二十条の七第四項の認定に係る評価 六十六万円

令第二十条の八第一項第一号ロ（１）の認定に係る評価 四十六万円

令第二十条の八第一項第一号ハの認定に係る評価 四十六万円

令第二十条の八第二項の認定に係る評価（令第二十条の七第一項第二号の表の認定に係る評価を併せて行う

場合を除く。）

四十六万円

令第二十条の七第一項第二号の表の認定及び令第二十条の八第二項の認定に係る評価 四十六万円

令第二十条の九の認定に係る評価 四十六万円

令第二十二条の認定に係る評価 四十六万円

令第二十二条の二第二号ロの認定に係る評価 四十六万円

令第二十九条の認定に係る評価 四十六万円

令第三十条第一項の認定に係る評価 四十六万円

令第三十五条第一項の認定に係る評価 九十二万円

令第三十九条第三項の認定に係る評価 百四十三万円

令第四十六条第四項の表一の（八）項の認定に係る評価 二百七十万円

令第六十七条第一項の認定に係る評価 百四十四万円

令第六十七条第二項の認定に係る評価 百四十四万円

令第六十八条第三項の認定に係る評価 百四十四万円

令第七十条の認定に係る評価 二百五十万円

令第七十九条第二項の認定に係る評価 四十六万円

令第七十九条の三第二項の認定に係る評価 四十六万円

床、壁又は防火設
備で区画された建
築物の部分に関す
る令第百八条の三
第一号の認定に係
る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円
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床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

床、壁又は防火設

備に関する令第百

八条の三第一号の

認定に係る評価

床について加熱開始後一時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものであること

等を確かめる場合

二百五十四万円

床について加熱開始後一・五時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百六十三万円

床について加熱開始後二時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものであること

等を確かめる場合

二百七十二万円

床について加熱開始後二・五時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百八十一万円

床について加熱開始後三時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものであること

等を確かめる場合

二百九十万円

非耐力壁について加熱開始後三十分間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に

上昇しないものであること等を確かめる場合

百五十五万円

非耐力壁について加熱開始後一時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上

昇しないものであること等を確かめる場合

百六十二万円

非耐力壁について加熱開始後一・五時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上

に上昇しないものであること等を確かめる場合

百六十九万円

非耐力壁について加熱開始後二時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上

昇しないものであること等を確かめる場合

百七十六万円

非耐力壁について加熱開始後二・五時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上

に上昇しないものであること等を確かめる場合

百八十三万円

非耐力壁について加熱開始後三時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上

昇しないものであること等を確かめる場合

百九十万円

耐力壁について加熱開始後一時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百十五万円

耐力壁について加熱開始後一・五時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないもので

あること等を確かめる場合

二百十九万円

耐力壁について加熱開始後二時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百二十四万円

耐力壁について加熱開始後二・五時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないもので

あること等を確かめる場合

二百二十九万円

耐力壁について加熱開始後三時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

二百三十四万円

防火設備について加熱開始後二十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の

温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

百九十八万円

防火設備について加熱開始後二十分を超え三十分以下の時間が経過するまでの間、加熱

面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百万円

防火設備について加熱開始後三十分を超え四十分以下の時間が経過するまでの間、加熱

面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百二万円

防火設備について加熱開始後四十分を超え五十分以下の時間が経過するまでの間、加熱

面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百三万円

防火設備について加熱開始後五十分を超え六十分以下の時間が経過するまでの間、加熱

面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百五万円

防火設備について加熱開始後六十分を超え七十五分以下の時間が経過するまでの間、加

熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百六万円

防火設備について加熱開始後七十五分を超え九十分以下の時間が経過するまでの間、加

熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百十万円

防火設備について加熱開始後九十分を超え百五分以下の時間が経過するまでの間、加熱

面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百十三万円

防火設備について加熱開始後百五分を超え百二十分以下の時間が経過するまでの間、加

熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる

場合

二百十四万円
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防火設備について加熱開始後百二十分を超え百五十分以下の時間が経過するまでの間、

加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめ

る場合

二百十九万円

防火設備について加熱開始後百五十分を超え百八十分以下の時間が経過するまでの間、

加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめ

る場合

二百二十四万円

令第百八条の四第

一項第二号の認定

に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

　 床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百八条の四第

四項の認定に係る

評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 三十四万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 五十四万円

　 床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 七十三万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 九十四万円

　 床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 百十四万円

令第百九条の三第一号の認定に係る評価 百九十二万円

令第百九条の三第二号ハの認定に係る評価 百九十二万円

建築物の部分に関

する令第百九条の

八の認定に係る評

価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

防火設備に関する

令第百九条の八の

認定に係る評価

加熱開始後二十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼

温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

百九十八万円

加熱開始後二十分を超え三十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百万円

加熱開始後三十分を超え四十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百二万円

加熱開始後四十分を超え五十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百三万円

加熱開始後五十分を超え六十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百五万円

加熱開始後六十分を超え七十五分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温

度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百六万円

加熱開始後七十五分を超え九十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温

度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百十万円

加熱開始後九十分を超え百五分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温度

が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百十三万円

加熱開始後百五分を超え百二十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の温

度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百十四万円

加熱開始後百二十分を超え百五十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の

温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百十九万円

加熱開始後百五十分を超え百八十分以下の時間が経過するまでの間、加熱面以外の面の

温度が可燃物燃焼温度等以上に上昇しないものであること等を確かめる場合

二百二十四万円

令第百十二条第一項の認定に係る評価 百五十九万円

令第百十二条第二

項の認定に係る評

価

非耐力壁について加熱開始後一時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上

昇しないものであること等を確かめる場合

百七十四万円

耐力壁について加熱開始後一時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものである

こと等を確かめる場合

百九十四万円

柱について加熱開始後一時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないものであること

を確かめる場合

二百九十万円

床又ははりについて加熱開始後一時間、構造耐力上支障のある変形等を生じないもので

あること等を確かめる場合

二百二十七万円
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軒裏について加熱開始後一時間、加熱面以外の面の温度が可燃物燃焼温度以上に上昇し

ないものであることを確かめる場合

百七十四万円

令第百十二条第三

項の認定に係る評

価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 三十四万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 五十四万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 七十三万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 九十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 百十四万円

令第百十二条第四項第一号の認定に係る評価 二百二十七万円

令第百十二条第十二項ただし書の認定に係る評価 百五十二万円

令第百十二条第十九項第一号の認定に係る評価 四十六万円

令第百十二条第十九項第二号の認定に係る評価 四十六万円

令第百十二条第二十一項の認定に係る評価 四十六万円

令第百十四条第五項の認定に係る評価 百五十七万円

令第百十五条第一項第三号ロの認定に係る評価 四十六万円

令第百十五条の二第一項第四号の認定に係る評価 百九十二万円

令第百二十三条第
三項第二号の認定
に係る評価（令第
百二十九条の十三
の三第十三項の認
定に係る評価を併
せて行う場合を除
く。）

外気に向かつて開くことのできる窓又は 上部を直接外気に開放する排煙風道を設ける

もの

七十万円

排煙機を設けるもの 七十七万円

右に掲げるもの以外のもの 百十八万円

令第百二十六条の二第二項第一号の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十六条の五第二号の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十六条の

六第三号の認定に

係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 八十七万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十四万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百五十七万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 百九十三万円

令第百二十八条の

七第一項の認定に

係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 八十七万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十四万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百五十七万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 百九十三万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百二十九条第

一項の認定に係る

評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 八十七万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二万円

　 床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十四万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百五十七万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 百九十三万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百二十九条の

二第一項の認定に

係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 八十七万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二万円

　 床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十四万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百五十七万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 百九十三万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百二十九条の二の四第一項第三号ただし書の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十九条の

二の四第一項第七

号ハの認定に係る

評価

加熱開始後二十分間、き裂その他の損傷を生じないものであることを確かめる場合 百八十八万円

　 加熱開始後四十五分間、き裂その他の損傷を生じないものであることを確かめる場合 百九十一万円
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　 加熱開始後一時間、き裂その他の損傷を生じないものであることを確かめる場合 百九十四万円

令第百二十九条の二の四第二項第三号の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十九条の二の六第三号の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十九条の四第一項第三号（令第百四十四条第二項において読み替えて準用する場合を含む。）の認

定に係る評価

百三十八万円

令第百二十九条の八第二項の認定に係る評価 百十二万円

令第百二十九条の十第二項の認定に係る評価 百三十六万円

令第百二十九条の

十第四項の認定に

係る評価

令第百二十九条の十第三項第一号に掲げる安全装置の機能を確保することができるもの

であることを確かめる場合

百四十四万円

　 令第百二十九条の十第三項第二号に掲げる安全装置の機能を確保することができるもの

であることを確かめる場合

百十二万円

令第百二十九条の十二第一項第六号の認定に係る評価 百四十四万円

令第百二十九条の十二第二項の認定に係る評価 百三十八万円

令第百二十九条の十二第五項の認定に係る評価 百三十六万円

令第百二十九条の十三の二第三号の認定に係る評価 四十六万円

令第百二十九条の
十三の三第十三項
の認定に係る評価
（令第百二十三条
第三項第二号の認
定に係る評価を併
せて行う場合を除
く。）

外気に向かつて開くことのできる窓又は 上部を直接外気に開放する排煙風道を設ける

もの

七十万円

排煙機を設けるもの 七十七万円

右に掲げるもの以外のもの 百十八万円

令第百二十三条第

三項第二号の認定

及び令第百二十九

条の十三の三第十

三項の認定に係る

評価

外気に向かつて開くことのできる窓又は 上部を直接外気に開放する排煙風道を設ける

もの

七十万円

排煙機を設けるもの 七十七万円

右に掲げるもの以外のもの 百十八万円

令第百二十九条の十五第一号の認定に係る評価 四十六万円

令第百三十七条の

二の二第一項第一

号ロの認定に係る

評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百三十七条の

二の二第二項第一

号ロの認定に係る

評価

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超え、十万平方メートル以内のもの 二百四万円

床面積の合計が十万平方メートルを超え、二十万平方メートル以内のもの 二百二十万円

床面積の合計が二十万平方メートルを超えるもの 二百五十万円

令第百三十七条の

二の四第一号ロの

認定に係る評価

非耐力壁について二十分間の準防火性能等を有することを確かめる場合 百六十二万円

耐力壁について二十分間の準防火性能等を有することを確かめる場合 百七十九万円

令第百三十七条の

四第一号ロの認定

に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 二百四万円

令第百三十七条の

十第一号イ（２）

の認定に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 二百四万円

令第百三十七条の十第一号ロ（４）の認定に係る評価 百五十二万円
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令第百三十七条の

十 一 第 一 号 イ

（２）の認定に係

る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 百十五万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 百二十九万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 百四十七万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 百六十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 二百四万円

令第百三十九条第一項第三号又は第四号ロ（これらの規定を令第百四十条第二項、令第百四十一条第二項又

は令第百四十三条第二項において準用する場合を含む。）の認定に係る評価

百十五万円

令第百四十四条第一項第一号ロ又はハ（２）の認定に係る評価 百十五万円

令第百四十四条第一項第三号イの認定に係る評価 八十一万円

令第百四十四条第一項第五号の認定に係る評価 百四十八万円

令第百四十五条第一項第二号の認定に係る評価 四十六万円

建築物の全部に関
する第一条の三第
一項第一号イ並び
にロ（１）及び
（２）並びに同項
の表三の各項の認
定に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 三百三十八万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 三百六十万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 四百十四万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 四百六十八万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 五百十万円

基礎杭に関する第一条の三第一項第一号イ並びにロ（１）及び（２）並びに同項の表三の各項の認定に係る

評価

百八十四万円

鉄骨の接合部に関
する第一条の三第
一項第一号イ並び
にロ（１）及び
（２）並びに同項
の表三の各項の認
定に係る評価

床面積の合計が五百平方メートル以内のもの 三十四万円

床面積の合計が五百平方メートルを超え、三千平方メートル以内のもの 四十七万円

床面積の合計が三千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 六十万円

床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 九十四万円

床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 百三十三万円

第八条の三の認定に係る評価 二百七十万円

（備考）

一　法第二十条第一項第一号、令第百八条の四第一項第二号及び第四項、令第百二十八条の七第一項、令第百二十九条第一項、令第百二

十九条の二第一項並びに第一条の三第一項第一号イ並びにロ（１）及び（２）並びに同項の表三の各項の認定に係る評価のうち、既に評

価を受けた構造方法等の計画の変更に係る評価にあつては、床面積の合計は当該変更に係る部分について算定するものとする。

二　特定主要構造部の一部に関する法第二十一条第一項の認定及び特定主要構造部の一部に関する法第二十七条第一項の認定に係る評価

にあつては、その算定した額に千円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。

別表第三（第十一条の二の三関係）

（い） （ろ）

令第百三十六条の二の十一第一号に掲げる建築

物の部分

床面積の合計が三十平方メートル以内のもの 三万二千円

床面積の合計が三十平方メートルを超え、百平方メートル以内のもの 四万五千円

　 床面積の合計が百平方メートルを超え、二百平方メートル以内のもの 六万二千円

　 床面積の合計が二百平方メートルを超え、五百平方メートル以内のもの 七万八千円

　 床面積の合計が五百平方メートルを超え、千平方メートル以内のもの 十万円

　 床面積の合計が千平方メートルを超え、二千平方メートル以内のもの 十四万円

　 床面積の合計が二千平方メートルを超え、一万平方メートル以内のもの 三十五万円

　 床面積の合計が一万平方メートルを超え、五万平方メートル以内のもの 五十七万円

　 床面積の合計が五万平方メートルを超えるもの 百十二万円

防火設備 五万千円

換気設備 五万千円
し

屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽 五万千円

非常用の照明装置 五万千円

給水タンク又は貯水タンク 五万千円

冷却塔設備 五万千円

エレベーターの部分で昇降路及び機械室以外のもの 七万七千円

エスカレーター 七万七千円

避雷設備 五万千円

乗用エレベーターで観光のためのもの（一般交通の用に供するものを除く。）の部分で、昇降路及び機械室以外のもの 七万七千円

エスカレーターで観光のためのもの（一般交通の用に供するものを除く。）の部分で、トラス又ははりを支える部分以外の

もの

七万七千円

128



ウォーターシュート、コースターその他これらに類する高架の遊戯施設又はメリーゴーラウンド、観覧車、オクトパス、飛

行塔その他これらに類する回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するものの部分のうち、かご、車両その他人を乗せる部

分及びこれを支え、又はつる構造上主要な部分並びに非常止め装置の部分

七万七千円
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別記
第一号様式（第一条関係）（Ａ４）
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第一号の二様式（第一条の二の二関係）（Ａ４）

第一号の二様式(第一条の二の二関係)(A4) 

    年 構造計算適合判定資格者検定受検申込書 

  私は、構造計算適合判定資格者検定を受検したいので申し込みます。 

  私は、以下に記載した事項が事実で、かつ正確であることを誓います。 
※ 

受検

番号 

数 字 英文字   万 千 百 十 一     

    
― 

          
     年 月 日       

  
氏 名 

  検

定

地 

  

    国土交通大臣殿 
    

ふりがな 

氏 名 

  性 別 生 年 月 日  

一級建築士 

 イ 登録 

 ロ 合格 

 

          年 

 

第         号 

男・女 年  月  日 

本 籍 地 

      

      年  月撮影 

    

現 住 所 

(〒     )        〔電話(  )   局  番〕 写真の裏面には住所の都
道府県名及び氏名を必ず
記入のこと 

    

勤 務 先 
(課名・係名まで) 

  ※受付担当者確認欄 

  

勤 務 先

所 在 地 

(〒     ) 

〔電話(  )   局  番〕  

 (注意)(1)   記入事項は、審査の対象となりますので、正確に、かつ、できるだけ詳細に記載すること。 

    (2)   記入は青か黒のインク又はボールペンで丁寧に書き、数字は算用数字を用い、該当するものを

○で囲むこと。 

    (3)   太線内のみを記入し、※のところは記入しないこと。 

    (4)   裏面の記載を忘れないこと。 

収入印紙貼付欄 

(消印してはならない。) 
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(裏面)(A4) 

実

務

経

歴 

勤 務 先 所 在 地 

在 職 期 間 
地 位 

職 名 
職 務 内 容 

年月～年月 
年 数 

構造計算適合性判定 そ の 他 

              

合 計       

 (注意) 1)  今までの構造計算適合性判定の業務又は建築基準法施行令第8条の4各号に掲げる業務に関する経歴全てについて年代順に書いて下さい。 

        なお、勤務先、地位職名又は職務内容が変わつた場合には区別して個々に記入すること。 

     2)  職務内容は、建築物の設計(構造)、建築物の確認(構造)等具体的に詳しく書いてください。 

     3)  所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

     4)  在職期間は、地位職名ごとの満年月数とし、1ヶ月未満は切り捨てること。 

     5)  地位職名は、建築課長、技師、防災計画係等と明記すること。 
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第二号様式（第一条の三、第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第二号様式(第一条の三、第三条、第三条の三関係)(A4) 
 

確認申請書(建築物) 

(第一面) 
 
  建築基準法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による確認を申請します。この申請

書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
  建築主事等又は指定確認検査機関    様 
 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

設計者氏名             
 
 

※手数料欄 

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

    

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
 建築主等の概要 
                                         

【1．建築主】 
 【イ．氏名のフリガナ】 
 【ロ．氏名】 
 【ハ．郵便番号】 
 【ニ．住所】 
 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 
 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
 【ロ．氏名】 
 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

 【ニ．郵便番号】 
 【ホ．所在地】 
 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 
 (代表となる設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 

 (その他の設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 

  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 

  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 

 (構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者) 
  上記の設計者のうち、 
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   □建築士法第20条の2第1項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第    号 

   □建築士法第20条の2第3項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第    号 

   □建築士法第20条の3第1項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 

   □建築士法第20条の3第3項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第    号 
                                         

【4．建築設備の設計に関し意見を聴いた者】 
 (代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者) 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 

 (その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者) 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 

  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 

  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 
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【5．工事監理者】 
 (代表となる工事監理者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 

 (その他の工事監理者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 

  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 

  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 
                                         

【6．工事施工者】 
 【イ．氏名】 
 【ロ．営業所名】建設業の許可(     )第     号 

 【ハ．郵便番号】 
 【ニ．所在地】 
 【ホ．電話番号】 
                                         

【7．構造計算適合性判定の申請】 
 □申請済  (     ) 
 □未申請  (     ) 
 □申請不要 
                                         

【8．建築物エネルギー消費性能確保計画の提出】 
   □提出済(     ) 
   □未提出(     ) 
   □提出不要(     ) 
                                         

【9．備考】 
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(第三面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】 
   □都市計画区域内 (□市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分非設定) 
   □準都市計画区域内   □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【4．防火地域】   □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【6．道路】 
 【イ．幅員】 
 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【7．敷地面積】 
 【イ．敷地面積】  (1)(     )(     )(     )(     ) 
           (2)(     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．用途地域等】   (     )(     )(     )(     ) 
 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ホ．敷地面積の合計】 (1) 
             (2) 
 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 
 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
 【チ．備考】 
                                         

【8．主要用途】(区分   ) 
                                         

【9．工事種別】 
  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
                                         

【10．建築面積】    (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 
 【イ．建築物全体】  (       )(       )(       ) 
 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 
            (       )(       )(       ) 
 【ハ．建蔽率】 
                                         

【11．延べ面積】      (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 
 【イ．建築物全体】    (       )(       )(       ) 
 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ホ．認定機械室等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ヘ．自動車車庫等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ト．備蓄倉庫の部分】  (       )(       )(       ) 
 【チ．蓄電池の設置部分】 (       )(       )(       ) 
 【リ．自家発電設備の設置部分】 
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              (       )(       )(       ) 
 【ヌ．貯水槽の設置部分】 (       )(       )(       ) 
 【ル．宅配ボックスの設置部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ヲ．その他の不算入部分】(       )(       )(       ) 
 【ワ．住宅の部分】    (       )(       )(       ) 
 【カ．老人ホーム等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ヨ．延べ面積】 
 【タ．容積率】 
                                         

【12．建築物の数】 
 【イ．申請に係る建築物の数】 
 【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】 
                                         

【13．建築物の高さ等】   (申請に係る建築物)(他の建築物   ) 
 【イ．最高の高さ】    (        )(        ) 
 【ロ．階数】     地上(        )(        ) 
            地下(        )(        ) 
 【ハ．構造】           造   一部        造 
 【ニ．建築基準法第56条第7項の規定による特例の適用の有無】 □有 □無 
 【ホ．適用があるときは、特例の区分】 
   □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         
 
 
                                         

【14．許可・認定等】 
 
                                         

【15．工事着手予定年月日】      年  月  日 
                                         

【16．工事完了予定年月日】      年  月  日 
                                         

【17．特定工程工事終了予定年月日】           (特定工程) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
                                         

【18．その他必要な事項】 
 
                                         

【19．備考】 
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(第四面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．番号】 
                                         

【2．用途】 (区分     ) 
       (区分     ) 
       (区分     ) 
       (区分     ) 
       (区分     ) 
                                         

【3．工事種別】 
   □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
                                         

【4．構造】         造   一部      造 
                                         

【5．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【6．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【7．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                          

【8．階数】 
 【イ．地階を除く階数】 
 【ロ．地階の階数】 
 【ハ．昇降機塔等の階の数】 
 【ニ．地階の倉庫等の階の数】 
                                         

【9．高さ】 
 【イ．最高の高さ】 
 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【10．建築設備の種類】 
                                         

【11．確認の特例】 
 【イ．建築基準法第6条の3第1項ただし書又は法第18条第4項ただし書の規定による審査

の特例の適用の有無】 
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  □有 □無 
 【ロ．建築基準法第6条の4第1項の規定による確認の特例の適用の有無】□有 □無 
 【ハ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】 
                      第          号 
 【ニ．認定型式の認定番号】 
  第     号 
 【ホ．適合する一連の規定の区分】 
  □建築基準法施行令第136条の2の11第1号イ 
  □建築基準法施行令第136条の2の11第1号ロ 
 【ヘ．認証型式部材等認証番号】 
                                         

【12．床面積】      (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 
 【イ．階別】(  階)  (       )(       )(       ) 
       (  階)  (       )(       )(       ) 
       (  階)  (       )(       )(       ) 
       (  階)  (       )(       )(       ) 
       (  階)  (       )(       )(       ) 
       (  階)  (       )(       )(       ) 
 【ロ．合計】      (       )(       )(       ) 
                                         

【13．屋根】 
                                         

【14．外壁】 
                                         

【15．軒裏】 
                                         

【16．居室の床の高さ】 
                                         

【17．便所の種類】 
                                         

【18．その他必要な事項】 
                                         

【19．備考】 
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(第五面) 

 建築物の階別概要 
                                         

【1．番号】 
                                         

【2．階】 
                                         

【3．柱の小径】 
                                         

【4．横架材間の垂直距離】 
                                         

【5．階の高さ】 
                                         

【6．天井】 

 【イ．居室の天井の高さ】 

 【ロ．建築基準法施行令第39条第3項に規定する特定天井】  □有 □無 
                                         

【7．用途別床面積】 
       (用途の区分     )(具体的な用途の名称 )(床面積       ) 
 【イ．】  (          )(          )(          ) 
 【ロ．】  (          )(          )(          ) 
 【ハ．】  (          )(          )(          ) 
 【ニ．】  (          )(          )(          ) 
 【ホ．】  (          )(          )(          ) 
 【ヘ．】  (          )(          )(          ) 
                                         
【8．その他必要な事項】 
 
                                         

【9．備考】 
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(第六面) 

 建築物独立部分別概要 
                                         

 【1．番号】 
                                         

 【2．延べ面積】 
                                         

 【3．建築物の高さ等】 

  【イ．最高の高さ】 

  【ロ．最高の軒の高さ】 

  【ハ．階数】    地上(    )     地下(    ) 

  【ニ．構造】        造    一部     造 
                                         

 【4．特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準の別】 

   □特定構造計算基準 

   □特定増改築構造計算基準 
                                         

 【5．構造計算の区分】 

   □建築基準法施行令第81条第1項各号に掲げる基準に従つた構造計算 

   □建築基準法施行令第81条第2項第1号イに掲げる構造計算 

   □建築基準法施行令第81条第2項第1号ロに掲げる構造計算 

   □建築基準法施行令第81条第2項第2号イに掲げる構造計算 

   □建築基準法施行令第81条第3項に掲げる構造計算 
                                         

 【6．構造計算に用いたプログラム】 

  【イ．名称】 

  【ロ．区分】 

   □建築基準法第20条第1項第2号イ又は第3号イの認定を受けたプログラム 

    (大臣認定番号    ) 

   □その他のプログラム 
                                         

 【7．建築基準法施行令第137条の2各号に定める基準の区分】 

   (    ) 
                                         

 【8．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 建築主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建

築主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄、3欄及び5欄は、代理者、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属している

ときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代

理者、設計者又は工事監理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄の「ト」は、作成した又は建築士法第20条の2第3項若しくは第20条の3第3項の

表示をした図書について記入してください。 

 ⑤ 3欄、4欄及び5欄は、それぞれ代表となる設計者、建築設備の設計に関し意見を聴

いた者及び工事監理者並びに申請に係る建築物に係る他のすべての設計者、建築設備

の設計に関し意見を聴いた者及び工事監理者について記入してください。3欄の設計

者のうち、構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者がい

る場合は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。記入欄が不

足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑥ 4欄は、建築士法第20条第5項に規定する場合(設計に係る場合に限る。)に、同項に

定める資格を有する者について記入し、所在地は、その者が勤務しているときは勤務

先の所在地を、勤務していないときはその者の住所を、登録番号は建築士法施行規則

第17条の35第1項の規定による登録を受けている場合の当該登録番号を書いてくださ

い。 

 ⑦ 5欄及び6欄は、それぞれ工事監理者又は工事施工者が未定のときは、後で定まつ

てから工事着手前に届け出てください。 

 ⑧ 6欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑨ 7欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、申請済の場合には、申

請をした都道府県名又は指定構造計算適合性判定機関の名称及び事務所の所在地を記

入してください。未申請の場合には、申請する予定の都道府県名又は指定構造計算適

合性判定機関の名称及び事務所の所在地を記入し、申請をした後に、遅滞なく、申請

をした旨(申請先を変更した場合においては、申請をした都道府県名又は指定構造計

算適合性判定機関の名称及び事務所の所在地を含む。)を届け出てください。なお、

所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

 ⑩ 8欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、提出済の場合には、提

出をした所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所

の所在地を記入してください。未提出の場合には、提出する予定の所管行政庁名又は

登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地を記入し、提出を

した後に、遅滞なく、提出をした旨(提出先を変更した場合においては、提出をした

所管行政庁名又は登録建築物エネルギー消費性能判定機関の名称及び事務所の所在地

を含む。)を届け出てください。なお、所在地については、○○県○○市、郡○○町、

村、程度で結構です。 

   また、提出不要の場合には、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施

行令第4条第1項に規定する床面積を記入する等、提出が不要である理由を記入してく

ださい。特に必要がある場合には、各階平面図等の図書によりその根拠を明らかにし

てください。なお、延べ面積が300平方メートル未満である場合、建築物のエネル
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ギー消費性能の向上等に関する法律第11条第1項の規定による非住宅部分を有さない

場合その他の提出が不要であることが明らかな場合は、記入する必要はありません。 

 ⑪ 建築物の名称又は工事名が定まつているときは、9欄に記入してください。 

4．第三面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、建

築物の敷地が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以

上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入してく

ださい。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属する

区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地の属

する面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が存する3欄及び4欄に掲げる区域及び地域以外の区域、地域、

地区又は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区

又は街区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑤ 6欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなも

のについて記入してください。 

 ⑥ 7欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住

環境向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号か

ら第8号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1

項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計

画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域

(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が異

なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を記入

してください。 

   「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、同条第13項の規

定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建築物の

敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との間

の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑦ 7欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部

分について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 7欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑨ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条

第8項若しくは第12項の規定が適用される場合においては、7欄の「ヘ」に、同条第7

項若しくは第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若し

くは第12項の規定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してくださ

い。 

 ⑩ 建築物の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積率

の限度が公告されているときは、7欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を

記入してください。 

 ⑪ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第5項若しくは第6項に該当する場合においては、

7欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第5項又は第6項の規定に基づき定められる当該

建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑫ 8欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に記入してください。 

 ⑬ 9欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
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 ⑭ 10欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等

を設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の

中心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつては当

該中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水平距離

5メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交通大臣

が定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。その他

の建築物である場合においては、10欄の「イ」と同じ面積を記入してください。 

 ⑮ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づ

く条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、11欄の

「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住

宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」

にエレベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその

他これらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老

人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する

建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するため

のものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設ける

備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設け

る部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」に

宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることができ

ないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に住宅

の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの

用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法令以外

の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分を有する

場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑯ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、11欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑰ 11欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各

階の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及

び老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3

分の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホーム

その他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共

同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若し

くは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)、「ハ」から

「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの面積

が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階

の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える場

合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定

める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。ま

た、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」の容積率の算

定の基礎となる敷地面積は、7欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

145



  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑱ 12欄の建築物の数は、延べ面積が10平方メートルを超えるものについて記入して

ください。 

 ⑲ 13欄の「イ」及び「ロ」は、申請に係る建築物又は同一敷地内の他の建築物がそ

れぞれ2以上ある場合においては、最大のものを記入してください。 

 ⑳ 13欄の「ハ」は、敷地内の建築物の主たる構造について記入してください。 

  13欄の「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

  13欄の「ホ」は、建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない建築

物については「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない建築

物については「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない建築

物については「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

  建築物及びその敷地に関して許可・認定等を受けた場合には、根拠となる法令及び

その条項、当該許可・認定等の番号並びに許可・認定等を受けた日付について14欄

又は別紙に記載して添えてください。 

  7欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに11欄の「タ」は、百分

率を用いてください。 

  建築基準法第86条の7、同法第86条の8又は同法第87条の2の規定の適用を受ける場

合においては、工事の完了後においても引き続き同法第3条第2項(同法第86条の9第1

項において準用する場合を含む。)の適用を受けない規定並びに当該規定に適合しな

いこととなつた時期及び理由を18欄又は別紙に記載して添えてください。 

  ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、18欄又は別紙に記

載して添えてください。 

  計画の変更申請の際は、19欄に第三面に係る部分の変更の概要について記入して

ください。 

5．第四面関係 

 ① この書類は、申請建築物ごと(延べ面積が10平方メートル以内のものを除く。以下

同じ。)に作成してください。 

 ② この書類に記載する事項のうち、10欄から15欄までの事項については、別紙に明

示して添付すれば記載する必要はありません。 

 ③ 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、申

請建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書いてください。 

 ⑤ 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 5欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行令

第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐

火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条の3第1

号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同等の準

耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造部の構

造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。い

ずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑦ 6欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1項
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第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基準

法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス全

てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲

げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合

する構造」に該当する場合においては、5欄の「準耐火構造」のチェックボックスに

も「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受け

ない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に「レ」マーク

を入れてください。 

 ⑧ 7欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マークを

入れてください。 

 ⑨ 8欄の「ハ」は、建築基準法施行令第2条第1項第8号により階数に算入されない建

築物の部分のうち昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分

の階の数を記入してください。 

 ⑩ 8欄の「ニ」は、建築基準法施行令第2条第1項第8号により階数に算入されない建

築物の部分のうち地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分の階の数を

記入してください。 

 ⑪ 10欄は、別紙にその概要を記載して添えてください。ただし、当該建築設備が特

定の建築基準関係規定に適合していることを証する書面を添える場合には、当該建築

基準関係規定に係る内容を概要として記載する必要はありません。 

 ⑫ 11欄の「イ」及び「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れて

ください。 

 ⑬ 11欄の「ハ」は、建築基準法第6条の4第1項の規定による確認の特例の適用がある

場合に、建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物のうち、該当するものの号の

数字を記入してください。 

 ⑭ 11欄の「ニ」は、建築基準法施行令第10条第1号又は第2号に掲げる建築物に該当

する場合にのみ記入してください。また、11欄の「ホ」は、同条第1号に掲げる建築

物に該当する場合に、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑮ 11欄の「ヘ」は、建築基準法第68条の20第1項に掲げる認証型式部材等に該当する

場合にのみ記入してください。当該認証番号を記入すれば、第10条の5の4第1号に該

当する認証型式部材等の場合にあつては10欄の概要、11欄の「ニ」(屎尿浄化槽又は

合併処理浄化槽並びに給水タンク又は貯水タンクで屋上又は屋内以外にあるものに係

るものを除く。)並びに13欄から16欄まで及び第五面の3欄から6欄までの事項につい

て、同条第2号に該当する認証型式部材等の場合にあつては11欄の「ニ」(当該認証型

式部材等に係るものに限る。)並びに13欄から16欄まで及び第五面の3欄から6欄まで

の事項について、同条第3号に該当する認証型式部材等の場合にあつては10欄の概要

及び11欄の「ニ」(当該認証型式部材等に係るものに限る。)については記入する必要

はありません。 

 ⑯ 12欄の「イ」は、最上階から順に記入してください。記入欄が不足する場合には、

別紙に必要な事項を記入し添えてください。 

 ⑰ 16欄は、最下階の居室の床が木造である場合に記入してください。 

 ⑱ 17欄は、「水洗」、「くみ取り」又は「くみ取り(改良)」のうち該当するものを記入

してください。 

し 
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 ⑲ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、18欄又は別紙に記

載して添えてください。 

 ⑳ 申請建築物が高床式住宅(豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住

宅をいう。)である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、

19欄に、高床式住宅である旨及び床下部分の面積を記入してください。 

  主要構造部の全部又は一部に燃えしろ設計(準耐火構造の主要構造部を耐火被覆を

用いない構造方法によるものとする設計をいう。)を用いたものについては、19欄に

その旨を記入してください。 

  建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、19欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 

  建築基準法施行令第121条の2の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものが木造で

ある場合には、19欄に、その旨を記入してください。 

  計画の変更申請の際は、19欄に第四面に係る部分の変更の概要について記入して

ください。 

6．第五面関係 

 ① この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この書類を別途提出する

必要はありません。 

 ② この書類は、各申請建築物の階ごとに作成してください。ただし、木造の場合は3

欄から8欄まで、木造以外の場合は5欄から8欄までの記載内容が同じときは、2欄に

同じ記載内容となる階を列記し、併せて1枚とすることができます。 

 ③ 1欄は、第二号様式の第四面の1欄に記入した番号と同じ番号を記入してください。 

 ④ 3欄及び4欄は、木造の場合にのみ記入してください。 

 ⑤ 6欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 7欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑦ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、8欄又は別紙に記載

して添えてください。 

 ⑧ 計画の変更申請の際は、9欄に第五面に係る部分の変更の概要について記入してく

ださい。 

7．第六面関係 

 ① この書類は、申請に係る建築物(建築物の二以上の部分がエキスパンションジョイ

ントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している場合においては当該建

築物の部分。以下同じ。)ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、申

請建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 2欄及び3欄の「イ」から「ハ」までは、申請に係る建築物について、それぞれ記

入してください。ただし、建築物の数が1のときは記入する必要はありません。 

 ④ 3欄の「ニ」は、申請に係る建築物の主たる構造について記入してください。ただ

し、建築物の数が1のときは記入する必要はありません。 

 ⑤ 4欄、5欄及び6欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 6欄の「イ」は、構造計算に用いたプログラムが特定できるよう記載してください。 

 ⑦ 7欄は、建築基準法施行令第137条の2各号に定める基準のうち、該当する基準の号

の数字及び「イ」又は「ロ」の別を記入してください。 

 ⑧ 計画の変更申請の際は、8欄に第六面に係る部分の変更の概要について記入してく

ださい。 
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第三号様式（第一条の三、第三条、第三条の三、第三条の四、第三条の七、第三条の十、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三号様式(第一条の三、第三条、第三条の三、第三条の四、第三条の七、第三条の十、

第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 
 

建築計画概要書(第一面) 
 建築主等の概要 
                                         

【1．建築主】 
 【イ．氏名のフリガナ】 
 【ロ．氏名】 
 【ハ．郵便番号】 
 【ニ．住所】 
                                         

【2．代理者】 
 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第      号 
 【ロ．氏名】 
 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第      号 
 
 【ニ．郵便番号】 
 【ホ．所在地】 
 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 
 (代表となる設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 
 
 (その他の設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成又は確認した設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
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  【ト．作成又は確認した設計図書】 
 (構造設計一級建築士又は設備設計一級建築士である旨の表示をした者) 
  上記の設計者のうち、 
 
   □建築士法第20条の2第1項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第     号 
 
   □建築士法第20条の2第3項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第     号 
 
   □建築士法第20条の3第1項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
 
   □建築士法第20条の3第3項の表示をした者 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
   【イ．氏名】 
   【ロ．資格】設備設計一級建築士交付第     号 
                                         

【4．建築設備の設計に関し意見を聴いた者】 
 (代表となる建築設備の設計に関し意見を聴いた者) 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 
 
 (その他の建築設備の設計に関し意見を聴いた者) 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 
 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 
 
  【イ．氏名】 
  【ロ．勤務先】 
  【ハ．郵便番号】 
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  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
  【ヘ．登録番号】 
  【ト．意見を聴いた設計図書】 
                                         

【5．工事監理者】 
 (代表となる工事監理者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 
 
 (その他の工事監理者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．工事と照合する設計図書】 
                                         

【6．工事施工者】 
 【イ．氏名】 
 【ロ．営業所名】建設業の許可(       )第     号 
 
 【ハ．郵便番号】 
 【ニ．所在地】 
 【ホ．電話番号】 
                                         

【7．備考】 
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建築計画概要書(第二面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】 
   □都市計画区域内 (□市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分非設定) 
   □準都市計画区域内   □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【4．防火地域】   □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【6．道路】 
 【イ．幅員】 
 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【7．敷地面積】 
 【イ．敷地面積】  (1)(     )(     )(     )(     ) 
           (2)(     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．用途地域等】   (     )(     )(     )(     ) 
 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ホ．敷地面積の合計】 (1) 
             (2) 
 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 
 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
 【チ．備考】 
                                         

【8．主要用途】 (区分   ) 
                                         

【9．工事種別】 
  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
                                         

【10．建築面積】      (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 
 【イ．建築物全体】    (       )(       )(       ) 
 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 
              (       )(       )(       ) 
 【ハ．建蔽率】 
                                         

【11．延べ面積】      (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 
 【イ．建築物全体】    (       )(       )(       ) 
 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 (       )(       )(  
     ) 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ホ．認定機械室等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ヘ．自動車車庫等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ト．備蓄倉庫の部分】  (       )(       )(       ) 
 【チ．蓄電池の設置部分】 (       )(       )(       ) 
 【リ．自家発電設備の設置部分】 
              (       )(       )(       ) 
 【ヌ．貯水槽の設置部分】 (       )(       )(       ) 
 【ル．宅配ボックスの設置部分】 
              (       )(       )(       ) 
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 【ヲ．その他の不算入部分】(       )(       )(       ) 
 【ワ．住宅の部分】    (       )(       )(       ) 
 【カ．老人ホーム等の部分】(       )(       )(       ) 
 【ヨ．延べ面積】 
 【タ．容積率】 
                                         

【12．建築物の数】 
 【イ．申請に係る建築物の数】 
 【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】 
                                         

【13．建築物の高さ等】   (申請に係る建築物)(他の建築物   ) 
 【イ．最高の高さ】    (        )(        ) 
 【ロ．階数】     地上(        )(        ) 
            地下(        )(        ) 
 【ハ．構造】           造   一部        造 
 【ニ．建築基準法第56条第7項の規定による特例の適用の有無】 □有 □無 
 【ホ．適用があるときは、特例の区分】 
   □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         
 
 
                                         

【14．許可・認定等】 
 
                                         

【15．工事着手予定年月日】      年  月  日 
                                         

【16．工事完了予定年月日】      年  月  日 
                                         

【17．特定工程工事終了予定年月日】           (特定工程) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
   (第  回)      年  月  日 (                ) 
                                         

【18．建築基準法第12条第1項の規定による調査の要否】 
  □要 □否 
                                         

【19．建築基準法第12条第3項の規定による検査を要する防火設備の有無】 
  □有 □無 
                                         

【20．その他必要な事項】 
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建築計画概要書(第三面) 
                                         
 付近見取図 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         
 配置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         

(注意) 

1．第一面及び第二面関係 

 ① これらは第二号様式の第二面及び第三面の写しに代えることができます。この場合

には、最上段に「建築計画概要書(第一面)」及び「建築計画概要書(第二面)」と明示

し、第二面の18欄の事項を第二号様式の第三面の写しの19欄に記載してください。 

 ② 第一面の5欄及び6欄は、それぞれ工事監理者又は工事施工者が未定のときは、後

で定まつてから工事着手前に届け出てください。この場合には、特定行政庁が届出の

あつた旨を明示した上で記入します。 

2．第三面関係 

 ① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。 

 ② 配置図には、縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における建築物の位置、申請に係る

建築物と他の建築物との別並びに敷地の接する道路の位置及び幅員を明示してくださ

い。 
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第四号様式（第一条の三、第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第四号様式(第一条の三、第三条、第三条の三関係)(A4) 
 

計画変更確認申請書(建築物) 

(第一面) 
 
 建築基準法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による計画の変更の確認を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 
 

  年  月  日  

申請者氏名             
 
                                         
 

設計者氏名             
 
                                         

【計画を変更する建築物の直前の確認】 
 【確認済証番号】    第         号 
 【確認済証交付年月日】     年  月  日 
 【確認済証交付者】 
 【計画変更の概要】 
 

※手数料欄 

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

    

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第五号様式（第二条、第二条の二、第三条関係）（Ａ４）

第五号様式(第二条、第二条の二、第三条関係)(A4) 
  建築基準法第6条第1項の規定による

確認済証 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

建築主事等職氏名      印  

 下記による確認申請書に記載の計画は、建築基準法第6条第1項(建築基準法第6条の4第

1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合して

いることを証明する。 

 なお、当該計画が同法第6条の3第1項ただし書に規定する特定構造計算基準又は特定増

改築構造計算基準に適合するかどうかの審査を同項ただし書に規定する建築主事等が行つ

たものである。 

記 

1．申請年月日             年 月 日 

2．建築場所、設置場所又は築造場所 

3．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

4．適合判定通知書の番号 

5．適合判定通知書の交付年月日 

6．適合判定通知書の交付者 

(注意) この証は、大切に保存しておいてください。 

 注 不要な文字は、抹消してください。 

156



第五号の二様式（第二条関係）（Ａ４）

第五号の二様式(第二条関係)(A4) 

 

建築基準法第6条第4項に規定する期間を延長する旨の通知書 

 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

 

建築主事等職氏名          印  

 

 下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第6条第4項に規定する期間内に

確認済証を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、

同条第6項の規定により通知します。 

記 

1．申請年月日              年  月  日 

2．建築場所、設置場所又は築造場所 

(理由) 

 

(延長する期間) 

 

(備考) 
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第六号様式（第二条、第二条の二、第三条関係）（Ａ４）

第六号様式(第二条、第二条の二、第三条関係)(A4) 

 

建築基準法第6条第7項の規定による適

合しない旨の通知書 

 

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

 

建築主事等職氏名          印  

 

 別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築基準法第6条第1

項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築

基準関係規定に適合しないことを認めましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受

けた日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以

内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となり

ます。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達

を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過す

ると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 

158



第七号様式（第二条、第二条の二、第三条関係）（Ａ４）

第七号様式(第二条、第二条の二、第三条関係)(A4) 

       建築基準法第6条第7項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書 

  

 

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

 

建築主事等職氏名          印  

 

 下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第6条第1項(同法第6条の4第1項

の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合するかど

うかを決定することができないので、同条第7項(同法第87条第1項、第87条の4又は第88条

第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求を

することができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求を

した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内

に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となりま

す。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を

受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

1．申請年月日     年 月 日 

2．建築場所、設置場所又は築造場所 

(理由) 

 

 

(備考) 
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第八号様式（第一条の三、第二条の二、第三条の三関係）（昇降機用）（Ａ４）

第八号様式(第一条の三、第二条の二、第三条の三関係)(昇降機用)(A4) 

 

 

確認申請書(昇降機) 

(第一面) 

 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による

確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 
 

  年  月  日  

申請者氏名             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

(第二面) 
                                         

【1．設置者】 
  【イ．氏名のフリガナ】 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．住所】 
  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 
 (代表となる設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
 
 (その他の設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
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  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
                                         

【4．工事施工者】 
  【イ．氏名】 
  【ロ．営業所名】建設業の許可(     )第     号 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
                                         

【5．設置する建築物又は工作物】 
  【イ．所在地】 
  【ロ．名称のフリガナ】 
  【ハ．名称】 
  【ニ．用途】 
                                         

【6．昇降機の概要】(番号     ) 
  【イ．種別】 
  【ロ．用途】 
  【ハ．積載荷重】 
  【ニ．最大定員】 
  【ホ．定格速度】 
  【へ．その他必要な事項】 
                                         

【7．工事着手予定年月日】    年  月  日 
                                         

【8．工事完了予定年月日】    年  月  日 
                                         

【9．特定工程工事終了予定年月日】      (特定工程) 
   (第  回)       年  月  日 (       ) 
   (第  回)       年  月  日 (       ) 
                                         

【10．備考】 
                                         
(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 設置者が2以上のときは、1欄は代表となる設置者について記入し、別紙に他の設

置者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 設置者からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄及び3欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称
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を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の

住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、代表となる設計者並びに申請に係る昇降機に係る他のすべての設計者につ

いて記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添

えてください。 

 ⑤ 4欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施

工者が未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ⑥ 6欄は、複数の昇降機について同時に申請する場合には、申請する昇降機ごとに通

し番号を付した上で、第二面には第1番目の昇降機について記入し、第2番目以降の

昇降機については、別紙に必要な事項を記入して添えてください。この際には、添付

する図面にもその番号を明示してください。 

 ⑦ 6欄の「イ」は、「エレベーター」、「エスカレーター」又は「小荷物専用昇降機」

の別を、「ロ」は、「乗用」、「寝台用」又は「自動車運搬用」の別を記入し、「ニ」は、

乗用エレベーター及び寝台用エレベーターについてのみ記入してください。 

 ⑧ 6欄の「ヘ」は、エスカレーター、小荷物専用昇降機の概要を、また、認証型式部

材等製造者が製造した当該認証に係る型式部材等を有する場合は認証番号を記入して

ください。 

 ⑨ 申請に係る昇降機を設置する建築物又は工作物の確認済証番号、確認済証交付年月

日及び確認済証交付者が把握できる場合には、10欄に記入してください。 

 ⑩ 建築物に関する確認申請と併せて申請する場合には、6欄に記載したものを第二号

様式に追加添付すれば、この様式を別途提出する必要はありません。 

 ⑪ 計画の変更申請の際は、10欄に変更の概要について記入してください。 

 ⑫ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え

てください。 
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第八号様式（第一条の三、第二条の二、第三条の三関係）（昇降機以外の建築設備用）（Ａ４）

第八号様式(第一条の三、第二条の二、第三条の三関係)(昇降機以外の建築設備用)(A4) 

確認申請書(昇降機以外の建築設備) 

(第一面) 

 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による

確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 

 

  年  月  日  

申請者氏名             
 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

(第二面) 
                                         

【1．設置者】 
  【イ．氏名のフリガナ】 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．住所】 
  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 
 (代表となる設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
 
 (その他の設計者) 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
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  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】     (   )建築士   (    )登録第     号 
  【ロ．氏名】 
  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 
  【ホ．所在地】 
  【ヘ．電話番号】 
  【ト．作成した設計図書】 
                                         

【4．工事施工者】 
  【イ．氏名】 
  【ロ．営業所名】建設業の許可(     )第     号 
 
  【ハ．郵便番号】 
  【ニ．所在地】 
  【ホ．電話番号】 
                                         

【5．設置する建築物】 
  【イ．所在地】 
  【ロ．名称のフリガナ】 
  【ハ．名称】 
  【ニ．用途】 
                                         

【6．建築設備の概要】 
                                         

【7．工事着手予定年月日】    年  月  日 
                                         

【8．工事完了予定年月日】    年  月  日 
                                         

【9．特定工程工事終了予定年月日】      (特定工程) 
   (第  回)       年  月  日 (       ) 
   (第  回)       年  月  日 (       ) 
                                         

【10．備考】 
                                         
(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 設置者が2以上のときは、1欄は代表となる設置者について記入し、別紙に他の設

置者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 設置者からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄及び3欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称

を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の

住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、代表となる設計者並びに申請に係る建築設備に係る他のすべての設計者に

ついて記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して

添えてください。 

 ⑤ 4欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別
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紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施

工者が未定のときは、後で定まってから工事着手前に届け出てください。 

 ⑥ 認証型式部材等製造者が製造した当該認証に係る型式部材等を有する場合は、6欄

に認証番号を記入すれば、概要を記載する必要はありません。 

 ⑦ 申請に係る建築設備を設置する建築物の確認済証番号、確認済証交付年月日及び確

認済証交付者が把握できる場合には、10欄に記入してください。 

 ⑧ 建築物に関する確認申請と併せて申請する場合には、6欄に記載したものを第二号

様式に追加添付すれば、この様式を別途提出する必要はありません。 

 ⑨ 計画の変更申請の際は、10欄に変更の概要について記入してください。 

 ⑩ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え

てください。 
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第九号様式（第二条の二、第三条の三関係）（昇降機用）（Ａ４）

第九号様式(第二条の二、第三条の三関係)(昇降機用)(A4) 

 

 

計画変更確認申請書(昇降機) 

 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による

計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違あ

りません。 

 建築主事等又は指定確認検査機関          様 

第      号  

 年 月 日  

申請者氏名              
                                         

【計画を変更する昇降機の直前の確認】 

 【確認済証番号】    第      号 

 【確認済証交付年月日】    年 月 日 

 【確認済証交付者】 

 【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

 ① 数字は算用数字を用いてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第九号様式（第二条の二、第三条の三関係）（昇降機以外の建築設備用）（Ａ４）

第九号様式(第二条の二、第三条の三関係)(昇降機以外の建築設備用)(A4) 

 

 

計画変更確認申請書(昇降機以外の建築設備) 

 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定による

計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違あ

りません。 

 建築主事等又は指定確認検査機関          様 

第      号  

 年 月 日  

申請者氏名              
                                         

【計画を変更する建築設備の直前の確認】 

 【確認済証番号】    第      号 

 【確認済証交付年月日】    年 月 日 

 【確認済証交付者】 

 【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

 ① 数字は算用数字を用いてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第十号様式（第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第十号様式(第三条、第三条の三関係)(A4) 

 

 

確認申請書(工作物) 

 

(第一面) 

 

 建築基準法第88条第1項において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定によ

る確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 

 

  年  月  日  

 

申請者氏名              

 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

 

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
                                               

【1．築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第     号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                               

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

 (その他の設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
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【4．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】  建設業の許可(     )第    号 

 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【5．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                               

【6．工作物の概要】  (番号     ) 

 【イ．種類】  (区分     ) 

 【ロ．高さ】 

 【ハ．構造】 

 【ニ．工事種別】  □新築  □増築  □改築  □その他(       ) 

 【ホ．その他必要な事項】 
                                               

【7．工事着手予定年月日】      年  月  日 
                                               

【8．工事完了予定年月日】      年  月  日 
                                               

【9．特定工程工事終了予定年月日】           (特定工程) 

   (第  回)      年  月  日  (               ) 

   (第  回)      年  月  日  (               ) 
                                               

【10．備考】 

 

                                               

(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 築造主が2以上のときは、1欄は代表となる築造主について記入し、別紙に他の築

造主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄及び3欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称

を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の

住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、代表となる設計者及び申請に係る工作物に係る他のすべての設計者につい

て記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添え

てください。 

 ⑤ 4欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施

工者が未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てください。 

 ⑥ 住居表示が定まつているときは、5欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑦ 6欄は、複数の工作物について同時に申請する場合には、申請する工作物ごとに通

し番号を付した上で、第二面には第1番目の工作物について記入し、第2番目以降の

工作物については、別紙に必要な事項を記入して添えてください。この際には、添付

する図面にもその番号を明示してください。 
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 ⑧ 6欄の「イ」は、次の表の工作物の区分に従い対応する記号を記入した上で、工作

物の種類をできるだけ具体的に書いてください。 

工 作 物 の 区 分 記 号 

1．煙突(支わく及び支線がある場合においては、これらを含み、ストー

ブの煙突を除く。) 

06310 

2．鉄筋コンクリート造の柱、鉄柱、木柱その他これらに類するもの(旗

ざお並びに架空電線路用並びに電気事業者及び卸供給事業者の保安通信

設備用のものを除く。) 

06320 

3．広告塔、広告板、装飾塔、記念塔その他これらに類するもの 06330 

4．高架水槽、サイロ、物見塔その他これらに類するもの 06340 

5．擁壁 06350 

6．ウォーターシュート、コースターその他これに類する高架の遊戯施設 06360 

7．メリーゴーラウンド、観覧車、オクトパス、飛行塔その他これらに類

する回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの 

06370 

 ⑨ 6欄の「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」の

場合は、具体的な工事種別を併せて記入してください。 

 ⑩ 認証型式部材等製造者が製造をした当該認証に係る型式部材等を有する場合は、6

欄の「ホ」に認証番号を記入してください。 

 ⑪ 工作物の名称又は工事名が定まつているときは、10欄に記入してください。 

 ⑫ 建築物に関する確認申請と併せて申請する場合には、6欄に記載したものを第二号

様式に追加添付すれば、この様式を別途提出する必要はありません。 

 ⑬ 建築基準法第88条第1項において準用する同法第86条の7第2項及び第3項の規定の

適用を受ける場合においては、工事の完了後においても引き続き同法第3条第2項(同

法第86条の9第1項において準用する場合を含む。)の適用を受けない規定並びに当該

規定に適合しないこととなつた時期及び理由を10欄又は別紙に記載して添えてくだ

さい。 

 ⑭ 計画の変更申請の際は、10欄に変更の概要について記入してください。 

 ⑮ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え

てください。 
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第十一号様式（第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第十一号様式(第三条、第三条の三関係)(A4) 

 

 

確認申請書(工作物) 

(第一面) 

 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定によ

る確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 

 

  年  月  日  

 

申請者氏名              

 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

 

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
                                               

【1．築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第     号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                               

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

 (その他の設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
                                               

【4．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】  建設業の許可(     )第    号 

 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
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【5．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．用途地域】 

 【ニ．その他の区域又は地区】 
                                               

【6．工作物の概要】 

 【イ．用途】      (区分     ) 

 【ロ．高さ】 

 【ハ．工事種別】  □新築  □増築  □改築  □その他(      ) 

             (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【ニ．築造面積】    (       )(       )(       ) 

 【ホ．工作物の数】   (       )(       )(       ) 

 【ヘ．その他必要な事項】 
                                               

【7．工事着手予定年月日】     年  月  日 
                                               

【8．工事完了予定年月日】     年  月  日 
                                               

【9．特定工程工事終了予定年月日】           (特定工程) 

   (第  回)      年  月  日 (                ) 

   (第  回)      年  月  日 (                ) 
                                               

【10．許可等】 
                                               

【11．備考】 
                                               

(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 築造主が2以上のときは、1欄は代表となる築造主について記入し、別紙に他の築

造主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄及び3欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称

を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の

住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、代表となる設計者及び申請に係る工作物に係る他のすべての設計者につい

て記入してください。記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添え

てください。 

 ⑤ 4欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。工事施

工者が未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てください。 

 ⑥ 住居表示が定まつているときは、5欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑦ 5欄の「ニ」は、都市再生特別地区の内外の別を記入してください。 

 ⑧ 6欄の「イ」は、次の表の工作物に用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、

工作物の用途をできるだけ具体的に書いてください。 

工 作 物 の 用 途 の 区 分 記 号 
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1．鉱物、岩石その他の粉砕で原動機を使用するもの、レディーミクスト

コンクリートの製造等で出力の合計が2．5キロワットを超える原動機を

使用するもの及びアスファルト、コールタール、木タール、石油蒸留産

物又はその残りかすを原料とする製造を行うもの 

06410 

2．自動車車庫の用途に供するもの 06420 

3．サイロその他これに類する工作物のうち飼料、肥料、セメントその他

これらに類するものを貯蔵するもの 

06430 

4．昇降機、ウォーターシュート、飛行塔その他これに類するもの 06440 

5．汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供するもの 06450 

6．その他 06460 

 ⑨ 6欄の「ロ」は、建築基準法施行令第138条第4項第3号に掲げる工作物について記

入してください。 

 ⑩ 6欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」の

場合は、具体的な工事種別を併せて記入してください。 

 ⑪ 建築基準法施行令第138条第4項第1号に掲げる工作物のうち、建築基準法別表第2

(ぬ)項第3号(13の2)の用途に供する工作物については、原動機の出力の合計を6欄の

「ヘ」に記入してください。 

 ⑫ 10欄は、工作物に関して許可等を受けた場合には、根拠となる法令及び条項、当

該許可等の番号、許可等を受けた日付けについて記入してください。 

 ⑬ 工作物の名称又は工事名が定まつているときは、11欄に記入してください。 

 ⑭ 建築基準法第88条第2項において準用する同法第86条の7第1項(同法第48条第1項か

ら第13項まで及び同法第51条に係る部分に限る。)の規定の適用を受ける場合におい

ては、工事の完了後においても引き続き同法第3条第2項(同法第86条の9第1項におい

て準用する場合を含む。)の適用を受けない規定並びに当該規定に適合しないことと

なつた時期及び理由を11欄又は別紙に記載して添えてください。 

 ⑮ 計画の変更申請の際は、11欄に変更の概要について記入してください。 

 ⑯ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え

てください。 
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第十二号様式（第三条、第三条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第十二号様式(第三条、第三条の三、第十一条の三関係)(A4) 
 

築造計画概要書(第一面) 
                                               

【1．築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 
                                               

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第     号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                               

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

 (その他の設計者) 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】     (   )建築士    (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所 (   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 
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  【ト．作成した設計図書】 
                                               

【4．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】  建設業の許可(   )第    号 

 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
                                               
【5．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．用途地域】 

 【ニ．その他の区域又は地区】 
                                               

【6．工作物の概要】 

 【イ．用途】      (区分     ) 

 【ロ．高さ】 

 【ハ．工事種別】  □新築  □増築  □改築  □その他(      ) 

             (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【ニ．築造面積】    (       )(       )(       ) 

 【ホ．工作物の数】   (       )(       )(       ) 

 【ヘ．その他必要な事項】 
                                               

【7．工事着手予定年月日】     年  月  日 
                                               

【8．工事完了予定年月日】     年  月  日 
                                               

【9．特定工程工事終了予定年月日】           (特定工程) 

   (第  回)      年  月  日 (                ) 

   (第  回)      年  月  日 (                ) 
                                               

【10．許可等】 
                                               

【11．備考】 
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築造計画概要書(第二面) 
                                         
 付近見取図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         
 配置図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         
 
(注意) 

1．第一面関係 

 ① これは第十一号様式の第二面の写しに代えることができます。この場合には、最上

段に「築造計画概要書(第一面)」と明示してください。 

 ② 4欄は、工事施工者が未定のときは、後で定まつてから工事着手前に届け出てくだ

さい。この場合には、特定行政庁が届出のあつた旨を明示した上で記入します。 

2．第二面関係 

 ① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。 

 ② 配置図には、縮尺、方位、敷地境界線、敷地内における工作物の位置及び申請に係

る工作物と他の工作物との別(申請に係る工作物が建築基準法施行令第138条第4項第2

号ハからチまでに掲げるものである場合においては、当該工作物と建築物との別を含

む。)を明示してください。 
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第十三号様式（第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第十三号様式(第三条、第三条の三関係)(A4) 

 

計画変更確認申請書(工作物) 

(第一面) 

 

 

 建築基準法第88条第1項において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定によ

る計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違

ありません。 

 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 

 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【計画を変更する工作物の直前の確認】 

 【確認済証番号】    第         号 

 【確認済証交付年月日】     年  月  日 

 【確認済証交付者】 

 【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

    年 月 日 

 

    年 月 日 

第       号 第       号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第十四号様式（第三条、第三条の三関係）（Ａ４）

第十四号様式(第三条、第三条の三関係)(A4) 

 

計画変更確認申請書(工作物) 

 

(第一面) 

 

 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第6条第1項又は第6条の2第1項の規定によ

る計画の変更の確認を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違

ありません。 

 

 建築主事等又は指定確認検査機関    様 

 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【計画を変更する工作物の直前の確認】 

 【確認済証番号】    第         号 

 【確認済証交付年月日】     年  月  日 

 【確認済証交付者】 

 【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

    年 月 日 

 

    年 月 日 

第       号 第       号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第十五号様式（第三条の四関係）（Ａ４）

第十五号様式(第三条の四関係)(A4) 

  建築基準法第6条の2第1項の規定による

確認済証 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

指定確認検査機関名         印  

 下記による計画は、建築基準法第6条第1項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み

替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 

 なお、当該計画が同法第6条の3第1項ただし書に規定する特定構造計算基準又は特定増

改築構造計算基準に適合するかどうかの審査を同項ただし書に規定する確認検査員又は副

確認検査員が行つたものである。 

記 

1．建築場所、設置場所又は築造場所 

2．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

3．確認を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

4．適合判定通知書の番号 

5．適合判定通知書の交付年月日 

6．適合判定通知書の交付者 

(注意)この証は、大切に保存しておいてください。 

 注 不要な文字は、抹消してください。 
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第十五号の二様式（第三条の四関係）（Ａ４）

第十五号の二様式(第三条の四関係)(A4) 
  

建築基準法第6条の2第4項の規定による

適合しない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

指定確認検査機関          印  

 別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築基準法第6条第

1項(同法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準

関係規定に適合しないことを認めましたので、同条第4項(同法第87条第1項、第87条の4

又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以

内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となり

ます。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達

を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

 (理由) 
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第十五号の三様式（第三条の四関係）（Ａ４）

第十五号の三様式(第三条の四関係)(A4) 
  

    建築基準法第6条の2第4項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

指定確認検査機関          印  

 下記による確認申請書は、下記の理由により建築基準法第6条第1項(同法第6条の4第1

項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合するか

どうかを決定することができないので、同法第6条の2第4項(同法第87条第1項、第87条の

4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により通知しま

す。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以

内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となり

ます。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達

を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

 1．申請年月日              年  月  日 

 2．建築場所、設置場所又は築造場所 

 (理由) 

 (備考) 
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第十六号様式（第三条の五関係）（Ａ４）

第十六号様式(第三条の五関係)(A4) 

  
建築基準法第6条の2第5項の規定による

確認審査報告書 

  

第      号  

 年 月 日  

 特定行政庁          様 

指定確認検査機関名             

 下記による計画について、建築基準法第6条の2第1項(同法第87条第1項、第87条の4又は

第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による確認のための審

査を行つたので、同法第6条の2第5項(同法第87条第1項、第87条の4又は第88条第1項若し

くは第2項において準用する場合を含む。)の規定により、当該審査の結果を報告します。 

記 

 1．建築主、設置者又は築造主氏名 

 2．確認審査の結果 

 3．確認済証番号          第         号 

 4．確認済証交付年月日           年  月  日 

 5．確認審査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

 6．構造計算適合性判定の結果 

 7．適合判定通知書の番号 

 8．適合判定通知書の交付年月日 

 9．適合判定通知書の交付者 

 10．建築場所、設置場所又は築造場所 

 11．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 (注意) 建築基準法第6条の3第1項ただし書に規定する特定構造計算基準又は特定増改

築構造計算基準に適合するかどうかの審査を同項ただし書に規定する確認検査員

又は副確認検査員が行つた場合においては、5欄に同項ただし書の確認検査員又

は副確認検査員である旨が分かるように記入してください。 
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第十七号様式（第三条の六関係）（Ａ４）

第十七号様式(第三条の六関係)(A4) 
  

建築基準法第6条の2第6項の規定による

適合しないと認める旨の通知書 

  

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

特定行政庁          印  

 下記による確認済証に記載の計画は、建築基準法第6条第1項(建築基準法第6条の4第1

項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合しない

ことを認めましたので、通知します。これにより下記による確認済証はその効力を失いま

す。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以

内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となり

ます。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達

を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過

すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 
 

記 
 
1．確認済証番号     第         号 

2．確認済証交付年月日      年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 
 
 
(理由) 
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第十八号様式（第三条の六関係）（Ａ４）

第十八号様式(第三条の六関係)(A4) 
 
  

建築基準法第6条の2第6項の規定による

適合しないと認める旨の通知書 

  

 
第         号  

  年  月  日  
 
 指定確認検査機関    様 
 

特定行政庁          印  
 
 貴職から報告を受けた下記による確認済証に記載の計画は、建築基準法第6条第1項(建

築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準

関係規定に適合しないことを認めましたので、通知します。これにより下記による確認済

証はその効力を失います。 
 

記 
 
1．建築主、設置者又は築造主氏名 

2．確認済証番号      第         号 

3．確認済証交付年月日       年  月  日 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 
 
 
(理由) 
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第十八号の二様式（第三条の七、第三条の十関係）（Ａ４）

第十八号の二様式(第三条の七、第三条の十関係)(A4) 
 
 

構造計算適合性判定申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第6条の3第1項(同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。)の規定による構造計算適合性判定を申請します。この申請書及び添付図書に記

載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 知事又は指定構造計算適合性判定機関     様 
 

  年  月  日  

申請者氏名        

設計者氏名        
 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※適合判定通知書番号欄 

    年  月  日 

  

    年  月  日 

第         号 第         号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
                                               

【1．建築主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (  )建築士   (   )登録第  号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(  )建築士事務所(  )知事登録第  号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                               

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

 【イ．資格】     (  )建築士   (   )登録第  号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(  )建築士事務所(  )知事登録第  号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成又は確認した設計図書】 

 

 (その他の設計者) 

 【イ．資格】     (  )建築士   (   )登録第  号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(  )建築士事務所(  )知事登録第  号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成又は確認した設計図書】 

 

 【イ．資格】     (  )建築士   (   )登録第  号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(  )建築士事務所(  )知事登録第  号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成又は確認した設計図書】 

 

 【イ．資格】     (  )建築士   (   )登録第  号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(  )建築士事務所(  )知事登録第  号 

 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 

 【ト．作成又は確認した設計図書】 
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 (構造設計一級建築士である旨の表示をした者) 

 上記の設計者のうち、 

 □建築士法第20条の2第1項の表示をした者 

 【イ．氏名】 

 【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第   号 

 □建築士法第20条の2第3項の表示をした者 

 【イ．氏名】 

 【ロ．資格】構造設計一級建築士交付第   号 
                                               

【4．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                               

【5．確認の申請】 

 □申請済  (       ) 

 □未申請  (       ) 
                                               

【6．工事種別】 

 □新築 □増築 □改築 □移転 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
                                               

【7．備考】 
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(第三面) 

建築物独立部分別概要 
                                               

【1．番号】 
                                               

【2．延べ面積】 
                                               

【3．建築物の高さ等】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 

 【ハ．階数】    地上(    )     地下(    ) 

 【ニ．構造】        造   一部    造 
                                               

【4．特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準の別】 

  □特定構造計算基準 

  □特定増改築構造計算基準 
                                               

【5．構造計算の区分】 

  □建築基準法施行令第81条第2項第1号イに掲げる構造計算 

  □建築基準法施行令第81条第2項第1号ロに掲げる構造計算 

  □建築基準法施行令第81条第2項第2号イに掲げる構造計算 

  □建築基準法施行令第81条第3項に掲げる構造計算 
                                               

【6．構造計算に用いたプログラム】 

 【イ．名称】 

 【ロ．区分】 

  □建築基準法第20条第1項第2号イ又は第3号イの認定を受けたプログラム 

   (大臣認定番号   ) 

  □その他のプログラム 
                                               

【7．建築基準法施行令第137条の2各号に定める基準の区分】 

  (   ) 
                                               

【8．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 建築主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建

築主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄及び3欄は、代理者又は設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称

を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代理者又は設計者の

住所を書いてください。 

 ④ 3欄の「ト」は、作成した又は建築士法第20条の2第3項の表示をした図書について

記入してください。 

 ⑤ 3欄は、代表となる設計者及び申請に係る建築物に係る他の全ての設計者について

記入してください。3欄の設計者のうち、構造設計一級建築士である旨の表示をした

者がいる場合は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。記入

欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑥ 住居表示が定まつているときは、4欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑦ 5欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、申請済の場合には、申

請をした市町村若しくは都道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地

を記入してください。未申請の場合には、申請する予定の市町村若しくは都道府県名

又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を記入し、申請をした後に、遅滞な

く、申請をした旨(申請先を変更した場合においては、申請をした市町村若しくは都

道府県名又は指定確認検査機関の名称及び事務所の所在地を含む。)を届け出てくだ

さい。なお、所在地については、○○県○○市、郡○○町、村、程度で結構です。 

 ⑧ 6欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑨ 建築物の名称又は工事名が定まつているときは、7欄に記入してください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、申請に係る建築物(建築物の二以上の部分がエキスパンションジョイ

ントその他の相互に応力を伝えない構造方法のみで接している場合においては当該建

築物の部分。以下同じ。)ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、申

請建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 2欄及び3欄の「イ」から「ハ」までは、申請に係る建築物について、それぞれ記

入してください。 

 ④ 3欄の「ニ」は、申請に係る建築物の主たる構造について記入してください。 

 ⑤ 4欄、5欄及び6欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 6欄の「イ」は、構造計算に用いたプログラムが特定できるよう記載してください。 

 ⑦ 7欄は、建築基準法施行令第137条の2各号に定める基準のうち、該当する基準の号

の数字及び「イ」又は「ロ」の別を記入してください。 

 ⑧ 計画の変更申請の際は、8欄に第三面に係る部分の変更の概要について記入してく

ださい。 
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第十八号の三様式（第三条の七、第三条の十関係）（Ａ４）

第十八号の三様式(第三条の七、第三条の十関係)(A4) 

計画変更構造計算適合性判定申請書 

(第一面) 

 建築基準法第6条の3第1項(同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される場合

を含む。)の規定による計画の変更の構造計算適合性判定を申請します。この申請書及び

添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 知事又は指定構造計算適合性判定機関     様 

  年  月  日  

申請者氏名        
                                         

設計者氏名        
                                         

【計画を変更する建築物の直前の構造計算適合性判定】 

 【適合判定通知書番号】    第      号 

 【適合判定通知書交付年月日】     年  月  日 

 【適合判定通知書交付者】 

 【計画変更の概要】 

※手数料欄 
 

※受付欄 ※決裁欄 ※適合判定通知書番号欄 

    年  月  日   
    年  月  日 

第         号 第         号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

① 数字は算用数字を用いてください。 

② ※印のある欄は記入しないでください。 
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第十八号の四様式（第三条の九関係）（Ａ４）

第十八号の四様式(第三条の九関係)(A4) 

  建築基準法第6条の3第4項の規定による

適合判定通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書に記載の計画は、建築基準法第6条の3第1項に規定

する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合していることを証明する。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

3．建築物又はその部分の概要 

(注意)この証は、大切に保存しておいてください。 
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第十八号の五様式（第三条の九関係）（Ａ４）

第十八号の五様式(第三条の九関係)(A4) 

  建築基準法第6条の3第4項の規定による

適合しない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 別添の構造計算適合性判定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築

基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合し

ないものであると判定しましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日

の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

   を被告として(訴訟において    を代表する者は    となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第十八号の六様式（第三条の九関係）（Ａ４）

第十八号の六様式(第三条の九関係)(A4) 

  建築基準法第6条の3第5項に規定する

期間を延長する旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書は、下記の理由により建築基準法第6条の3第4項に

規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期

間を延長することを、同条第5項の規定により通知します。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

(理由) 

(延長する期間) 

(備考) 

195



第十八号の七様式（第三条の九関係）（Ａ４）

第十八号の七様式(第三条の九関係)(A4) 

     建築基準法第6条の3第6項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書は、下記の理由により建築基準法第6条の3第1項に

規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかを決定するこ

とができないので、同条第6項の規定により通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日

の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

   を被告として(訴訟において    を代表する者は    となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

(理由) 

(備考) 
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第十八号の八様式（第三条の十一関係）（Ａ４）

第十八号の八様式(第三条の十一関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第6条の3第4項の規定による

適合判定通知書        

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関名         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書に記載の計画は、建築基準法第6条の3第1項に規定

する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合していることを証明する。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

3．建築物又はその部分の概要 

4．構造計算適合性判定を行つた構造計算適合性判定員氏名 

(注意)この証は、大切に保存しておいてください。 
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第十八号の九様式（第三条の十一関係）（Ａ４）

第十八号の九様式(第三条の十一関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第6条の3第4項の規定による

適合しない旨の通知書       

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 別添の構造計算適合性判定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築

基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合し

ないものであると判定しましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日

の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

   を被告として(訴訟において    を代表する者は    となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第十八号の十様式（第三条の十一関係）（Ａ４）

第十八号の十様式(第三条の十一関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第6条の3第5項に規定する

期間を延長する旨の通知書        

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書は、下記の理由により建築基準法第18条の2第4項

の規定により読み替えて適用される同法第6条の3第4項に規定する期間内に同項の通知書

を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第5項

の規定により通知します。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

(理由) 

(延長する期間) 

(備考) 
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第十八号の十一様式（第三条の十一関係）（Ａ４）

第十八号の十一様式(第三条の十一関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第6条の3第6項の規定による適合するかどうかを決定する

ことができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 下記による構造計算適合性判定申請書は、下記の理由により建築基準法第6条の3第1項に

規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかを決定するこ

とができないので、同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される同法第6条の3

第6項の規定により通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日

の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

   を被告として(訴訟において    を代表する者は    となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．建築場所 

(理由) 

(備考) 
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第十八号の十二様式（第三条の十八関係）（Ａ４）

第十八号の十二様式(第三条の十八関係)(A4) 

登録特定建築基準適合判定資格者講習修了証明書 

(氏 名)  

年 月 日生  

証 明 書 番 号 第    号  

講習修了年月日 第    号  

 建築基準法施行規則第3条の13第1項第3号の登録特定建築基準適合判定資格者講習を修

了したことを証する。 

     年  月  日 

登録特定建築基準適合判定資格者講習実施機関名  

代表者名                  
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第十九号様式（第四条、第四条の四の二関係）（Ａ４）

第十九号様式(第四条、第四条の四の二関係)(A4) 
 
 

完了検査申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第7条第1項又は第7条の2第1項(これらの規定を同法第87条の4又は第88条第

1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により、検査を申請します。こ

の申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 建築主事等又は指定確認検査機関    様 
 

  年  月  日  
 

申請者氏名               
                                         
 
第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。 

工事監理者氏名             
                                         
 
【検査を申請する建築物等】 

  □建築物     □建築設備(昇降機)   □建築設備(昇降機以外) 

  □工作物(昇降機) □工作物(法第88条第1項) □工作物(法第88条第2項) 

 

※手数料欄 

※受付欄 
※ 検 査 の

特 例 欄 
※検査欄 ※決裁欄 ※検査済証欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
 建築主、設置者又は築造主等の概要 
                                               

【1．建築主、設置者又は築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【2．代理者】 

 【イ．資格】      (    )建築士   (     )登録第    号 

 【ロ．氏名】 

 

 【ハ．建築士事務所名】 (    )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【へ．電話番号】 
                                               

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

 (その他の設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
                                               

【4．工事監理者】 

 (代表となる工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 
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  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 

 

 (その他の工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 

 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 

 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
                                               

【5．建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者】 

 (代表となる建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者) 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 

 

 (その他の建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者) 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 

 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 
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  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 

 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 
                                               

【6．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】 建設業の許可(     )第    号 

 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
                                               

【7．備考】 
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(第三面) 

 申請する工事の概要 
                                               

【1．建築場所、設備場所又は築造場所】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                               

【2．工事種別】 

 【イ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】第     号 

 【ロ．工事種別】 

 【ハ．建築基準法第68条の20第2項の検査の特例に係る認証番号】 

     □新築  □増築  □改築  □移転 

     □大規模の修繕 □大規模の模様替 □建築設備の設置 
                                               

【3．確認済証番号】   第     号 
                                               

【4．確認済証交付年月日】     年  月  日 
                                               

【5．確認済証交付者】 
                                               

【6．工事着手年月日】       年  月  日 
                                               

【7．工事完了(予定)年月日】       年  月  日 
                                               

【8．検査対象床面積】 
                                               

【9．検査経過】        (第      回) (第      回) 

 【イ．特定工程】       (        ) (        ) 

 【ロ．中間検査合格証交付者】 (        ) (        ) 

 【ハ．中間検査合格証番号】  (        ) (        ) 

 【ニ．交付年月日】      (   年 月 日) (   年 月 日) 
                                               

【10．確認以降の軽微な変更の概要】 

 【イ．変更された設計図書の種類】 

 【ロ．変更の概要】 

 
                                               

【11．備考】 
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(第四面) 

工事監理の状況 

 

確認を行

っ た 部

位・材料

の種類等 

照合内容 

照合を行

った設計

図書 

設計図書

の内容に

ついて設

計者に確

認した事

項 

照合方法 

照合結果 

(不適の場合

には建築主に

対して行った

報告の内容) 

敷地の形状、高

さ、衛生及び安

全 

            

主要構造部及び

主要構造部以外

の構造耐力上主

要な部分に用い

る材料 (接合材

料を含む )の種

類、品質、形状

及び寸法 

            

主要構造部及び

主要構造部以外

の構造耐力上主

要な部分に用い

る材料の接合状

況、接合部分の

形状等 

            

建築物の各部分

の位置、形状及

び大きさ 

            

構造耐力上主要

な部分の防錆、

防腐及び防蟻措

置及び状況 

            

特定天井に用い

る材料の種類並

びに当該特定天

井の構造及び施

工状況 

            

居室の内装の仕

上げに用いる建

築材料の種別及

び当該建築材料

を用いる部分の

面積 
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天井及び壁の室

内に面する部分

に係る仕上げの

材料の種別及び

厚さ 

            

開口部に設ける

建具の種類及び

大きさ 

            

建築設備に用い

る材料の種類及

びその照合した

内容並びに当該

建築設備の構造

及び施工状況

(区画貫通部の

処理状況を含

む。) 

            

備 考 

 

(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 「検査を申請する建築物等」の欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを

入れてください。建築基準法第88条第1項に規定する工作物のうち同法施行令第138

条第2項第1号に掲げるものにあつては、「工作物(昇降機)」のチェックボックスに

「レ」マークを入れてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 建築主、設置者又は築造主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主、設置者又

は築造主について記入し、別紙に他の建築主、設置者又は築造主についてそれぞれ必

要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主、設置者又は築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、

2欄に記入してください。 

 ③ 2欄、3欄及び5欄は、代理者、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属している

ときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代

理者、設計者又は工事監理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄、4欄及び5欄は、それぞれ代表となる設計者、工事監理者及び建築設備の工事

監理に関し意見を聴いた者並びに申請に係る建築物に係る他のすべての設計者、工事

監理者及び建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者について記入してください。記

入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑤ 5欄は、建築士法第20条第5項に規定する場合(工事監理に係る場合に限る。)に、同

項に定める資格を有する者について記入し、所在地は、その者が勤務しているときは

勤務先の所在地を、勤務していないときはその者の住所を、登録番号は建築士法施行

規則(昭和25年建設省令第38号)第17条の35第1項の規定による登録を受けている場合

の当該登録番号を書いてください。 

 ⑥ 6欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 
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 ⑦ 建築物又は工作物の名称又は工事名が定まつているときは、7欄に記入してくださ

い。 

4．第三面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、1欄の「ロ」に記入してください。 

 ② 2欄の「イ」は、建築物が建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物に該当する

場合に、当該各号の数字を記入してください。 

 ③ 2欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ④ 2欄の「ハ」は、認証型式部材等製造者が製造をした当該認証に係る型式部材等を

有する場合に、その認証番号を記載してください。 

 ⑤ 3欄、4欄及び5欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認に

ついて記載してください。 

 ⑥ 9欄は、記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑦ 10欄は、軽微な設計変更が2以上あるときは、その一について記入し、別紙にその

他の軽微な設計変更について、必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑧ 10欄の「ロ」は、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。 

 ⑨ 10欄は、特定工程に係る建築物にあつては、この申請を直前の中間検査を申請し

た建築主事等に対して行う場合には、確認から直前の中間検査までに生じた軽微な設

計変更の概要について記入する必要はありません。また、それ以外の場合で、確認か

ら直前の中間検査までに生じた軽微な設計変更の概要についてこの欄に記載すべき事

項を記載した書類を別に添付すれば、その部分について記入する必要はありません。 

 ⑩ 10欄は、申請建築物について変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合す

ることが明らかなことが確かめられた旨の図書を添えてください。 

 ⑪ 検査後も引き続き建築基準法第3条第2項(同法第86条の9第1項において準用する場

合を含む。)の規定の適用を受ける場合は、その根拠となる規定及び不適合の規定を

11欄又は別紙に記載して添えてください。 

5．第四面関係 

 ① 申請建築物(建築基準法第7条の5及び第68条の20第2項(建築物である認証型式部材

等に係る場合に限る。)の適用を受けず、かつ、建築士法第3条から第3条の3までの

規定に含まれないものを除く。以下同じ。)に関する工事監理の状況について記載し

てください。ただし、特定工程に係る建築物にあつては、この申請を直前の中間検査

を申請した建築主事等に対して行う場合には、確認から直前の中間検査までの工事監

理の状況について記入する必要はありません。また、それ以外の場合で、確認から直

前の中間検査までの工事監理の状況についてこの書類に記載すべき事項を記載した書

類を別に添付すれば、その部分について記入する必要はありません。 

 ② 申請建築物が複数の構造方法からなる場合には、それぞれの構造の部分ごとに記載

してください。 

 ③ 接合状況のうち、鋼材等の金属材料の溶接又は圧接部分に係る内部欠陥の検査、強

度検査等の確認については、当該部分に係る検査を行つた者の氏名及び資格並びに当

該検査に係るサンプル数及びその結果を記載してください。 

 ④ 材料のうち、コンクリートについては、四週圧縮強度、塩化物量、アルカリ骨材反

応等の試験又は検査(以下「試験等」という。)を行つた者、試験等に係るサンプル数

及び試験等の結果について記載してください。 

 ⑤ 「特定天井に用いる材料の種類並びに当該特定天井の構造及び施工状況」は、建築

基準法施行令第39条第3項、第81条第1項第3号、第82条の5第7号又は第137条の2第1

号イ(3)の規定の適用を受ける部分について記載してください。 

 ⑥ 「居室の内装の仕上げに用いる建築材料の種別及び当該建築材料を用いる部分の面

積」は、建築基準法施行令第20条の7第1項第1号に規定する内装の仕上げに用いる建

築材料の種別並びに当該建築材料を用いる内装の仕上げの部分及び当該部分の面積に

ついて記載してください。 

 ⑦ 「天井及び壁の室内に面する部分に係る仕上げ」は、建築基準法第35条の2の規定

の適用を受ける部分について記載してください。 
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 ⑧ 「開口部」は、防火設備の設置が義務付けられている部分、建築基準法第28条第1

項の規定の適用を受ける部分及び同法第35条の適用を受ける部分について記載して

ください。 

 ⑨ 施工図、工場の検査記録その他照合に必要な図書を用いて設計図書と申請建築物と

の照合を行つた場合、「照合内容」に記載した内容に応じ、「照合方法」にその方法を

全て記載して下さい。 

 ⑩ 「照合結果」は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注意に従わな

かつた場合には「不適」を記入してください。また、不適の場合には建築主に対して

行つた報告の内容を記載してください。 

 ⑪ 消防法(昭和23年法律第186号)第9条の2第1項に規定する住宅用防災機器の位置及

び種類その他ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、備考欄又は別紙に記

載して添えてください。 

 ⑫ 建築基準法施行令第121条の2の規定の適用を受ける直通階段で屋外に設けるものが

ある場合には、当該直通階段が木造であるか否かについて、備考欄に記載してくださ

い。また、当該直通階段が木造である場合には、(注意)5．⑨及び⑩を参酌して、当

該直通階段に用いる材料の種類並びに当該直通階段の構造、防腐措置及び施工状況に

関する照合内容、照合方法並びに照合結果について、併せて同欄に記載してください。 

 ⑬ この書類に記載すべき事項を含む報告書を別に添付すれば、この書類を別途提出す

る必要はありません。 
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第二十号様式（第四条の二関係）（Ａ４）

第二十号様式(第四条の二関係)(A4) 
 

工事完了届 

(第一面) 

 

 工事を完了しましたので、建築基準法第87条第1項において読み替えて準用する同法第

7条第1項の規定により、届け出ます。 
 
 建築主事等    様 
 

  年  月  日  

届出者氏名             

  ※受付欄 

    年  月  日 

第         号 

係員氏名 
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(第二面) 

 建築主等の概要 
                                         

【1．建築主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代表者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
 
 (その他の設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 
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  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
                                         

【4．工事監理者】 

 (代表となる工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
 
 (その他の工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
                                         

【5．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】 建設業の許可(     )第     号 
 
 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【6．備考】 
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(第三面) 

 届出に係る工事の概要 
                                         

【1．建築場所】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                         

【2．用途地域】 
                                         

【3．届出に係る建築物の概要】 (番号     ) 

 【イ．用途】 

 【ロ．構造】      造   一部      造 

 【ハ．階数】 地上       地下 

 【ニ．床面積の合計】 
                                         

【4．確認済証番号】    第         号 
                                         

【5．確認済証交付年月日】     年  月  日 
                                         

【6．確認済証交付者】 
                                         

【7．工事着手年月日】       年  月  日 
                                         

【8．工事完了年月日】       年  月  日 
                                         

【9．確認以降の軽微な変更の概要】 

 【イ．変更された設計図書の種類】 

 【ロ．変更の概要】 
                                         

【10．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 建築主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主について記入し、別紙に他の建

築主についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に記入してく

ださい。 

 ③ 2欄、3欄及び4欄は、代理者、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属している

ときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代

理者、設計者又は工事監理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄及び4欄は、それぞれ代表となる設計者及び工事監理者並びに申請に係る建築

物に係る他のすべての設計者及び工事監理者について記入してください。記入欄が不

足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑤ 5欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑥ 建築物の名称又は工事名が定まつているときは、6欄に記入してください。 

4．第三面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、1欄の「ロ」に記入してください。 

 ② 3欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、届

け出る建築物ごとに通し番号を付した上で、第三面には第1番目の建築物について記

入し、第2番目以降の建築物については、別紙に必要な事項を記入して添えてくださ

い。 

 ③ 4欄、5欄及び6欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認に

ついて記載してください。 

 ④ 9欄は、軽微な設計変更が2以上あるときは、その一について記入し、別紙にその

他の軽微な設計変更について、必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑤ 9欄の「ロ」は、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。 
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第二十号の二様式（第四条の三の二関係）（Ａ４）

第二十号の二様式(第四条の三の二関係)(A4) 

検査済証を交付できない旨の通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主       様 

検査実施者職氏名          印  

 下記による工事は、建築基準法第7条第4項(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2

項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法第7条

第5項に規定する検査済証を交付できないので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求を

することができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求を

した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内

に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となりま

す。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を

受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．確認済証交付者 

 4．建築場所、設置場所又は築造場所 

 5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 6．検査年月日               年  月  日 

 7．委任した建築主事等職氏名 印   

 (理由) 

 

 (備考) 
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第二十一号様式（第四条の四関係）（Ａ４）

第二十一号様式(第四条の四関係)(A4) 
 

建築基準法第7条第5項の規定による 

検査済証 
 

第         号  

  年  月  日  
 
  建築主、設置者又は築造主    様 
 

検査実施者職氏名          印  
 
 下記に係る工事は、建築基準法第7条第4項の規定による検査の結果、建築基準法第6条

第1項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建

築基準関係規定に適合していることを証明する。 
 

記 
 
1．確認済証番号         第         号 

2．確認済証交付年月日          年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

6．検査後も引き続き建築基準法第3条第2項(同法第86条の9第1項において準用する場合

を含む。)の規定の適用を受ける場合は、その根拠となる規定及び不適合の規定 

7．検査年月日              年  月  日 

8．委任した建築主事等職氏名             印 
 
(注意) この証は、大切に保存しておいてください。 
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第二十二号様式（第四条の五関係）（Ａ４）

第二十二号様式(第四条の五関係)(A4) 
 

建築基準法第7条の2第3項の規定による 

完了検査引受証 
 

第         号  

  年  月  日  
 
  建築主、設置者又は築造主    様 
 

指定確認検査機関名          印  
 
 下記に係る工事について、建築基準法第7条の2第1項の規定による検査を引き受けたこ

とを証明します。 
 

記 
 
1．確認済証番号         第         号 

2．確認済証交付年月日          年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．工事完了(予定)年月日         年  月  日 

5．検査引受年月日            年  月  日 

6．建築場所、設置場所又は築造場所 
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第二十三号様式（第四条の五関係）（Ａ４）

第二十三号様式(第四条の五関係)(A4) 

 

建築基準法第7条の2第3項の規定による 

完了検査引受通知書 

 

第         号  

  年  月  日  

 

 建築主事等    様 

 

指定確認検査機関名             

 

 下記に係る工事について、建築基準法第7条の2第1項の規定による検査を引き受けたこ

とを通知します。 

 

記 

 

1．建築主、設置者又は築造主氏名 

2．確認済証番号         第         号 

3．確認済証交付年月日          年  月  日 

4．確認済証交付者 

5．工事完了(予定)年月日         年  月  日 

6．検査引受年月日            年  月  日 

7．建築場所、設置場所又は築造場所 
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第二十三号の二様式（第四条の五の二関係）（Ａ４）

第二十三号の二様式(第四条の五の二関係)(A4) 

検査済証を交付できない旨の通知書 

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

指定確認検査機関          印  

 下記に係る工事は、建築基準法第7条の2第1項(同法第87条の4又は第88条第1項若しく

は第2項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法

第7条の2第5項に規定する検査済証を交付できないので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月

以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     とな

ります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送

達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．確認済証交付者 

 4．建築場所、設置場所又は築造場所 

 5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 6．検査年月日               年  月  日 

 (理由) 

 (備考) 
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第二十四号様式（第四条の六関係）（Ａ４）

第二十四号様式(第四条の六関係)(A4) 
 

建築基準法第7条の2第5項の規定による 

検査済証 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 建築主、設置者又は築造主    様 
 

指定確認検査機関名          印  
 
 下記に係る工事は、建築基準法第7条の2第1項の規定による検査の結果、建築基準法第

6条第1項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)

の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 
 

記 
 
1．確認済証番号         第         号 

2．確認済証交付年月日          年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

6．検査後も引き続き建築基準法第3条第2項(同法第86条の9第1項において準用する場合

を含む。)の規定の適用を受ける場合は、その根拠となる規定及び不適合の規定 

7．検査年月日              年  月  日 

8．検査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 
 
(注意) この証は、大切に保存しておいてください。 
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第二十五号様式（第四条の七関係）（Ａ４）

第二十五号様式(第四条の七関係)(A4) 

建築基準法第7条の2第6項の規定による

完了検査報告書 

第         号  

  年  月  日  

 特定行政庁    様 

指定確認検査機関名             

 下記に係る工事について、建築基準法第7条の2第1項(同法第87条の4又は第88条第1項

若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による検査を行つたので、同法第7

条の2第6項(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含

む。)の規定により、当該検査の結果を報告します。 

記 

 1．建築主、設置者又は築造主氏名 

 2．確認済証番号          第         号 

 3．確認済証交付年月日           年  月  日 

 4．確認済証交付者 

 5．建築場所、設置場所又は築造場所 

 6．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 7．検査後も引き続き建築基準法第3条第2項(同法第86条の9第1項において準用する場

合を含む。)の規定の適用を受ける場合は、その根拠となる規定及び不適合の規定 

 8．検査年月日               年  月  日 

 9．検査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

 10．検査結果(法不適合の場合は、事由を記載) 

 11．検査済証番号          第         号 

 12．検査済証交付年月日           年  月  日 

222



第二十六号様式（第四条の八、第四条の十一の二関係）（Ａ４）

第二十六号様式(第四条の八、第四条の十一の二関係)(A4) 
 

中間検査申請書 
 

(第一面) 
 
 
 建築基準法第7条の3第1項又は第7条の4第1項(これらの規定を同法第87条の4又は第88

条第1項において準用する場合を含む。)の規定により、検査を申請します。この申請書及

び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 建築主事等又は指定確認検査機関    様 
 

  年  月  日  
 

申請者氏名             
                                        

 第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 

工事監理者氏名             
                                        

【検査を申請する建築物等】 

   □建築物    □建築設備(昇降機)  □建築設備(昇降機以外) 

   □工作物(昇降機)   □工作物(法第88条第1項) 
 

※手数料欄 

  

※受付欄 ※検査の特例欄 ※検査欄 ※決裁欄 
※中間検査合格証

欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 建築主、設置者又は築造主等の概要 
                                         

【1．建築主、設置者又は築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第      号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第      号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．設計者】 

 (代表となる設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 (その他の設計者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 

 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 
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  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．作成した設計図書】 
                                         

【4．工事監理者】 

 (代表となる工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 

 (その他の工事監理者) 

  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
 
  【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 

  【ト．工事と照合した設計図書】 
                                         

【5．建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者】 

 (代表となる建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者) 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 
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  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 

 (その他の建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者) 

  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 
 
  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 
 
  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 
 
  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 
 
  【イ．氏名】 

  【ロ．勤務先】 

  【ハ．郵便番号】 
 
  【ニ．所在地】 

  【ホ．電話番号】 

  【ヘ．登録番号】 

  【ト．意見を聴いた設計図書】 
                                         

【6．工事施工者】 

 【イ．氏名】 

 【ロ．営業所名】 建設業の許可(      )第     号 
 
 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．所在地】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【7．備考】 
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(第三面) 

 申請する工事の概要 
                                         

【1．建築場所、設置場所又は築造場所】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                         

【2．工事種別】 

 【イ．建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物の区分】第    号 

 【ロ．工事種別】 □新築  □増築  □改築  □移転 

          □大規模の修繕 □大規模の模様替 □建築設備の設置 

 【ハ．建築基準法第68条の20第2項の検査の特例に係る認証番号】 
                                         

【3．確認済証番号】    第         号 
                                         

【4．確認済証交付年月日】     年  月  日 
                                         

【5．確認済証交付者】 
                                         

【6．工事着手年月日】       年  月  日 
                                         

【7．工事完了予定年月日】     年  月  日 

【8．特定工程】 

 【イ．特定工程】 

 【ロ．特定工程工事終了(予定)年月日】     年  月  日 

 【ハ．検査対象床面積】 
                                         

【9．今回申請以前の中間検査】   (第      回) (第      回) 

 【イ．特定工程】        (        ) (        ) 

 【ロ．中間検査合格証交付者】  (        ) (        ) 

 【ハ．中間検査合格証番号】   (        ) (        ) 

 【ニ．交付年月日】       (   年 月 日) (   年 月 日) 
                                         

【10．今回申請以降の中間検査】  (第      回) (第      回) 

 【イ．特定工程】        (        ) (        ) 

 【ロ．特定工程工事終了予定

年月日】 

   (   年 月 日) (   年 月 日) 

                                         

【11．確認以降の軽微な変更の概要】 

 【イ．変更された設計図書の種類】 

 【ロ．変更の概要】 
                                         

【12．備考】 
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(第四面) 

工事監理の状況 

  

確認を行

っ た 部

位・材料

の種類等 

照合内容 

照合を行

った設計

図書 

設計図書

の内容に

ついて設

計者に確

認した事

項    

照合方法 

照合結果 

(不適の場合

には建築主に

対して行った

報告の内容)  

敷地の形状、高

さ、衛生及び安

全 

            

主要構造部及び

主要構造部以外

の構造耐力上主

要な部分に用い

る材料(接合材料

を含む)の種類、

品質、形状及び

寸法 

            

主要構造部及び

主要構造部以外

の構造耐力上主

要な部分に用い

る材料の接合状

況、接合部分の

形状等 

            

建築物の各部分

の位置、形状及

び大きさ 

            

構造耐力上主要

な部分の防錆、

防腐及び防蟻措

置及び状況 

            

特定天井に用い

る材料の種類並

びに当該特定天

井の構造及び施

工状況 

            

居室の内装の仕

上げに用いる建

築材料の種別及

び当該建築材料

を用いる部分の

面積 

            

天井及び壁の室

内に面する部分

に係る仕上げの

材料の種別及び

厚さ 
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開口部に設ける

建具の種類及び

大きさ 

            

建築設備に用い

る材料の種類及

びその照合した

内容並びに当該

建築設備の構造

及び施行状況(区

画貫通部の処理

状況を含む。) 

            

備 考  

(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 「検査を申請する建築物等」の欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを

入れてください。建築基準法第88条第1項に規定する工作物のうち同法施行令第138

条第2項第1号に掲げるものにあつては、「工作物(昇降機)」のチェックボックスに

「レ」マークを入れてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 建築主、設置者又は築造主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主、設置者又

は築造主について記入し、別紙に他の建築主、設置者又は築造主についてそれぞれ必

要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主、設置者又は築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、

2欄に記入してください。 

 ③ 2欄、3欄及び5欄は、代理者、設計者又は工事監理者が建築士事務所に属している

ときは、その名称を書き、建築士事務所に属していないときは、所在地はそれぞれ代

理者、設計者又は工事監理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄、4欄及び5欄は、それぞれ代表となる設計者、工事監理者及び建築設備の工事

監理に関し意見を聴いた者並びに申請に係る建築物に係る他のすべての設計者、工事

監理者及び建築設備の工事監理に関し意見を聴いた者について記入してください。記

入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑤ 5欄は、建築士法第20条第5項に規定する場合(工事監理に係る場合に限る。)に、同

項に定める資格を有する者について記入し、所在地は、その者が勤務しているときは

勤務先の所在地を、勤務していないときはその者の住所を、登録番号は建築士法施行

規則(昭和25年建設省令第38号)第17条の35第1項の規定による登録を受けている場合

の当該登録番号を書いてください。 

 ⑥ 6欄は、工事施工者が2以上のときは、代表となる工事施工者について記入し、別

紙に他の工事施工者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑦ 建築物又は工作物の名称又は工事名が定まつているときは、7欄に記入してくださ

い。 

4．第三面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、1欄の「ロ」に記入してください。 

 ② 2欄の「イ」は、建築物が建築基準法施行令第10条各号に掲げる建築物に該当する

場合に、当該各号の数字を記入してください。 

 ③ 2欄の「ロ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
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 ④ 2欄の「ハ」は、認証型式部材等製造者が製造をした当該認証に係る型式部材等を

有する場合に、その認証番号を記載してください。 

 ⑤ 3欄、4欄及び5欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認に

ついて記載してください。 

 ⑥ 8欄の「ハ」は、検査対象となる部分の床面積の合計に相当する面積を記入してく

ださい。 

 ⑦ 9欄及び10欄は、記入欄が不足する場合には、別紙に必要な事項を記入して添えて

ください。 

 ⑧ 11欄は、軽微な設計変更が2以上あるときは、その一について記入し、別紙にその

他の軽微な設計変更について、必要な事項を記入して添えてください。 

 ⑨ 11欄の「ロ」は、変更の内容、変更の理由等の概要を記入してください。 

 ⑩ 11欄は、既に中間検査を受けたものにあつては、この申請を直前の中間検査を申

請した建築主事等に対して行う場合には、確認から直前の中間検査までに生じた軽微

な設計変更の概要について記入する必要はありません。また、それ以外の場合で、確

認から直前の中間検査までに生じた軽微な設計変更の概要についてこの欄に記載すべ

き事項を記載した書類を別に添付すれば、その部分について記入する必要はありませ

ん。 

 ⑪ 11欄は、申請建築物について変更後も建築物の計画が建築基準関係規定に適合す

ることが明らかなことが確かめられた旨の図書を添えてください。 

5．第四面関係 

 ① 申請建築物(建築基準法第7条の5及び第68条の20第2項(建築物である認証型式部材

等に係る場合に限る。)の適用を受けず、かつ、建築士法第3条から第3条の3までの

規定に含まれないものを除く。以下同じ。)に関する当該特定工程に係る工事までの

工事監理の状況について記載してください。ただし、既に中間検査を受けたものにあ

つては、この申請を直前の中間検査を申請した建築主事等に対して行う場合には、確

認から直前の中間検査までの工事監理の状況について記入する必要はありません。ま

た、それ以外の場合で、確認から直前の中間検査までの工事監理の状況についてこの

書類に記載すべき事項を記載した書類を別に添付すれば、その部分について記入する

必要はありません。 

 ② 申請建築物が複数の構造方法からなる場合には、それぞれの構造の部分ごとに記載

してください。 

 ③ 接合状況のうち、鋼材等の金属材料の溶接又は圧接部分に係る内部欠陥の検査、強

度検査等の確認については、当該部分に係る検査を行つた者の氏名及び資格並びに当

該検査に係るサンプル数及びその結果を記載してください。 

 ④ 材料のうち、コンクリートについては、四週圧縮強度、塩化物量、アルカリ骨材反

応等の試験又は検査(以下「試験等」という。)を行つた者、試験等に係るサンプル数

及び試験等の結果について記載してください。 

 ⑤ 「特定天井に用いる材料の種類並びに当該特定天井の構造及び施工状況」は、建築

基準法施行令第39条第3項、第81条第1項第3号、第82条の5第7号又は第137条の2第1

号イ(3)の規定の適用を受ける部分について記載してください。 

 ⑥ 「居室の内装の仕上げに用いる建築材料の種別及び当該建築材料を用いる部分の面

積」は、建築基準法施行令第20条の7第1項第1号に規定する内装の仕上げに用いる建

築材料の種別並びに当該建築材料を用いる内装の仕上げの部分及び当該部分の面積に

ついて記載してください。 

 ⑦ 「天井及び壁の室内に面する部分に係る仕上げ」は、建築基準法第35条の2の規定

の適用を受ける部分について記載してください。 

 ⑧ 「開口部」は、防火設備の設置が義務付けられている部分、建築基準法第28条第1

項の規定の適用を受ける部分及び同法第35条の適用を受ける部分について記載して

ください。 

 ⑨ 施工図、工場の検査記録その他照合に必要な図書を用いて設計図書と申請建築物と

の照合を行つた場合、「照合内容」に記載した内容に応じ、「照合方法」にその方法を
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全て記載して下さい。 

 ⑩ 「照合結果」は、「適」・「不適」のいずれかを記入し、工事施工者が注意に従わな

かつた場合には「不適」を記入してください。また、不適の場合には建築主に対して

行つた報告の内容を記載してください。 

 ⑪ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、備考欄又は別紙に記載して添え

てください。 

 ⑫ 建築基準法施行令第121条の2の規定の適用を受ける直通階段で屋外に設けるもの

がある場合には、当該直通階段が木造であるか否かについて、備考欄に記載してくだ

さい。また、当該直通階段が木造である場合には、(注意)5．⑨及び⑩を参酌して、

当該直通階段に用いる材料の種類並びに当該直通階段の構造、防腐措置及び施工状況

に関する照合内容、照合方法並びに照合結果について、併せて同欄に記載してくださ

い。 

 ⑬ この書類に記載すべき事項を含む報告書を別に添付すれば、この書類を別途提出す

る必要はありません。 
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第二十七号様式（第四条の九関係）（Ａ４）

第二十七号様式(第四条の九関係)(A4) 

 

中間検査合格証を交付できない旨の通知書 

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

検査実施者職氏名          印  

 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第7条の3第4項(同法第87条の4又は第88

条第1項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法

第7条の3第5項に規定する中間検査合格証を交付できないので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求を

することができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求を

した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内

に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となりま

す。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を

受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．確認済証交付者 

 4．建築場所、設置場所又は築造場所 

 5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 6．特定工程 

 7．検査年月日               年  月  日 

 8．委任した建築主事等職氏名 印 

 (理由) 

 

 (備考) 
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第二十八号様式（第四条の十関係）（Ａ４）

第二十八号様式(第四条の十関係)(A4) 
 

  
建築基準法第7条の3第5項の規定によ

る中間検査合格証 
  

 
第         号  

  年  月  日  
 
 建築主、設置者又は築造主    様 
 

検査実施者職氏名          印  
 
 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第7条の3第4項の規定による検査の結果、

建築基準法第6条第1項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法

第6条第1項)の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 

記 
 
1．確認済証番号          第         号 

2．確認済証交付年月日           年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

6．特定工程 

7．検査年月日               年  月  日 

8．委任した建築主事等職氏名              印 

9．検査対象に関する特記事項 

 (注意) この証は、大切に保存しておいてください。 
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第二十九号様式（第四条の十二関係）（Ａ４）

第二十九号様式(第四条の十二関係)(A4) 
 
  建築基準法第7条の4第2項の規定による

中間検査引受証 

  

第         号  

  年  月  日  
 
 建築主、設置者又は築造主    様 
 

指定確認検査機関名          印  
 
 下記による特定工程に係る工事について、建築基準法第7条の4第1項の規定による検査

を引き受けたことを証明します。 

記 

1．確認済証番号          第         号 

2．確認済証交付年月日           年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．特定工程 

5．特定工程工事終了(予定)年月日      年  月  日 

6．検査引受年月日             年  月  日 

7．建築場所、設置場所又は築造場所 

234



第三十号様式（第四条の十二関係）（Ａ４）

第三十号様式(第四条の十二関係)(A4) 

 

  建築基準法第7条の4第2項の規定による

中間検査引受通知書 

  

第         号  

  年  月  日  

 

 建築主事等    様 

 

指定確認検査機関名             

 

 下記による特定工程に係る工事について、建築基準法第7条の4第1項の規定による検査

を引き受けたことを通知します。 

記 

1．建築主、設置者又は築造主氏名 

2．確認済証番号          第         号 

3．確認済証交付年月日           年  月  日 

4．確認済証交付者 

5．特定工程 

6．特定工程工事終了(予定)年月日      年  月  日 

7．検査引受年月日             年  月  日 

8．建築場所、設置場所又は築造場所 
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第三十号の二様式（第四条の十二の二関係）（Ａ４）

第三十号の二様式(第四条の十二の二関係)(A4) 

中間検査合格証を交付できない旨の通知書 

第         号  

  年  月  日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

指定確認検査機関          印  

 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第7条の4第1項(同法第87条の4又は第88

条第1項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法

第7条の4第3項に規定する中間検査合格証を交付できないので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月

以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     とな

ります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送

達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

1．確認済証番号          第         号 

2．確認済証交付年月日           年  月  日 

3．確認済証交付者 

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

6．特定工程 

7．検査年月日               年  月  日 

(理由) 
 
(備考) 
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第三十一号様式（第四条の十三関係）（Ａ４）

第三十一号様式(第四条の十三関係)(A4) 

 

  建築基準法第7条の4第3項の規定による

中間検査合格証 

  

 

第         号  

  年  月  日  

 

 建築主、設置者又は築造主    様 

 

指定確認検査機関名          印  

 

 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第7条の4第1項の規定による検査の結果、

建築基準法第6条第1項(建築基準法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法

第6条第1項)の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 

記 

1．確認済証番号          第         号 

2．確認済証交付年月日           年  月  日 

3．確認済証交付者                     

4．建築場所、設置場所又は築造場所 

5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

6．特定工程 

7．検査年月日             年  月  日 

8．検査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

9．検査対象に関する特記事項 

 (注意) この証は、大切に保存しておいてください。 

237



第三十二号様式（第四条の十四関係）（Ａ４）

第三十二号様式(第四条の十四関係)(A4) 

  建築基準法第7条の4第6項の規定による

中間検査報告書 

  

第         号  

  年  月  日  

 特定行政庁    様 

指定確認検査機関名             

 下記による特定工程に係る工事について、建築基準法第7条の4第1項(同法第87条の4又

は第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定による検査を行つたので、同法第7

条の4第6項(同法第87条の4又は第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定により、

当該検査の結果を報告します。 

記 

 1．建築主、設置者又は築造主氏名 

 2．確認済証番号          第         号 

 3．確認済証交付年月日           年  月  日 

 4．確認済証交付者 

 5．建築場所、設置場所又は築造場所 

 6．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 7．特定工程 

 8．検査年月日               年  月  日 

 9．検査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

 10．検査結果(法不適合の場合は、事由を記載) 

 11．中間検査合格証番号       第         号 

 12．中間検査合格証交付年月日         年  月  日 

 13．検査対象に関する特記事項 
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第三十三号様式（第四条の十六関係）（Ａ４）

第三十三号様式(第四条の十六関係)(A4) 
 

仮使用認定申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第7条の6第1項第1号(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項におい

て準用する場合を含む。)の規定による仮使用の認定を申請します。 
 
 特定行政庁  様 

  年  月  日  
 

申請者氏名             
                                         

【仮使用の認定を申請する建築物等】 

   □建築物     □建築設備(昇降機)   □建築設備(昇降機以外) 

   □工作物(昇降機) □工作物(法第88条第1項) □工作物(法第88条第2項) 

※受付欄 ※建築主事等 ※審査担当者 

   年 月 日 ※ 

特

記 

  

※決裁欄 ※認定番号 ※特 記 

第       号 

  

   年 月 日 

  係員氏名 第       号 

係員氏名 

※条件 
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(第二面) 
                                         

【 1．建築主、設置者又は築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．建築確認】 

 【イ．確認済証番号】    第         号 

 【ロ．確認済証交付年月日】     年  月  日 

 【ハ．確認済証交付者】 
                                         

【4．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                         

【5．設置する建築物又は工作物】 

 【イ．所在地】 

 【ロ．名称のフリガナ】 

 【ハ．名称】 
                                         

【6．仮使用の用途】 
 
                                         

【7．工事着手予定年月日】     年  月  日 
 
                                         

【8．工事完了予定年月日】     年  月  日 
 
                                         

【9．仮使用期間】     年  月  日 から     年  月  日 まで 
 
                                         

【10．申請の理由】 
 
                                         

【11．備考】 
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(注意) 

1．第一面関係 

 ① 「仮使用の認定を申請する建築物等」の欄は、該当するチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。建築基準法第88条第1項に規定する工作物のうち同法施行

令第138条第2項第1号に掲げるものにあつては、「工作物(昇降機)」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 

2．第二面関係 

 ① 建築主、設置者又は築造主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主、設置者又

は築造主について記入し、別紙に他の建築主、設置者又は築造主についてそれぞれ必

要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主、設置者又は築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、

2欄に記入してください。 

 ③ 2欄は、代理者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は代理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認について記載し

てください。 

 ⑤ 4欄は建築物又は工作物(昇降機を除く。)について、5欄は昇降機又は建築設備につ

いて仮使用の認定を受けようとする場合に記入してください。 

 ⑥ 住居表示が定まつているときは、4欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑦ 6欄及び10欄は、できるだけ具体的に書いてください。 

 ⑧ 指定確認検査機関の確認又は完了検査を受けようとする場合には、11欄に当該機

関の名称と引き受けられた日付を記入してください。 
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第三十四号様式（第四条の十六関係）（Ａ４）

第三十四号様式(第四条の十六関係)(A4) 
 

仮使用認定申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第7条の6第1項第2号(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項におい

て準用する場合を含む。)の規定による仮使用の認定を申請します。 
 
 建築主事等又は指定確認検査機関  様 

  年  月  日  
 

申請者氏名             
                                         

【仮使用の認定を申請する建築物等】 

   □建築物     □建築設備(昇降機)   □建築設備(昇降機以外) 

   □工作物(昇降機) □工作物(法第88条第1項) □工作物(法第88条第2項) 

※受 付 欄 ※決 裁 欄 ※認 定 番 号 ※特 記 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

  第       号 第       号 

係員氏名 係員氏名 

※条件 
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(第二面) 
                                         

【1．建築主、設置者又は築造主】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．建築確認】 

 【イ．確認済証番号】    第      号 

 【ロ．確認済証交付年月日】     年  月  日 

 【ハ．確認済証交付者】 
                                         

【4．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 
                                         

【5．設置する建築物又は工作物】 

 【イ．所在地】 

 【ロ．名称のフリガナ】 

 【ハ．名称】 
                                         

【6．仮使用の用途】 
 
                                         

【7．工事完了予定年月日】     年  月  日 
                                         

【8．仮使用期間】     年  月  日 から     年  月  日まで 
                                         

【9．申請の理由】 
 
                                         

【10．備考】 
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(注意) 

1．第一面関係 

 ① 「仮使用の認定を申請する建築物等」の欄は、該当するチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。建築基準法第88条第1項に規定する工作物のうち同法施行

令第138条第2項第1号に掲げるものにあつては、「工作物(昇降機)」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れてください。 

 ② ※印のある欄は記入しないでください。 

2．第二面関係 

 ① 建築主、設置者又は築造主が2以上のときは、1欄は代表となる建築主、設置者又

は築造主について記入し、別紙に他の建築主、設置者又は築造主についてそれぞれ必

要な事項を記入して添えてください。 

 ② 建築主、設置者又は築造主からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、

2欄に記入してください。 

 ③ 2欄は、代理者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は代理者の住所を書いてください。 

 ④ 3欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認について記載し

てください。 

 ⑤ 4欄は建築物又は工作物(昇降機を除く。)について、5欄の昇降機又は建築設備につ

いて仮使用の認定を受けようとする場合に記入してください。 

 ⑥ 住居表示が定まつているときは、4欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑦ 6欄及び9欄は、できるだけ具体的に書いてください。 
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第三十五号様式（第四条の十六関係）（Ａ４）

第三十五号様式(第四条の十六関係)(A4) 
 

仮使用認定通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 建築主、設置者又は築造主  殿 
 

特定行政庁          印  
 
 下記に係る仮使用の認定の申請については、建築基準法第7条の6第1項第1号(同法第87

条の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使

用を認定しましたので、通知します。 
 

記 
 
1．申請年月日         年  月  日 
 
2．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 
 
3．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はその

部分の概要 
 
(条件) 
 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第三十五号の二様式（第四条の十六関係）（Ａ４）

第三十五号の二様式(第四条の十六関係)(A4) 

 

仮使用認定通知書 

 

第         号  

  年  月  日  

 

 建築主、設置者又は建造主  様 

 

建築主事等職氏名          印  

 

 下記に係る仮使用の認定の申請については、建築基準法第7条の6第1項第2号(同法第87

条の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使用

を認定しましたので、通知します。 

 

記 

 

1．申請年月日         年  月  日 

 

2．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

 

3．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はその

部分の概要 

 

(条件) 

 

 

(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第三十五号の三様式（第四条の十六関係）（Ａ４）

第三十五号の三様式(第四条の十六関係)(A4) 

仮使用認定通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

指定確認検査機関名          印  

 下記に係る仮使用の認定の申請については、建築基準法第7条の6第1項第2号(同法第87条

の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使用を

認定しましたので、通知します。 

記 

1．申請年月日       年 月 日 

2．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

3．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はその部

分の概要 

4．仮使用認定のための審査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

(条件) 

(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第三十五号の四様式（第四条の十六の二関係）（Ａ４）

第三十五号の四様式(第四条の十六の二関係)(A4) 

  建築基準法第7条の6第3項の規定による

仮使用認定報告書 

  

第      号  

 年 月 日  

 特定行政庁    様 

指定確認検査機関名             

 下記に係る仮使用の認定の申請について、建築基準法第7条の6第1項第2号(同法第87条の

4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使用を認

定したので、同法第7条の6第3項(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項において準

用する場合を含む。)の規定により報告します。 

記 

1．建築主、設置者又は築造主氏名 

2．確認済証番号     第      号 

3．確認済証交付年月日     年 月 日 

4．確認済証交付者 

5．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

6．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はその部

分の概要 

7．仮使用の用途 

8．仮使用期間     年 月 日から    年 月 日まで 

9．仮使用認定のための審査を行つた確認検査員又は副確認検査員の職氏名 

10．仮使用認定通知書番号     第      号 

11．仮使用認定通知書交付年月日     年 月 日 
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第三十五号の五様式（第四条の十六の三）（Ａ４）

第三十五号の五様式(第四条の十六の三)(A4) 

  建築基準法第7条の6第4項の規定による

適合しないと認める旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

特定行政庁         印  

 下記による仮使用認定通知書に記載の建築物は、建築基準法第7条の6第1項第2号の国土

交通大臣が定める基準に適合しないことを認めましたので、通知します。これにより下記

による仮使用認定通知書はその効力を失います。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日

の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

   を被告として(訴訟において    を代表する者は    となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

記 

1．仮使用認定通知書番号     第      号 

2．仮使用認定通知書交付年月日     年 月 日 

3．仮使用認定通知書交付者 

4．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

5．仮使用し、又は使用させることができることとした建築物、建築設備若しくは工作物又

はその部分の概要 

(理由) 
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第三十六号様式（第四条の十六の三）（Ａ４）

第三十六号様式(第四条の十六の三)(A4) 

  建築基準法第7条の6第4項の規定による

適合しないと認める旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 指定確認検査機関    様 

特定行政庁         印  

 貴職から報告を受けた下記による仮使用認定通知書に記載の建築物は、建築基準法第7条

の6第1項第2号の国土交通大臣が定める基準に適合しないことを認めましたので、通知しま

す。これにより下記による仮使用認定通知書はその効力を失います。 

記 

1．建築主、設置者又は築造主氏名 

2．仮使用認定通知書番号     第      号 

3．仮使用認定通知書交付年月日     年 月 日 

4．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

5．仮使用し、又は使用させることができることとした建築物、建築設備若しくは工作物又

はその部分の概要 

(理由) 
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第三十六号の二様式（第五条関係）（Ａ４）

第三十六号の二様式(第五条関係)(A4) 

定期調査報告書 

(第一面) 

 建築基準法第12条第1項の規定による定期調査の結果を報告します。この報告書に記載

の事項は、事実に相違ありません。 

  特定行政庁    様 

  年  月  日  

報告者氏名             
                                         

調査者氏名             
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【3．調査者】 

 (代表となる調査者) 

  【イ．資格】 

         (   )建築士        (   )登録第      号 

         特定建築物調査員             第      号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (   )知事登録第      号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の調査者) 

  【イ．資格】 

         (   )建築士        (   )登録第      号 

         特定建築物調査員             第      号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

        (   )建築士事務所    (   )知事登録第      号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．報告対象建築物】 
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  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【5．調査による指摘の概要】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定)  □無 

  【ニ．その他特記事項】  

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

   年 月 日 

    第      号 

係員氏名 
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(第二面) 

建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．敷地の位置】 
  【イ．防火地域等】  □防火地域  □準防火地域 
             □その他(            )  □指定なし 
  【ロ．用途地域】 
                                         

【2．建築物及びその敷地の概要】 
  【イ．構造】  □鉄筋コンクリート造  □鉄骨鉄筋コンクリート造 
          □鉄骨造        □その他(         ) 
  【ロ．階数】    地上   階  地下   階 
  【ハ．敷地面積】        m2 
  【ニ．建築面積】        m2 
  【ホ．延べ面積】        m2 
                                         

【3．階別用途別床面積】       ( 用途 ) ( 床面積 ) 
  【イ．階別用途別】 (   階) (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
            (   階) (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
            (   階) (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
            (   階) (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
            (   階) (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
  【ロ．用途別】         (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 
                  (      ) (    m2) 

                                         

【4．性能検証法等の適用】 □耐火性能検証法 □防火区画検証法 

             □区画避難安全検証法(  階) 

             □階避難安全検証法(  階) 

             □全館避難安全検証法 

             □その他(          ) 
                                         

【5．増築、改築、用途変更等の経過】 

          年 月 日 概要(                 ) 

          年 月 日 概要(                 ) 

          年 月 日 概要(                 ) 

          年 月 日 概要(                 ) 
                                         

【6．関連図書の整備状況】 

  【イ．確認に要した図書】  □有 (□各階平面図あり)  □無 

  【ロ．確認済証】      □有  □無 
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                交付番号        年  月  日 第  号 

                交付者 □建築主事等 □指定確認検査機関(  ) 

  【ハ．完了検査に要した図書】    □有  □無 

  【ニ．検査済証】          □有  □無 

                交付番号        年  月  日 第  号 

                交付者 □建築主事等  □指定確認検査機関(  ) 

  【ホ．維持保全に関する準則又は計画】□有  □無 

  【ヘ．前回の調査に関する書類の写し】□有  □無  □対象外 
                                         

【7．備考】 
 
 
 
 
                                         

 

254



(第三面) 

調査等の概要 
                                         

【1．調査及び検査の状況】 
  【イ．今回の調査】           年 月 日実施 
  【ロ．前回の調査】    □実施(   年 月 日報告)  □未実施 
  【ハ．建築設備の検査】  □実施(   年 月 日報告)  □未実施 
  【ニ．昇降機等の検査】  □実施(   年 月 日報告)  □未実施 
  【ホ．防火設備の検査】  □実施(   年 月 日報告)  □未実施 
                                         

【2．調査の状況】 
 (敷地及び地盤) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
 (建築物の外部) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
 (屋上及び屋根) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
 (建築物の内部) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
 (避難施設等) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
 (その他) 
  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  【ロ．指摘の概要】 
  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
                                         

【3．石綿を添加した建築材料の調査状況】      (該当する室) 
  【イ．該当建築材料の有無】 □有(飛散防止措置無) (         ) 
                □有(飛散防止措置有) (         ) 
                □無 
  【ロ．措置予定の有無】   □有(    年  月に改善予定)  □無 
                                         

【4．耐震診断及び耐震改修の調査状況】 
  【イ．耐震診断の実施の有無】 □有 □無(   年 月に実施予定) □対象外 
  【ロ．耐震改修の実施の有無】 □有 □無(   年 月に実施予定) □対象外 
                                         

【5．建築物等に係る不具合等の状況】 
  【イ．不具合等】       □有 □無 
  【ロ．不具合等の記録】    □有 □無 
  【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【6．備考】 
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(第四面) 

建築物等に係る不具合等の状況 

  

不具合等を
把握した 
年月 

不具合等の概要 
 
 

考えられる原因 
 
 

改善(予定)年
月 

 

改善措置の概要等 
 
 

          

          

          

          

          

(注意) 

1．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項

を記入し添えてください。 

2．第一面関係 

 ① 調査者が2人以上のときは、代表となる調査者を調査者氏名欄に記入してください。 

 ② 1欄及び2欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及

び代表者氏名を、「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ 3欄は、代表となる調査者及び当該建築物の調査を行ったすべての調査者について

記入してください。当該建築物の調査を行った調査者が1人の場合は、その他の調査

者欄は削除して構いません。 

 ④ 3欄の「イ」は、調査者の有する資格について記入してください。調査者が特定建

築物調査員である場合は、特定建築物調査員資格者証の交付番号を「特定建築物調査

員」の番号欄に記入してください。 

 ⑤ 3欄の「ニ」は、調査者が法人に勤務している場合は、調査者の勤務先について記

入し、勤務先が建築士事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 

 ⑥ 3欄の「ホ」から「ト」までは、調査者が法人に勤務している場合は、調査者の勤

務先について記入し、調査者が法人に勤務していない場合は、調査者の住所について

記入してください。 

 ⑦ 第三面の2欄のいずれかの「イ」において「要是正の指摘あり」のチェックボック

スに「レ」マークを入れたときは、5欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れ、それ以外のときは、「指摘なし」のチェックボック

スに「レ」マークを入れてください。また、第三面の2欄の「イ」の「要是正の指摘

あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れたものの全てにおいて、「既存不適

格」のチェックボックスに「レ」マークを入れたときは、併せて5欄の「イ」の「既

存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑧ 5欄の「ロ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

 ⑨ 5欄の「ハ」は、第三面の2欄のいずれかの「ハ」において改善予定があるとして

いるときは「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面の2欄の「ハ」

に記入された改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入してください。 

 ⑩ 5欄の「ニ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

3．第二面関係 
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 ① この書類は、建築物ごとに作成してください。 

 ② 敷地が複数の地域にまたがるときは、1欄の「イ」は、該当するすべてのチェック

ボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第22条第1項の規定により地

域指定がされている場合、災害危険区域に指定されている場合その他建築基準法又は

それに基づく命令により地域等の指定がされている場合は、「その他」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れ、併せてその内容を記入して下さい。 

 ③ 1欄の「ロ」は、該当する用途地域名を全て記入してください。 

 ④ 2欄の「イ」は、該当する全てのチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。なお、その他の構造からなる場合には、「その他」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、併せて具体的な構造を記入してください。 

 ⑤ 3欄の「イ」は、建築基準法別表第一(い)欄に掲げる用途に供する部分について、

最上階から順に記入し、当該用途に供する部分の床面積を記入してください。ただし、

特定行政庁が報告の必要がある用途を定めている場合には、その用途について記入し

て下さい。該当する用途が複数あるときは、それらを全て記入してください。 

 ⑥ 3欄の「ロ」は、「イ」の用途ごとに床面積の合計を記入してください。 

 ⑦ 4欄は、建築基準法施行令第108条の4第2項に規定する耐火性能検証法により耐火

に関する性能が検証されたときは「耐火性能検証法」のチェックボックスに、同令第1

08条の4第5項に規定する防火区画検証法により遮炎に関する性能が検証されたときは

「防火区画検証法」のチェックボックスに、同令第128条の7第3項に規定する区画避

難安全検証法により区画避難安全性能が検証されたときは「区画避難安全検証法」の

チェックボックスに、同令第129条第3項に規定する階避難安全検証法により階避難安

全性能が検証されたときは「階避難安全検証法」のチェックボックスに、同令第129

条の2第4項に規定する全館避難安全検証法により全館避難安全性能が検証されたとき

は「全館避難安全検証法」のチェックボックスに、それぞれ「レ」マークを入れ、

「区画避難安全検証法」の場合は区画避難安全性能を検証した階を、「階避難安全検

証法」の場合は階避難安全性能を検証した階を、併せて記入してください。建築基準

法第38条(同法第66条、第67条の2及び第88条第1項において準用する場合を含む。)の

規定による特殊構造方法等認定、同法第68条の25第1項の規定による構造方法等の認

定又は建築基準法の一部を改正する法律(平成10年法律第100号)による改正前の建築

基準法第38条の規定による認定を受けている建築物のうち、当該適用について特に

報告が必要なものについては「その他」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、

その概要を記入してください。 

 ⑧ 5欄は、前回調査時以降の建築(新築を除く。)、模様替え、修繕又は用途の変更(以

下「増築、改築、用途変更等」という。)について、古いものから順に記入し、確認

(建築基準法第6条第1項に規定する確認。以下同じ。)を受けている場合は建築確認済

証交付年月日を、受けていない場合は増築、改築、用途変更等が完了した年月日を、

併せて記入し、それぞれ増築、改築、用途変更等の概要を記入してください。 

 ⑨ 6欄の「イ」は、最近の確認について、当該確認に要した図書の全部又は一部があ

るときは「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、そのうち各階平面図のみ

があるときは併せて「各階平面図あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れて

ください。 

 ⑩ 6欄の「ロ」は、最近の確認に係る確認済証について、該当するチェックボックス

に「レ」マークを入れてください。「有」の場合は、確認済証の交付年月日を記入し、

交付者に関するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指定確認検査機関」の場

合は、併せてその名称を記入してください。 

 ⑪ 6欄の「ハ」は、直近の完了検査について、当該完了検査に要した図書の全部又は

一部があるときは「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑫ 6欄の「ニ」は、(注意)⑩に準じて記入してください。 

 ⑬ 6欄の「ホ」は、建築基準法第8条第2項に規定する維持保全に関する準則又は計画
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について記入してください。 

 ⑭ 6欄の「ヘ」は、前回の定期調査の結果を記録した書類の保存の有無について記入

してください。 

 ⑮ 建築基準法第86条の8又は同法第87条の2の規定の適用を受けている場合において、

7欄にその旨を記載してください。 

 ⑯ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、7欄又は別紙に記載して添えて

ください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、建築物ごとに、当該建築物の敷地、構造及び建築設備の状況(別途建

築設備の検査を行っている場合は建築設備の設置の状況に係るものに限る。)に関す

る調査の結果について作成してください。 

 ② 1欄の「イ」は、調査が終了した年月日を記入してください。 

 ③ 1欄の「ロ」から「ホ」までは、報告の対象となっていない場合には「未実施」の

チェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ④ 1欄の「ハ」から「ホ」までは、直前の報告について、それぞれ記入してください。 

 ⑤ 2欄の「イ」は、調査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指

摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、建築基準法第3条第2項(同法第86

条の9第1項において準用する場合を含む。)の規定の適用を受けているものであるこ

とが確認されたときは併せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入

れてください。 

 ⑥ 2欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた

とき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れたときを除く。)は、

「ロ」に指摘の概要を記入して下さい。 

 ⑦ 2欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた

当該指摘をうけた項目について改善予定があるときは「ハ」の「有」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定年月を記入してください。改善予定がな

いときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑧ 3欄は、建築基準法第28条の2の規定の適用を受ける石綿を添加した建築材料につ

いて記入してください。「イ」の「有(飛散防止措置無)」又は「有(飛散防止措置有)」

のチェックボックスに「レ」マークを入れたときは、当該建築材料が確認された室を

記入してください。当該建築材料について飛散防止措置を行う予定があるときは、

「ロ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて措置予定年月を記

入してください。措置を行う予定がないときは、「ロ」の「無」のチェックボックス

に「レ」マークを入れてください。 

 ⑨ 4欄は、建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)第2条第1項又

は第2項に規定する耐震診断又は耐震改修の実施の有無について記入してください。

耐震診断又は耐震改修の実施の予定があるときは、実施予定年月を記入し、具体的な

耐震改修の内容を定めている場合は別紙に記入し添えてください。 

 ⑩ 前回調査時以降に把握した屋根ふき材、内装材、外装材等及び広告塔、装飾塔その

他建築物の屋外に取り付けられたものの脱落、バルコニー、屋上等の手すりその他建

築物の部分の脱落等(以下「不具合等」という。)について第四面の「不具合等の概要」

欄に記入したときは、5欄の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入

れ、当該不具合等について記録が有るときは「ロ」の「有」のチェックボックスに

「レ」マークを入れ、記録が無いときは「ロ」の「無」のチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。また、第四面に記入された不具合等のうち当該不具合等を

受け既に改善を実施しているものがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない場

合には「ハ」の「実施済」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第四面に記入

された不具合等のうち改善を行う予定があるものがある場合には「改善予定」の

チェックボックスに「レ」マークを入れ、第四面の「改善(予定)年月」欄に記入され
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た改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入し、これら以外の場合には「予定な

し」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑪ 各欄に掲げられている項目以外で特に報告すべき事項は、6欄又は別紙に記入して

添えてください。 

5．第四面関係 

 ① 第四面は、前回調査時以降に把握した建築物等に係る不具合等のうち第三面の2欄

において指摘されるもの以外のものについて、把握できる範囲において記入してくだ

さい。前回調査時以降の不具合等を把握していない場合は、第四面を省略することが

できます。 

 ② 「不具合等を把握した年月」欄は、当該不具合等を把握した年月を記入してくださ

い。 

 ③ 「不具合等の概要」欄は、当該不具合等の概要を記入してください。 

 ④ 「考えられる原因」欄は、当該不具合等が生じた原因として考えられるものを記入

してください。 

 ⑤ 「改善(予定)年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行

う予定がある場合には改善予定年月を記入し、改善を行う予定がない場合には「―」

マークを記入してください。 

 ⑥ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定があ

る場合に、具体的措置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、

その理由を記入してください。 
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第三十六号の三様式（第五条、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三十六号の三様式(第五条、第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 
 

定期調査報告概要書 

(第一面) 

調査等の概要 
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【3．調査者】 

 (代表となる調査者) 

  【イ．資格】 

         (   )建築士         (    )登録第     号 

         特定建築物調査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所    (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の調査者) 

  【イ．資格】 

         (   )建築士         (    )登録第     号 

         特定建築物調査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所    (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．報告対象建築物】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【5．調査による指摘の概要】 

  【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
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  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 

  【ニ．その他特記事項】 
                                         

【6．調査及び検査の状況】 

  【イ．今回の調査】         年 月 日実施 

  【ロ．前回の調査】   □実施(   年 月 日報告)    □未実施 

  【ハ．建築設備の検査】 □実施(   年 月 日報告)    □未実施 

  【ニ．昇降機等の検査】 □実施(   年 月 日報告)    □未実施 

  【ホ．防火設備の検査】 □実施(   年 月 日報告)    □未実施 
                                         

【7．建築物等に係る不具合等の状況】 

  【イ．不具合等】    □有  □無 

  【ロ．不具合等の記録】 □有  □無 

  【ハ．不具合等の概要】 

  【ニ．改善の状況】  □実施済 □改善予定(    年  月に改善予定) 

             □予定なし(理由：               ) 
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(第二面) 

建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．敷地の位置】 

  【イ．防火地域】 □防火地域  □準防火地域 

           □その他(             )  □指定なし 

  【ロ．用途地域】 
                                         

【2．建築物及びその敷地の概要】 

  【イ．構造】   □鉄筋コンクリート造  □鉄骨鉄筋コンクリート造 

           □鉄骨造        □その他(          ) 

  【ロ．階数】    地上   階  地下   階 

  【ハ．敷地面積】         m2 

  【ニ．建築面積】         m2 

  【ホ．延べ面積】         m2 
                                         

【3．階別用途別床面積】      ( 用途 ) ( 床面積 ) 

 【イ．階別用途別】 (   階) (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
           (   階) (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
           (   階) (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
           (   階) (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
           (   階) (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
 【ロ．用途別】         (      ) (    m2) 
                 (      ) (    m2) 
                                         

【4．性能検証法等の適用】□耐火性能検証法 □防火区画検証法 

             □区画避難安全検証法(  階) 

             □階避難安全検証法(  階) 

             □全館避難安全検証法 

             □その他(          ) 
                                         

【5．増築、改築、用途変更等の経過】 

         年 月 日 概要(                     ) 

         年 月 日 概要(                     ) 

         年 月 日 概要(                     ) 

         年 月 日 概要(                     ) 
                                         

【6．関連図書の整備状況】 

  【イ．確認に要した図書】 □有( □各階平面図あり)  □無 

  【ロ．確認済証】     □有  □無 

               交付番号       年 月 日 第   号 

                交付者 □建築主事等 □指定確認検査機関(   ) 

  【ハ．完了検査に要した図書】 □有  □無 

  【ニ．検査済証】     □有  □無 

               交付番号       年 月 日 第   号 

                交付者 □建築主事等 □指定確認検査機関(   ) 
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  【ホ．維持保全に関する準則又は計画】 □有  □無 

  【ヘ．前回の調査に関する書類の写し】 □有  □無  □対象外 
                                         

 【7．備考】 
 
 
                                         

 (注意) 

 この様式には、第三十六号の二様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

なお、第一面の5欄の「ロ」及び「ニ」は同様式第三面の2欄から4欄において指摘があつ

た項目について、第一面の7欄の「ハ」は同様式第四面に記入されたものについて、すべ

て記入してください。 
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第三十六号の四様式（第六条、第六条の二の二関係）（Ａ４）

第三十六号の四様式(第六条、第六条の二の二関係)(A4) 

定期検査報告書 

(昇降機) 

(第一面) 

 建築基準法第12条第3項(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定により、

定期検査の結果を報告します。この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 特定行政庁    様 

  年  月  日  

報告者氏名             
                                         

検査者氏名             
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【3．報告対象建築物等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【4．報告対象昇降機】 

  【イ．検査対象昇降機の台数】(  台) 

  【ロ．指摘の内容】  要是正の指摘あり  台(うち既存不適格  台) 

            要重点点検の指摘あり  台  指摘なし  台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)   □無 

  【ホ．その他特記事項】 
  

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

   年 月 日 

    第      号 

係員氏名 
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(第二面) 

昇降機の状況等 
                                         

【1．昇降機に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 
                                         

【2．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】 □実施(    年  月  日報告)  □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】 □有  □無 
                                         

【3．検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士       (    )登録第     号 

         昇降機等検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士       (    )登録第     号 

         昇降機等検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 
                                         

【5．昇降機の概要】  (番号     ) 

  【イ．種類】 □建築設備  □工作物 

  【ロ．種別】 □エレベーター( □斜行)  □エスカレーター  □小荷物専用 

  【ハ．駆動方式】 □ロープ式  □油圧式  □その他(          ) 

  【ニ．用途等】□乗用(□人荷共用 □非常用)□寝台用 □自動車運搬用 □荷物用 

  【ホ．機械室の有無】 □有    □無 

  【ヘ．仕様】(電動機の定格容量)(定格速度)(積載量)(定員)(踏段の幅)(勾配) 

        (       kW)( m／min)(  kg)( 人)(   m)( 度) 

こう 
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  【ト．停止階】        階(停止階床数   ) 

  【チ．製造者名】 
                                         

【6．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】 □要是正の指摘あり(□既存不適格) 

            □要重点点検の指摘あり   □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定) 

              □無 
                                         

【7．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】  □有   □無 

  【ロ．不具合記録】□有   □無 

  【ハ．改善の状況】□実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【8．備考】 
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(第三面) 

昇降機に係る不具合の状況 

  

不 具 合 を 把
握 し た 年 月 

不具合の概要 
 

考えられる原因 
 

改善(予定)
年月 

改善措置の概要等 
 

          

          

          

          

          

(注意) 

1．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項

を記入し添えてください。 

2．第一面関係 

 ① 検査者が2人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② 1欄及び2欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及

び代表者氏名を、「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ 4欄の「イ」は、報告する昇降機の台数を記入してください。 

 ④ 4欄の「ロ」の「要是正の指摘あり」は、第二面の6欄の「イ」において「要是正の

指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた昇降機の合計台数を記入して

ください。「要重点点検の指摘あり」は、第二面の6欄の「イ」において「要是正の指

摘あり」のチェックボックスに「レ」マークがなく、かつ「要重点点検の指摘あり」

のチェックボックスに「レ」マークを入れた昇降機の台数を記入してください。 

 ⑤ 4欄の「ハ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

 ⑥ 4欄の「ニ」は、第二面の6欄の「ハ」において改善予定があるとしているときは

「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第二面の6欄の「ハ」で記入され

た改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入してください。 

 ⑦ 4欄の「ホ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、昇降機ごとに作成してください。ただし、複数の昇降機について同時

に報告する場合には、この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この

書類を別途提出する必要はありません。 

 ② 1欄の「イ」及び「ロ」は、直前の確認(建築基準法第87条の4及び同法第88条第1項

の規定により準用して適用される同法第6条第1項に規定する確認。以下この様式にお

いて同じ。)について、「ハ」及び「ニ」は、直前の完了検査について、それぞれ記入

してください。 

 ③ 1欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指

定確認検査機関」の場合には、併せてその名称を記入してください。 

 ④ 2欄の「イ」は、検査を複数の日にまたがって行ったときは、その最終日の年月日

を記入し、「ロ」は、直前の報告について記入してください。 

 ⑤ 2欄は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボックスに「レ」
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マークを入れてください。 

 ⑥ 2欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無につい

て記入してください。 

 ⑦ 3欄は、代表となる検査者並びに当該昇降機の検査を行ったすべての検査者につい

て記入してください。当該昇降機の検査を行った検査者が1人の場合は、その他の検

査者欄は削除して構いません。 

 ⑧ 3欄の「イ」は、検査者の有する資格について記入してください。検査者が昇降機

等検査員である場合は、昇降機等検査員資格者証の交付番号を「昇降機等検査員」の

番号欄に記入してください。 

 ⑨ 3欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記

入し、勤務先が建築士事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 

 ⑩ 3欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤

務先について記入し、検査者が法人に勤務していないときはその者の住所について記

入してください。 

 ⑪ 4欄は、昇降機の維持保全を行う者が3欄の「ニ」の勤務先(検査者に勤務先がない

ときは、検査者)と異なるときに記入することとし、当該維持保全を行う者が個人の

ときは、「イ」は氏名を、「ハ」は住所を記入してください。 

 ⑫ 5欄の「番号」は、報告する昇降機を特定できる番号、記号等を記入してください。 

 ⑬ 5欄の「イ」は、建築設備である昇降機の場合には「建築設備」のチェックボック

スに、工作物である昇降機の場合には「工作物」のチェックボックスに、それぞれ

「レ」マークを入れてください。 

 ⑭ 5欄の「ロ」は、「エレベーター」、「エスカレーター」又は「小荷物専用昇降機」の

うち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、エレベーターであって階段の

部分、傾斜路の部分その他これらに類する部分に沿って昇降するものは、併せて「斜

行」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑮ 5欄の「ハ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「ロープ式」、「油圧式」又は

「その他」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」の

チェックボックスに「レ」マークを入れたときは、併せてその具体的な駆動方式を記

入してください。 

 ⑯ 5欄の「ニ」は、「ロ」で「エレベーター」の場合に、「乗用」、「寝台用」、「自動車

運搬用」又は「荷物用」のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、併

せて、「乗用」の場合に、「人荷共用」又は「非常用」のうち該当するチェックボック

スに「レ」マークを入れてください。 

  「荷物用」とは、エレベーターのうち、乗用、寝台用又は自動車運搬用以外のものを

いいます。 

 ⑰ 5欄の「ホ」は、エレベーターについてのみ、「ヘ」の「電動機の定格容量」は、駆

動装置が電動機である場合のみ、「定員」は乗用エレベーターについてのみ、「踏段の

幅」はエスカレーターについてのみ、「勾配」はエスカレーター及び階段の部分、傾

斜路の部分その他これらに類する部分に沿って昇降するエレベーターについてのみそ

れぞれ記入してください。 

 ⑱ 6欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指

摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該指摘された箇所の全てに建

築基準法第3条第2項の規定の適用を受けているものであることが確認されたときは併

せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、検査結果において、

重点的に点検することが必要と認められるときは「要重点点検の指摘あり」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑲ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れたとき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」

こう 
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を入れたときを除く。)は、「ロ」に指摘の概要を記入してください。 

 ⑳ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れ(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れ

たときを除く。)、当該指摘に係る項目について改善予定があるときは「ハ」の「有」

のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定年月を記入してください。

改善予定がないときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

  前回検査時以降に把握した機器の故障、異常動作、損傷、腐食その他の劣化に起因

する戸開走行、異常音・振動等(以下、「不具合」という。)について第三面の「不具

合の概要」欄に記入したときは、7欄の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、当該不具合について記録が有るときは「ロ」の「有」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れ、記録が無いときは「ロ」の「無」のチェックボックスに

「レ」マークを入れてください。また、第三面に記入された不具合のうち当該不具合

を受け既に改善を実施しているものがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない

場合には「ハ」の「実施済」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面に記

入された不具合のうち改善を行う予定があるものがある場合には「改善予定」の

チェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面の「改善(予定)年月」欄に記入され

た改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入し、これら以外の場合には「予定な

し」のチェックボックスに「レ」マークを入れください。 

  ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、8欄又は別紙に記載して添えて

ください。 

4．第三面関係 

 ① 第三面は、前回検査時以降に把握した昇降機に係る不具合のうち第二面の6欄にお

いて指摘されるもの以外のものについて、把握できる範囲において記入してください。

前回検査時以降不具合を把握していない場合は、第三面を省略することができます。 

 ② 「不具合を把握した年月」欄は、当該不具合を把握した年月を記入してください。 

 ③ 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を可能な限り特定した上で、当該不具合

の具体的内容を記入してください。 

 ④ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるもの

を記入してください。ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記

入してください。 

 ⑤ 「改善(予定)年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行

う予定がある場合には改善予定年月を( )書きで記入し、改善を行う予定がない場合

には「―」マークを記入してください。 

 ⑥ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定があ

る場合に、具体的措置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、

その理由を記入してください。 
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第三十六号の五様式（第六条、第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三十六号の五様式(第六条、第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 

定期検査報告概要書 

(昇降機) 

(第一面) 

検査等の概要 
                                         

【1．所有者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 
                                         

【2．管理者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 
                                         

【3．報告対象建築物等】 

 【イ．所在地】 

 【ロ．名称のフリガナ】 

 【ハ．名称】 

 【ニ．用途】 
                                         

【4．報告対象昇降機】 

 【イ．検査対象昇降機の台数】( 台) 

 【ロ．指摘の内容】  要是正の指摘あり  台(うち既存不適格  台) 

            要重点点検の指摘あり  台  指摘なし  台 

 【ハ．指摘の概要】 

 【ニ．改善予定の有無】□有 (    年  月に改善予定) □無 

 【ホ．その他特記事項】 
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(第二面) 

昇降機の状況等 
                                         

【1．昇降機に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】       年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】  □建築主事等  □指定確認検査機関(    ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】       年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】  □建築主事等  □指定確認検査機関(    ) 

【2．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施(    年  月  日報告) □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 

【3．検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士       (    )登録第     号 

          昇降機等検査員              第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所  (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士       (    )登録第     号 

          昇降機等検査員              第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所  (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 
                                         

【5．昇降機の概要】 (番号     ) 

  【イ．種類】□建築設備 □工作物 

  【ロ．種別】□エレベーター(□斜行) □エスカレーター □小荷物専用 

  【ハ．駆動方式】□ロープ式 □油圧式 □その他(     ) 

  【ニ．用途等】□乗用(□人荷共用 □非常用) □寝台用 □自動車運搬用  

         □荷物用 

  【ホ．機械室の有無】 □有  □無 

  【ヘ．仕様】(電動機の定格容量)(定格速度)(積載量)(定員)(踏段の幅) 

        (       kW)(  m／min)(  kg)( 人)(   m) 

        (勾配) 
こう 
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        ( 度) 

  【ト．停止階】      階(停止階床数   ) 

  【チ．製造者名】 
                                         

【6．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格) 

             □要重点点検の指摘あり □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定) □無 

  【ニ．その他特記事項】 
                                         

【7．不具合の状況】 

  【イ．不具合】   □有     □無 

  【ロ．不具合記録】 □有     □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】 □実施済   □改善予定(    年  月に改善予定) 

            □予定なし(理由：                  ) 
                                         

【8．備考】 

 

 

 
                                         

 (注意) 

 この様式には、第三十六号の四様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

第一面は、同一建築物内に設置されている複数の昇降機について、あわせて一枚として作

成することができます。第二面は、同様式第二面において指摘があつた昇降機についての

み作成し、第一面に添えてください。 
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第三十六号の六様式（第六条、第六条の二の二関係）（Ａ４）

第三十六号の六様式(第六条、第六条の二の二関係)(A4) 
 

定期検査報告書 

(建築設備(昇降機を除く。)) 

(第一面) 

 建築基準法第12条第3項の規定により、定期検査の結果を報告します。この報告書に記

載の事項は事実に相違ありません。 

 特定行政庁    様 

  年  月  日  

報告者氏名             
                                         

検査者氏名             
                                         

【1．所有者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．管理者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【3．報告対象建築物】 

 【イ．所在地】 

 【ロ．名称のフリガナ】 

 【ハ．名称】 

 【ニ．用途】 
                                         

【4．検査による指摘の概要】 

 【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)   □指摘なし 

 【ロ．指摘の概要】 

 【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)   □無 

 【ニ．その他特記事項】 
 

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

   年 月 日 

    第      号 

係員氏名 
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(第二面) 

建築設備の状況等 
                                         

【1．建築物の概要】 

 【イ．階数】    地上   階  地下   階 

 【ロ．建築面積】          m2 

 【ハ．延べ面積】          m2 

 【ニ．検査対象建築設備】 □換気設備  □排煙設備  □非常用の照明装置 

              □給水設備及び排水設備 
                                         

【2．確認済証交付年月日等】 

 【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

 【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関(    ) 

 【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

 【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関(    ) 
                                         

【3．検査日等】 

 【イ．今回の検査】         年  月  日実施 

 【ロ．前回の検査】 □実施(    年  月  日報告) □未実施 

 【ハ．前回の検査に関する書類の写し】 □有  □無 
                                         

【4．換気設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士      (    )登録第     号 

         建築設備検査員             第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

        (   )建築士事務所  (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士      (    )登録第     号 

         建築設備検査員             第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所 (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 
                                         

【5．換気設備の概要】 

 【イ．無窓居室】  □自然換気設備( 系統 室) □機械換気設備( 系統 室) 

           □中央管理方式の空気調和設備( 系統 室) 

           □その他( 系統 室)    □無 

 【ロ．火気使用室】 □自然換気設備( 系統 室) □機械換気設備( 系統 室) 

           □その他( 系統 室)    □無 

 【ハ．居室等】   □自然換気設備( 系統 室) □機械換気設備( 系統 室) 
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           □中央管理方式の空気調和設備( 系統 室) 

           □その他( 系統 室)    □無 

 【ニ．防火ダンパーの有無】  □有   □無 
                                         

【6．換気設備の検査の状況】 

 【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 

 【ロ．指摘の概要】 

 【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)  □無 
                                         

【7．換気設備の不具合の発生状況】 

 【イ．不具合】   □有 □無 

 【ロ．不具合記録】 □有 □無 

 【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【8．排煙設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

         建築設備検査員               第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

         建築設備検査員               第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 
                                         

【9．排煙設備の概要】 

 【イ．避難安全検証法等の適用】 

  □区画避難安全検証法(   階) 

  □階避難安全検証法(   階) 

  □全館避難安全検証法 

  □その他(           ) 

 【ロ．特別避難階段の階段室又は付室】 

  □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

 【ハ．非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビー】 

  □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

 【ニ．非常用エレベーターの乗降ロビーの用に供する付室】 

  □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

 【ホ．居室等】       □吸引式(  区画)  □給気式(  区画) □無 

 【ヘ．予備電源】  □蓄電池 □自家用発電装置 □直結エンジン □その他(  ) 
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【10．排煙設備の検査の状況】 

 【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)   □指摘なし 

 【ロ．指摘の概要】 

 【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)   □無 
                                         

【11．排煙設備の不具合の発生状況】 

 【イ．不具合】   □有  □無 

 【ロ．不具合記録】 □有  □無 

 【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【12．非常用の照明装置の検査者】 

 (代表となる検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

         建築設備検査員               第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

         建築設備検査員               第     号 

 【ロ．氏名のフリガナ】 

 【ハ．氏名】 

 【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

 【ホ．郵便番号】 

 【ヘ．所在地】 

 【ト．電話番号】 
                                         

【13．非常用の照明装置の概要】 

 【イ．照明器具】 □白熱灯(  灯) □蛍光灯(  灯) 

          □LEDランプ(  灯) □その他( 灯) 

 【ロ．予備電源】 □蓄電池(内蔵形)(居室  灯、廊下  灯、階段  灯) 

          □蓄電池(別置形)(居室  灯、廊下  灯、階段  灯) 

          □自家用発電装置(居室  灯、廊下   灯、階段  灯) 

          □蓄電池(別置形)・自家発電装置併用(居室  灯、廊下  灯、

階段  灯) 

          □その他(  ) 
                                         

【14．非常用の照明装置の検査の状況】 

 【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)   □指摘なし 

 【ロ．指摘の概要】 

 【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)   □無 
                                         

【15．非常用の照明装置の不具合の発生状況】 

 【イ．不具合】   □有  □無 
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 【ロ．不具合記録】 □有  □無 
 【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【16．給水設備及び排水設備の検査者】 
 (代表となる検査者) 
 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 
         建築設備検査員               第     号 
 【ロ．氏名のフリガナ】 
 【ハ．氏名】 
 【ニ．勤務先】 
         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 
 【ホ．郵便番号】 
 【ヘ．所在地】 
 【ト．電話番号】 
 (その他の検査者) 
 【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 
         建築設備検査員               第     号 
 【ロ．氏名のフリガナ】 
 【ハ．氏名】 
 【ニ．勤務先】 
         (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 
 【ホ．郵便番号】 
 【ヘ．所在地】 
 【ト．電話番号】 
                                         

【17．給水設備及び排水設備の概要】 
 【イ．飲料水の配管設備】 □給水タンク( 基 m3)  □貯水タンク( 基 m3) 
              □その他(              ) 
 【ロ．排水設備】     □排水槽(□汚水槽  □雑排水槽  □合併槽 
              □雨水槽・湧水槽) 
              □排水再利用配管設備 □その他(        ) 
 【ハ．圧力タンクの有無】 □有  □無 
 【ニ．給湯方式】  □局所式  □中央式 
 【ホ．湯沸器】   □開放式燃焼器  □半密閉式燃焼器 □密閉式燃焼器 
           □その他(                    ) 
                                         

【18．給水設備及び排水設備の検査の状況】 
 【イ．指摘の内容】   □要是正の指摘あり(□既存不適格)   □指摘なし 
 【ロ．指摘の概要】 
 【ハ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)   □無 
                                         

【19．給水設備及び排水設備の不具合の発生状況】 
 【イ．不具合】   □有  □無 
 【ロ．不具合記録】 □有  □無 
 【ハ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【20．備考】 
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(第三面) 

 建築設備に係る不具合の状況 

【1．換気設備】 

不具合を把

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定)

年月 

改善措置の概要等 

          
          
          
  

【2．排煙設備】 

不具合を把

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定)

年月 

改善措置の概要等 

          
          
          
  

【3．非常用の照明装置】 

不具合を把

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定)

年月 

改善措置の概要等 

          
          
          
  

【4．給水設備及び排水設備】 

不具合を把

握した年月 

不具合の概要 考えられる原因 改善(予定)

年月 

改善措置の概要等 

          
          
          

(注意) 

1．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項

を記入し添えてください。 

2．第一面関係 

 ① 検査者が2人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② 1欄及び2欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及

び代表者氏名を、「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ 第二面の6欄、10欄、14欄又は18欄のいずれかの「イ」において「要是正の指摘あ

り」のチェックボックスに「レ」マークを入れた場合においては、4欄の「イ」の

「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、それ以外のときは、

「指摘なし」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。また、第二面の

6欄、10欄、14欄及び18欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに

「レ」マークを入れたものの全てにおいて、「既存不適格」のチェックボックスに

「レ」マークを入れたときは、併せて4欄の「イ」の「既存不適格」のチェックボッ

クスに「レ」マークを入れてください。 
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 ④ 4欄の「ロ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

 ⑤ 4欄の「ハ」は、第二面の6欄、10欄、14欄又は18欄のいずれかの「ハ」において改

善予定があるとしているときは「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第

二面の6欄、10欄、14欄又は18欄の「ハ」に記入されている改善予定年月のうち最も

早いものを併せて記入してください。 

 ⑥ 4欄の「ニ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、建築物ごとに、建築設備等の概要及び当該建築設備等の構造方法に係

る検査結果について作成してください。 

 ② 1欄の「ニ」は、検査対象の建築設備について、該当する全てのチェックボックス

に「レ」マークを入れてください。 

 ③ 2欄の「イ」及び「ロ」は、検査対象の建築設備等に関する直前の確認(建築基準法

第87条の4及び同法第88条第2項の規定により準用して適用される同法第6条第1項に規

定する確認を含む。以下この様式において同じ。)について、「ハ」及び「ニ」は、検

査対象の建築設備等に関する直前の完了検査について、それぞれ記入してください。 

 ④ 2欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指

定確認検査機関」の場合には、併せてその名称を記入してください。 

 ⑤ 3欄の「イ」は、検査が終了した年月日を記入し、「ロ」は、検査対象の建築設備等

に関する直前の報告について記入して下さい。 

 ⑥ 3欄の「ロ」は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボック

スに「レ」マークを入れてください。 

 ⑦ 3欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無につい

て記入してください。 

 ⑧ 4欄から19欄までは、検査の対象となっていない建築設備等の欄には記入する必要

はありません。 

 ⑨ 4欄、8欄、12欄及び16欄は、代表となる検査者並びに検査に係る建築設備に係るす

べての検査者について記入してください。当該建築設備の検査を行った検査者が1人

の場合は、その他の検査者欄は削除して構いません。 

 ⑩ 4欄、8欄、12欄及び16欄の「イ」は、検査者の有する資格について記入してくださ

い。検査者が建築設備検査員である場合は、建築設備検査員資格者証の交付番号を

「建築設備検査員」の番号欄に記入してください。 

 ⑪ 4欄、8欄、12欄及び16欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者

の勤務先について記入し、勤務先が建築士事務所のときは、事務所登録番号を併せて

記入してください。 

 ⑫ 4欄、8欄、12欄及び16欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している

場合は、検査者の勤務先について記入し、検査者が法人に勤務していない場合は検査

者の住所について記入してください。 

 ⑬ 5欄の「イ」は、換気のための有効な部分の面積が居室の床面積の20分の1未満と

なる居室(建築基準法第28条第3項に規定する特殊建築物の居室を除く。)について、

「ロ」は、同項に規定する室(同項に規定する特殊建築物の居室を除く。)について記

入し、それぞれ該当する室がない場合においては「無」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、「ハ」は、同項に規定する特殊建築物の居室について記入してくださ

い。 

 ⑭ 17欄の「イ」、「ロ」及び「ホ」は、それぞれ該当するチェックボックスに「レ」

マークを入れ、「その他」の場合は併せて具体的な内容を記入してください。 

 ⑮ 6欄、10欄、14欄及び18欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められ

るときは「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該指摘
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された箇所の全てに建築基準法第3条第2項の規定の適用を受けているものであるこ

とが確認されたときは併せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入

れてください。 

 ⑯ 6欄、10欄、14欄及び18欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに

「レ」マークを入れたとき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたと

きを除く。)は、「ロ」に指摘の概要を記入してください。 

 ⑰ 6欄、10欄、14欄及び18欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに

「レ」マークを入れ(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除

く。)、当該指摘をうけた項目について改善予定があるときは「ハ」の「有」の

チェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定年月を記入してください。

改善予定がないときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

 ⑱ 前回検査時以降に把握した火災時の排煙設備不作動等機器の故障、異常動作、損傷、

腐食その他の劣化に起因するもの(以下、「不具合」という。)について第三面の1欄、

2欄、3欄又は4欄の「不具合の概要」欄に記入したときは、7欄、11欄、15欄又は19欄

の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該不具合について記

録が有るときは7欄、11欄、15欄又は19欄の「ロ」の「有」のチェックボックスに

「レ」マークを入れ、記録が無いときは7欄、11欄、15欄又は19欄の「ロ」の「無」

のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。また、第三面の1欄、2欄、3

欄又は4欄に記入された不具合のうち当該不具合を受けた改善を既に実施しているも

のがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない場合には7欄、11欄、15欄又は19

欄の「ハ」の「実施済」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面の1欄、2

欄、3欄又は4欄に記入された不具合のうち改善を行う予定があるものがある場合には

7欄、11欄、15欄又は19欄の「改善予定」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、

併せて改善予定年月を記入し、改善の予定がない場合には7欄、11欄、15欄又は19欄

の「予定なし」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑲ 9欄の「イ」は、建築基準法施行令第128条の7第3項に規定する区画避難安全検証法

により区画避難安全性能が検証された建築物のときは「区画避難安全検証法」の

チェックボックスに、同令第129条第3項に規定する階避難安全検証法により階避難安

全性能が検証された建築物のときは「階避難安全検証法」のチェックボックスに、同

令第129条の2第4項に規定する全館避難安全検証法により全館避難安全性能が検証さ

れた建築物のときは「全館避難安全検証法」のチェックボックスに、それぞれ「レ」

マークを入れ、「区画避難安全検証法」の場合は区画避難安全性能を検証した階を、

「階避難安全検証法」の場合は階避難安全性能を検証した階を、併せて記入してくだ

さい。建築基準法第38条(同法第66条、第67条の2及び第88条第1項において準用する

場合を含む。)の規定による特殊構造方法等認定、同法第68条の25第1項の規定による

構造方法等の認定又は建築基準法の一部を改正する法律(平成10年法律第100号)によ

る改正前の建築基準法第38条の規定による認定を受けている建築物のうち、当該適用

について特に報告が必要なものについては「その他」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、その概要を記入してください。 

 ⑳ 9欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、それぞれ該当する室がないときに「無」の

チェックボックスに「レ」マークを入れ、「ホ」は、「ロ」、「ハ」及び「ニ」以外の居

室、廊下及び階段の用に供する部分について記入してください。 

  各欄に掲げられている項目以外で特に報告すべき事項は、20欄又は別紙に記載し

て添えてください。 

4．第三面関係 

 ① 第三面の1欄、2欄、3欄又は4欄は、前回検査時以降に把握した建築設備に係る不具

合のうち第二面の6欄、10欄、14欄又は18欄において指摘されるもの以外のものにつ

いて、把握できる範囲において記入してください。前回検査時以降不具合を把握して
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いない場合は、第三面を省略することができます。 

 ② 「不具合を把握した年月」欄は、当該不具合を把握した年月を記入してください。 

 ③ 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を特定した上で、当該不具合の具体的内

容を記入してください。 

 ④ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるもの

を記入してください。ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記

入してください。 

 ⑤ 「改善(予定)年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行

う予定がある場合には改善予定年月を記入し、改善を行う予定がない場合には「―」

を記入してください。 

 ⑥ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定があ

る場合に、具体的措置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、

その理由を記入してください。 
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第三十六号の七様式（第六条、第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三十六号の七様式(第六条、第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 

定期検査報告概要書 

(建築設備(昇降機を除く。)) 

(第一面) 
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【3．報告対象建築物】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【4．検査による指摘の概要】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定)  □無 

  【ニ．その他特記事項】 
                                         

【5．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】    □有   □無 

  【ロ．不具合記録】  □有   □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】  □実施済 □改善予定(    年  月に改善予定) 

             □予定なし(理由：                ) 
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(第二面) 

建築設備の状況等 
                                         

【1．建築物の概要】 

  【イ．階数】    地上   階  地下   階 

  【ロ．建築面積】          m2 

  【ハ．延べ面積】          m2 

  【ニ．検査対象建築設備】 □換気設備  □排煙設備  □非常用の照明装置 

               □給水設備及び排水設備 
                                         

【2．確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】       年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】  □建築主事等  □指定確認検査機関(       ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】       年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】  □建築主事等  □指定確認検査機関(       ) 
                                         

【3．検査日等】 

  【イ．今回の検査】       年 月 日実施 

  【ロ．前回の検査】 □実施(   年 月 日報告) □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】 □有  □無 
                                         

【4．換気設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【5．換気設備の概要】 

  【イ．無窓居室】□自然換気設備(  系統  室)□機械換気設備(  系統  室) 

          □中央管理方式の空気調和設備(  系統  室) 

          □その他(  系統  室)  □無 

  【ロ．火気使用室】□自然換気設備(  系統  室)□機械換気設備(  系統 室) 

           □その他(  系統  室)  □無 

  【ハ．居室等】  □自然換気設備(  系統  室)□機械換気設備(  系統 室) 
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           □中央管理方式の空気調和設備(  系統  室) 

           □その他(  系統  室)  □無 

  【ニ．防火ダンパーの有無】  □有   □無 
                                         

【6．排煙設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【7．排煙設備の概要】 

  【イ．避難安全検証法等の適用】 

   □区画避難安全検証法(   階) 

   □階避難安全検証法(   階) 

   □全館避難安全検証法 

   □その他(          ) 

  【ロ．特別避難階段の階段室又は付室】 

   □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

  【ハ．非常用エレベーターの昇降路又は乗降ロビー】 

   □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

  【ニ．非常用エレベーターの乗降ロビーの用に供する付室】 

   □吸引式(  区画)  □給気式(  区画)  □加圧式(  区画)  □無 

  【ホ．居室等】            □吸引式( 区画)□給気式( 区画)□無 

  【ヘ．予備電源】 □蓄電池 □自家用発電装置  □直結エンジン 

           □その他(  ) 
                                         

【8．非常用の照明装置の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 
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  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【9．非常用の照明装置の概要】 

  【イ．照明器具】 □白熱灯(  灯) □蛍光灯(  灯) 

           □LEDランプ(  灯) □その他( 灯) 

  【ロ．予備電源】 □蓄電池(内蔵形) (居室  灯、廊下  灯、階段  灯) 

           □蓄電池(別置形) (居室  灯、廊下  灯、階段  灯) 

           □自家用発電装置 (居室  灯、廊下  灯、階段  灯) 

           □蓄電池(別置形)・自家発電装置併用(居室  灯、廊下  灯、

階段  灯) 

           □その他(  ) 
                                         

【10．給水設備及び排水設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所    (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士        (    )登録第     号 

          建築設備検査員               第     号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (    )知事登録第     号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【11．給水設備及び排水設備の概要】 

  【イ．飲料水の配管設備】 □給水タンク( 基 m3) □貯水タンク( 基 m3) 

               □その他(              ) 

  【ロ．排水設備】 □排水槽(□汚水槽 □雑排水槽 □合併槽 □雨水槽・湧水槽) 
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           □排水再利用配管設備 □その他(             ) 

  【ハ．圧力タンクの有無】 □有   □無 

  【ニ．給湯方式】  □局所式   □中央式 

  【ホ．湯沸器】   □開放式燃焼器   □半密閉式燃焼器   □密閉式燃焼器 

            □その他(                    ) 
                                         

【12．備考】 

 

 
                                         

 (注意) 

 この様式には、第三十六号の六様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

第二面は、同様式第二面において指摘があつた建築設備についてのみ作成し、第一面に添

えてください。 
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第三十六号の八様式（第六条関係）（Ａ４）

第三十六号の八様式(第六条関係)(A4) 

定期検査報告書 

(防火設備) 

(第一面) 

 建築基準法第12条第3項の規定により、定期検査の結果を報告します。この報告書に記

載の事項は事実に相違ありません。 

 特定行政庁       様 

  年  月  日 

報告者氏名           
                                         

検査者氏名           
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【3．報告対象建築物】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【4．検査による指摘の概要】 

  □要是正の指摘あり(□既存不適格)  □指摘なし 
  

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

   年 月 日     

第      号     

係員氏名     
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(第二面) 

防火設備の状況等 
                                         

【1．建築物の概要】 

  【イ．階数】    地上   階   地下   階 

  【ロ．建築面積】           m2 

  【ハ．延べ面積】           m2 
                                         

【2．確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 
                                         

【3．検査日等】 

  【イ．今回の検査】         年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】 □実施(    年  月  日報告)  □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 
                                         

【4．防火設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

         防火設備検査員            第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

         防火設備検査員            第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【5．防火設備の概要】 

  【イ．避難安全検証法等の適用】 

   □区画避難安全検証法(   階) 

   □階避難安全検証法(   階) 

   □全館避難安全検証法 

   □その他(           ) 

  【ロ．防火設備】 

    □防火扉(    枚)        □防火シャッター(    枚) 

    □耐火クロススクリーン(    枚) □ドレンチャー(    台) 
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    □その他(       台) 
                                         

【6．防火設備の検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格) □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定) □無 
                                         

【7．防火設備の不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】  □有 □無 

  【ロ．不具合記録】□有 □無 

  【ハ．改善の状況】□実施済 □改善予定(   年 月に改善予定) □予定なし 
                                         

【8．備考】 
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(第三面) 

防火設備に係る不具合の状況 

  

不具合を把握
した年月 

不具合の概要 考えられる原因 
改善(予定)
年月    

改善措置の概要等 

          

          

          

          

(注意) 

1．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項

を記入し添えてください。 

2．第一面関係 

 ① 検査者が2人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② 1欄及び2欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及

び代表者氏名を、「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ 第二面の6欄の「イ」において「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」

マークを入れた場合においては、4欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れてください。また、第二面の6欄の「イ」において、

「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れたときは、併せて4欄の

「イ」の「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、建築物ごとに、防火設備の概要及び当該防火設備の構造方法に係る検

査結果について作成してください。 

 ② 2欄の「イ」及び「ロ」は、検査対象の防火設備を有する建築物に関する直前の確

認について、「ハ」及び「ニ」は、検査対象の防火設備を有する建築物に関する直前

の完了検査について、それぞれ記入してください。 

 ③ 2欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指

定確認検査機関」の場合には、併せてその名称を記入してください。 

 ④ 3欄の「イ」は、検査が終了した年月日を記入し、「ロ」は、検査対象の防火設備に

関する直前の報告について記入して下さい。 

 ⑤ 3欄の「ロ」は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボック

スに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 3欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無につい

て記入してください。 

 ⑦ 4欄は、代表となる検査者並びに検査に係る防火設備に係る全ての検査者について

記入してください。当該防火設備の検査を行った検査者が1人の場合は、その他の検

査者欄は削除して構いません。 

 ⑧ 4欄の「イ」は、検査者の有する資格について記入してください。検査者が防火設

備検査員である場合は、防火設備検査員資格者証の交付番号を「防火設備検査員」の

番号欄に記入してください。 

 ⑨ 4欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記

入し、勤務先が建築士事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 
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 ⑩ 4欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤

務先について記入し、検査者が法人に勤務していない場合は検査者の住所について記

入してください。 

 ⑪ 5欄の「イ」は、建築基準法施行令第128条の7第3項に規定する区画避難安全検証法

により区画避難安全性能が検証された建築物のときは「区画避難安全検証法」の

チェックボックスに、同令第129条第3項に規定する階避難安全検証法により階避難安

全性能が検証された建築物のときは「階避難安全検証法」のチェックボックスに、同

令第129条の2第4項に規定する全館避難安全検証法により全館避難安全性能が検証さ

れた建築物のときは「全館避難安全検証法」のチェックボックスに、それぞれ「レ」

マークを入れ、「区画避難安全検証法」の場合は区画避難安全性能を検証した階を、

「階避難安全検証法」の場合は階避難安全性能を検証した階を、併せて記入してくだ

さい。建築基準法第38条(同法第66条、第67条の2及び第88条第1項において準用する

場合を含む。)の規定による特殊構造方法等認定、同法第68条の25第1項の規定による

構造方法等の認定又は建築基準法の一部を改正する法律(平成10年法律第100号)によ

る改正前の建築基準法第38条の規定による認定を受けている建築物のうち、当該適用

について特に報告が必要なものについては「その他」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、その概要を記入してください。 

 ⑫ 5欄の「ロ」は、検査対象の防火設備について、チェックボックスに「レ」マーク

を入れてください。また、防火扉、防火シャッター、耐火クロススクリーンについて

は、個々の扉又はカーテン部ごとにその枚数を計上し、その合計を記入してください。

ドレンチャーについては、散水ヘッドの合計の個数を記入してください。「その他」

の場合は具体的な内容と台数を記入してください。 

 ⑬ 6欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指

摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該指摘された箇所の全てに建

築基準法第3条第2項の規定の適用を受けているものであることが確認されたときは併

せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑭ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた

とき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。)は、「ロ」

に指摘の概要を記入してください。指摘の概要を記入する場合にあっては、当該防火

設備が設置されている区画の概要を明記してください。 

 ⑮ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ

(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」を入れたときを除く。)、当該指摘を受

けた項目について改善予定があるときは「ハ」の「有」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、併せて改善予定年月を記入してください。改善予定がないときは「ハ」

の「無」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑯ 前回検査時以降に把握した火災時の防火設備不作動等機器の故障、異常動作、損傷、

腐食その他の劣化に起因するもの(以下「不具合」という。)について第三面の「不具

合の概要」欄に記入したときは、7欄の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」

マークを入れ、当該不具合について記録が有るときは7欄の「ロ」の「有」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れ、記録が無いときは7欄の「ロ」の「無」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れてください。また、第三面に記入された不具合のう

ち当該不具合を受けた改善を既に実施しているものがあり、かつ、改善を行う予定が

あるものがない場合には7欄の「ハ」の「実施済」のチェックボックスに「レ」マー

クを入れ、第三面に記入された不具合のうち改善を行う予定があるものがある場合に

は7欄の「改善予定」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定年

月を記入し、改善の予定がない場合には7欄の「予定なし」のチェックボックスに

「レ」マークを入れてください。 

 ⑰ 各欄に掲げられている項目以外で特に報告すべき事項は、8欄又は別紙に記載して

添えてください。 
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4．第三面関係 

 ① 第三面は、前回検査時以降に把握した防火設備に係る不具合のうち第二面の6欄に

おいて指摘されるもの以外のものについて、把握できる範囲において記入してくださ

い。前回検査時以降不具合を把握していない場合は、第三面を省略することができま

す。 

 ② 「不具合を把握した年月」欄は、当該不具合を把握した年月を記入してください。 

 ③ 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を特定した上で、当該不具合の具体的内

容を記入してください。不具合の概要を記入する場合にあっては、当該防火設備が設

置されている区画の概要を明記してください。 

 ④ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるもの

を記入してください。ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記

入してください。 

 ⑤ 「改善(予定)年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行

う予定がある場合には改善予定年月を記入し、改善を行う予定がない場合には「―」

を記入してください。 

 ⑥ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定があ

る場合に、具体的措置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、

その理由を記入してください。 
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第三十六号の九様式（第六条、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三十六号の九様式(第六条、第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 

定期検査報告概要書 

(防火設備) 

(第一面) 
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【3．報告対象建築物】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 

  【ニ．用途】 
                                         

【4．検査による指摘の概要】 

  □要是正の指摘あり (□既存不適格)  □指摘なし 
                                         

【5．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】   □有   □無 

  【ロ．不具合記録】 □有   □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(    年  月に改善予定) 

            □予定なし (理由：               ) 
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(第二面) 

防火設備の状況等 
                                         

【1．建築物の概要】 

  【イ．階数】    地上   階   地下   階 

  【ロ．建築面積】           m2 

  【ハ．延べ面積】           m2 
                                         

【2．確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関 (    ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第    号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関 (    ) 
                                         

【3．検査日等】 

  【イ．今回の検査】        年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】□実施(    年  月  日報告)  □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 
                                         

【4．防火設備の検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

         防火設備検査員            第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

         防火設備検査員            第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【5．防火設備の概要】 

  【イ．避難安全検証法等の適用】 

   □区画避難安全検証法(   階) 

   □階避難安全検証法(   階) 

   □全館避難安全検証法 

   □その他(           ) 

  【ロ．防火設備】 

    □防火扉(    枚)        □防火シャッター(    枚) 

    □耐火クロススクリーン(    枚) □ドレンチャー(    台) 
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    □その他(       台) 
                                         

【6．備考】 
                                         

 (注意) 

 この様式には、第三十六号の八様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

第二面は、同様式第二面において指摘があつた防火設備についてのみ作成し、第一面に添

えてください。 
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第三十六号の十様式（第六条の二の二関係）（Ａ４）

第三十六号の十様式(第六条の二の二関係)(A4) 

定期検査報告書 

(遊戯施設) 

(第一面) 

 建築基準法第88条第1項において準用する同法第12条第3項の規定により、定期検査の結

果を報告します。この報告書に記載の事項は事実に相違ありません。 

 特定行政庁       様 

  年  月  日 

報告者氏名           
                                         

検査者氏名           
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 

  【ホ．電話番号】 
                                         

【3．報告対象遊園地等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 
                                         

【4．報告対象遊戯施設】 

  【イ．検査対象遊戯施設の台数】(   台) 

  【ロ．指摘の内容】 要是正の指摘あり     台(うち既存不適格   台) 

            要重点点検の指摘あり   台 指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)    □無 

  【ホ．その他特記事項】 
  

※受付欄 ※特記欄 ※整理番号欄 

   年 月 日     

第      号     

係員氏名     
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(第二面) 

遊戯施設の状況等 
                                         

【1．遊戯施設に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 
                                         

【2．検査日等】 

  【イ．今回の検査】         年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】 □実施 (    年  月  日報告)  □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 
                                         

【3．検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】  (   )建築士       (   )登録第    号 

         昇降機等検査員              第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

   (その他の検査者) 

  【イ．資格】  (   )建築士       (   )登録第    号 

         昇降機等検査員              第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

          (   )建築士事務所   (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 
                                         

【5．遊戯施設の概要】(番号       ) 

  【イ．種別】 □高架の遊戯施設(令第138条第2項第二号) 

         □回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの(令第138条第2項

第三号) 

  【ロ．固有名称】 

  【ハ．一般名称】 

  【ニ．仕様】  (総定員) (乗 物 数) (乗物当たり定員) 

          (  人) (  ×  編成) (      人) 
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          (定常走行速度又は定常円周速度)(最高部高さ)(走路全長) 

          (       km／h又はm／min)(     m)(    m) 

          (回転直径)(勾配又は傾斜角度) 

          (    m)(       度) 

  【ホ．ウォータースライド仕様】(滑走路数)(高低差)(滑走路全長) 

                 (   本)(   m)(     m) 

                 (滑走路平均勾配)(揚水装置台数)(吐 出 量) 

                 (      度)(     台)(  m3／s) 

  【ヘ．製造者名】 
                                         

【6．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格) 

             □要重点点検の指摘あり  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定)  □無 
                                         

【7．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】   □有    □無 

  【ロ．不具合記録】 □有    □無 

  【ハ．改善の状況】 □実施済  □改善予定(    年  月に改善予定) 

            □予定なし 
                                         

【8．備考】 
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(第三面) 

遊戯施設に係る不具合の状況 

  

不具合を把握
した年月 

不具合の概要 考えられる原因 
改善(予定)
年月    

改善措置の概要等 

          

          

          

          

          

(注意) 

1．各面共通関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

 ③ 記入欄が不足する場合は、枠を拡大、行を追加して記入するか、別紙に必要な事項

を記入し添えてください。 

2．第一面関係 

 ① 検査者が2人以上のときは、代表となる検査者を検査者氏名欄に記入してください。 

 ② 1欄及び2欄は、所有者又は管理者が法人のときは、「ロ」はそれぞれ法人の名称及

び代表者氏名を、「ニ」はそれぞれ法人の所在地を記入してください。 

 ③ 4欄の「イ」は、報告する遊戯施設の台数を記入してください。 

 ④ 4欄の「ロ」の「要是正の指摘あり」は、第二面の6欄の「イ」において「要是正の

指摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れた遊戯施設の台数を記入してく

ださい。「要重点点検の指摘あり」は、第二面の6欄の「イ」において「要是正の指摘

あり」のチェックボックスに「レ」マークがなく、かつ「要重点点検の指摘あり」の

チェックボックスに「レ」マークを入れた遊戯施設の台数を記入してください。 

 ⑤ 4欄の「ハ」は、指摘された事項のうち特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

 ⑥ 4欄の「ニ」は、第二面の6欄の「ハ」において改善予定があるとしているときは

「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第二面の6欄の「ハ」で記入され

た改善予定年月のうち最も早いものを併せて記入してください。 

 ⑦ 4欄の「ホ」は、指摘された事項以外に特に報告すべき事項があれば記入してくだ

さい。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、遊戯施設ごとに作成してください。ただし、複数の遊戯施設について

同時に報告する場合には、この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、

この書類を別途提出する必要はありません。 

 ② 1欄の「イ」及び「ロ」は、直前の確認(建築基準法第87条の4及び同法第88条第1項

の規定により準用して適用される同法第6条第1項に規定する確認。以下この様式にお

いて同じ。)について、「ハ」及び「ニ」は、直前の完了検査について、それぞれ記入

してください。 

 ③ 1欄の「ロ」及び「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「指

定確認検査機関」の場合には、併せてその名称を記入してください。 

 ④ 2欄の「イ」は、検査を複数の日にまたがって行ったときは、その最終日の年月日

を記入し、「ロ」は、直前の報告について記入してください。 

 ⑤ 2欄は、報告の対象となっていない場合には「未実施」のチェックボックスに「レ」
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マークを入れてください。 

 ⑥ 2欄の「ハ」は、前回の定期検査の結果を記録した書類の写しの保存の有無につい

て記入してください。 

 ⑦ 3欄は、代表となる検査者並びに当該遊戯施設の検査を行った全ての検査者につい

て記入してください。当該遊戯施設の検査を行った検査者が1人の場合は、その他の

検査者欄は削除して構いません。 

 ⑧ 3欄の「イ」は、検査者の有する資格について記入してください。検査者が昇降機

等検査員である場合は、昇降機等検査員資格者証の交付番号を「昇降機等検査員」の

番号欄に記入してください。 

 ⑨ 3欄の「ニ」は、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤務先について記

入し、勤務先が建築士事務所のときは、事務所登録番号を併せて記入してください。 

 ⑩ 3欄の「ホ」から「ト」までは、検査者が法人に勤務している場合は、検査者の勤

務先について記入し、検査者が法人に勤務していないときはその者の住所について記

入してください。 

 ⑪ 4欄は、遊戯施設の維持保全を行う者が3欄の「ニ」の勤務先(検査者に勤務先がな

いときは、検査者)と異なるときに記入することとし、当該維持保全を行う者が個人

のときは、「イ」は氏名を、「ハ」は住所を記入してください。 

 ⑫ 5欄の「番号」は、報告する遊戯施設を特定できる番号、記号等を記入してくださ

い。 

 ⑬ 5欄の「ハ」は、建築基準法施行令第138条第2項第二号及び同項第三号に掲げる名

称の例により記入してください。 

 ⑭ 5欄の「ニ」の「定常走行速度又は定常円周速度」は、当該遊戯施設が走行をする

ものである場合には定常走行速度をkm／hで、回転をするものである場合には定常円

周速度をm／minで記入してください。 

 ⑮ 5欄の「ホ」の「高低差」、「滑走路全長」、「滑走路平均勾配」は、滑走路が複数あ

る場合は滑走路ごとに、「吐出量」は、揚水装置が複数ある場合は揚水装置ごとに記

入してください。 

 ⑯ 6欄の「イ」は、検査結果において、是正が必要と認められるときは「要是正の指

摘あり」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、当該指摘された箇所の全てに建

築基準法第3条第2項の規定の適用を受けているものであることが確認されたときは併

せて「既存不適格」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、検査結果において、

重点的に点検することが必要と認められるときは「要重点点検の指摘あり」のチェッ

クボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑰ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れたとき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」

を入れたときを除く。)は、「ロ」に指摘の概要を記入してください。 

 ⑱ 6欄の「イ」の「要是正の指摘あり」又は「要重点点検の指摘あり」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れたとき(「既存不適格」のチェックボックスに「レ」

を入れたときを除く。)は、当該指摘に係る項目について改善予定があるときは「ロ」

の「有」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、併せて改善予定年月を記入して

ください。改善予定がないときは「ハ」の「無」のチェックボックスに「レ」マーク

を入れてください。 

 ⑲ 前回検査時以降に把握した機器の故障、異常動作、損傷、腐食その他の劣化に起因

する衝突、異常音・振動等(以下、「不具合」という。)について第三面の「不具合の

概要」欄に記入したときは、7欄の「イ」の「有」のチェックボックスに「レ」マー

クを入れ、当該不具合について記録が有るときは「ロ」の「有」のチェックボックス

に「レ」マークを入れ、記録が無いときは「ロ」の「無」のチェックボックスに「レ」

マークを入れてください。また、第三面に記入された不具合のうち当該不具合を受け

既に改善を実施しているものがあり、かつ、改善を行う予定があるものがない場合に
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は「ハ」の「実施済」のチェックボックスに「レ」マークを入れ、第三面に記入され

た不具合のうち改善を行う予定があるものがある場合には「改善予定」のチェック

ボックスに「レ」マークを入れ、第三面の「改善(予定)年月」欄に記入された改善予

定年月のうち最も早いものを併せて記入し、これら以外の場合には「予定なし」の

チェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑳ ここに書き表せない事項で特に報告すべき事項は、8欄又は別紙に記載して添えて

ください。 

4．第三面関係 

 ① 第三面は、前回検査時以降に把握した遊戯施設に係る不具合のうち第二面の6欄に

おいて指摘されるもの以外のものについて、把握できる範囲において記入してくださ

い。前回検査時以降不具合を把握していない場合は、第三面を省略することができま

す。 

 ② 「不具合の概要」欄は、当該不具合の箇所を特定した上で、当該不具合の具体的内

容を記入してください。 

 ③ 「考えられる原因」欄は、当該不具合が生じた原因として主として考えられるもの

を記入してください。ただし、当該不具合が生じた原因が不明な場合は「不明」と記

入してください。 

 ④ 「改善(予定)年月」欄は、既に改善を実施している場合には実施年月を、改善を行

う予定がある場合には改善予定年月を記入し、改善を行う予定がない場合には「―」

を記入してください。 

 ⑤ 「改善措置の概要等」欄は、既に改善を実施している場合又は改善を行う予定があ

る場合に、具体的措置の概要を記入してください。改善を行う予定がない場合には、

その理由を記入してください。 
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第三十六号の十一様式（第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係）（Ａ４）

第三十六号の十一様式(第六条の二の二、第六条の三、第十一条の三関係)(A4) 

定期検査報告概要書 

(遊戯施設) 

(第一面) 
                                         

【1．所有者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【2．管理者】 

  【イ．氏名のフリガナ】 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．郵便番号】 

  【ニ．住所】 
                                         

【3．報告対象遊園地等】 

  【イ．所在地】 

  【ロ．名称のフリガナ】 

  【ハ．名称】 
                                         

【4．報告対象遊戯施設】 

  【イ．検査対象遊戯施設の台数】(   台) 

  【ロ．指摘の内容】 要是正の指摘あり     台(うち既存不適格   台) 

            要重点点検の指摘あり   台 指摘なし   台 

  【ハ．指摘の概要】 

  【ニ．改善予定の有無】 □有(    年  月に改善予定)    □無 

  【ホ．その他特記事項】 
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(第二面) 

遊戯施設の状況等 
                                         

【1．遊戯施設に係る確認済証交付年月日等】 

  【イ．確認済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ロ．確認済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 

  【ハ．検査済証交付年月日】        年  月  日 第   号 

  【ニ．検査済証交付者】   □建築主事等 □指定確認検査機関(    ) 
                                         

【2．検査日等】 

  【イ．今回の検査】         年  月  日実施 

  【ロ．前回の検査】 □実施(    年  月  日報告)  □未実施 

  【ハ．前回の検査に関する書類の写し】□有 □無 
                                         

【3．検査者】 

 (代表となる検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

        昇降機等検査員             第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 

 (その他の検査者) 

  【イ．資格】 (   )建築士      (   )登録第    号 

        昇降機等検査員             第    号 

  【ロ．氏名のフリガナ】 

  【ハ．氏名】 

  【ニ．勤務先】 

         (   )建築士事務所  (   )知事登録第   号 

  【ホ．郵便番号】 

  【ヘ．所在地】 

  【ト．電話番号】 
                                         

【4．保守業者】 

  【イ．名称】 

  【ロ．郵便番号】 

  【ハ．所在地】 

  【ニ．電話番号】 
                                         

【5．遊戯施設の概要】(番号       ) 

  【イ．種別】 □高架の遊戯施設(令第138条第2項第二号) 

         □回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するもの(令第138条第2項

第三号) 

  【ロ．固有名称】 

  【ハ．一般名称】 

  【ニ．仕様】 (総定員)  (乗 物 数)  (乗物当たり定員) 

         (  人)  (  ×  編成)  (      人) 
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         (定常走行速度又は定常円周速度)(最高部高さ)(走路全長) 

         (       km／h又はm／min)(     m)(    m) 

         (回転直径)(勾配又は傾斜角度) 

         (    m)(       度) 

  【ホ．ウォータースライド仕様】(滑走路数)(高低差)(滑走路全長) 

                 (   本)(   m)(     m) 

                 (滑走路平均勾配)(揚水装置台数)(吐 出 量) 

                 (      度)(     台)(   m3／s) 

  【ヘ．製造者名】 
                                         

【6．検査の状況】 

  【イ．指摘の内容】  □要是正の指摘あり(□既存不適格) 

             □要重点点検の指摘あり  □指摘なし 

  【ロ．指摘の概要】 

  【ハ．改善予定の有無】□有(    年  月に改善予定)  □無 

  【ニ．その他特記事項】 
                                         

【7．不具合の発生状況】 

  【イ．不具合】   □有   □無 

  【ロ．不具合記録】 □有   □無 

  【ハ．不具合の概要】 

  【ニ．改善の状況】 □実施済 □改善予定(    年  月に改善予定) 

            □予定なし(理由：               ) 
                                         

【8．備考】 
                                         

(注意) 

 この様式には、第三十六号の十様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

第一面は、同一遊園地等内に設置されている複数の遊戯施設について、あわせて一枚とし

て作成することができます。第二面は、同様式第二面において指摘があつた遊戯施設につ

いてのみ作成し、第一面に添えてください。 
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第三十七号様式（第六条の三、第十一条の三関係）

第三十七号様式(第六条の三、第十一条の三関係) 
 

建築基準法令による処分等の概要書 
                                            

【1．建築確認】 

    【イ．確認済証交付者】 

    【ロ．確認済証番号】     第   号 【ハ．交付年月日】    年 月 日 

 (計画変更の確認) 

  (1) 【イ．確認済証交付者】 

    【ロ．確認済証番号】     第   号 【ハ．交付年月日】    年 月 日 

  (2) 【イ．確認済証交付者】 

    【ロ．確認済証番号】     第   号 【ハ．交付年月日】    年 月 日 

  (3) 【イ．確認済証交付者】 

    【ロ．確認済証番号】     第   号 【ハ．交付年月日】    年 月 日 

 (構造計算適合性判定) 

    【イ．適合判定通知書交付者】 

    【ロ．適合判定通知書番号】  第   号 【ハ．交付年月日】    年 月 日 
                                            

【2．中間検査】 

  (1) 【イ．特定工程】 

    【ロ．検査日】     年 月 日 

    【ハ．中間検査合格証交付者】 

    【ニ．中間検査合格証番号】  第   号 【ホ．交付年月日】    年 月 日 

  (2) 【イ．特定工程】 

    【ロ．検査日】     年 月 日 

    【ハ．中間検査合格証交付者】 

    【ニ．中間検査合格証番号】  第   号 【ホ．交付年月日】    年 月 日 

  (3) 【イ．特定工程】 

    【ロ．検査日】     年 月 日 

    【ハ．中間検査合格証交付者】 

    【ニ．中間検査合格証番号】  第   号 【ホ．交付年月日】    年 月 日 
                                            

【3．完了検査】 

  (1) 【イ．検査日】     年 月 日 

    【ロ．検査済証交付者】 

    【ハ．検査済証番号】     第   号 【ニ．交付年月日】    年 月 日 
                                            

【4．その他の処分】 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                            

【5．定期報告等】 

  (1) 【報告年月日】     年  月  日 

  (2) 【報告年月日】     年  月  日 

  (3) 【報告年月日】     年  月  日 

  (4) 【報告年月日】     年  月  日 

  (5) 【報告年月日】     年  月  日 
                                            

【6．備考】 
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第三十七号の二様式（第六条の九関係）（Ａ４）

第三十七号の二様式(第六条の九関係)(A4) 

登録特定建築物調査員講習修了証明書 

(氏 名)  

年  月  日生 

証 明 書 番 号    第      号 

講習修了年月日    年   月   日 

 建築基準法施行規則第6条の6の表(1)項(は)欄の登録特定建築物調査員講習を修了した

ことを証する。 

    年  月  日 

登録特定建築物調査員講習実施機関名              

代表者名              
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第三十七号の三様式（第六条の十二関係）（Ａ４）

第三十七号の三様式(第六条の十二関係)(A4) 

登録建築設備検査員講習修了証明書 

(氏 名)  

年  月  日生 

証 明 書 番 号    第      号 

講習修了年月日    年   月   日 

 建築基準法施行規則第6条の6の表(2)項(は)欄の登録建築設備検査員講習を修了したこ

とを証する。 

    年  月  日 

登録建築設備検査員講習実施機関名              

代表者名              
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第三十七号の四様式（第六条の十四関係）（Ａ４）

第三十七号の四様式(第六条の十四関係)(A4) 

登録防火設備検査員講習修了証明書 

(氏 名)  

年  月  日生 

証 明 書 番 号    第      号 

講習修了年月日    年   月   日 

 建築基準法施行規則第6条の6の表(3)項(は)欄の登録防火設備検査員講習を修了したこ

とを証する。 

    年  月  日 

登録防火設備検査員講習実施機関名              

代表者名              
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第三十七号の五様式（第六条の十六関係）（Ａ４）

第三十七号の五様式(第六条の十六関係)(A4) 

登録昇降機等検査員講習修了証明書 

(氏 名)  

年  月  日生 

証 明 書 番 号    第      号 

講習修了年月日    年   月   日 

 建築基準法施行規則第6条の6の表(4)項(は)欄の登録昇降機等検査員講習を修了したこ

とを証する。 

    年  月  日 

登録昇降機等検査員講習実施機関名              

代表者名              
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第三十七号の六様式（第六条の十七関係）（Ａ４）

第三十七号の六様式(第六条の十七関係)(A4) 

特定建築物調査員資格者証交付申請書 

〔記入注意〕 数字は、算用数字を用い、□のある欄は該当する□の中にレ印を付けて下さい。 

 私は、特定建築物調査員資格者証の交付を受けたいので、別紙書類を添え申請します。 

 私は、下記事項が真実で、かつ正確であることを誓います。 

       年  月  日    氏名          

  地方整備局長 
 北海道開発局長 

       殿 

ふ り が な 
氏 名 

  
生年月日        年 月 日生 性 別 男□ 女□ 

現 住 所 〒 電話番号 

勤 務 先 の 名 称   

勤務先の所在地 〒 電話番号 

欠 格 事 由 

1 建築基準法令の規定により刑に処せられたことがありま

すか。 

ある□  ない□ 

 あるときは、その罪及び刑                         

 その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった年

月 

年  月  日 

2 特定建築物調査員資格者証の返納の命令を受けたことが

ありますか。 

ある□  ない□ 

 返納の命令を受けたことがあるときは、その年月日  年  月  日 

3 精神の機能の障害により調査等の業務を適正に行うに当

たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが

できない状態ですか。 

はい□ いいえ□ 

備 考   

※交 付 番 号 
  ※交 付

年月日 

  
    年  月  日 
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第三十七号の七様式（第六条の十九関係）（Ａ４）

第三十七号の七様式(第六条の十九関係)(A4) 

特定建築物調査員資格者証 

 

(氏 名)  

年  月  日生 

交 付 番 号  第     号  

交付年月日  年  月  日  

 建築基準法第12条の2第1項の規定により、特定建築物調査員資格者証を交付する。 

1．調査等を行うことができる建築物の範囲 

2．条件 

    年  月  日 

地方整備局長 

北海道開発局長 
(氏 名)   印 

 注 不要な文字は、抹消してください。 
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第三十七号の八様式（第六条の二十関係）（Ａ４）

第三十七号の八様式(第六条の二十関係)(A4) 

特定建築物調査員資格者証再交付申請書 

 私は、特定建築物調査員資格者証の再交付を受けたいので、建築基準法施行規則第6条の

20第1項の規定により、下記のとおり再交付を申請します。 

  年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒        

申請者住所         

氏 名        

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 交 付 番 号   

5 交 付 年 月 日   

      ふ り が な 

6 変更後の氏 名 
  

7 汚損又は亡失の年月日   

8 汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 
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第三十七号の八の二様式（第六条の二十の二関係）（Ａ４）

第三十七号の八の二様式(第六条の二十の二関係)(A4) 

第6条の20の2に係る届出書 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法施行規則第6条の20の2の規定により届け

出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 交 付 番 号 

4 交付年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 
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第三十七号の九様式（第六条の二十一関係）（Ａ４）

第三十七号の九様式(第六条の二十一関係)(A4) 

特定建築物調査員資格者証返納命令書 

第         号 

  年  月  日 

           様 

地方整備局長 

北海道開発局長 
印 

 建築基準法第12条の2第3項の規定により、特定建築物調査員資格者証の返納を命ずる。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国を被告

として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提

起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か

月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。)。 

(理由) 
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第三十七号の十様式（第六条の二十二関係）（Ａ４）

第三十七号の十様式(第六条の二十二関係)(A4) 

建築設備検査員資格者証交付申請書 

〔記入注意〕 数字は、算用数字を用い、□のある欄は該当する□の中にレ印を付けて下さい。 

 私は、建築設備検査員資格者証の交付を受けたいので、別紙書類を添え申請します。 

 私は、下記事項が真実で、かつ正確であることを誓います。 

       年  月  日    氏名          

  地方整備局長 

 北海道開発局長 
       殿 

ふ り が な 

氏 名 

  
生年月日        年 月 日生 性 別 男□ 女□ 

現 住 所 〒 電話番号 

勤 務 先 の 名 称   

勤務先の所在地 〒 電話番号 

欠 格 事 由 

1 建築基準法令の規定により刑に処せられたことがありま

すか。 

ある□  ない□ 

 あるときは、その罪及び刑                          

 その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった年

月 

年  月  日 

2 建築設備検査員資格者証の返納の命令を受けたことがあ

りますか。 

ある□  ない□ 

 返納の命令を受けたことがあるときは、その年月日  年  月  日 

3 精神の機能の障害により検査等の業務を適正に行うに当

たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが

できない状態ですか。 

はい□ いいえ□ 

備 考   

※交 付 番 号 
  ※交 付

年月日 

  
    年  月  日 

 

315



第三十七号の十一様式（第六条の二十三関係）（Ａ４）

第三十七号の十一様式(第六条の二十三関係)(A4) 

建築設備検査員資格者証 

 

(氏 名)  

年  月  日生 

交 付 番 号  第     号  

交付年月日  年  月  日  

 建築基準法第12条の3第3項の規定により、建築設備検査員資格者証を交付する。 

1．検査等を行うことができる建築設備の範囲 

2．条件 

    年  月  日 

地方整備局長 
北海道開発局長 

(氏 名)   印 

 注 不要な文字は、抹消してください。 
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第三十七号の十二様式（第六条の二十三関係）（Ａ４）

第三十七号の十二様式(第六条の二十三関係)(A4) 

建築設備検査員資格者証再交付申請書 

 私は、建築設備検査員資格者証の再交付を受けたいので、建築基準法施行規則第6条の23

において読み替えて準用する同規則第6条の20第1項の規定により、下記のとおり再交付を

申請します。 

  年  月  日 

 地方整備局長 
北海道開発局長 

殿 

〒        

申請者住所         

氏 名        

記 

  ふ り が な 
1 氏 名 

  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 交 付 番 号   

5 交 付 年 月 日   

       ふ り が な 
6 変更後の氏 名 

  

7 汚損又は亡失の年月日   

8 汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 
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第三十七号の十二の二様式（第六条の二十三関係）（Ａ４）

第三十七号の十二の二様式(第六条の二十三関係)(A4) 

  第6条の23において読み替えて準用する

第6条の20の2に係る届出書 

  

 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法施行規則第6条の23において読み替えて準

用する同規則第6条の20の2の規定により届け出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 交 付 番 号 

4 交付年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 
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第三十七号の十三様式（第六条の二十三関係）（Ａ４）

第三十七号の十三様式(第六条の二十三関係)(A4) 

建築設備検査員資格者証返納命令書 

第         号 

  年  月  日 

           様 

地方整備局長 

北海道開発局長 
印 

 建築基準法第12条の3第4項において読み替えて準用する同法第12条の2第3項の規定によ

り、建築設備検査員資格者証の返納を命ずる。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国を被告

として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提

起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か

月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。)。 

(理由) 
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第三十七号の十四様式（第六条の二十四関係）（Ａ４）

第三十七号の十四様式(第六条の二十四関係)(A4) 

防火設備検査員資格者証交付申請書 

〔記入注意〕 数字は、算用数字を用い、□のある欄は該当する□の中にレ印を付けて下さい。 

 私は、防火設備検査員資格者証の交付を受けたいので、別紙書類を添え申請します。 

 私は、下記事項が真実で、かつ正確であることを誓います。 

       年  月  日    氏名          

  地方整備局長 

 北海道開発局長 
       殿 

ふ り が な 

氏 名 

  
生年月日        年 月 日生 性 別 男□ 女□ 

現 住 所 〒 電話番号 

勤 務 先 の 名 称   

勤務先の所在地 〒 電話番号 

欠 格 事 由 

1 建築基準法令の規定により刑に処せられたことがありま

すか。 

ある□  ない□ 

 あるときは、その罪及び刑                          

 その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった年

月 

年  月  日 

2 防火設備検査員資格者証の返納の命令を受けたことがあ

りますか。 

ある□  ない□ 

 返納の命令を受けたことがあるときは、その年月日  年  月  日 

3 精神の機能の障害により検査等の業務を適正に行うに当

たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことが

できない状態ですか。 

はい□ いいえ□ 

備 考   

※交 付 番 号 
  ※交 付

年月日 

  
    年  月  日 
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第三十七号の十五様式（第六条の二十五関係）（Ａ４）

第三十七号の十五様式(第六条の二十五関係)(A4) 

防火設備検査員資格者証 

 

(氏 名)  

年  月  日生 

交 付 番 号  第     号  

交付年月日  年  月  日  

 建築基準法第12条の3第3項の規定により、防火設備検査員資格者証を交付する。 

1．検査等を行うことができる防火設備の範囲 

2．条件 

    年  月  日 

地方整備局長 

北海道開発局長 
(氏 名)   印 

 注 不要な文字は、抹消してください。 

321



第三十七号の十六様式（第六条の二十五関係）（Ａ４）

第三十七号の十六様式(第六条の二十五関係)(A4) 

防火設備検査員資格者証再交付申請書 

 私は、防火設備検査員資格者証の再交付を受けたいので、建築基準法施行規則第6条の25

において読み替えて準用する同規則第6条の20第1項の規定により、下記のとおり再交付を

申請します。 

  年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒        

申請者住所         

氏 名        

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 交 付 番 号   

5 交 付 年 月 日   

      ふ り が な 

6 変更後の氏 名 
  

7 汚損又は亡失の年月日   

8 汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 

 

322



第三十七号の十六の二様式（第六条の二十五関係）（Ａ４）

第三十七号の十六の二様式(第六条の二十五関係)(A4) 

  第6条の25において読み替えて準用する

第6条の20の2に係る届出書 

  

 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法施行規則第6条の25において読み替えて準

用する同規則第6条の20の2の規定により届け出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 交 付 番 号 

4 交付年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 
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第三十七号の十七様式（第六条の二十五関係）（Ａ４）

第三十七号の十七様式(第六条の二十五関係)(A4) 

防火設備検査員資格者証返納命令書 

第         号 

  年  月  日 

           様 

地方整備局長 

北海道開発局長 
印 

 建築基準法第12条の3第4項において読み替えて準用する同法第12条の2第3項の規定によ

り、防火設備検査員資格者証の返納を命ずる。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国を被告

として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提

起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か

月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。)。 

(理由) 
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第三十七号の十八様式（第六条の二十六関係）（Ａ４）

第三十七号の十八様式(第六条の二十六関係)(A4) 

昇降機等検査員資格者証交付申請書 

〔記入注意〕 数字は、算用数字を用い、□のある欄は該当する□の中にレ印を付けて下さい。 

 私は、昇降機等検査員資格者証の交付を受けたいので、別紙書類を添え申請します。 

 私は、下記事項が真実で、かつ正確であることを誓います。 

       年  月  日    氏名          

  地方整備局長 

 北海道開発局長 
       殿 

ふ り が な 

氏 名 

  
生年月日        年 月 日生 性 別 男□ 女□ 

現 住 所 〒 電話番号 

勤 務 先 の 名 称   

勤務先の所在地 〒 電話番号 

欠 格 事 由 

1 建築基準法令の規定により刑に処せられたことがありま

すか。 

ある□  ない□ 

 あるときは、その罪及び刑                          

 その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった年

月 

年  月  日 

2 昇降機等検査員資格者証の返納の命令を受けたことがあ

りますか。 

ある□  ない□ 

 返納の命令を受けたことがあるときは、その年月日  年  月  日 

3 精神の機能の障害により調査等及び検査等の業務を適正

に行うに当たつて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に

行うことができない状態ですか。 

はい□ いいえ□ 

備 考   

※交 付 番 号 
  ※交 付

年月日 

  
    年  月  日 
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第三十七号の十九様式（第六条の二十七関係）（Ａ４）

第三十七号の十九様式(第六条の二十七関係)(A4) 

昇降機等検査員資格者証 

 

(氏 名)  

年  月  日生 

交 付 番 号  第     号  

交付年月日  年  月  日  

 建築基準法第12条の3第3項(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)及び同法第

88条第1項において準用する同法第12条の2第1項の規定により、昇降機等検査員資格者証を

交付する。 

1．調査等及び検査等を行うことができる昇降機等の範囲 

2．条件 

    年  月  日 

地方整備局長 
北海道開発局長 

(氏 名)   印 

 注 不要な文字は、抹消してください。 
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第三十七号の二十様式（第六条の二十七関係）（Ａ４）

第三十七号の二十様式(第六条の二十七関係)(A4) 

昇降機等検査員資格者証再交付申請書 

 私は、昇降機等検査員資格者証の再交付を受けたいので、建築基準法施行規則第6条の27

において読み替えて準用する同規則第6条の20第1項の規定により、下記のとおり再交付を

申請します。 

  年  月  日 

 地方整備局長 
北海道開発局長 

殿 

〒        

申請者住所         

氏 名        

記 

  ふ り が な 
1 氏 名 

  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 交 付 番 号   

5 交 付 年 月 日   

       ふ り が な 
6 変更後の氏 名 

  

7 汚損又は亡失の年月日   

8 汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 

 

327



第三十七号の二十の二様式（第六条の二十七関係）（Ａ４）

第三十七号の二十の二様式(第六条の二十七関係)(A4) 

  第6条の27において読み替えて準用する

第6条の20の2に係る届出書 

  

 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法施行規則第6条の27において読み替えて準

用する同規則第6条の20の2の規定により届け出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 交 付 番 号 

4 交付年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 
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第三十七号の二十一様式（第六条の二十七関係）（Ａ４）

第三十七号の二十一様式(第六条の二十七関係)(A4) 

昇降機等検査員資格者証返納命令書 

第         号 

  年  月  日 

           様 

地方整備局長 

北海道開発局長 
印 

 建築基準法第12条の3第4項(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)において読

み替えて準用する同法第12条の2第3項及び同法第88条第1項において準用する同法第12条

の2第3項の規定により、昇降機等検査員資格者証の返納を命ずる。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国を被告

として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提

起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か

月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。)。 

(理由) 
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第三十八号様式（第七条関係）（表面）

第三十八号様式(第七条関係) 

(表面) 

  8.5cm 

6c
m 

    年  月  日交付第    号(  年  月  日限り有効) 

 
職 名 氏 名 生 年 月 日 

 
   

 

建築物等 

 

立 入 検 査 証 

 

 

印 

 

(特定行政庁名) 

 

(写真)  

 

 

 (裏面) 

 この証票を携帯する者は、建築基準法により建築物等に立入検査をする職権を行う者

で、その関係条文は次のとおりであります。 

   建築基準法抜粋 

第12条第7項 建築主事等又は特定行政庁の命令若しくは建築主事等の委任を受けた当該

市町村若しくは都道府県の職員にあつては第6条第4項、第6条の2第6項、第7条第4項、

第7条の3第4項、第9条第1項、第10項若しくは第13項、第10条第1項から第3項まで、前

条第1項又は第90条の2第1項の規定の施行に必要な限度において、建築監視員にあつて

は第9条第10項の規定の施行に必要な限度において、当該建築物、建築物の敷地、建築

材料等を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫その他の事業場、建築工事場又は

建築物に関する調査をした者の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、建築物、

建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築材料等の製造に関係がある物件、設計図書

その他建築物に関する工事に関係がある物件若しくは建築物に関する調査に関係があ

る物件を検査し、若しくは試験し、又は建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理

者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を製造した者、工事監理者、工事施

工者若しくは建築物に関する調査をした者に対し必要な事項について質問することが

できる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を

得なければならない。 

第13条 建築主事等、建築監視員若しくは特定行政庁の命令若しくは建築主事等の委任

を受けた当該市町村若しくは都道府県の職員が第12条第7項の規定によつて建築物、建

築物の敷地若しくは建築工事場に立ち入る場合又は建築監視員が第9条の2(第90条第3

項において準用する場合を含む。)の規定による権限を行使する場合においては、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

2 第12条第7項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。 
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第三十九号様式（第七条関係）（表面）

第三十九号様式(第七条関係) 

(表面) 

  9cm 

6cm 

 

 
建 築 監 視 員 証 

 年 月 日交付  

交付第      号  

(  年  月  日限り有効)  

 

 

   氏 名 

   生年月日 

 

 

 

(特定行政庁名) 印           

(写 真) 

 

 

 

 
 (裏面) 

 この証票を携帯する者は、建築基準法により建築物等に立入検査をするとともに、違

反建築物に対し工事の停止又は使用禁止若しくは使用制限を命ずる職権を行う者で、そ

の関係条文は次のとおりであります。 

   建築基準法抜粋 

第9条の2  (略) 

第12条第7項 建築主事等又は特定行政庁の命令若しくは建築主事等の委任を受けた当該

市町村若しくは都道府県の職員にあつては第6条第4項、第6条の2第6項、第7条第4項、

第7条の3第4項、第9条第1項、第10項若しくは第13項、第10条第1項から第3項まで、前

条第1項又は第90条の2第1項の規定の施行に必要な限度において、建築監視員にあつて

は第9条第10項の規定の施行に必要な限度において、当該建築物、建築物の敷地、建築

材料等を製造した者の工場、営業所、事務所、倉庫その他の事業場、建築工事場又は

建築物に関する調査をした者の営業所、事務所その他の事業場に立ち入り、建築物、

建築物の敷地、建築設備、建築材料、建築材料等の製造に関係がある物件、設計図書

その他建築物に関する工事に関係がある物件若しくは建築物に関する調査に関係があ

る物件を検査し、若しくは試験し、又は建築物若しくは建築物の敷地の所有者、管理

者若しくは占有者、建築主、設計者、建築材料等を製造した者、工事監理者、工事施

工者若しくは建築物に関する調査をした者に対し必要な事項について質問することが

できる。ただし、住居に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を

得なければならない。 

第13条 建築主事等、建築監視員若しくは特定行政庁の命令若しくは建築主事等の委任

を受けた当該市町村若しくは都道府県の職員が第12条第7項の規定によつて建築物、建

築物の敷地若しくは建築工事場に立ち入る場合又は建築監視員が第9条の2(第90条第3

項において準用する場合を含む。)の規定による権限を行使する場合においては、その

身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

2 第12条第7項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはな

らない。  
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第四十号様式（第八条関係）（Ａ４）

第四十号様式(第八条関係)(A4) 

  建築基準法第15条第1項の規定による

建築工事届 

  

(第一面) 

  年  月  日  

          知事 様 
                                         

建築主 

   氏名 

   郵便番号 

   住所 

   電話番号 
                                         

工事施工者(設計者又は代理者) 

   氏名 

   営業所名(建築士事務所名) 

   郵便番号 

   所在地 

   電話番号 
                                         

工事監理者 

   氏名 

   営業所名(建築士事務所名) 

   郵便番号 

   所在地 

   電話番号 
                                         

建築確認 

   確認済証番号      第         号 

   確認済証交付年月日       年  月  日 

   確認済証交付者 
                                         

除却工事施工者 

   氏名 

   営業所名 

   郵便番号 

   所在地 

   電話番号 
                                         

※受付経由機関記載欄 
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(第二面) 
                                            

【1．着工及び工事完了の予定期日】 

 【イ．着工予定期日】      年 月 日 

 【ロ．工事完了予定期日】    年 月 日 
                                            

【2．建築主】 

 【イ．建築主の種別】□(1)国   □(2)都道府県    □(3)市区町村 

           □(4)会社  □(5)会社でない団体 □(6)個人 

 【ロ．資本の額又は出資の総額】□(1)1,000万円以下 □(2)1,000万円超～3,000万円以下 

                □(3)3,000万円超～1億円以下 

                □(4)1億円超～10億円以下 □(5)10億円超 
                                            

【3．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．都市計画】 □(1)市街化区域 □(2)市街化調整区域 

          □(3)区域区分非設定都市計画区域 □(4)準都市計画区域 

          □(5)都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                            

【4．工事種別】□(1)新築 □(2)増築 □(3)改築 □(4)移転 
                                            

【5．主要用途】 (1)居住専用建築物  (     ) 

         (2)居住産業併用建築物(     ) 

         (3)産業専用建築物  (     ) 
                                            

【6．一の建築物ごとの内容】 

【イ．番号】 (       ) (       ) (       ) 

【ロ．用途】 □(1)事務所等 

□(2)物品販売業を

営む店舗等 

□(3)工場，作業場 

□(4)倉庫 

□(5)学校 

□(6)病院，診療所 

□(9)その他 

□多用途 

□(1)事務所等 

□(2)物品販売業を

営む店舗等 

□(3)工場，作業場 

□(4)倉庫 

□(5)学校 

□(6)病院，診療所 

□(9)その他 

□多用途 

□(1)事務所等 

□(2)物品販売業を

営む店舗等 

□(3)工場，作業場 

□(4)倉庫 

□(5)学校 

□(6)病院，診療所 

□(9)その他 

□多用途 

【ハ．工事部分の構造】 □(1)木造 

□(2)鉄骨鉄筋コン

クリート造 

□(3)鉄筋コンクリー

ト造 

□(4)鉄骨造 

□(5)コンクリート

ブロック造 

□(6)その他 

□(1)木造 

□(2)鉄骨鉄筋コン

クリート造 

□(3)鉄筋コンクリー

ト造 

□(4)鉄骨造 

□(5)コンクリート

ブロック造 

□(6)その他 

□(1)木造 

□(2)鉄骨鉄筋コン

クリート造 

□(3)鉄筋コンクリー

ト造 

□(4)鉄骨造 

□(5)コンクリート

ブロック造 

□(6)その他 

【ニ．工事の予定期間】  (     月間)  (     月間)  (     月間) 

【ホ．工事部分の床面積

の合計】 
(      m2) (      m2) (      m2) 

【ヘ．建築工事費予定

額】 
(     万円) (     万円) (     万円) 

【ト．新築工事の場合における地上の階数】 

            (       ) 

 

(       ) 

 

(       ) 

【チ．新築工事の場合における地下の階数】 

            (       ) 
(       ) (       ) 

                                            

 【7．新築工事の場合における敷地面積】      m2 
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(第三面) 
                                          

【1．住宅部分の概要】 

 【イ．番号】 

 【ロ．新設又はその他の別】 (1)新設 (□新築 □増築 □改築) 

               (2)その他(    □増築 □改築) 

 【ハ．新設住宅の資金】□(1)民間資金住宅 □(2)公営住宅 □(3)住宅金融支援機構住宅 

            □(4)都市再生機構住宅 □(5)その他 

 【ニ．住宅の建築工法】□(1)在来工法 □(2)プレハブ工法 □(3)枠組壁工法 

 【ホ．住宅の種類】□(1)専用住宅 □(2)併用住宅 □(3)その他の住宅 

 【ヘ．住宅の建て方】□(1)一戸建住宅 □(2)長屋建住宅 □(3)共同住宅 

 【ト．利用関係】 □(1)持家 □(2)貸家 □(3)給与住宅□(4)分譲住宅 

 【チ．住宅の戸数】 (      戸)(      戸)(      戸)(      戸) 

 【リ．工事部分の

床面積の合計】 

(       m2)(       m2)(       m2)(       m2) 

 

(第四面) 
                                          

【1．主要用途】 (1)居住専用建築物  (     ) 

         (2)居住産業併用建築物(     ) 

         (3)産業専用建築物  (     ) 

【2．除却原因】 □(1)老朽して危険があるため □(2)その他 

【3．構造】   □(1)木造          □(2)その他 

【4．建築物の数】 

【5．住宅の戸数】                 戸 

【6．住宅の利用関係】 □(1)持家 □(2)貸家 □(3)給与住宅 

【7．建築物の床面積の合計】             m2 

【8．建築物の評価額】              千円 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① ※印のある欄は記入しないでください。 

 ② 除却工事施工者欄は、既存の建築物を除却し、引き続き、当該敷地内において建築

物を建築しようとする場合に記入してください。 

3．第二面関係 

 ① 2欄の「イ」及び「ロ」、3欄の「ロ」、4欄並びに6欄の「ロ」及び「ハ」は、該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ② 2欄の「イ」において、「会社」とは、株式会社、合名会社、合資会社及び合同会社

をいい、特別の法律により設立された法人で会社であるものを含みます。 

 ③ 2欄の「ロ」は、建築主が会社であるときのみ記入してください。 

 ④ 3欄の「ロ」において、「区域区分非設定都市計画区域」とは、区域区分が定められ

ていない都市計画区域をいいます。 

 ⑤ 増築と改築とを同時に行うときは、4欄は床面積の大きい方の工事によつて区分し

てください。 

 ⑥ 5欄において、「(1)居住専用建築物」に該当する場合は、次の表の記号の中から該

当するものを選んで括弧内に記入してください。 

主要用途の区分 記号 

居住専用住宅(附属建築物を除く。) 01 

居住専用住宅附属建築物(物置，車庫等) 02 

寮，寄宿舎，合宿所(附属建築物を除く。) 03 

寮，寄宿舎，合宿所附属建築物(物置，車庫等) 04 

他に分類されない居住専用建築物 05 

 ⑦ 5欄において「(2)居住産業併用建築物」又は「(3)産業専用建築物」に該当する場

合は、産業の用に供する部分について、次の表の記号の中から該当するものを選んで

括弧内に記入してください。また、一敷地内に既存の建築物があるときは、記入に際

しては、その部分と新たに建築する部分とを総合して判断してください。 

主要用途の区分 記号 

農林水産業 農業，林業，漁業，水産養殖業 11 

鉱業，採石業，

砂利採取業，建

設業 

鉱業，採石業，砂利採取業 12 

建設業 13 

製造業 食料品製造業，飲料・たばこ・飼料製造業，繊維工業，

木材・木製品製造業，家具・装備品製造業，パルプ・

紙・紙加工品製造業，印刷・同関連業，プラスチック製

品製造業(記号15から記号18までに該当するものを除

く。)，窯業・土石製品製造業 

14 

 

 

 

 

化学工業，石油製品・石炭製品製造業 15 
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鉄鋼業，非鉄金属製造業，金属製品製造業 16 

はん用機械器具製造業，生産用機械器具製造業，業務用

機械器具製造業，電子部品・デバイス・電子回路製造

業，電気機械器具製造業，情報通信機械器具製造業，輸

送用機械器具製造業 

17 

 

 

 

ゴム製品製造業，なめし革・同製品・毛皮製造業，その

他の製造業 

18 

 

電気・ガス・熱

供給・水道業 

電気業 19 

ガス業 20 

熱供給業 21 

水道業 22 

情報通信業 通信業 23 

放送業，情報サービス業，インターネット附随サービス

業 

24 

 

映像・音声・文字情報制作業(新聞業及び出版業を除

く。) 

25 

 

映像・音声・文字情報制作業(新聞業及び出版業に限

る。) 

26 

 

運輸業 鉄道業，道路旅客運送業，道路貨物運送業，水運業，航

空運輸業，倉庫業，運輸に附帯するサービス業 

27 

 

卸売業，小売業 卸売業，小売業 28 

金融業，保険業 金融業，保険業 29 

不動産業 不動産取引業，不動産賃貸業・管理業(駐車場業を除

く。) 

30 

 

不動産賃貸業・管理業(駐車場業に限る。) 31 

宿 泊 業 ， 飲 食

サービス業 
宿泊業 32 

飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 33 

教育，学習支援

業 

学校教育 34 

その他の教育，学習支援業(社会教育に限る。) 35 

その他の教育，学習支援業(学習塾及び教養・技能教授

業に限る。) 

36 

 

その他の教育及び学習支援業(記号35及び記号36に該当

するものを除く。) 

37 
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医療，福祉 医療業，保健衛生 38 

社会保険・社会福祉・介護事業 39 

その他のサービ

ス業 

郵便業(信書便事業を含む。)，郵便局 40 

学術・開発研究機関，政治・経済・文化団体 41 

その他の生活関連サービス業(旅行業に限る。) 42 

娯楽業 43 

宗教 44 

物品賃貸業，専門サービス業，広告業，技術サービス

業，洗濯・理容・美容・浴場業，その他の生活関連サー

ビス業(旅行業を除く。)，協同組合，サービス業(他に

分類されないもの)(記号41及び記号44に該当するものを

除く。) 

45 

 

 

 

 

国家公務，地方

公務 

国家公務，地方公務 

 

46 

 

他に分類されな

いもの 

他に分類されないもの 

 
99 

 ⑧ 6欄は、一の建築物(1棟)ごとに記入してください。 

 ⑨ 6欄の「イ」は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のとき

は、一の建築物(1棟)ごとに通し番号を付し、その番号を記入し、「ロ」は、一の建築

物中に、2種類以上の用途(既存部分があるときは、その用途を含む。)があるときは、

「多用途」のチェックボックスに「レ」マークを入れて、一番大きい床面積の用途に

ついて記入してください。居住産業併用建築物については、産業の用に供する部分に

ついて該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑩ 6欄の「ロ」において、「事務所等」とは、事務所、地方公共団体の支庁若しくは支

所、税務署、警察署、保健所、消防署その他これらに類するもの又は銀行の支店、損

害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗その他これらに類するサービス業を営む店

舗をいいます。「物品販売業を営む店舗等」とは、物品販売業を営む店舗、飲食店、

料理店又はキャバレー、カフェー、ナイトクラブ若しくはバーをいいます。「学校」

とは、学校の校舎、体育館その他これらに類するものをいいます。「その他」は、居

住専用建築物又は(1)から(6)までに該当しない建築物をいいます。 

 ⑪ 6欄の「ハ」は、工事部分が2種類以上の構造からなるときは、床面積が最も大きい

部分の構造について記入してください。 

 ⑫ 6欄の「ニ」は、その建築物の規模に見合つた月数を記入してください。 

 ⑬ 6欄の「ヘ」は、建築設備費を含んだ額を記入してください。 

4．第三面関係 

 ① 第三面は、建築物が居住専用住宅又は居住産業併用建築物である場合に作成してく

ださい。当該建築物の数が2以上のときは、一の建築物(1棟)ごとに作成してください。 

 ② 1欄の「イ」は、第二面の6欄の「イ」に記入した番号と同じ番号を記入してくださ

い。 

 ③ 1欄の「ロ」から「ト」までは、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ

てください。 
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 ④ 1欄の「ロ」において、「新設」とは、新築、増築又は改築によつて居室、台所及び

便所のある独立して居住し得る住宅が新たに造られるものをいいます。例えば、既存

住宅の棟続きであつても、居室、台所又は便所を整えて独立して居住し得るものは

「新設」に含まれます。「その他」とは、増築又は改築によつて造られる住宅で新設

に該当しないものをいいます。例えば、一敷地内に既存住宅があつて、別棟に50平方

メートルの居室だけを建築しても、新たに造られた部分だけでは独立して居住し得な

いから「その他」に含まれます。 

 ⑤ 1欄の「ハ」は、当該住宅が新設のときのみ記入してください。「民間資金住宅」と

は、国、地方公共団体、独立行政法人住宅金融支援機構等の公的な機関の資金に全く

よらず、民間資金のみで建てる住宅をいいます。「住宅金融支援機構住宅」とは、独

立行政法人住宅金融支援機構から建設資金の融資を受けた住宅をいい、融資額の大小

は問いません。「都市再生機構住宅」とは、独立行政法人都市再生機構が分譲又は賃

貸を目的として建てた住宅をいいます。 

 ⑥ 1欄の「ニ」において、「在来工法」とは、プレハブ工法及び枠組壁工法以外の工法

をいいます。「プレハブ工法」とは、住宅の壁、柱、床、はり、屋根又は階段等の主

要構造部材を工場で生産し、現場で組立建築する工法をいいます。「枠組壁工法」と

は、木材で組まれた枠組に構造用合板その他これに類するものを打ち付けた床及び壁

により建築物を建築する工法で、一般的には、ツーバイフォー工法といわれるもので

す。 

 ⑦ 1欄の「ホ」において、「専用住宅」とは、専ら居住の目的だけのために建築するも

ので、住宅内に店舗、事務所、作業場等の業務の用に供する部分がないものをいいま

す。「併用住宅」とは、住宅内に店舗、事務所、作業場等の業務の用に供する部分が

あつて居住部分と機能的に結合して戸をなしているもので、居住部分の床面積の合計

が建築物の床面積の合計の5分の1以上のものをいいます。「その他の住宅」とは、主

に工場、学校、官公署、旅館、下宿屋、浴場、社寺等の建築物に付属して、これと結

合している住宅をいいます。 

 ⑧ 1欄の「ヘ」において、「長屋建住宅」とは、廊下、階段等を共用しない2戸以上の

住宅を連続する建て方の住宅(連続建)をいい、廊下、階段等を共用しないで2戸以上

の住宅を重ねたもの(重ね建)を含みます。「共同住宅」とは、長屋建住宅以外の住宅

で、一の建築物内に2戸以上の住宅があるものをいい、一般的には、アパート又はマ

ンションといわれるものです。 

 ⑨ 一件の建築工事で1欄の「ト」の(1)から(4)までに掲げる住宅の利用関係が2種類以

上となる場合は、1欄の「チ」及び「リ」は当該住宅の利用関係の種類ごとに記入し

てください。 

5．第四面関係 

 ① 第四面は、既存の建築物を除却し、引き続き、当該敷地内において建築物を建築し

ようとする場合において、当該除却しようとする建築物について記入してください。 

 ② 1欄において「(1)居住専用建築物」に該当する場合は、(注意)3．⑥に準じて括弧

内に該当する記号を記入してください。 

 ③ 1欄において「(2)居住産業併用建築物」又は「(3)産業専用建築物」に該当する場

合は、(注意)3．⑦に準じて括弧内に該当する記号を記入してください。また、一敷

地内に除却しようとする建築物以外に既存の建築物があるときは、記入に際しては、

その部分と除却しようとする部分とを総合して判断してください。 

 ④ 2欄、3欄及び6欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
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第四十一号様式（第八条関係）（Ａ４）

第四十一号様式(第八条関係)(A4) 

  建築基準法第15条第1項の規定による

建築物除却届 

  

(第一面) 

 

  年  月  日  

          知事 様 

除却工事施工者         

郵便番号           

住所             

氏名             

電話番号           
                                         

※受付経由機関記載欄 
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(第二面) 
                                         

【1．除却予定期日】     年  月  日 
                                         

【2．除却場所】 
                                         

【3．主要用途】 (1) 居住専用建築物   (    ) 

         (2) 居住産業併用建築物 (    ) 

         (3) 産業専用建築物   (    ) 
                                         

【4．除却原因】□(1)老朽して危険があるため  □(2)その他 
                                         

【5．構造】  □(1)木造           □(2)その他 
                                         

【6．建築物の数】 
                                         

【7．住宅の戸数】                 戸 
                                         

【8．建築物の床面積の合計】            m2 
                                         

【9．建築物の評価額】             千円 
                                         

 (注意) 

 1．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

 2．第二面関係 

  ① 各欄は、除却しようとする建築物について記入してください。 

  ② 3欄において「(1)居住専用建築物」に該当する場合は、次の表の記号の中から該

当するものを選んで括弧内に記入してください。 

主要用途の区分 記号 

居住専用住宅(附属建築物を除く。) 01 

居住専用住宅附属建築物(物置，車庫等) 02 

寮，寄宿舎，合宿所(附属建築物を除く。) 03 

寮，寄宿舎，合宿所附属建築物(物置，車庫等) 04 

他に分類されない居住専用建築物 05 

  ③ 3欄において「(2)居住産業併用建築物」又は「(3)産業専用建築物」に該当する

場合は、産業の用に供する部分について、次の表の記号の中から該当するものを選

んで括弧内に記入してください。また、一敷地内に除却しようとする建築物以外に

既存の建築物があるときは、記入に際しては、その部分と除却しようとする部分と

を総合して判断してください。 
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主要用途の区分 記号 

農林水産業 農業，林業，漁業，水産養殖業 11 

鉱業，採石業，

砂利採取業，建

設業 

鉱業，採石業，砂利採取業 12 

建設業 13 

製造業 食品製造業，飲料・たばこ・飼料製造業，繊維工業，木

材・木製品製造業，家具・装備品製造業，パルプ・紙・

紙加工品製造業，印刷・同関連業，プラスチック製品製

造業(記号15から記号18までに該当するものを除く。)，

窯業・土石製品製造業 

14 

化学工業，石油製品・石炭製品製造業 15 

鉄鋼業，非鉄金属製造業，金属製品製造業 16 

はん用機械器具製造業，生産用機械器具製造業，業務用

機械器具製造業，電子部品・デバイス・電子回路製造

業，電気機械器具製造業，情報通信機械器具製造業，輸

送用機械器具製造業 

17 

ゴム製品製造業，なめし革・同製品・毛皮製造業，その

他の製造業 

18 

 

電気・ガス・熱

供給・水道業 

電気業 19 

ガス業 20 

熱供給業 21 

水道業 22 

情報通信業 通信業 23 

放送業，情報サービス業，インターネット附随サービス

業 

24 

 

映像・音声・文字情報制作業(新聞業及び出版業を除

く。) 

25 

 

映像・音声・文字情報制作業(新聞業及び出版業に限

る。) 

26 

 

運輸業 
鉄道業，道路旅客運送業，道路貨物運送業，水運業，航

空運輸業，倉庫業，運輸に附帯するサービス業 

27 

 

卸売業，小売業 卸売業，小売業 28 

金融業，保険業 金融業，保険業 29 
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不動産業 不動産取引業，不動産賃貸業・管理業(駐車場業を除

く。) 

30 

 

不動産賃貸業・管理業(駐車場業に限る。) 31 

宿 泊 業 ， 飲 食

サービス業 
宿泊業 32 

飲食店，持ち帰り・配達飲食サービス業 33 

教育，学習支援

業 

学校教育 34 

その他の教育及び学習支援業(社会教育に限る。) 35 

その他の教育及び学習支援業(学習塾及び教養・技能教

授業に限る。) 

36 

 

その他の教育及び学習支援業(記号35及び記号36に該当

するものを除く。) 

37 

 

医療，福祉 医療業，保健衛生 38 

社会保険・社会福祉・介護事業 39 

その他のサービ

ス業 

郵便業(信書便事業を含む。)，郵便局 40 

学術・開発研究機関，政治・経済・文化団体 41 

その他の生活関連サービス業(旅行業に限る。) 42 

娯楽業 43 

宗教 44 

物品賃貸業，専門サービス業，広告業，技術サービス

業，洗濯・理容・美容・浴場業，その他の生活関連サー

ビス業(旅行業を除く。)，協同組合，サービス業(他に

分類されないもの)(記号41及び記号44に該当するものを

除く。) 

45 

 

 

 

 

国家公務，地方

公務 
国家公務，地方公務 46 

 

他に分類されな

いもの 
他に分類されないもの 99 

 

  ④ 4欄及び5欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 
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第四十二号様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号様式(第八条の二関係)(A4) 
  建築基準法第18条第2項の規定による

計画通知書(建築物) 

  

(第一面) 

 建築基準法第18条第2項の規定により計画を通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

設計者氏名             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面から第6面までとして別記第2号様式の第2面から第6面までに記載すべき事項

を記載した書類を添えてください。 

 2．別記第2号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の二様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二様式(第八条の二関係)(A4) 
  建築基準法第18条第2項の規定による

計画変更通知書(建築物) 

  

(第一面) 

 建築基準法第18条第2項の規定により計画の変更を通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

設計者氏名             
                                        

 【計画を変更する建築物の直前の確認】 

  【確認済証番号】    第      号 

  【確認済証交付年月日】    年 月 日 

  【確認済証交付者】 

  【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  別記第4号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の三様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の三様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第3項の規定による

確認済証 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主    様 

建築主事等職氏名     印  

 下記の計画は、建築基準法第18条第3項(同法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用

される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合していることを証明する。 

 なお、当該計画が同法第18条第4項ただし書に規定する特定構造計算基準又は特定増改築

構造計算基準に適合するかどうかの審査を同項ただし書に規定する建築主事等が行つたも

のである。 

記 

 1．通知年月日      年 月 日付け第     号 

 2．建築場所、設置場所又は築造場所 

 3．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 4．適合判定通知書の番号 

 5．適合判定通知書の交付年月日 

 6．適合判定通知書の交付者 

 (注意)この証は、大切に保存しておいてください。 

  注 不要な文字は、抹消してください。 
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第四十二号の四様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の四様式(第八条の二関係)(A4) 

建築基準法第6条第4項に規定する期間を延長する旨の通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

建築主事等職氏名          印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第6条第4項に規定する期間内に確認済証を

交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同法第18条

第13項の規定により通知します。 

記 

 1．通知年月日      年 月 日付け第     号 

 2．建築場所、設置場所又は築造場所 

 (理由) 

 

 (延長する期間) 

 

 (備考) 
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第四十二号の五様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の五様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第3項の規定による

適合しない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

建築主事等職氏名          印  

 別添の確認申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築基準法第18条第

3項(同法第6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関

係規定に適合しないことを認めましたので、通知します。 

 (理由) 
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第四十二号の六様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の六様式(第八条の二関係)(A4) 

      建築基準法第18条第14項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

建築主事等職氏名          印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第6条第1項(同法第6条の4第1項の規定によ

り読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適合するかどうかを決定

することができないので、同法第18条第14項(同法第87条第1項、第87条の4又は第88条第1

項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により通知します。 

記 

 1．通知年月日      年 月 日付け第     号 

 2．建築場所、設置場所又は築造場所 

 (理由) 

 

 (備考) 
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第四十二号の七様式（第八条の二関係）（昇降機用）（Ａ４）

第四十二号の七様式(第八条の二関係)(昇降機用)(A4) 

建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定による

計画通知書(昇降機) 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定により計画を通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面として別記第8号様式(昇降機用)の第2面に記載すべき事項を記載した書類を添

えてください。 

 2．別記第8号様式(昇降機用)の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の七様式（第八条の二関係）（昇降機以外の建築設備用）（Ａ４）

第四十二号の七様式(第八条の二関係)(昇降機以外の建築設備用)(A4) 

建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定による

計画通知書(昇降機以外の建築設備) 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定により計画を通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面として別記第8号様式(昇降機以外の建築設備用)の第2面に記載すべき事項を記

載した書類を添えてください。 

 2．別記第8号様式(昇降機以外の建築設備用)の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の八様式（第八条の二関係）（昇降機用）（Ａ４）

第四十二号の八様式(第八条の二関係)(昇降機用)(A4) 

建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定による

計画変更通知書(昇降機) 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定により計画の変更を通知

します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 【計画変更する昇降機の直前の確認】 

  【確認済証番号】    第      号 

  【確認済証交付年月日】    年 月 日 

  【確認済証交付者】 

  【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  別記第9号様式(昇降機用)の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の八様式（第八条の二関係）（昇降機以外の建築設備用）（Ａ４）

第四十二号の八様式(第八条の二関係)(昇降機以外の建築設備用)(A4) 

建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定による

計画変更通知書(昇降機以外の建築設備) 

(第一面) 

 建築基準法第87条の4において準用する同法第18条第2項の規定により計画の変更を通知

します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 【計画変更する建築設備の直前の確認】 

  【確認済証番号】    第      号 

  【確認済証交付年月日】    年 月 日 

  【確認済証交付者】 

  【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  別記第9号様式(昇降機以外の建築設備用)の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の九様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の九様式(第八条の二関係)(A4) 

建築基準法第88条第1項において準用する同法第18条第2項の規定による

計画通知書(工作物) 

(第一面) 

 建築基準法第88条第1項において準用する同法第18条第2項の規定により計画を通知しま

す。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  1．第2面として別記第10号様式の第2面に記載すべき事項を記載した書類を添えてく

ださい。 

  2．別記第10号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十様式(第八条の二関係)(A4) 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第18条第2項の規定による 

計画通知書(工作物) 

(第一面) 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第18条第2項の規定により計画を通知しま

す。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

  1．第2面として別記第11号様式の第2面に記載すべき事項を記載した書類を添えてく

ださい。 

  2．別記第11号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十一様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十一様式(第八条の二関係)(A4) 

建築基準法第88条第1項において準用する同法第18条第2項の規定による

計画変更通知書(工作物) 

(第一面) 

 建築基準法第88条第1項において準用する同法第18条第2項の規定により計画の変更を通

知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 【計画を変更する工作物の直前の確認】 

  【確認済証番号】    第      号 

  【確認済証交付年月日】    年 月 日 

  【確認済証交付者】 

  【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 別記第13号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十二様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二様式(第八条の二関係)(A4) 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第18条第2項の規定による 

計画変更通知書(工作物) 

(第一面) 

 建築基準法第88条第2項において準用する同法第18条第2項の規定により計画の変更を通

知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 【計画を変更する工作物の直前の確認】 

  【確認済証番号】    第      号 

  【確認済証交付年月日】    年 月 日 

  【確認済証交付者】 

  【計画変更の概要】 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※確認番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 別記第14号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十二の二様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の二様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第4項の規定による

計画通知書 

(第一面) 

  

 建築基準法第18条第4項(同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される場合を

含む。)の規定により計画を通知します。 

 知事又は指定構造計算適合性判定機関    様 

第         号   

  年  月  日   

通知者官職         
                                         

設計者氏名         

  ※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※適合判定通知書番号欄 

    年  月  日       年  月  日 

第         号 第         号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

 1．第2面及び第3面として別記第18号の2様式の第2面及び第3面に記載すべき事項を記載

した書類を添えてください。 

 2．別記第18号の2様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十二の三様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の三様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第4項の規定による

計画変更通知書 

(第一面) 

  

 建築基準法第18条第4項(同法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される場合を

含む。)の規定により計画の変更を通知します。 

 知事又は指定構造計算適合性判定機関    様 

第         号  

  年  月  日  

通知者官職        
                                         

設計者氏名        
                                         

【計画を変更する建築物の直前の構造計算適合性判定】 

 【適合判定通知書番号】    第      号 

 【適合判定通知書交付年月日】     年  月  日 

 【適合判定通知書交付者】 

 【計画変更の概要】 

  ※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※適合判定通知書番号欄 

    年  月  日       年  月  日 

第         号 第         号 

係員氏名 係員氏名 

(注意) 

 別記第18号の3様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十二の四様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の四様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第7項の規定による

適合判定通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記の計画は、建築基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構

造計算基準に適合していることを証明する。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第     号 

2．建築場所 

3．建築物又はその部分の概要 

(注意)この証は、大切に保存しておいてください。 
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第四十二号の十二の五様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の五様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第7項の規定による

適合しない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 別添の構造計算適合性判定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築

基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合し

ないものであると判定しましたので、通知します。 

(理由) 
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第四十二号の十二の六様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の六様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第8項に規定する

期間を延長する旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第18条第7項に規定する期間内に同項の通知

書を交付できないので、下記期間の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第8

項の規定により通知します。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第      号 

2．建築場所 

(理由) 

(延長する期間) 

(備考) 
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第四十二号の十二の七様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の七様式(第八条の二関係)(A4) 

      建築基準法第18条第9項の規定による

適合するかどうかを決定することができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

知事         印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準

又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第

18条第9項の規定により通知します。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第      号 

2．建築場所 

(理由) 

(備考) 
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第四十二号の十二の八様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の八様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第18条第7項の規定による

適合判定通知書        

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関名         印  

 下記の計画は、建築基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構

造計算基準に適合していることを証明する。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第      号 

2．建築場所 

3．建築物又はその部分の概要 

4．構造計算適合判定を行つた構造計算適合性判定員氏名 

(注意)この証は、大切に保存しておいてください。 
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第四十二号の十二の九様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の九様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第18条第7項の規定による

適合しない旨の通知書        

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 別添の構造計算適合性判定申請書及び添付図書に記載の計画は、下記の理由により建築

基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準又は特定増改築構造計算基準に適合し

ないものであると判定しましたので、通知します。 

(理由) 
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第四十二号の十二の十様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の十様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第18条第8項に規定する

期間を延長する旨の通知書         

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適

用される同法第18条第7項に規定する期間内に同項の通知書を交付できないので、下記期間

の範囲内において同項の期間を延長することを、同条第8項の規定により通知します。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第      号 

2．建築場所 

(理由) 

(延長する期間) 

(備考) 
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第四十二号の十二の十一様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十二の十一様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条の2第4項の規定により読み替えて適用される

同法第18条第9項の規定による適合するかどうかを決定する

ことができない旨の通知書 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主    様 

指定構造計算適合性判定機関         印  

 下記の計画は、下記の理由により建築基準法第6条の3第1項に規定する特定構造計算基準

又は特定増改築構造計算基準に適合するかどうかを決定することができないので、同法第

18条の2第4項の規定により読み替えて適用される同法第18条第9項の規定により通知しま

す。 

記 

1．通知年月日       年 月 日付け第      号 

2．建築場所 

(理由) 

(備考) 
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第四十二号の十三様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十三様式(第八条の二関係)(A4) 

工事完了通知書 

(第一面) 

 工事を完了しましたので、建築基準法第18条第16項(同法第87条の4又は第88条第1項若

しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定により、通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。 

工事監理者氏名             
                                        

 【検査を受ける建築物等】 

  □建築物           □建築設備(昇降機) 

  □建築設備(昇降機以外)    □工作物(昇降機) 

  □工作物(法第88条第1項)    □工作物(法第88条第2項) 

※手数料欄 

※受付欄 ※ 
検査の特例

欄 
※検査欄 ※決裁欄 ※検査済証欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面から第4面までとして別記第19号様式の第2面から第4面までに記載すべき事項

を記載した書類を添えてください。 

 2．別記第19号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十四様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十四様式(第八条の二関係)(A4) 

工事完了通知書 

(第一面) 

 工事を完了しましたので、建築基準法第87条第1項において準用する同法第18条第16項

の規定により、通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             

  

※受付欄 

   年 月 日 

第      号 

係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面及び第3面として別記第20号様式の第2面及び第3面に記載すべき事項を記載し

た書類を添えてください。 

 2．別記第20号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十五様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十五様式(第八条の二関係)(A4) 

検査済証を交付できない旨の通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

検査実施者職氏名          印  

 下記に係る工事は、建築基準法第18条第17項(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは

第2項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法第

18条第18項に規定する検査済証を交付できないので、通知します。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．確認済証交付者 

 4．建築場所、設置場所又は築造場所 

 5．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 6．検査年月日               年  月  日 

 7．委任した建築主事等職氏名 印 

 (理由) 

 

 (備考) 
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第四十二号の十六様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十六様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第18項の規定による

検査済証 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

検査実施者職氏名          印  

 下記に係る工事は、建築基準法第18条第17項(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは

第2項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、同法第18条第3項(同法第

6条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適

合していることを証明する。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．建築場所、設置場所又は築造場所 

 4．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 5．検査年月日               年  月  日 

 6．委任した建築主事等職氏名              印 

 (注意) この証は、大切に保存しておいてください。 
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第四十二号の十七様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十七様式(第八条の二関係)(A4) 

特定工程工事終了通知書 

(第一面) 

 特定工程に係る工事を終えましたので、建築基準法第18条第19項(同法第87条の4又は第

88条第1項において準用する場合を含む。)の規定により、通知します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

通知者官職             
                                        

 第四面に記載の事項は、事実に相違ありません。 

工事監理者氏名             
                                        

 【検査を受ける建築物等】 

  □建築物           □建築設備(昇降機) 

  □建築設備(昇降機以外)    □工作物(昇降機) 

  □工作物(法第88条第1項) 

※手数料欄 

※受付欄 ※ 
検査の特例

欄 
※検査欄 ※決裁欄 ※ 

中間検査合格証

欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

 (注意) 

 1．第2面から第4面までとして別記第26号様式の第2面から第4面までに記載すべき事項

を記載した書類を添えてください。 

 2．別記第26号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の十八様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十八様式(第八条の二関係)(A4) 

中間検査合格証を交付できない旨の通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

検査実施者職氏名          印  

 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第18条第20項(同法第87条の4又は第88条

第1項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、下記の理由により同法第

18条第21項に規定する中間検査合格証を交付できないので通知します。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．建築場所、設置場所又は築造場所 

 4．検査を行つた建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 5．特定工程 

 6．検査年月日               年  月  日 

 7．委任した建築主事等職氏名              印 

 (理由) 

 

 (備考) 
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第四十二号の十九様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の十九様式(第八条の二関係)(A4) 

  建築基準法第18条第21項の規定による

中間検査合格証 

  

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

検査実施者職氏名          印  

 下記による特定工程に係る工事は、建築基準法第18条第20項(同法第87条の4又は第88条

第1項において準用する場合を含む。)の規定による検査の結果、同法第6条第1項(同法第6

条の4第1項の規定により読み替えて適用される同法第6条第1項)の建築基準関係規定に適

合していることを証明する。 

記 

 1．確認済証番号          第         号 

 2．確認済証交付年月日           年  月  日 

 3．確認済証交付者 

 4．建築場所、設置場所又は築造場所 

 5．建築物、建築設備若しくは工作物又はその部分の概要 

 6．特定工程 

 7．検査年月日               年  月  日 

 8．委任した建築主事等職氏名              印 

 9．検査対象に関する特記事項 

 (注意) この証は、大切に保存しておいてください。 
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第四十二号の二十様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二十様式(第八条の二関係)(A4) 

仮使用認定申請書 

(第一面) 

 建築基準法第18条第24項第1号(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項において

準用する場合を含む。)の規定による仮使用の認定を申請します。 

 特定行政庁          様 

第      号  

 年 月 日  

申請者官職             
                                        

 【仮使用の認定を申請する建築物等】 

  □建築物          □建築設備(昇降機) 

  □建築設備(昇降機以外)   □工作物(昇降機) 

  □工作物(法第88条第1項)  □工作物(法第88条第2項) 

※受付欄 
 

※建築主事等 
 
※審査担当者 

 

   年 月 日 ※
特
記 

  

※決裁欄 ※認定番号 ※特記 

第      号 

  

   年 月 日 

  係員氏名 第      号 

係員氏名 

※条件 

 (注意) 

 1．第2面として別記第33号様式の第2面に記載すべき事項を記載した書類を添えてくだ

さい。 

 2．別記第33号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の二十一様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二十一様式(第八条の二関係)(A4) 

仮使用認定申請書 

(第一面) 

 建築基準法第18条第24項第2号(同法第87条の4又は第88条第1項若しくは第2項において

準用する場合を含む。)の規定による仮使用の認定を申請します。 

 建築主事等          様 

第      号  

 年 月 日  

申請者官職             
                                         

 【仮使用の認定を申請する建築物等】 

  □建築物          □建築設備(昇降機) 

  □建築設備(昇降機以外)   □工作物(昇降機) 

  □工作物(法第88条第1項)  □工作物(法第88条第2項) 

※受付欄 ※決裁欄 ※認定番号 ※特記 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

  第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

※条件 

 (注意) 

 1．第2面として別記様式第34号様式の第2面に記載すべき事項を記載した書類を添えて

ください。 

 2．別記様式第34号様式の(注意)に準じて記入してください。 
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第四十二号の二十二様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二十二様式(第八条の二関係)(A4) 

仮使用認定通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

特定行政庁          印  

 下記に係る仮使用の認定の申請については、建築基準法第18条第24項第1号(同法第87条

の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使用

を認定しましたので、通知します。 

記 

 1．申請年月日        年 月 日 

 2．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

 3．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はそ

の部分の概要 

 (条件) 
 
 (注意)この通知書は、大切に保存しておいてください。 

376



第四十二号の二十三様式（第八条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二十三様式(第八条の二関係)(A4) 

仮使用認定通知書 

第      号  

 年 月 日  

 建築主、設置者又は築造主          様 

建築主事等職氏名          印  

 下記に係る仮使用の認定の申請については、建築基準法第18条第24項第2号(同法第87条

の4又は第88条第1項若しくは第2項において準用する場合を含む。)の規定による仮使用を

認定しましたので、通知します。 

記 

 1．申請年月日         年  月  日 

 2．敷地の地名地番又は設置する建築物若しくは工作物の所在地及び名称 

 3．仮に使用し、又は使用させることができる建築物、建築設備若しくは工作物又はそ

の部分の概要 

 (条件) 

 

 (注意)この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第四十二号の二十四様式（第十条の二関係）（Ａ４）

第四十二号の二十四様式(第十条の二関係)(A4) 

指 定 道 路 調 書 

(第一面) 

整理番号  指定道路図対照番号  指定道路の種類   

指定の年月

日 
 指定道路の延長 メートル 指定道路の幅員 メートル 

指定道路の位置  

申請者の氏名   

水平距離指定の年月日  水平距離指定に係る道路の部分の延長 メートル 水平距離 メートル 

水平距離指定に

係る道路の部分

の位置 

 

その他  

(第二面) 

位置図 
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(注意) 

 1．「指定道路の種類」欄は、建築基準法第42条第1項第4号の規定による指定に係る道路は「4号道路」、同法第42条第1項第5号の規定によ

る指定に係る道路は「5号道路」、同法第42条第2項の規定による指定に係る道路は「2項道路」、同法第42条第4項の規定による指定に係る

道路は「4項道路」、同法第68条の7第1項の規定による指定に係る道路は「予定道路」と記載すること。 

 2．「申請者の氏名」欄は、建築基準法第42条第1項第5号の規定による指定をした場合に記載すること。 

 3．「水平距離指定の年月日」欄、「水平距離指定に係る道路の部分の位置」欄、「水平距離指定に係る道路の部分の延長」欄及び「水平距

離」欄は、建築基準法第42条第3項の規定による水平距離の指定をした場合に記載すること。 

 4．位置図には、方位、縮尺、指定道路の位置、延長及び幅員並びに水平距離指定に係る道路の部分の位置及び延長並びに水平距離を表示

すること。また、必要に応じて関係図面を添付すること。 
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第四十三号様式（第十条の四関係）（Ａ４）

第四十三号様式(第十条の四関係)(A4) 
 

許可申請書(建築物) 

(第一面) 
 
 建築基準法第  条  第  項  第  号の規定による許可を申請します。この申

請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 特定行政庁    様 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 ※消防関係同意欄 ※決裁欄 ※許可番号欄 

   年 月 日 

    

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 

※公告欄 ※公開による意見の

聴取の期日欄 

※建築審査会同意欄 ※都道府県都市計

画審議会又は市町

村都市計画審議会 

   年 月 日    年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 係員氏名 

380



(第二面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                            

【1．地名地番】 
                                            

【2．住居表示】 
                                            

【3．防火地域】  □防火地域   □準防火地域   □指定なし 
                                            

【4．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                            

【5．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                            

【6．敷地面積】 

 【イ．敷地面積】 (1) (     )(     )(     )(     ) 
          (2) (     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．用途地域等】   (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
             (     )(     )(     )(     ) 
 【ホ．敷地面積の合計】 (1) 
             (2) 
 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

 【チ．備考】 
                                            

【7．主要用途】(区分     ) 
                                            

【8．工事種別】 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模

の模様替 □その他 
                                            

【9．建築面積】  (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【イ．建築物全体】(       )(       )(       ) 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 
          (       )(       )(       ) 
 【ハ．建蔽率】 
                                            

【10．延べ面積】       (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【イ．建築物全体】     (       )(       )(       ) 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

               (       )(       )(       ) 

 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

               (       )(       )(       ) 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

               (       )(       )(       ) 

 【ホ．認定機械室等の部分】 (       )(       )(       ) 

 【ヘ．自動車車庫等の部分】 (       )(       )(       ) 

 【ト．備蓄倉庫の部分】   (       )(       )(       ) 

 【チ．蓄電池の設置部分】  (       )(       )(       ) 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

               (       )(       )(       ) 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】  (       )(       )(       ) 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

               (       )(       )(       ) 

 【ヲ．その他の不算入部分】 (       )(       )(       ) 

 【ワ．住宅の部分】     (       )(       )(       ) 

 【カ．老人ホーム等の部分】 (       )(       )(       ) 
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 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．容積率】 
                                            

【11．建築物の数】 

 【イ．申請に係る建築物の数】 

 【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】 
                                            

【12．工事着手予定年月】     年  月 
                                            

【13．工事完了予定年月】     年  月 
                                            

【14．その他必要な事項】 
                                            

【15．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                            

【1．番号】 
                                            

【2．工事種別等】 □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 

         □大規模の修繕 □大規模の模様替 □既設 
                                            

【3．構造】       造   一部       造 
                                            

【4．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                            

【5．階別用途別床面積】 

 【イ．階別用途別】 
  (用途の区分)  具体的な用途

の名称 

(申請部分 )  申請以外の

部分 

(合計   ) 

  (  階) (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

  (  階) (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

  (  階) (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

  (  階) (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

  (  階) (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

 【ロ．用途別】 
  (用途の区分)  具体的な用途

の名称 

(申請部分 )  申請以外の

部分 

(合計   ) 

  (     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 
(      ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 
(     ) 

                                            

【6．その他必要な事項】 
                                            

【7．備考】 
                                            

(注意) 

1．各面共通関係 
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  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請者に

ついてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務所に属

していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、2欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計者に

ついて棟別に必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築物の敷

地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域にわたるときは、

それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、建築物の敷地が存する3欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区を記入

してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、

それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください、 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものにつ

いて記入してください。 

 ⑤ 6欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住環境向

上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号から第8号までに

規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1項第1号から第6号まで

に規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計画において定められた建築物の

建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域(以下「用途地域が異なる地域等」とい

う。)にわたる場合においては、用途地域が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異

なる地域等に対応する敷地の面積を記入してください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の

規定を適用する場合において、同条第13項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に

対応する敷地の部分について、建築物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限

として定められた限度の線との間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑥ 6欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分につ

いて、それぞれ記入してください。 

 ⑦ 6欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑧ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第8項若

しくは第12項の規定が適用される場合においては、6欄の「ヘ」に、同条第7項若しくは第9

項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しくは第12項の規定が適

用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑨ 建築物の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積率の限度

が公告されているときは、6欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を記入してくだ

さい。 

 ⑩ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場合又は

建築物が同法第53条第3項、第6項、第7項若しくは第8項に該当する場合においては、6欄の

「ト」に、同条第2項、第3項、第6項、第7項又は第8項の規定に基づき定められる当該建築

物の建蔽率を記入してください。 

 ⑪ 7欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をできるだ

け具体的に書いてください。 

 ⑫ 8欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。また、建築基準法

第53条第5項第4号、同法第55条第3項及び同法第58条第2項に規定する工事のうち、他のいず

れのチェックボックスにも該当しないものについては、「その他」に「レ」マークを入れて

ください。 
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 ⑬ 9欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等を設ける

場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の中心線から突き

出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつては当該中心線で囲まれた部

分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水平距離5メートル以上のものにあつ

ては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交通大臣が定める距離後退した線で囲まれた

部分の水平投影面積を記入してください。その他の建築物である場合においては、9欄の

「イ」と同じ面積を記入してください。 

 ⑭ 10欄の「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」に

エレベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これら

に類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人ホーム、福祉

ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する建築物の部分(建築基

準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するためのものであって、同規則第10

条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、特定行政庁が交通上、安全上、防

火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に自動車車庫その他の専ら自動車又は自転

車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部

分、「ト」に専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据

え付けるものに限る。)を設ける部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽

を設ける部分、「ル」に宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受

け取ることができないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、

「ワ」に住宅の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類する

ものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法令以外

の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分を有する場合に

おいては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑮ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、10欄の「ロ」

の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途

に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する

部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑯ 10欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階の床

面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、

福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1を超える場合においては、敷地

内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部

分(エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これ

らに類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3

分の1の面積)、「ハ」から「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床

面積(これらの面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の

建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超

える場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定

める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。また、建

築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」の容積率の算定の基礎とな

る敷地面積は、6欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 
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  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑰ 6欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、9欄の「ハ」並びに10欄の「タ」は、百分率を用い

てください。 

 ⑱ ここに書き表せない事項で特に許可を受けようとする事項は、14欄又は別紙に記載して

添えてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、建築物ごとに作成してください。 

 ② この書類に記載する事項のうち、5欄の事項については、別紙に明示して添付すれば記載

する必要はありません。 

 ③ 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、建築物ご

とに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 5欄の「イ」は、建築基準法第48条第1項から第13項までの規定による許可を申請する場

合において、最上階から順に記入し、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した

上で、用途をできるだけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してく

ださい。 

 ⑥ 5欄の「ロ」は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をでき

るだけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑦ ここに書き表せない事項で特に許可を受けようとする事項は、6欄又は別紙に記載して添

えてください。 

 ⑧ 建築物が高床式住宅(豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅をいう。)

である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、7欄に、高床式住

宅である旨及び床下の部分の面積を記入してください。 
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第四十四号様式（第十条の四関係）（Ａ４）

第四十四号様式(第十条の四関係)(A4) 
 

許可申請書(仮設建築物等) 

(第一面) 
 
 建築基準法第 条 第 項の規定による許可を申請します。この申請書及び添付図書に

記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 特定行政庁    様 
 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第     号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 
※消防関係同

意欄 
※決裁欄 

※建築審査会

同意欄 
※許可番号欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．防火地域】  □防火地域   □準防火地域   □指定なし 
                                         

【4．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【5．主要用途】(区分     ) 
                                         

【6．工事種別】  □新築   □増築   □改築   □移転 
                                         

【7．構造】     造   一部       造 
                                         

【8．階数】 地上      地下 
                                         

【9．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【10．敷地面積】 
                                         

【11．建築面積】  (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【イ．建築面積】 (       )(       )(       ) 

 【ロ．建蔽率】 
                                         

【12．延べ面積】  (申請部分   )(申請以外の部分)(合計     ) 

 【イ．延べ面積】 (       )(       )(       ) 

 【ロ．容積率】 
                                         

【13．存続期間】      年  月  日まで 
                                         

【14．許可を要する理由】 
 
                                         

【15．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ② 2欄は、建築基準法第87条の3第3項、第6項又は第7項の申請を行う場合においては、

用途変更に係る工事の設計者について記入してください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、第一面は代表となる設計者について記入し、別紙に他の

設計者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、建築物の敷地が存する3欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区

を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街区にわ

たる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ④ 5欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に記入してください。 

 ⑤ 建築基準法第85条第6項又は第7項の申請を行う場合においては、6欄の該当する

チェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 11欄の「ロ」及び12欄の「ロ」は、百分率を用いてください。 

 ⑦ 建築物の名称又は工事名が定まつているときは、15欄に記入してください。 
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第四十五号様式（第十条の四関係）（Ａ４）

第四十五号様式(第十条の四関係)(A4) 
 

許可通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者    様 
 

特定行政庁          印  
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．建築場所又は築造場所 

3．建築物若しくは工作物又はその部分の概要 
 
 上記による許可申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第  条  第

  項  第  号の規定に基づき、下記の条件等を付して許可しましたので通知します。 
 

記 
 
 (建築基準法第85条第3項、第6項若しくは第7項若しくは同法第87条の3第3項、第6項若

しくは第7項の規定により特定行政庁が定める期間、同法第92条の2の規定により許可に

付す条件又は建築基準法施行令第130条の2の3第2項の規定により特定行政庁が定める規

模) 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第四十六号様式（第十条の四関係）（Ａ４）

第四十六号様式(第十条の四関係)(A4) 
 

許可しない旨の通知書 

第         号  

  年  月  日  

 申請者          様 

特定行政庁          印  
 
 別添の許可申請書及び添付図書に記載の計画については、下記の理由により建築基準法

第  条  第  項  第  号による許可をしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受

けた日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請

求をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請

求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か

月以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     と

なります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の

送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 
 
(理由) 
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第四十七号様式（第十条の四関係）（Ａ４）

第四十七号様式(第十条の四関係)(A4) 
 

許可申請書(工作物) 

(第一面) 
 
 建築基準法第88条第2項において準用する同法第  条第  項   の規定による許

可を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 特定行政庁          様 

  年  月  日  

申請者氏名             
 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※許可番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員印 係員印 

※公告欄 ※公開による意見の

聴取の期日欄 

※建築審査会同意欄 ※都道府県都市計画

審議会又は市町村

都市計画審議会の

議欄 

   年 月 日    年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 
 

                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．用途地域】 

 【ニ．その他の区域又は地区】 
                                         

【4．工作物の概要】 

 【イ．用途】  (区分   ) 

 【ロ．高さ】 

 【ハ．工事種別】 □新築 □増築 □改築 □その他(      ) 

 【ニ．築造面積】  (申請部分   )(申請以外の部分)(合計    ) 
           (       )(       )(      ) 
 【ホ．工作物の数】 (       )(       )(      ) 

 【ヘ．その他必要な事項】 
                                         

【5．工事着手予定年月】     年  月 
                                         

【6．工事完了予定年月】     年  月 
                                         

【7．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申

請者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、別紙に他の設計者について棟別に必要な事項を記入して

添えてください。 

 ④ 住居表示が定まつているときは、3欄の「ロ」に記入してください。 

 ⑤ 3欄の「ニ」は、都市再生特別地区、居住環境向上用途誘導地区又は特定用途誘導

地区の内外の別を記入してください。 

 ⑥ 4欄の「イ」は、次の表の工作物の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、

工作物の用途をできるだけ具体的に書いてください。 

工作物の用途の区分 記号 

1．鉱物、岩石その他の粉砕で原動機を使用するもの、レディーミ

クストコンクリートの製造等で出力の合計が2.5キロワットを超

える原動機を使用するもの及びアスファルト、コールタール、木

タール、石油蒸留産物又はその残りかすを原料とする製造を行う

もの 

06410 

2．自動車車庫の用途に供するもの 06420 

3．サイロその他これに類する工作物のうち飼料、肥料、セメント

その他これらに類するものを貯蔵するもの 

06430 

4．昇降機、ウォーターシュート、飛行塔その他これに類するもの 06440 

5．汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供するもの 06450 

 ⑦ 4欄の「ロ」は、建築基準法施行令第138条第4項第3号に掲げる工作物について記

入してください。 

 ⑧ 4欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れ、「その他」の

場合は、具体的な工事種別を併せて記入してください。 

 ⑨ 建築基準法施行令第138条第4項第1号に掲げる工作物のうち、建築基準法別表第2

(ぬ)項第3号(13の2)の用途に供する工作物については、原動機の出力の合計を4欄の

「ヘ」に記入してください。 

 ⑩ ここに書き表せない事項で特に確認を受けようとする事項は、別紙に記載して添え

てください。 
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第四十八号様式（第十条の四の二関係）（Ａ４）

第四十八号様式(第十条の四の二関係)(A4) 
 

認定申請書 

(第一面) 
 

  建築基準法第  条  第  項第  号 

  同法施行令第  条  第  項 
の規定による認定を申請します。この 

申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 特定行政庁          様 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第     号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第     号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※認定番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．防火地域】 □防火地域   □準防火地域   □指定なし 
                                         

【4．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【5．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【6．敷地面積】 

 【イ．敷地面積】 (1) (     )(     )(     )(     ) 
          (2) (     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．用途地域等】  (     )(     )(     )(     ) 
 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率 
            (     )(     )(     )(     ) 
 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率 
            (     )(     )(     )(     ) 
 【ホ．敷地面積の合計】  (1) 
              (2) 
 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 
 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
 【チ．備考】 
                                         

【7．主要用途】 (区分    ) 
                                         

【8．工事種別】 

  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 □大規模の修繕 □大規模の模様替 
                                         

【9．建築面積】     (申請部分    )(申請以外の部分)(合計    ) 

 【イ．建築物全体】   (        )(       )(      ) 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 
             (        )(       )(      ) 
 【ハ．建蔽率】 
                                         

【10．延べ面積】      (申請部分   )(申請以外の部分)(合計    ) 

 【イ．建築物全体】    (       )(       )(      ) 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 
              (       )(       )(      ) 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 
              (       )(       )(      ) 
 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
              (       )(       )(      ) 
 【ホ．認定機械室等の部分】(       )(       )(      ) 

 【ヘ．自動車車庫等の部分】(       )(       )(      ) 

 【ト．備蓄倉庫の部分】  (       )(       )(      ) 

 【チ．蓄電池の設置部分】 (       )(       )(      ) 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

              (       )(       )(      ) 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】 (       )(       )(      ) 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

              (       )(       )(      ) 

 【ヲ．その他の不算入部分】(       )(       )(      ) 

 【ワ．住宅の部分】    (       )(       )(      ) 
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 【カ．老人ホーム等の部分】(       )(       )(      ) 

 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．容積率】 
                                         

【11．建築物の数】 

 【イ．申請に係る建築物の数】 

 【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】 
                                         

【12．工事着手予定年月】     年  月 
                                         

【13．工事完了予定年月】     年  月 
                                         

【14．その他必要な事項】 
                                         

【15．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．番号】 
                                         

【2．工事種別等】  □新築 □増築 □改築 □移転 □用途変更 

          □大規模の修繕 □大規模の模様替 □既設 
                                         

【3．構造】         造   一部       造 
                                         

【4．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【5．用途別床面積】 

     (用途の区分)(具体的な用途の名称)(申請部分 )(申請以外の部分)(合計  ) 

 【イ．】(     )(         )(     )(       )(    ) 

 【ロ．】(     )(         )(     )(       )(    ) 

 【ハ．】(     )(         )(     )(       )(    ) 

 【ニ．】(     )(         )(     )(       )(    ) 

 【ホ．】(     )(         )(     )(       )(    ) 
                                         

【6．その他必要な事項】 

 
 
                                         

【7．備考】 
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 (注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申

請者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、2欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設

計者について棟別にそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、建築物の敷地が存する3欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又は街区

を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街区にわ

たる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなも

のについて記入してください。 

 ⑤ 6欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住

環境向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号か

ら第8号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1

項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計

画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域

(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が異

なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を記入

してください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、同

条第13項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分につい

て、建築物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限

度の線との間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑥ 6欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部

分について、それぞれ記入してください。 

 ⑦ 6欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑧ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条

第8項若しくは第12項の規定が適用される場合においては、6欄の「ヘ」に、同条第7

項若しくは第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若し

くは第12項の規定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してくださ

い。 

 ⑨ 建築物の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積率

の限度が公告されているときは、6欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度を

記入してください。 

 ⑩ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第6項、第7項若しくは第8項に該当する場合にお

いては、6欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第6項、第7項又は第8項の規定に基づ

き定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑪ 7欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に書いてください。 
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 ⑫ 8欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑬ 9欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等を

設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の中

心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつては当該

中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水平距離5

メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交通大臣が

定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。その他の

建築物である場合においては、9欄の「イ」と同じ面積を記入してください。 

 ⑭ 10欄の「ロ」に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にある

ものの住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部

分、「ハ」にエレベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉

ホームその他これらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他こ

れに類する建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設

置するためのものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに

限る。)で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるも

の、「ヘ」に自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設

(誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災の

ために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限

る。)を設ける部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部

分、「ル」に宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取

ることができないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、

「ワ」に住宅の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに

類するものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築

基準法令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない

部分を有する場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑮ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、10欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑯ 10欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各

階の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及

び老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3

分の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホーム

その他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共

同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若し

くは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)、「ハ」から

「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの面積

が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階

の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える場

合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定

める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。ま

た、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」の容積率の算

定の基礎となる敷地面積は、6欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 
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  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑰ 6欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、9欄の「ハ」並びに10欄の「タ」は、百分率

を用いてください。 

 ⑱ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、14欄又は別紙に記

載して添えてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、建築物ごとに作成してください。 

 ② この書類に記載する事項のうち、5欄の事項については、別紙に明示して添付すれ

ば記載する必要はありません。 

 ③ 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、建

築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 5欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑥ ここに書き表せない事項で特に認定を受けようとする事項は、6欄又は別紙に記載

して添えてください。 

 ⑦ 建築物が高床式住宅(豪雪地において積雪対策のため通常より床を高くした住宅を

いう。)である場合には、床面積の算定において床下部分の面積を除くものとし、7欄

に、高床式住宅である旨及び床下の部分の面積を記入してください。 
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第四十九号様式（第十条の四の二関係）（Ａ４）

第四十九号様式(第十条の四の二関係)(A4) 
 

認 定 通 知 書 
 

第         号  

  年  月  日  

 申請者          様 

特定行政庁          印  
 

 下記による認定申請書及び添付図書に記載の計画について、 
建築基準法第 条 

同法施行令第 条  
第  項第  号 

第  項 
の規定に基づき、認定しましたので通知します。 

 
記 

 
1．申請年月日       年  月  日 

2．建築場所 

3．建築物又はその部分の概要 
 
 
 (注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第四十九号の二様式（第十条の四の二関係）（Ａ４）

第四十九号の二様式(第十条の四の二関係)(A4) 
 

認定しない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者      様 
 

特定行政庁          印  
 

 別添の認定申請書及び添付図書に記載の計画について、下記の理由により 
建築基準法 

同法施行令 

第  条  第  項第  号 

第  条  第  項 
による認定をしないこととしましたので、通知します。 

 
 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に    建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求

をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求

をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月

以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     とな

ります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送

達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第四十九号の三様式（第十条の四の十関係）（Ａ４）

第四十九号の三様式(第十条の四の十関係)(A4) 
 

指定申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第57条の2第1項の規定による指定を申請します。この申請書及び添付図書

に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 特定行政庁          様 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．敷地の数】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※指定番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 敷地に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【4．敷地の番号】 (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【5．敷地面積】  (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【6．基準容積率の限度】 

 【イ．基準容積率の限度】 
          (     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．敷地面積に基準容積率の限度を乗じて得た数値】(合計     ) 
          (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【7．特例容積率の限度】 

 【イ．特例容積率の限度】 
          (     )(     )(     )(     ) 
 【ロ．敷地面積に特例容積率の限度を乗じて得た数値】(合計     ) 
          (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【8．現に存する建築物の容積率】 
          (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【9．その他必要な事項】 
                                         

【10．備考】 
                                         

 

405



(第三面) 

  敷地別概要 
                                         

【1．敷地の番号】 
                                         

【2．地名地番】 
                                         

【3．住居表示】 
                                         

【4．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【5．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【6．敷地面積】 

 【イ．敷地面積】  (     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．用途地域等】 (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．用途地域等ごとの基準容積率の限度】 
           (     )(     )(     )(     ) 
 【ニ．用途地域等ごとの建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
           (     )(     )(     )(     ) 
 【ホ．敷地面積の合計】 

 【ヘ．基準容積率の限度】 

 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

 【チ．備考】 
                                         

【7．現に存する建築物の容積率】 

 【イ．建築物全体】 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

 【ホ．認定機械室等の部分】 

 【ヘ．自動車車庫等の部分】 

 【ト．備蓄倉庫の部分】 

 【チ．蓄電池の設置部分】 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

 【ヲ．その他の不算入部分】 

 【ワ．住宅の部分】 

 【カ．老人ホーム等の部分】 

 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．容積率】 
                                         

【8．現に存する建築物に係る許可・認定等】 
                                         

【9．その他必要な事項】 
                                         

【10．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申

請者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、申請に係る敷地の数を記入してください。 

 ③ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、特例容積率適用地区の内外の別を記入してください。 

 ③ 4欄は、敷地ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。また、5欄から

8欄までは、4欄の敷地の通し番号に対応する敷地面積等を記入してください。 

 ④ 5欄は、第三面の6欄の「ホ」の敷地面積の合計を記入してください。 

 ⑤ 6欄の「イ」は、第三面の6欄の「ヘ」の基準容積率の限度を記入してください。 

 ⑥ 8欄は、敷地に建築物が現に存する場合に記入してください。 

 ⑦ 8欄は、第三面の7欄の「ト」の容積率を記入してください。 

 ⑧ 6欄の「イ」、7欄の「イ」及び8欄は、百分率を用いてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、敷地ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、第二面の4欄に記入した敷地ごとの通し番号を記入してください。 

 ③ 住居表示が定まつているときは、3欄に記入してください。 

 ④ 4欄は、特例容積率適用地区の内外の別を記入してください。 

 ⑤ 5欄は、敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものについて

記入してください。 

 ⑥ 6欄の「イ」は、敷地が、2以上の用途地域、建築基準法第52条第1項各号(第5号か

ら第7号までを除く。)に規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第

53条第1項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する

都市計画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは

区域(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域

が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地面積を記

入してください。 

 ⑦ 6欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分

について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 6欄の「ハ」は、建築基準法第52条第1項各号(第5号から第7号までを除く。)の規定

によるそれぞれの建築物の容積率(当該敷地について同法第57条の2第4項の規定によ

り現に特例容積率の限度が公告されているときは、当該特例容積率)の限度を記入し

てください。 

 ⑨ 6欄の「ホ」は、「イ」の合計とします。 

 ⑩ 敷地が、建築基準法第57条の2第3項第1号後段に該当する場合においては、6欄の

「ヘ」に、同号後段の規定に基づき定められる当該基準容積率の限度を記入してくだ

さい。 

 ⑪ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第6項、第7項若しくは第8項に該当する場合におい

ては、6欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第6項、第7項又は第8項の規定に基づき定

められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑫ 7欄及び8欄は、敷地に建築物が現に存する場合に記入してください。 

 ⑬ 7欄の「ロ」は建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にある

ものの住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部
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分、「ハ」にエレベーターの昇降路の部分、「ニ」は共同住宅又は老人ホーム、福祉

ホームその他これらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」は

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他こ

れに類する建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設

置するためのものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに

限る。)で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるも

の、「ヘ」は自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設

(誘導車路、操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」は専ら防災の

ために設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」は蓄電池(床に据え付けるものに限

る。)を設ける部分、「リ」は自家発電設備を設ける部分、「ヌ」は貯水槽を設ける部

分、「ル」は宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取

ることができないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、

「ワ」は住宅の用途に供する部分、「カ」は老人ホーム、福祉ホームその他これらに

類するものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築

基準法令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない

部分を有する場合においては、「ヲ」は当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑭ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、7欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑮ 7欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分

の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共同

住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)の合計、「ハ」か

ら「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの面

積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各

階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える

場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに

定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑯ 8欄は、建築物及びその敷地に関して許可・認定等(型式適合認定・構造方法等の認

定を除く。)を受けたときには、根拠となる法令及びその条項、当該許可・認定等の

番号並びに許可・認定等を受けた日付について記入してください。 

 ⑰ 6欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」並びに7欄の「タ」は、百分率を用いてくださ

い。 

408



第四十九号の四様式（第十条の四の十関係）（Ａ４）

第四十九号の四様式(第十条の四の十関係)(A4) 
 

指定計画書 

(第一面) 
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．敷地の番号】 
                                         

【3．敷地の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【4．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【5．敷地面積】 
                                         

【6．基準容積率の限度】 

 【イ．基準容積率の限度】 

 【ロ．敷地面積に基準容積率の限度を乗じて得た数値】 
                                         

【7．特例容積率の限度】 

 【イ．特例容積率の限度】 

 【ロ．敷地面積に特例容積率の限度を乗じて得た数値】 
                                         

【8．その他必要な事項】 
                                         

【9．備考】 
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(第二面) 

付近見取図 

配置図 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① この書類は、敷地ごとに作成してください。 

 ② 2欄は、別記第四十九号の三様式の第二面の4欄に記入した敷地ごとの通し番号を

記入してください。また、5欄から7欄までは、それぞれ別記第四十九号の三様式の

第二面の5欄から7欄に敷地の通し番号に対応して記入された面積、数値又は割合を

記入してください。 

 ③ 住居表示が定まつているときは、3欄の「ロ」に記入してください。 

 ④ 3欄の「ハ」は、特例容積率適用地区の内外の別を記入してください。 

 ⑤ 4欄は、敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものについて

記入してください。 

3．第二面関係 

 ① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物を明示してください。 

 ② 配置図には、縮尺、方位、敷地境界線並びに敷地の接する道路の位置及び幅員を明

示してください。 
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第四十九号の五様式（第十条の四の十関係）（Ａ４）

第四十九号の五様式(第十条の四の十関係)(A4) 
 

指定通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 

特定行政庁          印  
 
 下記による指定申請書及び添付図書に記載の事項について、建築基準法第57条の2第3

項の規定に基づき、指定しましたので通知します。 
 

記 
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．敷地の場所 

3．特例容積率の限度 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第四十九号の六様式（第十条の四の十関係）（Ａ４）

第四十九号の六様式(第十条の四の十関係)(A4) 
 

指定しない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 

特定行政庁          印  
 
 別添の指定申請書及び添付図書に記載の事項について、下記の理由により建築基準法第

57条の2第3項による指定をしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受

けた日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請

求をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請

求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か

月以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     と

なります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の

送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 
 
(理由) 
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第四十九号の七様式（第十条の四の十三関係）（Ａ４）

第四十九号の七様式(第十条の四の十三関係)(A4) 
 

指定取消申請書 

(第一面) 
 
 建築基準法第57条の3第2項の規定による指定の取消しを申請します。この申請書及び

添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 
 特定行政庁          様 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．既指定番号等】 

 【イ．指定番号】 

 【ロ．指定年月日】 
                                         

【3．敷地の数】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※指定取消番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

敷地に関する事項 
                                         

【1．敷地の番号】 
                                         

【2．地名地番】 
                                         

【3．住居表示】 
                                         

【4．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【5．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【6．敷地面積】 
 【イ．敷地面積】     (    )(    )(    )(    ) 
 【ロ．用途地域等】    (    )(    )(    )(    ) 
 【ハ．用途地域等ごとの基準容積率の限度】 
              (    )(    )(    )(    ) 
 【ニ．用途地域等ごとの建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
              (    )(    )(    )(    ) 
 【ホ．敷地面積の合計】 
 【ヘ．基準容積率の限度】 
 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
 【チ．備考】 
                                         

【7．現に存する建築物の容積率】 
 【イ．建築物全体】 
 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 
 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
 【ホ．認定機械室等の部分】 
 【ヘ．自動車車庫等の部分】 
 【ト．備蓄倉庫の部分】 
 【チ．蓄電池の設置部分】 
 【リ．自家発電設備の設置部分】 
 【ヌ．貯水槽の設置部分】 
 【ル．宅配ボックスの設置部分】 
 【ヲ．その他の不算入部分】 
 【ワ．住宅の部分】 
 【カ．老人ホーム等の部分】 
 【ヨ．延べ面積】 
 【タ．容積率】 
                                         

【8．その他必要な事項】 

 

 
                                         

【9．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申

請者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、敷地において、直前に受けた建築基準法第57条の2第1項の規定による指定

に係る指定番号及び指定年月日を記入してください。 

 ③ 3欄は、敷地の数を記入してください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、敷地ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、敷地ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 住居表示が定まつているときは、3欄に記入してください。 

 ④ 4欄は、特例容積率適用地区の内外の別を記入してください。 

 ⑤ 5欄は、敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものについて

記入してください。 

 ⑥ 6欄の「イ」は、敷地が、2以上の用途地域、建築基準法第52条第1項各号(第5号か

ら第7号までを除く。)に規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第

53条第1項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する

都市計画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは

区域(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域

が異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地面積を記

入してください。 

 ⑦ 6欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分

について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 6欄の「ハ」は、建築基準法第52条第1項各号(第5号から第7号までを除く。)の規定

によるそれぞれの建築物の容積率(当該敷地について同法第57条の2第4項の規定によ

り現に特例容積率の限度が公告されているときは、当該特例容積率)の限度を記入し

てください。 

 ⑨ 6欄の「ホ」は、「イ」の合計とします。 

 ⑩ 敷地が、建築基準法第57条の2第3項第1号後段に該当する場合においては、6欄の

「ヘ」に、同号後段の規定に基づき定められる当該基準容積率の限度を記入してくだ

さい。 

 ⑪ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第6項、第7項若しくは第8項に該当する場合におい

ては、6欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第6項、第7項又は第8項の規定に基づき定

められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑫ 7欄及び8欄は、敷地に建築物が現に存する場合に記入してください。 

 ⑬ 7欄の「ロ」は建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるも

のの住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、

「ハ」にエレベーターの昇降路の部分、「ニ」は共同住宅又は老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」は住宅

又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに

類する建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置す

るためのものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限

る。)で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、

「ヘ」は自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘

導車路、操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」は専ら防災のため
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に設ける備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」は蓄電池(床に据え付けるものに限

る。)を設ける部分、「リ」は自家発電設備を設ける部分、「ヌ」は貯水槽を設ける部

分、「ル」は宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取

ることができないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、

「ワ」は住宅の用途に供する部分、「カ」は老人ホーム、福祉ホームその他これらに

類するものの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築

基準法令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない

部分を有する場合においては、「ヲ」は当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑭ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、7欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑮ 7欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分

の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共同

住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)の合計、「ハ」か

ら「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの面

積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各

階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える

場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに

定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑯ 8欄は、建築物及びその敷地に関して許可・認定等(型式適合認定・構造方法等の認

定を除く。)を受けたときには、根拠となる法令及びその条項、当該許可・認定等の

番号並びに許可・認定等を受けた日付について記入してください。 

 ⑰ 6欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」並びに7欄の「タ」は、百分率を用いてくだ

さい。 
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第四十九号の八様式（第十条の四の十三関係）（Ａ４）

第四十九号の八様式(第十条の四の十三関係)(A4) 
 

指定取消通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 下記による指定取消申請書及び添付図書に記載の事項について、建築基準法第57条の3

第2項の規定に基づき、指定の取消しをしましたので通知します。 
 

記 
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．指定の取消しを行った敷地の場所 

3．指定の取消しを行った指定番号及び指定年月日 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第五十号様式（第十条の四の十三関係）（Ａ４）

第五十号様式(第十条の四の十三関係)(A4) 
 

指定の取消しをしない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 別添の指定取消申請書及び添付図書に記載の事項について、下記の理由により建築基準

法第57条の3第2項による指定の取消しをしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に      建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を

受けた日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査

請求をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査

請求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6

か月以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     

となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決

の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年

を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 
 
 (理由) 
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第五十号の二様式（第十条の五の二関係）（Ａ４）

第五十号の二様式(第十条の五の二関係)(A4) 
 

型式適合認定申請書 

年  月  日  

  国土交通大臣 

  指定認定機関          様 

  承認認定機関 

  

申請者の住所又は

主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称 

  

 
 下記の型式について、建築基準法第68条の10第1項(同法第88条第1項において準用する

場合を含む。)の規定による認定を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及

び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

記 

1．認定を受けようとする型式 

2．適合する一連の規定 

 建築基準法施行令第   条    に掲げる一連の規定 

3．備考 

(注意) 

 ① 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 ② 不要な文字は、抹消してください。 

 ③ 備考欄には、認定を受けた型式の一部変更である旨を記載する等所要の事項を記入

してください。 

 ④ 国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印

紙(消印をしていないものに限る。)をはり付けてください。 

 注 指定認定機関又は承認認定機関は、認定等の業務の円滑な実施を図るため必要な範

囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の三様式（第十条の五の三関係）（Ａ４）

第五十号の三様式(第十条の五の三関係)(A4) 
 

型式適合認定書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣             

指定認定機関          印  

承認認定機関             

 下記の型式については、建築基準法第68条の10第1項(同法第88条第1項において準用す

る場合を含む。)の規定に基づき、同法第1章から第3章までの規定又はこれに基づく命令

の規定のうち同法施行令第  条  に掲げる一連の規定に適合するものであることを認

める。 

記 

1．認定番号 

2．認定をした型式に係る建築物の部分又は工作物の部分の種類 

3．認定をした型式の内容 

4．一連の規定に適合するための適用条件 

(注意) この認定書は、大切に保存しておいてください。 

 注 指定認定機関又は承認認定機関が認定を行う場合は、認定等の業務の円滑な実施を

図るため必要な範囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の四様式（第十条の五の三関係）（Ａ４）

第五十号の四様式(第十条の五の三関係)(A4) 
 

型式適合認定をしない旨の通知書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣             

指定認定機関          印  

承認認定機関             

1．申請年月日   年  月  日 

2．当該申請に係る型式 

 上記による申請については、下記の理由により建築基準法第68条の10第1項(同法第88

条第1項において準用する場合を含む。)の規定による型式適合認定をしないこととしまし

たので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の

翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき、審査請求をし

た場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に

     を被告として(国を被告とする場合においては、訴訟において国を代表する者

は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通

知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の

日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 

 注 指定認定機関又は承認認定機関が認定を行う場合は、認定等の業務の円滑な実施を

図るため必要な範囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の五様式（第十条の五の五関係）（Ａ４）

第五十号の五様式(第十条の五の五関係)(A4) 
 

型式部材等製造者認証申請書 

年  月  日  

 国土交通大臣 

 指定認定機関          様 

 承認認定機関 
 

  

申 請 者 の 住 所 又 は

主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称 

  

 

 建築基準法第68条の11第1項 

 建築基準法第68条の22第1項 
(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定 

による認証を受けたいので、次のとおり申請します。この申請書及び添付図書に記載の事

項は、事実に相違ありません。 

記 

1．型式部材等の種類 

2．型式部材等に係る型式適合認定の認定番号 

3．型式部材等の型式が適合する一連の規定 

 建築基準法施行令第   条    に掲げる一連の規定 

4．工場その他の事業場の名称及び所在地 

5．技術的生産条件に関する事項 

6．備考 

(注意) 

 ① 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 ② 不要な文字は、抹消してください。 

 ③ 技術的生産条件に関する事項は、別紙に記載することができます。 

 ④ 備考欄には、第11条の2の3第2項各号に該当する場合にその旨を記載する等所要の

事項を記入してください。 

 ⑤ 国土交通大臣に申請する場合は、この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印

紙(消印をしていないものに限る。)をはり付けてください。 

 注 指定認定機関又は承認認定機関は、認定等の業務の円滑な実施を図るため必要な範

囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の六様式（第十条の五の七関係）（Ａ４）

第五十号の六様式(第十条の五の七関係)(A4) 
 

型式部材等製造者認証書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣             

指定認定機関          印  

承認認定機関             
 

 建築基準法第68条の11第1項 

 建築基準法第68条の22第1項 
(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定 

に基づき、下記のとおり型式部材等製造者としての認証をする。 

記 

1．認証番号 

2．型式部材等の種類及び概要 

3．工場その他の事業場の名称及び所在地 

4．認証の有効期間 

(注意)この認証書は、大切に保存しておいてください。 

 注 指定認定機関又は承認認定機関は、認定等の業務の円滑な実施を図るため必要な範

囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の七様式（第十条の五の七関係）（Ａ４）

第五十号の七様式(第十条の五の七関係)(A4) 

認証をしない旨の通知書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣             

指定認定機関          印  

承認認定機関             

1．申請年月日   年  月  日 

2．当該申請に係る型式部材等の種類 

 上記による申請については、下記の理由により 
建築基準法第68条の11第1項 

建築基準法第68条の22第1項 
(同法第88 

条第1項において準用する場合を含む。)の規定による型式部材等製造者としての認証をし

ないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の

翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき、審査請求をした場

合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に  

   を被告として(国を被告とする場合においては、訴訟において国を代表する者は法

務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又

は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日か

ら1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 

 注 指定認定機関又は承認認定機関は、認定等の業務の円滑な実施を図るため必要な範

囲内でこの様式の一部を変更することができる。 
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第五十号の八様式（第十条の五の十一関係）

第五十号の八様式(第十条の五の十一関係) 
 

認証型式部材等製造者等変更届出書 

年  月  日  

  国土交通大臣  様 

  

届 出 者 の 住 所 又 は

主たる事務所の所在地

届出者の氏名又は名称 

  

 

 建築基準法第68条の11第2項 

 建築基準法第68条の22第2項において準用する同法第68条の11第2項 
(同法第88条第1項 

において準用する場合を含む。)で定める事項に下記のとおり変更がありましたので、 

同法第68条の16 

同法第68条の22第2項において準用する同法第68条の16 
(同法第88条第1項において準用す 

る場合を含む。)の規定により、届け出ます。 

記 

1．型式部材等の種類 

2．認証番号及び認証年月日 

3．変更の内容及び理由 

事 項 
変 更 の 内 容 

変 更 年 月 日 変 更 の 理 由 
変 更 前 変 更 後 

          

(注意) 

 ① 届出者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 ② 不要な文字は、抹消してください。 

 ③ 変更の内容及び理由は、別紙に記載することができます。 

 ④ 変更事項以外は記載する必要はありません。 
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第五十号の九様式（第十条の五の十二関係）

第五十号の九様式(第十条の五の十二関係) 
 

製造事業廃止届出書 

年  月  日  

 国土交通大臣  様 

  

届 出 者 の 住 所 又 は

主たる事務所の所在地

届出者の氏名又は名称 

  

 

 下記の製造の事業を廃止するので、 
建築基準法第68条の17第1項 

建築基準法第68条の22第2項において準用する同法 

 
第68条の17第1項 

(同法第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定により、届け 

出ます。 

記 

1．認証番号 

2．製造の事業の廃止に係る型式部材等の種類 

3．廃止しようとする年月日 

4．廃止の理由 

(注意) 

 ① 届出者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 ② 不要な文字は、抹消してください。 
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第五十号の十様式（第十条の五の十五関係）

第五十号の十様式(第十条の五の十五関係) 
 

  
2cm以上 

  
        
  

  

2
cm

以
上

 

  

  

建 築 基 準 法 

認 証 型 式 部 材 等 

  (認 証 番 号) 

(認 証 年 月 日) 

(注意)① 大きさは、表示を容易に識別することができるものであること。 

   ② 材料は、容易に損傷しないものであること。 

   ③ 色彩は、適宜とする。ただし、表示を容易に識別することができるものである

こと。 

   ④ 認証番号には、『当該認証を行つた者(国土交通大臣、指定認定機関、承認認定

機関)を表す略号―型式部材等の種類を表す記号・当該認証型式部材等の番号』

を記載すること。この場合において、型式部材等の種類を表す記号は、型式部材

等の種類に従い、次の表に定めるものとすること。 

型 式 部 材 等 の 種 類 記 号 

建築基準法施行令第136条の2の11第1号に掲げる建築物の部分(同号イに

掲げる規定に適合するものであることの認定を受けたものに限る。) 
N 

建築基準法施行令第136条の2の11第1号に掲げる建築物の部分(同号ロに

掲げる規定に適合するものであることの認定を受けたものに限る。) 
A 

防火設備 B 

屎尿浄化槽又は合併処理浄化槽 C 

非常用の照明装置 D 

給水タンク又は貯水タンク E 

冷却塔設備 F 

エレベーターの部分で昇降路及び機械室以外のもの G 

エスカレーター H 

避雷設備 I 

乗用エレベーターで観光のためのもの(一般交通の用に供するものを除

く。)の部分で、昇降路及び機械室以外のもの 
J 

エスカレーターで観光のためのもの(一般交通の用に供するものを除く。)

の部分で、トラス又ははりを支える部分以外のもの 
K 

 

し 
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ウォーターシュート、コースターその他これらに類する高架の遊戯施設

又はメリーゴーラウンド、観覧車、オクトパス、飛行塔その他これらに

類する回転運動をする遊戯施設で原動機を使用するものの部分のうち、

かご、車両その他人を乗せる部分及びこれを支え、又はつる構造上主要

な部分並びに非常止め装置の部分 

L 

換気設備 M 

   ⑤ 認証の更新を受けた認証(外国)型式部材等製造者が製造をした型式部材等につ

いては、認証年月日の欄に更新年月日を記載すること。 
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第五十号の十一様式（第十条の五の二十一関係）（Ａ４）

第五十号の十一様式(第十条の五の二十一関係)(A4) 
 

構造方法等の認定申請書 

年  月  日  

  国土交通大臣  様 

  

申 請 者 の 住 所 又 は

主たる事務所の所在地

申請者の氏名又は名称 

  

 

 下記について、 

建築基準法 

建築基準法施行令 

建築基準法施行規則 

第  条  第  項第  号  の規定による 

認定を受けたいので、同法第68条の25第1項(同法第88条第1項において準用する場合を含

む。)の規定により、申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違

ありません。 

記 

1．認定を受けようとする構造方法等の名称 

2．工場その他の事業場の名称及び所在地 

3．備考 

(注意) 

 ① 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

 ② 不要な文字は、抹消してください。 

 ③ 備考欄には、当該申請以外に構造方法等の認定を受けようとしている旨を記載する

等所要の事項を記入してください。 

 ④ この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙(消印をしていないものに限

る。)をはり付けてください。 
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第五十号の十二様式（第十条の五の二十二関係）（Ａ４）

第五十号の十二様式(第十条の五の二十二関係)(A4) 

認 定 書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣          印  

 下記の構造方法等については、建築基準法第68条の25第1項(同法第88条第1項において 

準用する場合を含む。)の規定に基づき、 

建築基準法 

建築基準法施行令 

建築基準法施行規則 

第  条  第  項第 

  号  の規定に適合するものであることを認める。 

記 

1．認定番号 

2．認定をした構造方法等の名称 

3．認定をした構造方法等の内容 

4．工場その他の事業場の名称及び所在地 

(注意)この認定書は、大切に保存しておいてください。 
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第五十号の十三様式（第十条の五の二十二関係）（Ａ４）

第五十号の十三様式(第十条の五の二十二関係)(A4) 
 

構造方法等の認定をしない旨の通知書 

第     号  

年  月  日  

 申請者        様 

国土交通大臣          印  

1．申請年月日   年  月  日 

2．当該申請に係る構造方法等の名称 

 上記による構造方法等については、下記の理由により 

建築基準法 

建築基準法施行令 

建築基準法施行規則 

第  条第 

  項第  号  の規定による認定をしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の

翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をする

ことができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした

場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国

を被告として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴

えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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別記第五十号の十四様式（第十条の五の二十三関係）（Ａ４）

別記第五十号の十四様式(第十条の五の二十三関係)(A4) 

特殊構造方法等認定申請書 

年  月  日  

 国土交通大臣       様 

  

申 請 者 の 住 所 又 は
主たる事務所の所在地 

  

申請者の氏名又は名称   

 下記について、建築基準法第38条(同法第66条、第67条の2及び第88条第1項において準用

する場合を含む。)の規定による認定を受けたいので、同法第68条の26(同法第88条第1項に

おいて準用する場合を含む。)の規定により、申請します。この申請書及び添付図書に記載

の事項は、事実に相違ありません。 

記 

1．認定を受けようとする構造方法又は建築材料の名称 

2．認定を受けようとする構造方法又は建築材料の内容 

3．備考 

(注意) 

① 申請者が法人である場合には、代表者の氏名も併せて記載してください。 

② 不要な文字は、抹消してください。 

③ 備考欄には、当該申請以外に構造方法等の認定又は特殊構造方法等認定を受けようと

している旨を記載する等所要の事項を記入してください。 

④ この申請書の右上に手数料の額に相当する収入印紙(消印をしていないものに限る。)

を貼り付けてください。 
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別記第五十号の十五様式（第十条の五の二十四関係）（Ａ４）

別記第五十号の十五様式(第十条の五の二十四関係)(A4) 

特殊構造方法等認定書 

第     号  

年  月  日  

 申請者       様 

国土交通大臣       印  

 下記の構造方法又は建築材料については、建築基準法第38条(同法第66条、第67条の2及

び第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定に基づき、下記の規定に適合するも

のと同等以上の効力があるものであることを認める。 

記 

1．認定番号 

2．認定をした構造方法又は建築材料の名称 

3．認定をした構造方法又は建築材料の内容 

(注意)この認定書は、大切に保存しておいてください。 
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別記第五十号の十六様式（第十条の五の二十四関係）（Ａ４）

別記第五十号の十六様式(第十条の五の二十四関係)(A4) 

特殊構造方法等認定をしない旨の通知書 

第     号  

年  月  日  

 申請者       様 

国土交通大臣       印  

1．申請年月日  年  月  日 

2．当該申請に係る構造方法又は建築材料の名称 

 上記による構造方法又は建築材料については、下記の理由により建築基準法第38条(同法

第66条、第67条の2及び第88条第1項において準用する場合を含む。)の規定による認定をし

ないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以内

に国土交通大臣に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に国を被告

として(訴訟において国を代表する者は法務大臣となります。)、処分の取消しの訴えを提

起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6か

月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起する

ことができなくなります。)。 

(理由) 
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第五十一号様式（第十条の七関係）（Ａ４）
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第五十二号様式（第十条の八関係）（Ａ４）

第五十二号様式(第十条の八関係)(A4) 

 

一級建築基準適合判定資格者登録証 

 

本 籍 地           

(氏 名)  

年  月  日生 

登 録 番 号  第     号  

登録年月日  年  月  日  

 

 

 建築基準法第77条の58第1項の規定により、建築基準適合判定資格者の登録を受けたこ

とを証する。 

 

       年  月  日 

 

地方整備局長             

北海道開発局長(氏 名) 印  
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第五十二号の二様式（第十条の八関係）（Ａ４）
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第五十三号様式（第十条の十関係）（Ａ４）

第五十三号様式(第十条の十関係)(A4) 
 

建築基準適合判定資格者登録事項変更申請書 

 登録事項に下記のとおり変更がありましたので、建築基準法第77条の60の規定により

申請します。 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒               

申請者住所               

氏 名             

資格区分             

登録番号 第        号  

記 

1．変更 

登 録 事 項 変 更 変更年月日 

ふ り が な 

氏 名 
      

住 所 
 

〒 
 

〒 
 

  

性 別       

本 籍 地       

勤 務 先 の 名 称       

勤 務 先 の 所 在 地 
 

〒 
 

〒 
 

  

登 録 証 の 訂 正   有 ・ 無  (該当するものを〇で囲む) 

備 考   

2．変更の理由 
 

収入印紙貼付欄 

(消印してはならない。) 
 
(注意) 市町村又は都道府県の職員である者については、当該市町村又は都道府県名を

この欄に記入すること。 

備考1 登録証の訂正を受けない場合には、収入印紙は、貼らないこと。 

  2 本籍地の都道府県名の変更を申請する場合には戸籍謄本若しくは戸籍抄本又は本

籍の記載のある住民票の写しを、氏名の変更を申請する場合には戸籍謄本又は戸籍

抄本を添付すること。 

  3 登録証の訂正を受ける場合には、当該登録証を添付すること。 

  4 変更事項以外は記載しなくてもよい。 
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第五十四号様式（第十条の十一関係）（Ａ４）

第五十四号様式(第十条の十一関係)(A4) 
 

建築基準適合判定資格者登録証再交付申請書 

 私は、このたび登録証を汚損、亡失しましたので、建築基準法施行規則第10条の11第1

項の規定により、下記のとおり再交付を申請します。 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒            

申請者住所             

氏 名             

記 

1 
ふ り が な 

氏 名 
  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 本 籍 地   

5 資 格 区 分  

6 登 録 番 号  

7 登 録 年 月 日  

8 汚損又は亡失の年月日  

9 
 
汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 
 

収入印紙貼付欄 

(消印してはならない。) 
 
(注意) 市町村又は都道府県の職員である者については、当該市町村又は都道府県名を

この欄に記入すること。 
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第五十五号様式（第十条の十二関係）（Ａ４）

第五十五号様式(第十条の十二関係)(A4) 

 

建築基準適合判定資格者死亡届出書 

 

 下記の者は、    年  月  日死亡いたしましたので、建築基準法第77条の61の

規定により届け出ます。 

 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒           

住 所             

相続人氏名             

本人との続柄             

 

記 

 

   ふ り が な 

 1 氏 名 

 

 2 生 年 月 日 

 

 3 本 籍 地 

 

 4 資 格 区 分 

 

 5 登 録 番 号 

 

 6 登 録 年 月 日 

 

 

 備考 戸籍謄本又は戸籍抄本を添付すること。 
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第五十六号様式（第十条の十二関係）（Ａ４）

第五十六号様式(第十条の十二関係)(A4) 
 

建築基準法第77条の61第2号に係る届出書 

(第77条の59第2号関係)  

 
 

 私はこのたび、禁錮以上の刑に処せられ、又は建築基準法令の規定若しくは建築士法の

規定により刑に処せられたので、建築基準法第77条の61の規定により、下記のとおり届

け出ます。 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒           

届出者住所               

氏 名             

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
 
2 生 年 月 日 
 
3 性 別 
 
4 本 籍 地 
 
5 資 格 区 分 

 

6 登 録 番 号 
 
7 登 録 年 月 日 
 
8 罪 及 び 刑 
 
9 上 記 8に 処 せ

られた年月日 
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第五十七号様式（第十条の十二関係）（Ａ４）

第五十七号様式(第十条の十二関係)(A4) 
 

建築基準法第77条の61第2号に係る届出書 

(第77条の59第5号関係) 
 
 
 私はこのたび、建築士法第10条第1項の規定により建築士の免許を取り消されたので、

建築基準法第77条の61の規定により、下記のとおり届け出ます。 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒           

届出者住所               

氏 名             

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
 
2 生 年 月 日 
 
3 性 別 
 
4 本 籍 地 
 
5 資 格 区 分 
 
6 登 録 番 号 
 
7 登 録 年 月 日 
 
8 取り消された

建 築 士 免 許 

  

 
  (1) 建築士免許の種別 
 
  (2) 登 録 番 号 
 
  (3) 登 録 年 月 日 
 
  (4) 取 消 し の 日 
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第五十八号様式（第十条の十二関係）（Ａ４）

第五十八号様式(第十条の十二関係)(A4) 
 

建築基準法第77条の61第2号に係る届出書 

(第77条の59第6号関係) 
 
 
 私はこのたび、公務員で懲戒免職の処分を受けたので、建築基準法第77条の61の規定

により、下記のとおり届け出ます。 
 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒           

申請者住所               

氏 名             

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
 
2 生 年 月 日 
 
3 性 別 
 
4 本 籍 地 
 
5 資 格 区 分 
 
6 登 録 番 号 
 
7 登 録 年 月 日 
 
8 懲戒免職の処分

を受けた年月日 
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第五十九号様式（第十条の十二関係）（Ａ４）

第五十九号様式(第十条の十二関係)(A4) 

建築基準法第77条の61第3号に係る届出書 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法第77条の61第3号の規定により届け出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 本 籍 地 

4 資 格 区 分 

5 登 録 番 号 

6 登録年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 
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第六十号様式（第十条の十三関係）（Ａ４）

第六十号様式(第十条の十三関係)(A4) 
 

建築基準適合判定資格者登録消除申請書 
 
 
 私はこのたび、建築基準適合判定資格者の登録を消除したいので、登録証を添えて下記

のとおり申請します。 
 

  年  月  日  

  地方整備局長 

 北海道開発局長  殿 

〒           

申請者住所               

氏 名             

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 
 
2 生 年 月 日 
 
3 性 別 
 
4 本 籍 地 
 
5 資 格 区 分 
 
6 登 録 番 号 
 
7 登 録 年 月 日 
 
8 消 除 理 由 
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第六十号の二様式（第十条の十五の四関係）（Ａ４）

第六十号の二様式(第十条の十五の四関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者登録申請書 

［記入注意］ 数字は、算用数字を用い、※欄は記入せず、□のある欄は該当する□の中にレ印を付けてくださ
い。 

 私は、構造計算適合判定資格者の登録を受けたいので、本籍の記載のある住民票の写しを添え申請します。 
 私は、下記事項が真実で、かつ正確であることを誓います。 

       年  月  日    氏名             

  地方整備局長 
 北海道開発局長 

殿 

ふ り が な 

氏 名 
  

生年月日        年 月 日生 性 別 男□ 女□ 

本 籍   

現 住 所 〒 

勤 務 先 の 名 称   

勤務先の所在地 〒 

略 歴 等 

  

検 定 

構造計算適合判定資格者検定に合格した時期                 年 

合 格 通 知 日 付        年    月    日 

合 格 通 知 番 号 第               号 

欠
格
条
項 

1 禁錮以上の刑に処せられたこと又は建築基準法令の規定若しくは建築士
法の規定により刑に処せられたことがありますか。 

ある□   ない□ 

   あるときは、その罪及び刑                               

   その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた年月日 年  月  日 

2 構造計算適合判定資格者の登録の消除の処分を受けたことがありますか。 ある□   ない□ 

   取り消されたことがあるときは、その年月日 年  月  日 

3 構造計算適合性判定の業務禁止処分を受け、その禁止の期間中に構造計算
適合判定資格者の登録の消除の処分を受けたことはありますか。 

   業務禁止処分を受けたことがあるときは、その期間 

ある□   ない□ 
 

年  月  日から 
年  月  日まで 

4 建築士法第10条第1項の規定により、一級建築士、二級建築士又は木造建
築士の免許を取り消されたことがありますか。 

ある□   ない□ 

   取り消されたことがあるときは、その年月日 年  月  日 

5 公務員で懲戒免職の処分を受けたことがありますか。 ある□   ない□ 

   処分を受けたことがあるときは、その年月日 年  月  日 

6 精神の機能の障害により構造計算適合性判定の業務を適正に行うに当た
つて必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない状態です
か。 

はい□  いいえ□ 

※
審

査 

登
録
手
数
料 

経
由
庁 

住
民
票
照
合 

名
簿
照
合 

合
格
者 

欠
格
条
項 

副
申
審
査 

名
簿
登
録 

登
録
証
発
行 

※経由庁記載欄 
 責任者(職氏名) 

                  
※登録
番号 

  
※登 録
年月日     年  月  日 

※都道府県
受付番号 

  

収入印紙貼付欄 
(消印してはならない。) 

(備考) 建築基準法施行規則第10条の15の3各号のいずれかに該当する者として登録を受けようとする場合には、

略歴等欄に、当該各号のいずれかに該当する職歴等を具体的に記入すること。 
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第六十号の三様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の三様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者登録証 

本 籍 地           

(氏 名)   

年  月  日生  

登 録 番 号  第     号  

登録年月日  年  月  日  

 建築基準法第77条の66第1項の規定により、構造計算適合判定資格者の登録を受けたこと

を証する。 

    年  月  日 

地方整備局長 

北海道開発局長 
(氏 名)      印  
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第六十号の四様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の四様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者登録事項変更申請書 

 登録事項に下記のとおり変更がありましたので、建築基準法第77条の66第2項において準

用する同法第77条の60の規定により申請します。 

  年  月  日  

 地方整備局長 

 北海道開発局長 
殿 

〒          

申請者住所        

氏 名        

登録番号 第   号  

記 

1．変更 

登 録 事 項 変 更 変更年月日 

ふ り が な 

氏 名 

      

住 所 〒 〒   

性 別       

本 籍 地       

勤 務 先 の 名 称       

勤 務 先 の 所 在 地 〒 〒   

登 録 証 の 訂 正 有・無(該当するものを○で囲む) 

備 考   

2．変更の理由 

 

収入印紙貼付欄 

(消印してはならない。) 

備考 1 登録証の訂正を受けない場合には、収入印紙は、貼らないこと。 

   2 本籍地の都道府県名の変更を申請する場合には戸籍謄本若しくは戸籍抄本又は

本籍の記載のある住民票の写しを、氏名の変更を申請する場合には戸籍謄本又は

戸籍抄本を添付すること。 

   3 登録証の訂正を受ける場合には、当該登録証を添付すること。 

   4 変更事項以外は記載しなくてもよい。 
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第六十号の五様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の五様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者登録証再交付申請書 

 私は、このたび登録証を汚損、亡失しましたので、建築基準法施行規則第10条の15の6に

おいて読み替えて準用する同規則第10条の11第1項の規定により、下記のとおり再交付を申

請します。 

  年  月  日  

 地方整備局長 
 北海道開発局長 

殿 

〒         

申請者住所       

氏 名       

記 

  ふ り が な 
1 氏 名 

  

2 生 年 月 日   

3 性 別   

4 本 籍 地   

5 登 録 番 号   

6 登 録 年 月 日   

7 汚 損 又 は 亡 失 の 年 月 日   

8 汚損又は亡失の理由(具体的に詳しく記入のこと。) 

収入印紙貼付欄 
(消印してはならない。) 
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第六十号の六様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の六様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者死亡届出書 

 下記の者は、   年 月 日死亡いたしましたので、建築基準法第77条の66第2項にお

いて準用する同法第77条の61の規定により届け出ます。 

  年  月  日  

 地方整備局長 
 北海道開発局長 

殿 

〒       

住 所        

相続人氏名        

本人との続柄        

記 

  ふ り が な 
1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 本 籍 地 

4 登 録 番 号 

5 登録年月日 

備考 戸籍謄本又は戸籍抄本を添付すること。 
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第六十号の七様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の七様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

  建築基準法第77条の66第2項において準用する

同法第77条の61第2号に係る届出書 

  

(第77条の66第2項において準用する第77条の59第2号関係)    

 私はこのたび、禁錮以上の刑に処せられ、又は建築基準法令の規定若しくは建築士法の

規定により刑に処せられたので、建築基準法第77条の66第2項において準用する同法第77条

の61の規定により、下記のとおり届け出ます。 

  年  月  日  

 地方整備局長 
 北海道開発局長 

殿 

〒       

届出者住所        

氏 名        

記 

 
1 

ふ り が な 
氏 名 

2 生 年 月 日 

3 性 別 

4 本 籍 地 

5 登 録 番 号 

6 登録年月日 

7 罪 及 び 刑 

8 上記7に処せ
られた年月日 
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第六十号の八様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の八様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

  建築基準法第77条の66第2項において準用する

同法第77条の61第2号に係る届出書 

  

(第77条の66第2項において準用する第77条の59第5号関係)    

 私はこのたび、建築士法第10条第1項の規定により建築士の免許を取り消されたので、建

築基準法第77条の66第2項において準用する同法第77条の61の規定により、下記のとおり届

け出ます。 

  年  月  日  

 地方整備局長 
 北海道開発局長 

殿 

〒       

届出者住所        

氏 名        

記 

 
1 

ふ り が な 
氏 名 

2 生 年 月 日 

3 性 別 

4 本 籍 地 

5 登 録 番 号 

6 登録年月日 

7 取り消された
建築士免許 

  (1) 建築士免許の種別 

  (2) 登 録 番 号 

  (3) 登 録 年 月 日 

  (4) 取 消 し の 日 
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第六十号の九様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の九様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

  建築基準法第77条の66第2項において準用する

同法第77条の61第2号に係る届出書 

  

(第77条の66第2項において準用する第77条の59第6号関係)   

 私はこのたび、公務員で懲戒免職の処分を受けたので、建築基準法第77条の66第2項にお

いて準用する同法第77条の61の規定により、下記のとおり届け出ます。 

  年  月  日  

 地 方 整 備 局 長 
 北海道開発局長 

殿 

〒        

申請者住所         

氏 名         

記 

  ふ り が な   

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 性 別 

4 本 籍 地 

5 登 録 番 号 

6 登 録 年 月 日 

7 懲戒免職の処分
を受けた年月日 
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第六十号の十様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の十様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

  建築基準法第77条の66第2項において準用する

同法第77条の61第3号に係る届出書 

  

 

 下記の者は、精神の機能の障害を有することにより認知、判断及び意思疎通を適切に行

うことができない状態となつたので、建築基準法第77条の66第2項において準用する同法第

77条の61第3号の規定により届け出ます。 

年  月  日 

 地方整備局長 

北海道開発局長 
殿 

〒         

住 所         

氏 名         

本人との続柄         

記 

 ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 本 籍 地 

4 登 録 番 号 

5 登録年月日 

備考 病名、障害の程度、病因、病後の経過、治癒の見込みその他参考となる所見を記載

した医師の診断書を添付すること。 

456



第六十号の十一様式（第十条の十五の六関係）（Ａ４）

第六十号の十一様式(第十条の十五の六関係)(A4) 

構造計算適合判定資格者登録消除申請書 

 私はこのたび、構造計算適合判定資格者の登録を消除したいので、登録証を添えて下記

のとおり申請します。 

  年  月  日  

 地 方 整 備 局 長 
 北海道開発局長 

殿 

〒        

申請者住所         

氏 名         

記 

  ふ り が な 

1 氏 名 

2 生 年 月 日 

3 性 別 

4 本 籍 地 

5 登 録 番 号 

6 登録年月日 

7 消 除 理 由 
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第六十一号様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十一号様式(第十条の十六関係)(A4) 

 

認 定 申 請 書 

(第一面) 

 建築基準法第  条  第  項の規定による認定を申請します。この申請書及び添付

図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 特定行政庁  様 

  年  月  日   

申請者氏名            
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

  【イ．資格】      (    )建築士   (      )登録第    号 

  【ロ．氏名】 

  【ハ．建築士事務所名】 (    )建築士事務所(    )知事登録第    号 

 

  【ニ．郵便番号】 

  【ホ．所在地】 

  【ヘ．電話番号】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※認定番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 申請区域及びその区域内の建築物等に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別】 

         □都市計画区域内        □準都市計画区域内 

         □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【4．防火地域】  □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【6．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．申請区域と接している部分の長さ】 
                                         

【7．申請区域の面積】 

 【イ．申請区域の面積】  (1)(     )(     )(     )(     ) 

              (2)(     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．用途地域等】     (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ホ．申請区域の面積の合計】  (1) 

                 (2) 

 【ヘ．申請区域に建築可能な延べ面積を申請区域の面積で除した数値】 

 【ト．申請区域に建築可能な建築面積を申請区域の面積で除した数値】 

 【チ．備考】 
                                         

【8．建築物の番号】      (     )(     )(     ) 
                                         

【9．敷地面積】                         (合計   ) 

               (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【10．建築面積】                         (合計   ) 

 【イ．建築物全体】     (     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．ロに記入した建築面積の申請区域の面積に対する割合】 
                                         

【11．延べ面積】                         (合計   ) 

 【イ．建築物全体】     (     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ホ．認定機械室等の部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 
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 【ヘ．自動車車庫等の部分】 (     )(     )(     )(     ) 

 【ト．備蓄倉庫の部分】   (     )(     )(     )(     ) 

 【チ．蓄電池の設置部分】  (     )(     )(     )(     ) 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】  (     )(     )(     )(     ) 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ヲ．その他の不算入部分】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ワ．住宅の部分】     (     )(     )(     )(     ) 

 【カ．老人ホーム等の部分】 (     )(     )(     )(     ) 

 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．延べ面積の申請区域の面積に対する割合】 
                                         

【12．用途地域】       (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【13．附属自動車車庫の床面積等】 

 【イ．建築物に附属する自動車車庫の床面積の合計】 

               (     )(     )(     ) 

 【ロ．建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積】 

               (     )(     )(     ) 
                                         

【14．建築物の数】 

 【イ．申請に係る建築物の数】 

 【ロ．申請区域内の他の建築物の数】 
                                         

【15．建築基準法第56条第7項の規定による特例】 

 【イ．申請区域全体における特例の適用の有無】  □有 □無 

 【ロ．適用があるときは、特例の区分】 

    □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         

【16．工事着手予定年月】      年  月 
                                         

【17．工事完了予定年月】      年  月 
                                         

【18．その他必要な事項】 

 
                                         

【19．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．建築物の番号】 
                                         

【2．工事種別等】  □新築  □増築  □改築  □移転  □大規模の修繕 

           □大規模の模様替  □既設 
                                         

【3．構造】         造    一部         造 
                                         

【4．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【5．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【6．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                         

【7．階数】 

 【イ．地階を除く階数】 

 【ロ．地階の階数】 
                                         

【8．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【9．用途別床面積】 

      (用途の区分    )(具体的な用途の名称)(床面積     ) 

 【イ．】 (         )(         )(        ) 

 【ロ．】 (         )(         )(        ) 

 【ハ．】 (         )(         )(        ) 

 【ニ．】 (         )(         )(        ) 

 【ホ．】 (         )(         )(        ) 
                                         

【10．その他必要な事項】 
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【11．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請

者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、2欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計

者について棟別に必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、申

請区域が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以上の

区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入してくださ

い。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属する区域

がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地の属する

面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、申請

区域が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域にわた

るときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が存する3欄及び4欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又

は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街

区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑤ 6欄は、申請区域が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものにつ

いて記入してください。 

 ⑥ 7欄の「イ」(1)は、申請区域が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住環境

向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号から第8

号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1項第1号

から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計画におい

て定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域(以下「用

途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が異なる地域

等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する申請区域の面積を記入して

ください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、申請区域

内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における同条第13項の規定に基

づき、「イ」(1)で記入した申請区域の面積に対応する申請区域の部分について、申請

区域のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線との間

の部分を除いた申請区域の面積を記入してください。 

 ⑦ 7欄の「ロ」、「ハ」、及び「ニ」は、「イ」に記入した申請区域の面積に対応する申

請区域の部分について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 7欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑨ 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合に、建築物の敷地が、

建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第8項若しくは第12項

の規定が適用される場合においては、7欄の「ヘ」に、同条第7項若しくは第9項の規

定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しくは第12項の規定が適

用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑩ 申請区域内の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積

率の限度が公告されているときは、7欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度

を記入してください。 

 ⑪ 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合に、建築物の敷地が、
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建築基準法第53条第2項に該当する場合においては、7欄の「ト」に、同条第2項の規

定に基づき定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑫ 8欄から13欄までは、申請区域内の敷地ごとに記入してください。 

 ⑬ 8欄は、申請区域内の建築物ごとに通し番号を付し、9欄の敷地面積に対応する建築

物の番号を記入してください。9欄の敷地面積に対応する建築物が複数ある場合は、

該当する番号を全て記入してください。 

 ⑭ 10欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等

を設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の

中心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつては当

該中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水平距離

5メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交通大臣

が定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。その他

の建築物である場合においては、10欄の「イ」と同じ面積を記入してください。 

 ⑮ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づく

条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、11欄の「ロ」

に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住宅又は

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する建

築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するための

ものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設ける

備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設け

る部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」に

宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることができ

ないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に住宅

の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの

用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法令以外

の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分を有する

場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑯ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、11欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑰ 11欄の「ヨ」及び「タ」の延べ面積は、申請区域内の建築物の各階の床面積の合計

から「ロ」に記入した敷地ごとの床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの

昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

のの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1を

超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共同住宅若

しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しくは階段

の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)の合計、「ハ」から「ホ」

までの合計欄に記入した床面積、「ヘ」から「ル」までの合計欄に記入した床面積(こ

れらの面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、申請区域内

の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た

面積を超える場合においては、申請区域内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ
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(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」の合計欄に記入した床面

積を除いた面積とします。また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合にお

いては、「タ」の申請区域の面積は、7欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑱ 12欄は、9欄の敷地面積に対応する用途地域を記入してください、ただし、建築物

の敷地が2以上の用途地域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域に

ついて記入してください。 

 ⑲ 15欄の「イ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑳ 15欄の「ロ」は、申請区域内における建築物が一の敷地内にあるものとみなされた

場合に、建築物に建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない場合にお

いては「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない場合において

は「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない場合においては

「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

  7欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに11欄の「タ」は、百分率

を用いてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、申請区域内の建築物ごとに作成してください。 

 ② この書類に記載する事項のうち、7欄の事項については、別紙に明示して添付すれ

ば記載する必要はありません。 

 ③ 1欄は、第二面の8欄に記入した建築物ごとの通し番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 4欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行令

第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐

火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条の3第1

号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同等の準

耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造部の構

造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。い

ずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 5欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1項

第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基準

法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス全

てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲

げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合

する構造」に該当する場合においては、4欄の「準耐火構造」のチェックボックスに

も「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受け

ない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に「レ」マーク

を入れてください。 

 ⑦ 6欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マークを

入れてください。 
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 ⑧ 9欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑨ 建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、11欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 
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第六十一号の二様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十一号の二様式(第十条の十六関係)(A4) 

 

許可申請書 

 

(第一面) 

 

 建築基準法第  条  第  項の規定による許可を申請します。この申請書及び添付

図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

  特定行政庁    様 

  年  月  日   

 

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】     (   )建築士   (     )登録第    号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】(   )建築士事務所(   )知事登録第    号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

※手数料欄 

※受付欄 
※消防関係

同意欄 
※決裁欄 

※建築審査会

同意欄 
※許可番号欄 

   年 月 日 

      

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 申請区域及びその区域内の建築物等に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別】 

        □都市計画区域          □準都市計画区域内 

        □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【4．防火地域】   □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【6．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．申請区域と接している部分の長さ】 
                                         

【7．申請区域の面積】 

 【イ．申請区域の面積】    (1)(   )(   )(   )(   ) 

                (2)(   )(   )(   )(   ) 

 【ロ．用途地域等】       (   )(   )(   )(   ) 

 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ホ．申請区域の面積の合計】(1) 

               (2) 

 【ヘ．申請区域に建築可能な延べ面積を申請区域の面積で除した数値】 

 【ト．申請区域に建築可能な建築面積を申請区域の面積で除した数値】 

 【チ．備考】 
                                         

【8．建築物の番号】        (   )(   )(   ) 
                                         

【9．敷地面積】                      (合計 ) 

                 (   )(   )(   )(   ) 
                                         

【10．建築面積】                     (合計 ) 

 【イ．建築物全体】       (   )(   )(   )(   ) 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ハ．ロに記入した建築面積の申請区域の面積に対する割合】 
                                         

【11．延べ面積】                     (合計 ) 

 【イ．建築物全体】       (   )(   )(   )(   ) 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ホ．認定機械室等の部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 
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 【ヘ．自動車車庫等の部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ト．備蓄倉庫の部分】     (   )(   )(   )(   ) 

 【チ．蓄電池の設置部分】    (   )(   )(   )(   ) 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 (   )(   )(   )(   ) 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】    (   )(   )(   )(   ) 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 (   )(   )(   )(   ) 

 【ヲ．その他の不算入部分】 

                 (   )(   )(   )(   ) 

 【ワ．住宅の部分】       (   )(   )(   )(   ) 

 【カ．老人ホーム等の部分】   (   )(   )(   )(   ) 

 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．延べ面積の申請区域の面積に対する割合】 
                                         

【12．用途地域】          (   )(   )(   ) 
                                         

【13．附属自動車車庫の床面積等】 

 【イ．建築物に附属する自動車車庫の床面積の合計】 

                  (   )(   )(   ) 

 【ロ．建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積】 

                  (   )(   )(   ) 
                                         

【14．建築物の数】 

 【イ．申請に係る建築物の数】 

 【ロ．申請区域内の他の建築物の数】 
                                         

【15．建築基準法第56条第7項の規定による特例】 

 【イ．申請区域全体における特例の適用の有無】   □有 □無 

 【ロ．適用があるときは、特例の区分】 

    □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         

【16．工事着手予定年月】     年  月 
                                         

【17．工事完了予定年月】     年  月 
                                         

【18．その他必要な事項】 

 

 

 

 
                                         

【19．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．建築物の番号】 
                                         

【2．工事種別等】   □新築  □増築  □改築  □移転  □大規模の修繕 

            □大規模の模様替  □既設 
                                         

【3．構造】         造    一部    造 
                                         

【4．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【5．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【6．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                         

【7．階数】 

 【イ．地階を除く階数】 

 【ロ．地階の階数】 
                                         

【8．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【9．用途別床面積】 

     (用途の区分    )(具体的な用途の名称)(床面積      ) 

 【イ．】(         )(         )(         ) 

 【ロ．】(         )(         )(         ) 

 【ハ．】(         )(         )(         ) 

 【ニ．】(         )(         )(         ) 

 【ホ．】(         )(         )(         ) 
                                         

【10．その他必要な事項】 
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【11．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請

者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、2欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計

者について棟別に必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、申

請区域が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以上の

区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入してくだ

さい。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属する区

域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地の属

する面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、申請

区域が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域にわた

るときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が存する3欄及び4欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又

は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街

区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑤ 6欄は、申請区域が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなものにつ

いて記入してください。 

 ⑥ 7欄の「イ」(1)は、申請区域が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住環境

向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号から第8

号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1項第1

号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計画にお

いて定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域(以下

「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が異なる

地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する申請区域の面積を記

入してください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、

申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合における同条第13項

の規定に基づき、「イ」(1)で記入した申請区域の面積に対応する申請区域の部分に

ついて、申請区域のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた

限度の線との間の部分を除いた申請区域の面積を記入してください。 

 ⑦ 7欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した申請区域の面積に対応する申請

区域の部分について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 7欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑨ 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合に、建築物の敷地が、

建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第8項若しくは第12項

の規定が適用される場合においては、7欄の「ヘ」に、同条第7項若しくは第9項の規

定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しくは第12項の規定が適

用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑩ 申請区域内の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積

率の限度が公告されているときは、7欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度

を記入してください。 

 ⑪ 申請区域内の建築物が一の敷地内にあるものとみなされた場合に、建築物の敷地が、
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建築基準法第53条第2項に該当する場合においては、7欄の「ト」に、同条第2項の規

定に基づき定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑫ 8欄から13欄までは、申請区域内の敷地ごとに記入してください。 

 ⑬ 8欄は、申請区域内の建築物ごとに通し番号を付し、9欄の敷地面積に対応する建築

物の番号を記入してください。9欄の敷地面積に対応する建築物が複数ある場合は、

該当する番号を全て記入してください。 

 ⑭ 10欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等

を設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱

の中心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつて

は当該中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水

平距離5メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交

通大臣が定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。

その他の建築物である場合においては、10欄の「イ」と同じ面積を記入してくださ

い。 

 ⑮ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づく

条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、11欄の「ロ」

に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住宅又は

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する

建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するため

のものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設け

る備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設

ける部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」

に宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることが

できないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に

住宅の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

のの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法

令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分

を有する場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑯ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、11欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部

分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用

の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑰ 11欄の「ヨ」及び「タ」の延べ面積は、申請区域内の建築物の各階の床面積の合計

から「ロ」に記入した敷地ごとの床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの

昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類する

ものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1

を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームその

他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共同住

宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)の合計、「ハ」か

ら「ホ」までの合計欄に記入した床面積、「ヘ」から「ル」までの合計欄に記入した

床面積(これらの面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、

申請区域内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合
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を乗じて得た面積を超える場合においては、申請区域内の建築物の各階の床面積の

合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」の合計欄

に記入した床面積を除いた面積とします。また、建築基準法第52条第12項の規定を

適用する場合においては、「タ」の申請区域の面積は、7欄「ホ」(2)によることとし

ます。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑱ 12欄は、9欄の敷地面積に対応する用途地域を記入してください。ただし、建築物

の敷地が2以上の用途地域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域に

ついて記入してください。 

 ⑲ 15欄の「イ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑳ 15欄の「ロ」は、申請区域内における建築物が一の敷地内にあるものとみなされた

場合に、建築物に建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない場合に

おいては「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない場合にお

いては「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない場合におい

ては「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

  7欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに11欄の「タ」は、百分率

を用いてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、申請区域内の建築物ごとに作成してください。 

 ② この書類に記載する事項のうち、7欄の事項については、別紙に明示して添付すれ

ば記載する必要はありません。 

 ③ 1欄は、第二面の8欄に記入した建築物ごとの通し番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 4欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行

令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、

「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条

の3第1号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同

等の準耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造

部の構造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。いずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 5欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1

項第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基

準に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基

準法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス

全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号

に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」に該当する場合においては、4欄の「準耐火構造」のチェックボッ

クスにも「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に

「レ」マークを入れてください。 

 ⑦ 6欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す
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るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の

適用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マー

クを入れてください。 

 ⑧ 9欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑨ 建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、11欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 
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第六十二号様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十二号様式(第十条の十六関係)(A4) 
 
 

認定通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 
 申請者        様 
 
 

特定行政庁          印  
 
 
 下記による認定申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第  条  第

  項の規定に基づき、認定しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．申請区域の場所 

3．申請区域及びその区域内の建築物等の概要 

(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第六十二号の二様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十二号の二様式(第十条十六関係)(A4) 
 
 

許可通知書 
 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者        様 
 
 

特定行政庁          印  
 
 
 下記による許可申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第   条第 

  項の規定に基づき、許可しましたので通知します。 
 
 

記 
 
 
 1．申請年月日      年  月  日 

 2．申請区域の場所 

 3．申請区域及びその区域内の建築物等の概要 

 (注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第六十三号様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十三号様式(第十条の十六関係)(A4) 
 
 

認定しない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者        様 
 
 

特定行政庁          印  
 
 
 別添の認定申請書及び添付図書に記載の計画について、下記の理由により建築基準法第

  条  第  項による認定をしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受け

た日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求を

することができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求を

した場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内

に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     となりま

す。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を

受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過する

と処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第六十三号の二様式（第十条の十六関係）（Ａ４）

第六十三号の二様式(第十条の十六関係)(A4) 
 
 

許可しない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者       様 
 
 

特定行政庁          印  
 
 
 別添の許可申請書及び添付図書に記載の計画について、下記の理由により建築基準法第

   条第   項による許可をしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌日

から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることが

できなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合に

おいては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に    

 を被告として(訴訟において     を代表する者は     となります。)、処分

の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日の翌

日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消

しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第六十四号様式（第十条の十八関係）（Ａ４）

第六十四号様式(第十条の十八関係)(A4) 
 

認定計画書 
 

(第一面) 
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．対象区域の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別】 

          □都市計画区域内        □準都市計画区域内 

          □都市計画区域及び準都市計画区域外 

 【ニ．用途地域等】 

 【ホ．防火地域】 □防火地域  □準防火地域  □指定なし 

 【ヘ．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【3．対象区域の面積】 

 【イ．対象区域の面積】 

 【ロ．対象区域に建築可能な延べ面積を対象区域の面積で除した数値】 

 【ハ．対象区域に建築可能な建築面積を対象区域の面積で除した数値】 
                                         

【4．建築物の番号】      (     )(     )(     ) 
                                         

【5．敷地面積】                          (合計   ) 
                (     )(     )(     )(     ) 
                                         

【6．建築面積】                          (合計   ) 

 【イ．建築物全体】      (     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．対象区域内の建築物の建築面積の合計の対象区域の面積に対する割合】 
                                         

【7．延べ面積】                          (合計   ) 

 【イ．建築物全体】      (     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．対象区域内の建築物の延べ面積の合計の対象区域の面積に対する割合】 
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(第二面) 

 付近見取図 

 配置図 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄の「ロ」に記入してください。 

 ② 2欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。た

だし、対象区域が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のう

ち2以上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入

してください。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の

属する区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該

敷地の属する面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 2欄の「ニ」は、用途地域、高層住居誘導地区、居住環境向上用途誘導地区及び特

定用途誘導地区のうち該当するものを記入してください。 

 ④ 2欄の「ヘ」は、建築物の敷地が存する2欄の「ハ」、「ニ」及び「ホ」に掲げる地

域以外の区域、地域、地区又は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以

上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は

街区を記入してください。 

 ⑤ 3欄の「イ」、「ロ」及び「ハ」、6欄の「ロ」並びに7欄の「ロ」は、それぞれ別記

第六十一号様式の第二面の7欄の「ホ」(1)、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに1

1欄の「タ」に記入された面積、数値又は割合を記入してください。 

 ⑥ 4欄から7欄までは、対象区域内の敷地ごとに記入してください。 

 ⑦ 4欄は、対象区域内の建築物ごとに通し番号を付し、5欄の敷地面積に対応する建

築物の番号を記入してください。5欄の敷地面積に対応する建築物が複数ある場合は、

該当する番号を全て記入してください。 

3．第二面関係 

 ① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物並びに対象区域を明示してくださ

い。 

 ② 配置図には、縮尺、方位、対象区域の境界線、対象区域内の建築物の敷地境界線、

用途、延べ面積、位置及び構造、申請に係る建築物と申請区域内の他の建築物との

別、建築物の番号、対象区域内の建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作

物の築造面積及び位置、土地の高低、対象区域内の建築物の各部分の高さ並びに対

象区域の接する道路の位置及び幅員並びに対象区域内に設ける通路の位置、延長及

び幅員を明示してください。 
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第六十四号の二様式（第十条の十八関係）（Ａ４）

第六十四号の二様式(第十条の十八関係)(A4) 
 

許可計画書 
 

(第一面) 
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．対象区域の位置】 

 【イ．地名地番】 

 【ロ．住居表示】 

 【ハ．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別】 

       □都市計画区域内         □準都市計画区域内 

       □都市計画区域及び準都市計画区域外 

 【ニ．用途地域等】 

 【ホ．防火地域】  □防火地域  □準防火地域  □指定なし 

 【ヘ．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【3．対象区域の面積】 

 【イ．対象区域の面積】 

 【ロ．対象区域に建築可能な延べ面積を対象区域の面積で除した数値】 

 【ハ．対象区域に建築可能な建築面積を対象区域の面積で除した数値】 
                                         

【4．建築物の番号】    (   )(   )(   ) 
                                         

【5．敷地面積】                          (合計 ) 
              (   )(   )(   )(   ) 
                                         

【6．建築面積】                          (合計 ) 

 【イ．建築物全体】    (   )(   )(   )(   ) 

 【ロ．対象区域内の建築物の建築面積の合計の対象区域の面積に対する割合】 
                                         

【7．延べ面積】                          (合計 ) 

 【イ．建築物全体】    (   )(   )(   )(   ) 

 【ロ．対象区域内の建築物の延べ面積の合計の対象区域の面積に対する割合】 
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(第二面) 

 付近見取図 

 配置図 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄の「ロ」に記入してください。 

 ② 2欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。た

だし、対象区域が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のう

ち2以上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入

してください。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の

属する区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該

敷地の属する面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 2欄の「ニ」は、用途地域、高層住居誘導地区、居住環境向上用途誘導地区及び特

定用途誘導地区のうち該当するものを記入してください。 

 ④ 2欄の「ヘ」は、建築物の敷地が存する2欄の「ハ」、「ニ」及び「ホ」に掲げる地

域以外の区域、地域、地区又は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以

上の区域、地域、地区又は街区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は

街区を記入してください。 

 ⑤ 3欄の「イ」、「ロ」及び「ハ」、6欄の「ロ」並びに7欄の「ロ」は、それぞれ別記

第六十一号様式の第二面の7欄の「ホ」(1)、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに1

1欄の「タ」に記入された面積、数値又は割合を記入してください。 

 ⑥ 4欄から7欄までは、対象区域内の敷地ごとに記入してください。 

 ⑦ 4欄は、対象区域内の建築物ごとに通し番号を付し、5欄の敷地面積に対応する建

築物の番号を記入してください。5欄の敷地面積に対応する建築物が複数ある場合は、

該当する番号を全て記入してください。 

3．第二面関係 

 ① 付近見取図には、方位、道路及び目標となる地物並びに対象区域を明示してくださ

い。 

 ② 配置図には、縮尺、方位、対象区域の境界線、対象区域内の建築物の敷地境界線、

用途、延べ面積、位置及び構造、申請に係る建築物と申請区域内の他の建築物との

別、建築物の番号、対象区域内の建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作

物の築造面積及び位置、土地の高低、対象区域内の建築物の各部分の高さ並びに対

象区域の接する道路の位置及び幅員並びに対象区域内に設ける通路の位置、延長及

び幅員を明示してください。 
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第六十五号様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十五号様式(第十条の二十一関係)(A4) 

 

認定取消申請書 

(第一面) 

 

  建築基準法第86条の5第2項の規定による認定の取消しを申請します。この申請書及び

添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 特定行政庁    様 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．既認定番号等】 

 【イ．認定番号】 

 【ロ．認定年月日】 
                                         

【3．建築物の数】 
                                         
 
※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※認定取消番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．敷地の番号】 
                                         

【2．地名地番】 
                                         

【3．住居表示】 
                                         

【4．都市計画区域及び準都市計画区域内外の別】 

         □都市計画区域内        □準都市計画区域内 

         □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【5．防火地域】 □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【6．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【7．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【8．敷地面積】 

 【イ．敷地面積】    (1)(     )(     )(     )(     ) 

             (2)(     )(     )(     )(     ) 

 【ロ．用途地域等】     (     )(     )(     )(     ) 

 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 

               (     )(     )(     )(     ) 

 【ホ．敷地面積の合計】 (1) 

             (2) 

 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 

 【チ．備考】 
                                         

【9．主要用途】 (区分   ) 
                                         

【10．建築面積】 

 【イ．建築物全体】 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 

 【ハ．建蔽率】 
                                         

【11．延べ面積】 
 【イ．建築物全体】 
 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 
 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
 【ホ．認定機械室等の部分】 
 【ヘ．自動車車庫等の部分】 
 【ト．備蓄倉庫の部分】 
 【チ．蓄電池の設置部分】 
 【リ．自家発電設備の設置部分】 
 【ヌ．貯水槽の設置部分】 
 【ル．宅配ボックスの設置部分】 
 【ヲ．その他の不算入部分】 
 【ワ．住宅の部分】 
 【カ．老人ホーム等の部分】 
 【ヨ．延べ面積】 
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 【タ．容積率】 
                                         

【12．建築物の数】 
                                         

【13．附属自動車車庫の床面積等】 

 【イ．建築物に附属する自動車車庫の床面積の合計】 

 【ロ．建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積】 
                                         

【14．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．建築物の番号】 
                                         

【2．敷地の番号】 
                                         

【3．構造】     造   一部       造 
                                         

【4．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【5．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【6．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                         

【7．階数】 

 【イ．地階を除く階数】 

 【ロ．地階の階数】 
                                         

【8．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 

 【ハ．建築基準法第56条第7項の規定による特例の適用の有無】 □有  □無 

 【ニ．適用があるときは、特例の区分】 

   □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         

【9．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請

者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、取消対象区域において、直前に受けた建築基準法第86条第1項若しくは第2

項又は同法第86条の2第1項の規定による認定に係る認定番号及び認定年月日を記入

してください。 

 ③ 3欄は、取消対象区域内に現に存する建築物の数を記入してください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、取消対象区域内の敷地ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、敷地ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 住居表示が定まつているときは、3欄に記入してください。 

 ④ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、建

築物の敷地が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以

上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入して

ください。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属す

る区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地

の属する面積が大きい区域について記入してください。 

 ⑤ 5欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ⑥ 6欄は、建築物の敷地が存する4欄及び5欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又

は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街

区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑦ 7欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなもの

について記入してください。 

 ⑧ 8欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住

環境向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号か

ら第8号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1

項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計

画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域

(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が

異なる地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を

記入してください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、

同条第13項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分に

ついて、建築物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定めら

れた限度の線との間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑨ 8欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分

について、それぞれ記入してください。 

 ⑩ 8欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑪ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第

8項若しくは第12項の規定が適用される場合においては、8欄の「ヘ」に、同条第7項

若しくは第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しく

は第12項の規定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑫ 申請区域内の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積

率の限度が公告されているときは、8欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度
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を記入してください。 

 ⑬ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第5項若しくは第6項に該当する場合においては、

8欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第5項又は第6項の規定に基づき定められる当該

建築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑭ 9欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に書いてください。 

 ⑮ 10欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等

を設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱

の中心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつて

は当該中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水

平距離5メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交

通大臣が定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。

その他の建築物である場合においては、10欄の「イ」と同じ面積を記入してくださ

い。 

 ⑯ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づく

条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、11欄の「ロ」

に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住宅又は

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する

建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するため

のものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設け

る備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設

ける部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」

に宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることが

できないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に

住宅の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

のの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法

令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分

を有する場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑰ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、11欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部

分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用

の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑱ 11欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに

類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の

3分の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は

共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)、「ハ」か
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ら「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの

面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物

の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を

超える場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から

(6)までに定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積

とします。また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」

の容積率の算定の基礎となる敷地面積は、8欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑲ 8欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに11欄の「タ」は、百分率

を用いてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、取消対象区域内の建築物ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、建築

物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 2欄は、第二面の1欄に対応する番号を記入してください。 

 ④ 4欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行

令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、

「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条

の3第1号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同

等の準耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造

部の構造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。いずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 5欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1

項第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基

準に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基

準法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス

全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号

に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」に該当する場合においては、4欄の「準耐火構造」のチェックボッ

クスにも「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に

「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 6欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の

適用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マー

クを入れてください。 

 ⑦ 8欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑧ 8欄の「ニ」は、建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない建築物

については「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない建築物
については「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない建築物
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については「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

 ⑨ 建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、9欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 
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第六十五号の二様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十五号の二様式(第十条の二十一関係)(A4) 

 

 

許可取消申請書 

 

(第一面) 

 建築基準法第86条の5第3項の規定による許可の取消しを申請します。この申請書及び添

付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 特定行政庁    様 

 

  年  月  日  

申請者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．既許可番号等】 

 【イ．許可番号】 

 【ロ．許可年月日】 
                                         

【3．建築物の数】 
                                         

 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※許可取消番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

 建築物及びその敷地に関する事項 
                                         

【1．敷地の番号】 
                                         

【2．地名地番】 
                                         

【3．住居表示】 
                                         

【4．都市計画区域及び準都市計画区域内外の別】 

       □都市計画区域内         □準都市計画区域内 

       □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【5．防火地域】   □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【6．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【7．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【8．敷地面積】 
 【イ．敷地面積】      (1)(   )(   )(   )(   ) 
               (2)(   )(   )(   )(   ) 
 【ロ．用途地域等】      (   )(   )(   )(   ) 
 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 
                (   )(   )(   )(   ) 
 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 
                (   )(   )(   )(   ) 
 【ホ．敷地面積の合計】   (1) 
               (2) 
 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 
 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
 【チ．備考】 
                                         

【9．主要用途】(区分    ) 
                                         

【10．建築面積】 

 【イ．建築物全体】 

 【ロ．建蔽率の算定の基礎となる建築面積】 

 【ハ．建蔽率】 
                                         

【11．延べ面積】 

 【イ．建築物全体】 

 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 

 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 

 【ホ．認定機械室等の部分】 

 【ヘ．自動車車庫等の部分】 

 【ト．備蓄倉庫の部分】 

 【チ．蓄電池の設置部分】 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

 【ヲ．その他の不算入部分】 

 【ワ．住宅の部分】 

 【カ．老人ホーム等の部分】 

 【ヨ．延べ面積】 
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 【タ．容積率】 
                                         

【12．建築物の数】 
                                         

【13．附属自動車車庫の床面積等】 

 【イ．建築物に附属する自動車車庫の床面積の合計】 

 【ロ．建築物に附属する自動車車庫の用途に供する工作物の築造面積】 
                                         

【14．備考】 
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(第三面) 

 建築物別概要 
                                         

【1．建築物の番号】 
                                         

【2．敷地の番号】 
                                         

【3．構造】        造    一部     造 
                                         

【4．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【5．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【6．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                         

【7．階数】 

 【イ．地階を除く階数】 

 【ロ．地階の階数】 
                                         

【8．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 

 【ハ．建築基準法第56条第7項の規定による特例の適用の有無】 □有 □無 

 【ニ．適用があるときは、特例の区分】 

   □道路高さ制限不適用  □隣地高さ制限不適用  □北側高さ制限不適用 
                                         

【9．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請

者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、取消対象区域において、直前に受けた建築基準法第86条第3項若しくは第4

項又は同法第86条の2第2項若しくは第3項の規定による許可に係る許可番号及び許可

年月日を記入してください。 

 ③ 3欄は、取消対象区域内に現に存する建築物の数を記入してください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① この書類は、取消対象区域内の敷地ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、敷地ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 住居表示が定まつているときは、3欄に記入してください。 

 ④ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、建

築物の敷地が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以

上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入してく

ださい。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属する

区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地の属

する面積が大きい区域について記入してください。 

 ⑤ 5欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ⑥ 6欄は、建築物の敷地が存する4欄及び5欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又

は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街

区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑦ 7欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなもの

について記入してください。 

 ⑧ 8欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住

環境向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号から

第8号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1項第

1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計画にお

いて定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域(以下

「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が異なる

地域等ごとに、それぞれの用途地域が異なる地域等に対応する敷地の面積を記入して

ください。「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、同条第13

項の規定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建

築物の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線

との間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑨ 8欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分

について、それぞれ記入してください。 

 ⑩ 8欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑪ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第

8項若しくは第12項の規定が適用される場合においては、8欄の「ヘ」に、同条第7項

若しくは第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しくは

第12項の規定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑫ 申請区域内の敷地について、建築基準法第57条の2第4項の規定により現に特例容積

率の限度が公告されているときは、8欄の「チ」にその旨及び当該特例容積率の限度
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を記入してください。 

 ⑬ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第5項若しくは第6項に該当する場合においては、8

欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第5項又は第6項の規定に基づき定められる当該建

築物の建蔽率を記入してください。 

 ⑭ 9欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に書いてください。 

 ⑮ 10欄の「ロ」は、建築物に建築基準法施行令第2条第1項第2号に規定する特例軒等

を設ける場合において、当該特例軒等のうち当該建築物の外壁又はこれに代わる柱の

中心線から突き出た距離が水平距離1メートル以上5メートル未満のものにあつては当

該中心線で囲まれた部分の水平投影面積を、当該中心線から突き出た距離が水平距離

5メートル以上のものにあつては当該特例軒等の端から同号に規定する国土交通大臣

が定める距離後退した線で囲まれた部分の水平投影面積を記入してください。その他

の建築物である場合においては、10欄の「イ」と同じ面積を記入してください。 

 ⑯ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づく

条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、11欄の「ロ」

に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住宅又は

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する建

築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するための

ものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設ける

備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設け

る部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」に

宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることができ

ないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に住宅

の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの

用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法令以外

の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分を有する

場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑰ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、11欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類す

るものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部分又

は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑱ 11欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分

の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホームそ

の他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は共同

住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)、「ハ」から「ホ」

までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの面積が、次
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の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物の各階の床面

積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を超える場合にお

いては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割

合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積とします。また、建

築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」の容積率の算定の基

礎となる敷地面積は、8欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑲ 8欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」、10欄の「ハ」並びに11欄の「タ」は、百分率

を用いてください。 

4．第三面関係 

 ① この書類は、取消対象区域内の建築物ごとに作成してください。 

 ② 1欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、建築

物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 2欄は、第二面の1欄に対応する番号を記入してください。 

 ④ 4欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行令

第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、「準耐

火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条の3第1

号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同等の準

耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造部の構

造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。い

ずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 5欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1項

第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基準

法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス全

てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲

げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合

する構造」に該当する場合においては、4欄の「準耐火構造」のチェックボックスに

も「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受け

ない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に「レ」マーク

を入れてください。 

 ⑥ 6欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マークを

入れてください。 

 ⑦ 8欄の「ハ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑧ 8欄の「ニ」は、建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない建築物

については「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない建築物に

ついては「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない建築物につ
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いては「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑨ 建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、9欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 
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第六十六号様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十六号様式(第十条の二十一関係)(A4) 
 

認定取消通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
  申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 下記による認定取消申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第86条の5

第2項の規定に基づき、認定の取消しをしましたので通知します。 

記 

1．申請年月日      年  月  日 

2．認定の取消しを行った区域の場所 

3．認定の取消しを行った認定番号及び認定年月日 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第六十六号の二様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十六号の二様式(第十条の二十一関係)(A4) 
 

許可取消通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 下記による許可取消申請書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第86条の5

第3項の規定に基づき、許可の取消しをしましたので通知します。 
 

記 
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．許可の取消しを行った区域の場所 

3．許可の取消しを行った許可番号及び許可年月日 

(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第六十七号様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十七号様式(第十条の二十一関係)(A4) 
 

認定の取消しをしない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
 申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 別添の認定取消申請書及び添付図書に記載の計画について、下記の理由により建築基準

法第86条の5第2項による認定の取消しをしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受

けた日の翌日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請

求をすることができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請

求をした場合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か

月以内に     を被告として(訴訟において     を代表する者は     と

なります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の

送達を受けた日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を

経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第六十七号の二様式（第十条の二十一関係）（Ａ４）

第六十七号の二様式(第十条の二十一関係)(A4) 
 

許可の取消しをしない旨の通知書 
 

第         号  

  年  月  日  
 
  申請者          様 
 

特定行政庁          印  
 
 別添の許可取消申請書及び添付図書に記載の計画について、下記の理由により建築基準

法第86条の5第3項による許可の取消しをしないこととしましたので、通知します。 

 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に建築審査会に対して審査請求をすることができます(なお、この通知を受けた日の翌

日から起算して3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をするこ

とができなくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場

合においては、これに対する裁決の送達を受けた日)の翌日から起算して6か月以内に 

    を被告として(訴訟において     を代表する者は     となります。)、

処分の取消しの訴えを提起することができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた

日の翌日から起算して6か月以内であつても、処分又は裁決の日から1年を経過すると処

分の取消しの訴えを提起することができなくなります。)。 

(理由) 
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第六十七号の三様式（第十条の二十三、第十条の二十四関係）（Ａ４）

第六十七号の三様式(第十条の二十三、第十条の二十四関係)(A4) 

 

全 体 計 画 認 定 申 請 書 

(第一面) 

 

 建築基準法 
第86条の8第1項 

第87条の2第1項 
の規定による認定を申請します。この申請書及び添付 

図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 

 

 特定行政庁    様 

  年  月  日  
 

申請者氏名             
                                         

設計者氏名             
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】   (    )建築士   (    )登録第    号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (  )建築士事務所 (  )知事登録第  号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

 

※手数料欄 

※受付欄 ※決裁欄 ※認定番号欄 

   年 月 日 

  

   年 月 日 

第      号 第      号 

係員氏名 係員氏名 
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(第二面) 

敷地に関する事項 
                                         

【1．地名地番】 
                                         

【2．住居表示】 
                                         

【3．都市計画区域及び準都市計画区域の内外の別等】 

  □都市計画区域内(□市街化区域 □市街化調整区域 □区域区分非設定) 

  □準都市計画区域内   □都市計画区域及び準都市計画区域外 
                                         

【4．防火地域】  □防火地域  □準防火地域  □指定なし 
                                         

【5．その他の区域、地域、地区又は街区】 
                                         

【6．道路】 

 【イ．幅員】 

 【ロ．敷地と接している部分の長さ】 
                                         

【7．敷地面積】 

 【イ．敷地面積】   (1)(    )(    )(    )(    ) 

            (2)(    )(    )(    )(    ) 

 【ロ．用途地域等】   (    )(    )(    )(    ) 

 【ハ．建築基準法第52条第1項及び第2項の規定による建築物の容積率】 

             (    )(    )(    )(    ) 

 【ニ．建築基準法第53条第1項の規定による建築物の建蔽率】 

             (    )(    )(    )(    ) 

 【ホ．敷地面積の合計】 (1) 

             (2) 

 【ヘ．敷地に建築可能な延べ面積を敷地面積で除した数値】 

 【ト．敷地に建築可能な建築面積を敷地面積で除した数値】 
                                         

【8．その他必要な事項】 
                                         

【9．備考】 
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(第三面) 

全体計画概要 
                                         

【1．既存建築物の概要】 

 【イ．確認済証】 □有  □無 

          交付番号       年 月 日 第   号 

           交付者 □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 

 【ロ．検査済証】 □有  □無 

          交付番号       年 月 日 第   号 

           交付者 □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 

 【ハ．不適合となつている規定】 
                                         

【2．二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由】 
                                         

【3．全体計画に係る建築物の数】 
                                         

【4．各工事の着手予定年月日及び完了予定年月日並びに確認申請の要・不要】 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 
                                         

【5．各工事の概要】 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

                                         

【6．備考】 
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(第四面) 

各工事に係る建築物に関する事項 
                                         

【1．工事の番号】 
                                         

【2．主要用途】 (区分       ) 
                                         

【3．工事種別】 □増築 □改築 □大規模の修繕 □大規模の模様替 

         □その他 
                                         

【4．面積】 

    (      申請部分      )(申請以外の部分)( 合計 ) 

    ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

 【イ．面積】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ロ．建蔽率】 
                                         

【5．延べ面積】 

    (      申請部分      )(申請以外の部分)( 合計 ) 

    ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

 【イ．建築物全体】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ロ．地階の住宅又は老人ホーム等の部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ハ．エレベーターの昇降路の部分】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ニ．共同住宅又は老人ホーム等の共用の廊下等の部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ホ．認定機械室等の部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ヘ．自動車車庫等の部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ト．備蓄倉庫の部分 】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【チ．蓄電池の設置部分 】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【リ．自家発電設備の設置部分】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ヌ．貯水槽の設置部分】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ル．宅配ボックスの設置部分】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ヲ．その他の不算入部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ワ．住宅の部分】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【カ．老人ホーム等の部分】 

    (   )(      )(     )(       )(   ) 

 【ヨ．延べ面積】 

 【タ．容積率】 
                                         

【6．建築物の数】 

 【イ．申請に係る建築物の数】 

 【ロ．同一敷地内の他の建築物の数】 
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【7．建築物の高さ等】  (申請に係る建築物)( 他の建築物 ) 

 【イ．最高の高さ】    (       )(       ) 

 【ロ．階数】     地上(       )(       ) 

            地下(       )(       ) 

 【ハ．構造】           造   一部        造 

 【ニ．建築基準法第56条第7項の規定による特例の適用の有無】 

     □有  □無 

 【ホ．適用があるときは、特例の区分】 

   □道路高さ制限不適用 □隣地高さ制限不適用 □北側高さ制限不適用 
                                         

【8．許可・認定等】 
                                         

【9．その他必要な事項】 
                                         

【10．備考】 
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(第五面) 

 各工事に係る建築物別概要 
                                         

【1．工事の番号】 
                                         

【2．建築物の番号】 
                                         

【3．主要用途】(区分      ) 
                                         

【4．工事種別】 □増築 □改築 □大規模の修繕 □大規模の模様替 

         □その他 
                                         

【5．構造】     造   一部        造 
                                         

【6．主要構造部】 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合) 

 □耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合) 

 □建築基準法施行令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造 

 □準耐火構造 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1) 

 □準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―2) 

 □その他 
                                         

【7．建築基準法第21条及び第27条の規定の適用】 

 □建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物 

 □建築基準法施行令第109条の7第1項第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準に適合する構造 

 □その他 

 □建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない 
                                         

【8．建築基準法第61条の規定の適用】 

 □耐火建築物 

 □延焼防止建築物 

 □準耐火建築物 

 □準延焼防止建築物 

 □その他 

 □建築基準法第61条の規定の適用を受けない 
                                         

【9．階数】 

 【イ．地階を除く階数】 

 【ロ．地階の階数】 

 【ハ．昇降機塔等の階の数】 

 【ニ．地階の倉庫等の階の数】 
                                         

【10．高さ】 

 【イ．最高の高さ】 

 【ロ．最高の軒の高さ】 
                                         

【11．建築設備の種類】 別紙参照 
                                         

【12．認定申請に係る添付図書の特例】 
                                         

【13．床面積】 

    (      申請部分      )(申請以外の部分)( 合計 ) 

    ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

 【イ．階別】( 階) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
                     (        階  ) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
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                   (          階  ) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
                (             階  ) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
                (             階  ) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
                (             階  ) 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
 【ロ．合計】 
    (   )(      )(     )(       )(   ) 
                                         

【14．屋根】 
                                         

【15．外壁】 
                                         

【16．軒裏】 
                                         

【17．居室の床の高さ】 
                                         

【18．便所の種類】 □水洗 □くみ取り □くみ取り(改良) 
                                         

【19．その他必要な事項】 
                                         

【20．備考】 
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(第六面) 

各工事に係る建築物の階別概要 
                                         

【1．工事の番号】 
                                         

【2．建築物の番号】 
                                         

【3．階】 
                                         

【4．柱の小径】 
                                         

【5．横架材間の垂直距離】 
                                         

【6．階の高さ】 
                                         

【7．居室の天井の高さ】 
                                         

【8．用途別床面積】 

      (用途の区分)(具体的な用途の名称)(床面積   ) 

 【イ．】 (     )(         )(      ) 

 【ロ．】 (     )(         )(      ) 

 【ハ．】 (     )(         )(      ) 

 【ニ．】 (     )(         )(      ) 

 【ホ．】 (     )(         )(      ) 

 【ヘ．】 (     )(         )(      ) 
                                         

【9．その他必要な事項】 
                                         

【10．備考】 
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(注意) 

1．各面共通関係 

  数字は算用数字を、単位はメートル法を用いてください。 

2．第一面関係 

 ① 申請者が2以上のときは、1欄は代表となる申請者について記入し、別紙に他の申請

者についてそれぞれ必要な事項を記入して添えてください。 

 ② 2欄は、設計者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は設計者の住所を書いてください。 

 ③ 設計者が2以上のときは、2欄は代表となる設計者について記入し、別紙に他の設計

者について棟別に必要な事項を記入して添えてください。 

 ④ ※印のある欄は記入しないでください。 

3．第二面関係 

 ① 住居表示が定まつているときは、2欄に記入してください。 

 ② 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。ただし、建

築物の敷地が都市計画区域、準都市計画区域又はこれらの区域以外の区域のうち2以

上の区域にわたる場合においては、当該敷地の過半の属する区域について記入して

ください。なお、当該敷地が3の区域にわたる場合で、かつ、当該敷地の過半の属す

る区域がない場合においては、都市計画区域又は準都市計画区域のうち、当該敷地

の属する面積が大きい区域について記入してください。 

 ③ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。なお、建築

物の敷地が防火地域、準防火地域又は指定のない区域のうち2以上の地域又は区域に

わたるときは、それぞれの地域又は区域について記入してください。 

 ④ 5欄は、建築物の敷地が存する3欄及び4欄に掲げる地域以外の区域、地域、地区又

は街区を記入してください。なお、建築物の敷地が2以上の区域、地域、地区又は街

区にわたる場合は、それぞれの区域、地域、地区又は街区を記入してください。 

 ⑤ 6欄は、建築物の敷地が2メートル以上接している道路のうち最も幅員の大きなもの

について記入してください。 

 ⑥ 7欄の「イ」(1)は、建築物の敷地が、2以上の用途地域、高層住居誘導地区、居住

環境向上用途誘導地区若しくは特定用途誘導地区、建築基準法第52条第1項第1号か

ら第8号までに規定する容積率の異なる地域、地区若しくは区域又は同法第53条第1

項第1号から第6号までに規定する建蔽率若しくは高層住居誘導地区に関する都市計

画において定められた建築物の建蔽率の最高限度の異なる地域、地区若しくは区域

(以下「用途地域が異なる地域等」という。)にわたる場合においては、用途地域が

異なる地域等ごとに、それぞれの地域等に対応する敷地の面積を記入してください。 

   「イ」(2)は、同法第52条第12項の規定を適用する場合において、同条第13項の規

定に基づき、「イ」(1)で記入した敷地面積に対応する敷地の部分について、建築物

の敷地のうち前面道路と壁面線又は壁面の位置の制限として定められた限度の線と

の間の部分を除いた敷地の面積を記入してください。 

 ⑦ 7欄の「ロ」、「ハ」及び「ニ」は、「イ」に記入した敷地面積に対応する敷地の部分

について、それぞれ記入してください。 

 ⑧ 7欄の「ホ」(1)は、「イ」(1)の合計とし、「ホ」(2)は、「イ」(2)の合計とします。 

 ⑨ 建築物の敷地が、建築基準法第52条第7項若しくは第9項に該当する場合又は同条第

8項若しくは第12項の規定が適用される場合においては、7欄の「ヘ」に、同条第7項

若しくは第9項の規定に基づき定められる当該建築物の容積率又は同条第8項若しく

は第12項の規定が適用される場合における当該建築物の容積率を記入してください。 

 ⑩ 建築物の敷地が建築基準法第53条第2項若しくは同法第57条の5第2項に該当する場

合又は建築物が同法第53条第3項、第6項、第7項若しくは第8項に該当する場合にお

いては、7欄の「ト」に、同条第2項、第3項、第6項、第7項又は第8項の規定に基づ

き定められる当該建築物の建蔽率を記入してください。 

514



 ⑪ 7欄の「ハ」、「ニ」、「ヘ」及び「ト」は、百分率を用いてください。 

 ⑫ ここに書き表せない事項で特に全体計画認定を受けようとする事項は、8欄又は別

紙に記載して添えてください。 

 ⑬ 全体計画変更認定の申請の際は、9欄に第二面に係る部分の変更の概要について記

入してください。 

4．第三面関係 

 ① 1欄の「イ」が「無」である場合は、建築年月日及び登記書類、固定資産税の課税

証明、航空写真、市町村の地図、電力会社等との契約など、建築年月日を証する書

面の名称を記入し、当該書面を添えてください。 

 ② 1欄の「ハ」は、建築基準法第3条第2項の規定により適用を受けないすべての規定

及び同項の規定の適用を受けることとなつたそれぞれの年月日を記入してください。 

 ③ 2欄は、二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由として、建築物の利用

状況、周辺環境等の事情を記入してください。 

 ④ 4欄は、全体計画の工事ごとに工事の着手順に通し番号を付し、確認申請の必要の

有無にかかわらず、二以上の工事に分けたそれぞれの工事の着手及び完了予定年月

日並びに確認申請の必要の有無を記入してください。 

 ⑤ 5欄は、全体工事の工事ごとに工事の着手順に通し番号を付し、該当するチェック

ボックスに「レ」マークを入れてください。また、各工事の概要及び各工事の終了

後においても引き続き建築基準法第3条第2項の規定により適用を受けないすべての

規定を、建築物ごとに記入してください。 

 ⑥ 全体計画変更認定の申請の際は、6欄に第三面に係る部分の変更の概要について記

入してください。 

5．第四面関係 

 ① 1欄は、全体計画の工事ごとに工事の着手順の通し番号を記入してください。 

 ② 2欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、主要用途をで

きるだけ具体的に記入してください。 

 ③ 3欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ④ 4欄及び5欄は、「申請部分」のうち、全体計画に含まれる各工事で改修する部分の

面積の合計を「全体」に、既存改修部分の面積を「既存改修部分」に、本工事で改

修する部分の面積を「本工事の分」に、それぞれ記入してください。 

 ⑤ 都市計画区域内、準都市計画区域内及び建築基準法第68条の9第1項の規定に基づく

条例により建築物の容積率の最高限度が定められた区域内においては、5欄の「ロ」

に建築物の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの住宅又は

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分、「ハ」にエ

レベーターの昇降路の部分、「ニ」に共同住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他こ

れらに類するものの共用の廊下又は階段の用に供する部分、「ホ」に住宅又は老人

ホーム、福祉ホームその他これらに類するものに設ける機械室その他これに類する

建築物の部分(建築基準法施行規則第10条の4の4に規定する建築設備を設置するため

のものであって、同規則第10条の4の5各号に掲げる基準に適合するものに限る。)で、

特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるもの、「ヘ」に

自動車車庫その他の専ら自動車又は自転車の停留又は駐車のための施設(誘導車路、

操車場所及び乗降場を含む。)の用途に供する部分、「ト」に専ら防災のために設け

る備蓄倉庫の用途に供する部分、「チ」に蓄電池(床に据え付けるものに限る。)を設

ける部分、「リ」に自家発電設備を設ける部分、「ヌ」に貯水槽を設ける部分、「ル」

に宅配ボックス(配達された物品(荷受人が不在その他の事由により受け取ることが

できないものに限る。)の一時保管のための荷受箱をいう。)を設ける部分、「ワ」に

住宅の用途に供する部分、「カ」に老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するも

のの用途に供する部分のそれぞれの床面積を記入してください。また、建築基準法

令以外の法令の規定により、容積率の算定の基礎となる延べ面積に算入しない部分
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を有する場合においては、「ヲ」に当該部分の床面積を記入してください。 

 ⑥ 住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものについては、5欄の

「ロ」の床面積は、その地階の住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他これらに類

するものの用途に供する部分の床面積から、その地階のエレベーターの昇降路の部

分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用

の廊下若しくは階段の用に供する部分の床面積を除いた面積とします。 

 ⑦ 5欄の「ヨ」の延べ面積及び「タ」の容積率の算定の基礎となる延べ面積は、各階

の床面積の合計から「ロ」に記入した床面積(この面積が敷地内の建築物の住宅及び

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベー

ターの昇降路の部分又は共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに

類するものの共用の廊下若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の

3分の1を超える場合においては、敷地内の建築物の住宅及び老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するものの用途に供する部分(エレベーターの昇降路の部分又は

共同住宅若しくは老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するものの共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分を除く。)の床面積の合計の3分の1の面積)、「ハ」か

ら「ホ」までに記入した床面積、「ヘ」から「ル」までに記入した床面積(これらの

面積が、次の(1)から(6)までに掲げる建築物の部分の区分に応じ、敷地内の建築物

の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から(6)までに定める割合を乗じて得た面積を

超える場合においては、敷地内の建築物の各階の床面積の合計にそれぞれ(1)から

(6)までに定める割合を乗じて得た面積)及び「ヲ」に記入した床面積を除いた面積

とします。 

   また、建築基準法第52条第12項の規定を適用する場合においては、「タ」の容積率

の算定の基礎となる敷地面積は、第二面7欄「ホ」(2)によることとします。 

  (1) 自動車車庫等の部分 5分の1 

  (2) 備蓄倉庫の部分 50分の1 

  (3) 蓄電池の設置部分 50分の1 

  (4) 自家発電設備の設置部分 100分の1 

  (5) 貯水槽の設置部分 100分の1 

  (6) 宅配ボックスの設置部分 100分の1 

 ⑧ 6欄の建築物の数は、延べ面積が10平方メートルを超えるものについて記入してく

ださい。 

 ⑨ 7欄の「イ」及び「ロ」は、申請に係る建築物又は同一敷地内の他の建築物がそれ

ぞれ2以上ある場合においては、最大のものを記入してください。 

 ⑩ 7欄の「ハ」は、敷地内の建築物の主たる構造について記入してください。 

 ⑪ 7欄の「ニ」は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑫ 7欄の「ホ」は、建築基準法第56条第7項第1号に掲げる規定が適用されない建築物

については「道路高さ制限不適用」、同項第2号に掲げる規定が適用されない建築物

については「隣地高さ制限不適用」、同項第3号に掲げる規定が適用されない建築物

については「北側高さ制限不適用」のチェックボックスに「レ」マークを入れてく

ださい。 

 ⑬ 8欄は、建築物及びその敷地に関して許可、認定等を受けた場合には、根拠となる

法令及びその条項、当該許可、認定等(型式適合認定及び構造方法等の認定を除

く。)の番号並びに当該許可、認定等を受けた日付について記入してください。 

 ⑭ 4欄の「ロ」及び5欄の「タ」は、百分率を用いてください。 

 ⑮ ここに書き表せない事項で特に全体計画認定を受けようとする事項は、9欄又は別

紙に記載して添えてください。 

 ⑯ 全体計画変更認定の申請の際は、10欄に第四面に係る部分の変更の概要について記

入してください。 

6．第五面関係 
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 ① 1欄は、全体計画の工事ごとに工事の着手順の通し番号を記入してください。 

 ② 2欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、申請

に係る建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ③ 3欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書いてください。 

 ④ 4欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑤ 6欄は、「耐火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有しない場合)」、「耐

火構造(防火上及び避難上支障がない主要構造部を有する場合)」、「建築基準法施行

令第108条の4第1項第1号イ及びロに掲げる基準に適合する構造」、「準耐火構造」、

「準耐火構造と同等の準耐火性能を有する構造(ロ―1)」(建築基準法施行令第109条

の3第1号に掲げる基準に適合する主要構造部の構造をいう。)又は「準耐火構造と同

等の準耐火性能を有する構造(ロ―2)」(同条第2号に掲げる基準に適合する主要構造

部の構造をいう。)のうち該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてくださ

い。いずれにも該当しない場合は「その他」に「レ」マークを入れてください。 

 ⑥ 7欄は、「建築基準法施行令第109条の5第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築

基準法第21条第1項ただし書に該当する建築物」、「建築基準法施行令第109条の7第1

項第1号に掲げる基準に適合する構造」、「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基

準に適合する構造」又は「その他」(上記のいずれにも該当しない建築物で、建築基

準法第21条又は第27条の規定の適用を受けるもの)のうち該当するチェックボックス

全てに「レ」マークを入れてください。また、「建築基準法施行令第109条の5第1号

に掲げる基準に適合する構造」又は「建築基準法施行令第110条第1号に掲げる基準

に適合する構造」に該当する場合においては、6欄の「準耐火構造」のチェックボッ

クスにも「レ」マークを入れてください。建築基準法第21条又は第27条の規定の適

用を受けない場合は「建築基準法第21条又は第27条の規定の適用を受けない」に

「レ」マークを入れてください。 

 ⑦ 8欄は、「耐火建築物」、「延焼防止建築物」(建築基準法施行令第136条の2第1号ロに

掲げる基準に適合する建築物をいう。)、「準耐火建築物」、「準延焼防止建築物」(同

条第2号ロに掲げる基準に適合する建築物をいう。)又は「その他」(上記のいずれに

も該当しない建築物で、建築基準法第61条の規定の適用を受けるもの)のうち該当す

るチェックボックスに「レ」マークを入れてください。建築基準法第61条の規定の

適用を受けない場合は「建築基準法第61条の規定の適用を受けない」に「レ」マー

クを入れてください。 

 ⑧ 9欄の「ハ」は、建築基準法施行令第2条第1項第8号により階数に算入されない建築

物の部分のうち昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分

の階の数を記入してください。 

 ⑨ 9欄の「ニ」は、建築基準法施行令第2条第1項第8号により階数に算入されない建築

物の部分のうち地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分の階の数を

記入してください。 

 ⑩ 11欄は、別紙にその概要を記載して添えてください。ただし、当該建築設備が特定

の建築基準関係規定に適合していることを証する書面を添える場合には、当該建築

基準関係規定に係る内容を概要として記載する必要はありません。 

 ⑪ 13欄の「イ」は、最上階から順に記入してください。記入欄が不足する場合には、

別紙に必要な事項を記入し添えてください。 

 ⑫ 17欄は、最下階の居室の床が木造である場合に記入してください。 

 ⑬ 18欄は、該当するチェックボックスに「レ」マークを入れてください。 

 ⑭ ここに書き表せない事項で特に全体計画認定を受けようとする事項は、19欄又は別

紙に記載して添えてください。 

 ⑮ 全体計画認定に係る建築物が高床式住宅(豪雪地において積雪対策のため通常より

床を高くした住宅をいう。)である場合には、床面積の算定において床下部分の面積
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を除くものとし、20欄に、高床式住宅である旨及び床下部分の面積を記入してくだ

さい。 

 ⑯ 建築物の2以上の部分が建築基準法施行令第109条の8に規定する火熱遮断壁等で区

画されている場合には、20欄にその旨を記入し、各部分について建築基準法第21条、

第27条及び第61条の規定の適用の有無を記入してください。 

 ⑰ 全体計画変更認定の申請の際は、20欄に第五面に係る部分の変更の概要について記

入してください。 

7．第六面関係 

 ① この書類に記載すべき事項を別紙に明示して添付すれば、この書類を別途提出する

必要はありません。 

 ② この書類は、申請に係る各建築物の階ごとに作成してください。ただし、木造の場

合は4欄から9欄まで、木造以外の場合は6欄から9欄までの記載内容が同じときは、3

欄に同じ記載内容となる階を列記し、併せて1枚とすることができます。 

 ③ 1欄は、全体計画の工事ごとに工事の着手順の通し番号を記入してください。 

 ④ 2欄は、建築物の数が1のときは「1」と記入し、建築物の数が2以上のときは、申請

に係る建築物ごとに通し番号を付し、その番号を記入してください。 

 ⑤ 4欄及び5欄は、木造の場合のみ記入してください。 

 ⑥ 8欄は、別紙の表の用途の区分に従い対応する記号を記入した上で、用途をできる

だけ具体的に書き、それぞれの用途に供する部分の床面積を記入してください。 

 ⑦ ここに書き表せない事項で特に全体計画認定を受けようとする事項は、9欄又は別

紙に記載して添えてください。 

 ⑧ 全体計画変更認定の申請の際は、10欄に第六面に係る部分の変更の概要について記

入してください。 
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第六十七号の四様式（第六条の三、第十条の二十三、第十条の二十四、第十一条の三関係）（Ａ４）

第六十七号の四様式(第六条の三、第十条の二十三、第十条の二十四、第十一条の三関係)
(A4) 

全体計画概要書 
 

(第一面) 
 
申請者等の概要 
                                         

【1．申請者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 
                                         

【2．設計者】 

 【イ．資格】  (    )建築士  (    )登録第    号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (  )建築士事務所 (  )知事登録第  号 

 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．地名地番】 
                                         

【4．住居表示】 
                                         

【5．既存建築物の概要】 

 【イ．確認済証】  □有  □無(                ) 

          交付番号       年 月 日 第   号 

          交付者 □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 

 【ロ．検査済証】  □有  □無(                ) 

          交付番号       年 月 日 第   号 

          交付者 □建築主事等  □指定確認検査機関(   ) 

 【ハ．不適合となつている規定】 
                                         

【6．二以上の工事に分けて行うことがやむを得ない理由】 
                                         

【7．全体計画に係る建築物の数】 
                                         

【8．主要用途】 (区分      ) 
                                         

【9．備考】 
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(第二面) 

全体計画概要 
                                         

【1．各工事の着手予定年月日及び完了予定年月日並びに確認申請の要・不要】 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 

  (第  回)   年 月 日 ～    年 月 日 確認要・不要 
                                         

【2．各工事の概要】 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

           ( 申請部分 )(申請以外の部分)(合計) 

           ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

   ［面 積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

   ［延べ面積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

           ( 申請部分 )(申請以外の部分)(合計) 

           ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

   ［面 積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

   ［延べ面積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

           ( 申請部分 )(申請以外の部分)(合計) 

           ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

   ［面 積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

   ［延べ面積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

           ( 申請部分 )(申請以外の部分)(合計) 

           ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

   ［面 積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

   ［延べ面積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

  (第 回) □増築  □改築  □大規模の修繕  □大規模の模様替  □その他 

   (工事完了後に不適合となつている規定)(             ) 

           ( 申請部分 )(申請以外の部分)(合計) 

           ( 全体 )(既存改修部分)(本工事の分) 

   ［面 積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 

   ［延べ面積］  (  )(  )(  )(  )(  ) 
                                         

【3．備考】 

 
                                         

(注意) 

 この様式には、第六十七号の三様式に記入した内容と同一の内容を記入してください。

なお、第一面の9欄は、全体計画に係る工事において変更が生じる場合は、変更の内容を

併せて記入してください。また、第二面の2欄は、第六十七号の三様式第四面に記入した

内容のうち、4欄及び5欄の「イ」の内容を記入してください。 
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第六十七号の五様式（第一条の三、第十条の二十三、第十条の二十四関係）（Ａ４）

第六十七号の五様式(第一条の三、第十条の二十三、第十条の二十四関係)(A4) 
 

  
全体計画認定 

全体計画変更認定 
通知書 

 
第     号  

年  月  日  
 
 申請者    様 

特定行政庁    印  

 下記による全体計画認定書及び添付図書に記載の計画について、建築基準法第 条   

  第 項の規定に基づき、 全体計画認定 

全体計画変更認定 
をしましたので、通知します。 

 
 
 

記 
 
1．申請年月日      年  月  日 

2．建築場所 

3．建築物の概要 
 
(注意) この通知書は、大切に保存しておいてください。 
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第六十七号の六様式（第十条の二十三、第十条の二十四関係）（Ａ４）

第六十七号の六様式(第十条の二十三、第十条の二十四関係)(A4) 
 

  
全体計画認定 

全体計画変更認定 
をしない旨の通知書 

 
 

第     号  

年  月  日  
 
 申請者    様 

特定行政庁    印  

 

 別添の全体計画認定書及び添付図書に記載の計画については、下記の理由により建築 

基準法第 条    第 項による 
全体計画認定 

全体計画変更認定 
をしないこととしましたので、 

通知します。 
 
 
 なお、この処分に不服があるときは、この通知を受けた日の翌日から起算して3か月以

内に     建築審査会に対し審査請求することができます(なお、この通知を受けた

日から3か月以内であつても、処分の日から1年を経過すると審査請求をすることができ

なくなります。)。また、この通知を受けた日(当該処分につき審査請求をした場合におい

ては、これに対する裁決の送達を受けた日)から6か月以内に    を被告として(訴訟

において    を代表する者は    となります。)、処分の取消しの訴えを提起す

ることができます(なお、この通知又は裁決の送達を受けた日から6か月以内であつても、

処分又は裁決の日から1年を経過すると処分の取消しの訴えを提起することができなくな

ります。)。 
 
 
(理由) 
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第六十八号様式（第十一条関係）（木板、プラスチック板その他これらに類するものとする）

第六十八号様式(第十一条関係)(木板、プラスチック板その他これらに類するものとする。) 

  35cm以上 

25c
m以

上 

  

  

建 築 基 準 法 に よ る 確 認 済 

  

確 認 年 月 日 番 号      年   月   日     第      号 

確 認 済 証 交 付 者   

建 築 主 又 は

築 造 主 氏 名 
  

設 計 者 氏 名   

工 事 監 理 者 氏 名   

工 事 施 工 者 氏 名   

工 事 現 場 管 理 者 氏 名   

建 築 確 認 に 係 る

そ の 他 の 事 項 
  

  
 (注意) 
 1 設計者及び工事監理者が建築士の場合には、設計者氏名及び工事監理者氏名の欄にその者の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の
別を併せて記入してください。 

 2 設計者及び工事監理者が建築士事務所に属している場合には、設計者氏名及び工事監理者氏名の欄にその名称及びその一級建築士事務
所、二級建築士事務所又は木造建築士事務所の別を併せて記入してください。 
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第六十九号様式（第十一条の二関係）（Ａ４）

第六十九号様式(第十一条の二関係)(A4) 
 
 

  

建築基準法第90条の3(同法第87条の4に

おいて準用する場合を含む。)の規定によ

る 

  

 
 

安全上の措置等に関する計画届 
 

(第一面) 
 

  年  月  日  
 
  特定行政庁  様 
 

届出者氏名             
 

  

※受付欄 

    年  月  日 

第          号 

係員氏名 
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(第二面) 
                                         

【1．建築主又は設置者】 

 【イ．氏名のフリガナ】 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．郵便番号】 

 【ニ．住所】 

 【ホ．電話番号】 
                                         

【2．代理者】 

 【イ．資格】      (   )建築士   (     )登録第    号 

 【ロ．氏名】 

 【ハ．建築士事務所名】 (   )建築士事務所(   )知事登録第    号 
 
 【ニ．郵便番号】 

 【ホ．所在地】 

 【ヘ．電話番号】 
                                         

【3．建築物の概要】 

 【イ．所在地】 

 【ロ．名称のフリガナ】 

 【ハ．名称】 

 【ニ．地域地区】 

 【ホ．用途】 

 【ヘ．構造】 

 【ト．階数】  地上   階 地下   階 

 【チ．敷地面積】      m2 

 【リ．建築面積】      m2 

 【ヌ．延べ面積】      m2 
                                         

【4．工事着手予定年月日】     年  月  日 
                                         

【5．工事完了予定年月日】     年  月  日 
                                         

【6．使用期間】     年  月  日 から     年  月  日 まで 
                                         

【7．建築確認】 

 【イ．確認済証番号】    第         号 

 【ロ．確認済証交付年月日】     年  月  日 

 【ハ．確認済証交付者】 
                                         

【8．仮使用認定】 

 【イ．認定番号】  第         号 

 【ロ．認定年月日】     年  月  日 
                                         

【9．備考】 
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(注意) 

1． 第一面関係 

  ※印のある欄は記入しないでください。 

2． 第二面関係 

 ① 建築主又は設置者が2以上のときは、1欄は代表となる建築主又は設置者について

記入し、別紙に他の建築主又は設置者についてそれぞれ必要な事項を記入して添え

てください。 

 ② 建築主又は設置者からの委任を受けて申請を行う者がいる場合においては、2欄に

記入してください。 

 ③ 2欄は、代理者が建築士事務所に属しているときは、その名称を書き、建築士事務

所に属していないときは、所在地は代理者の住所を書いてください。 

 ④ 7欄は建築確認を受けている場合に、8欄は仮使用の認定を受けている場合に記入

してください。 

 ⑤ 7欄は、計画変更の確認を受けている場合は直前の計画変更の確認について記載し

てください。 

 ⑥ 9欄は、工事計画書及び安全計画書の立案者の住所及び氏名並びに建築に関し有す

る資格の有無及びその種類並びに工事施工者の住所及び氏名を書いてください。 
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別紙

別紙 

建築物又は建築物の部分の用途の区分 
用途を示

す記号 

一戸建ての住宅 08010 

長屋 08020 

共同住宅 08030 

寄宿舎 08040 

下宿 08050 

住宅で事務所、店舗その他これらに類する用途を兼ねるもの 08060 

幼稚園 08070 

小学校 08080 

義務教育学校 08082 

中学校、高等学校又は中等教育学校 08090 

特別支援学校 08100 

大学又は高等専門学校 08110 

専修学校 08120 

各種学校 08130 

幼保連携型認定こども園 08132 

図書館その他これに類するもの 08140 

博物館その他これに類するもの 08150 

美術館その他これに類するもの 08152 

神社、寺院、教会その他これらに類するもの 08160 

老人ホーム、福祉ホームその他これらに類するもの 08170 

保育所その他これに類するもの 08180 

助産所(入所する者の寝室があるものに限る。) 08190 

助産所(入所する者の寝室がないものに限る。) 08192 

児童福祉施設等(建築基準法施行令第19条第1項に規定する児童福祉施設等を

いい、前4項に掲げるものを除く。次項において同じ。)(入所する者の寝室

があるものに限る。) 

08210 

児童福祉施設等(入所する者の寝室がないものに限る。) 08220 

公衆浴場(個室付浴場業に係る公衆浴場を除く。) 08230 
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診療所(患者の収容施設のあるものに限る。) 08240 

診療所(患者の収容施設のないものに限る。) 08250 

病院 08260 

巡査派出所 08270 

公衆電話所 08280 

郵便法(昭和二十二年法律第百六十五号)の規定により行う郵便の業務の用に

供する施設 
08290 

地方公共団体の本庁又は支所 08300 

公衆便所、休憩所又は路線バスの停留所の上家 08310 

建築基準法施行令第130条の4第5号に基づき建設大臣が指定する施設 08320 

税務署、警察署、保健所又は消防署その他これらに類するもの 08330 

工場(自動車修理工場を除く。) 08340 

自動車修理工場 08350 

危険物の貯蔵又は処理に供するもの 08360 

ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習場又はバッティ

ング練習場 
08370 

体育館又はスポーツの練習場(前項に掲げるものを除く。) 08380 

マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの又はカラオケボックスその他これに類するもの 
08390 

ホテル又は旅館 08400 

自動車教習所 08410 

畜舎 08420 

堆肥舎又は水産物の増殖場若しくは養殖場 08430 

日用品の販売を主たる目的とする店舗 08438 

百貨店、マーケットその他の物品販売業を営む店舗(前項に掲げるもの、専

ら性的好奇心をそそる写真その他の物品の販売を行うもの並びに田園住居地

域及びその周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる目的とするものを

除く。) 

08440 

飲食店(次項に掲げるもの並びに田園住居地域及びその周辺の地域で生産さ

れた農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とするものを除く。) 
08450 

食堂又は喫茶店 08452 
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理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他これ

らに類するサービス業を営む店舗、洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭

電気器具店その他これらに類するサービス業を営む店舗で作業場の床面積の

合計が50平方メートル以内のもの(原動機を使用する場合にあつては、その

出力の合計が0．75キロワット以下のものに限る。)、自家販売のために食品

製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類するもの(田

園住居地域及びその周辺の地域で生産された農産物を原材料とする食品の製

造又は加工を主たる目的とするものを除く。)で作業場の床面積の合計が50

平方メートル以内のもの(原動機を使用する場合にあつては、その出力の合

計が0．75キロワット以下のものに限る。)又は学習塾、華道教室、囲碁教室

その他これらに類する施設 

08456 

銀行の支店、損害保険代理店、宅地建物取引業を営む店舗その他これらに類

するサービス業を営む店舗 
08458 

物品販売業を営む店舗以外の店舗(前2項に掲げるものを除く。) 08460 

事務所 08470 

映画スタジオ又はテレビスタジオ 08480 

自動車車庫 08490 

自転車駐車場 08500 

倉庫業を営む倉庫 08510 

倉庫業を営まない倉庫 08520 

劇場、映画館又は演芸場 08530 

観覧場 08540 

公会堂又は集会場 08550 

展示場 08560 

料理店 08570 

キャバレー、カフェー、ナイトクラブ又はバー 08580 

ダンスホール 08590 

個室付浴場業に係る公衆浴場、ヌードスタジオ、のぞき劇場、ストリップ劇

場、専ら異性を同伴する客の休憩の用に供する施設、専ら性的好奇心をそそ

る写真その他の物品の販売を目的とする店舗その他これらに類するもの 

08600 

卸売市場 08610 

火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設 08620 

農産物の生産、集荷、処理又は貯蔵に供するもの 08630 

農業の生産資材の貯蔵に供するもの 08640 
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田園住居地域及びその周辺の地域で生産された農産物の販売を主たる目的と

する店舗、当該農産物を材料とする料理の提供を主たる目的とする飲食店又

は自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他

これらに類するもの(当該農産物を原材料とする食品の製造又は加工を主た

る目的とするものに限る。)で作業場の床面積の合計が50平方メートル以内

のもの(原動機を使用する場合にあつては、その出力の合計が0.75キロワッ

ト以下のものに限る。) 

08650 

その他 08990 
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